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平成23年第２回沖縄県議会（定例会）会期日程

自　平成23年２月15日　　
会期43日間　　　　　　　　　　　　　

至　平成23年３月29日　　

備　　　　　考日　　　　　　　　　程曜日月　日

請願・陳情付託

　　 　 　（議席の変更）
　　 　 　（会議録署名議員の指名）
　　 　 　（常任委員の所属変更の件）
　　 　 　（議会運営委員の変更の件）本 会 議
　　 　 　（議会運営委員辞任の件）
　　 　 　（特別委員辞任の件）
　　 　 　（会期の決定）
　　 　 　（知事提出議案の説明）

火２月15日１

議案研究水16日２
代表質問通告締切（正午）議案研究木17日３
一般質問通告締切（正午）議案研究金18日４

休　 会丑19日５
休　 会羽20日６
議案研究月21日７
本 会 議 （代表質問）火22日８
本 会 議 （代表質問）水23日９
本 会 議 （代表質問）木24日10
本 会 議 （一般質問）金25日11
休　 会丑26日12
休　 会羽27日13
本 会 議 （一般質問）月28日14
本 会 議 （一般質問）火３月１日15

議案付託
　　 　 （一般質問）
本 会 議　　 　 （予算特別委員会設置)水２日16

請願・陳情提出期限
　　　　　　　（特別委）委 員 会 （補正予算審査）木３日17

委 員 会 （補正予算・先議案件審査）金４日18
休　 会丑５日19
休　 会羽６日20
議案整理
委 員 会 （議会運営委員会）月７日21

請願・陳情付託（特別委）本 会 議 （補正予算・先議案件委員長報告、採決）火８日22
委 員 会 （予算特別委員会）水９日23
委 員 会 （予算特別委員会）木10日24
委 員 会 （予算特別委員会）金11日25
休　 会丑12日26
休　 会羽13日27

請願・陳情提出期限
　　　　　　　（常任委）

委 員 会 （予算特別委員会）月14日28

委 員 会 （予算特別委員会）火15日29
委 員 会 （予算特別委員会）水16日30

請願・陳情付託（常任委）委 員 会 （予算特別委員会）木17日31
委 員 会 （予算特別委員会）金18日32
休　 会丑19日33
休　 会羽20日34

春分の日休　 会迂21日35
委 員 会 （常任委員会）火22日36
委 員 会 （常任委員会）水23日37
委 員 会 （常任委員会）木24日38
委 員 会 （特別委員会）金25日39
休　 会丑26日40
休　 会羽27日41
議案整理
委 員 会 （議会運営委員会）月28日42

本 会 議 （委員長報告、採決）火29日43
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平成23年２月15日

　　　　　　　    平成23年
　　　   沖縄県議会（定例会）会議録　　　　　　　    第 ２ 回

（第 １ 号）
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議　　事　　日　　程　第１号

平成23年２月15日（火曜日）

午前10時開議

第１　議席の変更

第２　会議録署名議員の指名

第３　常任委員の所属変更の件

第４　議会運営委員の変更の件

第５　議会運営委員辞任の件

第６　特別委員辞任の件

第７　会期の決定

第８　甲第１号議案から甲第36号議案まで及び乙第１号議案から乙第36号議案まで（知事説明）

第９　陳情第６号の４、第７号、第９号及び第15号の付託の件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　議席の変更

日程第２　会議録署名議員の指名

日程第３　常任委員の所属変更の件

日程第４　議会運営委員の変更の件

日程第５　議会運営委員辞任の件

日程追加　議会運営委員選任の件

日程第６　特別委員辞任の件

日程追加　特別委員選任の件

日程第７　会期の決定

日程第８　甲第１号議案から甲第36号議案まで及び乙第１号議案から乙第36号議案まで

甲第１号議案　平成23年度沖縄県一般会計予算

甲第２号議案　平成23年度沖縄県農業改良資金特別会計予算

甲第３号議案　平成23年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計予算

甲第４号議案　平成23年度沖縄県中小企業振興資金特別会計予算

甲第５号議案　平成23年度沖縄県下地島空港特別会計予算

甲第６号議案　平成23年度沖縄県母子寡婦福祉資金特別会計予算

甲第７号議案　平成23年度沖縄県下水道事業特別会計予算

甲第８号議案　平成23年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計予算

甲第９号議案　平成23年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計予算

甲第10号議案　平成23年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計予算

甲第11号議案　平成23年度沖縄県林業改善資金特別会計予算

甲第12号議案　平成23年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

甲第13号議案　平成23年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計予算

甲第14号議案　平成23年度沖縄県自由貿易地域特別会計予算

甲第15号議案　平成23年度沖縄県産業振興基金特別会計予算

　　　　　　平成23年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 1 号）　　　　　　第 ２ 回

　

平成23 年２月 15日（ 火曜日）午前 10時１分開会
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甲第16号議案　平成23年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計予算

甲第17号議案　平成23年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計予算

甲第18号議案　平成23年度沖縄県駐車場事業特別会計予算

甲第19号議案　平成23年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

甲第20号議案　平成23年度沖縄県公債管理特別会計予算

甲第21号議案　平成23年度沖縄県病院事業会計予算

甲第22号議案　平成23年度沖縄県水道事業会計予算

甲第23号議案　平成23年度沖縄県工業用水道事業会計予算

甲第24号議案　平成22年度沖縄県一般会計補正予算（第５号）

甲第25号議案　平成22年度沖縄県農業改良資金特別会計補正予算（第１号）

甲第26号議案　平成22年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計補正予算（第１号）

甲第27号議案　平成22年度沖縄県中小企業振興資金特別会計補正予算（第１号）

甲第28号議案　平成22年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第３号）

甲第29号議案　平成22年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算（第１号）

甲第30号議案　平成22年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計補正予算（第１号）

甲第31号議案　平成22年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計補正予算（第

１号）

甲第32号議案　平成22年度沖縄県自由貿易地域特別会計補正予算（第２号）

甲第33号議案　平成22年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計補正予算（第１号）

甲第34号議案　平成22年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計補正予算（第１号）

甲第35号議案　平成22年度沖縄県病院事業会計補正予算（第２号）

甲第36号議案　平成22年度沖縄県水道事業会計補正予算（第２号）

乙第１号議案　沖縄県職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例の一部を改正する条

例

乙第２号議案　沖縄県職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

乙第３号議案　沖縄県職員定数条例の一部を改正する条例

乙第４号議案　沖縄県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県特別会計設置条例の一部を改正する条例

乙第６号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　沖縄県産業廃棄物税条例の一部を改正する条例

乙第８号議案　沖縄県財産の交換、出資、譲与及び無償貸付け等に関する条例の一部を改正する条

例

乙第９号議案　沖縄県新しい公共支援事業基金条例

乙第10号議案　沖縄県介護基盤緊急整備等臨時特例基金条例の一部を改正する条例

乙第11号議案　沖縄県配偶者等暴力被害者支援基金条例

乙第12号議案　沖縄県青少年保護育成条例の一部を改正する条例

乙第13号議案　沖縄県青少年問題協議会設置条例を廃止する条例

乙第14号議案　沖縄県ワクチン接種促進基金条例

乙第15号議案　沖縄県看護師等修学資金貸与条例の一部を改正する条例

乙第16号議案　沖縄県国民健康保険広域化等支援基金条例の一部を改正する条例

乙第17号議案　沖縄県妊婦健康診査支援基金条例の一部を改正する条例

乙第18号議案　沖縄県中山間地域等直接支払事業基金条例を廃止する条例

乙第19号議案　沖縄県産業振興基金条例の一部を改正する条例

乙第20号議案　沖縄県道路占用料徴収条例の一部を改正する条例

乙第21号議案　沖縄県屋外広告物条例の一部を改正する条例

乙第22号議案　沖縄県学校職員定数条例の一部を改正する条例
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乙第23号議案　沖縄県暴力団排除条例

乙第24号議案　沖縄県警察職員の定員に関する条例の一部を改正する条例

乙第25号議案　土地の処分について

乙第26号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第27号議案　交通事故に関する和解等について

乙第28号議案　交通事故に関する和解等について

乙第29号議案　配当異議請求事件の和解について

乙第30号議案　配当異議請求事件の和解について

乙第31号議案　配当異議請求事件の和解について

乙第32号議案　訴えの提起について

乙第33号議案　訴えの提起について

乙第34号議案　包括外部監査契約の締結について

乙第35号議案　副知事の選任について

乙第36号議案　沖縄県教育委員会委員の任命について

日程第９　陳情第６号の４、第７号、第９号及び第15号の付託の件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（48名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　山　内　末　子　さん

11　番　　上　里　直　司　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　新　垣　清　涼　君

23　番　　新　垣　安　弘　君

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　奥　平　一　夫　君

36　番　　比　嘉　京　子　さん

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　安　里　カツ子　さん

副　　知　　事　　上　原　良　幸　君

知 事 公 室 長　　又　吉　　　進　君

総　務　部　長　　兼　島　　　規　君

企　画　部　長　　川　上　好　久　君
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○議長（髙嶺善伸君）　ただいまより平成23年第２回

沖縄県議会（定例会）を開会いたします。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　本日、知事から、お手元に配付いたしました議案72

件並びに今期定例会提出予算説明書、積算内訳書、平

成23年１月末現在の平成22年度一般会計予算執行状況

報告書及び同一般会計繰越予算執行状況報告書の提出

がありました。

　次に、これまでに受理いたしました陳情のうち、特

別委員会に付託すべき陳情を除く陳情15件は、お手元

に配付の陳情文書表のとおりそれぞれ所管の常任委員

会に付託いたしました。

　次に、説明員として出席を求めた公安委員会委員長

翁長良盛君は、別用務のため本日、22日、24日、28日

及び３月１日の会議に出席できない旨の届け出があり

ましたので、その代理として本日及び22日の会議に公

安委員会委員幸喜德子さん、24日、28日及び３月１日

の会議に同委員会委員安里昌利君の出席を求めまし

た。

　その他の諸報告については、お手元に配付の文書に

より御了承願います。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔諸般の報告　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第１　議席の変更を行い

ます。

　新会派の結成に伴い、会議規則第４条第３項の規定

により議席の一部をお手元に配付の変更議席表のとお

りそれぞれ変更いたします。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔変更議席表　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時３分休憩

　　　午前10時４分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　日程第２　会議録署名議員の指名を行います。

　今期定例会の会議録署名議員は、会議規則第114条

の規定により

　　　29番　嶺　井　　　光　君　及び

　　　36番　比　嘉　京　子　さん

を指名いたします。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第３　常任委員の所属変

更の件を議題といたします。

　本件については、新会派の結成に伴い各派の所属議

員数に異動があるため常任委員の各派割り当て数を変

更する必要があります。

　また、総務企画委員の崎山嗣幸君から土木文化環境

委員に、土木文化環境委員の髙嶺善伸君から総務企画

委員に、それぞれ都合により委員会の所属を変更され

文化環境部長　　下　地　　　寛　君

福祉保健部長　　奥　村　啓　子　さん

農林水産部長　　比　嘉　俊　昭　君

観光商工部長　　勝　目　和　夫　君

土木建築部長　　仲　田　文　昭　君

企　業　局　長　　宮　城　嗣　三　君

病院事業局長　　伊　江　朝　次　君

会 計 管 理 者　　米　蔵　博　美　さん

知　事　公　室
　　　　　　　　　饒平名　知　成　君秘書広報統括監

総　　務　　部
　　　　　　　　　新　垣　郁　男　君財 政 統 括 監

教 育 委 員 会
　　　　　　　　　中　野　吉三郎　君委　　員　　長

教　　育　　長　　金　武　正八郎　君

公安委員会委員　　幸　喜　銅　子　さん

警 察 本 部 長　　村　田　　　隆　君

労働委員会会長　　比　嘉　正　幸　君

人 事 委 員 会
　　　　　　　　　仲　吉　朝　信　君委　　員　　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

事　務　局　長　　龍　野　博　基　君

次　　　　　長　　新　城　　　博　君

参事兼議事課長　　嘉　陽　安　昭　君

副　参　事　兼　　　　　　　　　平　田　善　則　君課　長　補　佐

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　仲宗根　　　章　君
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たい旨の申し出があります。

　よって、お諮りいたします。

　委員会条例第４条第２項の規定により、総務企画委

員の玉城義和君を経済労働委員に、経済労働委員の上

里直司君を総務企画委員に、また、総務企画委員の崎

山嗣幸君を土木文化環境委員に、土木文化環境委員の

髙嶺善伸君を総務企画委員にそれぞれ委員会の所属を

変更いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第４　議会運営委員の変

更の件を議題といたします。

　本件については、新会派の結成に伴い各派の所属議

員数に異動があるため議会運営委員の各派割り当て数

を変更する必要があります。

　よって、お諮りいたします。

　委員会条例第４条第２項の規定により議会運営委員

の當山眞市君を玉城義和君に変更いたしたいと思いま

す。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第５　議会運営委員辞任

の件を議題といたします。

　１月13日、前田政明君から、都合により議会運営委

員を辞任したい旨の申し出がありました。

　お諮りいたします。

　前田政明君の議会運営委員の辞任を許可することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、前田政明君の議会運営委員の辞任を許可す

ることに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、お諮りいたします。

　ただいま前田政明君の議会運営委員の辞任が許可さ

れたことに伴い、その補欠委員を選任する必要があり

ます。

　この際、議会運営委員選任の件を日程に追加し、議

題といたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、この際、議会運営委員選任の件を日程に追

加し、議題とすることに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　議会運営委員選任の件を議題

といたします。

　お諮りいたします。

　議会運営委員の選任については、委員会条例第５条

第１項の規定により嘉陽宗儀君を指名いたしたいと思

います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、議会運営委員に嘉陽宗儀君を選任すること

に決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第６　特別委員辞任の件

を議題といたします。

　２月４日、山内末子さんから米軍基地関係特別委員

を、玉城義和君から沖縄振興・那覇空港整備促進特別

委員をそれぞれ都合により辞任したい旨の願い出があ

りました。

　お諮りいたします。

　山内末子さん及び玉城義和君の特別委員の辞任をそ

れぞれ許可することに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、山内末子さん及び玉城義和君の特別委員の

辞任をそれぞれ許可することに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、お諮りいたします。

　米軍基地関係特別委員の山内末子さん及び沖縄振

興・那覇空港整備促進特別委員の玉城義和君の辞任が

許可されたことに伴い、その補欠委員を選任する必要

があります。

　この際、特別委員選任の件を日程に追加し、議題と

いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、この際、特別委員選任の件を日程に追加

し、議題とすることに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　特別委員選任の件を議題とい

たします。
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　お諮りいたします。

　特別委員の選任については、委員会条例第５条第１

項の規定により米軍基地関係特別委員に玉城義和君

を、沖縄振興・那覇空港整備促進特別委員に山内末子

さんをそれぞれ指名いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、米軍基地関係特別委員に玉城義和君を、沖

縄振興・那覇空港整備促進特別委員に山内末子さんを

それぞれ選任することに決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第７　会期の決定を議題

といたします。

　お諮りいたします。

　今期定例会の会期は、本日から３月29日までの43日

間といたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、会期は、本日から３月29日までの43日間と

決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第８　甲第１号議案から

甲第36号議案まで及び乙第１号議案から乙第36号議案

までを議題といたします。

　知事から提案理由の説明を求めます。

　仲井眞知事。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔知事提出議案　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　平成23年第２回沖縄県議会の開会に当たり、まず県

政運営に当たっての私の所信の一端を申し述べ、議員

各位並びに県民の皆様の御理解と御協力を賜りたいと

存じます。

　昨年３月、私たち県民が未来に向け確かな足取りで

歩んでいくことができるよう、新たな沖縄の創造に向

けた指針となります「沖縄21世紀ビジョン」を策定い

たしました。

　本ビジョンには、沖縄がその地域的・歴史的、そし

て文化的特性を最大限に生かして、我が国の経済成長

の原動力となり、アジアから世界へ、交流や貢献を通

じて発展していく将来像が描かれております。平成23

年度は、この将来像の実現に向けた取り組みの礎をつ

くり上げる重要な年となっております。

　私は、このビジョンの実現に誠心誠意取り組みます

とともに、未来を担う子や孫たちが夢と誇りを持てる

沖縄をつくっていくため、県民の皆様と心を一つにし

て県政運営に全力を尽くしてまいる所存でございま

す。

　さて、国際社会は、経済のグローバル化や情報通信

の高度化、そして環境・エネルギー・食料問題等に直

面する一方で、朝鮮半島情勢や尖閣諸島問題など平和

的共存を実現する上での不安定要因も抱えておりま

す。

　我が国においても、人口減少や少子・高齢化という

急激な社会構造の変化に加え、経済成長力の鈍化、国

と地方のあり方の見直しなどの課題が山積し、それを

乗り越えていくための変革の時代を迎えております。

　国内経済においては、海外経済の改善や各種の政策

効果等を背景に持ち直しが期待される一方、デフレ状

態はなお続き、また、失業率が高水準にあるなど、先

行き不透明感はいまだ払拭されておりません。

　一方、沖縄県経済は、雇用情勢は総じて厳しい状況

にあるものの、就業者数が好調に増加していることや

企業倒産件数が過去最小ペースで推移していること、

また、観光が回復基調にあり景気回復をリードしてい

ること等、改善の動きが広がりつつあります。この動

きを持続させていくためにあらゆる産業の振興が重要

であります。

　政府は、景気の先行き悪化懸念を踏まえ、平成22年

度補正予算により雇用や地域活性化等の経済対策に取

り組むとともに、平成23年度は「新成長戦略」の展開

を図り、日本経済を本格的な回復軌道に乗せるとして

おります。

　本県におきましても、政府の政策に連動し迅速かつ

的確に経済対策を推進するほか、活力ある地域経済社

会の形成に向け、あらゆる分野で振興施策の展開を

図ってまいります。あわせて、沖縄の優位性を生かし

た産業分野を成長のエンジンとして組み込み、本県の

経済発展につなげるよう取り組んでまいります。

　沖縄振興計画の期間も残すところ１年余となり、平

成23年度は、中長期的視点に立って沖縄の一層の発展

に資する新たな振興の方向性を定めなければならない

と考えております。このため、「沖縄21世紀ビジョ

ン」の実現に向け、各種施策を盛り込んだ基本計画の

策定に取り組み、今後の振興の道筋を示したいと考え

ております。

　国へ要望してきました沖縄振興特別措置法にかわる

新たな法律及び駐留軍用地跡地利用推進法（仮称）の
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制定につきましては、昨年末に開催されました沖縄政

策協議会の振興部会におきまして、国は新法制定の意

向を表明いたしております。現在、法案策定に向けま

して国との調整作業を進めているところでございま

す。

　今後ともあらゆる場を活用し、産業振興に向けた新

たな制度の創設や財源の確保、過重な米軍基地負担の

軽減などを国に求めていくとともに、沖縄の優位性を

生かした自立型経済の構築を図り、「豊かで生活に不

安のない美ら島おきなわ」の実現に努めてまいる所存

でございます。

　平成23年度内閣府沖縄関係予算案は、国の厳しい財

政状況の中、前年度比で0.1％増の約2301億円が確保

されております。自立型経済の構築に向け、効果的な

諸施策が盛り込まれております。本県の振興に配慮が

なされたものとなっております。

　沖縄振興の趣旨を踏まえた「沖縄振興自主戦略交付

金（仮称）」が措置されたことはまことに意義深いこ

とであり、引き続き平成24年度以降の新たな沖縄振興

に向け、沖縄県が求める形の「沖縄振興一括交付金

（仮称）」の実現を国に求めてまいります。

　平成23年度の施策の展開につきましては、沖縄振興

計画の総仕上げとともに、今後の沖縄振興をも見据え

た施策を推進してまいります。

　産業振興につきましては、まず国際物流拠点の形成

及び臨空・臨海型産業の集積に向け、那覇空港、那覇

港を中心とする国際物流経済特区の創設を国に求めて

まいります。

　次に、「国際観光都市おきなわ」の形成に向け、国

際路線の新設及び拡充に取り組むほか、ユネスコの無

形文化遺産に登録されました組踊や空手を初めとする

地域の文化資源やスポーツ、そして再生医療を初めと

する医療及び健康保養サービス等を活用し、付加価値

の高い観光産業の確立を図ってまいります。

　また、県民所得をおおむね全国中位とすることを目

標に、情報通信産業、農林水産業、商工業などあらゆ

る産業を積極的に支援するとともに、企業誘致の推進

及び「みんなでグッジョブ運動」の拡充・強化等によ

り就業の場の創出と雇用の拡大を図り、失業率の全国

平均化に取り組んでまいります。

　さらに、沖縄科学技術大学院大学の平成24年度の開

学に向けた周辺整備や、研究機関やベンチャー企業等

が集積する知的・産業クラスターの形成に取り組んで

まいります。

　加えて、自然科学、人文・社会科学の分野を超えた

研究交流を支援するとともに、既存企業の生産技術の

高度化や経営・サービスの向上に取り組んでまいりま

す。

　このほか、本県の有する広大な海域、そして陸域に

分布するエネルギー資源等を活用した新たな産業創出

の可能性について検討してまいります。

　離島・過疎地域の振興につきましては、航空運賃の

低減や情報通信基盤の高度化等地域の活性化に向け総

合的な振興を図り、ユニバーサルサービスの確保と定

住条件の整備を推進してまいります。

　あわせて、自然環境と社会経済活動が調和した環境

共生型社会の構築、そして社会基盤の整備による快適

で潤いのある暮らしと、県民だれもが生き生きと暮ら

せる健康福祉社会の実現、沖縄の未来を担う多様な人

材の育成に向けた教育と文化の振興に取り組んでまい

ります。

　米軍基地問題につきましては、日米共同発表の見直

し、普天間飛行場の県外移設を求めるとともに、事

件・事故の防止や日米地位協定の抜本的な見直し、嘉

手納飛行場等における実効性のある航空機騒音対策

等、基地から派生する諸問題の解決促進を日米両政府

に対し引き続き強く求めてまいります。

　また、基地問題にとどまらず、災害対策等を含む総

合安全保障について調査研究を実施する体制整備につ

いても検討いたします。

　県政の執行体制につきましては、平成24年度以降の

新たな振興策の円滑な推進に向け、より効率的な体制

を確保するため、部局の再編を初めとする段階的な組

織改編を実施いたします。

　一方、本県の財政は、継続的に多額の収支不足が見

込まれており、今後も諸施策を着実に実施するため、

新沖縄県行財政改革プランに基づき県民とともにさら

なる改革に取り組んでまいる所存でございます。

　続いて、平成23年度における施策の概要について御

説明申し上げます。

　第１は、自立型経済の構築に向けた産業の振興と雇

用の創出・確保についてであります。

　質の高い観光・リゾート地の形成について申し上げ

ます。

　観光・リゾート産業につきましては、引き続き入域

観光客数1000万人、うち外国人観光客数100万人を目

指しさらなる誘客に取り組んでまいります。

　外国人観光客の誘客については、北京を初めとする

路線誘致に向けたチャーター便支援や多言語情報案内

の整備など、国際観光地としての基盤づくりを推進し

ます。

　また、各種イベントの実施やＭＩＣＥを推進すると
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ともに、スポーツ・エコ・医療ツーリズム等多彩な観

光メニューの展開を図ります。

　さらに、文化・芸能等の観光資源としての活用や、

自然環境の保全に配慮した観光地づくり、多様な機能

を備えた統合リゾート施設の整備に向けた検討を進

め、新たな沖縄観光の魅力の創出を図ります。

　未来をひらく情報通信関連産業の振興について申し

上げます。

　情報通信関連企業の集積を図るため、ＧＩＸの構築

や通信コストの低減化、県外からの業務受注拡大支援

及び人材育成の強化を図るとともに、ＩＴ津梁パーク

の整備を推進してまいります。

　地域特性を生かした農林水産業の振興について申し

上げます。

　農林水産業につきましては、園芸作物や畜産等の戦

略品目による拠点産地の形成やさとうきび等の安定的

な生産供給体制の構築を図り、おきなわブランドの確

立に向けた取り組みを強化いたします。

　また、実践研修を通じた支援を行うなど多様な担い

手の育成確保に努めるとともに、つくり育てる漁業を

促進してまいります。

　さらに、農林水産物の加工製品の開発や販売促進、

環境保全型農業の推進、耕作放棄地の解消に取り組ん

でまいります。

　このほか、平成24年度に開催されます「全国豊かな

海づくり大会」の開催に向け取り組んでまいります。

　次に、地域を支える産業の育成と創出について申し

上げます。

　中小企業支援につきましては、県融資制度を拡充す

るとともに、新商品の開発や新サービスの提供に取り

組む企業を支援してまいります。

　また、バイオ、ＩＴ、環境関連産業への投資事業や

研究開発補助を実施するとともに、多様な文化資源を

活用したコンテンツ制作等を支援いたします。

　さらに、那覇空港を拠点とする国際物流ハブ機能の

活用等によりまして、国内外での県産品の販路拡大や

臨空・臨港型産業の集積を推進いたします。

　企業誘致につきましては、立地企業への物流コスト

の助成拡充等、特別自由貿易地域を含めた魅力ある投

資環境づくりを強化し、企業訪問等のトップセールス

を積極的に展開いたします。

　また、金融人材の育成支援や特区制度の周知により

金融特区への企業集積を図ります。

　次に、雇用の安定と職業能力の開発について申し上

げます。

　厳しい雇用情勢に機敏に対応するため、沖縄県緊急

雇用創出事業臨時特例基金等を活用し雇用対策事業を

各方面で強力に推進してまいります。

　また、「沖縄県産業・雇用拡大県民運動（みんなで

グッジョブ運動）」を拡充強化するとともに、新規学

卒者等の若年者への就職支援を強化いたします。

　さらに、多様な職業訓練や子育て中の女性への就職

講座の実施等、一層の雇用創出・拡大に取り組んでま

いります。

　第２は、米軍基地問題の解決促進、跡地対策及び戦

後処理問題の解決促進等についてであります。

　まず、日米共同発表の見直し及び普天間飛行場の県

外移設等について申し上げます。

　日米両政府は、昨年５月の日米共同発表において、

普天間飛行場代替施設を「キャンプ・シュワブ辺野古

崎地区及びこれに隣接する水域に設置する」としてお

りますが、県としては、県内移設は事実上不可能では

ないかと考えており、引き続き政府に対し日米共同発

表を見直し、普天間飛行場の県外移設及び早期返還に

取り組むよう強く求めてまいります。

　あわせて、普天間飛行場の一日も早い危険性の除去

及び騒音の軽減についても取り組むよう求めてまいり

ます。

　在沖海兵隊のグアム移転や嘉手納以南の施設・区域

の返還等については、沖縄の基地負担の軽減及び振

興・発展を図る上で重要であり、確実に実現される必

要があります。

　そのため、パッケージ論にとらわれることなく、実

現可能なものから一つ一つ確実に実施されるよう日米

両政府に強く求めてまいります。

　次に、日米地位協定の見直しの実現等について申し

上げます。

　日米地位協定につきまして、昨年７月、渉外知事会

として日米両政府に対し地位協定の見直しに加え、環

境特別協定の締結について求めたところでございま

す。

　国は、「日米地位協定の改定を提起する」としてお

り、県といたしましては、今後とも引き続き渉外知事

会と連携をし、協定の見直しに取り組むよう強く働き

かけてまいります。

　次に、駐留軍用地跡地の利用促進について申し上げ

ます。

　駐留軍用地跡地の利用促進につきましては、跡地利

用に関する現行法制度が平成23年度末に失効すること

から、昨年９月に原状回復措置の徹底や地権者負担軽

減等を盛り込んだ新たな法律の制定について国に要望

をし、現在、法案策定に向け国との調整作業を進めて
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いるところでございます。

　今後の跡地利用については、沖縄全体の振興に資す

るよう新たな公共交通システムや大規模公園の整備、

そして産業振興拠点の形成等について検討してまいり

ます。

　旧軍飛行場用地問題の解決促進について申し上げま

す。

　旧軍飛行場用地問題につきましては、各地主会や関

係市町村と調整を進め、特定地域特別振興事業を実施

し解決を図っていきます。

　不発弾処理及び遺骨収集等について申し上げます。

　不発弾処理につきましては、国の責務により事業を

拡充強化していくことを求めるとともに、国・市町

村、警察、地域と連携をし、早期処理及び事故の未然

防止に取り組みます。

　また、国による遺骨収集を促進するため、戦没者の

遺骨収集に関する情報センター（仮称）を設置し、遺

骨情報の一元化を図ってまいります。

　第３は、科学技術の振興と国際交流・協力拠点の形

成についてであります。

　科学技術の振興について申し上げます。

　沖縄科学技術大学院大学の開学に向け、大学や研究

機関、ベンチャー企業等が集積する知的・産業クラス

ターの形成を促進するとともに、大学院大学の周辺整

備に取り組みます。

　また、科学・技術の集積による地域の活性化を図る

ため、再生医療技術の研究開発、おきなわブランドの

確立に向けた農水産物の新品種育成及び高付加価値

化、既存企業の生産技術の高度化等を推進してまいり

ます。

　さらに、水産海洋研究センター、森林資源研究セン

ターの移転整備を進め、効率的な試験研究体制の確立

を図ります。

　国際交流・協力拠点の形成について申し上げます。

　国際交流・協力拠点の形成につきましては、10月に

開催されます「第５回世界のウチナーンチュ大会」の

成功に向けた取り組みや国際化に対応する環境づくり

を推進するとともに、平和発信事業の充実を図ってま

いります。

　第４は、離島・過疎地域の振興についてでございま

す。

　離島・過疎地域につきましては、本島と同じような

ユニバーサルサービスとして交通・医療・教育・文化

等の分野における定住条件の整備や地域産業の振興等

総合的な振興策を展開いたします。

　定住条件の整備につきましては、航空路・航路の確

保及び運賃の低減に取り組むほか、新石垣空港及び伊

良部架橋の建設を推進いたします。

　また、南北大東地区での海底光ケーブル敷設及び地

上デジタル放送用中継局整備を進めるとともに、情報

格差の是正や教育・医療等への活用を図るため情報通

信基盤の高度化を推進いたします。

　さらに、県立宮古病院の改築や医療従事者の安定的

確保及び救急搬送体制の強化により離島医療体制の充

実を図るとともに、水道の広域化を進めてまいりま

す。

　地域産業の振興につきましては、特産品の開発や販

売促進に向けた支援を行うとともに、地域間交流の促

進や観光商品の開発等をより一層進めてまいります。

　次に第５は、環境共生型社会の形成についてでござ

います。

　低炭素社会への転換と自然環境保全及び創造に向け

た取り組みについて申し上げます。

　低炭素社会への転換を図り、環境保全と経済発展が

両立する社会を実現するため、沖縄版グリーンニュー

ディールを推進してまいります。

　また、建物の省エネ化やエコドライブの普及・促進

を初めとする地球温暖化対策、島しょ型スマートグ

リッドモデル地域の形成に向けた実証実験等を実施し

ます。

　さらに、公共関与産業廃棄物最終処分場の整備や新

たな資源循環システムの構築に取り組むとともに、総

合的な赤土等流出防止対策、サンゴ礁の保全再生等を

推進してまいります。

　次に、快適で潤いのある生活環境基盤の整備と県土

保全について申し上げます。

　快適な都市空間を形成するため、旭橋駅周辺地区及

び農連市場地区の市街地再開発事業を推進します。

　あわせて、沖縄らしい風景づくりや全島緑化を促進

するとともに、公営住宅や県営公園の整備、電線類地

中化等に取り組んでまいります。

　また、増大する都市部の水需要に対応するため新石

川浄水場の運用を開始するとともに、地上デジタル放

送への移行に伴い、住民税非課税世帯に対し受信機購

入費用を支援いたします。

　県土保全については、国場川等の整備、中城村・北

中城村の地すべり対策等を推進するとともに、警戒避

難体制の整備促進に取り組みます。

　第６は、健康福祉社会の実現と安全・安心な生活の

確保についてであります。

　健やかで生き生きと暮らせる社会の形成について申

し上げます。
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　子供が健やかに生まれ育つ社会の形成に向け、安心

子ども基金等を活用した保育所整備により待機児童ゼ

ロを目指すとともに、認可外保育施設入所児童の処遇

向上を図ります。

　また、コザ児童相談所一時保護所の整備を初めとす

る児童虐待防止対策に取り組みます。

　さらに、障害者の就労支援を強化するとともに、高

齢者の認知症対策や福祉サービス利用者の権利擁護、

福祉人材の養成・定着を促進してまいります。

　このほか、ひとり親家庭の自立支援、配偶者等から

の暴力被害者支援を推進します。

　安心して暮らせる保健医療の充実について申し上げ

ます。

　健康・長寿社会の実現に向け健康づくり運動を推進

するとともに、医療従事者を養成・確保し、地域医療

の質の向上と医療体制の充実に努めてまいります。

　県立病院に関しては、平成23年度は「県立病院経営

再建計画」の期間の最終年度となることから、救命救

急医療、離島医療、高度・特殊医療等を効率的かつ安

定的に提供できるよう運営の抜本的な改善に向け取り

組みを強化いたします。

　また、関係機関との連携によります総合的な自殺対

策や食品の安全確保に向けた取り組みを推進いたしま

す。

　安全・安心な地域社会づくりについて申し上げま

す。

　犯罪の起きにくい社会の実現に向け関係機関と連携

をし、歓楽街の環境浄化や暴力団対策、犯罪被害者の

支援、各種相談への的確な対応等総合的な治安対策を

推進するとともに、「ちゅらさん運動」の一層の定着

を図ります。

　また、消費者被害防止の取り組みや飲酒運転根絶等

の交通安全対策を推進いたします。

　さて、第７番目は、多様な人材の育成と文化の振興

についてであります。

　学校教育の充実について申し上げます。

　学校教育については、確かな学力や豊かな心、そし

て健やかな体等、「生きる力」をバランスよくはぐく

む教育の充実を図ります。

　また、家庭や地域社会と連携をした基本的な生活習

慣の形成、キャリア教育の充実を図り、次世代を担う

創造性・国際性に富む人材の育成に努めてまいりま

す。

　次に、青少年の健全育成について申し上げます。

　健全でたくましい青少年の育成のため、社会奉仕や

自然体験等の活動や安全・安心な居場所づくりを推進

するとともに、いじめ・暴力行為等の未然防止に向け

た取り組みを強化いたします。

　また、学校、警察、地域の連携により少年の飲酒や

深夜徘回の防止、非行少年の立ち直り支援等の非行防

止対策を推進いたします

　文化とスポーツの振興について申し上げます。

　まず文化の振興につきましては、伝統文化の保存・

継承に努めるとともに、県民の多様な文化・芸術活動

や文化活用型ビジネスの創出を促進いたします。

　また、伝統文化や空手等の発信拠点の整備に向け取

り組みますとともに、引き続き沖縄国際アジア音楽祭

を開催し、音楽産業の振興を図ります。

　さらに、県立芸術大学のあり方の検討を踏まえ、人

材育成の基盤強化を図ってまいります。

　スポーツの振興につきましては、競技力の向上や県

民の参加機会の提供に努めるとともに、健康増進を目

的としたものからプロスポーツに至るまで、スポーツ

関連産業の振興に努めてまいります。

　また、Ｊリーグの公式戦やサッカーキャンプの誘致

に向けた施設整備に取り組んでまいります。

　さて、第８番目は、持続的発展を支える基盤づくり

について申し上げます。

　道路につきましては、那覇空港自動車道や沖縄西海

岸道路、南部東道路等の整備を促進いたします。

　港湾につきましては、中城湾港や本部港等の整備を

推進するとともに、那覇港と那覇空港のアクセス強化

のため沈埋トンネルの早期供用を促進いたします。

　空港につきましては、那覇空港の滑走路増設及び新

国際旅客ターミナルの早期整備に取り組みます。

　都市モノレールについては、需要喚起策に取り組む

とともに、首里駅から沖縄自動車道までの延長整備を

推進いたします。

　あわせて、沖縄県総合交通体系基本計画の策定に向

け取り組むとともに、南北を縦貫する鉄軌道を含む新

たな公共交通システムの導入について検討してまいり

ます。

　また、交通需要マネジメント施策等を推進し、交通

渋滞の緩和や公共交通の利便性の向上に取り組んでま

いります。

　さて、第９番目は、行財政改革の推進についてであ

ります。

　厳しい財政状況の中、少子・高齢化社会の進展や政

府の地域主権・地方分権改革の推進等、沖縄県を取り

巻く社会情勢に適切に対応する必要があります。

　このため、平成22年度から平成25年度を期間とする

「新沖縄県行財政改革プラン」に基づき「県民視点に



－ 23 －

よる事業棚卸し」を実施するなど、強力に行財政改革

を推進してまいります。

　以上、平成23年度における施策の概要について申し

上げました。

　次に、甲第１号議案から甲第36号議案までの予算議

案について御説明申し上げます。

　現下の地方財政は、社会保障関係経費の自然増や公

債費が高い水準で推移するなど厳しい状況にございま

す。

　本県財政においても歳入面では自主財源の割合が低

く、地方交付税等に依存した構造であり、歳出面では

人件費等の義務的経費の割合が高く、弾力性に乏しい

構造となっております。

　このため、平成23年度は、「新沖縄県行財政改革プ

ラン」の着実な推進に努めるとともに、予算編成にお

きましてもこれまで以上に事業の取捨選択を徹底し、

限られた財源を緊急かつ重要な施策に重点的・効果的

に配分することを基本といたしました。

　また、本県を取り巻く社会経済情勢を踏まえ、産業

の振興や雇用・景気対策など県民生活の安定が図られ

るよう必要な措置に努めたところでございます。

　その結果、平成23年度予算は、

　　　一般会計において　　6081億8900万円

　　　特別会計において　　 965億4762万2000円

　　　企業会計において　　 887億2780万円

の規模となっております。

　また、平成22年度予算につきましては、国の「円

高・デフレ対応のための緊急総合経済対策」対応経費

等を盛り込んだ一般会計補正予算及び10件の特別会計

補正予算並びに病院事業会計補正予算及び水道事業会

計補正予算を計上いたしております。この分につきま

しては先議案件として御審議を賜りますようお願いい

たします。

　次に、予算以外の議案といたしましては、条例議案

が「沖縄県職員団体のための職員の行為の制限の特例

に関する条例の一部を改正する条例」外23件、議決議

案が「土地の処分について」外９件、同意議案が「副

知事の選任について」外１件を提案いたしておりま

す。

　なお、乙第９号議案から乙第11号議案、乙第14号議

案、乙第17号議案、乙第25号議案及び乙第26号議案、

乙第32号議案につきましては、先議案件として御審議

を賜りますようお願い申し上げます。

　以上をもちまして、今回提案いたしました議案の説

明といたします。

　何とぞ慎重なる御審議の上、議決を賜りますようお

願い申し上げます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事の提案理由の説明は終わ

りました。

　ただいま議題となっております議案中、職員に適用

される基準の実施、その他職員に関する事項について

必要な規定を定める条例については、地方公務員法第

５条第２項の規定により人事委員会の意見を聞く必要

がありますので、ただいまから人事委員会委員長の意

見を求めます。

　人事委員会委員長。

　　　〔人事委員会委員長　仲吉朝信君登壇〕

○人事委員会委員長（仲吉朝信君）　おはようござい

ます。

　ただいま議長から、地方公務員法の規定に基づき人

事委員会の意見を求められましたので、当委員会の意

見を申し上げます。

　乙第１号議案「沖縄県職員団体のための職員の行為

の制限の特例に関する条例の一部を改正する条例」に

つきましては、時間外勤務、代休時間について、年次

休暇等と同じように職員が給与を受けながら職員団体

のためその業務を行うこと等ができる期間とするため

所要の改正を行うものであり、適当であると考えま

す。

　次に、乙第２号議案「沖縄県職員の特殊勤務手当に

関する条例の一部を改正する条例」につきましては、

社会情勢の変化や業務内容の特殊性等を勘案し、外国

勤務手当を新設するほか、手当の一部について支給要

件や支給額を改めるなどの見直しを行うものであり、

適当であると考えます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　人事委員会委員長の意見の開

陳は終わりました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第９　陳情第６号の４、

第７号、第９号及び第15号の付託の件を議題といたし

ます。

　お諮りいたします。

　ただいまの陳情４件については、米軍基地関係特別

委員会に付託の上、審査することにいたしたいと思い

ます。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――
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○議長（髙嶺善伸君）　この際、お諮りいたします。

　議案研究のため、明２月16日から21日までの６日間

休会といたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、明２月16日から21日までの６日間休会とす

ることに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。

　次会は、２月22日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午前11時17分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。
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議 長

会 議 録 署 名 議 員

会 議 録 署 名 議 員



平成23年２月22日

　　　　　　　    平成23年
　　　   沖縄県議会（定例会）会議録　　　　　　　    第 ２ 回

（第 ２ 号）
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議　　事　　日　　程　第２号

平成23年２月22日（火曜日）

午前10時開議

第１　代表質問

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　代表質問

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（46名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　席　議　員（２名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　平成23年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 ２ 号）　　　　　　第 ２ 回

　

平成23 年２月 22日（ 火曜日）午前 10時３分開議

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　山　内　末　子　さん

11　番　　上　里　直　司　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　新　垣　清　涼　君

23　番　　新　垣　安　弘　君

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　奥　平　一　夫　君

36　番　　比　嘉　京　子　さん

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君

２　番　　島　袋　　　大　君 46　番　　新　里　米　吉　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　上　原　良　幸　君

知 事 公 室 長　　又　吉　　　進　君

総　務　部　長　　兼　島　　　規　君
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　説明員として出席を求めた副知事安里カツ子さん

は、任期満了のため２月18日をもって副知事を退任い

たしました。

　また、人事委員会委員長仲吉朝信君は、所用のため

本日から25日まで及び28日から３月２日までの会議に

出席できない旨の届け出がありましたので、その代理

として人事委員会事務局長岩井健一君の出席を求めま

した。

　また、労働委員会会長比嘉正幸君は、所用のため本

日から25日まで及び28日から３月２日までの会議に出

席できない旨の届け出がありましたので、その代理と

して労働委員会事務局長平良宗秀君の出席を求めまし

た。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　この際、念のため申し上げま

す。

　本日から25日まで及び28日から３月２日までの７日

間にわたって行われます代表質問並びに一般質問及び

議案に対する質疑につきましては、議会運営委員会に

おいて決定されました質問要綱に従って行うことにい

たします。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第１　代表質問を行いま

す。

　質問の通告がありますので、順次発言を許します。

　新垣哲司君。

　　　〔新垣哲司君登壇〕

○新垣　哲司君　自由民主党を代表いたしまして代表

質問を行います。

　質問する前に所見を述べさせていただきたいと思い

ます。

　去る１月26日から29日まで沖縄県議会の議会運営委

員会は、北海道議会と岩手県議会に視察・勉強会に参

りました。その内容といたしましては、先に議会の基

本条例ができているということで、私たちは大城一馬

委員長ほか委員の皆さん、そして職員の皆さん一緒に

なってこの改革に向けてのことを３泊４日で参ったわ

けでございます。

　こうして見ますと、やはり岩手のほうにおいてもこ

のように立派なスクリーンがございまして、沖縄県議

会のほうにおいても立派にできました。やはりこの十

八、九年前に建てられたこの県議会、立派なものでご

ざいますが、どうも傍聴席から議員が非常に見えにく

い、あわせてまた拡声器の聞こえが悪いということで

このように大改革をしたのも、やはりこれも県議会の

基本条例の一歩ではないかとそういうふうに思ってい

るところでございます。２年ぐらいかかっているとい

うことでありますので、本議会においてもやはりみん

なの意見を集約して一日でも早く議会の条例が制定で

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

企　画　部　長　　川　上　好　久　君

文化環境部長　　下　地　　　寛　君

福祉保健部長　　奥　村　啓　子　さん

農林水産部長　　比　嘉　俊　昭　君

観光商工部長　　勝　目　和　夫　君

土木建築部長　　仲　田　文　昭　君

企　業　局　長　　宮　城　嗣　三　君

病院事業局長　　伊　江　朝　次　君

会 計 管 理 者　　米　蔵　博　美　さん

知　事　公　室　　　　　　　　　饒平名　知　成　君
秘書広報統括監

総　　務　　部　　　　　　　　　新　垣　郁　男　君
財 政 統 括 監

教 育 委 員 会
　　　　　　　　　中　野　吉三郎　君委　　員　　長

教　　育　　長　　金　武　正八郎　君

公安委員会委員　　幸　喜　銅　子　さん

警 察 本 部 長　　村　田　　　隆　君

労 働 委 員 会　　　　　　　　　平　良　宗　秀　君
事　務　局　長

人 事 委 員 会　　　　　　　　　岩　井　健　一　君
事　務　局　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君

事　務　局　長　　龍　野　博　基　君

次　　　　　長　　新　城　　　博　君

参事兼議事課長　　嘉　陽　安　昭　君
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きるようにやっていければいいなとこういうふうに

思っております。

　それでは代表質問をさせていただきます。

　普天間飛行場移設問題について。

　去る12月22日に開かれた全国知事会において仲井眞

知事は、我が国の安全保障とそれに深く関連する基地

問題のすべてを国民が自分の問題として受けとめるよ

うな意識と覚悟が必要と述べ、全国の知事に対し普天

間飛行場の県外への移設の実現に向け協力を要請いた

しました。日米安保、日米同盟が重要というなら米軍

基地は全国で負担すべきであるというのが仲井眞知事

の主張であります。さらに、沖縄の置かれた現実に同

情してくださることはありがたいが、そこでとまって

いては事態は改善しない。それぞれの地域で自分たち

でできることは何かを考えてほしいと異例とも言える

厳しい注文をつけております。しかしながら、仲井眞

知事の思いにこたえ得るような反応は全国の知事から

はなかったようであります。

　民主党政権は、普天間飛行場の辺野古移設に向け仲

井眞知事の理解を得ようと懸命になっておりますが、

一方で前原大臣は普天間飛行場の危険の除去は緊急を

要するとの認識を示し、その対策として、学校など周

辺施設の移転を県が要望すれば政府として対応する旨

の発言をしております。その発言を北澤防衛大臣は否

定をしておりますが、前原大臣の発言の真意がどこに

あるのか懸念されるものであります。また、普天間問

題や日米関係を担当する米政府高官は普天間移設に期

限は設けないと明言をしておりますが、その裏には普

天間飛行場移設が実現をしなければ普天間をそのまま

残すとの意思表示であることは明白であります。

　このような状況にあって、本県にとって最も懸念さ

れるのが普天間飛行場の現状固定化という最悪のシナ

リオであります。県においては、普天間を現状固定化

をさせないための取り組みと移設問題とは別に、普天

間の危険性の除去を早急に図る努力が求められており

ます。しかし、このような普天間飛行場をめぐる沖縄

の不安定要因をつくった鳩山前首相は地元のマスコミ

のインタビューに答え「最低でも県外」との発言をし

たことは、当初から何らかの見通しがあって発言した

ものではなく、また県外移設については官僚に県外は

無理との思いが蔓延し、県外で動かなかったと述べて

おります。さらに驚いたことに、海兵隊の抑止力につ

いて、辺野古への回帰の理由として理屈づけで方便で

あったことを認めていることであります。政治主導を

声高に言っていたのは民主党政権であり、鳩山前総理

であります。みずから政治主導の破綻を認めるに等し

い今回の発言は、県民にとって到底容認できるもので

はありません。

　そこで伺います。

　茨、報道によると、鳩山前首相は「最低でも県外」

との発言は見通しがあっての発言ではなかったこと、

また、県外移設という考えが閣僚や官僚になかったこ

と、海兵隊の抑止力発言は理屈づけで方便であったこ

となど移設交渉について語っている。今の段階でこの

ような発言をすること自体無責任きわまりないことと

考えるが、知事の見解を伺いたい。

　芋、知事は、全国知事会で米軍基地問題を全国の問

題として受けとめるような要望をした。各県知事の反

応について仲井眞知事の感想と今後の取り組みについ

て伺いたい。

　鰯、前原外務大臣は、普天間飛行場の危険性の除去

対策として、学校など周辺施設の移転を県が要望すれ

ば政府として対応する旨の発言をしているが、その真

意と県の見解を伺いたい。

　允、普天間の危険性の除去は喫緊の課題であり、移

設問題とは別に早期に解決を図る必要がある。県の取

り組みの状況と今後の見通しについて伺いたい。

　印、県外移設を求める県と辺野古移設を容認した日

米両政府の対立や地元名護市の反対姿勢の状況から、

移設問題の解決は膠着状態に陥るおそれがあり、普天

間の現状固定化が懸念される。県の認識を伺いたい。

　咽、県は、県外移設要求の実現に向け、行動計画

（アクションプログラム）の策定を進めているが、計

画の概要と行動目標について伺いたい。

　員、沖縄防衛局が名護市辺野古の陸海域での現況調

査を名護市が許可しなかったことに対し、行政不服審

査法に基づく異議申し立てを行ったことの適法性につ

いて伺いたい。

　大きな２、返還軍用地の跡地利用について。

　県は、嘉手納飛行場以南の米軍基地の返還に備え、

今後の跡地利用施策の展開方策に関する検討委員会に

おいて現行の法制度にかわる新たな法制度として駐留

軍用地跡地利用推進法の制定を求めました。嘉手納以

南の予定返還基地は、実に新都心の約６倍で1500ヘク

タール以上と予想されており、これほどの大規模返還

跡地の利用については、現行の軍転特措法と沖振法第

７章に基づく支援策だけでは到底対応ができないこと

は明白であります。返還跡地の利用については、環境

汚染や埋蔵文化財の調査、区画の整理など膨大な事業

を実施する必要があり、新たな法制度のねらいは国の

責任を明確にすることで短期間で集中的に事業が展開

できることにあります。また同時に、地主に対する給
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付金の支給期限の延長や上限額の廃止が必要でありま

す。自立経済の構築を目指す本県においては、返還軍

用地跡地利用を21世紀ビジョンの基本計画に反映し、

一体となった利用計画を図ることが重要であります。

2014年までに移設を完了するとした当初計画が事実上

難しくなった状況において、パッケージとされる嘉手

納以南の大規模基地については移設問題とは切り離

し、基地返還の先行きと新たな法制度の制定を国に対

して求めるべきであると考えるものであります。

　そこで伺います。

　茨、駐留軍用地跡地に関する新たな法制度、駐留軍

用地跡地利用推進法（仮称)の制定について、事業の

実施主体を国の責務とする恒久法に対する政府の反応

と今後の協議の見通しについて伺いたい。

　芋、現行の法制度との違いや恒久法とする基本的な

考え方、新たに盛り込む制度や施策について伺いた

い。

　鰯、移設問題とは切り離して、嘉手納以南の大規模

基地返還要求と新たな法律の制定を強力に要請すべき

と考えるが、県の考えを伺いたい。

　允、中南部都市圏跡地（仮称）の指定を検討してい

るが、事業主体はどうなるか。国を想定するのか伺い

たい。

　３、基地問題について。

　茨、基地負担の軽減について。

　県警のまとめによりますと、1995年の10・21県民大

会以降、米軍人や軍属等による犯罪摘発人員は一時期

減少したものの摘発件数は依然として後を絶たず、米

軍の綱紀粛正は何ら効果がないことが明らかとなって

おります。政府や米軍は、事件が起こるたびに再発防

止を約束するが、米軍に有利な現在の日米地位協定の

抜本的な見直しを行わない限り効果的な再発防止は図

れないことは明らかであります。また、米軍基地が過

度に集中する本県においては、米軍機による日常的な

騒音被害もふえております。嘉手納飛行場や普天間飛

行場での米軍機のエンジン調整や離発着による爆音は

周辺住民の我慢の限界を超え、その被害は深刻であり

ます。さらに、基地が存在しない市町村においても米

軍戦闘機やヘリコプターが昼夜を分かたず上空を飛び

回ることにより騒音や住民の苦情がふえているのであ

ります。

　このような中、県や地元の強い反対を無視して嘉手

納飛行場で米軍によるパラシュート降下訓練が実施さ

れました。民主党政権は、沖縄の基地負担の軽減に向

け米側と交渉を進め、確実に成果を上げると説明して

おりますが、今回の訓練を容認したことは民主党政権

の限界を示したものであります。米政府は沖縄の負担

軽減に真剣に向き合い、県民の声を真摯に受けとめる

べきであります。

　そこで伺います。

　ア、米軍による事件・事故防止対策や日米地位協定

の見直しについて、１期４年の経験を踏まえ今後の日

米両政府に対する対応について伺いたい。

　イ、沖縄政策協議会の環境問題での基地立ち入りに

関する作業部会において、米軍基地から派生する環境

問題についてどのような議論や検討がなされているか

伺いたい。

　ウ、菅首相は、衆議院本会議で日米地位協定の見直

しについて、米軍普天間飛行場移設問題などの進展を

踏まえて検討すると答弁している。これは普天間と地

位協定とのリンクにつながるが民主党の公約に反する

発言ではないか、県の見解を伺いたい。

　エ、嘉手納基地に所属するＦ15戦闘機が支援機を含

め20機が米領グアムへ一部訓練を移転することで日米

が合意をしたようだが、県が求めている基地負担の軽

減につながるか伺いたい。

　オ、嘉手納飛行場で米軍によるパラシュート降下訓

練が実施された。沖縄の負担軽減に努めていると言っ

ている民主党政権の説明と矛盾しないか、県の認識を

伺いたい。

　カ、不発弾処理に関する処理補償について、国の責

任において全額国庫による処理補償の恒久法が必要と

考えるが、県の考え方を伺いたい。

　キ、米軍に対する思いやり予算の削減について、基

地従業員の身分、給与等への影響はないか伺いたい。

　芋、東村高江ヘリパッド移設工事について。

　東村の高江における米軍ヘリパッド建設工事につい

て、ＳＡＣＯに基づく北部訓練場の返還は米軍基地の

整理縮小を推進する上で重要と考えるが、報道によれ

ば工事をめぐり反対派と沖縄防衛局との間でトラブル

が生じているとのことであります。これらの工事は地

元住民の理解なく進めるべきではないと考えます。

　そこで伺います。

　ア、県として現状をどのように把握しているか。

　イ、これまで地元の声を聞いているか。

　ウ　同問題に対する県の基本的な考えをお聞きした

い。

　鰯、米軍基地航空機騒音実態調査事業について。

　次年度の新規事業で「米軍基地航空機騒音実態調

査」が計上されているが、嘉手納飛行場の騒音対策は

県民の生活環境を考える上で極めて重要であると考え

ます。
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　そこで質問をいたします。

　ア、嘉手納飛行場の航空機騒音の実態について。

　イ、平成23年度に予定している米軍基地航空機騒音

実態調査事業の内容について。

　ウ、調査を踏まえてどのように対策強化を行うか。

　エ、実効性のある航空機騒音対策を講じるよう国へ

働きかけるべきではないか。

　大きな４、那覇空港滑走路の拡張整備について。

　那覇空港の滑走路拡張整備事業は、国と県で構成す

る那覇空港滑走路増設関係者連絡調整会において、

2020年の滑走路増設に合わせ、整備予定地周辺のボー

リング調査や埋め立て海域周辺の環境影響調査に係る

一連の手続に入ることを確認されております。会合で

は、沖縄総合事務局内に環境問題で学識者からの助言

を受ける委員会の設置も決めたようであり、本県の長

年の課題であった那覇空港の２本目の滑走路の建設が

実現に向け本格的に動き出しました。

　那覇空港は、年々増加する観光客や貨物輸送の航空

機依存が高まり、滑走路一本の空港としては利用度は

国内２番目となっており、需給が綻迫に近い状態であ

ります。また、県が進める観光客1000万人の誘致や国

際航空貨物物流拠点の形成を図る上で滑走路の増設は

必要不可欠であります。国の財政が厳しい中、県にお

いても2020年完成に向け、着実に計画が実行されるよ

う国との綿密な連携が必要であると考えます。

　そこで伺います。

　茨、滑走路増設に向け、今後の作業工程についてア

セス手続から完成までのスケジュールについて伺いた

い。

　芋、国際貨物便の着陸料・航空援助施設利用料の低

減で那覇空港の国際競争力をどのように高め、県経済

の振興に生かしていくか、県の戦略を伺いたい。

　鰯、海外からの観光客誘致を進める上で、国際旅客

便への軽減措置が必要であるが、政府の対応と今後の

見通しについて伺いたい。

　允、ＡＮＡの沖縄ハブネットワーク事業を生かした

那覇空港の物流拠点整備と沖縄産品の貨物量の取り扱

い拡充について、県の基本方針を伺いたい。

　印、香港を会場に県主催の「沖縄国際航空物流ハブ

１周年周知イベントｉｎ香港」が開催されたが、その

ねらいと今後の事業効果について伺います。

　５、生活環境基盤の整備について。

　沖縄関係の国直轄の公共事業費は年々減額されてき

ており、10年前の2001年度の5000億円余から3000億円

余に約４割も減少しております。民主党政権になり、

公共事業費の削減は事業仕分けで加速しており、今

後、本県においても公共事業費減で県内建設業の苦悩

が続くものと思われております。公共事業費の削減は

国道の維持管理にも影響を及ぼしています。政府の事

業仕分けにより、国道の維持管理費が削減され、国道

の中央分離帯や歩道の雑草が伸び放題となり、運転時

に対向車が見えにくいことや観光面からのマイナスな

ど問題であります。

　このように国の公共事業費の大幅な削減が行われ、

新規事業や継続事業の停滞を余儀なくされていること

から、地方に大きな影響を与えております。

　そこでお尋ねをします。

　茨、新たな沖振法等の制定に向け、今後の整備すべ

き社会資本、生活環境基盤について県の考え方を教え

てください。

　芋、県経済の活性化を図るため、西海岸道路や那覇

空港自動車道等を含めた道路網整備計画について、県

の事業計画を伺いたい。

　鰯、沖縄の自然環境を生かしたまちづくりは、全県

電線類地中化と連動した取り組みが必要と考えるが、

県の取り組み状況と基本的な考え方を伺いたい。

　允、政府は、国発注公共工事の地方中小建設業者へ

の受注機会の増大を図る考えのようであるが、資格要

件緩和など契約方式について伺います。

　印、「一島一森づくり」活動による全県緑化の進瀧

状況と今後の活動計画について伺います。

　６、鉄軌道の導入について。

　本県における鉄軌道の導入について、県として初め

て導入の可能性調査が行われた。調査は、本島名護市

から糸満市までを縦貫する鉄軌道として、鉄道やＬＲ

Ｔ（路面電車）、モノレール等の機能性を比較検討し

ており、本県の陸上交通のあり方を根本から変える新

たな交通システムを構築するものであります。

　本県は、鉄道がない上に本島の主要地域を米軍基地

が占めていることから、地域の分断や交通網の構築に

支障があるなど旧国鉄の恩恵を受けていた本土とは大

きな違いがあります。このため、本県の政治的・歴史

的経緯等から、戦後補償の一環として鉄軌道の導入を

国の責任で行うことを求めるのは当然と考えるもので

あります。しかし、現在本土における地方路線は軒並

み不採算に陥り、路線廃止に歯どめがかからず苦しい

経営が続いており、そのような状況で新たな鉄軌道の

導入を図るのは極めて厳しいと言わなければなりませ

ん。その上、経済の停滞から抜け出せず財政悪化に悩

む政府は、社会基盤インフラ整備費の削減を強めてお

り、そのような中で事業の具体化に向けた予算確保は

極めて難しいと思われます。
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　本県においては、那覇市内の一部を運行するモノ

レールを除き、公共交通の主役を担う路線バスは、中

南部都市部への車の乗り入れによる慢性的な渋滞の影

響を受け、定時・定速の公共交通としての役割を果た

せないままであります。経済の自立に向けた産業の振

興や県内外からの企業の誘致を促進する上で、定時・

定速に運行できる交通手段の確保を求める社会的な要

請は確実に増してくると考えます。県は、本県の歴史

的経緯や県民の願望を受けとめ、実現のための戦略的

取り組み体制を構築すべきと考えます。

　そこで伺います。

　茨、本県における鉄軌道導入について、鉄道やＬＲ

Ｔ（路面電車）が比較検討されているが、北部と中南

部の拠点都市間の連結や費用対効果、環境問題、交通

渋滞の緩和等の条件から何が適しているのか、県の基

本的方針を伺いたい。

　芋、本県は、戦後、鉄道の恩恵を受けていない唯一

の県であり、鉄軌道の導入については、戦後補償の一

環として国の責任による全面支援が必要である。県の

考え方を伺います。

　鰯、「沖縄21世紀ビジョン」で、南北を縦断する鉄

軌道などの新たな公共交通システムの導入を示してい

るが、既存の路線バスへの影響の回避と鉄軌道、バス

等全体含めた交通体系をどのように描くのか県の考え

方をお聞きします。

　允、鉄軌道の導入により本県における慢性的な交通

渋滞の緩和が期待されるが、中南部都市圏における自

動車利用交通量の減少は鉄道やＬＲＴでどのような違

いがあるか。また、車依存からの脱却は可能となるか

考えを伺います。

　７番目、中城湾港泡瀬地区埋め立てについて。

　県下第二の都市と言われる沖縄市は、那覇一極集中

の経済の波に押され、今や衰退の一途をたどってお

り、多くの商店が店を閉ざし、かつてのにぎわいを

失ったままであります。このため、沖縄市にとって東

部海浜開発は空洞化が進む中心市街地を活性化し、沖

縄市経済の復活と若者を中心とした雇用創出を図るた

め経済団体や多くの市民から期待されている事業であ

ります。今後は、国からの正式な報告を受け、所要の

手続を経て事業再開が可能となります。

　そこで伺います。

　茨、政府は、沖縄市がまとめた泡瀬沖合埋立事業

（東部海浜開発事業）の事業再開の方針を固め、事業

再開の前提として県と市に対し条件をつけたようだ

が、その内容と県と市のそれぞれの対応を伺います。

　芋、県地方港湾審議会は、中城湾港計画の土地利用

など計画変更について原案どおり議決した。変更の内

容と今後の事業再開に向けた取り組みを伺います。

　８番目、最後になりますが、カジノ導入について。

　カジノ合法化を目指す超党派の74人の議員が参加し

た「国際観光産業振興議員連盟」は、カジノ合法の法

制化に向け民主党の原案をもとに検討を進め、議員立

法による早期の成立を目指すとしております。そして

当面の設立先は国内２カ所に絞り、最大10カ所として

段階的に実施をするとしており、当面の設立先として

は海外からの旅行者の玄関口である東京都と、振興策

の重要な柱にあり得るとして沖縄県が有力とされてお

ります。しかし、北海道や大阪を初め各自治体も意欲

を示しており、国会での議論が始まれば誘致合戦が激

化すると言われております。本県においてもカジノ・

エンターテインメント導入に向けた検討作業が進めら

れており、昨年３月には、カジノ・エンターテイメン

ト検討委員会による検討結果が県に提出されておりま

す。観光が主産業である本県においては、カジノが本

県経済に及ぼす影響の大きさから経済界を中心に期待

が高まっております。県は、十分適切な情報開示を行

い、県民の意見の集約やコンセンサスを得る努力が求

められております。

　そこで伺います。

　茨、県は、カジノ・エンターテインメント導入に当

たって本格的な導入に向けた検討はどの段階にある

か。

　芋、超党派国会議員によるカジノ合法化に向けた検

討が始まっている。民主党案によれば、当面２カ所、

最大10カ所として段階的に実施をするとしている。本

県も有力とされているが、県の対応を伺いたい。

　鰯、カジノ・エンターテインメント導入により、観

光産業のさらなる飛躍や雇用の場の創出が期待ができ

る反面、沖縄観光のイメージに負の影響を与えない

か、県の考え方をお聞きしたい。

　以上で質問を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　新垣哲司議員の御質問に答弁させていただきます。

　まず第１に、普天間飛行場移設問題に係る御質問の

中で、鳩山前総理の発言についての御質問にお答えい

たします。

　鳩山前総理の発言につきましては、直接お聞きした

わけではありませんが、報道のとおりとすれば、「方

便」という言葉は理解しがたい表現であると言わざる

を得ません。当時から政府に対しましては、頭越しで
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はなく、地元の理解と協力を得なければ進められませ

んよということを申し上げてまいりました。そして、

これは県として繰り返し申し上げてきたところでござ

います。そしてその後は、県民の納得のいく説明や解

決策を示すようにということを再三これも政府に対し

申し上げ、現在の状況は遺憾であるというのを言って

まいりました。

　そういう中で納得のいく説明を得られなかったとい

うことでございますが、この「方便」という発言をめ

ぐるいろいろな説明といいますか、これはあくまで私

の推測でございますが、そういう中で逆にこれは納得

のいく説明がなかなかできにくいということを表現し

たものではないかというふうに推測いたします。極め

て遺憾としか言いようがございません。

　次に、同じく普天間飛行場移設問題に係る御質問の

中で、全国知事会での発言といいますか話、提起につ

いてという御質問にお答えいたします。

　私は、昨年５月及び12月の全国知事会におきまし

て、沖縄の過重な基地負担の現状を訴えるとともに、

我が国の安全保障とそれに深く関連する基地の問題を

すべての国民が自分の問題として受けとめるような意

識と覚悟が必要であり、国民全体の問題として共有し

ていただくよう訴えてまいりました。これにつきまし

て山口県知事からは、沖縄の実情は理解できるが、山

口県はこれ以上の負担を受け入れることは困難である

旨の発言がございました。

　私としましては、全国の知事が参集する場において

沖縄の基地問題について発言できたことはそれなりに

意義があったものと考えております。

　今後も、我が国の外交・防衛のあり方を含め、沖縄

の負担軽減に向けた国民的な議論が深まるよう、全国

知事会を初めあらゆる機会を通じて訴えてまいりたい

と考えているところでございます。

　同じく普天間関係の御質問の中で、危険性除去の取

り組み状況等についての御質問にお答えいたします。

　普天間飛行場の危険性の除去につきましては、駐留

部隊の移駐や訓練の縮小、そして分散移転など、普天

間飛行場のヘリ等の運用を極力低減し、早期に危険性

の除去及び騒音の軽減を図ることを政府に求めてまい

りました。また、去る１月に開催されました米軍基地

負担軽減部会におきましても、政府に対し危険性除去

の具体的な取り組みについて地元の要望を聞いていた

だきたい旨、求めたところでございます。

　県としましては、引き続き軍転協とも連携をし、普

天間飛行場の危険性の除去について具体的な方策の提

案、そして実施に向けさらに検討を加速させるよう政

府に強く求めていきたいと考えております。

　同じく普天間飛行場に係る問題の中で、普天間飛行

場の現状固定化についての御質問にお答えいたしま

す。

　この問題の原点は、普天間飛行場の一日も早い危険

性の除去、これでございます。同飛行場が現状のまま

固定化されることは決してあってはならないと考えて

おり、引き続き政府に対し同飛行場の県外移設及び早

期返還を強く求めてまいりたいと考えております。

　次に、同じく普天間飛行場に係る御質問の中で、普

天間飛行場の県外移設に向けた取り組み概要と目標に

ついての御質問にお答えいたします。

　県は、総理を初め各大臣との面談などあらゆる機会

を通じて普天間飛行場の県外移設の実現を強く求めて

まいりたいと考えております。また、その実現を図る

ためには、日本全体で米軍基地の負担を分かち合うべ

きであるということを広く国民に理解していただく必

要があると考えております。平成23年度には世論を喚

起するための広報活動などを積極的に展開してまいる

予定でございます。特に、県内移設は事実上不可能で

あるという沖縄の状況を日米両政府と国民に理解して

いただくためあらゆる方策を検討し実施していく予定

でございます。

　次に、２番目の返還軍用地の跡地利用についての御

質問の中で、駐留軍用地跡地利用推進法（仮称）に対

する政府の反応と今後の見通しについての御質問にお

答えいたします。

　跡地利用に関する新たな法律の制定につきまして

は、昨年９月に沖縄及び北方担当大臣、そして防衛大

臣、内閣官房長官及び民主党幹事長あて要請を行いま

した。そして大臣等からは前向きに検討していきたい

との回答をいただいたところでございます。現在、制

度の細部につきまして国との協議を行っているところ

であります。県の要請しました内容が新たな法律に盛

り込まれるよう鋭意取り組んでいるところであり、議

会の御協力も得て実現に努めてまいりたいと考えてお

ります。

　次に、３番目の基地問題についての御質問の中で、

事件・事故や日米地位協定の見直しに対する今後の日

米両政府への対応についてという御質問にお答えいた

します。

　私は、知事就任以来、軍転協や渉外知事会等とも連

携をし、訪米を含むあらゆる機会を通じて事件・事故

を初めとする基地負担の軽減を求めてまいりました。

昨年９月には、沖縄政策協議会のもとに米軍基地負担

軽減部会が設置され、沖縄の基地負担の軽減に向けた
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議論が行われているところであります。去る１月25日

に開催されました第２回基地負担軽減部会におきまし

て、事件・事故等再発防止対策の実効性の検証を含

め、抜本的な対策を講じるよう求めたところでござい

ます。

　日米地位協定につきましては、政府が「日米地位協

定の改定を提起する」としていることから、早急に方

針等を明示し見直し作業に着手するよう求めたところ

でございます。

　県としましては、県民が実感できる負担軽減が図ら

れるよう、今後とも基地負担軽減部会を含め、日米両

政府に対し粘り強く働きかけてまいる所存でございま

す。

　次に、同じく基地問題の御質問の中で、米軍基地航

空機騒音実態調査についての御質問にお答えいたしま

す。

　嘉手納飛行場及び普天間飛行場においては、配備機

種や飛行経路の変化及び外来機の飛来等によりまして

環境基準の類型指定当てはめ地域外からの騒音苦情の

増加や、防音工事助成対象地域拡大について要請等が

寄せられております。

　米軍基地航空機騒音実態調査は、うるま市、西原

町、那覇市など調査対象地域を拡大をして航空機騒音

の実態を把握することにより、客観的な調査結果に基

づいて環境基準の類型指定当てはめ地域の見直し、そ

して防音工事助成対象地域拡大要請の基礎資料を得る

ことを目的といたしているところでございます。

　次に、同じく基地問題の中で、調査を踏まえた対策

についての御質問にお答えいたします。

　県としましては、調査結果を踏まえ、第１に、広範

囲に米軍機に係る航空機騒音の影響が認められた場合

は、航空機騒音に係る環境基準の類型指定当てはめ地

域の拡大に向けた見直し作業を行い、県民の生活環境

の保全に向けてその改善策を強く求めてまいる考えで

ございます。第２に、防音工事対象地域拡大要請等の

基礎資料として活用することを考えております。

　次は、第４の御質問の中で、那覇空港滑走路の拡張

整備についての御質問の中で、国際物流と経済振興に

関する戦略いかんという御趣旨の御質問にお答えいた

します。

　着陸料及び航行援助施設利用料の低減は、物流コス

トの軽減及び物流ネットワークの拡充等、那覇空港の

国際競争力を高めるものでございます。さらに、県と

いたしましては、国際物流経済特区制度の創設等によ

り国際物流拠点を形成し、臨空・臨港型産業の集積

等、新規産業の振興を図っていきたいと考えておりま

す。また、農水産業や製造業等の課題でありました物

流ルートの不備や割高な物流コストの改善によりまし

て海外への販路開拓など地域産業の活性化が図られる

ものと考えているところでございます。

　次に、同じく那覇空港に係る御質問の中で、沖縄ハ

ブを生かした物流拠点の整備等についての御質問にお

答えいたします。

　中国、香港、韓国等の東アジア諸国は、近年急速に

経済発展し、製造、消費及び流通の一大拠点として成

長いたしております。

　県といたしましては、全日空さんの高速物流ネット

ワークを活用してこれら東アジア諸国の需要を取り込

み、那覇空港を核とする国際物流拠点の形成を図りま

すとともに、農水産品や加工食品を初めとする県産品

の海外での販路拡大を支援していきたいと考えており

ます。

　現在、県産品のアジアへの浸透、そしてブランド確

立及び販路拡大に向けた事業等を展開いたしておりま

す。航空物流を利用した県産品の輸出量は約20倍に拡

大するなど一定の成果は出始めておりますが、今後と

も引き続き成果を拡大すべく取り組んでまいりたいと

考えております。

　同じく第４の那覇空港に係る御質問の中で、航空物

流ハブ１周年イベントのねらいに関する御質問にお答

えいたします。

　県では、アジアにおける沖縄の知名度の向上及びブ

ランドの確立等を図ることを目的に、沖縄航空物流ハ

ブ１周年イベントといたしまして、第１に、沖縄国際

航空物流ハブの活用促進及び臨空型企業の誘致を目的

といたしましたセミナー、第２に、県内生産者と海外

バイヤーとの商談会、第３に、外国人観光客の誘客に

向けた現地旅行関係者との商談会などを開催するとと

もに、屋外広告や新聞・雑誌等のメディアミックスに

よります沖縄ＰＲのためのプロモーションを大々的に

展開いたしているところでございます。本事業の実施

によりまして、香港の各種メディアに沖縄関連情報が

幅広く取り上げられたほか、香港を中心とする海外の

企業から、沖縄県産品の販売や沖縄観光の拡大に向け

た取り組みの提案、そして沖縄の物流関連施設の視察

依頼などが多数寄せられるといった効果が出てきてお

ります。

　次に、第５番目として、生活環境基盤の整備の御質

問の中で、全県緑化の進瀧状況と今後の活動計画いか

んという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　全島緑化県民運動につきましては、市町村、そして

各種団体等で構成されます沖縄県全島緑化県民運動推
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進会議を推進母体として、「一島一森づくり」をス

ローガンに全島緑化に取り組んでいるところでござい

ます。

　具体的には、沖縄県植樹祭、そして緑の育樹祭に加

えまして、市町村、企業、学校等が主体となった住民

参加型の花と緑の植樹活動を県内の約230カ所で実施

しているところでございます。また、年間を通して開

花リレーマップや花木類の栽培マニュアルを発行する

とともに、地域の緑化に対する指導や助言を行う地域

推進リーダーの配置など、各種緑化施策を推進いたし

ております。特に、平成23年度からは、第１に、グ

リーンコミュニティー支援事業によります花と緑の名

所づくり、第２に、桜の一斉開花技術の普及や品種の

組み合わせによります桜の名所づくり、そして第３

に、インターネットを活用いたしました名木と花見情

報の発信などの事業を展開し、「365日花と緑と香り

いっぱいの美ら島沖縄づくり」を推進いたしておりま

す。

　次に、７番目の中城湾港泡瀬地区に係る御質問の中

で、港湾計画変更の内容と事業再開に向けた取り組み

についての御質問にお答えいたします。

　中城湾港泡瀬地区の港湾計画につきましては、昨年

12月に沖縄県地方港湾審議会の答申を受け、去る１月

に国土交通大臣へ提出し、現在、国において審査して

いるところでございます。

　主な変更内容は、宿泊施設用地などの各種施設の土

地利用規模の変更、そして大型旅客船対応から小型旅

客船対応になるなどの港湾施設の変更等でございま

す。

　県といたしましては、今年度じゅうに港湾計画の変

更を行い、その後、埋立免許等の変更手続を進め、来

年度に工事再開できるよう努めてまいる所存でござい

ます。

　次に、８番目のカジノに係る御質問の中で、県のカ

ジノ・エンターテインメント導入検討の段階について

の御質問にお答えいたします。

　沖縄県では、カジノ・エンターテインメントをめぐ

る最近の動向等を踏まえ、平成20年度に作成いたしま

した沖縄統合リゾートモデルの事業規模や経済効果の

再構築に取り組んでおります。また、昨年、カジノを

含む統合リゾートを導入したシンガポールのカジノ導

入後の効果や影響等につきまして調査を行っているほ

か、神奈川県や和歌山県と共同で、地方にとって望ま

しいカジノ制度についての研究会を開催いたしており

ます。先日、沖縄県経済団体会議から「カジノ誘致促

進について」要請を受けたところであります。現在、

関係者との意見交換を行っております。しかし、県民

からは慎重にすべきとの意見や反対する意見もあるこ

とから、懸念事項に対する自治体としての対策等につ

きましても研究等を行っているところでございます。

　次に、同じくカジノに係る御質問の中で、国会議員

によるカジノ合法化に向けた検討で沖縄県も有力とさ

れていることについてという御質問にお答えいたしま

す。

　現在、国際観光の振興や地域経済の活性化を図る観

点から、大阪府、神奈川県、千葉県など多くの自治体

においてカジノ・エンターテインメントの導入に向け

た取り組みが活発となっております。超党派の国会議

員連盟におきまして検討されております「カジノを合

法化する法律案」において、当初は導入地域が２カ所

とされており、沖縄も有力視されているとの情報もご

ざいます。

　沖縄県といたしましては、カジノ導入に伴う効果や

課題について慎重に検討を行い、県民のコンセンサス

を前提としてカジノ・エンターテインメントの導入に

取り組んでまいりたいと考えているところでございま

す。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　普天間飛行場移設問題

につきまして、前原外務大臣の発言についてお答えい

たします。

　前原外務大臣の発言につきましては、新聞報道等に

より承知しておりますが、普天間飛行場周辺施設の移

転につきましては、地元宜野湾市から県に対する申し

入れ等がなく、検討する段階にありません。

　県としましては、一日も早い普天間飛行場の危険性

除去を図るためあらゆる方策を検討することは必要と

考えております。

　次に、名護市での現況調査に係る異議申し立てにつ

いての御質問にお答えいたします。

　今回の現況調査に係る異議申し立てにつきまして

は、沖縄防衛局と名護市の両当事者間で行われている

行政不服申し立て手続であり、県としてはその適法性

について見解を述べる立場にはありませんが、今後と

も重大な関心を持ってその推移を注視していきたいと

考えております。

　いずれにしましても、県としましては、県内移設は

事実上不可能であり、県外移設を求める考えに変わり

はありません。
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　次に、返還軍用地の跡地利用についての質問の中

で、嘉手納以南の返還についての御質問にお答えいた

します。

　「再編実施のための日米のロードマップ」や日米共

同発表で返還等が示されている嘉手納飛行場より南の

施設・区域等については、沖縄の振興・発展のための

貴重な空間であり、確実に実現される必要がありま

す。そのため、県としては、パッケージ論にとらわれ

ることなく、実現可能なものから一つ一つ確実に実施

されるよう、日米両政府に強く求めているところであ

ります。

　次に、基地問題についての御質問の中で、環境問題

に関する作業部会における議論や検討についての御質

問にお答えいたします。

　去る１月25日に開催された第２回米軍基地負担軽減

部会において政府側から、環境に関する合意について

議論する日米作業部会を昨年12月に設置した旨の報告

がありました。また、２月７日には同作業部会の初会

合が開かれ、今後、環境関連事故の際や返還前の環境

調査のための米軍施設・区域への立ち入りについて検

討が行われるとのことであります。

　次に、普天間問題と地位協定見直しのリンクについ

てお答えいたします。

　県としましては、米軍基地をめぐる諸問題の解決を

図るためには、日米地位協定を抜本的に見直す必要が

あると考えており、平成12年以降、11項目にわたる見

直しを要請しているところであります。

　政府は、「日米地位協定の改定を提起する」として

おり、日米地位協定の見直しについては、普天間飛行

場移設問題にかかわりなく検討されるべきものである

と考えております。

　次に、グアムへの航空機訓練移転についてお答えい

たします。

　去る１月20日、防衛省から、日米合同委員会におい

て、航空機訓練移転のグアム等への拡充について合意

がなされた旨の発表がありました。嘉手納飛行場にお

いては、現在も米軍再編に伴う一部訓練移転が実施さ

れておりますが、外来機の飛来等により依然として目

に見える形での負担軽減があらわれているとは言えな

いと考えております。

　今回示された訓練移転の拡充については負担軽減に

つながるか、今後、地元市町村とも連携し十分に精査

していきたいと考えております。

　次に、嘉手納飛行場におけるパラシュート降下訓練

についての御質問にお答えいたします。

　県は、県民の生命、生活及び財産を守る立場から、

これまで米軍を初め関係機関に対し、嘉手納飛行場で

のパラシュート降下訓練の中止を強く要請してきまし

た。それにもかかわらず米軍が同訓練を実施したこと

は、周辺住民を初め県民に大きな不安を与えるもので

あり、まことに遺憾であります。

　県としましては、パラシュート降下訓練はＳＡＣＯ

最終報告の趣旨に沿って実施されるべきであると考え

ており、今後とも、嘉手納飛行場において実施するこ

とがないよう、日米両政府に対し強く求めてまいりた

いと考えております。

　次に、不発弾処理補償の恒久法についての御質問に

お答えいたします。

　不発弾の処理につきましては、公共工事等で国庫補

助による不発弾探査事業が行われており、不発弾の補

償につきましては基金を創設し、被害者や被害施設等

へ支出する等対応してきたところであります。

　県内には今なお多くの不発弾が埋没しており、その

すべてを処理するためには長期間を要することから、

新たな沖縄振興に関する要望として、民間が行う開発

等における磁気探査費用の全額国庫負担制度創設を国

に対し求めているところであります。

　県としましては、この中で法制度のあり方も含めて

検討してまいりたいと考えております。

　次に、東村高江ヘリパッドについての御質問の中

で、３の芋のア、３の芋のイ、３の芋のウは関連いた

しますので一括してお答えいたします。

　知事は、平成19年３月及び平成22年６月に現地を視

察し、東村長や高江区長から意見を伺っております。

その後、随時、現地に職員を派遣し、同じく東村や高

江区等から事情を聞いております。

　北部訓練場のヘリパッドにつきましては、ＳＡＣＯ

最終報告において、同訓練場の過半を返還することに

伴い残余部分に移設されるものであり、県としまして

は、ＳＡＣＯの合意事案を着実に実施し、段階的に基

地の整理縮小を図ることがより現実的で実現可能な方

法であると認識しております。

　国においては、市町村の意向等も踏まえ、地域住民

の生活や当該地域の自然環境に十分配慮するべきであ

ると考えております。

　次に、実効性のある航空機騒音対策を国に求めるこ

とについてお答えいたします。

　県は、これまであらゆる機会を通じ航空機騒音の軽

減を日米両政府に対して要請してきており、去る２月

７日から９日にかけて、軍転協を通じ航空機騒音規制

措置の厳格な運用や騒音対策の強化・拡充等、航空機

騒音の軽減について日米両政府に対し求めたところで
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あります。また、沖縄政策協議会のもとに設置された

米軍基地負担軽減部会においても、航空機騒音の軽減

に向けた具体的な取り組みを求めているところであり

ます。

　これに対し、政府から、嘉手納飛行場の航空機訓練

移転の拡充が示されたところであり、県としては、そ

の効果を見きわめるとともに、今後ともあらゆる機会

を通じ航空機騒音の軽減を日米両政府に対し粘り強く

働きかけていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　返還軍用地の跡地利用に

ついての御質問の中で、恒久法の基本的考えと新たな

制度についてお答えいたします。

　県におきましては、跡地利用に係る取り組みは今後

長期にわたることが予想されることから、新たな法律

はすべての基地跡地の整備が終了するまでの恒久法と

しているものであります。

　新たな制度としましては、沖縄振興費と別枠での予

算確保と行財政上のさまざまな制度・施策の実施、中

南部都市圏の跡地における国の責務による事業実施主

体の確立と国費による事業実施、地主への給付金支給

期間の延長、汚染等の原状回復措置の徹底などを盛り

込んでおります。

　同じく返還軍用地に関連をいたしまして、移設問題

と新たな法律の制定についてお答えいたします。

　跡地利用に関する新たな法律につきましては、現行

法制度である軍転特措法及び沖振法が平成24年３月末

に期限切れを迎えることから、国に制定を求めている

ものであり、普天間飛行場の移設問題とはリンクしな

いものであります。県としましては、今後も国に対し

新たな法律の制定を強く求めてまいりたいと考えてお

ります。

　同じく返還軍用地に関連をして、中南部都市圏広域

跡地の事業主体についてお答えいたします。

　今回の法制度提案の基本的な考え方においては、嘉

手納飛行場より南の各返還跡地は、広域的な観点から

一体的な整備を行う必要があり、「中南部都市圏広域

跡地」として一括して指定するものとしております。

　当該指定を受けた跡地につきましては、国が事業主

体を確立し、県及び市町村が策定する跡地利用計画に

基づく基盤整備事業等を行うものとしております。

　次に、那覇空港滑走路の拡張整備についての御質問

の中で、那覇空港滑走路増設のスケジュールについて

お答えします。

　国は、これまでの構想段階、施設計画段階を経て今

年度からは事業化に向けた環境アセスメント等の手続

に着手しております。事業着手までに実施される環境

アセスメント等の関係手続はおおむね３年程度要する

とされ、滑走路増設の概算工期は約７年と見込まれて

おります。

　県としては一日も早い供用開始を目指し、国と連

携・協力して同事業を推進するとともに、引き続き必

要な予算の確保及び工期の短縮等を要請していきたい

と考えております。

　同じく那覇空港滑走路に関連をしまして、国際旅客

便の公租公課の軽減措置の見通しについてお答えしま

す。

　県では、国際航空ネットワークの拡充を図るため、

那覇空港における国際線旅客便の着陸料及び航行援助

施設利用料の軽減措置を政府に対して要望していると

ころでありますが、現時点ではまだ実現に至っており

ません。しかしながら、外国人観光客の誘客は本県に

とって重要な課題と認識しておりますので、政府に対

しては今後とも沖縄県における観光・リゾート産業の

重要性等を説明し、実現に向けて粘り強く要望してま

いりたいと考えております。

　次に、鉄軌道の導入についての御質問の中で、本県

に適している新たな公共交通システムについてお答え

いたします。

　国内におけるＬＲＴのサービス水準は、所要時間か

ら計算した表定速度において時速10キロから15キロ程

度で、バスと同等以下となり、長距離の公共交通基幹

軸としての役割を果たすには厳しい面があると考えて

おります。また、ＬＲＴについては、導入のために車

線減少が生じ、自動車交通への影響が大きくなる可能

性があります。一方、鉄道においては投資額は膨大に

なりますが、那覇市から沖縄市を25分程度、名護市と

も１時間程度で連結ができるなど速達性が高く、昨年

度の調査においては、鉄道のほうが長距離運行に適し

たシステムと評価したところであります。

　同じく鉄軌道に関連をしまして、国の責任による全

面支援についてお答えいたします。

　他の都道府県では戦後まもなく焼失した鉄道が国に

より復旧されたにもかかわらず、沖縄戦で壊滅した沖

縄県営鉄道は復旧が行われず、本県は基幹的な公共交

通として鉄道を有さない唯一の県となっております。

北部圏域を含めた沖縄本島の均衡ある発展のために

は、鉄道等を含む基幹的な公共交通システムの整備が

必要でありますが、その整備には膨大な費用が発生す

ることから、特例的な制度の提言・要望を行っている
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ところであります。

　同じく鉄軌道に関連をいたしまして、鉄軌道やバス

等を含めた交通体系についてお答えいたします。

　広域移動を支える新たな公共交通システムとして、

鉄軌道を導入する場合には、既存の公共交通手段とし

ての役割分担を踏まえ、効果的・体系的な公共交通

ネットワークを構築する必要があると考えておりま

す。

　同じく鉄軌道に関連をしまして、鉄道及びＬＲＴの

自動車交通量に与える影響についてお答えします。

　自動車交通量に与える影響は、大量輸送が可能で速

達性にすぐれている鉄道がＬＲＴに比べ有利と考えら

れますが、効率的な公共交通システムを確立する観点

からは、中心市街地の活性化、公共交通や自転車、徒

歩を中心としたまちづくりの推進、バスやモノレール

の利便性向上、県民意識の変化を促すことなど、さま

ざまな施策を効果的に推進することが必要であると考

えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　基地問題についての

中の、思いやり予算の削減と基地従業員の身分・給与

等への影響についての御質問にお答えします。

　新たな在日米軍駐留軍経費負担に関する特別協定

は、平成23年度から平成27年度の期間となっておりま

す。同特別協定では、在日米軍駐留軍駐留経費負担全

体の水準については現行の水準を維持するものとなっ

ていることから、基地従業員の身分・給与等への影響

はないものと思われます。

　カジノ導入についての中の、カジノ・エンターテイ

ンメント導入による沖縄観光のイメージへの影響につ

いての御質問にお答えします。

　現在、沖縄県が検討しているカジノ・エンターテイ

ンメントは、観光客の多様なニーズにこたえる観光資

源としてカジノのみならずホテル、コンベンション、

ショービジネス、音楽・演劇ライブなど多様な機能を

備えた統合リゾート施設であり、沖縄観光の魅力を高

める施設であると考えております。

　カジノ導入に伴い、治安の悪化や地域に与える悪影

響などの沖縄観光に対するイメージの影響を懸念する

意見もありますが、公的機関等による厳格な管理体制

を構築し十分な対策を講じればこうした懸念事項を抑

制することが可能であると認識しております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　基地問題についての

御質問の中で、嘉手納飛行場の航空機騒音の実態につ

いてお答えいたします。

　県では、昭和63年に嘉手納飛行場周辺地域について

航空機騒音に係る環境基準の類型指定を行い、関係市

町と連携して、嘉手納飛行場周辺の15測定局で航空機

騒音の常時監視・測定を実施しております。平成21年

度の測定結果では、環境基準評価指標のＷ値、いわゆ

るうるささ指数で見ますと、嘉手納飛行場周辺では最

高が北谷町砂辺局で87を示すなど、15測定局中９局で

環境基準を超過しております。現在の15測定局で測定

を開始した平成16年以降９測定局で環境基準を超える

状況が続いており、訓練の一部移転は実施されている

ものの、相次ぐ外来機の飛来などにより、航空機騒音

に関しては、目に見える形で負担軽減につながってい

ない状況にあります。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　生活環境基盤の整備

についての御質問で、今後、整備すべき社会資本と生

活環境基盤についてお答えいたします。

　沖縄県の社会資本整備については、沖縄振興計画に

基づき自立型経済の構築や持続的発展を支える基盤づ

くりなどの施策を推進するとともに、公園や住宅等の

生活環境基盤の整備に取り組んできたところでありま

す。現在策定中の「沖縄21世紀ビジョン」基本計画に

おいても、引き続き産業振興と国際交流拠点の形成を

支援する空港・港湾の整備、都市部の交通渋滞の緩和

を図るための総合的な交通体系の整備などを推進する

とともに、新たに沖縄らしい風景、まちづくりのため

の公園整備や無電柱化等を推進していきたいと考えて

おります。

　同じく生活環境基盤の整備についての御質問で、道

路網整備の事業計画についてお答えいたします。

　県内の道路網計画は、沖縄本島を南北に走る沖縄自

動車道や沖縄西海岸道路等の縦軸幹線と、これらを東

西に結ぶ浦添西原線等の横軸幹線で構成される道路網

をはしご道路と位置づけ、整備に取り組んでおりま

す。国直轄事業である沖縄西海岸道路の沈埋トンネル

を含む那覇西道路は、ことし７月ごろの供用開始を予

定しており、那覇空港自動車道小禄道路は平成23年度

の新規事業化が決定しております。また、県事業の南

部東道路については、平成23年度から実施設計や用地

調査など本格的に事業着手いたします。今後とも交通
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渋滞の緩和と地域経済の活性化を図るため、はしご道

路の構築に鋭意取り組んでまいります。

　同じく生活環境基盤の整備についての御質問で、ま

ちづくりと電線類地中化の連動についてお答えいたし

ます。

　まちづくりにおいては、安全で快適な歩行空間の確

保や防災対策、景観向上の観点から電線類の地中化が

重要と考えております。その取り組み状況について

は、平成３年度から平成20年度までに約73キロメート

ル完了しており、現在、龍潭線、豊見城中央線等で整

備を進めているところであります。今後とも国や電線

管理者等の関係機関と連携を図りながら電線類の地中

化等を推進し、良好な都市空間の形成に努めていきた

いと考えております。

　同じく生活環境基盤の整備についての御質問で、国

発注工事の地方中小建設業者への発注の拡大について

お答えいたします。

　建設産業の再生方策を検討する国土交通省の有識者

会議「建設産業戦略会議」は、「建設産業の再生と発

展のための方策に関する当面の基本方針」を公表して

おります。これによりますと、地域の建設業者は雇用

を支えるだけでなく災害対応等を担っているが、公共

事業費の削減で経営環境が悪化し、建設企業の存続を

図ることが困難となっている状況であり、その対策の

一つとして、地域要件を設けた地域維持型契約方式の

導入を検討しており、今後、建設業界等との調整を行

い、入札制度等の改正を実施していくとのことであり

ます。

　本県としましても、引き続き国発注工事の県内企業

への優先発注について要請を行い、受注機会の拡大に

努めていきたいと考えております。

　次に、中城湾港泡瀬地区埋め立てについての御質問

で、事業再開の前提条件の内容と県と市の対応につい

てお答えいたします。

　沖縄市の土地利用計画見直し案については、昨年８

月に沖縄市長が担当大臣に説明を行ったところ、大臣

から、手がたい需要予測や施設規模、相応の開発効果

等について分析されていることが評価されました。そ

の際、計画を実現するために４点について留意するよ

う発言があり、その内容は、１点目は、海外客の取り

込みを含めた観光客の誘致、宿泊需要の開拓方策や目

玉となる企業の呼び込み、多様な客層誘致によるリス

クの分散、２点目は、民間企業の進出可能性をより高

めていくための投資環境整備、３点目は、金融スポン

サーとオペレーターが連携して全体の開発を主導・

コーディネートするような方法、あるいは企画コンペ

の導入、４点目は、行革努力の継続と地方税収の推移

に十分留意した財政運営であります。これに対し、沖

縄市長からは、大臣のコメントをしっかり受けとめ東

部海浜開発事業の事業主体として計画の実現に向けて

全力を挙げて取り組む旨の発言があったと聞いており

ます。

　県としましても、早期の工事再開に努め、本計画の

実現に向けて国や市と協力していきたいと考えており

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時46分休憩

　　　午後１時21分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　午前に引き続き代表質問を行います。

　池間　淳君。

　　　〔池間　淳君登壇〕

○池間　　淳君　皆さん、こんにちは。

　浦添市選出の池間淳です。

　きょうは自由民主党を代表いたしまして質問を行い

ますので、どうぞよろしくお願いいたします。

　いよいよ仲井眞知事の２期目の本格的な予算のス

タートであります。知事、おめでとうございます。こ

の予算は、昨年の選挙で県民と約束した公約実現に向

けた強い取り組みが感じられ、高く評価するものであ

ります。

　ところで、最近、公約はマニフェストと読まず、

「詐欺フェスト」というふうな読まれ方がよくありま

すが、沖縄県にはこういうことがないようにぜひよろ

しくお願いしたいと思います。

　県民から仲井眞知事を選んでよかったと言われるよ

うに、我々自由民主党も知事公約実現のために強力に

バックアップすることを表明いたしまして、次の質問

を行います。

　１、知事の政治姿勢について。

　(l)、安保研究機関の設立構想について。

　民主党政権の誕生後、普天間飛行場移設問題をめぐ

り日米関係に大きな亀裂が生じたことは、日本を取り

巻く周辺諸国、特に東アジア情勢に与えた影響はこれ

までになく大きいものがあります。

　その間、中国による領海侵犯、尖閣諸島沖での漁船

衝突事件やソ連時代にもなかったロシア大統領や閣僚

による北方領土視察が強行され、これらの一連の出来

事は日本外交に深刻な打撃を与えております。これら

は明らかに日米関係の悪化を見越し、その間隙を縫っ

て起こしたものであることは明らかであります。
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　中国による尖閣での衝突事件やロシアの北方領土視

察を目の当たりにし、ようやく民主党政権も日米同盟

の重要性に気づき、米国との関係修復に懸命となって

おり、国民にとっては日米同盟の存在を再認識する機

会となったようであります。

　日本の安全保障は、日米安保、日米同盟が基軸と

なっていることに疑いはありませんが、その日米安

保、日米同盟の安定を保障しているのが沖縄の米軍基

地の存在であります。

　沖縄は国土面積のわずか0.6％にしかすぎませんが、

全国にある在日米軍専用施設の74.3％が沖縄に集中し

ており、その規模は県土面積の10.2％を占めておりま

す。このため、米軍基地から派生する事件・事故や騒

音被害など、県民は負担過重の状態にあり、生活環境

への影響も一向に解消されておりません。

　そのような中、仲井眞知事は、本県の基地問題の最

大の課題である普天間飛行場の移設問題について、県

外移設を実現するには米軍や自衛隊などの日本の防衛

システムや具体的な基地のあり方についての議論が必

要との認識を示しました。これは、沖縄の基地問題を

含めた議論ができる安保研究機関の設立の検討を念頭

に置いたものと理解するものであります。

　沖縄に存在する米軍基地面積２万3301ヘクタールの

うち、わずか481ヘクタールの普天間飛行場を他の46

都道府県の何カ所かで引き受けてほしいとの県の要求

は決して理不尽ではないと思います。現在の沖縄だけ

に日米安保、日米同盟の負担を強いる状況は一時も早

く解消すべきであり、安保研究機関における議論の構

築に期待するものであります。

　そこで伺います。

　ア、民主党政権のもと日米関係が悪化したことで、

中国、ロシア外交に大きな影響を及ぼしております。

我が国の安全保障の基軸である日米同盟の揺らぎが背

景にあると言われるが、沖縄の米軍基地のあり方を含

め知事の安全保障に対する基本的な考えを伺います。

　イ、県は、沖縄の米軍基地問題を含めた日本の安全

保障問題全般を議論する安保研究機関の設置を検討し

ているようでありますが、そのねらいと研究機関の位

置づけについての基本的考えを伺います。

　ウ、外交・安全保障は国の専管事項と言われます

が、県の安保研究機関における議論を国の施策にどの

ように反映させますか、県の考えを伺います。

　２、県経済の振興について。

　茨、新たな沖縄振興策について。

　政府は去る12月27日、沖縄政策協議会の沖縄振興部

会を開催し、2011年度末で期限切れとなる現在の沖縄

振興特別措置法にかわる新たな沖縄振興に関する法律

を制定することを決定しております。新たな法律の制

定は県が強く求めていたもので、政府の考えが示され

たことで一つの壁を越え、今後は現行の10年間の適用

期間のあり方、県が求める税制上の優遇措置など一国

二制度的取り扱いを含め政府との協議が課題となるも

のと思われます。

　新たな振興法や沖振計は、これまでの国による４次

にわたる振興計画のあり方の反省から、県主導で国の

関与を排除し、制度の創設が必要であると考えます。

　復帰後約40年にわたる沖縄振興が推進されました

が、社会資本の整備や県民所得の向上、雇用環境の改

善、離島の振興、そして基地跡地利用など、なお解決

すべき課題が山積しております。経済の自立を目指す

本県にとってこれらの課題解決は必要条件であり、新

たな沖縄振興のための法律の制定を必要とする理由も

そこにあるのであります。

　また、沖縄振興を図る上で障害となるのは、本島中

心部に位置する米軍基地の存在であります。そのため

新たな沖振法の制定に際しましては、今後返還が予定

される基地に、特に嘉手納以南の大規模基地の返還を

想定した跡地利用のあり方を明確にすることは必要不

可欠であると思います。

　そのような中、在沖米軍用地が近年、県外在住者に

売買される事例が増加しているとの報道があります。

地主が県外に散在すると、返還された後の利用計画に

支障が出ることが懸念されます。軍用地が投資の対象

となるなど、基地の負担に苦しむ県民にとって理解に

苦しむところであります。

　沖縄振興の集大成とも言える沖縄の将来像を描く

「沖縄21世紀ビジョン」は、自立経済を構築した沖縄

の姿勢を描くものであり、その中に新たな沖振法や沖

振計の精神を織り込むことが必要であると考えます。

　そこで伺います。

　ア、沖縄政策協議会の沖縄振興部会で新たな沖縄振

興に関する法律を制定することが決まり、県において

もその必要性、制度提言をまとめました。今後の政府

との協議をどのように進めるか伺います。

　イ、新たな沖縄振興に関する法制度は、現行の高率

補助分の確保、雇用・産業・環境などに係る税制の優

遇措置、新設など一国二制度の制度創設が必須条件で

あると考えますが、現行の全国一律の法体系による仕

組みの壁をいかに乗り越えていくか伺います。

　ウ、県は、沖縄振興計画にかわる新たな計画として

県主導で策定する「沖縄21世紀ビジョン」基本計画の

策定を進めておりますが、理論武装を含め政府との協
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議・調整の状況について伺います。

　エ、「沖縄21世紀ビジョン」基本計画は、計画期間

を10年ごとの前・後期に分けた20年の期間とする案の

ようでありますが、新たに制定する沖振法の期間との

整合性は図られるか伺います。

　オ、我が自民党の沖縄振興に関する特別委員会は、

新たな沖縄振興策についての取りまとめを進めており

ますが、県としても自民党の振興策を積極的に活用す

る必要があると考えますが、県の考えを伺います。

　カ、報道によりますと、在沖米軍用地が県外在住者

に購入される事例がふえており、投資の対象になって

いるようでありますが、返還後の跡地利用への支障が

懸念されます。県の認識を伺います。

　芋、2011年度の予算について。

　ア、仲井眞知事２期目のスタートの予算となります

が、2011年度予算編成の基本方針と公約に掲げた施策

の実現について伺います。

　イ、３年連続の増額予算となりましたが、その要因

と基金の状況、県債の割合について伺います。

　ウ、政府が沖縄振興予算で計上した2011年度一括交

付金321億円について、県予算にどのように反映され

ておりますか。また、今回の沖縄振興自主戦略交付金

（仮称）の仕組みについても伺います。

　エ、県は、沖縄担当部局予算公共事業関係費を含め

た沖縄予算全体の一括交付金化を求めているが、政府

の厚い壁をどのように乗り越えるか、今後の見通しに

ついて伺います。

　３、農林水産業の振興について。

　茨、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）参加問題につい

て。

　去る１月29日、那覇市新都心公園において環太平洋

連携協定交渉への参加に反対する県民大会が開かれま

した。大会には県内農林水産業団体や製造業、運送

業、消費者団体など約5400人が参加し、県内農水産業

や離島経済を守るためＴＰＰ参加に強く反対を決議し

ております。

　環太平洋連携協定への参加をめぐり国内議論が高ま

りを見せておりますが、菅首相は、年明け以降、ＴＰ

Ｐなど貿易自由化の実現に向け積極姿勢を示しており

ます。

　去る１日付の年頭所感で菅首相は、政権が目指す国

づくりの第一の理念に「平成の開国」を掲げ、ＴＰＰ

や欧州連合、韓国との経済連携の協議を一気に前進さ

せるとしており、１月14日発足した菅改造内閣はそれ

を裏づけた陣容となっております。

　ＴＰＰは、アジア・太平洋地域の９カ国の締結を目

指しており、締結されれば関税を10年以内に完全撤廃

することが原則となっております。日本は、米などの

重要品目の関税や米国牛肉の輸入など、国内農業に深

刻な影響を与えることは避けられないと考えます。し

かし、ＴＰＰをめぐっては国内で賛否が分かれてお

り、経済界は参加を求めておりますが、農業団体は参

加に強く反対しております。本県は、さとうきび生産

が基幹産業となっており、県内農家数の約７割を占

め、全耕作面積は５割を占めております。ＴＰＰ参加

は本県農業に壊滅的被害を与えることから、県内経済

団体はその対応に苦慮しているようであります。政府

のＴＰＰ参加の最終判断は６月ごろが一つのめどと言

われ、予断を許さない情勢であります。県において

は、本県農水産業の保護を図る観点から、迅速・的確

な対応が必要であると考えます。

　そこで伺います。

　ア、米国やオーストラリアなど９カ国とのＴＰＰ、

欧州連合や韓国とのＥＰＡなど、政府は日本のＴＰＰ

等への参加について協議を進めておりますが、経済界

と農水産業団体の間でも意見が相反しております。県

のこの問題に対する基本姿勢について伺います。

　イ、環太平洋連携協定交渉への参加に反対する県民

大会が開かれ、県内農水産業や離島経済を守るためＴ

ＰＰ参加反対を決議いたしました。ＴＰＰへ参加した

場合の本県農水産業に与える影響を県はどのように推

計しておりますか伺います。

　ウ、政府のＴＰＰ参加の最終判断が６月ごろにも示

されると言われております。農業団体等と連携した参

加反対やさとうきびなど重要品目除外の要請活動の展

開に向けた取り組みを伺います。

　エ、本県離島は、狭隘な耕地面積や気候的不利性か

ら生産不利地域にあり、台風や干ばつに耐え得るさと

うきびや畜産が経済を支えております。ＴＰＰ参加は

離島社会の崩壊につながると考えますが、県の認識を

伺います。

　芋、県内農水産業の振興について。

　本県農業は、耕地面積の狭隘性、気候的不利性のほ

か本土市場から遠隔地にあり、その上多くの離島を抱

えていることから、農水産物の県外への輸送は総じて

コスト高にならざるを得ないのが現状であります。そ

のため、いかに輸送コストの低減を図れるかは、本県

のブランド品が他県産地との競合を乗り越え、本土市

場での地位を確立し得るかの最大の課題であります。

　近年、本県の主要農産品は他県との競争が激しく

なっておりますが、特に県産ゴーヤーは本県のブラン

ド品として本土市場で最も人気があり、おきなわブラ
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ンドとして知名度も高く県外出荷も伸びております

が、沖縄総合事務局の調査によりますと、2009年の県

内生産販売額は17億円で、前年比15％減と大幅に下落

しているようであります。

　本県は、本土と陸続きになっていないことから、県

外出荷は輸送手段が航空か船舶に限られ、どうしても

輸送コストは割高となり、県外産地との競合になれば

不利にならざるを得ないのであります。そのため、県

においては、輸送手段の改善のため、鹿児島県並みの

利用料金体系が実現している電話や郵便小包と同様な

ユニバーサルサービスとして、農林水産物についても

鹿児島県並みの輸送コストとする制度の創設を必要と

しております。

　民主党政権は、農家への戸別所得補償制度を実施し

ており、来年度予算で補償制度の拡大を図るとしてい

るようでありますが、農家が求めているのはこのよう

なばらまきではないと考えております。

　そこで知事、次の質問をいたします。

　ア、2009年の県内農業生産額は30年ぶりに900億円

を割り込み減少したようでありますが、その要因と農

業生産の拡大、経営安定に向けた県の取り組みを伺い

ます。

　イ、県産ゴーヤーなど、近年他県産地との競合の影

響もあり県外出荷が減少しているようでありますが、

ゴーヤーを初め本場おきなわブランド産品の知名度

アップや競争力強化、市場開拓・販路拡大の取り組み

について伺います。

　ウ、耕作放棄地の解消に向け、圃場やかんがい施設

の整備など農業・農村整備計画と解決すべき課題につ

いて伺います。

　エ、水産業の安定のため漁礁・漁港等の整備の推進

と、つくり育てる漁業の振興を図るため、県はどのよ

うに取り組んでいるか伺います。

　オ、宮崎県で確認された鳥インフルエンザが急速に

国内各地に感染拡大しているのを受け、政府は全国養

鶏場一斉点検を各県に指示しました。本県における防

疫体制はどうなっておりますか。県内養鶏場関係者の

鳥インフルエンザ対策は万全になされておりますか伺

います。

　カ、水産海洋研究センターの糸満市への移転が決定

いたしました。完成時期と総事業費について御説明願

います。

　４、教育・文化の振興について。

　教育長は、本議会が最終議会となるようであります

が、教育行政どうも御苦労さまでございました。これ

から教育長を退かれてもぜひ県民の一人として、これ

まで培われた識見、このノウハウはぜひ自分一人のも

のとせず、県民全体に貢献できるように頑張っていた

だきたいというふうに思います。

　茨、教育環境の改善について。

　教育庁は、教員定数に対する本教員の割合を上げ全

国に近づけるため、今後５年から７年は採用枠を広げ

る計画のようであります。また、本県は30人学級を小

学校１・２年生で実施しておりますが、今後順次拡大

していくこととしており、その観点からも本教員の計

画的増員は必要不可欠であると思います。

　小中学生の学力テストで全国最下位の状況にある本

県は、学力向上に向けた取り組みを進めております

が、そのためには学年ごと、教科ごとに生徒一人一人

にきめ細かい指導が必要であり、また、これまでの

「ゆとり教育」からカリキュラムをふやした新学習指

導要領が始まることで臨時教員に頼った人事体制から

の脱却が必要であると考えます。

　また、総合的な学力向上対策を効果的に推進するに

は、教師の指導力の向上を図り、小学校低学年におけ

る徹底した基礎学力を強化することが必要であると考

えます。そのために臨時教員の割合を減らし、身分の

心配もなく授業のための教材研究に専念できる教育環

境の整備が求められていると考えます。

　そのような中、小学校１・２年生の35人学級導入を

進めていた政府は、１年生だけで実施するとの方針を

決定したようであります。

　文部科学省は、当初、きめ細かい教育指導につなが

るとして2011年度から８年間で小中学校を対象に段階

的に実施するとしておりましたが、財務省の少人数化

と学力向上とは必ずしも因果関係はないとの主張に押

し切られ、１年生だけの実施となったようでありま

す。

　教育の基本方針を決める立場にある政府に対して

は、学校が本来目的とする教育の理念に基づく児童生

徒に対するきめ細かい指導ができる環境整備に努める

ことが求められていると考えるものでありますが、次

の質問を行います。

　ア、文部科学省は、2011年度から35人学級を小学１

年生について実施するとしておりますが、この検討結

果は本県における今後の少人数学級計画に影響するの

か。また、今後中学校を含めた拡大計画をどのように

進められるか伺います。

　イ、国際的に活躍できる人材育成に向けた外国語教

育の充実と海外への県内留学生派遣の拡大をどのよう

に図っていくか伺います。

　ウ、県内小中学生の学力向上を図るには、小学校低
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学年における徹底した基礎学力の強化と教師の指導力

の向上が必要と考えますが、教育庁が取り組んでいる

対策を伺います。

　議長、休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時45分休憩

　　　午後１時46分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○池間　　淳君　エ、正教員の割合が全国一低い状況

を改善するため、2011年度の教員採用は小学校で2010

年度の２倍以上、中学校で約３倍の採用を計画してい

るようでありますが、これにより、待機者の割合と待

機年数はどのように改善されますか伺います。

　オ、大幅採用増により新学習指導要領への対応や初

任者研修で学校現場への負担が大きくなると言われま

すが、教育庁の対応方針について伺います。

　カ、沖縄戦の影響で義務教育を受けられなかった人

たちが学ぶ珊瑚舎スコーレに対する国の支援につい

て、教育庁の国への要請を含めた対応を伺います。

　芋、文化・スポーツの振興について。

　沖縄はかつて琉球王国として独自外交を展開し、ア

ジア諸国との交流や貿易を通して独自の文化を形成し

てまいりました。琉球文化は中国から多くの影響を受

けたと言われ、その後、薩摩の支配に属したことによ

り大和文化のよさも取り入れ、独自の文化を築いてき

たと言われております。

　しかし、長い歴史の中で内容が変容したり消滅した

ものも多く、また、今日の高度経済社会にあって価値

観の違いや時代の要請などから異なったとらえ方をさ

れているものもあります。沖縄に限らず、文化の継承

の重要性が言われる社会にあって、みずからの地域の

文化の価値を認識し、これを現代が受け継ぎ後世に継

承することは我々の務めであると考えます。本県は郷

土意識が強く、自分たちの文化に対する誇りや意識は

他県に比べても高いと言われており、組踊や琉球舞

踊、三味線、沖縄芝居など各地域において盛んであ

り、昔ながらの形で伝承されてきております。

　県においても、伝統文化の継承や後継者育成に努め

ながら、県立芸術大学において沖縄の豊かな芸術文化

の伝統を受け継ぐ教育を通して新しい創造的文化技術

の形成・発展を担い、国際的に活躍する人材を生み出

すとしております。また、琉球舞踊の継承を図り若手

舞踊家の育成と発表の場を提供することを目的に、県

かりゆし芸能公演を県立郷土劇場で開催しておりまし

た。その劇場も老朽化のため2009年３月で閉鎖となっ

たことで、舞踊団体や沖縄芝居の劇団などから公演数

の減少を懸念する声も聞かれます。国立劇場おきなわ

や多目的ホールなどの借用も考えられますが、安価の

利用ができた県立郷土劇場と比べ団体の経済的負担は

大きく、観客にも入場料の負担が大きいと言われてお

ります。県財政の厳しい状況からなかなか難しい問題

でありますが、沖縄伝統芸能や伝統文化の継承を図る

ことも重要と考えます。

　また、本県は野球、サッカー、ゴルフなど世界で活

躍するプロスポーツ選手を輩出するなど人材の宝庫で

もあると考えます。国内唯一の亜熱帯気候で年じゅう

スポーツができることで、プロ野球を中心にキャンプ

地としても定着をしております。本県経済の柱である

観光の振興を図るためにもあらゆるスポーツが楽しめ

る環境づくりが必要であり、各種スポーツ施設の整備

や競技力の向上に向けた取り組みが必要であると考え

ます。

　そこで伺います。

　ア、本県の伝統文化の継承・発展を図るための取り

組み状況と、伝統文化の後継者育成の状況と成果を伺

います。

　イ、琉球舞踊や沖縄芝居など伝統芸能に対する県の

支援の現状と、伝統芸能や伝統文化等の発信拠点の整

備として「郷土芸能会館」、「空手道会館」の建設に

ついての取り組み状況を伺います。

　ウ、国立劇場おきなわの活用の現状と県内文化団体

等の利用が容易になるような対策、使用料の低減につ

いて県の考え、取り組みを伺います。

　エ、プロサッカー公式戦が開催できる公式サッカー

場の整備について県の考えを伺います。

　５、県内産業の振興について。

　本県は、中小企業の割合が90％以上を占める産業構

造となっており、県産業の牽引は観光産業が担ってお

りますが、産業振興を重点課題とする本県にとって観

光産業に続く産業の柱づくりは喫緊の課題であると思

います。

　総務省の情報通信白書によりますと、情報通信関連

産業の経済全体への寄与率は、直近５年間で34％にも

及んでいるということであります。そのため、本県

は、情報通信関連産業を戦略産業として位置づけ、Ｉ

Ｔ津梁パーク整備事業として情報通信産業振興の拠点

形成を目指しております。その結果、2010年における

本県の情報通信関連産業の立地集積数は200社、雇用

者数は３万3000人余に達するなど大きな成果を上げて

おります。

　本県は、震度５以上の地震がなく、国内で万が一地

震などにより情報通信システムに被害が出た場合で
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も、本県でバックアップシステムが機能する有利さが

あるということが立地集積が進む理由に挙げられてお

ります。そして、ＩＴ津梁パークの中核施設の建設も

進み、既に高度ソフトウエア開発事業、人材育成事業

も展開されており、完成時には8000人の雇用効果も見

込まれております。

　このように本県は、立地環境の有利さを最大限生か

し、情報通信関連産業の立地を積極的に進めておりま

すが、本県は本土経済圏から遠く離れ、地理的条件に

よる物流・輸送コスト高という不利性や県内市場の狭

隘性など、また、企業自体の基盤の脆弱さなどにより

雇用効果の高い製造業の立地が進まないことも背景に

あるのではないかと考えます。県内産業の振興なくし

て本県の経済の自立はあり得ないと思います。県内に

おける各種企業の経営基盤の強化と競争力のある産業

育成が急務であると考えますが、次の質問を行いま

す。

　茨、県内産業の活性化や雇用効果の大きい金型産業

など物づくり製造業の育成・振興に向けた県の取り組

みを伺います。

　芋、産学官の協働した健康・バイオ関連産業の振興

と本県における立地拠点の整備状況はどうなっており

ますか伺います。

　鰯、国際物流拠点と科学技術研究拠点の形成による

新産業の創出について、県の基本的考えと具体的施策

の展開をどのように進めるか伺います。

　允、県が整備を進めているアジアＩＴ研修センター

は、ＩＴ津梁パークヘ整備することが決まったようで

ありますが、事業内容と県内産業への波及効果につい

て伺います。

　６、企業誘致の推進について。

　経済のグローバル化が進展する中で、本県の中小企

業を取り巻く環境も厳しさを増してきており、狭隘な

市場で生き抜いてきた中小企業が今後も持続的な経営

の維持や発展を図るには、時代に合った経営革新への

取り組みが不可欠であると思います。そのため、積極

的に国内外からの企業を誘致し、産業の活性化を図る

ことにより県内企業への波及効果と企業競争力の向上

が期待されるものと考えます。

　このため、県においては、企業誘致を促進するため

特別自由貿易地域や金融業務特別地区の整備を進め、

個別企業訪問やセミナーも開催され、知事によるトッ

プセールスも実施されております。御苦労さまでござ

います。また、企業の立地・進出を促進するためには

工場用に対する土地や建物、設備などの投資、物流の

負担の軽減を図るための助成や支援を行い、企業集積

の効果を上げております。

　本県における企業誘致を促進するためには、東アジ

アに位置するという地理的な優位性を生かし、我が国

の不利性であるアジア地域との航空・船舶の国際物流

の割高感の解消が不可欠であると考えます。そのた

め、一国二制度の法制度の整備と物流ネットワークの

構築が必要であります。

　そして金融業務特別地区においては、立地基盤の整

備や国際的な専門知識を有する金融人材の育成を図る

ほか、新たなビジネス事業化に向けた取り組みが重要

になってくると考えます。

　そこで伺います。

　茨、特別自由貿易地域や金融業務特別地区などを活

用した本県への企業誘致の主な実績と今後の事業展開

を伺います。

　芋、県内産業の基盤強化と経済の振興を図るには、

県外資本の投資を積極的に進める必要があると思いま

すが、県の戦略と具体的取り組みについて伺います。

　鰯、企業誘致を進める上で、誘致する企業などへの

法人税・関税などさらなる優遇減税を実施し、攻めの

誘致活動を展開する必要があると考えますが、県の取

り組み状況を伺います。

　允、沖縄中南圏域産業活性化協議会設置の目的と参

加団体、具体的に展開する事業内容と国の支援の見通

しについて伺います。

　どうぞよろしくお願いいたします。再質問がないよ

うに知事、教育長、よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　池間淳議員の御質問に答弁

させていただきます。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、安全保障に対

する基本的な考え方いかんという御趣旨の御質問にお

答えいたします。

　県としましては、戦後の日本が国際紛争に巻き込ま

れることもなく経済が発展してきていることや平和な

国民生活を享受してこられたのは、日米安全保障体制

を含む日米同盟関係が我が国及び東アジアにおける国

際の平和と安定の維持に寄与していることによるもの

と理解をいたしております。

　しかしながら、在日米軍基地の大部分を占める沖縄

の米軍基地が果たしている役割や必要性を初め安全保

障について、国民全体で十分な議論がなされてきたと

は言えないと認識いたしております。

　今後も日米安全保障体制が安定的に維持されるため

には沖縄の社会的安定が必要であり、そのためには沖
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縄県の過重な基地負担の軽減を図ることが極めて重要

であると考えております。

　次に、県経済の振興に係る御質問の中で、新たな法

律の政府との協議状況についての御質問にお答えいた

します。

　沖縄県では、昨年12月27日に開催されました沖縄政

策協議会の振興部会におきまして「新たな沖縄振興の

ための制度提言（中間報告）」を提出いたしました。

これに対し、官房長官よりその場で関係閣僚へ新しい

制度の検討を行うよう指示が出されたところでござい

ます。このことを受け、現在は関係府省実務者連絡会

議、沖縄政策協議会幹事会など事務レベルで要望内容

の検討作業が進められているところでございます。

　今後は、県民の皆様を初め県議会、そして市町村、

関係団体等から寄せられた御意見の趣旨を沖縄県の案

に可能な限り反映させ、本年夏ごろをめどに新たな法

律の骨格を固めるよう関係府省との調整を進めてまい

りたいと考えているところでございます。

　同じく県経済の振興に係る御質問の中で、全国一律

の法体系による仕組みの壁をいかにして乗り越えるの

かという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　これまでの沖縄振興の成果により社会資本の整備や

産業振興の面で着実な進展が見られる一方、沖縄は

種々の特殊事情から県民所得及び雇用の問題、そして

離島振興、基地、交通体系などの重要課題を今なお抱

えております。したがいまして、離島県ゆえの不利性

を克服するとともに、魅力ある自然環境や独自の文

化、豊かな若年労働力、そして東アジアの中心に位置

する地理的優位性を最大限発揮できる施策を展開する

ため、国の責務において全国一律とは異なる新たな法

制度等の仕組みの構築が必要であることを政府に対し

て十分説明してまいる必要がございます。

　沖縄県といたしましては、今後とも県議会、そして

市町村、関係団体等の御協力を得ながら沖縄政策協議

会等の場も活用しつつ、21世紀ビジョンで描いた将来

像の実現に資する新たな法律の制定に向けて取り組ん

でまいりたいと考えております。

　次に、同じく県経済の振興に係る御質問の中で、

「沖縄21世紀ビジョン」基本計画の策定に当たっての

政府との協議・調整についての御質問にお答えいたし

ます。

　復帰後38年が経過し、沖縄をめぐる情勢は国と地方

の役割の見直し、そして一括交付金化などの地域主権

改革、加えてグローバル経済の進展など大きな時代の

節目にあります。沖縄県は、このような時代変化を踏

まえ、県民とともに初めての基本構想であります「沖

縄21世紀ビジョン」を策定いたしました。今後、この

21世紀ビジョンの実現のため新たな時代にふさわしい

県民主体の計画を策定する必要があることから、「沖

縄21世紀ビジョン」基本計画は県計画として策定を

し、この計画に対し新たな法律により支援する仕組み

を国に求めてまいりたいと考えているわけでございま

す。

　同じく県経済の振興に係る御質問の中で、自民党が

取りまとめた新たな沖縄振興策の活用についての御質

問にお答えいたします。

　自由民主党沖縄振興特別委員会が先ごろ取りまとめ

ました中間報告には、沖縄特区の導入、そして物流産

業の育成と付加価値向上、そして伝統的文化の発展支

援など、沖縄の実情を踏まえた示唆に富んだ内容が幾

つも含まれております。

　沖縄県といたしましては、この報告を活用してまい

りたいと考えているところでございます。

　次に、同じく県経済に係る御質問の中で、予算編成

の基本方針と公約の実現についての御質問にお答えい

たします。

　平成23年度は、沖縄振興計画の最終年度であり、総

仕上げの年となることから、これまでの成果を踏ま

え、沖縄の将来像を展望しつつ、残された課題への対

応と、さらなる発展に向けた取り組みを力強く推進し

ていく必要がございます。特に、産業振興、雇用創

出、医療・福祉の拡充及び離島振興等の推進は、県政

の重要課題として全力を挙げて取り組むことといたし

ております。また、平成23年度は私の２期目のスター

トとなります予算となることから、公約の実現に向け

て必要な施策に予算を計上したところであります。

　主な分野についてその概要を申し上げます。

　まず産業の振興と経済の活性化についてですが、こ

れはＩＴ津梁パーク内に研修センターを整備する事業

や沖縄国際航空物流ハブの活用推進を図る事業、そし

て大消費地において県産農産物のトップセールスを行

う事業などがございます。そして国際的な観光・リ

ゾート地の形成について申し上げますと、国際線の定

期便やチャーター便への支援や外国人観光客の受け入

れ環境の強化などがございます。そして雇用の安定と

生活の安心について申し上げますと、職場訓練や合同

就職面接会の開催、そして新規学卒者への個別支援の

実施などについて所要額を措置したところでございま

す。

　また、基地問題解決について申し上げますと、安全

保障に関する研究や普天間飛行場移設問題の解決促進

を図るための取り組みを行う事業などがございます。



－ 46 －

そして離島振興について申し上げますと、まず航空運

賃を低減化する社会実験を行う事業のほかに、新石垣

空港や伊良部架橋の建設の推進などがあります。

　次に、保健医療の充実と健康福祉社会の実現につい

て申し上げますと、医師等の研修を行うシミュレー

ションセンターの整備、そして認可外保育施設の給食

費等の支援拡充、そして保育所の整備などについて所

要額を措置したところでございます。

　次に、自然環境の保全と循環型社会の形成について

申し上げますと、海岸漂着ごみの処理対策やサンゴ礁

の保全・再生方策の検討を行う事業などがございま

す。また、国際交流・協力の推進について申し上げま

すと、第５回世界のウチナーンチュ大会の開催や、沖

縄科学技術大学院大学を核とする知的クラスター形成

に向けた共同研究施設の整備などにつきまして所要額

を措置したところでございます。さらに、人材育成と

文化・スポーツの振興について申し上げますと、まず

グローバルな産業人材を育成するための事業のほか

に、文化発信交流拠点の環境整備調査や空手道会館の

整備調査、そしてＪリーグ規格スタジアムの整備基礎

調査など、これらにつきまして所要額を措置したとこ

ろでございます。

　次に、同じく県経済に係る御質問の中で、一括交付

金の今後の見通しについての御質問にお答えいたしま

す。

　沖縄県におきましては、政府が一括交付金を導入す

るとしていることを踏まえ、昨年５月以降、高率補助

制度にかわる沖縄振興一括交付金制度の創設を政府に

要望しております。今後も引き続き沖縄政策協議会に

おける議論や関係府省、そして市町村等との調整を進

め、沖縄県の要望が実現されるよう、県議会からの御

支援をいただきつつ取り組んでまいりたいと考えてお

ります。

　次に、農林水産業に係る御質問の中で、ＴＰＰ交渉

参加に関する県の基本姿勢についての御質問にお答え

いたします。

　農林水産業は、重要な産業という側面だけでなく、

文化等の多面的な機能の保持という面でも極めて大切

な産業でございます。一方で、資源の乏しい我が国

は、通商貿易国家として成り立っている面もございま

す。したがいまして、どちらか一方だけをとるという

ことは、我が国の持続的発展は困難であり、両立を図

る道を探ることが極めて重要であると考えておりま

す。

　今般のＴＰＰにつきましては、原則として全品目に

ついての関税を撤廃することを目指したものでござい

ます。このため、我が国や沖縄県の農林水産業に深刻

な影響を及ぼすことが懸念されておりますが、このこ

とに対する対応策も打ち出されておりません。このよ

うな状況において、沖縄県といたしましては、農業分

野の懸念について、今後とも国に対して強く訴えると

ともに、国民の合意が得られるまで、拙速に判断する

ことなく丁寧に議論を尽くすことなどを求めていきた

いと考えております。

　次に、同じく農林水産業に係る御質問の中で、県内

の鳥インフルエンザ対策いかんという御質問にお答え

いたします。

　高病原性鳥インフルエンザは、平成22年11月29日に

島根県で確認されて以降、全国的に感染が拡大し、こ

れまで７県で19例発生いたしております。このため、

沖縄県では、高病原性鳥インフルエンザ侵入防止対策

として、第１に、防鳥ネットの整備、第２に、鶏舎な

どの消毒、第３に、異常家禽の早期通報などにつきま

して新聞広告や各地域での説明会等によりまして周知

徹底を図っているところであります。また、すべての

養鶏農家に消石灰を無償配布し、緊急消毒を実施する

とともに、毎月20日を「消毒の日」と定め、家畜伝染

病の侵入防止等の強化を図っているところでございま

す。さらに、平成23年１月28日に沖縄県危機管理対策

本部会議を開催し、高病原性鳥インフルエンザ侵入防

止対策に係る危機管理体制を強化しているところでご

ざいます。

　次に、教育・文化の振興に係る御質問の中で、外国

語教育の充実及び留学生派遣の拡大についての御質問

にお答えいたします。

　世界に開かれた交流と共生の島を目指す沖縄県にお

きまして、世界を結ぶかけ橋となるグローバルに活躍

できる人材を育成することは極めて重要であると考え

ております。

　沖縄県では、児童生徒の国際性や語学力を高めるた

めに、外国語指導助手等の強化など初等・中等教育段

階における英語や中国語等の外国語教育の充実に努め

るとともに、アジアを初めとする諸外国との教育交流

の拡充を図っております。また、万国津梁の精神を持

つ人材の育成を図るため、国際性に富む人材育成留学

制度の創設に向けまして取り組んでいるところでござ

います。アジアを初めとする諸外国への留学生派遣の

拡充を図ってまいる所存でございます。

　同じく教育・文化の振興に係る御質問の中で、伝統

芸能に対する県の支援及び郷土芸能会館についての御

質問にお答えいたします。

　沖縄県では、県民や来県者への伝統芸能の鑑賞機会



－ 47 －

の提供と、新進舞踊家等の育成を図ることを目的に、

伝統芸能公演を平成21年度より実施いたしておりま

す。本年度は、国立劇場おきなわなどで琉球舞踊や沖

縄芝居等15公演を行うほか、離島地域における重要無

形文化財保持者等によります公演を伊平屋村、そして

石垣市、与那国町で開催いたしているところでござい

ます。

　伝統芸能拠点の整備につきましては、平成23年度に

おきまして、関係団体、そして専門家等の意見を聞き

ながら、伝統芸能の拠点となる施設整備に向けた調査

検討を行い、基本的なコンセプト、そして運営計画等

を含めた基本構想の策定に取り組んでいきたいと考え

ております。

　次に、県内産業の振興に係る御質問の中で、アジア

ＩＴ研修センターの事業内容と波及効果はどうかとい

う御質問にお答えいたします。

　アジアＩＴ研修センターの整備事業は、ＩＴ津梁

パークの新たな機能として、先端のＩＴ環境を備えた

研修施設を整備するものであります。平成24年度中の

供用開始を目指しているところでございます。

　同センターにおきましては、県内の高度なＩＴ技術

者を育成するとともに、アジアの企業と共同で行うＯ

ＪＴ研修を通して、アジア諸国とのかけ橋となる高度

なＩＴ人材の育成を図ってまいる考えでございます。

このアジアＩＴ研修センターの活用によりまして、県

内ＩＴ関連産業の高度化を図り、受注機会の拡大を目

指すとともに、アジア市場への進出を促進するなど、

国内外から新たなＩＴ企業の集積を図ってまいりたい

と考えているところでございます。

　次に、企業誘致に係る御質問の中で、企業誘致活動

に関する県の取り組みについての御質問にお答えいた

します。

　沖縄県は、これまで特別自由貿易地域制度、そして

情報通信産業特別地区及び金融業務特別地区などの経

済特区制度を活用し、企業誘致活動を展開してきたと

ころでございます。現在、これらの制度の拡充を図る

とともに、新たに国際物流経済特区等の創設を国に要

望しているところでございます。具体的な要望内容と

いたしましては、立地企業の法人税を全額免除するこ

とや、関税制度の規制緩和のほか、航空機や船舶の公

租公課の軽減措置など、画期的な優遇措置の拡充を図

ることといたしております。今後このような新たな制

度を活用し、近隣アジア諸国、そして地域と肩を並べ

る地域を目指し、沖縄県に多くの企業が立地すること

ができるよう、全力で取り組んでまいる所存でござい

ます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につき

まして、安保研究機関のねらいと位置づけについてお

答えいたします。

　米軍基地問題は、我が国の外交や安全保障にかかわ

る全国的な課題であり、日本全体で米軍基地の負担を

分かち合うという原点に立ち返って解決する必要があ

ります。そのため、日米の国防・安全保障政策や今後

の国際情勢等を踏まえ、沖縄の過重な基地負担の軽減

に向けた県としての考え方を取りまとめ、問題提起を

していくことが重要であります。

　御質問の安全保障研究機関につきましては、今後、

県庁内にプロジェクトチームを立ち上げ、組織のあり

方も含め、調査検討を行ってまいりたいと考えており

ます。

　次に、安保研究機関の議論を国の政策にどう反映さ

せるかについての御質問にお答えいたします。

　県としましては、安全保障に関する研究・検討を進

める中でなされた議論については、世論を喚起するた

めの広報活動や、知事訪米事業等により、日米両国に

おける理解を深めることで、沖縄の基地負担の軽減が

図られるよう働きかけてまいりたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　県経済の振興についての

御質問の中で、基本計画と新たな法律の期間との整合

性についてお答えいたします。

　沖縄県は、21世紀ビジョンで県民とともに描いた

「安全・安心」、「産業・雇用」などの５つの将来像

の実現と、基地跡地、離島などの４つの固有課題の解

決を図るための基本計画の策定を進めております。新

たな法律においては、「交通コスト低減制度」、「新

たな子育て支援制度」や「国際物流経済特区」など、

21世紀ビジョンで描いた20年後の将来像の実現に向け

た取り組みを支援する制度等の仕組みを計画とそごの

ないように盛り込んでまいりたいと考えております。

　同じく県経済に関連をして、県外在住者の軍用地購

入による跡地利用への影響についてお答えいたしま

す。

　本県の米軍基地は民有地の占める割合が高く、返還

後の基地跡地利用は地権者の理解と協力が不可欠であ
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ります。県外在住者の地権者がふえると、跡地利用に

ついての合意形成が時間を要し、跡地整備がおくれる

等の影響が出てくる可能性があると考えております。

　次に、農林水産業の振興についての御質問の中で、

水産海洋研究センター移転整備の完成時期及び総事業

費についてお答えいたします。

　水産海洋研究センターの移転整備については、現

在、用地取得及び設計に取り組んでおり、平成23年度

に建設工事着手、平成25年度には供用開始をする計画

としております。事業費については、用地取得、建設

工事及び設計等を含めておおむね18億円となっており

ます。

　次に、県内産業の振興についての御質問の中で、国

際物流拠点の形成による新産業の創出についてお答え

いたします。

　県としては、成長著しい東アジアの中心に位置する

本県の地理的優位性と全日空の国際航空物流ハブを生

かして、本県に国際物流拠点を形成し、観光・リゾー

ト産業及び情報・通信産業に続く第３のリーディング

産業として、臨空・臨港型産業の集積を図っていきた

いと考えております。その実現に向けて、現在、国内

はもとより競合する近隣アジア諸国にまさるビジネス

環境の整備を図るため、国際物流機能の向上及び企業

の立地促進に係る税制及び財政措置等の優遇制度を盛

り込んだ国際物流経済特区の創設を国に対し要望して

いるところであります。

　同じく県内産業の振興についての御質問の中で、科

学技術研究拠点形成による新産業の創出についてお答

えいたします。

　沖縄県では、「沖縄21世紀ビジョン」を踏まえ、沖

縄科学技術大学院大学を核に知的・産業クラスターの

形成を推進し、医療・健康分野などで新たな産業の創

出を図ることとしております。具体的には、平成22年

度から実施している知的・産業クラスターの形成に向

けた事業で、県内外の研究機関や企業が沖縄の生物資

源活用促進のための共同研究を行い、創薬や機能性食

品の開発など新産業の創出に取り組んでおります。ま

た、新たな科学技術振興制度の創設に向けて、研究開

発投資に係る減免措置などの税の特例や、外国人研究

者の入国・在留申請の優先処理の規制緩和などを検討

しております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　県経済の振興についての

御質問のうち、当初予算増額の要因と基金、県債の状

況についてお答えいたします。

　平成23年度一般会計当初予算額は6082億円で、対前

年度比27億円、0.5％の増となっており、３年連続の

増額となっております。その要因といたしましては、

歳出において生活保護費などの社会保障関係費が増と

なっていること、また、国の経済対策関連基金を活用

した保育所の整備や、ワクチン接種緊急促進事業の実

施などにより、投資的経費の単独事業や補助費等が増

となったことなどによるものであります。

　次に、基金の状況でありますが、平成23年度当初予

算においては、収支不足に対して、財政調整基金など

主要４基金からの取り崩し等で対応したところであり

ます。その結果、平成23年度末の主要４基金の残高

は、約440億円となる見込みであります。また、県債

につきましては、地方交付税の代替的措置である臨時

財政対策債が大幅に縮減される見込みであることなど

により、対前年度比22％の減、歳入総額に占める割合

は10.9％となっております。

　次に、沖縄振興自主戦略交付金の県予算への反映等

についてお答えいたします。

　沖縄振興自主戦略交付金は、沖縄振興開発事業費の

投資補助金の一部を一括交付金化したものでありま

す。これまでに国から示された内容によりますと、そ

の対象となる事業は、一括交付金化された補助事業の

範囲内に限られることから、県としましては使途の自

由度の拡大を求めているところであります。このた

め、県の平成23年度当初予算においては、継続事業費

等が円滑に実施できるよう当該交付金321億円のう

ち、約９割に相当する290億円を土木関連、農林水産

関連事業などに計上し、残りの１割については当初予

算への計上を保留しているところであります。計上を

保留している約31億円につきましては、今後、国との

調整を経た上で補正予算で対応していきたいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農林水産業の振興の

中で、ＴＰＰ参加が本県農水産業に与える影響、要請

活動等の取り組み、離島社会への影響について、関連

しますので一括してお答えいたします。

　ＴＰＰ（環太平洋経済連携協定）は、原則としてす

べての品目で関税を撤廃することが前提となることか

ら、国内の農林水産物に大きな影響が出ることが懸念

されております。本県においても、さとうきび、パイ

ナップル、肉用牛、水産物などで影響が出ることが懸
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念されており、農林水産省が示した考え方を踏まえて

計算したところ、直接影響額が約580億円、関連産業

等への波及も含めると約1420億円の影響が出るものと

試算されます。特に、離島においては、さとうきびや

肉用牛の占める割合が大きいことから、離島地域の農

業が壊滅的な打撃を受けることが懸念されます。その

ため、県では、国民の食料安全保障の確保と国内農業

への影響などの観点から、ＴＰＰ交渉に参加しないよ

う適切に対応するとともに、農家が安心して生産に取

り組めるよう万全の対策について、農業団体等と連携

して国に対して強く要請したところでございます。ま

た、県内では、去る１月29日に「ＴＰＰ交渉への参加

に反対する沖縄県民大会」が開催されたほか、ＪＡ沖

縄中央会による「ＴＰＰ交渉参加反対署名活動」など

の取り組みも実施されているところであります。

　今後ともＴＰＰ交渉等の動向や国の対応を踏まえつ

つ、関係機関等と連携し適切に対応してまいります。

　次に、農業生産額の減少要因と農業生産拡大の取り

組みについてお答えします。

　県産農産物については、近年、生産量は増加傾向に

ありますが、2009年の農業生産額は892億円となり、

2008年に比較して28億円の減少となっております。生

産額の減少の主な要因といたしましては、農産物の輸

入自由化や、近年の景気低迷等により農産物価格が低

下傾向にあります。特に、経済情勢等の影響を受けや

すい花卉や果実、肉用牛などについては産出額が伸び

悩んでおります。このため、県といたしましては、農

産物の生産額拡大と農家経営の安定を図るため、亜熱

帯・島嶼性に適合した農林水産業の基盤整備、おきな

わブランドの確立と拠点産地の育成による生産供給体

制の強化、亜熱帯地域の特性を生かしたオリジナル品

種の育成や、高品質生産技術の開発、経営感覚にすぐ

れた認定農業者や、多様な担い手の育成確保などに取

り組んでいるところであります。また、今後の農水産

業の振興につきましては、生産基盤の整備に加えて輸

送コスト低減対策、担い手対策などを強化する必要が

あると考えております。

　次に、おきなわブランド産品の市場開拓、販路拡大

の取り組みについてお答えします。

　県では、市場競争力を強化するため、市場や消費者

から信頼される定時・定量・定品質の出荷が可能な拠

点産地を形成するとともに、市場・量販店等を中心に

販路拡大に努め、おきなわブランドの確立に取り組ん

でいるところでございます。具体的には、ゴーヤーや

マンゴーなどの消費拡大を図るため、首都圏において

市場・量販店等から一般消費者までを対象に、おきな

わブランドをＰＲするトップセールスを実施しており

ます。また、シークヮーサーなどの県産農産物の販路

拡大を図るため、県外大手飲料メーカー等を対象に、

県内産地への招聘や商談会の開催などを実施しており

ます。さらに、平成23年度は、東京・大阪の市場・量

販店等を対象にしたトップセールスや、量販店等にお

いて試食・レシピ紹介を行うインショップ事業の実

施、ＪＡ等県内事業者等と連携した県産農産物の海外

販売促進など新たな販路拡大に努めてまいります。

　次に、耕作放棄地の解消についてお答えします。

　平成21年度における耕作放棄地面積は2693ヘクター

ルで、全耕地面積３万9100ヘクタールの6.9％となっ

ています。耕作放棄地の課題といたしましては、農家

の高齢化や後継者不足、傾斜地や排水不良など圃場条

件が悪いこと、所有者などの合意形成が必要であるこ

となどがあります。このため、県といたしましては、

耕作放棄地の再生利用を図るため、平成22年11月まで

に沖縄県耕作放棄地対策協議会や28市町村で地域協議

会を設置しております。平成20年度から耕作放棄地対

策事業により再生作業、土壌改良、営農定着等を支援

し、平成21年度までに約73ヘクタールが再生されてお

ります。平成22年度は、地域協議会において耕作放棄

地の出し手・受け手間の調整を図り、約110ヘクター

ルの再生作業のほか、土壌改良、営農定着等を支援す

る計画となっております。今後、平成23年度を目途

に、農業上重要な地域を中心に350ヘクタールの耕作

放棄地の再生を行い、担い手への農地利用集積を進め

ていくこととしております。

　次に、魚礁・漁港の整備やつくり育てる漁業の振興

についてお答えします。

　県においては、水産業の振興を図るため、魚礁・漁

港の整備を計画的に進めるとともに、熱帯性の温暖な

海域条件を生かして、モズク、クルマエビ、海ブドウ

及びヤイトハタなどの養殖業を推進しております。

　魚礁の整備については、平成21年度末までに沈設魚

礁を258カ所、浮き魚礁を63基設置しており、浮き魚

礁については平成23年度までにさらに12基を設置する

こととしております。また、漁港の整備については、

88港で整備を進めており、平成23年度までに亜熱帯地

域の特性対策である防暑施設を46港、防風施設を15

港、浮き桟橋施設を32港整備することとしておりま

す。養殖業の振興については、魚類種苗生産技術の開

発、モズクの生産安定技術の普及指導と消費拡大、ハ

タ類の防疫体制の強化と魚病対策、海ブドウの衛生及

び品質基準の作成などによりブランド化に取り組んで

いるところでございます。
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　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは教育・文化の振

興についての御質問で、今後の少人数学級の計画につ

いてお答えいたします。

　文部科学省においては、平成23年度から小学校１年

生について35人学級を制度化することとしておりま

す。また、小学校２年生から６年生及び中学校につい

ては、学級編制の標準を順次に改定することについて

検討を行うこととしております。現在、本県の小学校

１・２年生で加配定数を活用し、30人学級を実施して

いる少人数学級につきましては、平成23年度において

も引き続き実施してまいりたいと思います。

　今後の小学校、中学校への少人数学級に関する計画

については、国の35人学級の動向や全国の実施状況等

を踏まえ取り組んでまいります。

　次に、小学校低学年における基礎学力の強化等につ

いてお答えいたします。

　小学校の低学年は、学びに向かう力や基本的な生活

習慣などの学びの基礎をはぐくみ、学習意欲を高める

重要な時期であり、児童生徒の健やかな成長を支援す

るとともに、教師の指導力の向上も欠かせないものと

考えております。

　県教育委員会としましては、児童一人一人の状況に

応じたきめ細かな指導を充実させるため、小学校低学

年で少人数学級編制を実施するとともに、話す・聞く

態度などの学習規律の確立や知的好奇心や探究心をは

ぐくむ読書活動の充実、幼稚園で身につけたことを小

学校へ円滑につなぐための幼小連携の強化などを推進

しております。また、児童生徒一人一人が学ぶことを

楽しみ、学ぶ意欲を高める「わかる授業」を構築する

ため、各学校での校内研究を支援するとともに、初任

者研修や10年経験者研修を初め各種研修会を充実させ

ることで教師の指導力の向上に努めております。

　次に、教員採用における待機者と待機年数について

お答えいたします。

　公立小中学校の採用者数につきましては、小学校は

平成22年度に109名、平成23年度は250名を予定してお

り、141名の増となっております。中学校は平成22年

度に41名、平成23年度は108名を予定して67名の増と

なっております。また、小学校では平成22年度の待機

者は168名で60.6％、平成23年度の待機者は13名で

4.9％となっております。中学校では、平成22年度の

待機者は110名で72.8％、平成23年度の待機者は36名

で25.0％となっております。待機年数については、校

種や教科によっても状況は違いますが、これまで１年

ないし４年であったことが次年度からほとんどの教科

において改善がなされるものと思っております。

　県教育委員会としましては、今後も待機年数等の改

善に向けて取り組んでまいります。

　次に、初任者研修の対応についてお答えいたしま

す。

　平成23年度には、小中学校の教員の大幅な採用増に

より初任者の数がふえるとともに、初任者研修を実施

する学校数がふえることになります。県教育委員会と

しましては、学校で実施する初任者研修の一層の充実

と効率化を図るため、研修の方法や内容等について見

直しを行い、関係市町村教育委員会や学校に周知をい

たしました。また、対象となる学校に初任者研修に必

要な加配教員及び非常勤講師を配置し、初任者研修の

円滑な実施と充実に努めてまいりたいと考えておりま

す。

　次に、戦中戦後の混乱期で義務教育を受けられな

かった方々への支援についてお答えをいたします。

　珊瑚舎スコーレは、戦中戦後の混乱期に義務教育を

受けることができなかった方々に対し、学びの場を提

供しており、重要な役割を果たしていると考えており

ます。

　県教育委員会としましては、そのような方々へ学ぶ

機会を提供することは、「教育を受ける権利」、「学

習権の保障」という観点からも大切なことと認識をし

ております。現在、沖縄特別振興対策調整費を活用し

た「戦中戦後の混乱期における義務教育未修了者支援

事業」として約1200万円を県の平成23年度当初予算に

計上し、国への交付申請に向けて調整を行っていると

ころであります。事業内容としましては、戦中戦後の

混乱期における義務教育未修了者の実態を把握し、対

象となる方々へ学習希望調査を行うことと、現在、学

んでいる方々へ学習の機会を提供するものでありま

す。なお、学習機会の提供に係る支援につきまして

は、民間の関係機関を対象に公募し、委託する予定と

しております。

　次に、本県の伝統文化の継承・発展の取り組み等に

ついてお答えいたします。

　沖縄県には、組踊などの伝統芸能、宮古のクイ

チャーなどの民俗芸能、紅型などの工芸技術に代表さ

れますように、多彩で豊かな伝統文化が継承されてお

ります。伝統文化の継承・発展を図るために、貴重な

伝統文化については特に無形文化財として指定し、そ

の保存・継承や公開活用のための事業に取り組んでお

ります。現在、国及び県・市町村指定の文化財は、芸
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能や工芸などの無形文化財31件、民俗芸能などの無形

民俗文化財200件の総計231件となっております。特

に、芸能や工芸技術の保存・継承には後継者の育成が

必要であり、国や県の補助により伝承者養成事業や公

開事業の実施・支援を行っております。伝承者養成事

業では研修発表会や講習会などを開催し、平成21年度

では、芸能関係の７事業で808名、工芸技術関係の12

事業で182名が受講しており、そのわざや芸の研さん

と継承に努めているところであります。

　県教育委員会としましては、今後とも伝承者養成や

公開活用を通して、伝統文化の保存・継承並びに発展

を目指して取り組んでまいりたいと考えております。

　次に、国立劇場おきなわの活用の現状等についてお

答えいたします。

　国立劇場おきなわは、国の重要無形文化財「組踊」

を中心とする沖縄伝統芸能の保存振興を図るととも

に、伝統文化を通じたアジア・太平洋地域の交流の拠

点となることを目的として設置されました。

　国立劇場おきなわでは、沖縄伝統芸能公演等を開催

する自主公演事業の実施、貸し劇場として県内文化団

体による古典音楽や舞踊、演劇、民謡などの公演等を

実施し、年間約５万5000人の入場者があり、一般県民

の皆様に利活用されているところであります。こうし

た県内文化団体や県民による国立劇場おきなわの活用

は、伝統芸能や伝統文化の振興に大きく寄与するもの

であり、広報普及による利活用の促進を図っておりま

す。国立劇場おきなわは、独立行政法人日本芸術文化

振興会から財団法人国立劇場おきなわ運営財団が委託

を受け、独立採算で管理運営されております。

　県教育委員会としましては、今後、県内文化団体や

県民の利用が活発かつ容易になるよう、使用料の低減

も含め、同財団と情報交換をしてまいりたいと思いま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　教育・文化の振興に

ついての中の、「空手道会館」についての御質問にお

答えします。

　沖縄が誇る文化の一つであり、世界じゅうに愛好家

を有する空手について、県としては有効な観光資源と

してさらなる活用を図っていきたいと考えておりま

す。そのため、平成23年度において「空手道会館」建

設に向けた調査を実施することとしており、観光資源

としての活用のみならず空手の持続的な発展基盤の構

築に必要な機能や、それを実現する空間のあり方等に

ついて検討していきたいと考えております。

　同じく教育・文化の振興の中の、公式サッカー場の

整備についての御質問にお答えします。

　プロサッカーの公式戦が開催可能なサッカー場の整

備については、現在、沖縄県総合運動公園陸上競技場

をＪ２規格適合施設とするための改修に向けて取り組

んでいるところであります。また、Ｊ１規格に適合し

たサッカー場については、次年度、スポーツ振興や地

域活性化の観点から求められる機能や健全な運営を実

現するために必要な施設のあり方について、基礎的な

調査検討を実施することとしております。

　県内産業の振興についての中で、物づくり製造業の

育成・振興に向けた取り組みについての御質問にお答

えします。

　物づくり産業を下支えする金型産業の振興・集積に

向けては、平成22年７月に沖縄特別自由貿易地域に素

形材産業向け賃貸工場を整備するとともに、金型技術

研究センターを併設し、大学や周辺市町村等とも連携

して、金型技術の研究開発や人材育成に取り組んでい

るところであります。その結果、本土の大手金型企業

など３社が賃貸工場に入居するなど企業の立地が順調

に推移し、県内企業との連携も始まっております。

　県としましては、物づくり産業を振興していくた

め、製品の研究開発支援や国内外市場への販路開拓、

経営革新、金融支援などを実施しているところであり

ます。

　同じく県内産業の振興についての中で、健康・バイ

オ関連産業の振興と立地拠点の整備状況についての御

質問にお答えします。

　健康・バイオ関連産業の振興を図るための主な事業

としては、大学の研究機関と連携したバイオベン

チャー企業に対する研究開発支援を行う「おきなわ新

産業創出投資事業」やコーディネーター人材を養成す

る新産業創出人材育成事業を実施しております。ま

た、立地拠点の整備状況については、うるま市にある

沖縄健康バイオテクノロジー研究開発センターを中心

に、精密機器や実証機器など研究環境を整備しており

ます。同センターには、モズクやウコンなどを活用し

た機能性食品開発や創薬研究を行う企業など現在11社

が入居し、バイオ関連企業の集積拠点となっておりま

す。

　今後は、さらなる健康・バイオ関連産業の振興を図

るため、沖縄科学技術大学院大学、琉球大学などと連

携した産学官による研究開発や事業化の促進を図って

まいります。

　企業誘致の推進についての中の、特区制度等を活用
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した企業誘致の実績と今後の事業展開についての御質

問にお答えします。

　特区制度等を活用した本県への企業誘致の実績とし

て、製造業等は平成23年１月現在で40社、雇用646

名、情報・金融関連産業は平成22年１月現在で202

社、雇用１万8075名、合計242社の立地と１万8721名

の雇用創出となっております。

　今後の事業展開としましては、ＩＴ津梁パーク整備

など情報・金融関連産業の振興を初め製造業を下支え

する金型産業の集積など、引き続き企業ニーズに沿っ

た魅力ある投資環境の整備に努めてまいります。ま

た、成長著しい中国市場なども視野に、国内外での

トップセールスによる企業誘致セミナーでのＰＲ等を

通して積極的な企業誘致活動に取り組んでまいりま

す。

　同じく企業誘致の推進の中で、県外資本の投資促進

に向けた県の戦略と具体的取り組みについての御質問

にお答えします。

　県内の観光・リゾート、情報通信、製造・運輸業、

健康・バイオなどの産業分野へ県外資本の投資を呼び

込むためには、税制上の優遇措置や規制緩和などの制

度の導入や拠点施設の整備など戦略的な投資誘導施策

を行う必要があります。そのため、新たな沖縄振興に

向けた制度においては、特別自由貿易地域制度、情報

通信産業特別地区及び金融業務特別地区といったこれ

までの特区制度の強化・拡充に加えて、産業振興地域

制度や再生可能エネルギーなどの導入を支援する制

度、沖縄の文化を活用した産業の振興を図る新たな制

度等の創設に向け国に要望しているところでありま

す。また、那覇空港や那覇港を基軸とする国際物流拠

点の形成や国際情報通信ハブ機能の強化など、投資環

境の整備に取り組んでいるところであります。

　同じく企業誘致の推進についての中で、沖縄中南圏

域産業活性化協議会についての御質問にお答えしま

す。

　沖縄中南圏域産業活性化協議会は、企業立地促進法

に基づき地域における産業集積の形成と活性化を目的

として昨年12月２日に設立されました。参加団体は、

沖縄県のほか那覇市、豊見城市、宜野湾市など11市町

村と、琉球大学、沖縄県産業振興公社など６つの関係

団体となっております。

　同協議会では、集積を目指す産業分野として、観光

関連産業や情報通信関連産業を初め地域特性を生かし

た地域資源等活用関連産業や那覇空港などの交通イン

フラを活用した物流関連産業を掲げております。産業

集積に向けた具体的な事業内容については、今後検討

を進めることとしております。

　国からの支援としては、企業への低利融資制度や優

遇税制のほか、協議会が実施する人材育成事業や産業

ネットワーク形成事業への補助金等が活用できる見通

しとなっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　座喜味一幸君。

　　　〔座喜味一幸君登壇〕

○座喜味　一幸君　こんにちは。

　自民党の代表質問をさせていただきます。

　さて、その前に、この国政、非常に混沌としており

まして、もう全国、今の支持率20％ということで18、

20％を切っておりまして、まさにこの政権担当能力が

疑われているということでございます。これは私たち

沖縄県民にとっても非常に不幸なことでありまして、

この普天間の移設問題、そして突然に降ってわいたよ

うなこの現場、離島の実態を知らないＴＰＰへの参加

加盟の話等々ありまして、基地では県民をあおり、そ

してＴＰＰでは不安に陥れているというのが今の政権

ではないのかなというふうに思います。

　その中でも私ども地方県議会におきまして、行政力

そしてその政治力、リーダーシップを含めた総合力に

たけた仲井眞弘多を圧倒的な大差で当選させたこと、

県民にとってこれからの将来は非常に明るいものだと

いうふうに思っております。おめでとうございます。

　中でも私、離島におりまして、知事が東西1000キ

ロ、南北400キロにおけるこの沖縄の海洋空間の活

用、そして離島の底力を今こそ上げていけば、もっと

もっと沖縄の経済の力、非常につくぞという離島振興

に関する今回の新振興計画の見直しの中でもやっぱり

離島振興をしっかりと骨組みを立てておりまして、こ

の選挙の中におきましても現在でもこの離島の根本的

な問題であった流通、そして交通費の問題、これを

今、各地域でその中間報告をして説明をしているわけ

ですが、離島からはこの問題、今まで踏み込めなかっ

た問題をしっかりと通していただきたいという熱い熱

いメッセージが届いているわけでございます。知事、

しっかりとこの離島の問題、取り組んでいただきたい

ものだというふうに思っております。

　通告によりまして質問をさせていただきますが、ま

ず観光振興についてでございます。

　県の発表によりますと、本県の観光客数は10カ月連

続で増加しており、一時の不況を完全に脱したようで

あります。内訳を見ますと、国内からの観光客は、景

気低迷などで手控えていた旅行需要が景気が回復傾向

にあることで増加しておりますが、逆に外国観光客は
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減少しているようであります。その要因は、大型ク

ルーズ船の寄港がなかったことが影響しているという

ことであります。本県は、海外からの観光客誘致を進

めており、特に中国や上海などの富裕層を中心とした

観光客誘致は、県観光関連産業の活性化を図る上で喫

緊の課題であります。県においては、直行便が就航し

ている台湾や韓国、中国、香港などを重点市場として

誘客活動を展開しているほか、地理的にも近く人口や

経済規模も大きい中国を観光客が最も期待ができる地

域として幅広い新たな市場開拓を進めております。ま

た、海外観光客誘致活動の拠点となる県海外事務所の

活用を図りながら、経済成長が著しいＡＳＥＡＮを初

め欧米などから観光担当者を招聘し、商談会を実施す

るなど、海外観光客の誘致を進めておりますが、ク

ルーズ船寄港に向けた思い切った対策が必要であると

考えます。

　一方、本県観光にとって大きな追い風が吹くと思わ

れるのがプロ野球キャンプであります。本県にはセ・

パ両リーグ合わせて10球団がキャンプ入りしておりま

す。ことしは初めて巨人軍が沖縄キャンプを行うほ

か、日ハムに入団した斎藤佑樹投手、日本一になった

ロッテなど、これまでにない県外からのツアーは好調

で、地元の活性化に大きく貢献しているようでありま

す。

　そこで伺います。

　茨、海外観光客誘致に向け、受け入れ体制の整備や

中国・台湾便等国際路線の新設・拡充を図るための取

り組みと解決すべき課題等について伺いたい。

　芋、沖縄観光リゾート特区創設について、特区制度

の内容と国内外からの観光客誘致にどのようにつなげ

ていくか伺います。

　鰯、本県が国際的なＭＩＣＥの開催地として国内外

から評価を得るため整備すべき課題は何か。また、受

け入れ等環境整備の取り組み状況を伺います。

　允、高齢化や健康志向の向上に伴い健診を受けなが

ら観光を楽しむ「医療ツーリズム」がふえているが、

県の誘致に向けた取り組み状況を伺います。

　印、海外からのクルーズ船寄港をめぐり国内各地で

争奪戦が激しさを増しているようだが、誘致には魅力

ある観光施設づくりが必要であります。県の基本方針

を伺います。

　咽、2011年度ビジットおきなわで入域観光客650万

人の目標値を設定したが、目標達成に向け取り組むべ

き課題等について伺います。

　次に、観光消費額についてです。

　県が発表した2009年度の観光収入調査によれば、収

入総額は3778億円で、前年比12.1％、520億円の減と

なっており、累計を始めた2006年度以降最大の下げ幅

となったということであります。また、観光客１人当

たりの県内消費額は、前年比8.4％減の６万6400円

で、2001年度から続いていた７万円台を下回ったとし

ており、大きな懸念材料であります。

　要因は、2008年９月の世界的金融経済不況が長引

き、景気の悪化による近場観光へのシフトや円高によ

る海外旅行人気など、本県への観光客が大きく減少し

たようであります。しかし、ここに来て本県観光も持

ち直し、観光客数も増加傾向を示しており、旅行需要

の回復が明らかに見られます。いずれにしても県は、

観光収入や消費額の減少の綿密な原因分析と効果的な

増収対策を強力に進める必要があります。今回の調査

で、消費額の内訳項目すべて減少しており、特に金額

の大きい宿泊費や交通費、土産費が10％前後も減少し

ていることは今後懸念されることと考えます。

　沖縄公庫の調査でも2009年度の県内ホテル稼働率

は、シティーホテルで前年比５ポイント減の67.6％、

リゾートホテルで5.8ポイント減の67.5％と過去７年

で最も低い稼働率となったとしており、観光収入や消

費額の落ち込みを示しております。県には外的な要因

で観光客が落ち込んでも観光収入に影響しない沖縄型

高付加価値観光を目指した思い切った発想の転換が必

要と思うのであります。そのため、県においては知事

を先頭に成長著しい東南アジアや特に中国、香港から

の観光客誘致を促進するため、沖縄売り込みのトップ

セールスを展開し、航空便の増便など一定の成果も上

がっているようであります。その一方で、受け入れ体

制で多くの課題も出ております。早急な対応が求めら

れます。

　そこで伺います。

　茨、2009年度の観光収入は前年比12.1％減の最大の

下げ幅となったが、その要因をどのように分析してい

るか。また、今後の増収対策はどうするか。

　芋、観光客１人当たりの県内消費額は、前年比8.4

％も減少している。消費額の内訳項目すべてが減少

し、特に金額の大きい宿泊費、交通費、土産費がいず

れも10％前後減少している。県はどのように認識して

いるか。

　鰯、観光は本県の基幹産業であり、景気の好不況な

どの外的要因に左右されない産業づくりが求められま

す。観光客のニーズにこたえ消費を促す戦略的対策を

含め県の基本認識を伺いたい。

　次に、離島観光の推進についてです。

　去る４月26日、就任後初めて来県した溝畑宏観光庁
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長官は、我が国における外国人観光客誘致の重要性を

指摘し、国として中国からの訪日観光の個人旅行用ビ

ザの発給基準の緩和や、中国、韓国、台湾からの誘客

強化を進めることを強調しています。本県も海外から

の観光客の誘致が喫緊の課題であり、国の政策といか

に連携し取り入れていくかが重要であります。

　海洋性リゾート観光地として、本県はハワイや中国

の海南島、韓国の済州島と競合しておりますが、海洋

性観光資源として本県の特異性は群を抜いており、文

化的に培われた県民のホスピタリティーは最大の魅力

であります。本県は離島県として多くの離島を抱えて

おりますが、離島はそれぞれが島独自の魅力と特異性

を持っており、周辺離島間を結んだ観光ルートを確立

することにより、離島観光の優位性が高まるものと考

えます。

　観光立県としての本県は、将来目標を観光客1000万

人、観光収入１兆円を目指し、国内外で誘客活動を展

開しておりますが、その主眼は本島観光にあり、離島

観光をメーンにした誘客キャンペーンはほとんどなさ

れていなかったのが現状と言えます。本県観光のさら

なる底上げを図るために、離島観光の活性化が重要と

なると考えます。2010年度の「ビジットおきなわ計

画」は、入域観光客数600万人に設定する一方で、沖

縄インバウンド強化年と位置づけ、特に中国、香港、

台湾、韓国を重点地区として海外からの誘客を強化す

るとしております。離島観光についても、「ビジット

おきなわ計画」で強化年に位置づけた取り組みが必要

であると考えます。

　そこで伺います。

　茨、県内でのリゾート婚が減少しているが、離島の

魅力を生かし、離島にシフトしたリゾートウエディン

グ挙式の誘致活動について県の考えを伺います。

　芋、企業・団体の会議や報償旅行などのＭＩＣＥ観

光について、離島への誘致と受け入れ体制の整備につ

いて伺います。

　鰯、離島観光の振興を図るためスポーツ観光の推進

が必要であるが、特にランニング、サイクリングなど

の「するスポーツ」の誘致の可能性について伺いま

す。

　４、福祉問題についてです。

　茨、地域医療の充実強化について。

　全国的に医師不足が社会問題化しておりますが、そ

の現状を把握するため、厚生労働省が全国の医療機関

を対象に行った調査によりますと、全国で約２万4000

人が不足しているということであります。この調査

は、都市部と地方とで医師の偏在が明らかになり、診

療科ごとの格差も浮かび上がっております。

　一方、地域によって医師が偏在している理由とし

て、国が平成16年に始めた新医師臨床研修制度の影響

により、新人医師が研修先を自由に選べるようになっ

たことで、教育内容のよい都市部の一般病院に集中

し、地域の系列病院に医師を派遣していた大学病院が

人手不足に陥り、医師を引き揚げた結果、地方の病院

が壊滅的な打撃を受けたと分析しており、現在の医師

不足の原因を国自身がつくったことを認めた形となっ

ております。また、看護師や保健師、助産師などの看

護職員の需給見通しについては、2015年には看護師の

需要は約150万人に達し、約１万5000人が不足すると

しており、沖縄県は200人が不足するとしておりま

す。

　このように離島県で本土と遠隔地にある本県は、都

市部と比べ医師の確保が難しい状況にあります。厚労

省は、病院内保育所の整備など、女性医師の働きやす

い環境づくりや看護学校の男性の割合をふやすことが

必要であるとしております。

　神奈川県の大和市立病院では、医師不足から平成19

年にはお産を制限し、その翌年には小児科の新規入院

患者の受け入れ休止を余儀なくされた状況にあったよ

うであります。そこで、子育て中の医師が働きやすい

よう週３日ないし４日の短時間正規雇用を導入したほ

か、非常勤医師の採用により正規雇用医師の当直回数

を削減、また、病院内の託児施設で24時間保育の実

施、勤務手当など処遇の改善などの対策を講じた結

果、医師が現場に戻ってきたということであります。

　本県は、県立病院が地域医療を担っている状況にあ

り、特に産婦人科や小児科医師不足が地域住民に与え

る影響は大きいものがあります。

　自民党会派は、県立病院の地域医療充実を図る上で

医師をしっかり確保し、看護師を増員し、７対１看護

体制を導入するよう知事に申し入れ、実現に前向きな

回答をいただいたところであります。

　県においては、大和病院の例を参考に思い切った対

策を講じることが必要であると考えます。

　そこで伺います。

　ア、全国的な医師不足が懸念される中、都市部と地

方との医師の偏在が指摘されているが、全国との比較

で本県の医師の充足数と診療科ごとの不足数について

伺います。

　イ、県立北部病院の産婦人科医師が１人対応になっ

たようだが、安心して出産ができる環境づくりに向け

た県の取り組みはどうなっているか伺います。

　ウ、厚生労働省の看護師や助産師等看護職員の需給
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見通しによれば、本県は2015年には看護職員が200人

不足するとしているが、県の見通しはどうか伺いま

す。

　エ、県内一般病院の看護師は、過酷な時間外勤務が

常態化しており深刻な状態にあるようだが、官・民が

連携した地域医療体制の構築へ向けた取り組みについ

て県の考えを伺います。

　オ、県は、県立病院の看護師などを増員し７対１看

護体制を導入する方針のようだが、増員予定数と病院

ごとの配置数、予算措置について伺います。

　カ、浦添看護学校の民間移譲に対する支援策とし

て、修学資金の大幅拡充や看護師養成・確保などが必

要と考えるが、県はどのように対応するか伺います。

　キ、ことしに入り県内の病院が消防からの救急搬送

受け入れに応じられないケースが増加しているという

が、その原因は何か。また、県の救急医療体制に問題

があるのではないか伺います。

　芋、地域福祉の充実についてです。

　内閣府が発表した初めての国民の「幸福度」意識調

査によりますと、自分を幸せと感じている人の割合

は、30代が61％と高くなっておりますが、年齢ととも

に低下し、40代と50代は55％、60代は51％、70歳以上

では44％と最も低くなっております。

　今回の調査で政府として考えなければならないの

は、70歳以上の高齢者の６割近くが自分を幸福とは

思っていないと回答していることであります。幸福度

を高めるにはどうするかについての回答は、安心でき

る年金制度の構築や安心して子供を産み育てることの

できる社会の実現、雇用や住まいの安定確保などを政

府に求めております。

　核家族の浸透により孤立する高齢者の現実や都市と

地方の格差の広がりという日本社会の構造的問題、加

えて景気悪化による派遣切りなど、雇用不安、社会問

題化した年金問題など、今日の日本が抱える社会状況

が調査結果となってあらわれたのでしょう。この現実

は、全国で生活保護を受ける世帯が急増していること

にもあらわれており、本県においても増加傾向に歯ど

めがかからず、復帰後最多となっております。

　このような状況は、障害者の社会参加にも影響を与

えており、障害のある人が地域の中で自立した生活が

できるよう社会の仕組みづくりが必要であります。

　そこで伺います。

　ア、地域において高齢者が安心して暮らせる生活環

境の整備と自立していくための支援策について、基本

方針と具体的施策を伺います。

　イ、65歳以上の高齢者に占めるひとり暮らしの割合

が年々増加し、特に男性のひとり暮らしが急増してお

ります。本県の状況とひとり暮らし高齢者に対する対

策はどのように行われているか。

　ウ、｢美らしま障害者プラン」に基づき実施してい

る障害者の地域居住や社会参加に対する支援につい

て、これまでの実績と今後の取り組みについて伺いま

す。

　エ、障害者の権利条例の制定について、県の基本的

考え方と他県の状況を伺います。

　オ、高齢者支援など住民の生活全般にわたる相談に

応じる民生・児童委員の担い手が不足しているようだ

が、応募が減少している要因と人材育成に向けた取り

組みを伺います。

　カ、報道によれば、県生活衛生同業組合連合会は県

から会計事務など改善指導を受けているが、県が調査

で問題としたのは何か。また、土地取引で法的に問題

となる事例はなかったか伺います。

　５、子育て支援についてです。

　茨、子育てセーフティネットの整備について。

　本県は、1974年以来、連続して全国一の出生率を

守っております。しかしながら、全国平均７割程度の

県民所得と産業構造の脆弱さということもあり、失業

率の高さや離婚率の高さなど、安心して子供を産み育

てることのできる環境とは言いがたいのが現状であり

ます。子供の多さは当然に保育の需要が増しますが、

保育所の設置が追いつかず、それをカバーしているの

が認可外保育所であります。全国的に問題となってい

る待機児童については、本県は東京都や神奈川県とい

う大都市に次いで1888人と高い状況にあります。ま

た、認可外保育所に入所している児童数は１万7000人

余と全国一であり、その数は認可保育所に匹敵するほ

どであります。このように本県における認可外保育所

の認可化や待機児童の解消は喫緊の課題であります。

本県は共働きが多い反面、ひとり親も多く、夜間保育

や休日保育など保育環境の拡充が求められており、学

童保育が全国が約８割が公設であるのに対し、本県は

９割以上が民営であることもそのような事情が反映し

ているのかもしれません。

　このように、本県における子育て環境の整備や安

心・安全な社会づくりについて、対策が追いついてい

ないのが現実であります。政府は、待機児童ゼロ特命

チームを設置し、待機児童解消策の基本構想を策定

し、認可外保育所への補助金を盛り込むなど施策を進

めるとしておりますが、本県は他県とは異なる特殊事

情のもとで保育所設置がなされてきた歴史的経緯があ

り、全国一律ではなく本県の事情に配慮した解消策が
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必要であると考えます。

　県においては、子供たちが地域とつながった伸び伸

びと育つ新たな社会システムとしての「子育てセーフ

ティネット」の整備に取り組んでいただきたいと思う

のであります。

　そこで伺います。

　ア、育児相談や地域の子育て支援、学童保育の充実

を図るための「子育てセーフティネット」の整備につ

いて、県の基本方針と具体的な取り組みを伺います。

　イ、全国知事会が共同提案した福祉施設などの最低

基準見直しに関する｢義務付け・枠付けの見直し｣のた

めの構造特区について、国の回答はどうなったか伺い

ます。

　ウ、提案事項の保育所に係る保育所の人員・設備・

運営基準等の権限、施設の設置認可・指導監督権限を

保育の実施主体である市町村に移譲すると小規模自治

体に負担を強いることとなるか伺います。

　エ、共働きが多い本県において保育の延長や休日保

育、夜間保育などの拡充強化が必要であるが、県が実

施する特別保育事業の取り組み状況について伺いま

す。

　オ、保育所の基準設定を全国一律でなく権限を市町

村に移譲することについて厚労省が反対しているよう

だが、待機児童ゼロを目指す観点から県の見解を伺い

ます。

　カ、認可外保育所の認可化の進瀧状況と給食費等支

援の拡充について伺います。

　芋、児童福祉の充実についてです。

　我が国における少子・高齢化は、世界に類を見ない

速さで進んでおり、政府は少子・高齢化対策として出

生率の向上に取り組んでおりますが、効果的な対策を

打ち出せず苦慮しているのが現状であります。その傾

向は本県も例外ではありません。

　少子化の主たる要因として、婚姻率の低下、晩婚化

や未婚の増加などが指摘されており、現状のままで推

移すれば少子化の進行をとめることは難しいと言われ

ております。本県は、若者を中心に県内就業者の比率

が全国一高く、親兄弟や親戚・親族等が近くにおり、

また、隣近所との結びつきから子供をサポートする地

域のセーフティーネットなど、子育て環境のよさがあ

ると言われる反面、共働きが多いという社会状況や核

家族化の進行による問題も表面化しているようであり

ます。

　核家族化の進行は、家庭における子育ての不安感、

負担感を増大させ、本県のよさである親族間の結びつ

きが薄れ、子育ての孤立化を招くこととなり、地域と

しての子育ての支援機能も低下しております。特に本

県は、全国平均７割程度の県民所得にあり、さらに全

国一高い失業率や全国一の離婚率という現実があり、

雇用情勢の厳しい中で子育てに苦しむひとり親家族も

ふえているのであります。

　このような社会状況にあって、子育て支援の一層の

拡充が求められており、子供たちが安心・安全にでき

る児童福祉の充実が必要不可欠であります。そのた

め、行政、学校、地域が連携し、一体となった子育て

支援ネットワークの構築が必要であると考えます。

　そこで伺います。

　ア、子供や障害者、お年寄りが集う多機能支援セン

ターについて、設置に向けた取り組みと市町村との連

携、役割分担について伺います。

　イ、経済的な理由で十分な教育が受けられない家庭

への教育支援について、現在の取り組み状況と今後拡

充が必要な分野は何か伺います。

　ウ、育児や介護の支援に係るファミリー・サポー

ト・センターについて、現在の活動状況と増設の必要

性について県の考えを伺います。

　６、雇用失業問題についてです。

　政府の調査によれば、全国のことし卒業予定の就職

希望の就職内定率は、大学生は68.8％と過去最低とな

り、高校生は70.6％で前年よりやや持ち直したようで

あります。本県は、12月現在で大学生が30.3％、高校

生が49.9％と前年より上昇しておりますが、いずれも

全国最下位で依然厳しい状況が続いております。

　本県が深刻なのは、県外就職に大きく依存する雇用

環境から、これまで新卒者の就職を引っ張っていた県

外の落ち込みが大きく、全体の数字を引き下げる結果

となったことであり、来春にかけて伸びが期待できる

か懸念されているところであります。

　県においては、完全失業率の全国平均化を目指して

いることから、これまで一定の効果を上げている「み

んなでグッジョブ運動」の一層の拡充と県内企業に対

するプラス１人採用の実施を強力に進めることが必要

であります。その上で雇用のミスマッチの解消に向

け、新たな雇用の場の開拓や医療・介護など人手不足

が言われる職場への職業訓練の実施など、効果的な取

り組みが必要であると考えます。

　そこで伺います。

　茨、本県のことし卒業予定の大学生・高校生の就職

内定率は全国最低の状況にあるが、新規学卒者プラス

１人採用に向けた企業、学校、ハローワークの一体的

取り組みについて伺います。

　芋、雇用環境の改善のため、医療や介護関連等新た
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な職場開拓と雇用のミスマッチ改善に向けた職業訓練

の状況を伺います。

　鰯、フリーターなどの非正規社員の職業訓練を行う

ジョブカード制度について、本県における利用状況と

効果について伺います。

　允、県が検討を進めている沖縄雇用対策基金につい

て、制度の概要について伺います。

　次に７、離島・過疎地域の振興についてです。

　少子・高齢化社会の到来で65歳以上の高齢者が大半

を占めるいわゆる「限界集落」の増加が大きな問題と

なっておりますが、本県は離島県で、その上多くの小

規模離島を抱えていることから、集落の消滅の危機に

さらされているところも少なくありません。

　本県の離島は、島独特の伝統文化や芸能が盛んであ

り、島おこしや芸能祭りを行っているところもあり、

特に宮古・八重山においては、伝統芸能の宝庫として

県内外から注目されております。しかしながら、多く

を占める小規模な離島では産業基盤が脆弱であり、若

者の島外への流出が慢性化し、島の人口のほとんどが

お年寄りという状況にあります。そのため、地域の行

事についてもお年寄りのほぼ全員が参加して伝統を

守っているというのが現実のようであります。子供の

いる家庭が年々少なくなり、小中学校の存立も危ぶま

れる状況であると言われ、地域の危機感は深刻であり

ます。

　離島・過疎問題は、小規模離島が多い本県において

は最も深刻な問題であり、県における的確・迅速な対

策が求められます。

　そこで伺います。

　茨、仲井眞知事２期目の離島振興・過疎地域の活性

化に向けた取り組みの基本方針と重点的に取り組むべ

き施策についてお伺いいたします。

　芋、離島地域の魅力や特色を生かした農水産品のブ

ランド化に向けた取り組みと、地域のやる気をどのよ

うに引き出していくか伺います。

　鰯、島おこしなど地域の活性化を図るには、それぞ

れの離島が持つ文化や伝統芸能を生かし、若者が住み

よい環境の整備が必要であるが、県の考えを伺いま

す。

　允、離島振興を図る上で離島航空路線や離島船舶路

線の確保と支援及び運賃の低減を図る必要がありま

す。県の取り組みの現状を伺います。

　印、離島・僻地支援のための離島児童生徒支援セン

ターの設置に向けた県の取り組み状況についてお伺い

いたします。

　８、行財政改革の推進についてです。

　県は、行財政改革の一層の推進を図るため、2010年

から2013年を期間とする「新沖縄県行財政改革プラ

ン」を打ち出し、４年間で約155億円の財政効果を見

込んでいるようであります。2006年から2009年の間、

実施した県の行財政改革プランは、事務事業の見直し

や定員・給与の削減など、歳出抑制を図ることにより

約452億円の効果を上げたようでありますが、県財政

の現状は依然として厳しい状況にあります。

　県の事業から100事業、130億円を抽出し、県民の視

点で本当に必要な事業であるかどうかを外部の有識者

に判断してもらう事業棚卸しを初めて実施するなど、

新たな取り組みも進め一定の効果を上げております。

行財政改革の必要性は、県職員の共有するところでは

ありますが、職員みずから従来から続けてきた事業を

廃止するなどの決断をするのはなかなか難しく限界も

あることから、外部の判断を導入することは重要であ

り、社会的な要請でもあります。

　本県は、財政依存型の経済構造や高失業率の定着な

ど構造的課題を抱えており、活力ある地域社会を築く

上で大きな悩みとなっております。加えて、少子・高

齢化の進行や国境の垣根を越えた情報の国際化は、地

域社会情勢にも大きな影響を与え、地方の経済社会も

急速に変化を見せております。本県においても、県民

の行政に対する期待や要求が高まる一方、行政を見る

目も厳しくなっております。このような情勢に対応す

るため、一層の事業の効率化、県単補助金等のあり

方、職員定数の見直し、新税の導入など大胆な改革を

進め、行政体制の整備と財政基盤の確立を図る必要が

あります。

　仲井眞知事は２期目の県政運営に当たり、「文化観

光スポーツ部」の設置に続き、2011年度に向けて県組

織編成の検討も進めているようであります。県行財政

改革の目標を達成するには、何よりも改革を進める立

場にある職員がいかに当事者意識を持ち得るかにか

かっていると考えます。知事を先頭に全庁が一丸と

なった取り組みが必要であります。

　そこで伺います。

　茨、県は、「文化観光スポーツ部」の設置に続き

2011年度に向けての県組織編成の検討を進めているよ

うであるが、そのねらいと行政効果をどのように見込

んでいるか。

　芋、県が実施している定員管理の適正化と定数見直

しの基本方針について伺います。また、新たな組織改

編と定員適正管理との整合性をどのように図っていく

か伺います。

　鰯、県が実施した事業棚卸しで「不要」や「要改
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善」、「民間譲渡」と判断された事業について、県と

しての最終的な検討結果についてお伺いいたします。

　以上、質問をいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　ただいまの座喜味一幸君の質

問に対する答弁は、時間の都合もありますので休憩後

に回したいと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後３時45分休憩

　　　午後４時７分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前の座喜味一幸君の質問に対する答弁を願いま

す。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　座喜味一幸議員の御質問に

答弁させていただきます。

　まず第１に、観光振興に係る御質問の中で、外国人

観光客に係る受け入れ体制の御質問にお答えいたしま

す。

　沖縄県では、外国人観光客の受け入れ体制の整備の

ために、国際化に対応できる観光人材の育成、そして

ＩＴを活用した情報提供やコールセンターによります

サポート、そして多言語表記の観光案内板の設置など

を行っているところでございます。国際路線の新設や

そして拡充については、北京やアジア主要都市との路

線開設に向けた航空会社へのセールスやチャーター便

に対する支援などを行い、那覇及び宮古そして石垣空

港への就航を促進するとともに、国際線に係る着陸料

などの軽減措置の実現に向けまして取り組んでいると

ころでございます。

　県としましては、課題となっております国際線旅客

ターミナルの早期整備や観光施設における受け入れ体

制の強化、そして外国人向けの新たな旅行メニューの

開発などに取り組み、そして観光客1000万人の実現に

向け努めてまいりたいと考えているところでございま

す。

　次に、同じく観光振興に係る御質問の中で、沖縄観

光・リゾート特区の内容と観光客誘致についての御質

問にお答えいたします。

　私は、「沖縄21世紀ビジョン」に掲げる世界水準の

観光・リゾート地の形成に向けまして観光施設を強化

するため、新たに沖縄観光・リゾート特区の創設を要

望していきたいと考えております。具体的には、「国

際観光推進制度」におきまして、航空燃料税の免除や

ビザ制度の要件緩和、そして文化・スポーツ施設の整

備に対する財政的支援などを盛り込んでおります。ま

た、「環境共生型観光推進制度」におきまして自然環

境に配慮した観光事業者等に対する財政的支援などを

盛り込んでおります。そのほか、「沖縄型特定免税店

制度」の拡充もあわせ要望しております。

　県といたしましては、これらの制度を活用すること

によりまして、国内外の航空路線の拡充や、医療・文

化・スポーツ観光などの新たな魅力を創出し、観光客

の誘客強化を図ってまいる考えでございます。

　次に、福祉問題に係る御質問の中で、看護師養成そ

して確保対策などについての御質問にお答えいたしま

す。

　沖縄県におきましては、今後も看護師の需要の増大

が見込まれております。このため、県としましては、

沖縄県看護師等修学資金貸与条例を改正するととも

に、同資金の拡充によりまして急性期病院等の看護師

確保を支援してまいる所存でございます。また、新看

護研修センターの整備、看護大学における専門性の高

い看護師の養成、民間養成校への運営費の支援、離職

防止対策等を実施し、県内全体の看護師の養成・確保

対策を充実してまいります。

　次に、子育て支援に係る御質問の中で、「子育て

セーフティネット」の整備に係る県の基本方針と具体

的取り組みについてという御質問にお答えいたしま

す。

　沖縄県では、21世紀を担う子供たちが健やかに生ま

れ育ち、そして豊かな可能性が発揮できる社会の実現

に向け、各種子育て支援事業の実施による「子育て

セーフティネット」の整備に取り組んでおります。具

体的には、待機児童解消のための保育所の整備を進め

るとともに、「地域子育て支援拠点事業」や「放課後

児童クラブ」の設置促進等に取り組んでまいります。

また、市町村やＮＰＯ等子育て支援関係団体と連携を

図りながら、子育て支援の情報を共有できるネット

ワークづくりを進めていきたいと考えております。

　同じく子育て支援に係る御質問の中で、認可外保育

施設の認可化の進瀧状況と給食費等支援の拡充につい

ての御質問にお答えいたします。

　認可外保育施設につきましては、平成19年度から21

年度までの間に13施設を認可化し、790人の定員増を

図っております。平成22年度は、保育所入所待機児童

対策特別事業基金及び安心こども基金を活用し、13施

設の認可化で約900人の定員増を図る予定でございま

す。

　認可外保育施設への給食費支援につきましては、入

所児童の一層の処遇向上のために、平成23年度当初予

算案におきまして新すこやか保育事業を拡充しており
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ます。その拡充内容は、新たにおかず及びおやつ代も

対象とすることなどによりまして児童１日当たりの助

成単価40円を77円に拡充する予定であります。さら

に、ゼロ歳児への離乳食についても新規に助成するこ

と等によりまして前年度と比べ約5600万円の増となり

ます。

　沖縄県としましては、今回の助成拡充の効果が児童

の処遇向上につながることを期待いたしているところ

でございます。

　次に、離島・過疎地域の振興に係る御質問の中で、

離島・過疎地域の振興についての御質問にお答えいた

します。

　沖縄県の離島・過疎地域は、地理的そして自然的条

件等の不利性を有し、若年者の流出や高齢化の進行等

による地域活力の低下が懸念される一方、豊かな自然

や個性ある文化などさまざまな魅力を有しておりま

す。

　このような離島・過疎地域の現状を踏まえ、本島と

同じようなユニバーサルサービスとして、交通・生活

コスト、そして生活環境基盤、教育、医療の分野にお

ける定住条件の整備や、地域産業の振興等総合的な振

興策を展開いたします。具体的には、住民の交通コス

トや生活コストの低減、そして水道・廃棄物処理の広

域化、生徒の高校進学に係る負担の軽減、そして医師

の確保、含みつ糖生産者への支援等につきまして、現

在、国に対して新たな制度の構築を要望しているとこ

ろでございます。

　同じく離島・過疎地域に係る御質問の中で、離島路

線の確保及び運賃低減についての御質問にお答えいた

します。

　県は、国や市町村と協力し、離島住民の生活に必要

な路線につきまして、事業者の欠損額を補助し、その

確保に努めております。また、航空運賃につきまして

は県管理空港の着陸料の軽減措置によりまして離島割

引運賃制度が実施されているほか、平成22年10月から

中核病院や高校のない小規模離島を対象に運賃を低減

する実証実験を実施しているところでございます。広

大な海域に散在する沖縄県の離島の定住条件を改善し

振興を図るためには、離島住民の交通コストの軽減及

び路線の確保維持、そして改善は重要な課題であると

認識いたしております。現在、国に対し、新たな制度

の構築を要求しているところでございます。

　次に、行財政改革の推進に係る御質問の中で、今後

の組織編成のねらいと行政効果についての御質問にお

答えいたします。

　県の組織につきましては、文化及びスポーツの振興

と観光施策の連携を目的に、平成23年度に「文化観光

スポーツ部」を設置することといたしております。ま

た、今後の県政の執行体制については、「沖縄21世紀

ビジョン」基本計画や沖縄振興特別措置法にかわる新

たな法律に基づく施策などを踏まえまして、沖縄振興

のための事業を効果的かつ効率的に実施するための組

織編成を検討してまいりたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　観光振興についての

中の、ＭＩＣＥの課題、取り組み状況についての御質

問にお答えします。

　沖縄県では、ＭＩＣＥを付加価値の高い旅行と位置

づけ、誘致及び受け入れに取り組んでいるところでご

ざいます。沖縄は国内においてはＭＩＣＥ開催地とし

て一定の知名度があり、特色ある素材や豊かなリゾー

ト環境及び受け入れ体制などは開催団体から高く評価

されております。一方、課題としては国際的な知名度

向上、海外からのアクセスの改善、外国語対応の強化

等があると認識しております。

　県としては、引き続き国内外でのプロモーションを

実施して、ＭＩＣＥ開催地沖縄の知名度向上に努める

とともに、人材育成などに取り組み、きめ細かな受け

入れ体制を充実させていきたいと考えております。

　同じく観光振興について、医療ツーリズムの取り組

みについての御質問にお答えします。

　沖縄県としては、医療ツーリズムについて本県の地

域特性を生かせる高付加価値で長期滞在型の新たな観

光メニューと認識しております。そのため、今年度

は、沖縄に適合した医療ツーリズムのあり方を検討す

るため、国内外の医療ツーリズムの動向や先進地の取

り組み等の調査・分析を行っております。その中で、

医療ツーリズムに関するセミナーを開催したほか、民

間事業者による中国からの検診ツアーの実施について

も支援しております。次年度においては、モニターツ

アーを拡充しながら、県外・海外でのプロモーション

の推進や受け入れ体制の構築・高度化を図っていきた

いと考えており、県内医療環境にも配慮しつつ新たな

観光資源としての展開を図ってまいります。

　同じく観光振興についての中の、クルーズ誘致のた

めの基本方針についての御質問にお答えします。

　海外からのクルーズ船誘致については、特に中国を

拠点とする東アジア航路において九州地区の自治体等

を中心に、熱心な誘致活動を展開しており、競争は激
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化しております。沖縄には亜熱帯海洋性気候の豊かな

自然環境、歴史的文化資源を生かした多様な観光メ

ニューなど他県にはない魅力があり、こうした沖縄な

らではの魅力を積極的にＰＲする必要があると考えて

おります。

　県としては、海外でのクルーズ商談会や船社訪問等

を通じてＰＲ活動を行うとともに、各地域のさらなる

魅力づくりに向けて地元自治体と協力し取り組んでま

いりたいと考えております。

　同じく観光振興についての中で、入域観光客650万

人の達成に向けて取り組むべき課題についての御質問

にお答えします。

　入域観光客数650万人の目標を達成するためには、

外国人観光客の誘致強化や国内の新規市場の開拓、リ

ピーターのニーズにこたえる新たな観光メニューの開

発などが必要であると考えております。具体的な課題

としては、外国人観光客の誘致強化については、中

国・台湾など重点地域の航空路線やクルーズ船の拡充

に加え、欧米、ロシア、東南アジアなどからの市場開

拓が課題と考えております。また、外国人観光客に対

応する観光ガイドの育成や観光案内サインの多言語化

など、受け入れ体制の強化も課題となっております。

そのほか、国内市場の開拓やリピーター対策について

は、離島観光の誘致強化や、伝統文化・スポーツ等を

活用した新たな観光メニューの開発促進が課題と考え

ております。

　次に、観光消費額についての中で、観光収入の減少

要因と今後の対策についての御質問にお答えします。

　2009年度の観光収入は約3778億円で、対前年度比マ

イナス12.1％と減少しております。その要因としまし

ては、新型インフルエンザの流行などの影響による観

光客数の減少と、長引く景気低迷による個人消費の停

滞や旅行商品の低価格化などの影響によるものと認識

しております。

　沖縄県としましては、観光収入の引き上げに向け、

国内の観光客の誘致に取り組むとともに、アジアの富

裕層の誘致や、欧米・ロシアなど新たな海外市場での

誘致活動を強化してまいります。また、ＭＩＣＥや離

島観光の推進、医療・スポーツ・文化などと連携した

付加価値の高い新たな観光メニューの開発などに取り

組んでまいります。

　同じく観光消費額についての中の、観光客１人当た

りの消費額減少に対する認識についての御質問にお答

えします。

　2009年度の観光客１人当たりの消費額は、対前年度

比で宿泊費がマイナス11.9％、交通費はマイナス

9.3％、お土産費はマイナス9.6％と減少しておりま

す。

　沖縄県としましては、宿泊費及び交通費の減少につ

いては、長引く景気低迷による個人消費の停滞や旅行

商品の低価格化などが影響したものと考えておりま

す。また、土産費の減少については、リピーターの増

加や消費者の節約志向などが反映されたものと考えて

おります。

　同じく観光消費額について、景気の好不況などの外

的要因に左右されない産業づくりについての御質問に

お答えします。

　現在の沖縄観光は、観光客全体に占める国内客の比

率が約96％となっていることや、観光客の中心層が30

代から50代の現役世代であることなどから、国内景気

の動向を反映しやすい構造となっていると考えられま

す。

　沖縄県としましては、ダイビング目的などのリピー

ターの確保や、国内のシニア層の開拓、中国など増加

する外国人観光客の誘致強化に努め、市場の分散化を

図ってまいりたいと考えております。また、医療、文

化、スポーツなどを活用した新たな観光メニューの開

発を促進するとともに、農林水産業や製造業、情報通

信産業など他産業との連携強化を図り、沖縄観光の安

定的発展に取り組んでまいりたいと考えております。

　離島観光の推進についての中の、離島でのリゾート

ウエディング誘致活動についての御質問にお答えしま

す。

　沖縄県では、離島を含めた沖縄リゾートウエディン

グの魅力を情報発信し、県外・海外からの沖縄リゾー

トウエディングの誘致に取り組んでおります。具体的

には、マスメディアを活用した広報宣伝活動、旅行会

社を対象とした現地研修支援、ウエディングイベント

への出展等に取り組み、平成20年は過去最高の9001組

を達成し、うち宮古・石垣など離島での実施は615組

となりました。平成21年の挙式組数は8046組に減少し

ましたが、離島での実施は、施設の拡充や誘致の強化

により755組となり、23％の増加となりました。

　沖縄県としましては、今後とも離島資源の活用な

ど、沖縄ならではの魅力を生かした沖縄リゾートウエ

ディングの誘致活動に積極的に取り組んでまいりま

す。

　同じく離島観光の推進についての中の、ＭＩＣＥの

離島での誘致及び受け入れについての御質問にお答え

します。

　離島地域は、沖縄の中でも豊かな自然、文化に恵ま

れた地域であり、県としてもこれらの優位性を生かし
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たＭＩＣＥ誘致を推進しております。現在ではまだ離

島地域での開催件数は多くないものの、特色ある素材

を生かしたＭＩＣＥが開催されております。県として

は、今後も各地域と連携して情報発信に取り組み、離

島におけるＭＩＣＥの誘致に努めるとともに、受け入

れ体制の強化を促進していきたいと考えております。

　同じく離島観光の推進について、離島でのスポーツ

観光についての御質問にお答えします。

　沖縄県としては、スポーツ観光について、本県の地

域特性を生かせる長期滞在型の新たな観光メニューと

認識しております。また、従来より宮古島や石垣島で

のトライアスロンや多くの離島で開催されるマラソン

大会は、島外・県外から多数のアスリートが参加して

おり、スポーツ観光は離島の振興に大きく寄与してい

ると考えております。

　県では、今年度、沖縄に適合したスポーツ観光のあ

り方を公募による実証事業も行いながら調査検討して

いるところであります。実証事業としては、サッカー

キャンプ誘致や、ランニング・サイクリングの大会開

催などを支援しており、宮古島や古宇利島でのマラソ

ンイベントについても支援しております。

　県としては、現在検討中のあり方調査の結果を踏ま

え、離島の特性の活用も含めて本県の多様な地域での

スポーツ観光の振興を図っていきたいと考えておりま

す。

　次に、子育て支援の中の、ファミリー・サポート・

センターの現在の活動状況と増設の必要性についての

御質問にお答えします。

　ファミリー・サポート・センターは、現在、県内に

15市町、13カ所に設置されており、今年４月には新た

に南城市と粟国村で設置される予定です。同センター

の平成22年12月末の会員数は１万580人、平成21年度

の活動件数は３万4481件となっております。同セン

ターの会員数及び活動件数はともに年々増加し、ニー

ズは拡大傾向にあり、次世代育成にも有効であること

から、増設の必要性はあると考えております。

　県としては、今後も同センター未設置の町村に対し

ては設置を促していきたいと考えております。

　雇用失業問題についての中で、関係機関が一体と

なった新規学卒者採用に向けた取り組みについての御

質問にお答えします。

　ことし卒業予定の新規学卒者の平成23年１月末時点

の就職内定率は、高校生が55.6％、大学生が39.5％と

なっており、昨年度よりは若干改善しているものの、

県外求人が減少するなど、厳しい状況が続くものと考

えております。

　このような状況を乗り切るため、昨年６月に沖縄労

働局や沖縄県教育委員会などと合同で、経済団体に対

して新規学卒予定者の採用枠の拡大などを要請してお

ります。また、昨年９月に、経済団体、行政機関等の

関係機関で組織する「新規学卒者就職応援本部」を新

たに設置し、本県の新規学卒者の就職支援に取り組ん

でいるところであります。さらに、沖縄県が主体と

なって就職支援の専門家を高校、大学へ配置し、未内

定の生徒・学生が就職するまで個別に密着して支援す

る事業や、県外就職を支援するため県外の求人企業約

100社を一堂に集めた面接会を開催するなど、関係機

関と連携して新規学卒者などの就職支援に全力で取り

組んでいるところであります。

　同じく雇用失業問題について、医療や介護関連等の

新たな職場開拓とミスマッチ改善に向けた職業訓練に

ついての御質問にお答えします。

　沖縄県では、地域ごとに求人企業と求職者のマッチ

ング機会をきめ細かく支援するため、今年度から求人

開拓とあわせて20回の合同企業説明会・面接会を実施

しているところであります。特に、人材不足の状況に

ある医療・福祉・介護等の分野は重点的に取り組んで

おります。また、本県では、医療や介護、ＩＴ分野を

含めた多様な職業訓練を実施しております。次年度

は、さらに雇用吸収力を有する当該分野を中心に委託

訓練を大幅に拡充する予定であり、ミスマッチが生じ

ないよう職業能力の開発に努めてまいります。

　同じく雇用失業問題について、ジョブ・カード制度

の利用状況と効果についての御質問にお答えします。

　ジョブ・カード制度は、フリーターなどの正社員経

験の少ない求職者が職歴や学歴を記入した「ジョブ・

カード」を活用し、キャリア相談や職業訓練を受け、

正社員への就職活動に役立てるもので、平成20年度か

ら厚生労働省の事業として始まりました。

　同制度の円滑な推進を図るため、那覇商工会議所に

「沖縄県地域ジョブ・カードセンター」が設置されて

おります。同センターによりますと、ジョブ・カード

の取得者は、平成21年４月末で1750名、平成22年４月

末現在で7609名、平成22年12月末では１万184名とな

り、毎年ふえ続け着実な広がりを見せております。

　沖縄県としましても、同制度は若年者等の雇用改善

につながるものと期待されることから、今後とも関係

団体と連携し、同制度の周知に努めてまいりたいと考

えております。

　同じく雇用失業問題について、沖縄雇用対策基金の

概要についての御質問にお答えします。

　沖縄県は、雇用情勢に係る特殊性等を考慮し、地域
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の実情に応じて、機動的かつ中長期的な雇用対策に取

り組むことができる仕組みとして、「沖縄雇用対策基

金」（仮称）を要望しております。この基金は、一応

主に４つの分野がありまして、まずキャリア教育の充

実、企業等の雇用環境の改善、沖縄型就職基礎訓練、

地域における就業意識支援環境づくりの４つを柱に、

特に必要性の高い事業に重点的・戦略的に取り組み、

本県の雇用情勢の抜本的な改善を図りたいと考えてお

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　福祉問題について

の御質問の中の、医師の充足数についてお答えいたし

ます。

　厚生労働省が平成22年６月１日現在で行った「必要

医師数実態調査」によれば、本県の医療機関において

はあと323人の医師が必要と回答しております。現員

医師数に対する必要医師数の割合は、沖縄県が1.18倍

で、全国平均が1.14倍となっており、おおむね同様な

数値となっております。診療科ごとには一般内科40

人、産科29人、小児科20人、脳神経外科19人が現員医

師数に加え必要と回答しております。これらの診療科

について全国と比較しますと、産婦人科と脳神経外科

が全国平均よりも多くの医師を必要としております。

　県におきましては、県立病院の臨床研修事業及び医

師修学資金等貸与事業等により各診療科の専門医を養

成しているところであります。

　同じく福祉問題の中の、本県の看護職員需給見通し

についてお答えいたします。

　沖縄県の看護師養成数については、名桜大学看護学

部の創設、ぐしかわ看護専門学校の開校、那覇看護専

門学校や浦添看護学校の３年課程の新設等により大幅

に増加しております。このことから、第六次看護職員

需給見通しにおいては約700人の不足となっておりま

したが、第七次においては平成27年に約200人の不足

になる見込みであります。

　県としては、引き続き離職防止対策や潜在看護師の

復職支援等看護師の養成・確保対策を充実していきま

す。

　次に、看護師の時間外勤務状況についてお答えしま

す。

　沖縄県看護協会の調査によりますと、県内の交代制

勤務の看護師においては、休暇等の代替要員の不足や

新人看護師のふなれを主な要因として時間外勤務が発

生しているとしております。

　県としては、看護協会と連携し、ナースセンターに

おける代替要員の紹介事業に加え、今年度からの新規

事業として各病院が行う新人看護師研修事業や潜在看

護師の再就職支援事業に対して補助するなど医療機関

の看護師確保を支援しております。

　また、各保健所においては、毎年人員の配置状況及

び看護師等の健康管理体制を確認し、必要に応じて管

理者に対し注意喚起を行っております。

　同じく福祉問題についての御質問の中の、救急医療

体制についてお答えいたします。

　昨年末ごろから沖縄本島南部地域において救急搬送

件数が増加するとともに各救急病院が満床状態とな

り、救急搬送受け入れの厳しい状況が発生しました。

その要因は、気候の急激な変化の中で発熱などによる

高齢者の救急搬送件数が増加したものと考えておりま

す。

　県におきましては、このような状況を受け、これま

で３回の緊急会議を開催し、救急病院間の空きベッド

情報の共有化を図ることにいたしました。また、救急

病院以外の各医療機関に対し軽症患者の受け入れを依

頼するとともに、マスコミを通じて県民に対し手洗

い、うがいの励行、かかりつけ医の受診を呼びかけま

した。

　なお、受け入れが厳しい状況の中でも、医療機関の

努力によって最終的にはすべての救急患者を受け入れ

ており、現状においては各救急病院とも平常に戻りつ

つあります。

　福祉問題についての御質問の中の、高齢者が地域に

おいて安心して暮らしていくための支援策についてお

答えします。

　高齢者が住みなれた地域において安心して暮らして

いくためには、高齢者の暮らしを支える地域づくりや

高齢者の生活支援・介護支援体制の充実、高齢者の多

様な住まい方の支援等が重要と考えております。

　高齢者の地域での暮らしと自立を支えるための支援

としては、民生委員等による訪問活動のほかに、老人

クラブ活動の一環として友愛訪問活動等が行われてお

ります。また、市町村の地域包括支援センターにおい

ては、高齢者本人や家族からの各種相談を幅広く受け

付け、包括的な支援を行っております。

　県としては、今後とも市町村と連携し、高齢者への

施策に対して必要な支援を行ってまいりたいと考えて

おります。

　同じく福祉問題についての中の、ひとり暮らし高齢

者の状況とその対策についてお答えします。

　国立社会保障・人口問題研究所の公表によると、平
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成22年の本県の高齢単独世帯は４万281世帯で、男性

が１万3297世帯、女性が２万6984世帯となっており、

平成17年と比べると男性は23.5％、女性は13.3％増と

なっております。

　ひとり暮らし高齢者への対策としては、市町村にお

ける「福祉電話」の設置や「配食サービス」、民生委

員による「訪問相談」等が行われております。また、

地域包括支援センターにおいては、高齢者本人や家族

からの相談に応じ必要なサービスにつなげておりま

す。

　県としては、今後とも市町村等が実施するひとり暮

らし高齢者への施策に対して必要な支援を行ってまい

りたいと考えております。

　次に、沖縄県障害者基本計画の実績と今後の取り組

みについてお答えします。

　県では、「第３次沖縄県障害者基本計画～美らしま

障害者プラン～」を策定し、障害者施策に取り組んで

おります。

　これまでの実績としましては、平成19年度と比較し

て平成21年度で障害者福祉施設から地域生活移行に伴

うグループホーム等への居住者数は165人増加してお

ります。また、福祉施設から一般就労への年間移行者

数は43人増加しております。

　県としましては、今後とも障害者に対する地域生活

や社会活動参加等の支援をさらに強化し、共生社会の

実現を図ってまいります。

　次に、障害者の権利条例の制定及び他県の状況につ

いてお答えします。

　沖縄県では、障害者が真に地域社会の一員として平

等に暮らし、自立し安心して生活することができるよ

うに障害者の権利擁護を推進するため、第３次沖縄県

障害者基本計画に基づき障害者施策に取り組んでおり

ます。

　障害者の権利条例の制定につきましては、国におけ

る障害者基本法等の改正動向を踏まえ、当事者団体等

との意見交換を行い取り組んでまいります。

　また、他県の状況としましては、平成18年の千葉県

を初めに北海道、岩手県が条例を制定しております。

　次に、民生・児童委員の減少の要因と人材育成の取

り組みについてお答えします。

　本県における平成23年２月１日現在の民生児童委員

数は、定数2322人に対して委嘱数が2055人で、充足率

は88.5％となっております。定数確保の課題として

は、民生委員・児童委員の役割や活動内容が十分理解

されていないことや、地域住民の生活様態の変化やプ

ライバシー保護意識の高まりによる活動の困難性等が

挙げられております。

　県においては、民生委員の定着や資質の向上のため

に、改選時における新任研修や地区ごとの現任研修、

主任児童委員の専門研修を実施するとともに、活動内

容を広く県民に理解してもらうための広報啓発を実施

しているところであります。

　県としましては、引き続き市町村と連携して担い手

確保に努めてまいります。

　次に、社団法人沖縄県生活衛生同業組合連合会の検

査結果と土地取引の問題についてお答えします。

　県では、関係法令に基づき、平成22年12月９日に社

団法人沖縄県生活衛生同業組合連合会の立入検査を実

施したところです。検査の結果につきましては、同連

合会が公益事業をほとんど実施していないこと、法人

として整備すべき規則、規程等を作成していないこ

と、事務局長及び職員を配置していないこと、短期資

金借入時に契約書類を交わしていないこと、長期借入

金の確実な返済計画が作成されていないことなどの問

題点が確認されたことから、改善点として指摘してお

ります。

　土地取引につきましては、取引方法が法令に抵触す

るかどうか今回の検査の中では確認できませんでし

た。ただし同土地については、売却先からの代金支払

いが約１年前から滞っており、適切に処理するよう指

導しております。

　次に、子育て支援についての御質問の中の、全国知

事会が共同提案した構造改革特区の国の回答について

お答えします。

　各都道府県が国に提案した子育て支援に係る構造改

革特区の要望については、保育所及び家庭的保育事業

の施設基準緩和、保育所給食の外部搬入緩和となって

おりますが、いずれも国は対応できないと回答してお

ります。施設基準緩和に対する回答としては、「全国

一律の最低基準を維持することが望ましく、特区制度

により各自治体に最低基準設定の権限を与えることは

適切でない」としております。また、３歳未満児の保

育所給食の外部搬入については、公立保育所において

は特区として継続し、私立保育所については、現段階

では特区制度による取り組みは適切でないと回答して

おります。

　同じく子育て支援の御質問の中の、特区提案に係る

保育所設置認可等の市町村への権限移譲についてお答

えします。５の茨のウと５の茨のオは関連しますので

一括してお答えいたします。

　保育所の指導監督権限や最低基準の設定を市町村へ

ゆだねることについて、国は、市町村において財政規
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模や人員が十分でない場合も多く、特に小規模自治体

においては財政的・人材的に多大な負担を強いること

などから、現段階において特区制度による取り組みを

行うことは適切でないとしております。

　県としましては、保育サービスの提供に当たって

は、保育の実施主体である市町村が地域の実情や関係

者の意見を踏まえ、保育所の基準設定、設置認可、指

導監督を一体として行うことが望ましいと考えており

ます。しかしながら、沖縄県は小規模な自治体が多い

ことから、段階的な実施を含め検討が必要であると考

えております。

　次に、特別保育事業の取り組み状況についてお答え

します。

　特別保育事業につきましては、本県の増加する多様

な保育需要に適切に対応するため、平成23年度当初予

算案において、前年度に比べ約１億5700万円の大幅な

増額を図っております。主な増額の理由としては、新

規保育所開園に伴い、延長保育促進事業等で実施予定

箇所数が増加することや県補助基準額を国の補助基準

額に引き上げたことによるものであります。

　県としましては、今後とも市町村と連携し、地域に

合った子育て支援を推進してまいります。

　同じく子育て支援についての御質問の中の、多機能

支援センターの設置についてお答えいたします。

　県では、小規模な離島地域において、高齢者、障害

者等必要とするすべての人が利用できる多機能型施設

の整備・運営について、新たな沖縄振興に向けた制度

提言として国に要望しております。それぞれの地域の

状況が異なるため、現在、当該離島町村と十分な連携

を図りつつ、事業の運営方法等のシミュレーションに

取り組んでいるところであります。

　同じく子育て支援についての御質問の中の、経済的

な理由で十分な教育が受けられない家庭への支援につ

いてお答えいたします。

　県では、生活保護世帯の子供に対して学級費や教材

費などの教育扶助等を行っているほか、沖縄県社会福

祉協議会において、生活福祉資金制度の中の教育支援

資金等の貸し付けを行うことにより低所得世帯等への

経済的支援を行っているところです。

　また、母子寡婦福祉資金貸付事業においては、就学

支度資金として小学校、中学校等への入学の際に必要

な経費を貸し付けているほか、修学資金として高校、

大学、専門学校等に就学するために必要な経費を貸し

付けています。

　今後とも、教育庁等関係機関とも連携を図りなが

ら、支援を必要とする家庭への周知等を図ってまいり

たいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　福祉問題についての

御質問の中で、北部病院産婦人科についてお答えいた

します。

　北部病院産婦人科は、医師不足のため、ハイリスク

妊婦の中部地区への搬送など診療制限を行っていると

ころであります。現在の医師１名では、診療体制と勤

務負担の面から大変厳しい状況にあると認識しており

ます。そのため、病院事業局としては、大学や民間病

院との協力・連携による医師派遣、人的ネットワーク

や地域・離島医療確保モデル事業による医師招聘な

ど、あらゆる手段を講じて医師確保に全力を挙げて取

り組んでいるところであります。

　次に、７対１看護体制導入による増員数、配置数及

び予算措置についてお答えいたします。

　７対１看護体制については、平成22年５月から南部

医療センター・こども医療センターで実施しておりま

す。今回、中部病院に７対１看護体制を導入するた

め、93名の看護師を増員し配置することとしておりま

す。北部病院、宮古病院及び八重山病院での７対１看

護体制の導入については、中部病院等での実施状況を

踏まえ検討していきたいと考えております。

　７対１看護体制導入による入院収益の増と看護師増

員に係る必要な人件費については、平成23年度当初予

算において予算計上しているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは子育て支援につ

いての御質問で、教育支援の取り組み状況等について

お答えいたします。

　教育の機会均等を図るため、経済的な理由により就

学が困難と認められる小中学校の児童生徒の保護者に

対しては、市町村が学用品費などを援助する就学援助

事業を行っております。

　就学援助事業は、市町村においてそれぞれの実情に

応じて実施されているものと認識しておりますが、県

教育委員会としましては、市町村教育委員会へ通知を

し、就学援助事業の適切な実施を促しております。

　また、県立高等学校においては授業料の無償化を実

施するとともに、経済的理由等により就学が困難な生

徒に対して奨学金の貸与も行っております。奨学生の

採用につきましては、二次募集の実施や緊急採用制度
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を活用するなど、保護者の経済状況等の急変にも対応

しているところです。さらに、平成21年度から沖縄県

高校生修学支援基金を活用して予算を拡充し、約400

名の奨学生の増員を図りました。

　就学援助や奨学金制度の充実につながる十分な財源

措置については、全国都道府県教育長協議会等を通

じ、今後とも引き続き国へ要請してまいります。

　次に、離島・過疎地域の振興についての御質問で、

「離島児童・生徒支援センター」の設置についてお答

えいたします。

　これまで離島町村や沖縄県離島振興会等から学生寮

を備えた離島会館や合同寄宿舎等について要請があ

り、県教育委員会では関係部局や関係団体等と情報交

換を行い検討を重ねてまいりました。今回、「新たな

沖縄振興のための制度提言」の中で、寄宿舎と宿泊施

設等を備えた複合施設である「離島・へき地支援のた

めの離島児童・生徒支援センター（仮称）」の設置を

国へ要望しているところであります。

　同センターは、那覇近郊に設置し、沖縄県の全離島

関係市町村が合同で管理運営する施設として、離島に

住む児童生徒の沖縄本島内での生活や行動の拠点を目

指すものであります。具体的には、離島・僻地出身の

高校生や専門学校生の寄宿舎として、また、文化系・

体育系の各種大会における小学生・中学生・高校生の

宿泊施設等、多様なニーズにこたえられる複合施設で

あります。

　県教育委員会としましては、沖縄県の離島・僻地の

振興に寄与し、どこに居住しているかにかかわらず公

平に教育の機会が享受できるよう、その実現に向けて

関係団体等の協力も得ながら取り組んでいきたいと考

えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　離島・過疎地域の振

興の中で、離島農水産業の振興とブランド化について

お答えします。

　離島地域の農水産業は、さとうきび、肉用牛を中心

として、マンゴーやモズクなど多様な生産が行われて

おります。

　県といたしましては、地下ダム等の農業用水源の確

保、かんがい施設の整備により離島地域の温暖な地域

特性を生かして魅力ある農業振興を進めているところ

であります。

　具体的には、低コストハウスなど生産施設の導入に

よる付加価値の高いマンゴー、トウガン、ゴーヤーな

ど園芸作物の生産拡大、宮古牛や石垣牛など地域内に

おける繁殖・肥育一貫経営の推進によるブランド牛の

作出、ヤイトハタ種苗の安定生産やモズク養殖などつ

くり育てる漁業の推進、機能性に富むボタンボウフウ

や月桃などの利用による地域の特産品の開発など、ブ

ランド化に向けて取り組んでいるところでございま

す。

　今後とも、離島の地域特性を生かした農水産物のブ

ランド化に努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　離島・過疎地域の振興に

ついての御質問の中で、離島地域の活性化策について

お答えします。

　沖縄県の離島地域は、個性ある伝統文化や豊かな自

然などさまざまな地域資源を有しており、これらを再

評価して生かすことが離島の活性化を図る上で重要で

あると考えております。このため、県においては、

「自然・伝統文化を活かした交流促進事業」や専門家

を活用し支援を行う「離島活性化総合支援モデル事

業」等により、文化や伝統芸能などの地域資源を活用

した交流の促進や特産品の開発支援等に取り組んでい

るところです。

　県としては、引き続き地域資源を生かした離島振興

策により離島の産業振興や雇用の創出を図り、若者が

離島に住み続けられるような環境整備を進めてまいり

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　行財政改革の推進に関す

る御質問のうち、定員管理の基本方針と今後の組織改

編との整合性についてお答えいたします。

　定員管理につきましては、事務事業や組織の見直し

などにより職員定員を計画的に管理し、その適正化を

図ることを基本方針としており、現在、平成22年３月

に策定した「新沖縄県行財政改革プラン」に基づき定

員適正化に取り組んでいるところであります。

　今後の組織編成に際しても、社会経済情勢の変化や

複雑・多様化する県民ニーズに的確に対応するととも

に、定員の適正管理との整合性を図りながら進めてま

いりたいと考えております。

　次に、事業棚卸しの最終的な検討結果についてお答

えいたします。

　本年度実施した事業棚卸しの委員評価は、「不要」
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が７事業、「要改善」が82事業、「民間譲渡」が３事

業であります。その評価を踏まえ、庁内で見直しによ

る影響等さまざまな観点から検討・調整を重ねた結

果、「不要」と判断された事業を「廃止」、「再構

築」と整理して取りまとめたところでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　座喜味一幸君。

　　　〔座喜味一幸君登壇〕

○座喜味　一幸君　答弁ありがとうございました。

　２点だけちょっとお伺いをいたしたいと思います。

　１つは、離島・僻地支援のための「離島児童・生徒

支援センター」の件、教育長から丁寧に答弁がありま

したが、沖縄本島の離島、先島を含めて、これは非常

に長年の懸案だったというふうに思っております。今

度の「新たな沖縄振興のための制度提言」の中でしっ

かりとした位置づけがされているんですが、これは１

つは、児童生徒ということもさることながら、かつて

離島フェアであれほど離島の県産品等も含めて非常に

盛会に行事をやっている。しかし、離島市町村から見

ると、沖縄におけるアンテナショップ的な、あるいは

情報の窓口がない等々の要望がありまして、できまし

たらこの児童生徒を含めた、離島の産業振興も含め

た、もう少し多機能的な、場合によっては離島のアン

テナショップ等々もできるような、常時離島の文化芸

能、産品が展示・公開できるような多機能的なところ

まで踏み込んだ制度提言をしていただけないか。

　それから、その制度提言の待ちじゃなくして、もう

ちょっと知事、離島振興の底力を早目に効果を出して

いくという意味においても早目の検討が必要ではない

か、そういう前向きな検討がいただければと思いま

す。

　もう１点は、離島航路、航空運賃の話なんですが、

今度の離島で説明会等々していて、観光振興する上、

あるいは農業振興を図る上でも、この交通費・物流

費、地域住民から非常に熱い熱い要望があるわけでご

ざいます。ぜひこの件に関しましては、新たな振興の

制度提言の中でしっかりと実現に向けて取り組んでい

ただければなというふうに思っておりますが、まず制

度提言ということで、今現在いろんなシミュレーショ

ンをしていると思いますが、例えば、この離島におけ

る飛行機賃の話でございますが、どういうところをめ

どにこの離島の航空運賃を低減しようとしているの

か、もしその目安、それから主要路線における大幅な

低減と言っている、この大幅という航空運賃等のめ

ど、シミュレーションの額等がおおむねでも回答いた

だければありがたいと思っております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時13分休憩

　　　午後５時15分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　再質問にお答えいたしま

す。

　１点目は、「離島児童・生徒支援センター」の中

で、離島の物販、それから芸能を含めた総合的な機能

を持たさないかというふうな質問がございました。

　これにつきましては、実は別途、離島特産品販売開

発支援事業ということで、離島の特産品を国際通り等

で一堂に集めて販売の促進を図る事業を今やってござ

います。将来的にこの事業の成果も含めながら、今後

検討してまいりたいというふうに考えます。

　あともう１点は、離島の交通の改善ということで、

どういうふうなシミュレーションを考えているかとい

うふうなことでございました。

　今般、県が提案をしている離島の交通コストの低減

の仕組みとしては、沖縄離島住民移動交付金というふ

うなものを国のほうに要望してございます。これは、

離島住民の移動に係る航路、それから航空路の運賃を

鉄道運賃並みの料金を基準にしながら交付金制度を創

設できないかというふうなことで、今国のほうに調整

をしているところでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　以上で本日の代表質問は終わ

りました。

　本日の日程はこれで終了いたしました。

　次会は、明23日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後５時17分散会
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程第１　代表質問を行います。

　質問の通告がありますので、順次発言を許します。

　崎山嗣幸君。

　　　〔崎山嗣幸君登壇〕

○崎山　嗣幸君　皆さん、おはようございます。

　きょうは小学校の皆さんも傍聴しているようであり

ますので緊張しますけれども、頑張らせていただきま

す。

　では皆さん、質問に入ります前に所見を申し上げた

いと思います。

　私は、那覇港管理組合の議員も務めておりますけれ

ども、役職上めったに発言をする機会がありませんの

で、県に関する所見を一言申し上げたいと思います。

　那覇港は、沖縄県の物流の拠点として沖縄振興計画

にも位置づけられておりますが、外貿コンテナ取扱量

は平成21年は約８万ＴＥＵで、平成15年に策定されま

した港湾計画における那覇港全体の外貿コンテナ貨物

取扱量の平成20年代後半の設定値60万ＴＥＵにはほど

遠く、港湾計画の見直しが議論をされております。

　那覇港の活性化は、県の産業振興と密接に関連して

おりまして、県内の産業を活発にさせ県外へ物流を搬

出することで片荷運送を解消し、海外から船舶を呼び

込むことになると思います。国際クルーズ船バースの

完成や沈埋トンネルが７月ごろの開通も予定をされ、

明るい兆しも見られております。県のなお一層の御尽

力に私は期待をしたいというふうに思います。

　次に、せんだってフィンランドに視察に行かれた文

教厚生委員会の報告会を聞かせていただきました。

280名余の参加者の前で同僚議員がパワーポイントを

使いながら懸命に真剣なまなざしで語る姿勢に私は感

動いたしました。学力世界一の国の姿を一端でも学ぶ

機会がつくられたことは大きな意義があると私は思い

ました。制度の違いはあれ、教師の質の高さは、忙殺

する煩雑な業務はきちんと専門家を置いて担わせるこ

とから実現するということを私は実感をしました。何

より子供たちを学校に行かせるのが義務ではなくて、

学ぶ環境を整えることが義務だとのことは教育の基本

が貫かれているということを感じました。議会の視察

を県民に返していく、この取り組みは極めて大切なこ

とだということを実感をしました。

　では早速、代表質問に入らせていただきます。

　知事の政治姿勢について伺います。

　茨、鳩山前首相が普天間飛行場の「県外移設」断念

の理由に挙げた在沖海兵隊の抑止力は後づけだったこ

とが明らかになりました。「抑止力は方便」だったこ

とを鳩山前首相みずからが認めたのであります。これ

により菅首相が引き継いだ日米合意は、根拠や正当性

を失い、県民を再び欺く民主党政権へ県民の怒りはお

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

知 事 公 室 長　　又　吉　　　進　君

総　務　部　長　　兼　島　　　規　君

企　画　部　長　　川　上　好　久　君

文化環境部長　　下　地　　　寛　君

福祉保健部長　　奥　村　啓　子　さん

農林水産部長　　比　嘉　俊　昭　君

観光商工部長　　勝　目　和　夫　君

土木建築部長　　仲　田　文　昭　君

企　業　局　長　　宮　城　嗣　三　君

病院事業局長　　伊　江　朝　次　君

会 計 管 理 者　　米　蔵　博　美　さん

知　事　公　室　　　　　　　　　饒平名　知　成　君
秘書広報統括監

総　　務　　部
　　　　　　　　　新　垣　郁　男　君財 政 統 括 監

教 育 委 員 会
　　　　　　　　　中　野　吉三郎　君委　　員　　長

教　　育　　長　　金　武　正八郎　君

公 安 委 員 会
　　　　　　　　　翁　長　良　盛　君委　　員　　長

警 察 本 部 長　　村　田　　　隆　君

労 働 委 員 会　　　　　　　　　平　良　宗　秀　君事　務　局　長

人 事 委 員 会　　　　　　　　　岩　井　健　一　君事　務　局　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君

事　務　局　長　　龍　野　博　基　君

次　　　　　長　　新　城　　　博　君

参事兼議事課長　　嘉　陽　安　昭　君

副　参　事　兼
　　　　　　　　　平　田　善　則　君課　長　補　佐

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　仲宗根　　　章　君
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さまりません。知事の見解を伺います。

　芋番目、稲嶺名護市長は、2010年の予算編成では公

約どおり「海にも山にも基地はつくらせない」として

新規の再編交付金を予算化しませんでした。政府は、

島袋前市長時代の2009年度（繰越分）、2010年度（継

続分）を不交付としました。環境アセス終了後になっ

て稲嶺市長が基地建設を拒否したことを理由に不交付

を決定したのであります。そうするなら、当然環境ア

セスも白紙に戻すべきであります。ところが、防衛省

は2011年度予算で再編交付金を計上し、名護市に翻意

を迫ってきております。しかし、稲嶺市長は基地容認

への方針転換を「期待をしているなら大きな勘違い

だ」として、政府の理不尽な圧力には屈しない断固た

る意思の表明をしております。知事の所見を伺いま

す。

　鰯番目、防衛局は、名護市が辺野古の海域での現況

調査を許可しなかったことを理由に行政不服審査法に

基づく異議を申し立てました。稲嶺市長は、代替施設

建設を前提とした調査には協力できないとして不許可

にしました。政府は、今新たに違法確認訴訟制度の創

設を検討し、法律の一部改正をしようとしておりま

す。国の言うことを聞かなければ地方自治体を法律で

締めつけようとする行為は、みずから地方自治を破壊

するようなものであります。知事の所見を伺います。

　允番目、防衛局は北部を管轄する金武防衛事務所が

あるにもかかわらず、あえて辺野古に名護事務所を建

設することの目的、役割、組織体制は何か疑問であり

ます。知事の所見を伺います。

　印番目、社会民主党全国連合は、2011年度予算案に

米軍普天間飛行場の辺野古移設関連予算の削除を求め

ておりますが、県外移設を主張する仲井眞知事はこの

政府予算案にどう対処するか所見を伺います。

　咽番目、知事は普天間飛行場の県外移設に向けたア

クションプログラムを策定するとのことだが、その内

容を伺います。

　員番目、知事は、県外移設への政策転換は政権交代

や名護市長選の敗北等を理由にしておりましたが、同

時に、県議会決議や県民大会がその背景にあり、その

力が大きく県民世論を県外移設へと流れをつくったと

私は思います。県民の力が知事を方針転換させたと思

いますが、知事の考えはどうか所見を伺います。

　因番目、知事の公約でありました普天間飛行場の３

年めどの閉鎖は実現できませんでした。知事は再び危

険性の除去を具体的に提言、実施をしていくというこ

とをしているが、今回は閉鎖のめどは示さないのか、

知事の所見を伺います。

　姻番目、知事は訪米を予定しているようであります

が、その目的と時期はいつか伺います。

　引番目、辺野古移設と嘉手納以南の返還とのパッ

ケージ論をどう切り離していくのか、その道筋を伺い

ます。

　飲番目、2012年、普天間基地へ配備をされるとされ

ておりますＭＶ22オスプレイは墜落欠陥機であり、強

く反対の意思表示をすべきではないか伺います。

　淫番目、防衛局は東村高江で中断をしていたヘリ

パッド建設の工事を再開をし、昨年12月には、住民団

体のテント上空で米軍ヘリがホバリングを行いテント

を一部損壊をさせました。現在は、防衛局職員、工事

業者により強行に工事作業を開始をし、反対する住民

とトラブルが生じております。ヤンバルの自然を壊す

な、騒音や墜落の危険性があるヘリパッドの基地をつ

くるななどと叫ぶのは安心な生活を望む住民の当然の

権利であります。県は、不測の事態を避けるためにも

施設局へ工事の中断を求めるべきではないか、知事の

所見を伺います。

　胤番目、牧港補給基地内の退役軍人用クラブハウス

の老朽化に伴う代替施設の建設は、何の根拠もありま

せん。牧港補給基地の早期返還を求めるべきではない

か、知事の所見を伺います。

　蔭番目、カジノ導入は犯罪の温床となり、青少年へ

悪影響を及ぼし反対であります。知事は、再選後の記

者とのインタビューで「いずれ断念したほうがいい」

と答えているが、その真意を伺います。

　院番目、政府は社会保険の安定財源を確保するため

再び消費税の増税を打ち出しました。沖縄県は特に失

業率は高く、県民所得は低く、生活に及ぼす影響は大

きいと思います。知事の所見を伺います。

　大きな２番目、農林水産業の振興と育成について伺

います。

　茨、菅首相は、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）に強い

意欲を示し、６月に交渉参加の是非を判断すると言わ

れております。ＴＰＰは、農産物や工業製品などすべ

ての品目に関税100％撤廃することになります。県内

でも安価な輸入品が出回り、農産物などは壊滅的な打

撃を受けるとされております。農林水産や食品加工な

ど関連産業を含めると約1420億円の影響があると試算

をされております。さきの県民大会でも示されてお

り、政府に対してＴＰＰ交渉に参加しないよう強い働

きかけが必要ではないか、知事の所見を伺います。

　芋番目、県水産研究センターの新たな移転整備は、

栽培漁業や海洋深層水の研究と技術開発との連携も図

られます。その整備計画の進瀧状況を伺います。
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　鰯番目、海ブドウ、モズク等養殖事業は着実に生産

を伸ばしております。技術指導、品質管理、衛生管

理、販路拡大等県の支援、対応を伺います。

　允番目、那覇空港の滑走路増設は大規模な埋め立て

を伴います。周辺海域のサンゴ礁や海草藻場の保全措

置はどのように考えているか伺います。

　３番、雇用対策について伺います。

　茨、県内の完全失業率は、常に７％から８％を推移

し、全国の約２倍であります。最悪の状況でありま

す。知事は企業誘致や雇用創出の成果を強調しており

ますが、全国平均の４％台の実効性は見えておりませ

ん。特に、若年層の失業率は15％を超え、若者の将来

を悲観をさせております。新年度は若年層の就職支援

に新規事業が盛り込まれておりますが、その具体的な

内容と意気込みを伺います。

　芋番目、自治体の職場では民間委託、指定管理者制

度が導入され、職員の定数削減が実施をされ非正規職

員が増大をしております。賃金の格差は著しく、官製

ワーキングプアがつくり出されております。当局の

ワーキングプアに対する認識とその対策を伺います。

　鰯番、公契約条例の制定は、労働者の最低賃金と公

共事業の品質を担保する意義があります。政令都市の

川崎市等は実施をしておりますが、県当局は検討しな

いのか伺います。

　４番、指定管理者制度について伺います。

　指定管理者制度は、住民福祉を増進する目的でもっ

て公の施設を民間事業者等のノウハウを活用して住民

サービス向上を図るものであります。その制度の導入

以降、さまざまな留意事項が発生していることを総務

省みずから認めております。コストカット主義偏重、

労働法令の遵守や雇用労働条件、情報管理体制等であ

り、検証が求められております。県の指定管理者の施

設総数、出向職員数、天下り職員の数、平均賃金、社

保の有無など実態を伺います。

　５番、浄水場の委託化について伺います。

　企業局は、中長期組織ビジョンに基づいて全浄水場

の夜間・休日の委託化を進めております。新年度は、

新石川浄水場の夜間・休日の民間委託化が予定をされ

ております。県民の命の水を安全で安定的に水道用水

の供給体制を確立することが大きな使命であります。

公益性から考えて直営堅持すべきではないか伺いま

す。

　６番、消防の広域化について伺います。

　消防の広域化は、浦添市、うるま市、宮古島市等が

不参加を表明をしており、多くの課題と問題点を抱え

ていると思います。その大きな要因は何か伺います。

　７番、離島振興について伺います。

　島嶼県沖縄では、離島の振興策は極めて重要な施策

であります。では、次のことを具体的に伺います。

　茨、医師不足や急患搬送への対応策を伺います。

　芋番、航空運賃の低減化の取り組みを伺います。

　鰯番、離島の農産物、水産物の「地域ブランド」化

への支援策を伺います。

　允番、那覇・宮古・八重山間の客船航路の復活への

対策を伺います。

　８番、公共交通について伺います。

　那覇市の都市交通協議会では、次世代路面電車導入

など新たな公共交通バスモデル実証実験を行うとして

おります。路線は、新都心から真玉橋を結ぶ約８キロ

メートルの区間であります。渋滞解消とモノレールと

の結節点に有効になるか試されております。県の公共

交通対策とどのような関係があるのか。また、この事

業の概要と所見を求めます。

　９番、育児休業制度について伺います。

　人事院が非常勤職員にも育休を認めるよう国に働き

かけたことをきっかけに、地方公務員の育休法案が国

会で可決をされました。京都市などは、一般職員との

均衡を考慮するとの理由で非常勤職員も対象にしてお

ります。県当局も次世代育成の観点から検討する時期

に来ていると思いますがどうか伺います。

　以上でありますが、再質問を行いたいと思います。

よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　崎山議員の御質問に答弁させていただきます。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、鳩山前総理の

発言についての御質問にお答えいたします。

　鳩山前総理の発言につきましては、直接お聞きした

わけではありませんが、報道のとおりとすれば、「方

便」という言葉は理解しがたい表現と言わざるを得ま

せん。

　県は、政府に対し、頭越しではなく、地元の理解と

協力を得なければならないことや、県民の納得のいく

説明や解決策を示すよう繰り返し申し上げてきました

が、今回の鳩山前総理の一連の発言は、県民の納得の

いく説明とはとても言いがたく、まことに遺憾である

と考えているところでございます。

　知事の政治姿勢の中で、普天間飛行場県外移設に向

けた取り組み内容についての御趣旨の御質問にお答え

いたします。

　県は、総理を初め各大臣との面談など、あらゆる機
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会を通して普天間飛行場の県外移設の実現を強く求め

てまいりたいと考えております。また、その実現を図

るためには、日本全体で米軍基地の負担を分かち合う

べきであるということを広く国民に理解していただく

必要があると考えております。平成23年度には、世論

を喚起するための広報活動などを積極的に進めてまい

りたいと考えております。特に、県内移設は事実上不

可能であるという沖縄の状況を日米両政府と国民に理

解していただくため、あらゆる方策を検討し実施して

まいりたいと考えております。

　同じく政治姿勢の中で、県民世論と県外移設につい

ての御質問にお答えいたします。

　私は、名護市長選挙や県議会の意見書議決、そして

県民大会などの諸状況を踏まえると、県内移設は事実

上不可能と考え、日米共同発表の見直し、そして普天

間飛行場の県外移設を求めているものであり、今後と

もその実現に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

　次に、同じく知事の政治姿勢の中で、普天間飛行場

の閉鎖状態のめどについてという御質問にお答えいた

します。

　普天間飛行場の危険性の除去につきましては、一日

も早く実現するよう、政府に対し具体的な方策の提

案、そして実施を強く求めていきたいと考えておりま

す。

　知事の政治姿勢の中で、知事の訪米に係る御質問に

お答えいたします。

　私は、これまで２度の訪米を行い、沖縄の実情を訴

えてまいりました。平成21年９月以降の県内の諸状

況、そして米軍基地負担軽減部会の開催、さらに軍転

協の要請等を踏まえ、改めて訪米の時期及び活動内容

等について検討することといたしております。米国政

府や連邦議会等の関係機関に沖縄県の実情を伝え、理

解と協力を求めることは、沖縄の基地問題の解決を進

める上で重要であり、来年度、効果的な訪米が実施で

きるよう検討していきたいと考えております。

　同じく知事の政治姿勢の中で、再選後のカジノ導入

断念を示唆する新聞報道の真意についてという御趣旨

の御質問にお答えいたします。

　カジノは日本では合法化されておりませんが、世界

120カ国以上で既に合法化され、観光振興や地域の活

性化、そして雇用の創出、税収の確保など、経済的波

及効果の面で多くのメリットがあると言えると思いま

す。現在、超党派の国会議員の議員連盟において、国

際観光の振興や地域経済の活性化を図るため、「カジ

ノを合法化する法律」の制定に向けて検討が進められ

ております。しかし、県民からは賛成の意見がある一

方で、慎重にすべきとの意見や反対する意見があるこ

とから、カジノ導入に伴う効果や課題について慎重に

検討を行い、県民のコンセンサスを前提として、取り

組みを進めてまいりたいと考えております。

　次に、雇用対策に係る御質問の中で、若年層の就職

支援の具体的な内容についての御質問にお答えいたし

ます。

　若年者の就職支援につきましては、沖縄県キャリア

センターを中心に、若年者の職業観の形成から就職ま

で一貫して支援するための取り組みを行っているとこ

ろであります。新年度の新規事業としましては、若年

者の就職支援を強化するために６カ月間の職場訓練や

求人企業を集めました合同面接会を開催する事業を実

施する予定といたしております。また、新規学卒者等

の厳しい雇用環境を踏まえまして、就職支援の専門家

を高校などへ配置し、未内定の新規学卒者を就職する

まで個別に支援する事業を実施する予定であります。

さらに、既卒者を対象に、県外求人企業を一堂に集め

た合同面接会を開催する予定でもあります。

　沖縄県としましては、将来のある若年者の雇用対策

は重要であると無論考えております。このことから、

今後ともきめ細かな就職支援に全力で取り組んでまい

る所存でございます。

　次に、離島振興に係る御質問の中で、離島の航空運

賃低減についての御質問にお答えいたします。

　航空運賃につきましては、県管理空港の着陸料の軽

減措置により離島割引運賃制度が実施されているほ

か、平成22年10月から中核病院や高校のない小規模離

島を対象に運賃を引き下げる実証実験を実施している

ところでございます。広大な海域に散在する沖縄県の

離島の定住条件を改善し振興を図るためには、離島住

民の交通コストの軽減及び路線の確保維持、そして改

善は重要な課題であると認識いたしております。現

在、国に対して新たな制度の構築を要請しているとこ

ろでございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢の中

で、名護市の再編交付金への対応についてお答えいた

します。

　今回、名護市に再編交付金を交付しないことが決定

されたことについて、北澤防衛大臣は、米軍再編特別

措置法の趣旨に基づいた判断であると説明しておりま
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す。県としましては、基地問題と地域の振興はリンク

すべきでないと認識しております。いずれにしまして

も、政府においては、北部地域の振興について、地元

の意向を踏まえ、引き続き積極的に取り組んでいただ

きたいと考えております。

　次に、国等による違法確認訴訟制度の創設について

お答えいたします。

　政府は「地方自治法の一部を改正する法律案」の中

に「国等による違法確認訴訟制度」の創設を盛り込む

ことを検討しているとのことでありますが、具体的な

内容については政府から示されておりません。

　県としましては、引き続き普天間飛行場移設問題へ

の影響等を含め情報収集に努めるなど、適切に対応し

たいと考えております。

　次に、名護防衛事務所についてにお答えいたしま

す。

　沖縄防衛局によりますと、名護防衛事務所は、キャ

ンプ・シュワブを含む北部地域における基地行政業務

に適切に対応できる体制を整備するため設置を予定し

ているとのことであります。政府は、普天間飛行場移

設問題を日米共同発表に沿って解決するとしておりま

すが、名護防衛事務所との関連については具体的な説

明は受けておりません。

　いずれにしましても、県としましては、普天間飛行

場代替施設をキャンプ・シュワブ辺野古崎地区及びこ

れに隣接する水域に設置することは、平成21年９月以

降の県内の諸状況を踏まえると極めて困難であるとの

認識に変わりはありません。

　次に、普天間飛行場の移設に関する政府予算につい

ての御質問にお答えいたします。

　政府の平成23年度予算案につきましては、現在、国

会において審議されているところであり、県としては

その状況を注視していきたいと考えております。いず

れにしましても、県としましては、県内移設は事実上

不可能と考えており、引き続き政府に対し、日米共同

発表を見直し、普天間飛行場の県外移設及び早期返還

に取り組むよう強く求めてまいります。

　次に、パッケージを切り離す道筋についてとの御質

問にお答えいたします。

　県としましては、「再編実施のための日米のロード

マップ」や日米共同発表で返還等が示されている嘉手

納飛行場より南の施設・区域等につきましては、パッ

ケージ論にとらわれることなく、実現可能なものから

一つ一つ確実に実施される必要があると考えておりま

す。菅総理を初め関係閣僚が沖縄を訪れるたびに、こ

のことについては知事から直接申し上げており、去る

１月20日には文書にて北澤防衛大臣に要請を行いまし

た。軍転協としても２月７日から９日にかけまして日

米両政府に対し要請をしたところであり、今後も地元

市町村と連携をとりながら取り組んでまいりたいと考

えております。

　次に、オスプレイについての御質問にお答えいたし

ます。

　県は、昨年９月に公表された2011会計年度海兵隊航

空計画において、ＭＶ22オスプレイが普天間飛行場の

ＣＨ46と代替更新することが記述されていることは承

知しております。政府は、昨年10月、照屋寛徳議員の

質問主意書に対して、「将来において沖縄にＭＶ22が

配備される可能性があることは認識しているが、海兵

隊航空計画は米国国防省として正式に承認した計画で

はなく、ＭＶ22オスプレイの沖縄への配備については

現時点で確定しているわけではないと承知してい

る。」と答弁しております。また、県が２月に外務省

沖縄事務所に対し問い合わせをしたところ、同様の回

答でありました。県は、去る２月７日から９日までの

軍転協の要請において、ＭＶ22オスプレイの配備の有

無を含め、政府は県民に十分な説明を行うよう強く求

めたところであります。

　次に、高江ヘリパッドについての御質問にお答えい

たします。

　北部訓練場のヘリパッドにつきましては、ＳＡＣＯ

最終報告において、同訓練場の過半を返還することに

伴い残余部分に移設されるものであり、県としては、

ＳＡＣＯの合意事案を着実に実施し、段階的に基地の

整理縮小を図ることがより現実的で実現可能な方法で

あると認識しております。県としましては、随時、現

地に職員を派遣し、状況の確認を行っておりますが、

改めて去る２月14日、国においては市町村の意向等も

踏まえ、地域住民の生活や当該地域の自然環境に十分

配慮し、安全に万全を期すよう申し入れを行ったとこ

ろであります。

　今後とも東村や高江区の意向を尊重し、適切に対応

してまいりたいと考えております。

　次に、牧港補給地区の早期返還についてお答えいた

します。

　退役軍人用クラブハウスの建てかえについては、日

米合同委員会で合意され、浦添市と米軍の間で調整が

進められていることから、浦添市の意向を尊重すべき

であると考えております。県としましては、牧港補給

地区を初め「再編実施のための日米のロードマップ」

や日米共同発表で返還等が示されている嘉手納飛行場

より南の施設・区域等につきましては、パッケージ論
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にとらわれることなく、実現可能なものから一つ一つ

確実に実施されるよう、日米両政府に強く求めている

ところであります。

　次に、消防広域化の御質問の中で、消防広域化の課

題と問題点についてお答えいたします。

　平成22年４月に全市町村が参加して発足した「沖縄

県消防広域化等研究協議会」において、消防広域化の

方向性について協議がなされてきました。平成23年度

からは新たに推進協議会が設置され、消防広域化の具

体的な協議に入る予定ですが、浦添市、うるま市、宮

古島市は、同協議会については参加しないことを表明

しております。不参加の理由としては、将来の財政負

担増加への懸念や、離島のメリットが少ないことなど

を挙げております。

　県としましては、各市町村の実情に応じた広域化の

あり方について関係機関と調整を図り、全市町村が消

防広域化に参加できるよう調整をしてまいりたいと考

えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　知事の政治姿勢に関する

質問のうち、消費税率の引き上げについてお答えいた

します。

　消費税は、商品の販売やサービスの提供などの取引

に税を課すもので、他の税に比べ景気変動による影響

を受けにくいことから、少子・高齢化がますます進展

する中で安定的な歳入確保のためその役割は重要と考

えております。一方で、低所得者ほど重税感が増す逆

進性の問題も指摘されているところであります。現

在、消費税については、引き上げの是非、社会保障と

の関連、国と地方との配分、低所得者層の負担軽減な

どさまざまな観点から国において議論されているとこ

ろであり、県といたしましては、今後の動向を見守っ

ていきたいと考えております。

　雇用対策に関する質問のうち、ワーキングプアに対

する認識についてお答えいたします。

　知事部局における過去５年間の賃金職員、嘱託職員

等の非常勤の職員数は、減少傾向で推移しているとこ

ろであります。

　県における賃金職員は補助的・定型的な業務に、嘱

託職員は特定の知識・技能を生かした職務に従事して

おり、正規職員の業務を代替しているものではありま

せん。また、非常勤職員の給与につきましては、従事

する業務を踏まえた上で、給与条例等の関係法令に従

い、常勤職員との均衡を勘案して定めており、適切で

あると考えております。

　県の行政事務を円滑に実施するためには、常勤職員

と非常勤職員がそれぞれの役割を分担しながら業務を

推進していく必要があると考えております。

　次に、指定管理者制度に関する質問で、指定管理の

施設総数、派遣職員数等の実態についてお答えいたし

ます。

　現在、指定管理を導入している施設は35施設あり、

うち５団体へ31名の県職員が派遣されております。ま

た、指定管理者に在籍している元県職員は11名であり

ます。平均賃金につきましては、各指定管理者におけ

る雇用形態、勤務条件等が異なることから算出は困難

であります。社会保険はほぼすべての団体が加入して

おります。

　次に、育児休業制度に関する質問で、非常勤職員の

育児休業制度についてお答えいたします。

　地方公務員の育児休業等に関する法律が改正され、

再任用短時間勤務職員や任期付短時間勤務職員が新た

に対象となったところでありますが、臨時的任用職員

や賃金職員については対象となっておりません。

　県としましては、法の趣旨や他都道府県の改正状況

等を踏まえ、今回の法改正により対象となった職員へ

の育児休業の適用について検討してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農林水産業の振興と

育成についての中で、ＴＰＰ交渉への対応についてお

答えいたします。

　ＴＰＰは、原則としてすべての品目で関税を撤廃す

ることが前提となることから、国内の農林水産物に大

きな影響が出ることが懸念されております。本県にお

いても、さとうきび、パイナップル、肉用牛、水産物

などで影響が出ることが懸念されております。そのた

め、県では、国民の食料安全保障の確保と国内農業へ

の影響などの観点から、ＴＰＰ交渉に参加しないよう

適切に対応するとともに、農家が安心して生産に取り

組めるよう、万全の対策について農業団体等と連携

し、国に対して強く要請したところであります。ま

た、県内では、去る１月29日に「ＴＰＰ交渉への参加

に反対する沖縄県民大会」が開催されたほか、ＪＡ沖

縄中央会による「ＴＰＰ交渉参加反対署名活動」など

の取り組みも実施されているところであります。

　今後とも、ＴＰＰ交渉等の動向や、国の対応を踏ま

えつつ、関係機関と連携し、適切に対応してまいりま

す。
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　次に、海ブドウ、モズクなどの養殖業に対する県の

支援についてお答えします。

　沖縄県においては、熱帯性の温暖な海域に囲まれた

立地条件を生かし、海ブドウ、モズク及びヤイトハタ

などの養殖が各地域で行われております。県では、海

ブドウ、モズクなどの養殖業の振興を図るため、海ブ

ドウの衛生及び品質基準の作成、モズクの異物選別技

術の向上、首都圏におけるモズク、海ブドウなどの

トップセールスなどに取り組んでいるところでありま

す。平成23年度は、新たに県産海ブドウのブランド普

及と販路開拓、モズクの有効成分を活用した香粧品や

飼料などの開発、ヤイトハタの魚病対策強化による生

産の拡大などの取り組みを行い、養殖業の振興を図っ

てまいります。

　次に、離島振興についての中で、離島農水産物のブ

ランド化支援についてお答えいたします。

　離島地域の農水産業は、さとうきび、肉用牛を中心

として、マンゴーやモズクなど多様な生産が行われて

います。県といたしましては、地下ダム等の農業用水

源の確保、圃場、かんがい施設や漁港等の整備によ

り、離島地域の温暖な地域特性を生かした農水産業の

振興を図っているところであります。具体的には、低

コストハウスなど生産施設の導入による付加価値の高

いマンゴー、トウガン、ゴーヤーなど園芸作物の生産

拡大、宮古牛や石垣牛など地域内における繁殖・肥育

一貫経営の推進によるブランド牛の作出、ヤイトハタ

種苗の安定生産やモズク養殖などつくり育てる漁業の

推進、機能性に富むボタンボウフウや月桃などの利用

による地域の特産品開発などブランド化に取り組んで

いるところであります。

　今後とも離島の地域特性を生かした農水産物のブラ

ンド化に努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　農林水産業の振興と育成

についての御質問の中で、水産海洋研究センターの移

転整備計画と進瀧状況についてお答えいたします。

　水産海洋研究センターは、糸満市西崎の現施設が老

朽化したため、糸満市喜屋武地区に移転整備すること

としております。水産海洋研究センターの整備計画に

ついては、用地面積約２ヘクタール、施設面積約5600

平方メートル、事業費は用地取得、建設工事及び設計

等を含めておおむね18億円となっております。現在、

用地取得及び設計に取り組んでおり、平成23年度に建

設工事着手、平成25年度には供用開始をする計画とし

ております。

　同じく農林水産業の振興に関連をして、那覇空港の

埋め立てに伴う環境保全措置についてお答えします。

　県は、増設滑走路の早期供用を国へ求めております

が、あわせて環境の保全は重要であると考えておりま

す。国は今年度より環境影響評価法に基づく環境アセ

スメントの手続に着手しており、今後、おおむね３年

の間に建設予定地周辺の環境の現況調査を行い、当該

事業が環境に及ぼす影響やそれを踏まえた保全措置等

の検討を行うこととなっております。また、その結果

については県民へ公開され、だれでも意見を出すこと

ができることとなっております。

　県としては、環境アセスメントを進める中で可能な

限り環境への影響を低減するよう努める必要があると

考えており、その旨国へ申し入れております。

　次に、離島振興についての御質問の中で、先島航路

の復活についてお答えいたします。

　島嶼県沖縄においては、海上輸送航路の維持確保は

県民生活の安定や産業振興の面から欠くことのできな

い重要な課題であると認識しております。しかしなが

ら、先島航路の再開については採算性や事業主体等の

問題があり、具体的な対応策を示すことが困難な状況

にあります。そのような中、関係機関と調整を図って

きたところ、身体的理由により飛行機に搭乗できない

住民等については、平成23年１月10日から琉球海運の

先島航路の貨物船内にある船室の一部を活用し輸送で

きるようになったところです。

　次に、公共交通についての御質問の中で、那覇市の

バスモデル実証実験についてお答えします。

　那覇市の取り組みは、需要動向を勘案しながら次世

代型路面電車を目指すものでありますが、当面はバス

専用レーンの拡充やデザイン性・環境性に配慮したバ

ス車両の導入などを段階的に進め、市民の意識醸成を

図りながら公共交通への転換を図る施策と聞いており

ます。那覇市の事業は、県が目指している低炭素社会

の実現及び高齢化社会への対応に沿ったものでありま

す。

　県としては、これら各地域におけるさまざまな取り

組みや考え方も参考にしながら、効果的・体系的な公

共交通ネットワークについて検討したいと考えており

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　雇用対策についての

中の、公契約条例の制定の検討についての御質問にお



－ 77 －

答えします。

　公契約条例については、他都道府県でも制定されて

いないことから、県としましては、国の「公契約に関

する基本法」への取り組みや他県の動向も見守りつつ

対応してまいりたいと考えております。

　なお、ことし４月に施行される川崎市の公契約条例

は、警備、施設維持管理、清掃などの業務委託契約や

公共事業を対象とし、労働者の範囲に「一人親方」を

含めるなどの内容となっていることから、契約のあり

方や課題について関係する県各担当部局において研究

や取り組みがなされているものと認識しております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企業局長。

　　　〔企業局長　宮城嗣三君登壇〕

○企業局長（宮城嗣三君）　浄水場の委託化について

の御質問にお答えします。

　企業局では、将来の厳しい経営環境を見据え、中長

期組織ビジョン等に基づき経営の効率化による経営基

盤の強化を図るため、外部委託したほうがより効率的

な事業運営が期待できる業務について、水道用水供給

事業の安全性・安定性を考慮しつつ、平成22年度から

平成30年度にかけて浄水場の民間委託を計画的に実施

することとしており、平成23年度から新石川浄水場の

民間委託を予定しております。

　浄水場の民間委託につきましては、平日夜間と土・

日、休日の運転管理業務のみを委託し、平日の昼間の

運転管理業務及び施設の維持管理、水質管理等の業務

についてはこれまでどおり企業局の職員が行うことと

しております。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　離島振興について

の御質問の中の、医師不足及び急患搬送の対応策につ

いてお答えいたします。

　県におきましては、離島における医師確保を推進す

るために自治医大への学生の送り出し、県立病院の後

期臨床研修における専門医養成、医師修学資金貸与事

業及び離島・へき地ドクターバンク等支援事業を実施

しております。また、離島からの急患空輸について

は、昼間の沖縄本島周辺についてはドクターヘリ、夜

間や遠距離にある離島については自衛隊ヘリ、宮古

島、石垣島周辺離島に関しては第11管区海上保安庁の

ヘリで搬送しております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　崎山嗣幸君。

　　　〔崎山嗣幸君登壇〕

○崎山　嗣幸君　では、再質問をしたいと思います。

　知事の政治姿勢についての茨番目の、鳩山前首相の

「抑止力は方便」の件でありますが、知事の答弁で

は、「方便」は理解しがたい、納得できる説明になら

ない、遺憾であるということだったと思います。知事

はそれは言っておりますが、海兵隊の抑止力は否定を

していないということなのか。この考え方は鳩山前首

相と一緒なのか、それを伺いたいというふうに思いま

す。

　知事はマスコミのコメントの中においても、考えて

言葉を使ってほしいので困ったとかコメントをしてお

りますが、このことについての「方便」発言は無責任

きわまる発言だと私は思いますが、本質は海兵隊の抑

止力の根拠をみずから虚構だったということを暴露し

たことに私は意味があると思います。

　菅総理は２月16日の国会での予算委員会でも、表現

も問題がありみずからの認識と違うと言っております

が、菅総理は、この論拠が崩れているにもかかわらず

抑止力を正当化したのかどうかということで私は疑問

でありますが、知事の所見もあわせてこの点を伺いま

す。

　それから、稲嶺名護市長への米軍再編交付金の件で

ありますが、公室長の考え方ではリンクすべきではな

いということだけで答えておりましたが、あからさま

な政府のあめとむちの手法で兵糧攻めをするという攻

撃に対して毅然とした稲嶺市長の態度を私は県民が誇

りとすると思いますけれども、知事も県内は困難に

なったということの消極的な立場ではなくて、稲嶺市

長と連携をとるという意味ではきっぱりと県内移設反

対を言い切ったほうがいいのではないかと思います

が、この答弁を再度お願いします。

　それから、行政不服審査法に基づく異議申し立ての

件でありますが、公室長は具体的な内容はわからない

と言っておりましたけれども、これは明らかに名護市

に対する不服申し立ては法律の趣旨をねじ曲げて、法

律の一部改正までするものではないかと私は思ってい

ます。これは民主党政権が掲げる地域主権、これをみ

ずから否定をして地元の頭越しに強権的な発動をする

ことではないかと思いますが、具体的に知事の見解を

改めて伺います。

　それから、咽番目の知事の県外移設のアクションプ

ログラムの行動計画の件でありますが、知事は23年度

は広く全国民に理解を求めていくために世論喚起をし

ていくということを話をしておりますが、この中身は

先ほどもありましたが、安全保障等のシンポジウムと

か研究機関のような感じがありまして、やっぱり知事
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は県外移設をしっかり公約としておりますので、これ

を実現しなければならないと思います。政府は、この

県外・国外への移設をほとんど検討している様子は私

は感じません。そうなればこの壁は相当高い壁が私は

立ちはだかっていると思いますが、これは知事はこの

壁を取り除くためには大きな政治的な課題をしっかり

と県民世論を盛り上げて政府に迫っていかなければ県

外移設は難しいと私は思いますが、政府はあめとむち

を使いながら沖縄に容認させようという立場をとって

きておりますので、しっかり私たちは県内移設はノー

だということを突きつけていく中で、知事が先頭に

立って県民世論を盛り上げていくという意味では、私

は今回は知事が県民大会を先導して開催をして、県外

移設を求めていくための大会をすべきではないかと思

いますが、見解をお願いします。

　それから、姻番目の知事の訪米でありますけれど

も、知事は２度にわたって訪米をして基地の負担軽減

を訴えてきたということの話がありましたが、今回は

情勢あるいは米軍の負担軽減協議会、軍転協の中で時

期も検討していくということを言っておりますが、こ

れは政府、議会に実情を訴えるということになってお

ります。従来の米軍再編の推進の立場ではなくて、知

事の公約であります県外移設を求めていくという違っ

た立場でとっていくのか、この訪米のスタンス、この

中身を聞かせてもらいたいと思います。

　それから、飲番のオスプレイの見解でありますが、

これは国の動向を見守りながら、聞いたら正式にこれ

は確定してないということで話がありましたけれど

も、このオスプレイの件は御承知のようにもう開発当

初からこれは墜落事故が相次いで、海兵隊員ですら20

名も亡くなったり、昨年もアフガンで墜落をして、米

国では各都市で騒音の苦情で訓練が中止をされている

ということがわかりながら普天間基地に配備をされる

ということについて、何も想定されてないということ

で消極的な意思じゃなくて、こういった欠陥機を普天

間基地の今の危険な状況に配備されるという状況があ

るにもかかわらずこれを言及しないということは、私

はこの問題は消極的だと思いますが、しっかりと今の

うちにオスプレイの欠陥機反対であるということの知

事は表明をすべきではないか。これの答弁を再度お願

いしたいと思います。

　それから、淫番目のヘリパッドの件でありますが、

知事は視察にも行ったと。それから職員も派遣をして

いるということを言っておりましたが、ＳＡＣＯの実

施を図るために負担軽減を図っていくために容認の立

場であるということでありましたけれども、このヘリ

パッドの件は御承知のように普天間基地と関連をする

ことでありまして、普天間基地の県外移設を主張して

おりますので、このヘリパッドの着陸帯は不要ではな

いかと私は思いますが、そうであるならば、県外移設

と同時にこのヘリパッド基地の建設にも明確に反対す

るのが道理ではないかと思いますが、改めて答弁を聞

かせてもらいたいと思います。

　それから胤番目、キャンプ・キンザーの件でありま

すが、浦添市長と一緒であるという答弁でありました

けれども、先ほどからありますように、パッケージを

切り離していくということで返還すべきところを求め

ていくということでありますから、キャンプ・キン

ザーの全面返還を求めていくということの中におい

て、この自治体の予算を使って退役軍人用の施設を建

設をするということについては、私は問題があるとい

うことを指摘をしておりましたし、また、米国は沖縄

が居心地がよくてパラダイスのようなものだというこ

とを述べております。早急にそういった意味ではそう

いう意識をやっぱり与えたらいけないと思いますの

で、しっかりとキャンプ・キンザーの返還を求めるべ

きではないかと思います。

　また、これに類似する形でこのキャンプ・キンザー

内の米軍郵便局の立ち退き料として13億も県に要求し

ているということを聞いておりますが、これは事実か

どうか、知事のほうから答弁をお願いしたいというふ

うに思います。

　それから、雇用対策のワーキングプアの件でありま

すが、総務部長の答弁では、県はこの非正規職員は減

少傾向であり適切であるということを答えておりまし

た。これは総務大臣が会見で、官製ワーキングプアを

つくり出している実態に対して反省を込めて、これか

らそういったことの反省と自覚を促しながら、企業に

対して新規採用しろとか言いながら、自分たちは非正

規雇用を使っているということについて、総務大臣が

これを反省をしているんですね。そういった意味では

県も同様な実態が起こっているということからするな

らば、格差の拡大とかあるいはみずから非正規雇用を

つくり出したことに関して、定数削減、人員削減に総

務大臣みずから警鐘を鳴らしておりますので、この見

解をあわせて伺いたいと思います。

　それから、浄水場の委託化についてでありますが、

企業局長の答弁の中では22年から30年、それから23年

は石川浄水場ということで、休日・夜間の効率化を図

るために委託をするという話をしておりました。

　この問題は御承知のように、この県民の命の水であ

る浄水場の管理運転は重要であるだろうと私は思いま
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すが、民間委託をした北海道の北見市の例であります

が、浄水場の運転管理を民間委託をしたら、これが５

万9000世帯に大規模な断水事故を起こしたということ

で問題になっておりました。これはどういうことかと

いいますと、民間委託の中で責任者の体制がない中に

おいて、濁度が2000以上上昇しても対応できなかった

ということが発生したようでありますが、これも安易

に効率化、経費節減を名目に運転技術、それから管理

監督放棄をして委託化に安易に走り出すと、私たち県

民の命がやっぱり危険な状態になるということを物

語ったと思いますが、こういった危険性への状況から

勘案すると、委託化に対することについて、慎重にこ

の石川浄水場の件については考えるべきではないかと

思いますが、このことについて再度答弁を求めたいと

思います。

　それから、６番目の消防の広域化についてでありま

すが、部長の答弁によりますと、財政負担、離島のメ

リットということの観点からこの問題が起こっている

ということで話をしておりましたが、今、広域化の基

本的な指針というのか問題点として、これの１点目

に、現行以上の住民サービスを低下させない、２番目

は、負担金は現行の消防費を基準とする、３番目、消

防力、人員、施設、車両、機械の現行維持、それから

今言った負担金と消防力は５年をめどに精査検証する

というのが基本方針だと聞いておりますが、この基本

方針はこの広域化に向かってしっかり担保がされてな

いのか。それがされてないために浦添市、うるま市、

宮古島市が懸念を表明して参加しないと言っているの

か、その辺を再度答弁をお願いしたいと思います。

　よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時５分休憩

　　　午前11時15分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　崎山議員の再質問に答弁さ

せていただきます。

　まず第１に、前の鳩山総理の発言の中での海兵隊の

抑止力という点で、海兵隊に抑止力はあるのか、どう

思うのかというのを私にお聞きになったんだというこ

とで答弁させていただきますが、海兵隊は四軍といい

ますか、米軍の一つとして抑止力はそれなりに持って

いるのではないかと私は思いますが、ただ、この抑止

力はいろんな専門家の見方、議論、そして定義もある

ようですので、それよりもこの抑止力という言葉を

「方便」として使ったという点がいかがなものかとい

う感じは持っております。

　そして、私が県外へと言っているのは、この抑止力

論というよりもむしろ米軍基地負担の国内における公

平さを確保する上でも県外をしっかりと実現すべきだ

ろうと申し上げているわけでございます。

　次に、稲嶺名護市長さんの政府によるあめとむちの

ような仕打ちに対して毅然たる態度はすばらしい、し

たがって県知事もきちっと一緒になって対応したらど

うかという御趣旨の御質問だと理解して申し上げます

と、これがあめとむちなのかどうかは私は何とも申し

上げられません。しかしながら、国は国の対応をし、

市は市としてきちっと対応されているというふうに理

解はいたしております。

　４番目の県外移設についてのお話で、政府の壁も高

いと、したがって県民世論をまとめて今度は知事が主

催して県民大会を開いたらどうかというお話。

　おっしゃるように、確かに日米両政府とももう辺野

古へという回帰と負担軽減の幾つかを提案し、そこら

辺でとまっておりますから、県外移設ということに対

しては壁も厚く高さも高いというのはひしひしと感じ

ております。これをどう乗り越えるのかという点につ

いてはこれからいろんなことを展開していかないとい

けないと思いますし、議員の御提案もそれはそれとし

て受け取らせていただきたいと思います。

　次に、訪米のスタンスですが、無論これは県外移設

についてを求めるために参ろうと考えているわけでご

ざいます。

　次に、６番目のオスプレイ、これは知事公室長から

お答えさせていただきます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　議員御質問の行政不服

審査法といわゆる地方自治法の一部を改正する法律案

の関連につきましてお答えいたします。

　名護市につきましては、名護市が申請した諸調査に

つきましては、防衛局が行政不服審査法等に基づきま

して名護市に対して不服申し立てをしているというこ

とは承知しております。

　御質問の「地方自治法の一部を改正する法律案」と

の関連でございますけれども、現在、総務省から県に

対して入った情報によりますと、同法の改正といいま

すのは「地方議会制度」の改正でありますとか、ある

いは「議会と長の関係」でありますとか、「住民投票
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制度の創設」等多岐にわたっておりまして、その中に

「国等による違法確認訴訟制度の創設」といったもの

が盛り込まれているようでございます。

　いずれにしましても、法律の条文等もまだ見えてい

ない中で、県としましてはしっかりとこの内容につい

ては注視してまいりたいと。また、名護市の不服申し

立ての関係等につきましてもしっかり情報を収集して

まいりたいと考えております。

　次に、オスプレイの問題でございますが、ＭＶ22オ

スプレイが米国本土で開発時期に事故を起こし、ある

いは昨年、議員が御指摘のようにアフガニスタンで事

故を起こしたことにつきましては承知しております。

現在、こういった情報に基づきましてやはり県民に不

安があるということは認識しておりまして、現在の理

解の範囲ではこれは反対せざるを得ないと考えており

ます。そのためにも政府は、沖縄県、県民に対して

しっかり説明をする必要があり、それを求めていると

ころでございます。

　次に、高江のヘリパッドの問題でございますけれど

も、普天間代替施設の移設問題とヘリパッドの建設と

いうものの関連というのは明らかにされておりませ

ん。高江のヘリパッドにつきましては、御承知のよう

に北部訓練場の過半の返還計画に基づきまして移設予

定地に所在するヘリパッドを残余の施設に移設すると

いう計画でございまして、この件につきましては従前

から県は住民生活あるいは環境への配慮を強く求めて

いるところでございます。引き続きこのような観点か

ら政府に対して住民生活、自然環境への配慮を強く求

めていきたいと考えております。

　次に、キャンプ・キンザーの問題ですけれども、

キャンプ・キンザーにつきましては、いわゆる米軍再

編のロードマップに嘉手納飛行場より南の施設の返還

として明記されているものでございまして、これは

しっかりと実施される必要があると考えております。

また、その諸施設の代替施設等の建築等につきまして

は、これは先ほど来申し上げておりますように、浦添

市と防衛局の間で一定の話し合いが行われているとい

うことでございますので、これを尊重しつつ見守って

まいりたいと考えております。

　次に、消防広域化の問題でございますが、消防広域

化につきましては、財政負担等指針に基づく担保があ

るのかという御質問でございましたが、この消防広域

化の協議会というのは、まず１点目としまして、市町

村の自主性に基づいて自主的にその議論をしていると

ころでございます。その中で昨年５月に先ほど議員が

御指摘されました財政上の問題、５年間負担金を増額

しないでありますとか、機械・機材の現行維持あるい

は消防力の強化といった指針につきましては一定の担

保が得られていると考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　ワーキングプアに関する

再質問にお答えいたします。

　総務大臣の発言は、昨年末の指定管理者制度の運用

について、総務省が留意点を通知した際に対しての発

言だと理解しております。

　総務大臣はアウトソーシング、指定管理者を進める

に当たって、定数削減を主として目的とした結果、非

正規職員数を増加した団体があるのではないか。そう

いう団体があるのであれば、業務と職員数のバランス

をみずから考えて定数管理をしてほしいという意味で

述べたと理解しております。

　本県は、先ほど答弁しましたように指定管理者制度

導入以降、非正規職員の職員を増加しておりません。

今後とも業務と職員数のバランスを考えて業務を進め

てまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時22分休憩

　　　午前11時23分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企業局長。

　　　〔企業局長　宮城嗣三君登壇〕

○企業局長（宮城嗣三君）　それでは崎山議員の再質

問にお答えいたします。

　民間委託に伴う安全性の確保についてお答えをいた

します。

　浄水場の民間委託に伴う安定性・安全性の確保につ

きましては、受託者に対しまして、会社及び配置技術

者について類似業務の経験及び資格を有することを条

件とするなど入札参加基準を厳しくするとともに、運

転管理マニュアル等の各種業務マニュアルの整備や業

務習熟訓練等を行うことにより受託者の技術力の向上

の確保を図っております。

　また、委託時間帯における緊急を要するトラブル発

生等に対しましては、緊急連絡網の整備により企業局

職員が迅速にフォローできる体制を構築するなどの対

策を講じているところでございます。

　また、企業局全体で約16万立方メートルの原水調整

池容量があります。約９時間分の原水を確保できるこ

とや、企業局全体で約36万立方メートルの配水池容量
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があり、約21時間分の水道水を確保できるなど、非常

時における水道用水の安定供給体制を整備していると

ころでございます

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　キャンプ・キンザー

内の郵便局の補償についての再質問にお答えいたしま

す。

　県道浦添西原線の港川道路の新設に伴いまして、郵

便局が移転することになっておりますが、その補償と

して13億円の要求があるかどうかについては、その事

実はございません。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　崎山嗣幸君。

　　　〔崎山嗣幸君登壇〕

○崎山　嗣幸君　では再々質問をさせてもらいます。

　１点目の、鳩山前首相の海兵隊の抑止力は方便だっ

たことの話でありますが、知事は先ほどの答弁でも四

軍は抑止力を持っているということを言っているよう

に受けとめましたけれども、この問題は四軍の問題だ

けではなくて、日米合意をして辺野古に移設した理由

として鳩山前首相はこの海兵隊は抑止力があるからそ

こに持ってきたと、せざるを得なかったという理由を

言っているんであって、このことがとってつけた理由

だったというのが鳩山前首相が言っている方便だった

というんですね。

　この問題の本質は、海兵隊の抑止力がないというこ

とを鳩山前首相が認めたことに本質があるんですよ

ね。これは、そうなると引き継いでいる菅首相も日米

合意、辺野古移設の理由が破綻をしているんですよ。

このことが今大きく問われているんですね。だから知

事は、今言ったように四軍はあると言っているんで、

聞いているのは、海兵隊は海外などで救出の任務とし

てやっていること自体が何ら抑止力にならないんじゃ

ないかということを言っているんであって、知事はこ

の海兵隊の抑止力はどう思っているのかということに

ついてしっかり答えてもらいたいのが、私は、これが

一点なんですね。そういうことじゃないと、知事は鳩

山前首相と一緒なのかということになりますよという

ことになるんです。それを明確にしないと、方便だと

みずから語っているわけだから、これは本人が引っく

り返しているわけだから、知事はしっかりと海兵隊は

抑止力にならないということを明確にしないと同じに

なりますよ、鳩山前首相と。だから、菅首相はこれは

違うと言っているんですよ。鳩山さんのと自分は違う

と言っているので、菅首相は多分に抑止力はあると

言っているのかなと私は思うんですが、これはどう思

うかということも知事に私は聞いているんです。もう

これは明確にしたほうがこれからの対応としていいん

ではないかと思っていますので、明解にしてもらいた

いと思います。

　それから、知事の県外移設に向けての行動計画であ

りますけれども、皆さん、先ほど知事の答弁でもある

ように、やはり県外移設とこれは従来知事が公約をし

ている、取り組んだとか、芽出しをしたとか、頑張っ

たからということで、これが許される話ではないです

ね。知事は県外移設を公約にしっかりした以上、みず

からの政治責任においてこの普天間基地を県外に実現

させていくという県民との約束があるわけですよ。そ

ういったことからするならば、日米両政府、厚い壁が

あると。政府も何ら県外は考えていないと、辺野古あ

りきだと。先ほど私が言ったように、名護市にあめと

むちを使ってここに受け入れさせようとしていると。

そういったことに対して知事は、県外だと言っている

と。ここをしっかりと知事が県民世論を盛り上げてい

くという意味では、先ほども知事が先頭に立って県民

大会をやったらどうかと、これぐらいやらないと日米

両政府は動かないです。知事はその辺に対する決意を

持って行動計画をつくらないと、ただ研究機関とか、

安全保障シンポジウムじゃ済みません、これは。全日

本国民に訴えていくならば、沖縄県民が総立ち上がり

をしていく、私は知事の責任があるんではないかと

言っているんです。そのことについて、知事は行動計

画をつくるんであるならば、県民世論を盛り上げて日

米両政府に当たっていく、その重大な決意を改めて示

すべきではないかと私は問うているんです。このこと

をぜひ知事から、再度力強い決意を私は求めたいと思

います。

　それからオスプレイの件については、反対せざるを

得ないということの答弁だったと思いますから、しっ

かりこれからそういう態度で臨んでもらいたいという

ふうに思います。

　この答弁よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時36分休憩

　　　午前11時37分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　崎山議員の再々質問に答弁

させていただきます。

　まずこの海兵隊の抑止力論ですが、ちょっとまだ私
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の御質問の受けとめ方に従ってお話したいと思うんで

すが、まず第１に、鳩山さんが「方便」という言葉を

使ったからといって彼が断定的に海兵隊に抑止力があ

るとかないとかはっきり言ったかどうかは定かではあ

りません。ですから、これは「方便」だと言ったこと

から演繹していくと、ないというふうに聞こえるとい

うふうにも思いますが、鳩山総理が断定的にそう言っ

たかどうかは私のほうではよく知りません。

　第２に、さらにこの菅総理が抑止力があるというふ

うに言われたということで、これについて仲井眞はど

う思うのかという御質問については、これは菅さんの

これも私は正確には聞いておりませんが、ただ一般論

として軍隊そのものは大きな抑止力、概念の中では当

然のこととして抑止力と呼ぶべきものはそれなりに

持っていると私は思っております。

　それから次に、県外へということは仲井眞はもっと

腹を決めて県民世論を喚起してしっかり当たらないと

だめだと。

　ですから先ほど申し上げましたように、政府の壁も

高く厚いし、それは申し上げるまでもなくよく感じて

おります。しっかりと取り組んでまいります。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

　　　〔仲宗根　悟君登壇〕

○仲宗根　悟君　県民の皆さん、こんにちは。

　議席18番、社民・護憲ネット、仲宗根悟でありま

す。

　会派を代表いたしまして、２月定例会、予算議会に

おいて行政一般について質問を行います。

　ことしは、例年になくプロ野球が燃えて、この沖縄

のキャンプ地、実はきのうも私家族を連れまして――

私は議会ですけれども――家族のほうはキャンプ地を

めぐって非常に興奮をしたと、スタープレーヤーを目

の当たりにしながら非常に興奮したと。毎晩のように

ワイドショーやあるいはニュースなどから、キャンプ

を取り上げる番組が続いて、この温暖な沖縄が全国に

発信をしていくという意味では、私たちも観光、これ

を契機にどんどんどんどん来ていただきたいなという

ような希望の話で本当は締めくくりたかったんですけ

れども、やはりこのことは申し上げなければいけな

い、この国の政権の変節ぶりであります。また、怒り

を通り越してあきれるばかりであります。沖縄を愚弄

する発言が閣僚からどんどんどんどん飛び出してまい

りました。基地負担に感謝、あるいはしんしゃく、

「甘受」に続き、「方便」発言であります。無責任に

もほどがあります。「方便」で片づけられて沖縄の将

来が決定づけられてしまってはたまったものではない

というふうに思っています。こうした発言は、やはり

沖縄に関する知識が乏しいのかなと思ったりもするん

ですが、この基地問題の諸相も知らないゆえに発する

本音を露呈したものだというふうに言えます。余りに

も理不尽であります。希望から失望への責任は大き

い。沖縄からすべての米軍基地を撤去せよの県民の怒

りは、もうすぐそこまで来ていることをこの政権は知

るべきであろうと思いながら、質問に入りたいという

ふうに思います。

　まず最初に、１、新たな沖縄振興法の政府への提言

に関してであります。

　沖縄振興計画が大きな節目を迎え、次年度が最終年

度であります。これまでの振興計画を検証し、現振興

計画にかわる新たな振興計画をどう構築するか、そし

て豊かで活力あふれる沖縄県をどう描き実現するか、

県民全体で英知を結集し実りある成果を得たい振興計

画でなければならないというふうに思います。そのた

めにもこれまでの本県の置かれた地理的・歴史的背

景、基地の過重負担などをあわせ持って考えても国の

役割、この国の責任を明確に求め、完成しなければな

らないものだというふうに考え、以下質問を行いま

す。

　茨、2011年度で沖縄振興特別措置法の期限が切れる

が、現行の沖振法にかわる新たな振興法に求める制度

の特徴は何か。

　芋、新たな制度を求めるに当たっては、本県がこれ

まで実現できなかった自立経済に向け大きな飛躍を打

ち出していくものであり、しっかりと国の責任におい

てなすべきと明確に位置づけるよう臨むべきでありま

す。県の見解を伺います。

　鰯、軍用地の跡地利用は最重要であります。その手

法や期限といった枠組みをどう位置づけるかの法制度

は絶対不可欠であります。どう取り組むのか伺いま

す。

　允、昨年策定した21世紀ビジョンを実現するため

に、各分野での課題をどのように盛り込んでいくか伺

います。

　印、制度の内容は市町村や関係団体への説明は行っ

たのか。その際、意見や要望等はどのようなもので

あったのか。そしてまたどう反映するか伺います。

　次に２番目でありますが、爆音が激化する米軍嘉手

納基地の運用に関してであります。

　米軍嘉手納基地所属の米戦闘機Ｆ15、訓練移転中も

含め外来機などの飛来に負担軽減の実態が見えてきま

せん。騒音被害は増すばかりであります。基地周辺自

治体と交わした騒音防止協定は、なし崩し状態であり
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ます。その上、パラシュート降下訓練をも強行してき

ました。こうした嘉手納基地の航空機の騒音被害、基

地の運用のあり方などを問う第３次嘉手納爆音訴訟の

提訴に向け、周辺住民２万2000人余りが今準備を進め

ています。周辺市町村の15人に１人が参加したことに

なります。基地を提供しながらやりたい放題の米軍に

口を挟まぬ日本政府に対する我慢の限界を超えたあか

しであり、過重負担を追わせ続けられている県民の怒

りであります。

　米軍嘉手納基地の運用について、以下質問を行いま

す。

　茨、負担軽減は名ばかり、米海兵隊岩国基地所属の

ＦＡ18ホーネット戦闘攻撃機や米アラスカ州アイルセ

ン基地所属のＦ16戦闘機やＦ22戦闘機など外来機が飛

来し、騒音の激化に住民の被害は深刻である。被害実

態をどう把握しているか｡また、どのような対策をな

し、政府はどのような対応をしているか伺います。

　芋、騒音防止協定は形骸化をしています。協定遵守

及び負担軽減を迫るべきであります。沖縄政策協議会

負担軽減部会での嘉手納基地に関してどういうことを

求めたか伺います。

　鰯、米軍嘉手納基地の周辺住民が米軍機の騒音によ

る精神的苦痛などを訴え、米軍機の夜間・早朝の飛行

をとめようと提訴に向け準備を進めている第３次嘉手

納爆音訴訟は、原告数が２万2000人を超えることが確

実となった。その背景にあるのは、過去２回の高裁判

決で違法認定された騒音が一向に改善されず、騒音防

止協定の実効性がない現状への怒りのあかしである。

県の見解を伺います。

　允、２月16日、周辺自治体・住民の抗議にもかかわ

らずパラシュート降下訓練を強行した。基地使用に関

する日米合意（ＳＡＣＯ合意)を全く無視した行為で

あり、断じて許されない。またこのことは07年に外務

省と例外措置を設け、県、当該市町村にも説明もない

まま約束を取り交わしたとする報道があった。事実で

あれば言語道断である。そのことも含め見解を伺いま

す。

　３番目に、地域を支える産業の育成と創出に関して

お聞きをいたします。

　自立経済の構築には、仕事づくり、働く場の創設な

どが重要な一つだと認識をしております。本県の企業

誘致の取り組みには、企業が腰を据え、仕事のしやす

い魅力のある条件でなければなりません。また、中小

企業はこれまで本県の経済発展に大きく貢献をしてき

ました。もともと足腰が弱い上に経済不況の影響をも

ろに受けやすい中小企業の支援のあり方も再検討が必

要ではないかと思います。また、中小企業の活路の一

つである県産品の販路開拓、物流対策事業は中国への

市場開拓へは大きく展開をでき、戦略であると思いま

す。多くの企業の参加の機会を創設すべきでありまし

て、また本県の歴史・風土から織りなす伝統工芸は、

観光や民俗学習にもその役割は大きいものがありま

す。先人たちの自然と共存しながら、伝え受け継がれ

てきた伝統工芸をさらに発展の道筋にするには、後継

者の育成や販路の確保が求められます。

　これらの施策について、以下お聞きをいたします。

　茨、企業立地促進の施策を伺います。

　芋、知的所有権、産業財産権等の情報提供及び有効

活用の促進、取得支援の具体的施策について伺いま

す。

　鰯、販路開拓と物流対策は県産品の中国市場拡大で

はマーケティング調査、プロモーション事業は大きな

戦略だと感じます。参加する企業や販売店の拡大など

が望まれると思うが、具体的な施策を伺いたいと思い

ます。

　允、県単融資事業についてでありますが、中小企業

の事業活動に必要な資金の円滑化を図り、県内中小企

業の振興に寄与すると事業の目的は述べていますが、

毎年のように執行率が悪い、法令、条件、規則等の

ハードルが高いのかどうか、どこに原因があるのか、

融資制度要綱の見直しも必要ではないのか伺います。

　印、本県伝統工芸産業の育成について、現状、後継

者育成対策、販路の拡大などの支援策はどのように行

われているか伺います。

　４番目の観光振興に関してお聞きをいたします。

　本県観光は、製造業や農林水産業など、他産業への

波及効果は大きい総合産業であり、押しも押されぬ

リーディング産業であります。しかしながら、近年は

景気低迷や円高の影響で国内や海外リゾート地との競

合する中で、新たな沖縄観光の魅力づくり、誘客プロ

モーションの展開が求められようかと思います。

　その施策についてお聞きをいたします。

　茨、2011年度「ビジットおきなわ計画」案をまとめ

たとしているが、その概要について伺いたいと思いま

す。

　芋、観光客650万人を目標としているが、量より質

との声もあるようだがどうか伺いたいと思います。

　鰯、観光客にまた来たいと思ってもらえるような取

り組みは、受け入れ体制の充実を図り満足度の向上の

施策も大事だと思うが、どのような取り組みで臨むか

伺います。

　允、外国人観光客入域者が増加傾向であり喜ばしい
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ところであるが、国内広域連携との関連によるものな

のか、あるいは県独自によるものなのか伺います。

　印、沖縄本島・離島間の修学旅行について、運賃や

コストの面がかなりの壁となって実現に厳しいようだ

が、修学旅行の助成支援の方法はないか伺います。

　５番目の医療福祉に関してお聞きをいたします。

　病院事業においては、平成21年度から平成23年度ま

での３年間を「経営再建期間」と位置づけ、「経営再

建計画」を策定し、国の公立病院特例債の活用、一般

会計からの支援強化、経営努力等によって各病院の経

営改善がなされ、良好に推移していることは評価する

ものでありますが、しかし、産婦人科や小児科など医

師不足の不安要因は依然解消されていない状況であ

り、医師や看護師等の過重勤務が懸念をされます。本

県の地域医療を担っている県立病院の果たす役割は大

きく、患者や利用者の視点に立った医療の確保をどの

ように保つのかお聞きをいたします。

　茨、行革プランで23年度までを「経営再建期間」と

した。独法化も含めて検討するとしたが、23年度では

どのように対応をするのか伺います。

　芋、県立病院の医師不足は慢性的な課題である。医

師確保に向けての取り組み状況を伺う。

　鰯、こども医療センターの７対１の看護体制が実施

され、離職者も減っていると聞きます。どう評価して

いるか伺います。

　允、県立中部病院での７対１の看護体制が実施され

るが、患者や利用者の視点に立った医療が保たれるた

めには何名の定数増が必要か。

　印、県内の救急病院がベッド満床などを理由に消防

からの救急搬送受け入れ要請を拒否するケースが急増

していると聞きますが、その実態と対策について伺い

ます。

　咽、消防からの救急搬送要請拒否をなくするには、

利用する県民の意識改革も必要だと思うがどうか伺い

たいと思います。

　員は、障害者権利条例の制定についてであります。

　障害の有無にかかわらずすべての人の尊厳が保たれ

る社会づくりの促進に関する条例、障害者権利条例制

定について県の見解を伺います。

　因、以下は高齢者福祉についてお聞きしますが、高

齢者を取り巻く状況には数多くの課題があります。今

なお孤独死を遂げる実態が挙げられます。人生の終え

んをだれからもみとられることなく閉じていくのは余

りにもわびしいことであります。死後かなりの日数を

経てからしか気づかないといった地域の希薄さも指摘

をされます。そうならないような人と人とが支え合う

地域づくり、高齢者が安心して暮らせる環境づくりが

望まれます。また、介護を必要とされたとき、必要な

介護が受けられる施設の充実も図らなければなりませ

ん。

　高齢者福祉対策について、以下伺います。

　因番、健康福祉社会の実現に向け、高齢者が楽しく

愉快に安心して生活できるシステムを再構築するとし

ていますが、具体的な方策を伺いたい。

　姻、人と人とのつながり、ともに支え合うユイマー

ル社会の構築に向けての施策の展開はどのようなもの

か、効果的な事例が行われているのか伺います。

　引、地域密着型介護老人福祉施設の整備状況につい

て、介護保険制度が目指すものは、いつまでも元気で

暮らし、たとえ介護を必要とすることになっても住み

なれた地域で尊厳を保持してその人らしく暮らすこと

ができるような地域を構築していくものであると考え

ます。介護を必要としている人が入所できるよう施設

の充実整備が必要であります。この整備状況について

伺いたい。

　６番目、教育行政に関してお聞きをいたします。

　学校経営においては、時代や時折々の求めに即した

経営環境を整え、望ましい教育環境づくりは行政の最

大の責務であります。本県の教員定数内の正規教員率

の問題、地域運営校等対応が求められてまいります。

また、新石垣空港建設予定地で発見されました古代の

人骨は、学術的には大きな価値があるとしています

が、これらの施策についてお聞きをいたします。

　茨、教員定数内の正規教員率が沖縄県は83.1％で全

国平均の93.7％より10ポイント以上で、臨時教員の割

合が全国の中で高い。県教育庁は、定数内の臨時の数

字を本務採用に進める方針であるが、具体的な施策に

ついて伺います。

　芋、コミュニティースクールについて、この制度は

住民が参加する学校運営協議会が授業内容や教員人事

を承認し､地域の特性を生かした学校づくりをするの

がねらいとしています。どのような見解か伺いたいと

思います。

　鰯、約２万年前の人骨が発見されました新石垣空港

建設予定地の｢白保竿根田原洞穴｣では、今度は2000年

前から4000年前の人骨が新たに発見されたとしていま

す。どう評価しているか伺います。

　允は、少々訂正をお願いしたいと思います。「同じ

層で」とくだりがございますが、「層」を消していた

だきたいと思います。同じ場所、洞窟により各時期の

違う化石の発見はどのように評価されるのか伺いたい

と思います。
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　環境行政に関してお聞きをいたします。

　豊かな自然環境、地域環境の保全、持続可能な循環

型社会の実現は環境への負荷を低減することにありま

す。一般廃棄物及び産業廃棄物の減量化やリサイクル

に関する県民意識の高揚を図ることも重要でありま

す。本県の目指す環境共生型社会の構築に向けた施策

を伺います。

　茨、本県のごみの再資源化の取り組み状況、リサイ

クル率はどのようになっているか伺います。

　芋、生ごみ、剪定木などの肥料として土に返す、地

力アップにもつながり、農産物の生産性向上が図られ

ます。その取り組みについて伺います。

　鰯、海岸漂着ごみの現状とその対策について伺いま

す。

　８番目、警察行政に関してお聞きをいたします。

　政府広報や行政広報、ラジオ、テレビ、新聞などの

呼びかけなどにもかかわらず、一向になくなることが

ない詐欺行為。次から次へと手を変え品を変えと巧み

に人の心をもてあそび、お金をだまし取る、卑劣きわ

まる詐欺の犯罪。また、警察はもちろん行政、地域の

これもまた呼びかけにも馬耳東風のごとき改善されな

い飲酒運転、この不名誉の記録更新には心を痛める県

民も少なくないはずであります。

　これらの対策について、以下伺いたいと思います。

　茨、オレオレ詐欺、架空請求などの振り込め詐欺が

後を絶たない。最近では銀行員を装い、直接出向き、

キャッシュカードをだまし取り現金を引き下ろす犯行

が増加しているとのことでありますが、本県の現状と

対策について伺います。

　芋、飲酒運転根絶条例を制定したにもかかわらず、

人身事故発生件数に占める飲酒絡みの構成率が全国

ワーストを更新したと伝えられた。いま一度の県民ぐ

るみの運動の取り組みが必要である。対策について伺

います。

　９番目の平和行政に関してお聞きをいたします。

　茨、平和を祈る歌「さとうきび畑」の歌碑建立につ

いてであります。

　「ざわわ、ざわわ」の歌詞で知られる「さとうきび

畑」の歌は、1967年に沖縄県で誕生をいたしました。

作者故寺島尚彦さんは、沖縄のさとうきびの土の下に

いまだ埋もれたままの戦没者たちの魂に揺り動かされ

るようにこの作品を書き上げたとしています。彼の意

を継ぎ、非戦の誓いを胸に全国各地でコンサート活動

を展開していくとのことであります。平和への祈りを

沖縄からとわに発信し続けるために「さとうきび畑」

の歌の碑を、去る大戦の米軍上陸の地、読谷村に建立

するプロジェクトが挙がっています。県の見解を伺い

たい。

　芋、戦争遺跡の保存・活用についてであります。

　県内には整備されず放置されたままの戦争遺跡が数

多くあります。これらを整備し、戦争の悲惨さを後世

へ語り継ぐものとして、また学習の場としての保存・

活用がされるべきです。その施策についてお伺いをい

たします。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　ただいまの仲宗根悟君の質問

に対する答弁は、時間の都合もありますので午後に回

したいと思います。

　休憩いたします。

　　　午後０時３分休憩

　　　午後１時22分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　午前の仲宗根悟君の質問に対する答弁を願います。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　仲宗根悟議員の御質問に答

弁させていただきます。

　まず第１に、新たな沖縄振興法の政府への提言につ

いてという御質問の中で、新たな振興法に求める制度

の特徴と国の責任の位置づけについてという御趣旨の

御質問にお答えいたします。１の茨と芋が関連いたし

ておりますので、恐縮ですが一括してお答えいたしま

す。

　21世紀ビジョンにおける議論や沖縄振興計画総点検

結果で示された成果と課題を踏まえて離島県ゆえの不

利性を克服するとともに、魅力ある自然環境や独自の

文化、そして若年者の比率が高い潜在力、成長著しい

東アジアの中心に位置する優位性などを最大限発揮す

ることにより、自立型経済の構築や県民福祉の向上が

図られる制度が必要と考えております。

　このため、競争力の高い税制優遇による経済特区、

そして離島定住支援、また交通・物流コストの抜本的

軽減など沖縄県の地域特性を踏まえた特徴的な制度を

検討しているところでございます。あわせて、これら

の施策につきましては、沖縄の持つ歴史的、地理的、

そして自然的、社会的な特殊事情を踏まえまして、沖

縄振興に関する国の役割ないし責務として対応するこ

とを求めてまいりたいと考えております。

　次に、地域を支援する産業の育成に係る御質問の中

で、企業誘致の施策についての御質問にお答えいたし

ます。

　沖縄県では、経済特区における税制優遇措置等の活
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用を初め情報通信関連産業の集積拠点としてのＩＴ津

梁パーク事業や初期投資軽減のための賃貸工場の整備

など多くの県独自の支援事業も実施し、計画的な企業

誘致を進めているところでございます。また、精力的

に企業訪問や各種企業誘致セミナーを実施してきた結

果、約10年で242社の立地と１万8712名の雇用創出に

つなげているところでございます。この実績をさらに

伸ばせるように、引き続き企業ニーズに沿った魅力あ

る投資環境の整備と国内外へのＰＲを強力に進めてま

いりたいと考えております。

　次に、観光振興に係る御質問の中で、2011年度「ビ

ジットおきなわ計画」の概要についての御質問にお答

えいたします。

　2011年度の「ビジットおきなわ計画」では、入域観

光客数650万人、うち外国人40万人、観光客１人当た

りの県内消費額７万円、観光収入4550億円を目標値と

して設定することを検討いたしております。

　具体的には、「外国人観光客誘致の強化」、そして

「付加価値の高い旅行の促進」、そして「新規市場の

開拓」、「受入体制強化による満足度の向上」の４つ

を基本的戦略として目標の実現に取り組んでまいりま

す。特に、外国人観光客の増加に向けて航空会社への

トップセールスやチャーター便に対する支援などを実

施するとともに、欧米、ロシア、そして東南アジアな

どの新規市場における誘客活動を強化してまいる所存

でございます。

　次に、医療福祉に係る御質問の中で、平成23年度の

県立病院改革への対応についての御質問にお答えいた

します。

　平成23年度においては、「県立病院のあり方に関す

る基本構想」に基づき、平成22年度における経営再建

計画に沿った経営全般にわたる改革の取り組みの成果

を引き続き検証することといたしております。

　なお、病院事業の経営形態につきましては、経営再

建検証委員会によります平成23年度決算の検証結果も

参考にして最終的に判断することといたしておりま

す。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　新たな沖縄振興法の政府

への提言についての御質問の中で、跡地利用に関する

新たな法制度についてお答えいたします。

　県の求める跡地利用に関する新たな法律におきまし

ては、沖縄振興費と別枠での予算確保と行財政上のさ

まざまな制度・施策の実施、中南部都市圏の跡地にお

ける国の責務による事業実施主体の確立と国費による

事業実施、地主への給付金支給期間の延長などのほ

か、早期の跡地整備を図るために、返還前からの基地

立入調査の実施や汚染等の原状回復措置の徹底等の制

度を盛り込んでおります。現在、制度の細部について

国との協議を行っているところでありますが、県の要

請した内容が新たな法律に盛り込まれるよう鋭意取り

組んでまいりたいと考えております。

　同じく新たな沖縄振興法に関連をして、21世紀ビ

ジョンの各分野での課題についてお答えします。

　新たな法律に盛り込むべき制度の検討に当たって

は、21世紀ビジョンにおける議論や沖縄振興計画総点

検の成果と課題を踏まえて、県民が求める５つの目標

分野ごとに政策課題を整理するとともに、基地跡地や

離島など国の責務に基づく解決が必要な４つの固有課

題についても明らかにしたところであります。このこ

とを踏まえ、各分野ごとの制度内容を例示しますと、

自然・環境・文化に関しては、「自然環境の保全・再

生支援制度」や「沖縄文化振興及び産業創出・育成制

度」、安全・安心については、「新たな子育て支援制

度」、産業・雇用においては、「国際観光推進制

度」、新たなリーディング産業育成に向けた「国際物

流経済特区」、「沖縄型雇用促進税制」、人材育成に

関しては、「国際性に富む人材育成留学制度」などに

ついて現在検討・調整を進めているところでありま

す。

　同じく新たな沖縄振興法に関連をして、新たな制度

に関する市町村等への説明状況等についてお答えしま

す。

　新たな制度につきましては、昨年12月に取りまとめ

た「新たな沖縄振興のための制度提言（中間報告）概

要」をもとに、県内すべての圏域での意見交換会の開

催や県ホームページへの掲載等により周知と意見募集

を図ってまいりました。その結果、市町村や経済団体

等から産業振興、子育て・福祉・医療、離島振興など

の分野において多数の御意見が寄せられております。

寄せられた御意見につきましては、制度案の内容の検

討作業を進める中でその趣旨が可能な限り反映される

よう努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　嘉手納基地の運用につ

いての御質問の中で、嘉手納における騒音被害実態の

把握、対策、政府の対応についてお答えいたします。
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　県は、関係市町村と連携し、毎年度嘉手納飛行場周

辺における航空機騒音調査を実施し、その実態を把握

しているところでございます。平成21年度の測定結果

によりますと、嘉手納飛行場周辺の15測定地点中９地

点でうるささ指数が国が定める環境基準値を超過して

おります。

　県は、これまで嘉手納飛行場周辺における航空機騒

音の軽減について、機会あるごとに日米両政府に対し

強く要請してきており、去る２月７日から９日にかけ

て軍転協を通じ航空機騒音規制措置の厳格な運用など

による航空機騒音の軽減を日米両政府に対し求めたと

ころであります。

　去る１月20日、防衛省から日米合同委員会におい

て、航空機訓練移転のグアム等への拡充について合意

がなされた旨の発表がありました。今回示された訓練

移転の拡充につきましては、負担軽減につながるか、

今後地元市町村とも連携し十分に精査していきたいと

考えております。

　次に、騒音防止協定の遵守及び負担軽減を迫ること

と負担軽減部会での要求についてお答えいたします。

　県は、昨年９月に開催された第１回米軍基地負担軽

減部会において、航空機騒音に対する具体的かつ実効

性のある対応策、住宅防音工事の対象区域の拡大など

を求めました。また、去る１月25日に開催された第２

回負担軽減部会においては、航空機訓練移転のグアム

等への拡充について具体的かつ実効性のある訓練移転

となるよう求めたところであります。

　県としては、今後ともあらゆる機会を通じ、航空機

騒音の軽減を日米両政府に対して粘り強く働きかけて

いきたいと考えております。

　次に、第３次嘉手納爆音訴訟についてお答えいたし

ます。

　嘉手納飛行場周辺における航空機騒音をめぐって

は、これまで２次にわたる訴訟において騒音被害を認

める司法判断が下されております。今回、新たに嘉手

納飛行場の航空機騒音に関する訴訟が提起されること

については報道により承知しておりますが、依然とし

て目に見える形での負担軽減が図られているとは言え

ない嘉手納飛行場の厳しい騒音実態を示すものである

と認識しております。

　次に、嘉手納飛行場におけるパラシュート降下訓練

についてお答えいたします。

　県は、県民の生命、生活及び財産を守る立場から、

米軍を初め関係機関に対し嘉手納飛行場でのパラ

シュート降下訓練の中止を強く要請してきました。そ

れにもかかわらず米軍が同訓練を実施したことは、周

辺住民を初め県民に多大な不安を与えるものであり、

まことに遺憾であります。

　県としましては、パラシュート降下訓練は、ＳＡＣ

Ｏ最終報告の趣旨に沿って実施されるべきであると考

えており、今後とも嘉手納飛行場において実施するこ

とがないよう日米両政府に対し強く求めてまいりたい

と考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　地域を支える産業の

育成と創出についての中の、産業財産権の情報提供、

有効活用及び取得支援の具体的施策についての御質問

にお答えします。

　特許や商標等の産業財産権の活用につきましては、

中小企業等の競争力強化や地域産業の活性化につなが

るため、沖縄県では産業財産権の創造・保護・活用に

向けた総合的な支援を行っております。

　具体的には、社団法人発明協会沖縄県支部に設置し

ております沖縄県知的所有権センターに専門アドバイ

ザーを配置し、特許情報の利活用や技術移転等に関す

る支援を行っております。また、産業財産権に関する

講習会を実施するとともに、産業まつりにおいてすぐ

れた発明等を表彰することにより産業財産権制度の普

及啓発に努めております。

　同じく地域を支える産業の育成と創出についての中

の、県産品の中国市場拡大に向けた施策についての御

質問にお答えします。

　県産品の中国市場拡大を図るため、これまで沖縄県

では物産展や商談会などへの取り組みを通じて中国市

場を目指す企業を支援しております。また、平成22年

度から中国においてテスト販売を中心とするマーケ

ティング調査やバイヤー招聘を実施するとともに、県

産品の販売促進プロモーションを展開し、県内企業が

中国市場を開拓する上での指針となる戦略を取りまと

める「県産品中国市場拡大戦略構築事業」を実施して

おります。本年度のテスト販売では、深媛と上海にお

いて現地の輸入卸問屋や高級スーパー３社との連携を

図りながら、黒糖やレトルト食品などの県産品を店頭

に置いて中国の消費者にアピールしてまいります。な

お、平成23年度は対象地域を広州、北京、成都、マカ

オに広げテスト販売店舗をふやしていくとともに、中

国市場を目指す県内企業に広く呼びかけ、参加企業を

拡大して実施していく予定であります。

　同じく地域を支える産業の育成と創出についての中

の、県融資制度執行率低下の原因等についての御質問
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にお答えします。

　最近の県融資制度の執行率の低下については、金融

円滑化法や景気対応緊急保証制度の効果により、全国

と同様に県内中小企業者の資金需要が大分落ちついて

きたことがその要因となっております。そのほか、中

小企業セーフティネット資金等の融資枠が一定程度確

保されていることも要因として考えられます。

　県融資制度の利用促進に当たっては、今後とも中小

企業者に対し各資金の周知を図るとともに、資金ニー

ズを踏まえた融資期間の延長や融資条件の緩和を含

め、融資制度要綱の見直しを図っていきたいと考えて

おります。

　同じく地域を支える産業の育成と創出についての中

の、伝統工芸産業の現状と支援策についての御質問に

お答えします。

　本県伝統工芸産業の現状は、全国的な需要の低迷、

県外や海外からの安価な類似工芸品の流入、産地にお

ける生産従事者の高齢化など厳しい状況にあります。

　本県工芸産業の生産額は、昭和57年度の57億5500万

円をピークとして、その後増減を繰り返しながら、平

成21年度は41億1000万円となっております。

　後継者育成対策については、産地組合が実施する後

継者育成事業に対して助成を行うとともに、工芸技術

支援センターにおいても研修事業を実施し、これまで

3684人を育成し、その中から伝統工芸士など本県工芸

産業を担う多くの人材が生まれております。

　また、販路の拡大については、市町村、産地組合と

連携し、沖縄工芸ふれあい広場を開催するとともに、

首都圏や県外での展示会支援などを実施し、県産工芸

品の宣伝普及に努めております。

　観光振興についての中の、沖縄観光の量と質につい

ての御質問にお答えします。

　沖縄観光の持続的な発展には、入域観光客数の増加

と付加価値の高い旅行の促進や人材育成の強化などに

よる質の向上が重要と考えております。

　平成23年度の「ビジットおきなわ計画」では、外国

人観光客の誘致強化に向けて取り組むとともに、全国

エイサー大会などのイベントを拡充し、新たな市場の

開拓に努めてまいります。また、ＭＩＣＥの誘致強化

や医療・文化・スポーツ等を活用した新たな観光メ

ニューの創出に取り組み、付加価値の高い旅行を促進

してまいります。さらに、外国人観光客に対応できる

観光ガイドの育成や観光案内サインの拡充等に取り組

み、安全・安心な沖縄観光を確立してまいります。こ

れらの施策の展開により量的な確保を図りつつ質の高

い観光地の形成に向けて取り組み、目標の達成に向け

て努力してまいりたいと考えております。

　同じく観光振興について、観光客の満足度向上に向

けた受け入れ体制の充実についての質問にお答えしま

す。

　沖縄観光の満足度を高めるためには、空港、港湾、

道路等の交通インフラ、さらには沖縄らしい景観、観

光施設等の受け入れ基盤の整備はもとより、観光客を

心よく迎える県民のホスピタリティーの向上や観光に

携わる者の接客・接遇体制の充実が重要と考えており

ます。

　このため、関係部局と連携した受け入れ基盤の整備

とあわせて「めんそーれ沖縄県民運動」の推進、「観

光人材育成センター」を活用した研修の実施、観光タ

クシー乗務員認定制度の推進及び小学校における観光

教育教材による観光教育の推進等を行っております。

また、ＩＴを活用した外国人観光客への情報提供や

コールセンターによるサポート、多言語表記の観光案

内板の設置などを行っております。各種アンケート調

査なども参考にして、今後とも観光客の満足度向上の

ため、受け入れ体制の充実に努めてまいりたいと考え

ております。

　次に、同じく観光振興について、外国人観光客誘致

についての御質問にお答えします。

　外国人観光客の誘致については、財団法人沖縄県産

業振興公社及び沖縄観光コンベンションビューローの

海外事務所などの活用を図るとともに、日本政府観光

局と連携しながら、基本的には県独自で取り組んでき

たところであります。しかしながら、昨年の上海万博

においては九州７県と連携して観光ＰＲを行ったとこ

ろであり、今後とも県独自による取り組みを基本にし

ながら、ビジット・ジャパン事業での広域連携や他府

県との共同プロモーションの実施についてもあわせて

検討してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは観光振興につい

ての御質問で、沖縄本島と離島間の修学旅行について

お答えをいたします。

　小中学校の修学旅行は、県の「公立小学校・中学校

の修学旅行実施基準」に基づき実施されております。

本島から離島への修学旅行については保護者の負担と

なりますが、「要保護」、「準要保護」世帯の児童生

徒へは旅費のほとんどが支給されます。また、離島か

ら本島への修学旅行については、「へき地児童生徒援

助費等補助金」の「高度へき地修学旅行費」によって
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旅費のほとんどが支給されます。

　県教育委員会としましては、本島内の児童生徒が離

島の豊かな自然やすばらしい文化に触れる機会が持て

るよう奨励するとともに、どのような支援ができるか

も含めて市町村教育委員会等と情報交換をしてまいり

たいと考えております。

　次に、教育行政についての御質問で、臨時教員の本

務採用の方針についてお答えいたします。

　文部科学省が公表した「公立小・中学校の正規教員

の割合」については、全国平均が93.7％に対し、沖縄

県では83.1％と全国平均と10％以上の差があります。

　臨時的任用教員の割合が高い要因につきましては、

学級担任等の基本的な教職員定数とは別に習熟度別指

導等で特例的に措置されている加配定数について、沖

縄県では臨時的任用教員で対応しているためと考えて

おります。加配定数については、文部科学省の裁量に

よって決定されており、また、年度ごとに変動するた

め、臨時的任用教員で対応してきたところでありま

す。

　今後は、正式任用教員で対応できるよう努めていき

たいと考えております。

　採用者数については、小学校が平成22年度は109

名、平成23年度は250名の予定で141名の増、中学校が

平成22年度は41名、平成23年度は108名の予定で67名

の増となっております。

　今後については、児童生徒数の増減等に伴う教職員

定数や退職者の数、定数改善計画などの国の動向、他

県の状況等を踏まえながら、当分の間、平成23年度と

同程度の採用数となるよう、臨時的任用教員の割合の

改善に向けて年次的に取り組んでまいりたいと考えて

おります。

　次に、コミュニティ・スクール制度への見解につい

てお答えいたします。

　コミュニティ・スクールは、保護者や地域の方々が

一定の権限と責任を持って学校運営に参画し、学校、

家庭、地域社会が一体となってよりよい教育の実現に

取り組むことをねらいとしております。

　平成22年４月現在、全国では31都府県629校が指定

を受けており、校種別の内訳及び実施率は幼稚園が36

園 で0.3％、小 学 校428校 で1.9％、中 学 校157校 で

1.5％、高等学校３校で0.1％、特別支援学校５校で

0.5％となっております。このうち、指定の多い教育

委員会は、京都市162校、岡山市80校、出雲市49校と

なっております。

　県教育委員会としましては、学校、家庭、地域社会

が一体となってよりよい教育、望ましい教育の実現に

向けて取り組むことは重要であり、その制度の導入に

ついては、学校運営に係る選択肢の一つであると考え

ております。実施に当たっては、国や他都道府県の動

向を注視するとともに、学校、保護者、地域で制度の

理解を深め、そのニーズやコンセンサス等を踏まえ、

学校や市町村教育委員会の要請に基づき適切に対応し

ていきたいと考えております。

　次に、新たに発見された人骨及び各時期の化石発見

の評価について一括してお答えいたします。

　白保竿根田原洞穴から出土した人骨は、骨から直接

に年代を測定した結果、約２万年前の国内最古の人骨

であることが確認され注目されました。さらに、今回

の発掘調査により新たに2000年から4000年前の人骨

が、約２万年前の人骨が見つかった地層よりも上に堆

積した地層から発見されました。そのことは、同じ場

所に時代を超えて長い期間にわたり人が住んでいたこ

とを裏づけるものであり、本洞窟及び周辺の環境が人

間の居住空間として適していたことを物語っておりま

す。このような異なる時期の人骨や土器などさまざま

な遺物が出土する遺跡は非常にまれであり、考古学、

人類学などの分野において極めて高い学術的な価値を

有しています。

　白保竿根田原洞穴遺跡は、石垣島の歴史はもとよ

り、我が国の人類史研究の上からも大変重要な遺跡で

あると考えております。

　次に、平和行政についての御質問で、戦争遺跡の保

存・活用等についてお答えいたします。

　戦争遺跡は、沖縄戦の実相を語り伝えるものである

ことから、その保存・活用を図り、後世に継承するこ

とは大変重要なことであります。現在、南城市糸数の

アブチラガマ、南風原町の陸軍病院壕、読谷村のチビ

チリガマなど10数カ所が県内外の小・中・高校生の平

和学習の場として活用されております。

　県立埋蔵文化財センターにおいては、平成22年度か

ら５カ年計画で主要な戦争遺跡の確認調査を実施し、

文化財指定に向けて取り組んでいるところでありま

す。

　県教育委員会としましては、戦争遺跡の文化財指定

に向けて市町村教育委員会と連携するとともに、戦争

の悲惨さ、命のとうとさ等を学び、国際社会の平和に

寄与できる人づくりの場として保存・活用等が図られ

るよう努めていきたいと思います。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　医療福祉についての
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御質問の中で、医師確保の取り組みについてお答えい

たします。

　病院事業局では、臨床研修による医師養成、大学や

民間病院との協力・連携による医師派遣、人的ネット

ワークや地域・離島医療確保モデル事業による医師招

聘など、あらゆる手段を講じて医師の確保に努めてい

るところであります。

　次に、７対１看護体制実施の評価についてお答えい

たします。

　南部医療センター・こども医療センターでは、７対

１看護体制が実施された結果、一人一人の患者のケア

に当たる時間がふえたこと、１人当たりの夜勤回数が

減少したこと、新人の指導、サポートに当たる時間が

ふえたこと、患者からはナースコールの対応が早く

なったなど評価する声が上がっています。

　また、普通退職者数、離職率については、平成20年

度は47名で12％、平成21年度は23名で5.6％、平成22

年度見込み数は20名で4.2％と減少してきておりま

す。

　次に、中部病院の７対１看護体制の実施による増員

数についてお答えいたします。

　急性期の患者に対する看護の質の向上や患者家族へ

の手厚い看護サービスの提供が図られることから、中

部病院で看護師93名を増員し、７対１看護体制を実施

するものであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　医療福祉について

の御質問の中の、救急搬送受け入れの実態及びその対

策についてお答えいたします。

　昨年末ごろから沖縄本島南部地域において救急搬送

件数が増加するとともに、各救急病院が満床状態とな

り、救急搬送受け入れの厳しい状況が発生しました。

その要因は、気候の急激な変化の中で、発熱などによ

る高齢者の救急搬送件数が増加したものと考えており

ます。

　県におきましては、このような状況を受け、これま

で３回の緊急会議を開催し、救急病院間の空きベッド

情報の共有化を図ることにいたしました。また、救急

病院以外の各医療機関に対し軽症患者の受け入れを依

頼するとともに、マスコミを通じて県民に対し「手洗

い、うがいの励行」、「かかりつけ医の受診」を呼び

かけました。

　なお、受け入れが厳しい状況下の中でも、医療機関

の努力によって最終的にはすべての救急患者を受け入

れており、現状においては各救急病院とも平常に戻り

つつあります。

　次に、県民の意識改革についてお答えします。

　救急搬送においては軽症患者の搬送も多く見受けら

れます。このことから県におきましては、安易な救急

車の使用を控えるなど適正な救急の活用について普及

啓発を行っていきたいと考えております。さらに、日

ごろからの体調管理等注意喚起を促すとともに、かか

りつけ医の活用推進を呼びかけていきたいと考えてお

ります。

　次に、障害者の権利条例の制定についてお答えしま

す。

　沖縄県では、障害者が真に地域社会の一員として平

等に暮らし、自立し安心して生活することができるよ

うに障害者の権利擁護を推進するため、第３次沖縄県

障害者基本計画に基づき障害者施策に取り組んでおり

ます。

　障害者の権利条例の制定につきましては、国におけ

る障害者基本法等の改正動向を踏まえ、当事者団体等

との意見交換を行い取り組んでまいります。

　次に、高齢者が楽しく愉快に安心して生活できるシ

ステムについてお答えします。

　沖縄県では、「高齢者保健福祉計画」に基づき、高

齢者が健やかで生き生きと住みなれた地域で暮らし続

けることを支援する施策・事業を実施しております。

　具体的には、地域包括支援センターを中核とする介

護予防と健康づくりの推進のほか、多様な住まい方の

支援、高齢者虐待防止を含む権利擁護及び社会参加の

促進としてかりゆし長寿大学校事業やねんりんピック

選手等派遣事業などに取り組んでおります。

　県としては、平成23年度に同計画の見直しを行うこ

ととしており、今後とも市町村や関係機関等と連携し

ながら、高齢者が健やかで生き生きと暮らしていくた

めの条件整備に努めてまいります。

　次に、ともに支え合うユイマール社会の構築に向け

ての施策の展開と効果的事例についてお答えします。

　近年、少子・高齢化、生活様態の多様化などにより

地域住民のつながりの希薄化が進んでおり、地域にお

けるきずなの再生は喫緊の課題であると認識しており

ます。これらの課題については、市町村や社会福祉協

議会、自治会など住民に身近な団体が主体となり、支

え合い体制を構築していくことが重要であると考えま

す。

　県においては、それらの担い手を育成するための人

材育成や民生委員・児童委員の活動を支援していると

ころであり、また、地域の支え合い活動を強化する観
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点から、平成23年度において、きずな再生に取り組む

民間団体等に対し助成することとしております。効果

的な事例としましては、高齢者の孤立化を防ぐため、

自治会や地域の社会福祉協議会を拠点とした触れ合い

活動、配食サービス、買い物支援などがあります。

　次に、地域密着型介護老人福祉施設の整備状況につ

いてお答えします。

　施設の整備については、第４期沖縄県介護保険事業

支援計画において、５施設141床を整備することとし

ております。現在、１施設29床が整備されており、残

り４施設112床については平成23年度末までに整備さ

れることとなっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　環境行政の御質問の

中で、ごみの再資源化の取り組み状況及びリサイクル

率についてお答えいたします。

　本県における廃棄物の再資源化については、一般廃

棄物は、市町村において資源ごみの分別回収や剪定木

等の堆肥化などの取り組みが行われております。ま

た、産業廃棄物については、産業廃棄物リサイクル施

設の整備促進を図るための補助制度を平成18年度に設

けるとともに、リサイクル製品の利用拡大など再資源

化の推進に取り組んでいるところであります。しかし

ながら、本県のリサイクル率については、第二期沖縄

県廃棄物処理計画の目標値と平成21年度の実績――速

報値でございますが――を比較しますと、一般廃棄物

の目標値22％に対し実績は13.7％、産業廃棄物は目標

値50％に対し48.8％となっており、いずれも目標値を

達成できていない状況にあります。県としましては、

今後ともより一層のリサイクル率の向上のための取り

組みを強化していきたいと考えております。

　同じく環境行政に関連して、海岸漂着物の現状と対

策についてお答えいたします。

　県内の海岸には、国内外からの発泡スチロールや漁

具、流木等が漂着し、自然環境や海岸景観の悪化を招

き、その量は平成21年度の調査で約8600立方メートル

となっております。そのため県では、国の地域グリー

ンニューディール基金を活用し、沖縄県海岸漂着物対

策事業を実施しており、平成21年度に「沖縄県海岸漂

着物対策地域計画」を策定し、県内のほぼ全域を回収

事業の対象となる重点対策区域として指定しておりま

す。本年度は、同計画に基づき、漂着状況の詳細調査

などを実施するとともに、まず石垣市、宮古島市及び

多良間村の海岸において回収を実施いたします。さら

に平成23年度には、残る重点対策区域の回収処理等を

早期に実施することとしております。

　次に、平和行政についての御質問の中で、「さとう

きび畑」歌碑建立についてお答えいたします。

　沖縄県民は、さきの大戦で悲惨な地上戦の体験を通

して命と平和のとうとさを肌身で感じており、世界の

恒久平和を心から望んでおります。このようなことか

ら、沖縄県としましては、平和の礎、沖縄県平和祈念

資料館及び沖縄平和賞などを通して、平和を希求する

沖縄県民の心を県内外へ発信しております。

　米軍の沖縄本島上陸が始まった読谷村に、平和への

祈りが込められた歌「さとうきび畑」の歌碑が建立さ

れることは、大変意義深いものであると考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　環境行政の中で、生

ごみや剪定木などの堆肥化の取り組みについてお答え

します。

　県内の生ごみや剪定木等を原料とした特殊肥料の生

産実績は、平成21年度で1479トンとなっております。

　農地の地力向上を図るためには、堆肥等の有機質資

材を投入し、土壌の団粒化や有用微生物の増加などを

促進することが重要であります。そのため、県として

は、家畜排せつ物に生ごみや剪定木等を加え堆肥化を

促進するため、県内各地において畜産経営環境整備事

業等により堆肥生産施設の整備を進めているところで

ございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　村田　隆君登壇〕

○警察本部長（村田　隆君）　皆さん、こんにちは。

　２月８日付で警察本部長に就任いたしました村田で

ございます。

　安全・安心な沖縄の実現に向け、微力ながら全力で

治安の確保に取り組んでまいりたいと考えております

ので、どうぞよろしくお願いいたします。

　それではお尋ねのありました本県における振り込め

詐欺の現状と対策についてお答えいたします。

　初めに、振り込め詐欺の現状についてお答えいたし

ます。

　本県におきましては、銀行員や警察官を装った受け

取り型・手交型の手口によるオレオレ詐欺の発生はあ

りません。振り込め詐欺の平成22年12月末現在の認知

状況につきましては、認知件数12件、被害総額約526



－ 92 －

万円であり、対前年比では認知件数マイナス41件、被

害総額マイナス約1421万円と減少しております。

　次に、被害防止のための対策についてお答えいたし

ます。

　県警察におきましては、振り込め詐欺の被害を防止

するため、巡回連絡や防犯講話を初め防犯チラシの配

布など、あらゆる警察活動を通じた広報啓発活動、警

察本部に開設してある振り込め詐欺受信専用メールを

活用した振り込め詐欺関連情報の集約・分析及び検

挙、犯人グループの摘発や預貯金通帳、携帯電話の不

正譲渡等の取り締まりなどに取り組んでいるところで

あります。

　また、金融機関等関係機関・団体と連携いたしまし

て、窓口やＡＴＭ周辺での警戒強化や声かけなどによ

る注意の喚起、ＡＴＭ画面への注意喚起メッセージの

表示、被害金額を最小限に抑えるためのＡＴＭ利用限

度額引き下げの呼びかけ、振り込め詐欺被害防止のた

めの「のぼり旗」の掲示やＤＶＤの放映、テレビ・ラ

ジオ放送による注意喚起などにも取り組んでいるとこ

ろであります。

　昨年の発生状況につきましては、大幅に減少するな

ど一定の成果があらわれておりますが、県警察といた

しましては今後とも銀行、郵便局、県民生活セン

ター、防犯ボランティア等関係機関・団体と連携・協

力するとともに、振り込め詐欺に対する県民の抵抗力

や警戒心を高めるため、官民一体となった被害防止対

策を推進していく所存であります。

　次に、飲酒絡みの交通事故の発生状況と県民ぐるみ

の飲酒運転根絶対策についてお答えいたします。

　初めに、飲酒絡みの交通事故の発生状況は、平成22

年中の飲酒絡みの人身事故の発生件数が154件で、前

年に比べ29件増加し、全人身事故に占める割合は

2.37％で、平成２年から21年連続全国ワーストワンと

なっております。飲酒絡みの死亡事故の発生件数は８

件で、前年に比べ５件減少し、全死亡事故に占める割

合は17.02％で平成７年から15年続いていた全国ワー

ストワンを昨年は脱しております。

　次に、県民ぐるみの飲酒運転根絶対策の取り組みに

つきましては、各自治体、地域の事業所、ボランティ

ア等の関係機関・団体と連携して、「沖縄県飲酒運転

根絶条例」に基づく毎月１日の「飲酒運転の根絶運動

の日」の取り組み、祭り、各種イベント会場や大型

ショッピングセンター等多数の市民が集まる場所にお

けるチラシ配布やパネル展示活動、事業所等に対する

「飲酒運転根絶活動マニュアル」を活用した飲酒運転

根絶対策、大型ボードを活用した街頭での広報活動な

どの取り組みを実施しておりますほか、自治会、老人

会や中小事業所等に警察官が出向いての交通安全教

育、自治体、事業所、飲食店等と連携した「ハンドル

キーパー運動」や各家庭での「飲んだらむカエル（迎

える）運動」の促進、事業所等における就業前のアル

コールチェックや飲酒運転根絶宣言書提出の促進、マ

スコミ等各種広報媒体を活用した広報啓発活動などを

推進するとともに、昨年は飲食店に対する「飲酒運転

ダメダメシール」の配布による二日酔い運転防止キャ

ンぺーン活動、米軍人等に対する飲酒運転に特化した

交通安全教育など新たな施策を実施しております。

　しかしながら、飲酒運転の根絶につきましては一朝

一夕になし得るものではなく、県警察といたしまして

は今後とも飲酒運転の徹底した取り締まりはもちろん

のこと、これまでの対策をさらに強化するほか、本年

は運転免許取得年齢に達する高校生を対象とした飲酒

運転に特化した交通安全教育を実施するなどあらゆる

取り組みを行い、飲酒運転のない安全・安心な沖縄県

の実現を図ってまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

　　　〔仲宗根　悟君登壇〕

○仲宗根　悟君　それでは順を追いまして再質問を行

いたいと思います。

　まず新たな沖縄振興法の政府への提言に関してであ

りますけれども、やはり私たちの未来を豊かで活力あ

ふれる美ら島沖縄実現のためには、新たな振興法をか

ち取らなければいけないという気概はこれは執行部も

そして私たち議員一同、同じであると思います。

　国は新法制定の意向を表明し、そして法案策定に向

けての国との調整作業を県は進めているんだというよ

うなことであります。まさにこの振興法が県の主導の

もとで決定されるようにというこれだけの制度を政府

へ求めるわけですから、これはもう壁やハードルはま

た高く、厚く、大きいものがあろうかと思うんですけ

れども、やはり21世紀ビジョン実現のためにも不退転

の決意を持って臨まなければならないというふうに考

えるわけでありますが、どういう姿勢で臨まれるのか

その決意をまず伺いたいなというふうに思います。

　２番目の嘉手納基地の運用に関して２点ほどお聞き

をいたしますけれども、グアム訓練移転をしてその後

の注視をしたいというような公室長の答弁でございま

したけれども、この嘉手納基地所属のＦ15戦闘機は訓

練移転中にもかかわらずまた別の外来機が飛来をし

て、そして訓練名目でまた居座るとそういった状況、

そういったぐあいで負担軽減の実態が見えないという
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のが過去から今までの状況なわけでありますよ。周辺

住民の生活破壊はもうこれは深刻な問題なんです、状

況なんですよ。

　そしてもう一つは、そのパラシュートの問題です

が、これはかつては読谷村の補助飛行場のほうに訓練

地がございましたけれども、伊江村のほうに移ったと

いう経緯をたどっているわけなんです。読谷村では御

承知のとおり、トレーラーをパラシュートからつるし

て落として、当時小学校４年生の女の子が、お母さ

ん、家に落ちるよと呼びかけながら叫びながら犠牲に

なったという事例が大きく取り上げられていますけれ

ども、そのほかにも丸太ん棒、角材をつるした落下傘

が落ちてきて屋根をぶち抜いて台所で夕食を準備して

いる――幸いにして人命には至らなかったものの――

こういったことが起こっているわけですよね。演習前

に風の方向を見るテストで４キロの鉛をつるしたパラ

シュートが風に流されて民家の庭先に落ちると、こう

いった被害が随分あるわけですね。そしてパラシュー

トが降下をしようとするその兵士のヘルメットが今度

は出勤途中の車の真ん前に落ちるとか、こういった事

故をどんどん繰り返してきたわけなんですね。やはり

沖縄ではもうこのパラシュート降下演習をする場所は

ないんだと、狭いんだというようなことをぜひ認識を

させていただきたいんですよ。これは読谷村もしか

り、そして伊江村でもしかりですよ。ターゲットから

随分外れて農耕地のほうの施設外へ落ちてみたり、そ

ういうふうなのが随分あるわけです。今回も海に落ち

てはさあ大変というような意味で、天候の理由をつけ

てこの嘉手納飛行場のほうに移したというようなお話

なんですけれども、本当に沖縄にはこのパラシュート

を落とす場所はないんだと、演習地はほかにどうぞ本

国に持っていっていただきたいというような強い要請

といいましょうか、迫る、そういう気概もほしいなと

いうように思うわけです、この嘉手納基地の運用のあ

り方にはですね。ぜひ政府へ強く迫るべきだというふ

うに思いますが、この点お聞きしていかがでしょう

か、お答えいただきたいと思います。

　あと１点、３次の嘉手納爆音訴訟についてですけれ

ども、33万人の周辺に暮らす方々、市民、村民、町民

がいるわけですが、その中で２万2000人を超えたとい

うこの原告の数に私は非常に全国の皆さんの注目が集

まっているんではなかろうかと思うんです。せめて静

かな夜を返してほしい、基地があるんですがせめて静

かな夜を返してほしい。そして夜間・早朝の飛行を差

しとめていただきたい。そういう願いで1982年には第

１次が起こっていますが、その当時は906名です。第

２次は5541名が2000年に起こしておりますけれども、

今回この４倍に当たる２万2000人です。前回５万5000

人でマンモスと言われた訴訟でありますから、今回こ

れをはるかに超えて、超がつくぐらいもう超マンモス

訴訟であるわけです。最初の提訴から30年、その間に

下級審では４度の違法判断が繰り返されながら、国は

爆音問題を放置し続けてきたわけですね。そして今な

お解決する姿勢を全く見せていないということで、そ

のために爆音被害は悪化の傾向であるんだと。あくま

でも基地を押しつけようとするその構造的沖縄差別の

憤り、あるいはこの怒りが行動を起こしたものだと私

は言えると思うんです。司法の場に訴えない限り、飛

ばし放題、やりたい放題の基地運用から生活を守れな

いとする住民のこの広がった結果がこの２万2000人だ

というふうに思うんです。もちろん基地原告団はこの

爆音に限らず基地のあり方を問い、そして基地問題の

解決の一助になればという思いもあるわけですね。前

回もそうだったと思うんですけれども、県の当局にお

いてはこれまで騒音測定調査など資料提供を行ってい

るわけですけれども、今回もその要請に応じ資料提供

などの支援が可能かどうか、積極的にまたかかわって

いただきたいと思うんですが、その辺についてはいか

がでしょうか。

　３番目ですが、地域を支える産業の育成、創設に関

してなんですけれども、販路開拓、物流対策の中国市

場への仕掛けというのは非常にこれは戦略だと思いま

すし、アジアの人々にこの沖縄県の県産品は非常に嗜

好に合っているものだと、受け入れやすいんだという

ふうに思うんですが、ただその商談会に訪れたバイ

ヤーなどから沖縄産というのをまず知らない、県産品

の認知度が弱いと、知名度がかなり低いといった声が

あるようであります。県産品の知名度を上げる工夫が

大きな課題なのかなと思ったりもしております。その

ことについてどうぞお答えをお願いしたいと思いま

す。

　あと病院の７対１看護なんですけれども、中部病院

のほうではこれから行うわけですけれども、こども医

療センターのほうでも離職者も減ったと、そして超勤

も減ったというような成果が挙げられ、利用している

患者からもナースコールがかかるのが早くなってきた

というような評価の声もあるわけなんですが、これか

らの中部病院の７対１、93名とおっしゃいましたが、

その内訳についてぜひお願いしたいなというふうに思

います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時24分休憩
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　　　午後２時26分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　再質問にお答えします。

　新たな法律策定に向けどのような姿勢で臨むのか、

気概を聞かせてほしいという趣旨の御質問にお答えし

ます。

　これまでの沖縄振興計画に基づくさまざまな施策展

開により、社会資本の整備、それからまた観光・リ

ゾート、情報通信関連産業など一定の成果を上げてき

たというふうに理解をしております。しかしながら、

一方では高コスト構造、それからまた離島の島嶼間の

不利性というふうなものの課題も実際に残っておりま

す。

　そういうふうな状況もありながらも一方ではまた本

県には魅力ある自然環境、それから独自の文化、東ア

ジアの中心に位置するという大きなポテンシャルも占

めているというふうな状況にあると認識をしておりま

す。そしてまた、一方で復帰後38年が経過をいたしま

して、沖縄をめぐる情勢というものは国と地方の役割

の見直し、一括交付金化等の地方主権改革、グローバ

ル経済の進展など非常に節目の状況の中で、我々はこ

の２年間「沖縄21世紀ビジョン」というものを県民挙

げて策定をしてきたというふうに理解をしておりま

す。今後、その「沖縄21世紀ビジョン」の実現に向け

てぜひ議員各位のお力もかりながら、そしてまた県民

も一体となって新たな時代にふさわしい主体的な計

画・制度をつくり上げてまいりたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　嘉手納基地をめぐる御

質問の中で、まず訓練移転の効果等につきましてお答

えをいたします。

　今回、防衛省から示された訓練移転は、従前より機

数が増加するとともに、外来機への対応といたしまし

て従前、訓練移転の間に三沢基地等から飛来していた

戦闘機等をあわせてグアムに訓練を移転する、さらに

支援機材、輸送機等もあわせて移転するというような

説明がありました。

　いずれにしましてもこの訓練移転につきましては、

現在のところその効果等がはっきりしない状況でござ

いまして、しっかりその効果等を見きわめてまいりた

いと考えております。

　次に、パラシュート訓練につきましてお答えをいた

します。

　議員御指摘のとおり、過去にパラシュート訓練をめ

ぐっては悲惨な事故が起きているわけでございまし

て、復帰後、読谷補助飛行場においては44件の事故が

発生したという記録がございます。

　御承知のように、パラシュート訓練につきましては

平成８年のＳＡＣＯ合意に基づきまして読谷補助飛行

場で行われていたパラシュート訓練を伊江島補助飛行

場に移転するということが決められまして、そのとお

り実行されているわけですけれども、今回のように例

外的等との説明のもとに嘉手納飛行場あるいはその他

の演習場で行われるパラシュート降下訓練につきまし

ても、ＳＡＣＯ合意の趣旨を踏まえて行われるべきだ

と考えておりまして、引き続き政府に対しては強くそ

の実施を求めてまいりたいと考えております。

　次に、嘉手納爆音訴訟につきましてその資料提供に

県としてかかわるべきだという御質問がございまし

た。

　これにつきましては、御承知のように第１次嘉手納

訴訟におきましては、原告が5540名、第２次嘉手納爆

音訴訟におきましては原告907名、そして今回は報道

によりますと２万2000人余りの原告が参加していると

いうふうに承知しております。これはとりもなおさ

ず、爆音被害に苦しむ住民の声のあらわれであると県

としては受けとめております。

　訴訟に対する資料提供につきましては、来年度拡大

いたします嘉手納飛行場周辺の爆音状況の調査を踏ま

えまして、必要な資料は提供してまいりたいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　県産品の中国市場拡

大に向けての再質問にお答えしたいと思います。

　やはり中国市場における県産品の認知度不足や価格

等の課題から販路開拓は十分ではなく、市場ニーズを

反映させた商品開発やビジネスマッチングプロモー

ションが必要になっているところであります。

　これまで県は香港を中心にいろいろ取り組んできた

ところでありますが、引き続き、今、県産品中国市場

拡大戦略構築事業というのを実施しておりまして、平

成22年度、23年度にかけて実施しているところです。

その内容については先ほど答弁したところなんですけ

れども、香港を拠点とした市場拡大、背後の広東省も

含めて、それから上海市場での新規開拓、具体的な
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マーケティング調査とか広報宣伝のツール制作とか、

販路開拓のプロモーション、こういうものを今やって

いるところです。23年度につきましては、これをもっ

と広げて広州とか北京とか成都、マカオを拡大すると

ともに、その内容をさらに検討してウエブサイトと

か、見本市とか、フリーペーパー、こういうものをや

りながらあわせて課題を整理して戦略を構築していこ

うという取り組みで今行っておりますので、こういう

基本的な基礎的な調査及びマーケティング調査等を通

して今後とも県産品の中国への市場拡大を続けていき

たいというふうに思っています。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　それでは中部病院の

７対１看護導入による看護師の増の内訳についてお答

えいたします。

　中部病院では７対１看護体制を導入する一般病棟に

配置する看護師を93名増員するとともに、事務執行体

制の見直し等により事務職員等を８名削減する。増員

分と削減の差し引きの結果により病院事業局の職員定

数を85名増員するものでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　糸洲朝則君。

　　　〔糸洲朝則君登壇〕

○糸洲　朝則君　公明党県民会議を代表して代表質問

をさせていただきますが、まず冒頭に、お昼のニュー

スを見ておりましてニュージーランドにおける地震の

被害が報道されておりました。死者75名、行方不明

300名、亡くなった方には本当に御冥福をお祈り申し

上げたいと思います。それと行方不明の皆さんには一

刻も早い救援、そしてまた特に日本人あるいは沖縄の

皆さん方の一日も早い生還を祈念したいと思います。

　それでは質問いたします。

　命ドゥ宝、ユイマール精神に象徴されるように、沖

縄の平和を希求する心と万国津梁の精神は、国際交

流、国際貢献を通し平和の発信地沖縄を世界に宣揚

し、アジアのゲートウェイとしての役割を積極的に果

たすことによりアジア・太平洋地域に信頼と友好を築

くことができると考えます。また、アジアの中心地と

しての地理的条件と日本の各種技術を生かした災害救

援、医療福祉等、山積する課題解決の拠点として貢献

できるものと確信いたします。さらに、南米・北米な

どへの海外移住により世界のウチナーンチュのネット

ワークは36万人を超えると言われております。これら

の条件を生かした施策として、新たなウチナー振興の

ための制度の中心軸に国際交流、国際貢献を目指す国

際交流貢献特区制度の創設を提案をいたします。

　１、国際貢献・国際交流拠点形成について。

　「新たな沖縄振興のための制度提言」（国際貢献）

の中に、「アジア・太平洋地域における平和、人権拠

点の形成による国際貢献」を提案し、知事の所見を伺

う。加えて、同制度で提言されております「アジア・

太平洋地域の災害援助拠点の形成による国際貢献」、

また「健康危機管理体制の確立」についても御説明を

求めます。

　茨、アジア・太平洋地域における平和、人権拠点の

形成による国際貢献。

　過度に米軍基地が集中する沖縄は、アジア周辺諸国

から見れば一大軍事拠点のイメージが強い。悲惨な戦

争を体験した沖縄を県民及び国民の平和を願う心を象

徴する地域として、我が国のアジア・太平洋地域にお

ける平和外交の拠点とすることは国益にも大きく寄与

することになる。また、多様な人権問題を抱えるアジ

ア地域において先進国としての我が国の果たすべき役

割は大きいことから、人権意識の普及啓発と人権問題

に関する研究、解決促進のための国際的な拠点形成を

図る。

　ア、国連機関及び国際機関の誘致・集積。国による

誘致プロジェクトチームの設置及び財政支援措置。

　イ、人間の安全保障を目的とする「平和・人権問題

研究所」の設置。

　ウ、我が国のアジア外交の拠点形成（外務省アジア

局の沖縄移設）等について御説明をいただきたいと思

います。

　芋、来年５月実施予定の太平洋・島サミットについ

て、これまで過去２回の実施を検証して県としての取

り組みを強化すべきと考えますが、いかがでしょう

か。県の対応について伺います。

　鰯、「アジア・太平洋地域の災害援助拠点の形成に

よる国際貢献」についてどのような構想を想定してい

るか伺います。

　ア、国際緊急援助隊の本部及び国際的な災害・救急

医療拠点病院の誘致。

　イ、国際的な防災教育施設及び災害研究施設の誘

致。

　允、健康危機管理体制の確立。

　ア、危機管理情報センターに係る施設整備等に対す

る財政支援措置。

　イ、国立感染症研究所、国立環境研究所等、国の機

関のサテライトオフィスを設置。

　ウ、亜熱帯性気候を有する東南アジア等、近隣諸国
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の衛生担当者、研究者との交流制度等について御説明

願います。

　２、「新たな沖縄振興のための制度提言」の中で、

茨、国際交流貢献の推進をするためには何よりも人材

の育成です。国際性に富む人材をどれだけ育成する

か、語学のみならず外国の文化や歴史に精通した人材

の育成には、実際にその国に住んであらゆる経験と勉

学が必要であることは言うまでもありません。した

がって、留学制度の拡充が望まれます。「100人規模

の海外派遣を実施する」とありますが、その意図する

ところ、派遣する人材の基準等について伺います。

　芋、「スポーツ振興特別地区（スポーツアイランド

特区）」の指定について伺います。

　プロ野球10球団のキャンプを初め、プロ・アマ問わ

ず多くのスポーツ選手が集う沖縄は、年間を通じてス

ポーツに親しむ環境にあることから、国内のみならず

国際的なスポーツのメッカを形成するための支援を図

る必要が求められます。

　以下、施策を提言し県の見解を伺います。

　ア、スポーツ訓練施設やスポーツ医療・リハビリ施

設等の付随施設の整備促進。

　イ、国内外のスポーツ大会やキャンプ誘致等の推進

の強化。

　鰯、「文化・芸能振興特別地区」の指定。

　沖縄には、世界的にも貴重な独自の文化・芸能が息

づいている。それらは日本の宝であり、世界に宣揚す

べきである｡沖縄の独自の文化・芸能を生かして沖縄

振興に結びつけるためにも以下の提言をし、県の見解

を求めます。

　ア、組踊、琉球舞踊、沖縄芝居、民謡、エイサー、

空手などの振興策の強化。

　イ、文化・芸能を生かした国際交流拠点の形成。

　契、県立郷土劇場の建設についてはこれまで何度か

取り上げてまいりましたが、いよいよ現実味を帯びて

まいりました。自治体による誘致合戦も予想されます

が、基本的な知事の考えについて伺います。

　形、空手道会館の建設についても、世界に発信する

沖縄文化の一つとしてどのような考えで進めていかれ

るか伺います。

　３、基地問題について。

　基地問題を議論するとき、これまでは与党・野党、

あるいは保守・革新、常に県内での対立した構図の中

で議論を展開してきました。しかしながら、基地問題

はもはや県民同士が対立した構図ではうまく時の権力

に利用されるばかりで、県民の声が反映されてきたと

は言えません。いわゆる基地問題は、沖縄県民が保革

やあるいは与野党という構図を乗り越えて県民が一つ

になって日米両政府に訴えなければならないと考えま

す。幸いにも去年の知事選挙におきましては、仲井眞

知事も相手候補も県外・国外移設を公約として選挙戦

を戦われました。いわゆる県民の心は、県外移設に固

まったと考えられます。今こそ日米両政府に県外・国

外移設を訴える絶好の機会であると訴え、質問いたし

ます。

　茨、県民世論は普天間飛行場の県外移設を求めてお

り、仲井眞知事が言われる「県民の心をひとつに」と

の文字どおり、県外移設への環境は整った状況にあり

ます。あとは日米両政府及び両国民にどう訴えるかが

大事です。知事の御決意と取り組みについて伺いま

す。

　芋、普天間飛行場の県外移設、海兵隊のグアム移

転、返還合意された米軍施設の返還等について、専門

性を持った有識者も入れたプロジェクトチームを立ち

上げ、調査研究及び実施計画の策定など県も主体的に

取り組んでみてはどうかと提案をいたします。

　鰯、在沖米軍用地が投資の対象として県外に売買さ

れている実態に対し、地主会連合会は国に対し、跡地

利用対策費などの名目で買い上げを求めております。

軍用地を手放した地主の土地を国・県・市町村で買い

上げる制度づくりはできないか伺います。

　４、医療行政について。

　がん対策について。

　茨、2006年に成立した「がん対策基本法」とそれを

受けて2007年に閣議決定した「がん対策推進基本法」

によって日本は「がん対策先進国」へと大きく転換し

ていると言われますが、本県におけるがん対策につい

て、がん対策推進基本計画に基づいて本県の状況を伺

います。

　ア、がんによる死亡率（75歳未満）10年間で20％減

の基本目標に対し、本県の進瀧状況と見通しについて

伺います。

　イ、放射線療法、外来化学療法について、本県の実

施状況と目標達成への取り組みについて伺います。

　ウ、がん検診、受診率の進瀧状況について。

　エ、未成年者の喫煙率の状況と対策について伺いま

す。

　芋、がん対策条例の制定については、各県、国のが

ん対策基本法の制定に向けて取り組んでおり、本県に

おいてもこれまで制定した先進地の例等も参考にしな

がら、最も進んだ画期的な条例の制定を期待し、現状

と今後の取り組みについて伺います。

　５、農業振興について。



－ 97 －

　政府は、関税撤廃の例外措置が許されない環太平洋

経済連携協定いわゆるＴＰＰ交渉への参加を強めてお

り、菅首相は今年６月を目途に交渉参加について結論

を出すと踏み込んだ発言をしています。ＴＰＰ参加な

ら地域崩壊、基幹産業の農業喪失、後戻りできぬ海外

依存等々ＴＰＰ参加への危機意識が連日報道されてお

ります。沖縄県内でも不安の声が上がっており、完全

撤廃は基幹産業であるさとうきび農家を壊滅的状態へ

と追いやり、関連産業を含めると1000億を超える損失

となるとの試算もあります。全国レベルよりも低い沖

縄の食料自給率を考えると、食料の安全保障上深刻な

結果をもたらすことは火を見るよりも明らかでありま

す。したがって、ＴＰＰ交渉参加議論による沖縄農業

の展望についてお伺いをいたします。

　ア、ＴＰＰ参加交渉に対する県の考えと対策につい

て。

　イ、ＴＰＰ参加した場合、沖縄農業に与える影響。

　ウ、現在の食料自給率とＴＰＰ参加した場合の食料

自給率について。

　エ、ＴＰＰ参加で離島農業はどうなるか等について

伺います。

　芋、鳥インフルエンザが島根、宮崎、鹿児島、愛知

県等で発生しており、養鶏農家に不安を与えておりま

す。渡り鳥などの野鳥からの感染もあり、沖縄県とて

安全地帯とは考えられません。県の対応策や取り組み

について伺います。

　鰯、含みつ糖対策について。

　ここでも小さな離島であるがゆえの苦難がうかがえ

ます。分みつ糖と同程度の施策があってもいいのでは

ないかとの思いでいつも考えております。含みつ糖の

生産、流通、生産農家の現状説明及び県の対応につい

て伺います。

　６、土木建築行政について。

　戦後沖縄の経済復興は、米軍基地の建設で始まりま

した。広大な米軍基地の建設は、建設業を初め沖縄の

雇用や経済を支え、そして復帰後は大きくおくれた社

会資本整備のために高率補助などの形で沖縄はインフ

ラ整備に国費が投資され、建設業は年間2000億円を超

す公共事業にシフトし、ピーク時の2000年には5600社

もの建設業ができる建設ブームが起きました。ところ

が、民主党政権は「コンクリートから人へ」のキャッ

チフレーズで年々公共事業を削減してきた。また、米

軍発注工事も年間約170億円超の発注があるものの、

従来の分割発注から一括発注へと変わり、１物件当た

り100億円を超える契約額となり、県内建設業にとっ

て参入の最大障壁となっている。ボンド制と呼ばれる

米国の発注制度によって入札参加すらできない状況に

至っています。

　結果として2004年以降、100億円を超えた工事は大

手、準大手ゼネコンが受注をしております。県内業界

からは、県や公的機関が保証を支援する仕組みができ

ないかとか、基地があって仕事もあるのに今のままで

は沖縄の企業は小口か下請しか参入できない。県が主

導して市町村や県内金融機関と連携して新たな基金創

設も含めた制度が必要だとボンド制への対応を提言し

ております。

　これらのことを踏まえて以下質問します。

　茨、民主党政権下で無駄の象徴のように扱われた公

共事業だが、安易な不要論は国民生活に重大な影響を

及ぼしかねない。とりわけ地方においては、公共事業

が雇用創出、経済の下支えに大きな役割を果たしてお

ります。本県においても建設業の占める割合は高く、

その影響が心配されております。

　そこで伺いますが、本県における公共事業の推移と

その影響について伺います。

　芋、リフォーム支援制度について。

　地域産業の活性化と県民の生活向上を図るため、検

査と保証がセットになったリフォーム瑕疵保険への加

入を条件とした上で、省エネや耐震改修に限定しない

リフォーム工事全般についての補助制度の導入を検討

できないか伺います。

　鰯、米軍発注工事への県内建設業者の参入支援制度

について、先ほど申し上げました県や公的機関が保証

を支援する仕組みができないか。新たな基金創設も含

め制度の創設等について県の考えを伺います。

　７、離島振興について。

　離島であるがゆえの生活コストの高さ、不便さ等、

離島苦の解消は県政の最重要課題であります。仲井眞

知事は常にユニバーサルサービスの必要性を訴えてこ

られました。水道、医療、福祉、教育等、どこでも同

じサービスを享受できなければならないと考え質問い

たします。

　茨、「新たな沖縄振興のための制度提言」（中間報

告）の中には多くの離島振興策が網羅されており、こ

れらの実現に期待するものでありますが、知事の御所

見を伺います。

　芋、「離島医療サービス確保支援制度」への追加と

して、離島に在住する妊婦の健診及び出産に伴う交通

費、滞在費の支援を図ることを提言をし、知事の所見

を伺います。

　鰯、先日、多良間村山羊生産組合に対して、「沖縄

ふるさと百選」の認定がなされましたが、課題は濁畜
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場の建設でありますが、濁畜場建設についてどのよう

になっているか県の考えと取り組みについて伺いま

す。

　允、多良間村の畜産農家の課題に母牛の高齢化があ

ります。母牛の若返り対策について、例えば母牛貸付

制度とか何らかの補助制度などはできないものか伺い

ます。

　印小規模離島の航空運賃を割引する社会実験と今後

の振興計画への反映について、どのように考えておら

れるか伺います。

　咽、先島への貨客船航路の導入について、これはこ

れまでもたびたび取り上げてきましたが、やはり宮

古・八重山という先島への貨客船航路の導入はぜひと

も必要だとの視点で伺いますので、よろしくお願い申

し上げます。

　最後に８番目、鉄軌道整備について。

　沖縄本島南北縦貫鉄軌道と那覇と南部市町村を結ぶ

次世代型路面電車、いわゆるＬＲＴ等新たな交通シス

テムの導入によって、この沖縄県内の慢性的な交通渋

滞、あるいはもっと経済的な交通システムの構築がで

きないものか、県の考えを伺います。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　糸洲議員の御質問に答弁を

させていただきます。

　まず第１に、「新たな沖縄振興のための制度提言」

に係る御質問の中で、100人規模の海外派遣に係る御

質問にお答えいたします。

　世界に開かれた交流と共生の島を目指します沖縄県

におきまして、世界を結ぶかけ橋となりますグローバ

ルに活躍できる人材を育成することは極めて重要であ

ると考えます。

　沖縄県では、万国津梁の精神を持つ人材の育成を図

るために、「国際性に富む人材育成留学制度」の創設

に向けて取り組んでいるところでございます。この制

度を活用して、高校生70人、大学生など約30人、計

100名をアジアを初めとする諸外国へ派遣し、海外留

学生の派遣を拡充してまいりたいと考えております。

　派遣する人材につきましては、グローバルな視点を

持った21世紀沖縄の振興、そして開発を担えるリー

ダーを育成するという観点から選考を行い、派遣に努

めてまいる所存でございます。

　次に、同じく新たな沖縄振興に係る御質問の中で、

スポーツ振興特別地区についての御質問にお答えいた

しますが、２の芋のアとイが関連しておりますので、

恐縮ですが一括して答弁させていただきます。

　プロ野球キャンプやＮＡＨＡマラソン等でも明らか

なように、スポーツは県内各地に相当の経済効果をも

たらしております。そのため、県におきましては、多

様なスポーツの可能性が最大限発揮されるよう、今年

度、スポーツ・ツーリズム推進事業を実施していると

ころであります。

　新たな観光振興制度につきましては、競争力ある国

際観光地の形成に向けた国際観光推進制度の創設を国

に対して求めていくことといたしております。その中

で、スポーツ観光の推進支援、そして伝統空手道会館

やサッカー場等の施設整備に対する財政支援を位置づ

けたいと考えております。

　県といたしましては、ソフト・ハード両面から総合

的なスポーツの振興に取り組んでいく考えでありま

す。

　御提言につきましては、国際観光推進制度の中で実

現に努めてまいりたいと考えているところでございま

す。

　次に、同じく新たな沖縄振興に係る御質問の中で、

組踊、琉球舞踊などの振興策の強化についてという御

趣旨の御質問にお答えいたします。

　沖縄の伝統芸能につきましては、組踊がユネスコの

世界遺産に記載されるなど、沖縄の文化・芸能が内外

の注目を集めており、多様で魅力ある伝統文化を貴重

な地域資源として保存、そして継承しつつ振興につな

げていきたいと考えております。このため、沖縄県と

いたしましては、新たな沖縄振興法の中で沖縄の伝統

文化の振興や文化産業とでもいうべき産業の戦略的な

創出に向けた制度などが盛り込めるよう取り組んでい

るところでございます。

　同じく新たな沖縄振興に係る御質問の中で、県立郷

土劇場の御質問にお答えいたします。

　沖縄の文化・伝統芸能の振興を図る上で、その発信

拠点となります施設の整備は重要なものと認識いたし

ております。伝統芸能拠点の整備の取り組みといたし

まして、平成23年度におきまして関係団体、そして専

門家等の意見を聞きながら、伝統芸能の拠点となりま

す施設整備に向けた調査検討を行い、基本的なコンセ

プト、そして運営計画などを含めました基本構想の策

定に取り組んでまいりたいと考えております。

　次に、基地問題に係る御質問の中で、普天間飛行場

の県外移設に向けた取り組み内容についてという御質

問にお答えいたします。

　県は、総理を初め各大臣との面談など、あらゆる機

会を通じて普天間飛行場の県外移設の実現を強く求め
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てまいりたいと考えております。また、その実現を図

るためには、日本全体で米軍基地の負担を分かち合う

べきであるということを広く国民に理解してもらう必

要があると考えております。平成23年度には世論を喚

起するための広報活動などを積極的に推進してまいり

ます。特に、県内移設は事実上不可能であるという沖

縄の状況を日米両政府と国民に理解をしてもらうため

あらゆる方策を展開してまいりたいと考えているとこ

ろでございます。

　次に、医療行政に係る御質問の中で、がん対策条例

制定の取り組みについての御質問にお答えいたしま

す。

　がんは、沖縄県の死因の１位になっており、がん対

策を推進することは健康・長寿沖縄を維持する上で重

要と考えております。このことから、沖縄県におきま

しては、がんの予防、早期発見、早期治療等のがん対

策を県民全体で取り組んでいくため、がん対策条例を

制定していきたいと考えております。同条例につきま

しては、平成23年度中を目途に策定する方向で関係団

体等と意見交換を行っていきたいと考えております。

　次に、農業振興に係る御質問の中で、県内の鳥イン

フルエンザ対策の御質問にお答えいたします。

　高病原性鳥インフルエンザは、平成22年11月29日に

島根県で確認されて以降、全国的に感染が拡大し、こ

れまで７県で19例発生しております。そのため、沖縄

県では、高病原性鳥インフルエンザ侵入防止対策とし

て、第１に、防鳥ネットの整備、第２に、鶏舎などの

消毒、第３に、異常家禽の早期通報などにつきまして

新聞広告や各地域での説明会などにより周知徹底を

図っているところでございます。また、すべての養鶏

農家に消石灰を無償配布し、緊急消毒を実施するとと

もに、毎月20日を「消毒の日」と定め、家畜伝染病の

侵入防止等の強化を図っているところでございます。

さらに、平成23年１月28日に沖縄県危機管理対策本部

会議を開催をし、高病原性鳥インフルエンザ侵入防止

対策に係る危機管理体制を強化しているところでござ

います。

　次に、離島振興に係る御質問の中で、新たな離島振

興策についての御質問にお答えいたします。

　沖縄県の離島地域は、地理的・自然的条件等の不利

性を有し、若年者の流出や高齢化の進行等によります

地域活力の低下が懸念されております。一方、豊かな

自然や個性ある文化などさまざまな魅力を有してもお

ります。このため、本島と同じようなユニバーサル

サービスとして、交通・生活コスト、そして生活環境

基盤、教育、医療等の分野における定住条件の整備や

地域産業の振興など、総合的な離島振興策につきまし

て国に対し新たな制度の構築を要請しているところで

あります。これらの離島振興策を実現すべく、今後も

沖縄政策協議会の場などにおきまして離島振興の必要

性を訴えるとともに、県議会との連携もぜひお願いし

ながら国に対して働きかけてまいりたいと考えており

ます。

　次に、同じく離島振興に係る御質問の中で、航空運

賃低減の社会実験に係る御質問にお答えいたします。

　県では、平成22年10月から中核病院や高校のない小

規模離島を対象に航空運賃を低減する社会実験を実施

いたしております。今回の実験の結果を踏まえ、次期

振興計画の離島振興策の柱に位置づけ、移動コストの

低減化を図る新たな仕組みづくりにつきまして検討し

ていきたいと考えております。現在、国に対して新た

な制度の構築を要請しているところでもございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　国際貢献・国際交流拠点

形成についての御質問の中で、国連機関及び国際機関

の誘致・集積についてお答えいたします。

　「アジア・太平洋地域における平和、人権拠点の形

成による国際貢献」は、「沖縄21世紀ビジョン」に掲

げた「アジア・太平洋「平和協力外交地域」形成」の

観点からも貴重な御提言であると考えております。さ

らに、その中に盛り込まれました「国による誘致プロ

ジェクトチームの設置」や「財政支援措置」について

は、これまでの国連機関等の誘致における課題を解決

し、国連機関及び国際機関の誘致・集積を実現する一

つの方向性を与えるものと考えております。

　今後、国連機関を含む国際機関の誘致に向け関係部

局との連携を図りながらその手法等について検討し、

関係機関等に働きかけてまいりたいと考えておりま

す。

　次に、基地問題についての御質問の中で、軍用地の

買い上げ制度についてお答えいたします。

　米軍基地返還後の跡地利用は地権者の理解と協力が

不可欠でありますが、軍用地の売買により県外在住の

地権者が増加した場合、跡地利用についての合意形成

に時間がかかるなどの影響が考えられます。一方、今

後の跡地利用においては、幹線道路、大規模公園、緑

地保全などの計画により広大な公共用地を必要として

おります。そのため、県としては、今後の大規模返還

跡地における公共用地の確保という観点から、跡地利
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用に関する新たな法律において、国による用地の先行

取得制度を求めているところであります。

　次に、離島振興についての御質問の中で、先島航路

の再開についてお答えいたします。

　島嶼県沖縄においては、海上輸送航路の維持確保は

県民生活の安定や産業振興の面から欠くことのできな

い重要な課題であると認識しております。しかしなが

ら、先島航路の再開については、採算性や事業主体等

の問題があり具体的な対応策を示すことが困難な状況

にあります。そのような中、関係機関と調整を図って

きたところ、身体的理由により飛行機に搭乗できない

住民等については、平成23年１月10日から琉球海運の

先島航路の貨物船内にある船室の一部を活用し輸送で

きるようになったところです。

　次に、鉄軌道整備についての御質問の中で、新たな

公共交通システムの導入についてお答えします。

　県民及び観光客の利便性向上、中南部都市圏の渋滞

緩和、低炭素社会の実現、県土の均衡ある発展を支え

る観点から、沖縄本島を縦断し広域移動を支える新た

な公共交通システムの導入が必要であると考えており

ます。

　県としては、鉄軌道を導入する場合には既存の公共

交通手段との役割分担を踏まえ、効果的・体系的な公

共交通ネットワークを構築する必要があると考えてお

ります。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　国際貢献・国際交流

拠点形成についての御質問の中で、「平和・人権問題

研究所」の設置についてお答えいたします。

　沖縄県民は、さきの大戦での悲惨な地上戦の体験を

通して平和のとうとさ、人権の尊厳がいかに大切であ

るかを肌身で感じており、世界の恒久平和を心から望

んでおります。このようなことから、県としまして

は、沖縄平和賞、平和の礎及び沖縄県平和祈念資料館

を通して、平和を希求する沖縄県民の心を県内外へ発

信しております。

　また、平和祈念資料館においては、沖縄国際セン

ターと連携して、カンボジア国立トゥール・スレン博

物館との「平和博物館協力事業」なども実施しており

ます。

　御提言の「平和・人権問題研究所」の設置について

は、こうした事業も実施しながら、今後研究していき

たいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　国際貢献・国際交流

拠点形成についての中の、外務省アジア部局の沖縄移

設についての御質問にお答えします。

　外務省には、アジア担当部局としてアジア大洋州局

がありますが、沖縄県内には現在、外務省沖縄事務所

が設置されております。同沖縄事務所は沖縄担当特命

全権大使を筆頭に現在７名が勤務し、沖縄に駐留する

アメリカ合衆国軍隊にかかわる事項等についての沖縄

県民の意見及び要望を聴取し、これを外務省本省に伝

えるとともに、必要に応じ合衆国軍隊等との連絡・調

整を行うなどの事務に従事しております。

　御提案の外務省アジア部局の沖縄移設については、

組織に係る国の判断が必要であると考えております。

　同じく国際貢献・国際交流拠点形成についての中

の、太平洋島サミットの対応についての御質問にお答

えします。

　沖縄県では、これまで平成15年の第３回及び平成18

年の第４回のサミットが開催されております。県とし

ては、知事主催昼食会、首脳夫人視察会、県民交流会

などにおいて沖縄の伝統文化を楽しんでいただく地元

プログラムを外務省との連携のもとに実施いたしまし

た。

　来年５月の第６回サミットについては、現時点で外

務省から具体的な内容が示されておりませんが、沖縄

県といたしましては、今後、支援組織体制を整備する

とともに、外務省と連携を図りながらサミットを契機

に参加国の問題解決への貢献とさらなる交流の拡大な

ど、沖縄県の独自性を生かした地元プログラムを検討

し、サミットが円滑に開催されるよう取り組んでまい

ります。

　次に、新たな沖縄振興のための制度提言についての

中の、「空手道会館」についての御質問にお答えしま

す。

　沖縄が誇る文化の一つであり、世界じゅうに愛好家

を有する空手について、県としては有効な観光資源と

してさらなる活用を図っていきたいと考えておりま

す。そのため、平成23年度において「空手道会館」建

設に向けた調査を実施することとしており、観光資源

としての活用のみならず、空手の持続的な発展基盤の

構築に必要な機能やそれを実現する空間のあり方等に

ついて検討していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕
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○知事公室長（又吉　進君）　国際貢献・国際交流拠

点形成についての御質問の中で、アジア・太平洋地域

の災害援助拠点の形成についての御質問にお答えいた

します。１の茨のウの契、１の茨のウの形は関連いた

しますので一括してお答えいたします。

　県におきましては、新たな沖縄振興計画に盛り込む

制度として、県内に国際的な災害援助拠点を形成でき

ないか検討をしているところであります。その目的

は、国内の防災・医療分野の人材、施設等を沖縄に一

体的に集積し、アジア・太平洋地域の災害援助拠点を

形成することにより、我が国の国際貢献に寄与するこ

とであります。そのため、国際緊急援助隊の本部や国

際的な人材育成のための医療施設、防災教育・訓練施

設、台風等の研究施設の誘致などを検討しているとこ

ろであります。

　次に、基地問題につきまして、米軍基地問題に関す

る調査研究等の取り組みについてお答えをいたしま

す。

　県は、平成23年度に総合安全保障研究推進事業を実

施し、日米の国防・安全保障政策や今後の国際情勢等

を踏まえ、沖縄の過重な基地負担の軽減に向けた方策

について、有識者の御意見も伺いながら県としての考

え方を取りまとめる予定であります。

　議員御提言の内容につきましては、今後、県庁内に

立ち上げる予定のプロジェクトチームにおいて組織の

あり方も含め検討してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　国際貢献・国際交

流拠点形成についての御質問の中の、健康危機管理体

制の確立についてお答えします。１の茨のエの契から

径までは関連しますので一括してお答えいたします。

　健康危機管理情報センターは、国内外の健康危機管

理情報を集約、一元管理し、健康危機に迅速に対応す

るための中核施設として位置づけております。また、

沖縄県は南の国境に位置しており、東南アジア等から

感染症等の侵入を防ぐことは国の危機管理上も重要で

あることから、同センターの設置に係る財政支援とと

もに国立感染症研究所及び国立環境研究所のサテライ

トオフィスの設置を国に要望しているものでありま

す。

　東南アジア諸国等との交流につきましては、沖縄県

と相手国の衛生担当者や研究者の交流が相互の健康危

機管理体制の構築につながることから、その実現を国

に要望しているものであります。

　次に、医療行政についての御質問の中の、がんによ

る死亡率の状況についてお答えします。

　がんの年齢調整死亡率については、男性が平成17年

の108.9から、平成21年には101.5となり、女性は62.4

から、54.7となり減少しております。このままで推移

していくと、「沖縄県がん対策推進計画」の目標値に

近づいていくものと考えております。

　県としては、目標達成に向けて引き続きがん予防対

策等を推進していきます。

　次に、放射線療法、外来化学療法についてお答えし

ます。

　「沖縄県がん対策推進計画」においては、「すべて

のがん診療連携拠点病院において、放射線療法及び外

来化学療法を実施できる体制を整備・強化するこ

と。」を目標に掲げております。これらの拠点病院に

おいては、放射線療法、外来化学療法の実施体制が整

備されております。また、放射線療法、外来化学療法

に携わる医師の専門研修受講を推進し、専門医の養成

も図ることとしております。

　次に、がん検診受診率の進瀧状況についてお答えし

ます。

　沖縄県のがん検診受診率は、平成19年の国民生活基

礎調査によりますと、胃がん検診26.3％、大腸がん検

診20.6％、乳がん検診27％、子宮がん検診25.9％、肺

がん検診20.9％となっております。また、毎年把握が

可能な市町村実施分のみのがん検診受診率も低く推移

しており大きな改善が見られないことから、「沖縄県

がん対策推進計画」の平成24年度目標値である50％を

達成することは厳しい状況があります。

　今後、さらに市町村等の受診率向上の取り組みに対

する支援、助言及び県民への啓発活動の強化に努めて

まいります。

　次に、未成年者の喫煙率の状況と対策についてお答

えします。

　平成18年度の県民健康栄養調査によると、未成年者

の喫煙率は男性3.7％、女性2.4％となっております。

未成年者の喫煙対策としては、児童生徒、父母等を対

象とした講習会や教育関係者に対する研修会及び学校

の敷地内禁煙について、関係機関と連携した取り組み

を行っているところです。また、未成年者の喫煙をな

くすためには、一般県民に対する対策も重要であり、

喫煙及び受動喫煙による健康被害等に関する講演会や

パンフレットの配布及びパネル展等を実施するなど、

普及啓発に努めているところであります。

　次に、離島振興についての御質問の中の、離島医療

サービス確保支援制度に妊婦への支援を追加すること
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についてお答えします。

　同制度においては、離島在住の妊婦についても支援

の対象とする「離島での治療等が困難な者」に含めて

国へ要望しているところであります。また、妊婦の中

には子育てや家庭の事情で島を離れることが難しい方

もおり、妊婦の負担軽減を図るため、県としては、今

後、市町村の要望を踏まえ、助産師等による巡回妊婦

健診、相談体制の整備等を検討してまいりたいと考え

ております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農業振興についての

中で、ＴＰＰ参加交渉に対する県の考えと対策、沖縄

農業及び離島農業、食料自給率に与える影響につい

て、関連しますので一括してお答えいたします。

　ＴＰＰは、原則としてすべての品目で関税を撤廃す

ることが前提となることから、国内の農林水産物に大

きな影響が出ることが懸念されております。本県にお

いても、さとうきび、パイナップル、肉用牛、水産物

などで影響が出ることが懸念されており、農林水産省

が示した考え方を踏まえて計算したところ、直接影響

額が約580億円、関連産業等への波及も含めると約

1420億円の影響が出るものと試算されます。特に、離

島においてはさとうきびや肉用牛の占める割合が大き

いことから、離島地域の農業が壊滅的な打撃を受ける

ことが懸念されております。

　また、食料自給率についても、農林水産省が示した

考え方を踏まえて計算したところ、カロリーベースで

平成20年度の約40％から約2.4％まで低下するものと

試算されます。そのため、県では、国民の食料安全保

障の確保と国内農業への影響などの観点から、ＴＰＰ

交渉に参加しないよう適切に対応するとともに、農家

が安心して生産に取り組めるよう、万全の対策につい

て農業団体等と連携し国に対して強く要請したところ

でございます。

　また、県内では去る１月29日に「ＴＰＰ交渉への参

加に反対する沖縄県民大会」が開催されたほか、ＪＡ

沖縄中央会による「ＴＰＰ交渉参加反対署名活動」な

どの取り組みも実施されているところであります。

　今後とも、ＴＰＰ交渉等の動向や国の対応を踏まえ

つつ、関係機関等と連携し適切に対応してまいりま

す。

　次に、含みつ糖の生産・流通、生産農家の現状と県

の対策についてお答えいたします。

　平成21年産の含みつ糖生産状況は、農家数637戸、

収穫面積865ヘクタール、産糖量9717トンとなってお

ります。含みつ糖の流通は、約９割がようかん、かり

んとう、菓子等の加工用原料で、残り約１割が直接消

費するかち割り等として流通しております。

　しかしながら、県産含みつ糖を取り巻く環境は、近

年の経済不況のもとで輸入含みつ糖や再製糖との競合

により厳しい販売状況となっております。そのため、

県といたしましては、含みつ糖対策として、町村やＪ

Ａ、黒砂糖工業会等で構成する「沖縄県含みつ糖対策

協議会」で、毎年５月10日を「黒糖の日」として制定

し、販売促進対策の強化などを図っているところであ

ります。

　具体的には、「機能性豊かな黒糖の可能性につい

て」などの講演会やシンポジウムの開催、黒糖ＰＲ促

進員を活用した沖縄黒糖の販売促進の実施、県外大手

黒砂糖ユーザーとの情報交換・講演会の実施、沖縄産

黒糖の海外販売展開や新製品開発、首都圏を対象とし

たトップセールスによる黒糖販売促進などに取り組ん

でいるところであります。

　また、生産農家への原料代の早期支払いや製糖工場

の整備等を行うとともに、平成23年度含みつ糖振興対

策事業費の増額予算措置などに取り組んでいるところ

でございます。さらに、含みつ糖の品質表示基準等の

明確化や、分みつ糖地域と同等な制度が適用できるよ

う、町村、ＪＡ、黒砂糖工業会等の関係機関と連携し

国等に要請しているところでございます。

　次に、離島振興についての中で、多良間村の濁畜場

整備についてお答えします。

　多良間村におけるヤギの飼養状況は、平成21年12月

末現在で、飼養戸数99戸、飼養頭数948頭となってお

ります。多良間村では、島おこしの一環としてヤギ肉

を利用した特産品の開発・製造を行っておりますが、

島内に濁畜場がないことから、簡易濁畜場の整備につ

いて検討しているところであります。

　県といたしましては、地元の意向を踏まえ関係機関

等と調整し、濁畜場の整備について検討していきたい

と考えております。

　次に、母牛を更新する補助制度についてお答えしま

す。

　高齢母牛等の更新を支援するため、平成21年度から

優良繁殖雌牛更新促進事業を実施しております。

　具体的には、農業団体等が肉質等の遺伝的能力にす

ぐれた繁殖雌牛を購入し、農家に５年以上貸し付ける

場合に、１頭当たり20万円を上限として購入費の一部

を助成しております。平成22年度は200頭を支援する

こととしております。
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　県といたしましては、今後とも事業の周知を図りな

がら、高齢牛や能力の低い牛の更新を進めていく考え

であります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　土木建築行政につい

ての御質問で、本県における公共事業の推移とその影

響についてお答えいたします。

　内閣府沖縄担当部局の公共事業関係費については、

平成10年度の約4215億円をピークに、平成21年度には

約2136億円で49％の減少となっております。公共事業

関係費の減少により県内建設業は厳しい経営環境にあ

り、建設業の就業者数についても、平成10年の７万

8000人から平成21年には１万1000人減少の６万7000人

となっております。

　同じく土木建築行政についての御質問で、住宅リ

フォーム支援制度についてお答えいたします。

　全国の住宅リフォームなどに関する助成は、岐阜県

がことし１月に実施した全都道府県に対する調査によ

りますと、１道２府36県で実施されております。特に

経済対策としては、秋田県を初め３県が平成23年度の

実施を予定しています。

　県としましては、住宅リフォームなどに関する支援

は地域住民の生活に密着した市町村において支援金の

申請・受け取りの窓口業務等の連携を行うことが適切

であることから、制度の導入に当たっては県内需要や

市町村の意向を踏まえて対応していきたいと考えてお

ります。

　平成23年度の社会資本整備総合交付金は、従来から

実施しております公営住宅建てかえの継続事業等への

予算配分を計画しており、住宅リフォーム支援制度に

ついては、沖縄振興自主戦略交付金（仮称）の活用な

ど、実施に向けて検討していきたいと考えておりま

す。

　同じく土木建築行政についての御質問で、米軍発注

工事への県内建設業者の参入支援制度についてお答え

いたします。

　米軍発注工事の受注につきましては、関係部局で構

成する「米軍発注工事ワーキンググループ」におい

て、米軍発注機関や保険会社、金融機関、建設業界な

どに対するヒアリングを実施するなど、現状把握や課

題整理を行ってきました。

　米軍発注工事の受注拡大のためには履行ボンドの確

保、契約や工事に精通した人材の確保等の課題があり

ますが、最も大きな課題はボンド枠の確保と考えてお

ります。そのため、今回、新たな沖縄振興に向けてボ

ンドの保証規模拡大を目的とした保証事業会社などに

よるボンド保証制度の創設を国に要望しているところ

であります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　糸洲朝則君。

　　　〔糸洲朝則君登壇〕

○糸洲　朝則君　答弁まことにありがとうございまし

た。

　再質問というよりも要望でとどめておきたいと思い

ます。

　国際貢献・国際交流拠点、大変テーマが大きいだけ

に答弁を聞いておりましても、企画部長から知事公

室、あるいは文化環境、あるいは福祉保健となかなか

多岐にわたっております。いわゆるここで申し上げた

いのは、やはり沖縄が国境の島、あるいは国境県とし

ての地理的条件とこれまでの歴史を振り返ってみる

に、日本が生きていくためには沖縄を外交の拠点とし

て、交流拠点として生かさなくてはならないんだとい

う、本当は国の発想の転換がなければこの構想はでき

ないものだと思っております。したがって、今回のこ

の沖縄振興新法を新たにつくるに当たっては、沖縄の

持っているこのポテンシャルというものを最大限に発

揮する。それは国のためですよという意味合いからの

働きかけをやっていただきたいと思います。

　冒頭に申し上げましたニュージーランドの地震につ

きましても、成田から政府専用機が救援に向かいまし

た。これとて本来ならこの国際貢献、あるいはまた交

流拠点が沖縄にあれば、那覇空港とか宮古島・石垣島

空港から飛び立ってしかるべきだと、そういう災害救

援等も含めた大きなスケールの今後の振興新法の制定

に頑張っていただきたいということを要望して終わり

ます。

　ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　20分間休憩いたします。

　　　午後３時37分休憩

　　　午後４時１分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前に引き続き代表質問を行います。

　上原　章君。

　　　〔上原　章君登壇〕

○上原　　章君　皆さん、こんにちは。

　糸洲朝則県議に引き続き、公明党県民会議を代表し

て質問を行います。

　その前に所見を述べさせていただきたいと思いま

す。
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　鳩山前総理の「抑止力は方便」との発言は、沖縄県

民の一人として断じて許すことはできない。否、許さ

れるものではないと考えます。これまで多くの総理大

臣が沖縄問題とかかわってきたと思いますが、これほ

ど県民の心を踏みにじり、愚弄した総理はいなかった

ものと思います。

　普天間の移設先を「最低でも県外」と約束し、政権

をとり、総理大臣として結局は辺野古に回帰する。そ

の理由が「抑止力は必要」と県民を裏切り、あまつさ

え９カ月たってあれは「方便」であったと。日経新聞

では、「このような政治家が昨年６月まで首相を務め

ていたかと思うと、背筋が寒くなる。」と酷評してい

ました。

　しかし、今回の発言は、鳩山前総理という一人の政

治家の資質を問う次元のものではありません。当時の

副総理は辺野古を継承した現首相の菅直人総理大臣で

す。今にして思えば、鳩山前総理を初め首相を支える

べき立場の各閣僚のばらばらな発言、行動は、民主党

政権そのものが沖縄県民の心を酌み取ることはおろ

か、見通しも根拠もない、場当たり的、その場しのぎ

の対応をしていたものと言わざるを得ません。また、

民主党政権が安全保障政策への将来像、政策論が全く

なかったことを示したものと考えます。

　知事においては、これまでの民主党政権の迷走に惑

わされることなく、今後の日米両政府との交渉には県

民の心を我が心として一歩も引かない毅然とした態度

で臨んでいただきたいことを要望し、質問に入りま

す。

　初めに、復帰後40年にわたる沖縄振興・産業経済面

についてお尋ねします。

　茨、これまで約９兆9000億円投じられ、社会資本の

整備が進み、観光産業の伸びや情報通信関連産業の集

積など一定の成果が見られる中で、建設業や観光・Ｉ

Ｔ産業等に携わる従業員の給与は低く、観光客の県内

消費額低迷、公共工事の発注や非正規雇用の実態、高

い失業率の状況等、県民所得の向上にはつながってい

ないとの声があります。県はどう分析、検証したの

か、新たな振興新法、計画にどう取り組むのか伺いま

す。

　芋、第１次産業や製造業が減少した理由を伺いま

す。市場の狭隘性や高い物流コストなど沖縄が持つ島

嶼経済の不利性が大きな課題と言われているが、これ

らの問題解決にどう取り組んできたのか。今後の方

針、対応も含めてお聞かせください。

　鰯、認定企業ゼロの金融特区や土地利用率が低迷し

ている特自貿等の取り組みが懸念されています。現

状、課題、対策及び今後の見通しを伺います。

　次に、「新たな沖縄振興のための制度提言」につい

てお尋ねします。県が取りまとめた中間報告への提言

を含め質問します。

　茨、産業振興について。

　ア、金融特区及び特自貿等の税の特例について、法

人税の実行税率を現制度より大幅に引き下げる必要が

あると思うが対応を伺います。具体的な数字で説明を

求めます。

　イ、国際観光推進制度の税の特例及び財政措置につ

いて、空港だけではなく港湾も対象にする必要はない

か。

　ウ、沖縄雇用対策基金制度の財政措置について、新

卒者の就職活動支援として渡航費用（離島から離島、

離島から本島等）の軽減を図れないか。

　芋、子育てについて。

　ア、全国で最も出生率が高いことや、戦後27年間の

米国統治による影響等特殊事情を考慮し、「子育て特

別地域」として支援を図れないか伺います。

　イ、認可外保育園の認可促進等、子育てインフラの

整備及び運営に対する財政措置を求める考えはない

か。

　ウ、幼児教育の無償化や保育ママ制度の認可外保育

施設への委託等、柔軟な運用を図れないか。

　エ、新たな子育て支援制度の財政措置について、民

立・民営の放課後児童クラブに対する家賃等賃借料の

助成を認可外保育園も追加対象にできないか伺いま

す。

　鰯、教育について。

　ア、子育てに続く教育の分野において、離島県であ

ることや戦後の特殊事情を考慮し、「教育特別地域」

として支援を図れないか伺います。

　イ、小中学校の教材費及び給食費の無償化を図れな

いか。

　ウ、小学校からの英語教育特区の全県的導入を図れ

ないか伺います。

　次に、経済・雇用対策についてお尋ねします。

　茨、国による緊急補償制度の打ち切りや貸金業法の

改正等により、中小企業、自営業等の資金繰りが厳し

くなると予想されます。経済振興には資金繰り支援は

必要不可欠です。相談窓口の体制強化、県単融資制度

の拡充・執行率の改善はどうなっているか。

　芋、中小企業振興条例に基づく関係機関及び関係者

との協議（振興会議、地域部会）の充実が求められて

います。時には知事の参加も必要と思うが、現状及び

成果を伺います。
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　鰯、国は、卒業後３年以内の既卒者が「新卒者」で

採用されるよう推進しているが、県内の取り組みはど

うか。

　允、全国では、就職活動に奮闘する学生と、人材不

足に悩む中小企業との出会いを提供する取り組みが注

目されています。本県でも若者と中小企業の雇用の

マッチングを支援する必要があると思うが、県の対応

を伺います。

　次に、福祉・医療行政についてお尋ねします。

　全国では大雪や火山灰等の災害で、ひとり暮らしの

高齢者や障害者への迅速かつ的確な支援対策が求めら

れています。

　そこで質問です。

　茨、県内の災害時要援護者の避難支援対策（計画の

策定、名簿の整備、個別計画等）はどうなっている

か。

　芋、那覇市が地震や台風などの災害時に自力避難が

難しい高齢者や障害者の名簿を民生委員等、関係機関

に提供できるよう県内で初めて要綱を策定するとのこ

と、県の見解を伺います。全県に呼びかける必要はな

いか。

　鰯、認可外保育園の給食費について、平成23年度か

ら県は拡充するとのこと、多くの関係者から感謝の声

が寄せられ、一定の評価をするものです。しかしなが

ら、現場からは土曜日の分（５日分）や質の向上等、

さらなる拡充の要望があります。県の対応を伺いま

す。

　允、ワクチン接種緊急促進事業について伺います。

　実施内容及び関係者への周知はどうなっているか。

この事業は、公明党として、党員・支持者・地方議

員・国会議員が連携し、実現を目指して取り組んでき

たわけですが、一人でも多くの方が接種できるよう担

当部局には頑張っていただきたい。取り組みを伺いま

す。

　印、知事の公約にもある乳幼児医療費助成事業の拡

充について、取り組みを伺います。

　咽、小児救急電話相談事業（＃8000）の取り組み及

び時間の延長も必要と思うが対応を伺います。

　員、障がい者権利条例について、知事は制定実現に

取り組むと明言しているが、具体的なタイムスケ

ジュール、対応を伺います。

　因、７対１看護体制について、県は平成23年度から

中部病院に導入を決定しました。多くの関係者から喜

びの声が寄せられています。高く評価したいと思いま

す。看護師の増加数、確保の見通し、その他の県立病

院への導入計画を伺います。

　姻、うつ病対策について、県内にはうつ病で悩む

方々、家族の方が多いと言われています。相談体制の

取り組み強化が必要と思うが、対応を伺います。ま

た、通院が困難な患者や、うつ病でありながら未治療

の方へ、訪問支援することできめ細かな回復への医

療・保健・福祉サービスができると考えます。取り組

みを伺います。

　次に、教育行政についてお尋ねします。

　茨、国は、平成23年度から教員をふやし、少人数学

級を推進するとのこと、県内の取り組みはどうなって

いるか。

　芋、沖縄県公立小中学校特別支援学級設置要綱にあ

る学級編制「原則として５人を下限とする」の法的根

拠、必要性を伺います。

　次に、財政改革についてお尋ねします。

　茨、平成23年度予算編成で、80億円の収支不足が生

じ、主要４基金を取り崩すとのこと、県の借金に当た

る県債残高は7000億円台に迫り、県民に必要な行政

サービスを提供するには、強い決意で財政改革に臨ま

なければならないと考えます。現状と取り組みを伺い

ます。

　芋、自主財源比率について、全国が42.2％に対し本

県は27.2％と15ポイントの開きがあります。自主財源

確保は財政改革には不可欠です。そこで県有財産の有

効活用として自販機の公募方式導入はできないか伺い

ます。

　最後に、ことし10月、第５回世界のウチナーンチュ

大会が開催されるが、沖縄の移民の歴史や世界で活躍

している県人会の姿を県民や次世代の子供たちに伝え

残していくことは大変意義あるものと考えます。県の

対応を伺います。

　以上質問を終わりますが、答弁によっては再質問を

行います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　上原章議員の御質問に答弁

させていただきます。

　まず第１に、沖縄振興・産業経済面についての御質

問の中で、沖縄県産業経済の検証及び新たな沖縄振興

についてという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　３次にわたる沖縄振興開発計画や沖縄振興計画によ

り、基本的な社会資本整備は着実に進み、本土との格

差は縮小し、県民の利便性は大きく向上しているとこ

ろでございます。しかしながら、産業経済面では、県

民所得や失業率など、解決すべき課題も多く残ってお

ります。
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　大きな隘路として、正面にとらえるべき課題の一つ

は、島嶼経済の不利性の克服であると考えておりま

す。島嶼経済の不利性につきましては、まず物流・交

流コストが高いこと、域内市場規模が小さいために

「規模の経済」が働きにくいこと、労働やその他の経

営資源の規模が小さいことなどが列挙できます。他

方、沖縄県は、全国が人口減少に向かう中での人口の

増加、成長著しい東アジアの中心に位置するという地

理的な特性など、さらなる経済発展を実現できる素地

は整いつつあるとも考えられます。新たな沖縄振興に

おいては、このような沖縄県の立ち位置を踏まえまし

て、発展可能性を生かし、今後の自立的発展を見据え

た戦略的基盤整備を進めていきますとともに、島嶼経

済の不利性を克服する道筋を示し、自立型経済の構築

に邁進いたしたいと考えております。

　次に、福祉・医療に係る御質問の中で、認可外保育

施設の給食費支援のさらなる拡充についての御質問に

お答えいたします。

　認可外保育施設への給食費支援につきまして、入所

児童の一層の処遇向上のために、平成23年度当初予算

案におきまして新すこやか保育事業を拡充いたしてお

ります。その拡充内容は、新たにおかず及びおやつ代

も対象にすることなどによりまして、児童１日当たり

の助成単価40円を77円に拡充する予定であります。さ

らに、ゼロ歳児への離乳食についても新規に助成する

ことなどによりまして、前年度に比べ約5600万円の増

加となっております。

　沖縄県といたしましては、今回の助成拡充の効果が

児童の処遇向上につながることを期待いたしておりま

す。さらなる拡充につきましては、今回の実施状況を

踏まえつつ、今後検討してまいりたいと考えていると

ころでございます。

　次に、第５回世界のウチナーンチュ大会に係る御質

問で、ウチナーンチュ大会において移民の歴史、県人

会の姿を県民に伝えることについての御質問にお答え

いたします。

　第５回世界のウチナーンチュ大会は、世界24カ国３

地域に広がるウチナーネットワーク、ウチナーアイデ

ンティティーを次世代に継承することなど、これらを

目的として本年10月12日から16日までの５日間開催す

る予定でございます。今大会では、移民学習などを通

して県内の小・中・高校生ネットワークを担う次世代

の育成を図る「レッツスタディー！ワールドウチナー

ンチュ事業」をプレ・イヤーイベントとして実施して

おります。大会期間中は、移民に関する資料展を実施

し、世界各地の県人会の姿や移民の歴史を県民に伝え

たいと考えております。また、今大会は、沖縄セル

ラースタジアム那覇や沖縄コンベンションセンターな

どでの開催を予定いたしており、これまで参加できな

かった県民にも広く周知し、大会を盛り上げてまいり

たいと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　復帰後40年にわたる

沖縄振興・産業経済面についての中で、第１次産業の

減少理由と課題解決の取り組み、今後の方針について

お答えします。

　本県の農林水産業における生産の現状は、農業にお

いて総農家数が昭和48年の５万2090戸から平成22年は

２万1603戸で３万487戸の減、農業生産額が昭和48年

の451億円から平成21年は892億円で441億円の増、水

産業において、漁業経営体数が昭和48年の4340経営体

から平成20年は2801経営体で1539経営体の減、漁業生

産額が昭和48年の150億円から平成20年は173億円で23

億円の増などとなっております。

　このように生産額は復帰時に対して増加しているも

のの、農林漁業者の高齢化、担い手の減少、景気低迷

等による農林水産物価格の低下など、厳しい状況にあ

ります。また、島嶼県であるため、農林水産物の輸送

コストが割高となっております。そのため、県といた

しましては、亜熱帯・島嶼性に適合した農林水産基盤

の整備、おきなわブランドの確立と拠点産地の育成に

よる生産供給体制の強化、亜熱帯地域の特性を生かし

たオリジナル品種の育成や、高品質生産技術の開発、

航空輸送から低コストな船舶輸送への移行などによる

輸送コスト低減対策、経営感覚にすぐれた認定農業者

や、多様な担い手の育成確保など各種施策・事業を総

合的に実施し、農林水産業の振興を図っているところ

であります。今後の農林水産業の振興につきまして

は、生産基盤の整備に加えて、輸送コスト低減対策、

担い手対策などを強化する必要があると考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　復帰後40年にわたる

沖縄振興・産業経済面についての中の、製造業が減少

した理由及び課題解決に向けた取り組みについての御

質問にお答えします。

　本県の製造業の石油製品を除く出荷額は、近年、約
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3900億円前後をほぼ横ばい状態で推移しております。

本県製造業が伸び悩んでいる要因は、市場規模の狭隘

さや物流コストの課題など構造的な課題があるととも

に、長期化する景気低迷や公共工事の減少が大きく影

響しております。また、県内企業の中小零細性を起因

とする経営基盤の脆弱さ、研究開発や技術集積の不足

なども課題であると考えております。

　県としましては、このような課題に対応していくた

め、物産展等による国内外市場への販路開拓、製品開

発支援、経営革新、金融支援などを実施しておりま

す。さらに、今後は、物づくり基盤技術の高度化や人

材育成、那覇空港を拠点とする国際貨物ハブ事業の活

用による県産品の販路拡大など、総合的かつ戦略的に

取り組んでいく考えでございます。

　同じく復帰後40年にわたる沖縄振興・産業経済面に

ついての中の、金融特区や特自貿の現状、課題、対策

及び今後の見通しについての御質問にお答えします。

　金融特区においては、平成23年１月末現在、金融関

連業者10社が進出し、569名の雇用を創出しておりま

す。今後、さらに企業立地を促進するためには、レン

タルオフィスや通信環境の整備、人材育成などが課題

となっており、地元名護市と連携して解決に努めてま

いります。また、現在、国に企業のニーズに合わせた

制度の拡充を要望しており、引き続き金融関連企業の

集積に取り組んでまいります。特別自由貿易地域につ

いては、平成23年の１月現在で27社が立地し439名の

雇用があり、土地利用率においては22.5％となってお

ります。沖縄県では、物流コストが割高なこと、関連

産業の集積が乏しいことなどの課題を踏まえ、物流支

援事業、金型関連産業用賃貸工場の建設などさまざま

な取り組みを行っております。今後は、輸送コスト支

援事業の拡充や、新たに国に要望している国際物流経

済特区制度を活用し、企業の立地を促進してまいりま

す。

　「新たな沖縄振興のための制度提言」についての中

の、金融特区、特自貿等の法人税実効税率の大幅な引

き下げについての御質問にお答えします。

　金融特区、特自貿等の地域制度については、沖縄振

興特別措置法にかわる新法の検討の中で、優遇措置の

拡充等を要望しているところであります。各特区にお

ける現行の法人所得課税の実効税率は、当初５年間は

25％、後期５年間は27.4％となっているところ、新た

な要望では、事業認定後10年間、法人税の全額免除を

要望しております。

　同じく「新たな沖縄振興のための制度提言」につい

ての中の、国際観光推進制度について港湾を対象とす

ることについての御質問にお答えします。

　沖縄県では、世界じゅうから観光客を呼び込むため

のインフラ整備及び誘客の強化を目的に、「国際観光

推進制度」を提案しているところでございます。港湾

に関しては、クルーズ船による誘客を推進する観点か

ら、ビザ制度の要件緩和と港湾施設等のインフラ整備

に係る財政支援を要望しております。そのほか、沖縄

型特定免税店制度において港での免税品の受け渡しに

ついても提案しているところでございます。

　同じく「新たな沖縄振興のための制度提言」の中

の、沖縄雇用対策基金による新卒者就職活動支援とし

ての渡航費用の軽減についての御質問にお答えしま

す。

　沖縄県における新規学卒者の就職活動については、

離島から本島などの渡航費用の負担軽減が課題の一つ

であると認識しております。「沖縄雇用対策基金」

（仮称）においては、このような課題についても検討

してまいりたいと考えております。

　次に、経済・雇用対策の中の、中小企業等の資金繰

り支援についての御質問にお答えします。

　中小企業者等の資金繰り支援のための相談窓口につ

いては、沖縄総合事務局や沖縄県信用保証協会等にお

いて引き続き設置されており、沖縄県においても関係

機関と連携を図りながら、随時、中小企業者の相談に

対応しております。国は、中小企業の資金繰りに悪影

響が出ないよう、景気対応緊急保証制度終了後の来年

度以降もセーフティネット保証等による100％保証を

実施するとしております。県としても、平成23年度当

初予算において、当該保証等に対応した県融資制度で

ある中小企業セーフティネット資金等の融資枠を確保

するとともに、小規模企業対策資金や小口零細企業資

金の融資期間の延長に向け、金融機関等との調整を進

めているところでございます。また、中小企業者に対

し、引き続き県融資制度各資金の周知を行うととも

に、資金ニーズを踏まえ、融資条件の緩和を図るな

ど、県融資制度の利用促進・執行率の改善に努めてま

いります。

　同じく経済・雇用対策の中の、中小企業振興条例に

関する現状及び成果についての御質問にお答えしま

す。

　沖縄県では、「沖縄県中小企業の振興に関する条

例」に基づき、知事を会長とする「沖縄県中小企業振

興会議」及び「地域部会」等を開催し、中小企業団体

等との意見交換を行っております。その中で、資金調

達の円滑化を図るとの要望に対しては、原油・原材料

高騰対策支援資金や中小企業セーフティネット資金の
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融資枠を拡充してきたほか、海外への販路開拓等の支

援の要望に対しては、県の海外事務所にスタッフを増

員するなど支援強化を図っております。また、先月は

先進地視察の要望を受け、振興会議において帯広市を

訪問し、中小企業施策の意見交換を行ってまいりまし

た。今年度は、さらに、求人企業や求職者等へ雇用相

談窓口を提供する「ワンストップ型雇用相談窓口設置

事業」を実施するなど、県内中小企業のための総合的

な支援策を推進しております。

　同じく経済・雇用対策についての、卒業後３年以内

の既卒者に係る県内での取り組みについての御質問に

お答えします。

　全国的な景気の先行き不透明感から、新卒者及び既

卒者の就職環境は依然厳しい状況にあります。このよ

うな状況を乗り切るため、県内の経済団体、行政機関

等の関係機関で組織する沖縄新卒者就職応援本部会議

などにおいて、卒業後３年以内の既卒者が新卒枠で応

募できるようその普及に努めているところでありま

す。また、国においては、これら既卒者の雇用拡大を

図るため創設した「３年以内既卒者採用拡大奨励金」

などの活用を推進しているところであります。沖縄県

としては、このような動きを踏まえ、既卒者等を対象

に、県外企業約100社を一堂に招聘した県外就職面接

会、本日コンベンションセンターで開催するなど既卒

者の就職支援に取り組んでいるところであります。

　同じく経済・雇用対策について、若年者と中小企業

の雇用のマッチングを支援する取り組みについての御

質問にお答えします。

　沖縄県は、若年者と中小企業のマッチングを支援す

るために、地域ごとにきめ細かく求人開拓を行い、求

職者と求人企業のマッチングを促進する合同企業説明

会・面接会を県内各地で年20回程度実施しておりま

す。また、就職が決まっていない高校生などを対象

に、ビジネスマナーなどの就職基礎研修と、求人開

拓、合同就職面接会をセットにした事業を実施してお

ります。若年者を対象にした平成23年度の新規事業と

して、座学と中小企業等で職場訓練を行った後、求人

企業を集めた合同説明会を開催する就職支援事業を実

施する予定であります。また、中小企業で働く魅力を

伝え就職を促すために、大学生等を対象に、職場体験

を行う事業を実施する予定であります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　「新たな沖縄振興

のための制度提言」についての御質問の中の、子育て

特別地域としての支援についてお答えします。

　県においては、新たな沖縄振興に向けての制度提言

の中で「新たな子育て支援制度」を国へ提案している

ところであります。同制度については、５歳児保育の

特殊性など、本県独特の子育ての現状を踏まえ、沖縄

県だけに特例的に適用される新たな制度の創設や既存

の補助事業の要件緩和を提案する内容となっておりま

す。

　次に、認可外保育施設に対する整備及び運営に対す

る支援策についてお答えします。

　新たな子育て支援制度においては、待機児童対策特

別事業基金を継続・拡充し、新たに一定の質が確保さ

れた認可外保育施設への支援を求めております。その

内容としては、待機児童の適切な保護及びその解消を

図るため、一定の質が確保された認可外保育施設に対

し、運営費を助成するものであります。また、認可外

保育施設指導監督基準を満たした施設に対する固定資

産税の減免措置を講じ、あわせて市町村への地方交付

税による減収補てん措置を求めるものであります。県

としましては、入所児童の処遇向上を図るため、同制

度提案の実現に向け、今後も国と協議を続けてまいり

ます。

　次に、保育ママ制度の認可外保育施設への委託等に

ついてお答えします。

　国の平成23年度予算案では、国と自治体が一体的に

取り組む待機児童解消先取りプロジェクト事業におい

て、新たに子育て支援交付金を創設することが示され

ております。同交付金を活用した事業の一つとして、

複数の保育ママが同一の場所で保育を実施するグルー

プ型小規模保育事業があり、実施施設として認可外保

育施設が考えられます。なお、実施に当たっては、市

町村の財源確保や研修体制の確立、施設側の事業実施

に伴う採算性の確保などの課題がありますが、保育マ

マの実施が多様な保育ニーズへの対応や待機児童解消

策にもなり得ることから、同事業の実施を市町村に働

きかけてまいります。

　次に、家賃等賃借料の助成を認可外保育施設も対象

にすることについてお答えします。

　認可外保育施設については、新たな子育て支援制度

の提案の中で、一定の質を確保した認可外保育施設へ

の支援措置や、固定資産税の軽減措置を国に求めてい

るところであり、当面、これらの措置の実現に向けて

取り組んでまいります。

　次に、福祉・医療行政についての御質問の中の、ワ

クチン接種緊急促進事業の実施内容、関係者への周知

についてお答えします。
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　国は、子宮頸がん予防ワクチン、ヒブワクチン、小

児用肺炎球菌ワクチンについて定期接種化に向けた検

討を行うこととしております。その間、これらの予防

接種を促進するため、補正予算で「子宮頸がん等ワク

チン接種緊急促進臨時特例交付金」が措置されたとこ

ろであります。公費負担については、予防接種法の趣

旨を踏まえ、接種費用の９割を助成することとなって

おり、その負担割合は、国２分の１、市町村２分の１

で、市町村負担分については地方交付税措置されるこ

ととなっております。県としては、同交付金により基

金を設置し、基金が適切に執行できる体制づくりを図

るとともに、新聞広告やポスター作成により普及啓発

を行うこととしております。なお、市町村においても

説明会の開催、広報誌への掲載等により対象者への周

知を図っているところであります。

　次に、乳幼児医療費助成事業の見直しについてお答

えします。

　乳幼児医療費助成事業については、現在、入院は就

学前まで、通院は３歳児までを対象に、市町村が助成

した医療費に係る自己負担分の２分の１を県が補助し

ております。同事業の拡充については、県財政や他の

医療費助成制度とのバランス、市町村の意向等を踏ま

え、対象年齢や給付方法、所得制限、一部負担金等、

助成要件を総合的に検討してまいります。

　次に、小児救急電話相談事業の取り組みについてお

答えします。

　小児救急電話相談事業は、平成22年７月５日から開

始し、19時から23時の間で実施しております。12月31

日までの相談件数は2559件で、１日当たり14件となっ

ております。時間帯で見ると、19時から20時台が多

く、時間がたつにつれて徐々に少なくなっておりま

す。時間延長については、今後の状況を見ながら、必

要に応じて関係団体と協議していきたいと考えており

ます。

　次に、障害者の権利条例の制定に向けた対応等につ

いてお答えします。

　障害者の権利条例の制定に当たっては、当事者団体

等との意見交換、県庁内関係課連絡会議や、障害当事

者及び民間事業者等が委員を構成する検討の場を設置

し、条例に盛り込むべき内容等の検討を進めてまいり

ます。県としましては、こうした検討作業や障害者権

利条約批准に向けた国の法整備状況を踏まえ、条例制

定を行うこととしております。

　次に、うつ病対策についてお答えします。

　うつ病などの精神保健福祉相談については、保健所

や総合精神保健福祉センター、市町村等において電話

相談・来所相談を行っております。県においては、う

つ病等の相談支援体制を強化するため、市町村などの

関係機関の職員を対象にした研修や、かかりつけ医へ

のうつ病対応力向上研修等を実施しております。ま

た、訪問指導につきましては、家族等の了解のもとに

精神保健活動の一環として行っております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは新たな沖縄振興

のための制度提言についての御質問で、幼児教育の無

償化についてお答えいたします。

　公立幼稚園の入園料や保育料については、設置者で

ある市町村が定めております。現在、国においては、

経済的に困窮している保護者に対し、幼稚園就園奨励

費で保育料等の補助を行い、幼児の幼稚園への就園を

支援しております。本県における幼児教育の無償化に

つきましては、３町村が入園料と保育料を無償として

おり、その他の市町村においては、有償となっており

ます。

　県教育委員会としましては、幼児期は生涯にわたる

人格形成の基礎を培う極めて重要な時期であると認識

しており、現在、国が進めている幼保一体化や「こど

も園（仮称）」等の動向を注視しながら、市町村と連

携し、幼児教育の充実に努めてまいりたいと考えてお

ります。

　次に、教育特別地域としての支援についてお答えい

たします。

　すべての沖縄県民が、どこに居住していても公平に

教育機会が享受できるような環境を整備するととも

に、戦後の特殊事情を考慮した施策を推進することは

大変重要なことだと考えております。島嶼県であるこ

との不利益性を解消するため、新たな沖縄振興の制度

提言の中で「教育振興総合対策」や「離島児童・生徒

支援センター（仮称）」について要望しているところ

であります。

　「教育振興総合対策」の内容としましては、まず、

児童生徒が修学旅行や各種大会に参加するための交通

費の軽減を図ること、２つ目に、光通信による双方向

交流学習や社会教育施設の利活用を推進するインフラ

の整備充実を図ること、３つ目に、複式学級の解消を

要望するものであります。さらに、同支援センター

は、離島生徒の寄宿舎と各種大会における小・中・高

校生の宿泊施設等をあわせ持つ総合的な複合施設を目

指しているものであります。また、戦後の特殊事情を

考慮し、「戦中・戦後の混乱期における義務教育未修



－ 110 －

了者に対する支援制度」も要望しております。

　今後とも沖縄県の地理的・歴史的事情を考慮し、教

育特別地域として支援が図られるよう要望してまいり

たいと思います。

　次に、教材等の無償化についてお答えいたします。

　小中学校の授業等で使われる教材の中で、教科書に

ついては教科書の無償措置に関する法律により、全児

童生徒に無償で給与しておりますが、それ以外の教材

については保護者負担となっております。また、学校

給食については、学校給食法の規定により、施設及び

設備に要する経費や人件費等は設置者である市町村が

負担し、個々人へ還元される食材費等は保護者が負担

することと定められております。なお、経済的に困窮

している児童生徒については、市町村において学用品

や学校給食等の就学援助が行われております。

　県教育委員会としましては、児童生徒が安心して教

育を受けられるようにすることは、教育の機会均等を

保障する上で重要であることから、今後とも全国都道

府県教育長協議会等を通して、就学援助の実態に応じ

た補助金の充実等の要請を国へ行ってまいります。

　次に、英語教育特区の導入についてお答えいたしま

す。

　本県では、国際性豊かな視野の広い人材の育成を目

指して小学校から外国語教育を積極的に推進し、平成

21年度には、すべての小学校で５・６年生を対象に外

国語活動を全国に先がけて実施しております。また、

那覇市や浦添市、宜野湾市、嘉手納町、南城市の教育

課程特例校等においては、小学校１学年から６学年ま

で６年間を通して言語や文化について体験的に理解を

図るとともに、外国語になれ親しみ、コミュニケー

ション能力の素地を養うことを目標として外国語活動

を実施しております。その成果として、外国語学習に

関する興味・関心、意欲の高まりやリスニング力の向

上などが報告されております。

　県教育委員会としましては、地域の特性を生かし、

特色ある学校づくりを推進する上で、各学校が教育課

程特例校制度を活用することは大変重要であると考え

ております。これまでの那覇市等の教育課程特例校と

しての研究成果を他の市町村に紹介し、制度の導入に

ついて促進してまいりたいと考えております。

　次に、教育行政についての御質問で、少人数学級の

取り組みについてお答えいたします。

　文部科学省においては、平成23年度から小学校１年

生において35人学級を制度化することとしておりま

す。また、小学校の２年生から６年生及び中学校につ

いては、学級編制の標準を順次に改定することについ

て検討を行うこととしております。現在、本県の小学

校１・２年生で加配定数を活用し、30人学級を実施し

ている少人数学級につきましては、平成23年度におい

ても引き続き実施してまいりたいと思います。今後の

小学校、中学校の少人数学級に関する計画について

は、国の35人学級の動向や全国の実施状況等を踏まえ

取り組んでまいります。

　次に、特別支援学級の設置についてお答えいたしま

す。

　特別支援学級等の学級編制の基準は、「公立義務教

育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法

律」に基づき、都道府県が定めるものとなっておりま

す。本県においては、沖縄県公立小学校・中学校特別

支援学級設置要綱を定め、集団活動による学び合いや

社会的自立の観点から、新設の場合は原則として５人

を下限としております。また、地域の特別支援学級の

設置状況、市町村教育委員会の特別支援学級設置計

画、就学前の障害児児童数等を勘案しながら５人未満

での設置につきましても弾力的に対応することとして

おります。

　県教育委員会としましては、教育上特別の支援を必

要とする幼児・児童生徒に対し、障害による学習上ま

たは生活上の困難を克服するための教育を行うことは

重要であると認識しております。特別支援学級の新設

時に５人を下限とすることなどの設置基準のあり方に

ついては、全国の実施状況等を踏まえ、今後、検討し

てまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　福祉・医療行政につき

まして、災害時要援護者の避難支援対策についてお答

えいたします。

　県内の市町村における災害時要援護者の避難支援計

画の策定状況は、平成22年３月末現在で13団体が策定

済みであり、策定中の団体と合わせると33団体、80.4

％となっております。

　災害時要援護者名簿の整備につきましては、整備中

が26団体、63.4％となっております。

　個別計画につきましては、策定中が19団体、46.3％

となっております。

　次に、那覇市の災害時要援護者名簿についての御質

問にお答えいたします。

　災害時要援護者名簿につきましては、これまで各市

町村において本人の申請に基づいて名簿登載をする方

式を採用しておりましたが、那覇市は、要援護者本人



－ 111 －

の同意にかかわらず市の把握している情報をもとに名

簿登載をする方式を県内で初めて採用し、関係機関で

情報を共有するとしております。この方式によります

と、より多くの名簿登載が可能になるとともに、情報

共有によって関係機関の迅速な避難支援対応につなが

るとされております。同方式につきましては、各市町

村の個人情報保護条例等の関係等について精査が必要

とされております。

　県としましては、これらも勘案し、できるだけ多く

の要援護者が災害時要援護者名簿に登録されるよう市

町村と連携を図ってまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　福祉・医療行政につ

いての御質問の中で、７対１看護体制導入による看護

師の増員数、確保の見通し及びその他の県立病院の計

画についてお答えいたします。

　中部病院での７対１看護体制の実施については、93

名の看護師の増員が必要になります。現在、看護師の

確保に全力で取り組んでいるところであります。

　病院事業局としては、次年度５月を目途に実施して

いきたいと考えております。

　北部病院、宮古病院及び八重山病院での７対１看護

体制の導入については、中部病院等での実施状況を踏

まえ検討していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　財政改革に関する質問の

うち、財政の現状と財政改革の取り組みについてお答

えいたします。

　本県の財政は、社会保障関係費の自然増や公債費が

高い水準で推移することなどから多額の収支不足が生

じるなど厳しい状況にあります。こうした状況を改善

していくため、「新沖縄県行財政改革プラン」に基づ

き持続力ある財政基盤の確立に取り組んでいるところ

であります。

　歳入面においては、県税の徴収強化や使用料・手数

料の定期的な見直しなどに取り組むとともに、新税の

創設、県有施設のネーミングライツの導入に向けた検

討や産業振興による税源の涵養などを通して、引き続

き自主財源の確保に取り組んでまいります。また、歳

出面においては、県単補助金や事務事業の見直し、大

型箱物整備の抑制等に取り組んでまいります。あわせ

て、全国知事会等と連携して地方交付税等の一般財源

確保について国に働きかけ、安定的な財政基盤の確立

に向けて取り組んでまいります。

　次に、自動販売機の公募方式導入についてお答えい

たします。

　自主財源の乏しい本県においては、自動販売機の公

募制を導入するなど自主財源の増収を図る必要があり

ます。このため、県においては、平成23年度から自動

販売機の公募制を導入することとしており、現在、県

のホームページを通して知事部局、教育委員会、公安

委員会合わせて174台の自動販売機の設置者を公募し

ているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

　　　〔上原　章君登壇〕

○上原　　章君　御答弁ありがとうございました。

　何点か再質問をさせていただきたいと思います。

　知事、今新たな振興新法を策定している中で、先ほ

ど私が、特に子育て特区、教育特区という提案をいた

しました。本当に今、今回の沖縄振興新法について多

くの県民が期待をしているわけなんですけれども、民

主党政権も沖縄を地域主権改革のモデルとまでおっ

しゃったとも聞いていますけれども、今、全国では地

方から政治を変えるというぐらいの中で、これまでの

振興新法のただ延長上で今回各担当部局が取り組んで

いるんであれば、私は大きな見込み違いだなと思って

おります。今後の沖縄県の21世紀ビジョンを本気で実

現をしようとするならば、この子育て特区、教育特区

というのはもう本当に執念を燃やして、私は政府と交

渉していただきたいなと思っております。

　我が国は今、格差、貧困で社会全体が子供を育てる

力が弱まっているとも言われています。そんなとき

に、最も子供が多い沖縄県で安心して子育てができる

という仕組みをつくることは、全国にも発信ができる

と思うんですね。意義があると思うんですよ。ぜひ私

は、今回のこの幼児から義務教育までは、沖縄県は本

当にあらゆる意味で無償化を目指す。また、医療につ

いても無料化を目指してほしいなと思います。その

点、ちょっと御意見をお聞かせください。

　それから、私は幼児教育の無償化、特に小中学校の

教材費・給食費の無償化、教育長、これはやっぱり多

くの保護者の方々からも、いろんな助成の事業がある

にせよ、今の社会状況の中で親が払えないから子供に

給食等で本当につらい思いをさせるということ自体

が、これはもう我々社会の大きな責任で、本来県が先

頭を切って無償化を目指すと、そういう意味では今回

の振興新法の中に制度化していただきたいなと思いま



－ 112 －

す。もう一回御意見をお伺いします。

　それから英語教育、教育長、21世紀ビジョンの中

に、「県民が望む将来の姿」に、「沖縄の学力や進学

率など教育水準は高く、語学教育が充実している。」、

20年後ですけれども、「高校卒業時までに２カ国語以

上が話せるようなカリキュラムが組まれ、世界で活躍

できる人材を輩出している。」と、この21世紀ビジョ

ンにあるんですね。今の語学教育、沖縄の現状でそこ

まで本当に持っていけるのか、もう一度認識をお聞き

します。

　それから知事、乳幼児の医療費助成、これは知事の

公約にも入っているんですけれども、先ほどから話し

ていますように、子供の基本的な経済負担を社会全体

がしっかり支えるという原則を考えると、知事は１期

目のときにすぐ乳幼児医療費の拡充に着手しました。

非常に多くの方々が喜んだんですけれども、ぜひ今回

もう一歩踏み込んで、この乳幼児医療費の助成事業に

私は踏み込む必要があると思うんですが、見解をお聞

かせください。

　あと福祉保健部長、認可外保育園の給食処遇改善の

ための支援なんですが、10日から20日分にして拡充

し、またお米を、また今回の拡充と、大変評価しま

す。ですけれども、この20日分、現場では土曜日も夕

方まで子供たちを預かっているという現状があるんで

すね。そういうのを考えると、やっぱり25日分まで私

は広げる必要があると思うんですが、いかがでしょう

か。

　済みません、あと幾つかあります。

　小児救急電話相談（♯8000）、これも非常に今現場

の関係者が喜ばれているんですが、ぜひ夜間延長、こ

れを検討していただきたいと。利用者の人たちからア

ンケートをとるなりして、その辺の必要性、先ほど関

係機関と検討するということでありましたけれども、

利用者からもぜひこの辺の必要性を確認していただき

たいと思います。

　あと教育長、特別支援学級について、皆さんのつ

くっている設置要綱に５人を下限とする、これは国の

法律を見ると全くそういったことはないんですね。む

しろ逆行しているんですね。国の法律では、都道府県

が特別支援学級の学級編制の基準を決めるという中に

８人、上限がですね。現場に応じてそれを下げていっ

ていいという考え方なんですね。例えば、文部科学大

臣が定める障害を２つ以上あわせ持つ児童生徒は３人

だという、８人という一つの上限を国は法律で決め

て、必要に応じて都道府県で下げていっていいんです

よと。極端に言えば２人でも１人でもそういった支援

の必要な子がいればクラスをつくっていいんですよ

と。それを沖縄県はなぜか原則として５人を下限とす

るという線を引いてしまっているんですね。おかしい

んですね、この考え方が。現場では２人とか３人、ぜ

ひこの支援が必要な子供たちのクラスをつくりたいん

だけれども、県がこういった条例の中につくっている

んでつくれませんと。さっき柔軟的に対応していると

言っていましたけれども、市町村ではそういった理由

で推進されないんですね。この子供たちはどこに行く

のかとそういうことを考えると、これはもう私は撤廃

する必要があると思うが、いかがでしょうか。

　あと自販機、ぜひ部長、頑張っていただきたいと。

全国には相当大きな事例が出ております。もう時間が

ないので……。群馬県では、114万円の収入が１億

6000万円になったと。それから長野県では１億4000万

円の収入があったと、そういう事例がありますので、

よろしくお願いします。

　最後に知事、移民の皆さんの件なんですが……。

　ちょっとストップ。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時５分休憩

　　　午後５時５分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○上原　　章君　先ほどウチナーンチュ大会で資料展

を開催したいと、非常にいいことだと思いますが、移

民の歴史はやっぱり海外雄飛の歴史でもあり、世界に

飛躍する国際的な人材育成にもつながると思います。

　ぜひ県内に普段からこういった移民の歴史や県人会

の活躍をとどめる、移民会館とまでは言わなくても既

存のそういった建物に、観光客を含め国内外からこう

いった方々がそういったものに触れる、専用できるよ

うな仕組みをつくれないかお聞きします。

　以上。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時７分休憩

　　　午後５時11分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　上原議員から幾つか再質問

いただきましたが、一番初めの教育特区とか子育て特

区とでも呼ぶべき内容をしっかりとつくって、今度の

新しい沖振法の中できちっと取り組んでいくべきでは

ないかという御趣旨の御提案等のお考えだと思います

が、ほとんどそういう方向、考え方に沿っていろいろ

な特区制度について今我々も検討・研究している最中
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でございますので、ひとつぜひこの中身以外にこれは

詰めにくい部分がないわけではないんですが、この３

月いっぱいでいろんな形でまとめていきたいと思いま

すので、ぜひ議員のまた具体的な御提案をもう少し詳

しくいただければ、それを参考にしながら、そういう

気持ちと意気込みでしっかり取り組んでいきたいと考

えております。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　再質問にお答えい

たします。

　乳幼児医療費助成事業の拡充につきましては、先ほ

ども申し上げましたが、市町村の意向とか県財政の状

況を踏まえながら、対象年齢をどういうふうにやって

いくか、それから給付方法、所得制限や一部負担金を

どんなふうにやっていくかというものを総合的に検討

して、23年度（次年度）において検討を進めていきた

いと思っております。

　また、国に対しても、全国的にそういう県単事業と

して実施しておりますので、それにつきましても国の

助成を拡充していただくような、国のほうとして助成

していただくような形での要望をしていきたいという

ふうに考えております。

　それから認可外保育施設への給食費のさらなる拡充

につきましては、20日分を25日分まで拡充することが

できないかという趣旨の要望でございますが、今回の

実施状況を踏まえて今後検討してまいりたいと考えて

おります。

　それから♯8000につきまして、時間延長につきまし

て、それに向けての利用者のアンケートの実施等の御

質問でございますが、それにつきましても事業を委託

している団体等と協議して、アンケートの実施等につ

いても今後検討していきたいというふうに考えており

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　上原議員から御質問があ

りました特別支援学級の設置についてお答えいたしま

す。

　先ほど申し上げましたように、特別支援学級の学級

編制の基準は、法律に基づきまして都道府県が１ない

し８名の範囲で定めることになっております。本県に

おいては、沖縄県公立小学校、中学校、特別支援学校

設置要綱を定めまして、新設の場合は５人を下限とし

ております。５人の法的根拠はございませんけれど

も、その定めについては各県の実情に応じて７名、６

名、５名という形になっております。

　沖縄県では、これまでの実施状況、それから加配教

員の確保など総合的なことを勘案して、市町村との合

意事項として定めております。ですから、決して５人

を下限とするというこれだけではなくて、これに地域

の特別支援学級の設置状況、それから市町村の教育委

員会の特別支援学級の設置計画等々そういうものを弾

力的に勘案して、５人未満での設置についても対応す

るとしております。

　実質的に現状は、１人の学級も72名おります。２人

の学級も128名おります。３人学級も216名、４人学級

も364名で、４人以下の学級が全体の44％設置してお

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時17分休憩

　　　午後５時18分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○教育長（金武正八郎君）　ちょっと答弁が漏れまし

た。

　特別支援学級の新設時に５人を下限とすることなど

の設置基準のあり方については、全国の実施状況等を

踏まえまして今後検討してまいりたいと思っておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　自動販売機の公募制の導

入への再質問についてお答えいたします。

　議員が御案内されましたように長野県、群馬県でか

なりの実績が上がっているということは承知しており

ます。私どもも九州各県を調査いたしました。九州各

県でも実施しておりまして、私どもの調査では、九州

平均で導入前の収入78万円が、導入後2794万円にアッ

プするなど効果が出ている状況にあります。

　23年度４月１日から174台実施しますので、実施結

果を踏まえまして拡充についても検討してまいりたい

と思っております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　移民歴史資料展のよ

うな常設的な仕組みについての再質問にお答えしたい

と思います。

　やはり関係者から移民展の常設的なものの要望はあ
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りまして、今回のウチナーンチュ大会等に合わせて検

討・研究させてもらいたいと思います。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　以上で本日の代表質問は終わ

りました。

　本日の日程はこれで終了いたしました。

　次会は、明24日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後５時21分散会
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議　　事　　日　　程　第４号

平成23年２月24日（木曜日）

午前10時開議

第１　新たな沖縄振興のための法制度の創設を求める意見書

当銘　 勝雄 君　　島 袋　 　 大君

照屋　 守之 君　　翁 長　 政 俊君

浦崎　 唯昭 君　　仲 村　 未 央さん

渡久 地　 修 君　　糸 洲　 朝 則君　　 提出　議員提出議案第１号

奥平　 一夫 君　　赤 嶺　 　 昇君

上里　 直司 君　　山 内　 末 子さん

租田　 勝廣 君

第２　「新たな沖縄振興のための制度提言」の中に法制度を盛り込むことを求める決議

当銘　 勝雄 君　　島 袋　 　 大君

照屋　 守之 君　　翁 長　 政 俊君

浦崎　 唯昭 君　　仲 村　 未 央さん

渡久 地　 修 君　　糸 洲　 朝 則君　　 提出　議員提出議案第２号

奥平　 一夫 君　　赤 嶺　 　 昇君

上里　 直司 君　　山 内　 末 子さん

租田　 勝廣 君

第３　嘉手納飛行場における米軍のパラシュート降下訓練に関する意見書

渡嘉敷喜代子 さん　桑 江朝 千 夫君

吉元　 義彦 君　　仲 田　 弘 毅君

具志　 孝助 君　　照 屋　 大 河君

前田　 政明 君　　上 原　 　 章君　　 提出　議員提出議案第３号

新垣　 清涼 君　　玉 城　 　 満君

玉城　 義和 君　　租 田　 勝 廣君

上里　 直司 君

第４　嘉手納飛行場における米軍のパラシュート降下訓練に関する抗議決議

渡嘉敷喜代子 さん　桑 江朝 千 夫君

吉元　 義彦 君　　仲 田　 弘 毅君

具志　 孝助 君　　照 屋　 大 河君

前田　 政明 君　　上 原　 　 章君　　 提出　議員提出議案第４号

新垣　 清涼 君　　玉 城　 　 満君

玉城　 義和 君　　租 田　 勝 廣君

上里　 直司 君

第５　代表質問

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　新たな沖縄振興のための法制度の創設を求める意見書

　　　　　　平成23年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 ４ 号）　　　　　　第 ２ 回

　

平成23 年２月 24日（ 木曜日）午前 10時１分開議
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日程第２　「新たな沖縄振興のための制度提言」の中に法制度を盛り込むことを求める決議

日程第３　嘉手納飛行場における米軍のパラシュート降下訓練に関する意見書

日程第４　嘉手納飛行場における米軍のパラシュート降下訓練に関する抗議決議

日程第５　代表質問

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（47名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　席　議　員（１名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　山　内　末　子　さん

11　番　　上　里　直　司　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　新　垣　清　涼　君

23　番　　新　垣　安　弘　君

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　奥　平　一　夫　君

36　番　　比　嘉　京　子　さん

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君

46　番　　新　里　米　吉　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　上　原　良　幸　君

知 事 公 室 長　　又　吉　　　進　君

総　務　部　長　　兼　島　　　規　君

企　画　部　長　　川　上　好　久　君

文化環境部長　　下　地　　　寛　君

福祉保健部長　　奥　村　啓　子　さん

農林水産部長　　比　嘉　俊　昭　君

観光商工部長　　勝　目　和　夫　君

土木建築部長　　仲　田　文　昭　君

企　業　局　長　　宮　城　嗣　三　君

病院事業局長　　伊　江　朝　次　君

会 計 管 理 者　　米　蔵　博　美　さん

知　事　公　室
　　　　　　　　　饒平名　知　成　君
秘書広報統括監

総　　務　　部
　　　　　　　　　新　垣　郁　男　君
財 政 統 括 監

教 育 委 員 会
　　　　　　　　　中　野　吉三郎　君
委　　員　　長

教　　育　　長　　金　武　正八郎　君

公安委員会委員　　安　里　昌　利　君
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　２月22日、当銘勝雄君外12人から、議員提出議案第

１号「新たな沖縄振興のための法制度の創設を求める

意見書」、議員提出議案第２号「「新たな沖縄振興の

ための制度提言」の中に法制度を盛り込むことを求め

る決議」、渡嘉敷喜代子さん外12人から、議員提出議

案第３号「嘉手納飛行場における米軍のパラシュート

降下訓練に関する意見書」及び議員提出議案第４号

「嘉手納飛行場における米軍のパラシュート降下訓練

に関する抗議決議」の提出がありました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　この際、日程第１　議員提出

議案第１号　新たな沖縄振興のための法制度の創設を

求める意見書及び日程第２　議員提出議案第２号　

「新たな沖縄振興のための制度提言」の中に法制度を

盛り込むことを求める決議を一括議題といたします。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　当銘勝雄君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第１号及び第２号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔当銘勝雄君登壇〕

○当銘　勝雄君　おはようございます。

　代表質問の日程のさなかに、議員提出議案として大

事な議案が整いましたので、お時間をかしていただき

たいというふうに思います。

　ただいま議題となりました議員提出議案第１号及び

第２号の２件につきましては、沖縄振興・那覇空港整

備促進特別委員会の委員等により協議した結果、議員

提出議案として提出することに意見の一致を見ました

ので、提出者を代表して提案理由を御説明申し上げま

す。

　提案理由は、議員提出議案第１号につきましては、

新たな沖縄振興のための法制度の創設について、議員

提出議案第２号につきましては、「新たな沖縄振興の

ための制度提言」の中に法制度を盛り込むことについ

て、それぞれ関係要路に要請するためであります。

　次に、議員提出議案第１号を朗読いたします。

　　　〔新たな沖縄振興のための法制度の創設を求め

る意見書朗読〕

　次に、議員提出議案第２号につきましては、内容の

一部とあて先が意見書と異なりますので、内容の異な

る部分とあて先だけを申し上げます。

　　　〔「新たな沖縄振興のための制度提言」の中に

法制度を盛り込むことを求める決議の「その

ためには」から「要請する。」まで及びあて

先朗読〕

　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。

　なお、意見書につきましては、その趣旨を関係要路

に要請するために、沖縄振興・那覇空港整備促進特別

委員会の委員を派遣する必要があるとの意見の一致を

見ておりますので、議長におかれましてはしかるべく

取り計らっていただきますようお願いを申し上げま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第１号

及び第２号については、会議規則第37条第３項の規定

により委員会の付託を省略いたしたいと思います。

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

警 察 本 部 長　　村　田　　　隆　君

労 働 委 員 会
　　　　　　　　　平　良　宗　秀　君
事　務　局　長

人 事 委 員 会
　　　　　　　　　岩　井　健　一　君
事　務　局　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君

事　務　局　長　　龍　野　博　基　君

次　　　　　長　　新　城　　　博　君

参事兼議事課長　　嘉　陽　安　昭　君

副　参　事　兼　　　　　　　　　平　田　善　則　君課　長　補　佐

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　仲宗根　　　章　君

政務調査課長　　城　間　正　彦　君

副　　参　　事　　知　念　正　治　君

主　　　　　幹　　前　田　　　敦　君

主　　　　　幹　　上　原　貴　志　君
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　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、両案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　これより議員提出議案第１号

「新たな沖縄振興のための法制度の創設を求める意見

書」及び議員提出議案第２号「「新たな沖縄振興のた

めの制度提言」の中に法制度を盛り込むことを求める

決議」の２件を一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第１号及び第２号は、原案の

とおり可決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　ただいま可決されました議員

提出議案第１号に関し、提案理由説明の際提出者か

ら、その趣旨を関係要路に要請するため議員を派遣し

てもらいたいとの要望がありました。

　よって、お諮りいたします。

　議員提出議案第１号の趣旨を関係要路に要請するた

め、沖縄振興・那覇空港整備促進特別委員長及び委員

５人を派遣することとし、その期間及び人選について

は議長に一任することに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　この際、日程第３　議員提出

議案第３号　嘉手納飛行場における米軍のパラシュー

ト降下訓練に関する意見書及び日程第４　議員提出議

案第４号　嘉手納飛行場における米軍のパラシュート

降下訓練に関する抗議決議を一括議題といたします。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　渡嘉敷喜代子さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第３号及び第４号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔渡嘉敷喜代子さん登壇〕

○渡嘉敷喜代子さん　おはようございます。

　ただいま議題となりました議員提出議案第３号及び

第４号の２件につきましては、２月22日に開催した米

軍基地関係特別委員会の委員等により協議した結果、

議員提出議案として提出することに意見の一致を見ま

したので、提出者を代表して提案理由を御説明申し上

げます。

　提案理由は、嘉手納飛行場における米軍のパラ

シュート降下訓練について関係要路に要請するためで

あります。

　次に、議員提出議案第３号を朗読いたします。

　　　〔嘉手納飛行場における米軍のパラシュート降

下訓練に関する意見書朗読〕

　次に、抗議決議につきましては、内容が意見書と同

じでありますので、あて先だけを申し上げます。

　　　〔嘉手納飛行場における米軍のパラシュート降

下訓練に関する抗議決議のあて先朗読〕

　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第３号

及び第４号については、会議規則第37条第３項の規定

により委員会の付託を省略いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、両案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　これより議員提出議案第３号

「嘉手納飛行場における米軍のパラシュート降下訓練

に関する意見書」及び議員提出議案第４号「嘉手納飛

行場における米軍のパラシュート降下訓練に関する抗

議決議」の２件を一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第３号及び第４号は、原案の

とおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――
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○議長（髙嶺善伸君）　日程第５　代表質問を行いま

す。

　質問の通告がありますので、順次発言を許します。

　大城一馬君。

　　　〔大城一馬君登壇〕

○大城　一馬君　おはようございます。

　ニュージーランドの地震、死者が75人、そして行方

不明300人余、そして27人の邦人の安否が確認されて

いないと。きょうの新聞を読みますと、琉大生の安否

が確認されていないという報道がございました。一刻

も早い確認と救出を切望するものでございます。

　それでは沖縄社会大衆党・結の会を代表いたしまし

て、質問をさせてもらいたいと思います。

　最近の民主党の政権、混迷と混乱、一体どういう立

場で国づくりをしようとしているのか、さっぱり見え

てきません。そして党内での足の引っ張り合い、きの

うも政務官が辞意を表明したと。一体どういう政権運

営をやっていくのか、非常に心配をしております。自

民党も悪かったが、民主党もますます悪くなっている

という声がちまたに出ております。私ども沖縄社会大

衆党も民主党との距離がだんだんだんだん離れてい

く、非常に行く末を心配しております。

　それでは質問に入ります。

　これまた民主党批判になるのかなと思いながら質問

をさせてもらいますけれども、鳩山前総理の「抑止力

は方便」発言についてでございます。

　鳩山前総理がマスコミインタビューで、普天間飛行

場の県外移設断念の理由とした在沖海兵隊の抑止力は

辺野古しか残らなくなったときに理屈づけしなければ

ならず、「方便」と言われれば「方便」だったと述べ

ました。全く無責任の「方便」であり、一国の総理大

臣が単なる思いつきで普天間飛行場の辺野古回帰の理

由づけをするため抑止力を持ち出したことに心の底か

ら怒りを禁じ得ません。これまでの県民の過重な基地

負担の苦悩に思いをいたし、県民の未来に泥を塗る発

言として二重の意味で許しがたく、議会としてまた沖

縄県民として発言の真意を確かめる必要があるものと

考えるものです。

　茨、地元マスコミによりますと、知事は、｢鳩山前

総理の発言は回顧録のようなものであり、問題にする

ことすらはばかられる」と述べたと報道されています

が、「方便発言」に対する知事の率直な見解と対応を

お伺いいたします。

　芋、上原副知事は、「あいた口がふさがらない」と

不快感を示したと報道されているが、副知事にも率直

な見解を伺いたいと思います。

　鰯、我が会派は、余りにも県民を愚弄する無責任き

わまる重い発言であることから、地方自治法、委員会

条例に基づき鳩山前総理を沖縄県議会に参考人として

招致し、発言の真意と米海兵隊は抑止力になっている

も含め、ただす必要があるのではないかと強い抗議の

意思を込めて提案するものでございます。議長初め議

員諸氏の御理解と御協力を賜り、ぜひ実現していただ

きたいと思いますが、この提案につきまして沖縄県知

事としての御見解を賜りたいと思っております。

　次、２、平成23年度知事所信表明についてでござい

ます。

　仲井眞知事は、２月定例会冒頭で、２期目就任後向

こう１年間の県政運営の所信表明を行いました。社

大・結会派の評価は２月16日のマスコミコメントのと

おりであります。

　それでは知事所信表明の中から質問いたします。

　茨、平成23年度政府案についてですが、所信表明の

中で「効果的な諸施策」が盛り込まれていると述べて

います。その中で２点について質問いたします。

　ア、「沖縄振興自主戦略交付金（仮称）」の意義と

問題点の説明を求めます。

　イ、｢沖縄振興一括交付金（仮称）」について、｢沖

縄が求めるかたち｣と述べていますが、どのような

「かたち｣で求めようとしていますか。

　芋、平成23年度の主要施策の展開について。

　ア、「那覇空港・那覇港を中心とする国際物流経済

特区の創設を国に求めてまいります。」と述べていま

すが、説明を求めます。

　イ、県民所得全国中位は、さきの知事選挙において

仲井眞知事公約の最大の目玉だったはずですが、その

割には再選後初の施策に具体的に反映されているとは

思いません。知事の所見を問うものであります。

　ウ、県民生活の向上や雇用対策の取り組みについて

具体策を示していただきたいと思います。

　エ、平成24年度に開催される「全国豊かな海づくり

大会」の概要の説明を求めます。

　オ、｢金融特区への企業集積を図ります。」と述べ

ていますが、2008年名護市の金融特区で税制優遇措置

第１号で唯一の認定企業が現特区から撤退していま

す。問題点と今後の可能性について伺います。

　カ、「環境保全と経済発展が両立する社会を実現す

るため、沖縄版ニューディールを推進します。」と述

べていますが、具体的構想を示していただきたいと思

います。

　新沖縄振興計画について。

　新たな振興計画は、県民参加のもとでつくられた
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「沖縄21世紀ビジョン」を踏まえ、県民のための振興

計画を県主導で実現しなければなりません。過去４次

にわたる振興計画をしっかり検証し、真に県民のため

の振興策を打ち立てなければなりません。その視点に

立って質問します。

　茨、新しい振興計画は、沖縄の不利性の克服と優位

性をどう生かすかという視点で計画をつくり上げると

していますが、あるべき沖縄の未来を示した「沖縄21

世紀ビジョン」を実現可能な計画としてどのように落

とし込んでいこうとしているのか。制度や根拠となる

法律等についてどのように検討されているのか。ま

た、政府と協議していると思いますが、進瀧状況をお

伺いします。

　芋、全国最低の県民所得、全国の２倍近い失業率問

題は、沖縄の解決しなければならない大きな課題であ

ります。中間報告によって稲嶺前知事の言う「釣り

具」はそろうとの認識ですか。

　鰯、集中する米軍施設の返還はビジョン実現にとっ

て不可避であります。どのように基地の返還計画を振

興計画に具現化していくか。また、政府との交渉をど

のように進めていくのですか。

　允、カジノ導入については、県民の間に反対の声が

強い。知事は新振計に盛り込む考えですか。

　４、基地問題について。

　茨、知事訪米についてです。

　ア、2010年度内訪米を見送りましたが、その根拠の

説明を求めます。

　イ、普天間飛行場を初め基地問題解決に向け、県民

総ぐるみの運動の様相を呈しています。次期訪米では

知事を先頭に県選出国会議員や県議会、市町村長会、

市町村議長会、経済団体等オール沖縄で訪米要請をす

べきと思いますが、知事の所見を伺います。

　芋、軍転協要請について。

　ア、去る２月４日から９日にかけて軍転協は、日米

共同発表の見直し、普天間飛行場の県外移設、嘉手納

より南の施設返還を普天間問題と切り離すことを含む

７項目の要請行動を行いましたが、政府や駐日大使な

どの反応について所見を伺います。

　イ、軍転協としての要請項目の実現、改善に向けて

今後の行動計画はどうなっていますか。

　鰯、牧港補給基地のパッケージ切り離しについて。

　ア、浦添市の面積の約14％を占める牧港補給基地を

ＳＡＣＯ合意のパッケージから切り離して早期返還を

求めるため､浦添市議会が県と国に対して要請を行い

ましたが、国・県の対応についてお伺いいたします。

　允、普天間飛行場問題について。

　ア、知事は、さきの知事選挙、そして2011年第２回

沖縄県議会の所信表明で、日米共同発表の見直し、普

天間飛行場の県外移設及び早期返還に取り組む姿勢を

表明していますが、具体的な行動計画を示すべきと思

います。知事の所見をお伺いします。

　イ、同じく所信表明の中で、｢県内移設は事実上不

可能ではないかと考えており、」の表現について、あ

いまいさを禁じ得ません。明確に県内移設反対を表明

すべきではないでしょうか。

　ウ、玉城義和副議長を団長に糸数慶子参議院議員、

社大・結会派の３人のメンバー等がグアム視察を行い

ました。結論として、2006年のロードマップの合意は

極めて流動的であるとまとめています。

　質問いたします。

　2006年のロードマップ合意の実現性について政府か

ら示されているのでしょうか。

　エ、普天間飛行場の危険性の除去は最優先課題であ

ります。沖縄県知事として具体的にどう取り組むので

しょうか。

　印、米軍機による騒音被害について。

　ア、嘉手納基地や普天間飛行場を発着する米軍機に

よる騒音被害が激化しています。その実態を示してく

ださい。

　イ、米軍基地周辺の騒音軽減のＳＡＣＯ合意と騒音

防止協定の実効性が問われています。県の対策につい

てお伺いします。

　ウ、爆音被害を訴える地域が拡大増加しています

が、その実態と対策について伺います。

　咽、米軍普天間飛行場の移設に係る国による名護市

への不服申し立てについて。

　ア、普天間飛行場の移設を前提に名護市辺野古沿岸

部で行う動植物の生息状況など、現況調査を名護市が

拒否したことについて防衛省が異議申し立てをしまし

た。名護市長は毅然と正当性を主張しています。県の

認識を伺います。

　イ、県は静観しているようですが、知事も県外移設

を表明いたしました。名護市を後押しするのが当然で

あると思いますが、知事の決意を伺います。

　員、米海軍が１月５日から15日にかけて訓練区域外

の海域で米軍が日本政府に通知せず実施する計画を進

めていたことが発覚いたしました。爆撃訓練によって

漁業従事者及び県民への被害、不安ははかり知れない

ものがあります。

　以下、質問します。

　ア、政府は、国際法上沿岸国である我が国の権利と

義務に妥当な考慮を払って行わなければならないとし
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て、実施の可能性について否定しないとする閣議決定

をしていますが、知事の見解を求めます。

　イ、県は、訓練区域外での爆撃訓練を実施しないこ

とを日米両政府に強く求めるべきと思いますが、所見

を伺います。

　ウ、訓練区域内・区域外で訓練が行われているかに

ついて、政府の監視体制はとられていないとしていま

すが、知事は政府に監視体制の確立を求めるべきと思

います。知事の決意を伺います。

　因、高江区でのヘリパッド建設について。

　ア、高江区でのヘリパッド建設は係争中の中で工事

が行われました。県の認識を伺います。

　イ、県としてヘリパッドの建設中止を求める考えは

ないでしょうか。

　ウ、2010年、米軍ヘリによると思われるホバリング

の真相究明について説明を求めます。

　姻、嘉手納基地での米軍のパラシュート降下訓練に

ついて。

　ア、降下訓練強行の経緯の説明を求めます。

　イ、県の日米両政府への今後の対応策をお伺いしま

す。

　５、ＴＰＰ(環太平洋連携協定)について。

　茨、本県農林水産業等への影響について改めて説明

を求めます。

　芋、ＴＰＰ参加について、今後の対応策で知事の決

意をお伺いします。

　６、今議会に提案されています沖縄県暴力団排除条

例について質問いたします。

　茨、暴力団による犯罪は巧妙化し激増が言われてい

ますが、実態について説明を求めます。

　芋、暴力団排除条例制定によって取り締まりの効果

を伺います。

　鰯、暴力団犯罪壊滅に向けて県警本部長の決意を伺

います。

　７、沖縄県立郷土芸能会館（仮称）建設について。

　茨、郷土芸能会館（仮称）の建設の意義について伺

います。

　芋、建設に向けての今後の計画構想を説明してくだ

さい。

　８、新たな公共交通システム導入について。

　茨、県は、新振計で本島縦貫鉄道整備を国に要望す

る方針を決めています。国の対応はどうか説明を求め

ます。

　芋、ＬＲＴ（次世代型路面電車）導入について、各

地域・団体からの導入の機運がわき起こっています

が、県の考え方と今後の取り組みを示していただきた

いと思います。

　よろしく御答弁お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　大城一馬議員の御質問に答弁させていただきます。

　まず第１に、鳩山前総理の発言に係る御質問にお答

えいたします。

　鳩山前総理の発言につきましては、直接お聞きした

わけではありませんが、報道のとおりとすれば、「方

便」という言葉は、理解しがたい表現と言わざるを得

ません。

　県は、政府に対し、頭越しではなく、地元の理解と

協力を得なければならないことや、県民の納得のいく

説明や解決策を示すよう繰り返し申し上げてきました

が、今回の鳩山前総理の一連の発言は、県民の納得の

いく説明とはとても言いがたく、まことに遺憾である

と考えております。

　次に、同じく鳩山前総理に係る御質問の中で、参考

人招致をすることについての御質問にお答えいたしま

す。

　県議会における参考人招致につきましては、県議会

の権限に属するものであり、知事として所見を申し上

げることは差し控えさせていただきます。

　次に、基地問題に係る御質問で、年度内訪米を見

送った説明及びオール沖縄での訪米についてという御

趣旨の御質問にお答えいたします。なお、この４の茨

のアと４の茨のイは関連いたしておりますので、恐縮

ですが一括して答弁させていただきます。

　今年度の訪米につきましては、議会日程や年度末の

重要案件の業務調整等を踏まえまして実施を見送るこ

とといたしました。いずれにいたしましても、アメリ

カ政府や連邦議会等の関係機関に沖縄県の実情を伝

え、理解と協力を求めることは沖縄の基地問題の解決

を進める上で重要であると考えております。来年度、

効果的な訪米が実施できるよう、引き続き検討してま

いりたいと考えております。

　なお、オール沖縄での訪米につきましては、御提案

として承っておきたいと思います。

　次に、同じく基地問題の中で、普天間飛行場の県外

移設に向けた取り組みについてという御趣旨の御質問

にお答えいたします。

　県は、総理を初め各大臣との面談など、あらゆる機

会を通して普天間飛行場の県外移設の実現を強く求め

てまいりたいと考えております。また、その実現を図

るためには、日本全体で米軍基地の負担を分かち合う
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べきであるということを広く国民に理解してもらう必

要があると考えております。平成23年度には、世論を

喚起するための広報活動などを積極的に展開してまい

りたいと考えております。特に、県内移設は事実上不

可能であるという沖縄の状況を日米両政府と国民に理

解してもらうためのあらゆる方策を検討し、展開して

まいりたいと考えております。

　同じく基地問題の御質問の中で、明確に県内移設反

対を表明することという御質問にお答えいたします。

　これまでの県の求めにもかかわらず、政府から県民

の納得のいく説明と解決策は依然としてまず示されて

おりません。このため、県内移設は事実上不可能と考

え、日米共同発表の見直しを求めているものであり、

その内容は県外移設を求めるということに尽きると考

えております。

　同じく基地問題に係る御質問の中で、危険性除去の

具体的取り組みについてという御質問にお答えいたし

ます。

　普天間飛行場の危険性の除去につきましては、駐留

部隊の移駐や訓練の縮小、そして分散移転など、普天

間飛行場のヘリ等の運用を極力低減し、早期に危険性

の除去及び騒音の軽減を図ることを政府に求めてまい

りました。また、去る１月に開催されました米軍基地

負担軽減部会におきましても、政府に対し、危険性除

去の具体的な取り組みについて地元の要望を聞いてい

ただきたい旨求めたところでございます。

　県といたしましては、引き続き軍転協とも連携を

し、普天間飛行場の危険性の除去について具体的な方

策の提案、そして実施に向け、さらに検討を加速させ

るよう政府に求めていきたいと考えております。

　次に、ＴＰＰ協定に係る御質問の中で、ＴＰＰ交渉

参加に関する今後の対応についてという御質問にお答

えいたします。

　農林水産業は、重要な産業という側面だけではな

く、文化などの多面的な機能の保持という面でも極め

て大切な産業であります。一方で、資源の乏しい我が

国は、通商貿易国家として成り立っている面も否定で

きません。したがいまして、どちらか一方だけをとる

ということでは、我が国の持続的発展は困難でありま

す。両立を図る道を探ることが極めて重要であると考

えております。今般のＴＰＰにつきましては、原則と

して全品目についての関税を撤廃することを目指すも

のであります。このため、我が国や沖縄県の農林水産

業に深刻な影響を及ぼすことが懸念されております

が、このことに対する対応策も打ち出されておりませ

ん。

　このような状況において、沖縄県といたしまして

は、農業分野の懸念について、今後とも国に対して強

く訴えるとともに、国民の合意が得られるまで拙速に

判断することなく、丁寧に議論を尽くすことなどを求

めていきたいと考えております。

　次に、沖縄県立郷土芸能会館（仮称）の建設につい

ての質問の中で、郷土芸能会館（仮称）の建設の意義

についてという御質問にお答えいたします。

　組踊がユネスコの世界遺産に登録されるなど、沖縄

の文化・芸能が内外の注目を集めている中、県民や来

県者に伝統芸能などの鑑賞機会を提供するための拠点

となる施設を整備することは重要なものと認識いたし

ております。

　郷土芸能会館の整備は、伝統芸能の担い手、そして

継承者の育成拠点として利活用が図られ、組踊、琉球

舞踊等、伝統芸能の振興・発展に寄与するものと考え

ております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　上原副知事。

　　　〔副知事　上原良幸君登壇〕

○副知事（上原良幸君）　鳩山前総理の「抑止力」の

発言についての率直な感想、見解ということでござい

ますけれども、私の見解も先ほど知事が答弁した内容

と同じでありまして、鳩山前総理の「方便」という言

葉は理解しがたい表現と言わざるを得ません。

　そもそも抑止力を維持しつつ沖縄の基地負担を軽減

するというのがＳＡＣＯ以来、この間の日米合意の大

前提であり目標であったはずだと認識いたしておりま

す。

　鳩山前総理がどういう文脈の中で発言されたのか承

知はしておりませんが、県外移設から辺野古移設に

戻ったその理由として、本来その目標であります抑止

力の維持を「方便」として挙げられたと、その報道に

接して、正直繊然としたというのが率直な感想であり

ます。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　平成23年度知事所信表明

についての御質問の中で、「沖縄振興自主戦略交付

金」の意義と問題点及び「沖縄県が求めるかたち」に

ついてお答えいたします。関連いたしますので、２の

茨のアとイを一括してお答えいたします。

　沖縄県では、昨年５月以降、高率補助により措置さ

れている総額の確保及び予算の一括計上方式が継続さ
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れ、かつ自由度の高い「沖縄振興一括交付金（仮

称）」の創設を政府に求めているところであります。

このような中、先ごろ発表された平成23年度政府予算

案において沖縄振興自主戦略交付金が創設され、全国

とは別枠で321億円が内閣府沖縄担当部局予算に一括

計上されました。このことは、沖縄県が求めている交

付金の実現に向けて一定の前進をしたものと考えてお

ります。しかし、沖縄振興自主戦略交付金は沖縄振興

開発事業費の補助金の一部を統合したものであり、そ

の使途ももとの補助金の範囲内に限定されておりま

す。このため、同交付金については、沖縄県がより主

体的な施策の展開が行えるよう、引き続き一層の自由

度の拡大を求めてまいりたいと考えております。さら

に、平成24年度以降の新たな沖縄振興に係る施策の展

開に向けて必要な財源が確保される、より自由度の高

い形の交付金が創設されるよう、引き続き政府に求め

てまいりたいと考えております。

　同じく平成23年度知事所信表明に関連をしまして、

国際物流経済特区の概要についてお答えいたします。

　本県の地理的優位性や那覇空港と那覇港の近接性等

を生かして、国際物流拠点を形成することとしており

ます。その実現に必要な環境整備として、県では、税

制・財政・金融上の優遇措置及び規制の緩和措置な

ど、航空及び海運ネットワークの拡充や企業の立地等

を促進するための諸制度を一体として実施する「国際

物流経済特区」の創設を要望しているところでありま

す。

　県が目指す国際物流拠点の形成は、貨物運送業や倉

庫業等の運輸関連産業に加え、製造業や小売業等の保

管・配送拠点、加工・組み立て拠点等、新たな臨空・

臨港型産業の集積を図るものであります。また、物流

ルートの拡充及び物流コスト低減等により、農林水産

業、製造業等の地域産業の活性化にもつながり、新た

な雇用の創出や産業の振興が図られるものと考えてお

ります。本特区制度により成長著しいアジアの活力を

取り込み、県経済の発展を図ってまいりたいと考えて

おります。

　同じく平成23年度知事所信表明に関連をいたしまし

て、県民所得を全国中位にするための施策についてお

答えいたします。

　県民所得をおおむね全国中位とすることを目標に、

平成23年度はリーディング産業である観光・リゾート

産業や情報通信産業の振興に加え、農林水産業、商工

業などのあらゆる産業の振興策を積極的に展開するこ

ととしております。

　具体的には、「国際観光都市おきなわ」の形成に向

け、文化・芸能・スポーツ等を活用した付加価値の高

い観光産業の確立を図るほか、ＩＴ津梁パークの整備

の推進等により情報関連企業の集積を図ります。次

に、第３、第４のリーディング産業として臨空・臨港

型産業の集積に向けた取り組みや沖縄科学技術大学院

大学を核とした知的・産業クラスターの形成に取り組

んでまいります。次に、国内外を大きく視野に入れ、

魅力ある投資環境づくりの強化により県内投資を呼び

込む施策を展開し移出産業の創出を図ります。あわせ

て、農林水産業の振興のため、おきなわブランドの確

立に向けた取り組みを強化するほか、県融資制度の拡

充等により中小企業支援を推進し、県経済を支える域

内産業の活性化を図ります。

　このようにして、成長のエンジンである複数の移出

産業と成長の翼である域内産業を活性化させ、民間主

導の持続可能な自立型経済の構築に向け取り組み、県

民所得の増加を図っていきたいと考えております。

　同じく平成23年度知事所信表明に関連をして、県民

生活の向上の取り組みについてお答えします。

　平成23年度の主要施策の展開につきましては、観光

や情報通信のほか、あらゆる産業分野で振興施策を推

進し、就業の場の創出と雇用の拡大に努めるととも

に、教育・医療・福祉の充実、離島の定住条件の整備

等を図り、県民生活の向上に取り組んでまいります。

　具体的な施策としましては、産業分野で那覇空港の

国際物流ハブを活用する事業や、沖縄の文化・芸能等

を観光資源として活用する事業、農産物の高付加価値

化を推進する事業等を実施いたします。教育・医療・

福祉の分野につきましては、学力向上対策や市町村が

行う子宮頸がん・小児用肺炎球菌等ワクチン接種事業

に対する支援、保育所整備による待機児童の解消等に

取り組んでまいります。離島の振興につきましては、

航空運賃の低減や医療従事者の確保等、定住条件の整

備に努めるとともに、地域産業の振興等に取り組んで

まいります。これらの県民生活の向上に資するさまざ

まな施策の展開につきましては、各部局が連携し取り

組んでまいります。

　次に、新沖縄振興計画についての御質問の中で、ビ

ジョンを実現可能にするため計画をどうするか、ま

た、法律等の検討及び政府との協議の進瀧状況につい

てお答えいたします。

　これまでの沖縄振興策により社会資本の整備が進展

し、また、観光産業や情報通信関連産業など産業面に

おいても一定の成果が上がっております。一方、県民

所得や失業率の面でなお課題が残され、また、輸送コ

スト高など島嶼経済を起因とした構造的不利性を抱え
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ております。今後は、こうした不利性を克服し、「沖

縄21世紀ビジョン」の実現に向け、豊かな自然環境や

アジアの中心に位置する沖縄の優位性を発揮する施策

や、各種制度を最大限生かす施策を新たな計画に盛り

込んでまいりたいと考えております。

　沖縄振興特別措置法にかわる新たな法律の進瀧につ

いては、昨年12月に開催された沖縄政策協議会の振興

部会において具体的な制度を提言しており、現在、法

案策定に向け国との事務的な調整作業を進めていると

ころであります。

　同じく新沖縄振興計画に関連をして、制度提言中間

報告によって「釣り具」はそろうとの認識かについて

お答えします。

　これまでの３次にわたる沖縄振興開発計画及び沖縄

振興計画における高率補助制度に基づく社会基盤の整

備や各種地域指定制度等による産業施策の展開によ

り、各面において一定の成果があらわれてきたと考え

ております。

　本県経済は、島嶼経済特有の制約を抱えているもの

の、域内人口の増加、整備されてきた社会資本、魅力

あふれる美しい自然、成長著しい中国を初めアジア諸

国との距離的近接性、文化的な親和性など、交流を通

してさらなる発展の素地が整いつつあると認識してお

ります。

　このようなことを踏まえ、沖縄県では新たな法律の

制定を求めるに当たり、「沖縄21世紀ビジョン」で描

いた将来像の実現に向けて、離島県ゆえの不利性を克

服するとともに、優位性を最大限発揮するため、競争

力の高い税制優遇による経済特区、離島定住支援、交

通・物流コストの抜本軽減など必要な制度等の仕組み

を整え、県民生活の向上につなげていきたいと考えて

おります。

　次に、新たな公共交通システム導入についての御質

問の中で、県の要望に対する国の対応についてお答え

いたします。

　本県は、基幹的な公共交通として鉄道を有さない唯

一の県となっております。鉄道を含む基幹的公共交通

システムは、県民及び観光客の利便性向上、交通渋滞

の緩和、低炭素社会の実現、北部圏域を含めた沖縄本

島の均衡ある発展のためには必要でありますが、その

整備には膨大な費用が発生することから、特例的な制

度の提言要望を行っているところであります。

　同じく新たな公共交通システムに関連をしまして、

県の考え方と今後の取り組みについてお答えします。

　ＬＲＴの導入を前提とした公共交通を中心としたま

ちづくりについては、県民や観光客の移動利便性の向

上、高齢者や障害者などのいわゆる交通弱者の移動の

確保、低炭素社会の実現等の観点から議論されている

ものと考えております。

　国においては、鉄軌道を初めとする新たな公共交通

システム導入可能性の検討が開始されたところであ

り、県においても「沖縄県総合交通体系基本計画」の

中で検討を進めているところであります。

　今後とも、県土の均衡ある発展に資する新たな公共

交通システムの導入が図られるよう取り組んでまいり

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　平成23年度知事所信

表明についての中の、具体的な雇用対策の取り組みに

ついての御質問にお答えします。

　沖縄県では、厳しい雇用情勢に機敏に対応するた

め、平成23年度においても「緊急雇用創出事業臨時特

例基金」及び「雇用再生特別事業基金」を活用し、

511の事業を実施することにより延べ3132人の雇用創

出を見込んでおります。また、新規学卒者等を含めた

若年者への就職支援を強化するため、県外求人企業を

一堂に集めた面接会の開催、就職支援の経験者を高

校、大学へ配置し、未内定の生徒・学生が就職するま

で個別に密着して支援する「沖縄新規学卒者等緊急就

職支援事業」や、若年者の職場訓練を行う「若年者

ジョブトレーニング事業」などを新たに実施すること

としております。さらに、専門学校等を活用する委託

訓練を大幅に拡充するとともに、地域ごとに求人企業

と求職者のマッチング機会をきめ細かく提供する「地

域巡回マッチングプログラム事業」を年20回県内各地

で引き続き実施してまいります。

　今後とも、「みんなでグッジョブ運動」をエンジン

として、本県の雇用情勢の改善に向け全力で取り組ん

でまいります。

　同じく知事所信表明の中の、金融特区の問題点と今

後の可能性についての御質問にお答えします。

　現在、金融特区の企業集積は、金融関連企業10社、

569名の雇用となっております。そのうち事業認定を

受けていた１社は、撤退ではなく業務の集約化等のた

め同特区内の親会社に雇用と業務をそのまま継続して

吸収される形となっております。今後さらに企業立地

を促進し金融関連企業の集積を図るためには、レンタ

ルオフィスや通信環境の整備、人材育成などが課題と

なっており、地元名護市と連携して解決に努めてまい

ります。また、沖縄振興特別措置法にかわる新法の検
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討の中で、企業のニーズに合わせた制度の拡充を要望

するとともに、引き続き金融関連企業の集積に取り組

んでまいります。

　新沖縄振興計画についての中の、カジノ導入を新た

な計画に盛り込むことについての御質問にお答えしま

す。

　現在、国際観光の振興や地域経済の活性化を図る観

点から、超党派の国会議員連盟においてカジノを合法

化する法律の制定に向けて検討が進められておりま

す。また、大阪府、神奈川県、千葉県など多くの自治

体においてもカジノ・エンターテインメント導入の検

討が進められております。

　沖縄県としましては、国のカジノを合法化する法律

案の動向等を踏まえつつ、沖縄振興特別措置法にかわ

る新法において、カジノを含む統合リゾートについて

法的な位置づけが可能かどうか、関係府省との調整も

含め検討していきたいと考えております。

　カジノを含む統合リゾートの導入については、最終

的には県民のコンセンサスを前提として取り組みを進

めていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　平成23年度知事所信

表明の中で、「全国豊かな海づくり大会」の開催につ

いてお答えいたします。

　「全国豊かな海づくり大会」は、水産資源の維持培

養と海の環境保全に対する意識の高揚を図るととも

に、水産業に対する認識を深めることを目的として開

催される国民的行事であります。本大会は、平成24年

度に沖縄県で開催されることが昨年11月22日付で全国

組織の「豊かな海づくり大会推進委員会」により決定

されております。

　大会の主な行事といたしましては、先催県の事例に

よりますと、漁業功績団体に対する表彰等を行う式典

行事、稚魚の放流や漁船パレード等を行う放流・歓迎

行事があります。また、1000人程度の県外招待者や一

般参加者を対象とした特産品販売などを行う関連行事

があります。

　県といたしましては、今後、関係機関等で構成する

実行委員会を立ち上げ、具体的な行事内容等を策定す

る予定でございます。

　次に、ＴＰＰについての中で、ＴＰＰが本県農林水

産業に与える影響についてお答えいたします。

　ＴＰＰは、原則としてすべての品目で関税を撤廃す

ることが前提となることから、国内の農林水産物に大

きな影響が出ることが懸念されております。本県にお

いても、さとうきび、パイナップル、肉用牛、水産物

などで影響が出ることが懸念されており、農林水産省

が示した考え方を踏まえて計算したところ、直接影響

額が約580億円、関連産業等への波及も含めると約

1420億円の影響が出るものと試算されます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　知事の所信表明につ

いての御質問の中で、「沖縄版グリーンニューディー

ル」についてお答えいたします。

　県では、環境対策を戦略的に推進することで環境保

全と雇用の創出、経済成長を目指す「沖縄版グリーン

ニューディール」計画の策定に取り組んでいるところ

であります。同計画では、本県の特性を生かし、環

境、開発、観光をキーワードとして検討を進め、ちゅ

ら島の環境と開発の調和、環境共生型の観光の推進、

環境に優しいまちづくり、新たな環境産業・リサイク

ルの推進を４本の柱として進めることとしておりま

す。

　具体的には、河川・海岸などのインフラ整備を自然

環境の保全・再生・創出する事業へ変革すること、観

光関連施設の省エネ化に加え、レンタカーの電気自動

車化やハイブリッドバスの導入を図ること、住宅の遮

熱化や公共施設の省エネ改修などの建物のエコ化を図

ること、太陽光発電、風力発電等の再生可能エネル

ギーの導入促進等を図ることとしております。

　県としましては、本計画を推進することにより、豊

かな自然環境を保全しつつ新たな経済活動、雇用の創

出につなげていきたいと考えております。

　次に、基地問題についての御質問の中で、米軍機に

よる騒音被害の実態についてお答えいたします。

　平成21年度の航空機騒音測定結果では、嘉手納飛行

場周辺測定局におきまして、環境基準の評価指標とし

ているＷ値、いわゆるうるささ指数は、最高が北谷町

砂辺局で87を示しており、15測定局中９局で環境基準

を超過しております。また、１日当たりの騒音発生回

数は前年度と比較して15局中９局で増加しておりま

す。普天間飛行場周辺測定局におきましては、Ｗ値は

最高が上大謝名局で83を示すなど、９測定局中の３局

で環境基準を超過しております。また、１日当たりの

騒音発生回数は前年度と比較して９局中５局で増加を

しております。このようなことから、嘉手納飛行場及

び普天間飛行場の航空機騒音に関しては、依然として

周辺住民の生活環境に大きな影響を与えていると考え
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ております。

　同じく基地問題についての御質問の中で、爆音地域

の増加の実態と対策についてお答えいたします。

　嘉手納飛行場及び普天間飛行場周辺地域について

は、昭和63年に航空機騒音に係る環境基準の地域類型

指定を行っておりますが、近年、類型指定地域以外の

市町村からも航空機騒音に関する苦情や防音工事拡大

等の要請が行われております。平成22年度で申し上げ

ますと、那覇市から35件、浦添市から５件のほか、西

原町、与那原町などからも苦情が寄せられておりま

す。

　こうしたことから、県としましては、うるま市、西

原町、那覇市など地域を拡大して航空機騒音影響の実

態を把握し、環境基準類型指定当てはめ地域の拡大・

見直し、防音工事拡大要請に対応する基礎資料を得る

ことを目的に、「米軍基地航空機騒音実態調査」を実

施する予定であります。

　次に、県立郷土芸能会館建設についての御質問の中

で、今後の計画構想についてお答えいたします。

　沖縄の文化・伝統芸能の振興を図る上で、その発信

拠点となる施設の整備は重要なものと認識しておりま

す。平成23年度において関係団体、専門家などの意見

を聞きながら、伝統芸能の拠点となる施設の整備に向

けた調査検討を行い、基本的なコンセプト、運営計画

等を含めた基本構想の策定に取り組んでいきたいと考

えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　新沖縄振興計画につい

ての御質問の中で、基地の返還計画についてお答えい

たします。

　沖縄県には、戦後65年を経過した今なお広大な米軍

基地が存在し、ＳＡＣＯや再編協議の合意に基づく大

規模な基地の返還が実現した後も依然として過重な基

地負担が続く状況にあります。

　沖縄県としては、将来的に国際社会の相互依存関係

が進展し、より安定した安全保障環境が構築されるこ

とを期待しつつ、過重な基地負担の軽減や米軍基地の

整理縮小に向けた努力を積み重ねることで、基地のな

い平和で豊かな沖縄を目指していきたいと考えており

ます。そのため、県の基本的な方針を示す必要がある

と考えており、今後、基地の整理縮小に向けた県とし

ての考え方を取りまとめていくとともに、これらを基

本として日米両政府に強く求めてまいりたいと考えて

おります。

　次に、基地問題についての御質問の中で、軍転協の

要請に対する反応及び今後の行動計画についての御質

問は、４の芋のアと４の芋のイが関連いたしますので

一括してお答えいたします。

　軍転協においては、去る２月８日から９日にかけ

て、菅総理や枝野官房長官、北澤防衛大臣、前原外務

大臣、ルース駐日米国大使等に対し、基地から派生す

る諸問題の解決に向け要請を行ったところでありま

す。政府からは、昨年５月の日米共同発表で示された

負担軽減策については、できるものからしっかり取り

組んでいく旨の発言がありましたが、普天間飛行場の

県外移設についてコメントはありませんでした。駐日

米国大使からは、沖縄の振興に資するよう協力してま

いりたい旨の発言がありました。軍転協の要請に対

し、昨年５月に政府から初めて回答がありましたが、

その内容は十分でなかったことから、今回の要請も踏

まえ引き続き軍転協として日米両政府に対し基地問題

の解決促進と具体的な回答を求めたところでありま

す。

　次に、牧港補給地区の返還についての御質問にお答

えいたします。

　県としましては、牧港補給地区を初め「再編実施の

ための日米のロードマップ」や日米共同発表で返還等

が示されている嘉手納飛行場より南の施設・区域等に

ついては、パッケージ論にとらわれることなく実現可

能なものから一つ一つ確実に実施されるよう、日米両

政府に強く求めているところであります。２月７日か

ら９日にかけて軍転協としても浦添市と同様の要請を

行いましたが、政府から明確な回答はありませんでし

た。

　県としましては、今後も地元市町村と連携をとりな

がら取り組んでまいりたいと考えております。

　次に、ロードマップ合意の実現性についての御質問

にお答えいたします。

　いわゆる「再編実施のための日米のロードマップ」

におきましては、普天間飛行場代替施設、在沖米海兵

隊のグアム移転、嘉手納飛行場より南の施設・区域の

返還等が示されております。現時点における状況を外

務省へ照会しましたところ、普天間飛行場の移転につ

いては、昨年５月の日米合意を踏まえて取り組むと同

時に、沖縄に集中している米軍施設・区域による負担

の軽減にも全力を挙げて取り組む。在沖縄海兵隊のグ

アム移転については、2014年の移転完了の目標につい

て、変更はないとの説明を受けているとの回答であり

ました。

　県としましては、日米共同発表を見直し、普天間飛
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行場の県外移設の実現を求めるとともに、在沖海兵隊

のグアム移転と嘉手納飛行場より南の施設・区域の返

還等については、パッケージ論にとらわれることなく

実現可能なものから一つ一つ確実に実施されるよう、

日米両政府に強く求めているところであります。

　次に、航空機騒音に係る日米合意事項の実効性と県

の対策についてお答えいたします。

　県は、これまであらゆる機会を通じて日米両国政府

に対し航空機騒音問題の解決を強く求めてきました。

その結果、平成８年３月の日米合同委員会において、

夜間飛行訓練の制限などを含む普天間飛行場及び嘉手

納飛行場に係る航空機騒音規制措置が合意されまし

た。しかしながら、同規制措置は米軍の任務に必要と

される場合は必ずしも拘束されない内容となってお

り、両飛行場周辺の住民の負担を軽減するためには、

同規制措置の厳格な運用が必要であると考えておりま

す。

　県としましては、今後ともあらゆる機会を通じ、米

軍及び日米両政府に対し航空機騒音規制措置の厳格な

運用等による基地負担の軽減を粘り強く求めていきた

いと考えております。

　次に、防衛省の異議申し立てに対する認識及び名護

市への後押しについての御質問は、４の咽のアと４の

咽のイが関連いたしますので一括してお答えいたしま

す。

　今回の現況調査に係る異議申し立てについては、沖

縄防衛局と名護市の両当事者間で行われている行政不

服申し立て手続であり、県としてその適法性について

見解を述べる立場にはありませんが、今後とも重大な

関心を持ってその推移を注視してまいりたいと考えて

おります。

　いずれにしましても、県としましては、県内移設は

事実上不可能であり、県外移設を求める考えに変わり

はありません。

　次に、訓練区域外の訓練についての御質問にお答え

いたします。４の員のア、４の員のイ、４の員のウは

関連いたしますので一括してお答えいたします。

　県としましては、米軍の訓練は訓練区域内で行うべ

きであり、県民生活に影響を与えることがあってはな

らないと考えております。そのため、県は、従前より

政府に対し日本の排他的経済水域における米軍の演

習・訓練について、情報の入手及び速やかな情報提供

並びに訓練区域外に影響を及ぼさないことを求めてお

ります。今般のような情報提供が訓練前日に行われた

ことや、訓練区域外に及ぶ爆撃訓練は、漁業者を初め

関係者の対応を困難なものとし、混乱と不安を与え極

めて遺憾であります。

　県としましては、二度とこのような事態が生じない

よう、去る１月25日の米軍基地負担軽減部会及び２月

７日から９日までの軍転協要請において、政府におけ

る連絡体制及び連携体制の見直しを日米両政府に対し

強く求めたところであります。

　次に、高江区ヘリパッドについての御質問は、４の

因のア、４の因のイが関連いたしますので一括してお

答えいたします。

　昨年１月、沖縄防衛局が東村高江区のヘリパッド建

設をめぐり通行妨害禁止を求める訴訟を提起したこと

は承知しております。県としましては、現在本件が係

争中であることから、コメントについては差し控えさ

せていただきたいと思います。

　北部訓練場のヘリパッドについては、ＳＡＣＯ最終

報告において同訓練場の過半を返還することに伴い残

余部分に移設されるものであり、県としては、ＳＡＣ

Ｏの合意事案を着実に実施し、段階的に基地の整理縮

小を図ることがより現実的で実現可能な方法であると

認識しております。

　県としましては、随時、現地に職員を派遣し状況の

確認を行っておりますが、改めて去る２月14日、国

は、市町村の意向等も踏まえ、地域住民の生活や当該

地域の自然環境に十分配慮し、安全に万全を期すよう

申し入れを行ったところであります。

　今後とも、東村や高江区の意向を尊重し適切に対応

してまいりたいと考えております。

　次に、米軍ヘリのホバリングについてお答えいたし

ます。

　報道によりますと、昨年12月23日午後７時45分ご

ろ、東村高江区において米軍ヘリコプターのホバリン

グによる風圧で付近に設置されたテント等が損壊する

被害が発生したとのことであります。翌24日、県は、

職員を派遣して現場確認や東村及び高江区から事情を

聴取するなど状況の把握に努めたところであります。

また、沖縄防衛局を通じて米軍に対して照会したとこ

ろ、当日の夕方、米海兵隊のヘリコプター１機が通常

訓練を行っていたが、テント上空でホバリングはして

いないとの回答があり、現在のところ米軍ヘリコプ

ターとテント損壊の因果関係は明らかになっておりま

せん。

　次に、嘉手納飛行場におけるパラシュート降下訓練

につきまして、４の姻のア、４の姻のイは関連いたし

ますので一括してお答えいたします。

　県は、去る２月14日午後、在日米軍沖縄地域調整事

務所から、２月16日に嘉手納飛行場においてパラ
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シュート降下訓練を実施するとの連絡を受け、翌15日

に沖縄防衛局、在日米軍沖縄地域調整事務所、在沖米

国総領事館、外務省沖縄事務所に対し、同訓練の中止

を強く要請したところであります。それにもかかわら

ず米軍が同訓練を実施したことは、周辺住民を初め県

民に多大な不安を与えるものでありまことに遺憾であ

ります。

　県としましては、パラシュート降下訓練はＳＡＣＯ

最終報告の趣旨に沿って実施されるべきであると考え

ており、今後とも嘉手納飛行場において実施すること

がないよう、日米両政府に対し強く求めてまいりたい

と考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　村田　隆君登壇〕

○警察本部長（村田　隆君）　沖縄県暴力団排除条例

に関する御質問の中で、まず暴力団犯罪の実態につい

てお答えをいたします。

　全国の暴力団は、平成22年６月末現在、暴力団対策

法に基づく指定暴力団として山口組を初めとする22団

体が指定されており、約７万7000人の活動が把握され

ております。

　県内の暴力団につきましては、指定暴力団である４

代目旭琉会及び沖縄旭琉会と、指定を受けていない東

亜会２代目誼興業の合わせて３つの組織が存在してお

り、平成23年１月末現在749名を把握しております。

また、平成22年中の全国の暴力団犯罪につきまして

は、暫定数ではありますが、検挙件数が５万523件

で、対前年比では5332件の減少となっており、検挙人

員は２万5681名で、対前年比822名の減少となってお

ります。

　県内の暴力団犯罪につきましては、平成22年中にお

ける検挙件数は、暫定値で207件でありまして、対前

年比では18件の減少となっており、検挙人員は162名

で、対前年比で６名の増加となっております。この検

挙人員の中には、山口組等県外の暴力団34名も含まれ

ております。

　昨年の主な暴力団犯罪といたしましては、警察官に

対する殺人未遂事件や交通トラブルに絡む恐喝事件が

あるほか、近年では沖縄自動車道南インター料金所駐

車場における殺人事件、マンゴー産地偽装販売事件、

創業者支援事業に絡む多額詐欺事件等が挙げられま

す。

　次に、暴力団排除条例制定による取り締まりの効果

についてお答えいたします。

　本条例では、県や事業者、県民等が連携して社会全

体で暴力団を排除するため、暴力団の資金源遮断と新

規の暴力団事務所の開設・運営を規制すること等を重

点として、次の３本の柱を掲げていることから、これ

らを根拠に取り締まりを徹底することで暴力団を弱体

化させ壊滅させる上で強力な武器になると期待をして

おります。

　３本柱の１つ目は、青少年の健全な育成を図るため

の措置であります。

　本条例では、青少年の健全育成に資する学校等保護

対象施設の敷地の周囲200メートル区域内における暴

力団事務所の開設・運営を禁止しており、違反した場

合の罰則も設けております。これは、暴力団事務所の

存在自体が青少年の健全育成に悪影響を与えるもので

あることから、暴力団事務所の開設・運営を禁止する

ことにより青少年のための良好な環境を確保するもの

であります。

　２つ目は、暴力団員等に利益の供与をすることの禁

止等であります。

　暴力団に対して積極的に利益の供与を行う事業者に

対しては、現行法での規制がなされていない状況にあ

ります。これらに的確に対応するために本条文を設け

たものであり、暴力団に利益の供与を行う事業者に対

し勧告を行い、これに従わなければ公表することに

よって社会的制裁を与え倒産の憂き目に遭うことで暴

力団に対する資金源遮断の効果が期待できるのであり

ます。また、利益供与を行う事業者への警鐘ともな

り、この条例を武器に暴力団からの要求もきっぱりと

断ることができるなどの相乗効果が期待できます。

　３つ目は、不動産の譲渡等に関する措置でありま

す。

　不動産の譲渡または貸し付けをしようとする者は、

契約の相手方に対して暴力団事務所に使用されるもの

ではないことを確認することや、暴力団事務所として

使用されることを知ったときには不動産の譲渡等に係

る契約をしないよう努めなければならないこととして

おります。したがいまして、これらの規定を設けるこ

とにより、全県的に暴力団事務所を設置させない機運

が高まり、新たな暴力団事務所を開設・運営させない

という効果が期待できるものと考えております。その

ことによりまして、全国展開を目指す山口組等県外暴

力団の県内進出措置も図ることができるのでありま

す。

　次に、暴力団犯罪壊滅に向けた決意についてお答え

いたします。

　県警察におきましては、沖縄県から暴力団を排除

し、安心・安全な県民生活を確保するため、あらゆる
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法令を活用した取り締まりを徹底しておりますが、暴

力団組織は組織実態を隠ぺい、活動を不透明化させな

がら県民生活に多大な不安と脅威をもたらす犯罪を敢

行していることから、今後も引き続き軽微な犯罪につ

いても看過することなく、徹底した取り締まりを継続

すると同時に、暴力団の資金源を支えている関係企業

や共生者についても取り締まりを徹底し、資金の流れ

を永続的に遮断していきたいと考えております。

　一方、警察による取り締まりだけでは暴力団の壊滅

はなし得ないのでありまして、関係機関・団体と緊密

な連携を図りながら、地域・職域における暴力団排除

の機運を高めていきたいと考えております。

　また、今回上程しております沖縄県暴力団排除条例

は、社会全体から暴力団を排除するための大変重要な

条例であると位置づけており、条例制定後は県民を挙

げての暴力団排除活動を行い、暴力団を社会から孤立

化させるなどして地域社会に住みにくい環境づくりを

推進してまいりたいと考えております。

　議員の皆様の御支援、御協力を賜りますようお願い

申し上げます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　大城一馬君。

　　　〔大城一馬君登壇〕

○大城　一馬君　再質問いたします。

　まず、参考人招致の件ですけれども、これは提案で

ありますから、実は私ども会派、果たして可能かどう

かいろいろと吟味いたしました、議論もいたしまし

た。そして、議事課とも合議をいたしました。その結

果、特別委員会で議長が申請すればできると。いわゆ

る国会議員や国家公務員、政府関係者できるというこ

との結論が出たもんですから、ぜひ参考人招致をと。

そうすることによって、私はこれまで政権が辺野古回

帰にもっていったこの経緯も説明もしっかりと聞ける

というふうに思っております。

　さらにまた、今沖縄の怒りというのが頂点に達して

おります。爆発寸前でございます。私はやはり大きな

声を出す、政府にやいばを突きつける。そのためにも

この参考人招致はぜひしかるべき委員会で実現しても

らいたい。そして、これはある意味では地方議会の改

革の一環にもなるのではないかというふうに理解して

おります。とりわけ渡嘉敷喜代子軍特委員長、私ども

会派から正式に委員会で提案させてもらいますので、

その節はよろしくお願いしたいと思っております。議

長にもよろしくお願いしたいと思います。

　そして知事訪米についてでありますけれども、さて

知事は効果的な訪米を考えなければならないと。そし

て戦術を練り直して訪米する必要があるというような

発言表明をしております。やはり、私は今の沖縄問

題、基地問題、普天間問題はまさに正念場。この１

年、２年でしっかりと政府を動かす、アメリカを動か

す、この行動をしなければならないと思っておりま

す。ですから、これまでも歴代知事も訪米しました。

残念ながら、その成果があらわれないということで今

議会で知事は戦術の練り直しを表明したはずでござい

ます。やはりこれまでの知事要請だけではもう限界だ

と。ましてや、日本政府に幾ら言っても政府は全く動

こうともしない、アメリカに物を言わない。むしろア

メリカの恫喝、顔色をうかがっている。この際ですか

ら、ぜひ私はオール沖縄、知事も県議会もそして市町

村も経済団体もあらゆる団体を網羅して、ぜひ米国に

要請行動を行って、連邦議会やあるいは米国のマスコ

ミ、国民に訴える。そのことが大事ではないでしょう

か。

　最近、地元紙の通信員や記者がアメリカに行ってい

ろんな情報を発信しております。昨日の新聞にもあり

ました。米国民の48％が沖縄には基地は要らない、撤

収すべきだと。米国民と沖縄県民の心は一つになって

いると。在日米軍の撤収という報道がございました。

そういたしますと、やはりしっかりとアメリカで我々

が声を出せば、沖縄が声を出せば届くというふうに

思っておりますので、ぜひ知事、このオール沖縄の要

請行動、実現していただきたいということを重ねて質

問、要請したいと思いますけれども、改めて知事の再

度の考えをお聞かせください。ただ、承っただけでは

ちょっとそっけないなという気がします。

　さらにまた普天間飛行場問題でありますけれども、

やはり所信表明の中での、「県内移設は事実上不可能

ではないかと考えており、」という記述でございま

す。私はやはりここまで来ますと、知事があの知事選

挙で「県民の心はひとつ」と。これは知事が県外移設

を表明したその流れで「県民の心はひとつ」になった

と。確かに近づいてきています。しかしもっともっと

限りなく、「県民の心はひとつ」に近づけるために

は、やはりしっかりと県内移設反対、これをぜひこの

議会で表明していただければ、知事の言う「県民の心

はひとつ」がしっかりと成り立っていきますので、よ

ろしくお願いしたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　大城一馬議員の再質問にお

答えいたします。

　まず第１に、訪米についてオール沖縄でやっていっ
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たらどうかという御提案につきましては、先ほども申

し上げましたように、きちっとこれはやりよう、内容

をよく研究したいと思いますので、そういう意味で承

らせてくださいと申し上げたんで、軽くあれしたわけ

ではありません。きちっとこれは検討をしてまいりた

いと思います。

　それから２番目の県内ノーといいますか、県内反対

というのをしっかり言えという話ですが、これはもう

事実上不可能だという私の選挙期間中の表現でひとつ

御容赦いただきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

　　　〔比嘉京子さん登壇〕

○比嘉　京子さん　おはようございます。

　大城一馬議員に続きまして、社大・結を代表いたし

まして質問をいたします。

　先月、私たち文教厚生委員会は、フィンランド共和

国へ教育、福祉、医療、図書館行政を視察に行ってま

いりました。御承知のとおり、高負担・高福祉国家で

ございます。税のあり方や制度を変えなければできな

いこともありますが、現状の中で優先順位の組みか

え、理念や目指す方向性、考え方など生かせるヒント

があるのではないかと考えています。

　本日は、教育について見聞したことを私見と一緒に

述べさせていただき、質疑に入りたいと思います。

　フィンランドという国が我が国で一躍有名になった

のは、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）の国際学習到達

度調査、いわゆるＰＩＳＡの2000年から３年ごとの調

査において、科学的・数学的リテラシー並びに総合読

解力の３分野で常にトップクラスにいるということで

あります。

　我が国の教育が知識偏重ではないかということか

ら、経験重視へのゆとり教育へと転換していったわけ

ですけれども、ＰＩＳＡの結果を受けて2008年の新学

習指導要領は、脱ゆとり教育とやゆされ転換したので

あります。小学校の全科目で25％増となり、全国学力

調査を毎年しっかりするなど躍起になっております。

一つの学力調査の結果で国の教育方針を変えるという

ことはいかがなものでしょうか。「教育は百年の計」

といいますが、この国の政治には通用いたしておりま

せん。

　私が一番憂えていることは、我が国の子供たちと各

国との比較で自己評価が低いこと、学習意欲が低いこ

とです。子供が本来持っているはずのきらきらとした

探求心や好奇心をだれが摘み取っているのでしょう。

目先の結果に一喜一憂する大人たち、短期間で効率よ

く効果を上げることを追い求める今の日本の教育で

は、学問に対する興味を持たせることはできません。

考えてみてください。本県の高校球児が甲子園で優勝

するのに何年かかったでしょうか。学問も同じではな

いでしょうか。じっくり構え、何十年後に開花するこ

とを見据えた教育をすべきだと考えます。

　さて、フィンランドではＰＩＳＡの学力調査の中で

一番授業時間数が少なく、年間授業日数も190日と少

ない。夏休みは２カ月半あり、――傍聴席に多くの子

供たちがおりますが――フィンランドでは夏休みは２

カ月半あります。そして宿題も一つもありません。そ

のほか、秋休みや冬休みを入れてあと１カ月ほど休み

があります。それなのになぜ成績がいいんでしょう

か。その理由は、お母さんの体の中にいるいわゆる胎

児期からそのスタートが行われています。小学校入学

までの途切れのない保育や、そして親育て、そういう

ことが一貫して「ネオボラ」という保健センターで行

われています。その続きにプレスクールと言われる幼

稚園教育がありますけれども、人づくりの根っこであ

るこの幼稚園教育では、何と言っても遊びが大事。そ

して、子供でいる時間を一日でも長く続けさせたい。

そういうような中で、言葉を大事にした人とのかかわ

り、ですから文字や計算は教えません。そういうよう

な教育を実施しているわけです。

　では、このような幼児期から土台がしっかりした中

で義務教育でなぜ成績がよいのでしょうか。

　１番目に、落ちこぼれを出さないという仕組みが

しっかりできていること。そして、これによって成績

の格差が小さくなるであろうことは予測ができます

し、学校間格差も少ない。２番目に、１クラスの人数

が少ないこと。小学校では15から29人で担任は６年間

持ち上がり。中学校では十三、四名の人数でありま

す。３番目に、教師が社会から尊敬され、教師の資質

が高いこと。大学院修了のレベルが要求され、教師へ

の自由裁量が大きく、教科書を使わなくてもよいこ

と、そういうことが挙げられています。４番目に、学

びを強制しないということ。自主性を重んじ、教師は

一人一人の進度に応じて支援をしていく、競争とは全

く無縁の環境でゆっくりと待つ教育であります。５番

目に、大学までの学費が無料であること、もちろんの

こと学校給食費も無料です。６番目に、図書館の利用

率が高いこと。赤ちゃんから読み聞かせの習慣を備え

る環境である。７番目に、母親の学歴が高いこと。こ

れはヘルシンキ市の国際部長がおっしゃっておりまし

た。

　このようなことで、国家としての教育環境を保障

し、すべての人に均等に機会を与えている国の教育の



－ 133 －

様子でありました。

　では、質問に入ります。

　教育行政について。

　知事は、去年の知事選挙で学力を全国中位へ上げる

と公約いたしました。そのための施策を伺います。

　芋番目に、これから数年で1000人の子供たちをアジ

アで勉強させたいと構想を述べられました。そのねら

いと取り組みについて伺います。

　鰯番目に、30人以下学級の今後の取り組みについて

伺います。

　允番目に、発達障害児童、生徒の実態と対応につい

て伺います。

　印番目に、国による幼保一体化政策が進められてお

りますが、本県の幼稚園教育の考え方を伺います。

　咽番目に、教職員の病休の実態と派生する経費につ

いて伺います。また、今後の対策についても伺いま

す。

　員番目に、教職員の多忙化解消に向けての取り組み

状況を伺います。

　２番目に、福祉行政について。

　茨、障害者権利条例の制定の見通しについて伺いま

す。

　芋番目に、待機児童数は何名か、認可外保育園に入

園している潜在的待機児童を加えると何名か、その解

決に向けた取り組みを伺います。

　鰯番目に、夜間保育のニーズの把握はできているの

か、対応はどうなのか。

　允番目に、児童相談所の状況について説明を求めま

す。離島の分室の現状と課題についても伺います。

　３番目に、健康・医療行政について。

　茨、知事の公約である長寿県沖縄の復活に関する４

年間の評価はどうなのか。今期の取り組み計画と決意

を伺います。

　芋番目に、県庁職員の病気休暇の推移と派生する経

費は幾らか。また対策について問います。

　鰯番目に、自殺対策について伺います。

　允番目に、がん対策推進基本条例の制定について、

考え方と見通しを伺います。

　印番目に、中部病院の７対１看護体制に必要な看護

師は何名か。産休等の実績は考慮されているのか伺い

ます。

　咽番目に、病院事業の定数は行政職とは切り離して

現場の裁量にゆだねるべきではないか伺います。

　４番目に、観光振興について。

　茨、沖縄観光の将来像をどう描いているのか。各論

が非常に先行しているようですが、どういう観光立県

を目指しているのかという総論をぜひ伺いたいと思い

ます。

　芋番目に、沖縄の経済振興の中で観光振興をどう位

置づけているのか伺います。

　鰯、沖縄の観光の量と質の問題をどう考えておられ

るのか伺います。

　允番目に、観光の発展に向けて推進体制をどう構築

されるのか。新しい部設置とあわせて構想を伺いま

す。

　印番目に、ＬＣＣ導入についての県の見解を求めま

す。

　５番目に、離島振興について。

　離島の発展のためには、人・物・輸送コストの低減

が最大の課題であることは言うまでもありませんが、

その取り組み状況と見通しについて伺います。

　芋番目に、知事は公約で「離島を結ぶ新たな航空会

社の設立を検討します」としていますが、今後の計画

について伺います。

　鰯番目に、離島の格差解消に対するビジョンを伺い

ます。

　允番目に、海岸漂着ごみ問題の取り組み状況と課題

について伺います。

　答弁をお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　比嘉議員の御質問に答弁を

させていただきます。

　まず第１に、健康・医療行政に係る御質問の中で、

がん対策条例制定の考え方と見通しについてという御

趣旨の御質問にお答えいたします。

　がんは、沖縄県の死因の１位となっております。が

ん対策を推進することは、健康・長寿沖縄を維持する

上で重要と考えております。このことから、沖縄県に

おきましては、がんの予防、早期発見・早期治療等の

がん対策を県民全体で取り組んでいくため、がん対策

条例を制定していきたいと考えているところでござい

ます。同条例につきましては、平成23年度中を目途に

策定する方向で関係団体等と意見交換を行っていきた

いと考えております。

　次に、観光振興に係る御質問の中で、沖縄観光の将

来像についての御質問にお答えいたします。

　私は、沖縄観光を自立経済の構築に向けました成長

力のエンジンとしてさらに発展させ、沖縄観光ブラン

ドを確立をし、世界じゅうから観光客が集まる国際観

光都市沖縄の形成を実現してまいりたいと考えており

ます。このため、空港や港湾などのインフラ整備を促
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進いたしますとともに、自然や伝統文化など沖縄独自

の魅力を世界じゅうに発信をし、観光客1000万人の目

標達成に向けて取り組んでまいる所存でございます。

また、環境と共生する観光地づくりを推進するととも

に、農林水産業や製造業、そして情報通信産業など他

産業との連携強化を図り、雇用の創出と安定に寄与す

る総合産業としてさらに発展を支援してまいりたいと

考えております。

　同じく観光振興に係る御質問の中で、沖縄観光の推

進体制の構築に係る御質問にお答えいたします。

　私は、沖縄観光の発展に向けましては、空港・港湾

などの観光インフラ整備や国内外の航空路線の拡充、

そして農林水産業や製造業、さらには情報通信産業な

どと他産業との連携、そして文化・芸能等の地域資源

のさらなる活用など総合的に施策を推進することが重

要であると考えております。このため、平成23年度に

文化観光スポーツ部を設置し、文化やスポーツとの連

携を図るとともに、部局横断的な沖縄県観光リゾート

コンベンション推進本部の拡充を図り、全庁的な取り

組みを強化してまいる所存でございます。また、沖縄

観光コンベンションビューローの機能を強化し、観光

人材の育成に取り組みますとともに、経済界全体との

連携を深め、官民一体となって沖縄観光の安定的発展

を図ってまいる考えでございます。

　次に、離島振興に係る御質問の中で、離島に関する

輸送コストの低減についての御質問にお答えいたしま

す。

　離島航空路線につきましては、航空機燃料税、そし

て着陸料及び航行援助施設利用料の軽減によります運

賃の低減化が図られております。さらに、離島住民に

つきましては県管理空港の着陸料の軽減措置によりま

して、離島割引運賃制度が実施されているほか、中核

病院や高校のない小規模離島を対象に航空運賃を低減

する実証実験を平成22年10月から実施いたしていると

ころでございます。また、物流コストにつきましては

石油製品輸送費等補助によりまして、離島における石

油製品の価格安定に努めているところでございます。

　交通コスト及び生活コストの低減は離島における定

住条件を改善し、振興を図る上で重要な課題であると

認識いたしており、現在国に対して新たな制度の構築

を要請しているところでございます。

　次に、同じく離島振興に係る御質問の中で、離島の

格差解消についての御質問にお答えいたします。

　沖縄県の離島地域は、地理的・自然的条件等の不利

性を有し、依然として本島地域との格差が存在いたし

ております。そして、若年者の流出や高齢化の進行な

どによる地域活力の低下が懸念される一方、豊かな自

然や個性ある文化などさまざまな魅力を有しておりま

す。このような離島地域の現状を踏まえ、本島と同じ

ようなユニバーサルサービスとして交通・生活コス

ト、生活環境基盤、さらに教育、医療等の分野におけ

る定住条件の整備や地域産業の振興など、総合的な振

興策につきまして現在国に対して新たな制度の構築を

要望しているところでございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　答弁の途中でありますが、比

嘉京子さんの質問に対する残りの答弁は、時間の都合

もありますので午後に回したいと思います。

　休憩いたします。

　　　午前11時54分休憩

　　　午後１時23分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　午前の比嘉京子さんの質問に対する答弁を続行いた

します。

　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは教育行政につい

ての御質問で、学力向上施策についてお答えいたしま

す。

　本県のすべての児童生徒に確かな学力などの「生き

る力」をはぐくむことは県民の願いであり、本県の発

展のためにも重要なことと考えております。

　県教育委員会としましては、平成23年度に教育庁内

に学力向上推進班を設置し組織の強化を図り、わかる

授業を構築するための学校等の支援及び幼・小・中・

高のより一層の円滑な接続など総合的な学力向上対策

を推進することで、本県児童生徒の学力を全国平均に

引き上げてまいりたいと考えております。このことに

ついては、平成24年度からの第５期学力向上主要施策

にも具体的に示してまいりたいと考えております。

　なお、施策の基本的な考え方としましては、幼児・

児童生徒一人一人の発達の段階に応じ、幼稚園から小

学校、中学校、高等学校、大学、就職までを視野に入

れた取り組みを柱とし、学校教育と家庭教育などの役

割を明確にした上で、学校、家庭・地域社会、関係機

関、企業等が一体となった県民総ぐるみによる学力向

上対策を推進することとしております。

　次に、アジアで勉強させたいねらいと取り組みにつ

いてお答えをいたします。

　東アジアの中心に位置する優位性を生かし、アジア

のゲートウェイとして国際的な交流拠点の形成を目指
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す本県にとって、グローバルに活躍できる人材の育成

は極めて重要だと考えております。

　本県は、これまでに「沖縄県高校生文化交流派遣事

業」、「高校生の国外留学派遣事業」、「専門高校生

国外研修事業」等でアジア諸国等へ高校生を派遣し交

流してまいりました。

　県教育委員会としましては、万国津梁の精神を持つ

人材の育成を図るため、「国際性に富む人材育成留学

制度」の創設に向けて取り組んでいるところであり、

アジアを初めとする諸外国との教育交流の拡充等に努

力してまいりたいと考えております。

　次に、今後の30人学級の取り組みについてお答えい

たします。

　文部科学省においては、平成23年度から小学校１年

生について35人学級を制度化することとしておりま

す。また、小学校の２年生から６年生及び中学校につ

いては、学級編制の標準を順次改定することについて

検討を行うこととしております。現在、本県の小学校

１・２年生で加配定数を活用し30人学級を実施してい

る少人数学級につきましては、平成23年度においても

引き続き実施してまいりたいと思います。

　今後の小学校、中学校の少人数学級に関する計画に

ついては、国の35人学級の動向や全国の実施状況等を

踏まえ取り組んでまいります。

　次に、発達障害児の実態と対応についてお答えいた

します。

　県教育委員会が平成20年１月に実施した実態調査に

よりますと、通常の学級に在籍する特別な教育的支援

を必要とする児童生徒の割合は3.4％になっておりま

す。平成22年度、小中学校の通常学級及び通級指導教

室等において支援を受けている発達障害の児童生徒は

810名となっております。

　各学校においては、特別支援教育コーディネーター

が中心となり該当する児童生徒の実態把握を行うとと

もに、校内委員会を開催し、校内研修において全職員

の共通理解を図り、個々の児童生徒に必要な教育的支

援に取り組んでおります。また、市町村教育委員会及

び各教育事務所では、特別支援教育支援員の配置や発

達障害研修を行い、障害の多様化や個に応じた支援体

制の充実に努めております。県教育委員会では、特別

支援教育理解推進事業において巡回アドバイザーや専

門家チームによる学校支援、小・中・高及び特別支援

学校の管理職や教員対象の発達障害に関する研修を実

施し、特別支援教育体制の整備を図っております。

　県教育委員会としましては、今後とも障害のある児

童生徒一人一人のニーズに応じた特別支援教育の充実

に努めてまいります。

　次に、本県の幼稚園教育の考え方についてお答えい

たします。

　国においては、幼稚園と保育所、認定こども園の垣

根を取り払い、幼児教育と保育をともに提供する「こ

ども園（仮称）」に一体化する構想で進められており

ますが、保育所や幼稚園等の関係団体の合意が得られ

ず、「こども園（仮称）」の実施については今のとこ

ろ明確にされておりません。

　本県の公立幼稚園は、歴史的背景から義務教育に準

ずるものと位置づけられ、就学前の１年間は幼稚園に

入園するという認識が県民に受け継がれており、その

期待も大きいものがあります。特徴としましては、小

学校に併設し、校長が園長を兼任していることから幼

小連携が充実していることや、５歳児の就園率が全国

一高く、約80％が幼稚園教育を受け、幼児の健やかな

成長や人材育成に大きな役割を果たしております。

　県教育委員会としましては、公立幼稚園がこれまで

培ってきたよさや成果を引き継ぎ、平成21年度に策定

した本県の幼児教育の方向性を示した「沖縄県幼児教

育振興アクションプログラム」を踏まえ、幼児一人一

人が持っている個性や可能性が伸ばせるよう国の動向

を注視するとともに、市町村と連携しながら幼児教育

の振興に努めてまいりたいと考えております。

　次に、教職員の病休の実態、経費並びに今後の対策

についてお答えいたします。

　平成21年度、全公立学校において１カ月以上病気休

暇を取得した教職員数は、精神的疾患による休暇が

157名、身体的疾患による休暇が477名、計634名と

なっております。また、平成21年度における病気休職

者数は、精神的疾患による休職が164名、身体的疾患

による休職が224名、計388名となっております。これ

らの病気休暇、休職の代替補充教員の任用等に係る経

費は約５億3000万円となっております。

　県教育委員会としましては、教職員の健康の保持・

増進を図るため、人間ドック受診の推奨、産業医やス

クールカウンセラーの配置、医師による健康相談、教

職員の悩み相談事業等を行っているところでありま

す。また、職場の安全で快適な環境の充実を図るた

め、学校においては衛生委員会を設置するなど労働安

全衛生体制の確立を図るとともに、長時間勤務による

健康障害防止対策に係る規程を定め、医師による面接

指導体制を整えております。

　今後とも教職員の健康の保持・増進を図り、信頼関

係に満ちた明るい職場環境づくりに努めてまいりま

す。



－ 136 －

　次に、教職員の多忙化解消についてお答えいたしま

す。

　教職員の多忙化解消につきましては、定時退校日や

ノー部活動日等の設定、会議の精選、報告書の簡素化

等を推進するとともに、働きやすい職場づくりを目指

して全県立学校に負担軽減検討委員会等を設置し、業

務の簡素化に向けて各学校の実情に応じた取り組みを

行っているところであります。さらに、今年度から２

年間で全県立学校に負担軽減推進員を配置し、教職員

の多忙化解消に向けて負担軽減検討委員会等の活性化

を図っているところであります。

　各学校における具体的な取り組みとしましては、年

休等の取得の奨励、勤務終了後の早期帰宅の奨励、情

報のデータベース化による事務量の軽減、職員会議や

職員朝会の効率化等を行っております。また、県教育

委員会では、報告事項等の見直しや精選を行い、文書

の簡素化や電子メールによる発送、指定研修の期間の

縮減等を行っております。

　今後とも教職員の多忙化解消に向けて取り組んでま

いります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　福祉行政について

の御質問の中の、障害者権利条例についてお答えいた

します。

　沖縄県では、障害者が真に地域社会の一員として平

等に暮らし、自立し安心して生活することができるよ

うに障害者の権利擁護を推進するため、第３次沖縄県

障害者基本計画に基づき障害者施策に取り組んでおり

ます。

　障害者権利条例の制定につきましては、国における

障害者基本法等の改正動向を踏まえ、当事者団体等と

の意見交換を行い取り組んでまいります。

　次に、待機児童数とその解消策についてお答えいた

します。

　平成22年４月１日現在の待機児童数は1680人となっ

ておりますが、平成20年度に実施した待機児童実態調

査結果とその後の定員増等を踏まえると、潜在的なも

のを含む待機児童数は約4100人程度と考えられます。

　待機児童の解消については、安心こども基金及び保

育所入所待機児童対策特別事業基金を設置し、その解

消に努めているところであります。平成22年度は、２

つの基金を活用した保育所整備等で約1600人の定員増

を図る予定であります。

　県としましては、今後とも国及び市町村や関係団体

と連携し、両基金を活用し引き続き待機児童の解消に

努めてまいりたいと考えております。

　次に、夜間保育のニーズ等についてお答えいたしま

す。

　沖縄県が設置認可した夜間保育所は、那覇市、沖縄

市、名護市に各１カ所、合わせて３カ所となっており

ます。

　市町村においては、次世代育成支援の後期計画を策

定するに当たって、保育サービスを初めとする各種子

育て支援事業のニーズ調査を実施しております。この

ニーズ調査の結果を踏まえ、「おきなわ子ども・子育

て応援プラン」においては、現在の３カ所を平成26年

度までに５カ所とする目標を掲げております。

　県としましては、当該目標の達成など、ニーズに応

じた夜間保育の実施を市町村に働きかけてまいりたい

と考えております。

　次に、児童相談所及び離島分室の現状と課題につい

てお答えします。

　児童相談所については、これまでも児童福祉司等専

門職の増員など体制の強化を図ってきておりますが、

虐待死亡事件の発生などを受けて、虐待通告があった

児童の安全確認の徹底が全国的な課題となっておりま

す。このため、平成23年度には虐待対応協力員を増員

し安全確認の体制を強化するとともに、コザ児童相談

所一時保護所の整備を進め、一時保護を迅速に行うた

めの体制強化を図ってまいります。

　また、八重山分室については、平成22年度から専任

職員の増員、虐待対応協力員の配置を行い体制強化を

図ったところであり、今後は八重山分室の状況も踏ま

えながら、宮古地域における相談支援体制のあり方を

検討してまいります。

　次に、健康・医療行政についての御質問の中の、長

寿県沖縄の復活に関する４年間の評価及び今期の計画

についてお答えいたします。

　県では、平成20年に長寿県復活に向けて健康増進計

画「健康おきなわ21」を策定し、県民一人一人の日常

における食事等の行動変容を図るため、同計画や健康

づくり行動指針の周知及び支援体制の構築に努めてき

たところであります。その結果、県民の健康課題や生

活習慣改善の必要性及び健康づくりの方法等について

認識が広がってきたものと考えております。また、

「チャーガンジューおきなわ応援団」など健康づくり

を支援する団体によるさまざまな活動が行われ、支援

体制も広がりつつあります。来年度には、県民健康栄

養調査を実施し、その結果を踏まえた中間評価を平成

24年度に行う予定です。
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　今後とも引き続き計画の推進を図り、県民一体の健

康づくり運動を展開し、長寿県復活に向けた取り組み

を継続していくこととしております。

　次に、自殺対策についてお答えします。

　県では、平成21年度から基金を活用した自殺対策緊

急強化事業を実施しており、すべての県民に対し自殺

予防のための行動「気づき、つなぎ、見守り」を促す

普及啓発や専門家を活用した対面型相談支援の取り組

み等を強化しております。また、市町村や民間団体を

補助し、身近な地域における自殺対策体制を強化して

おります。

　これらの事業を通して関係機関との連携強化、県民

の自殺予防に対する意識の醸成及び地域の自殺対応力

の強化が図られているものと認識しております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　健康・医療行政に関する

質問のうち、県庁職員の病気休職者の推移、派生する

経費及び対策についてお答えいたします。

　知事部局における病気休職者は、平成17年度の44名

から平成21年度は52名となっております。

　派生する経費としては、業務代替のため臨時的に任

用する職員の給与があり、平成21年度は総額約3400万

円となっております。

　職員の健康管理につきましては、定期健康診断を実

施するとともに、職員健康管理センターにおいて日常

的に健康相談、保健指導などを行っているところであ

ります。さらにメンタルヘルス対策として、「沖縄県

職員の心の健康づくり計画」に基づき職員教育、職場

環境の改善、相談体制の充実、復職支援制度の活用促

進などの対策に取り組んでおります。

　次に、病院事業の定数についてお答えいたします。

　職員の定数につきましては、同じ公営企業である企

業局を含め、これまで一つの条例で規定してきたとこ

ろであり、この間運用上の不都合はなく、また、病院

事業の職員定数を単独の条例で規定する特別の理由も

ありませんでした。

　このようなことから、引き続き沖縄県職員定数条例

に一元化して運用してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　健康・医療行政につ

いての御質問の中で、中部病院の７対１看護体制に必

要な看護師数、産休等の考慮についてお答えいたしま

す。

　中部病院での７対１看護体制の実施については、93

名の看護師の増員が必要になります。

　なお、育休・産休等の代替職員については、臨時的

任用職員及び嘱託職員等で対応することとしており、

その確保に努めているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　観光振興についての

中の、経済振興の中で観光振興をどう位置づけている

かという御質問にお答えします。

　沖縄県の平成19年度の県外受け取りに占める観光収

入の割合は約18％で、産業としては最も高いシェアを

占めており、雇用や税収面においても県経済にとって

重要な位置を占めていることなどから、観光産業は本

県のリーディング産業となっております。また、観光

産業は、製造業や飲食業、農林水産業など沖縄県の産

業全体に幅広い経済効果をもたらす総合産業であり、

自立型経済の構築に向けてさらに強化していく必要が

あると考えております。

　そのため、県としましては、新たな沖縄振興に関す

る制度として沖縄観光リゾート特区の創設を要望して

おり、足腰の強い沖縄観光の実現に努めてまいりま

す。

　同じく観光振興についての中の、沖縄観光の量と質

の問題についての御質問にお答えします。

　沖縄観光の持続的な発展には、入域観光客数の増加

と付加価値の高い旅行の促進や人材育成の強化などに

よる質の向上が重要と考えております。

　今後とも、観光客1000万人達成に向けて新規市場を

含む国内外のマーケットの開拓に積極的に取り組むと

ともに、ＭＩＣＥ誘致の強化や医療・文化・スポーツ

などを活用した付加価値の高い観光メニューの開発に

取り組んでまいります。あわせて、貴重な自然の保全

と活用のバランスを図り、環境と共生する観光地を形

成し、持続可能な沖縄観光を目指してまいります。こ

れらの施策の展開により量的な確保を図りつつ、質の

高い観光地の形成に向けて取り組み、目標の達成に向

けて努力してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　観光振興についての御質

問の中で、ＬＣＣ導入についてお答えいたします。

　ＬＣＣとは、低コストで運航し低価格でサービスが
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簡素化された航空会社でありますが、特に海外におい

て成長が著しく、日本国内への就航も増加しておりま

す。

　県としましては、国内及び国際観光客の増加につな

がり観光産業の振興に資することが期待されることか

ら、他の航空会社と同様、ＬＣＣに対しても誘致活動

を行ってまいりたいと考えております。

　次に、離島の振興についての御質問の中で、離島を

結ぶ新たな航空会社の設立についてお答えいたしま

す。

　離島を結ぶ新たな航空会社の設立につきましては、

離島における定住条件を改善し離島の振興を図る観点

から、当該離島住民の意向、既存の航空会社の動向、

今後の需要見込み及び運営コストなどを総合的に勘案

しながら検討を進めていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　離島振興についての

御質問の中で、海岸漂着物対策の取り組み状況と課題

についてお答えいたします。

　県内の海岸には、国内外からの発泡スチロールや漁

具、流木等が漂着し、自然環境や海岸景観の悪化を招

き、その量は平成21年度の調査で約8600立方メートル

となっております。そのため、県では、国の地域グ

リーンニューディール基金を活用し、沖縄県海岸漂着

物対策事業を実施しております。平成21年度には「沖

縄県海岸漂着物対策地域計画」を策定し、県内のほぼ

全域を回収事業の対象とする重点対策区域として指定

しております。本年度は漂着状況の詳細調査などを実

施するとともに、まず石垣市、宮古島市及び多良間村

の海岸において回収を実施いたします。また、平成23

年度には残る重点対策区域の回収処理等を早期に実施

することとしております。

　主な課題としては、漂着物の効率的な回収や処分、

発生抑制などがあります。

　県としましては、今後とも海岸漂着物処理推進法に

基づき、国・市町村と連携を図りながら適切に対応し

ていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

　　　〔比嘉京子さん登壇〕

○比嘉　京子さん　御答弁ありがとうございました。

　では再質問をさせていただきたいと思います。

　まず教育行政の中において、幼稚園教育の考え方に

ついてお伺いしたいと思います。

　私は、この質問をするに当たって幼稚園の位置づけ

というのをありとあらゆる資料をひっくり返してみま

した。改めて余りにも弱いのか、ないのかがよくわか

らないということもありまして、再質問の１番目に幼

稚園教育における県の役割というのをどういうふうに

位置づけているのかということをお聞きしたいと思い

ます。

　それから、学力テストが国内でトップということで

秋田県と人事交流というんですか、人的交流を図って

おられると思うんです。そこで、秋田県における幼児

教育の取り組みと本県を比較するとどういうような違

いがあるのか、どうすぐれているのか、そこら辺につ

いて２点お聞きしたいと思います。

　次に、健康・医療行政について、自殺対策について

お伺いしたいと思います。３点ばかりあります。

　部長、今、中身についてではなく取り組みについて

お話をされておられましたけれども、私はもうちょっ

と個別的な、例えば「いのちの電話」はどうなのかと

か、それからうつデイケアの状況はどうなのかという

ようなことをお聞きしたいわけでありますけれども、

「いのちの電話」というのは時間帯が限られているわ

けなんですね。それで、24時間体制は検討しておられ

るのかどうか、見通しがあるのかどうかお伺いしたい

と思います。

　それからうつデイケア、これは県の総合精神福祉セ

ンターで取り組まれて、大変職場復帰率が高いという

ことで全国的にも注目を集めている開発事業でござい

ますけれども、そのことについての強化という考え方

があるのか、それとも強化ではないのか、そこら辺を

お聞きしたいと思います。

　もう１点は、岩手県では、救命救急外来のほうに精

神科医を２人専属で配置をして、自殺を図って運ばれ

てきた人たちを、その手当てだけではなく精神科につ

ないでいくという手当てをしているようです。本県で

もそういうことの導入について検討しているのかどう

か伺いたいと思います。

　もう１点、病院事業局についてお聞きいたします。

　私は、７対１体制で、まず１点は、年度途中で――

「産休等の」と書いてあるんですが――退職や休職を

する人たちが、その85名の定数の中に加味されていて

定数改正なのかどうかということであります。もしそ

れが加味されてないとしたら、なぜ加味をしなかった

のかということが一つなんですが、このことによっ

て、私は、嘱託とか臨時で人が来るのかどうか、来な

かった場合に病床閉鎖を進めていく必要に迫られない

かどうか、そこを危惧しているわけでありまして、こ
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の２点をお聞きしたいと思います。

　それから、総務部長にお聞きいたします。

　先ほどの御答弁によりますと、特別理由がないと、

別にする理由がないと、そのために今一元化して運用

しているんだというお話がございました。県の審議会

の委員でもあられた伊関さんなどは、ここは離して自

由裁量に任すことが必要ではないかという意見もお持

ちのようであります。

　私は、まず１点は総務部長に、行政職では人員増と

いうのはコスト増につながるという概念が一般的だと

思いますが、病院事業部では違う、人員をふやすこと

で収益が上がるというこの認識の違い、定数に関して

の認識が違うんだということをお持ちかどうか、そこ

をお聞きしたいと思います。

　それから、観光行政について１点お聞きいたしま

す。

　私は、一番今、観光行政で地元業者が非常に大変な

状況にあると共通に理解はいたしております。そのた

めに、地元が潤う観光産業というのをどうやっていく

のかという県の具体的な策についてお聞きしたいと思

います。

　最後に、離島振興について、輸送コストの低減につ

いてお聞きいたします。

　今、新振興計画において「沖縄離島住民移動交付

金」の創設を検討されているようでありますが、県の

その不退転の決意についてお伺いをしたいと思いま

す。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時55分休憩

　　　午後２時２分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　自殺対策について

の再質問にお答えいたします。

　まず、「いのちの電話」に対する24時間体制等含め

ての件ですけれども、現在、「いのちの電話」の周知

のための広告等、それから支援者技術向上のための研

修会・学習会など、そういう経費について支援してお

ります。

　それと、24時間体制につきましては何度か団体との

相談というか意見交換をしておりますが、ただ相談員

の確保が非常に困難な状況があるということで、現在

実施の方向での検討はしておりません。

　それから２点目のうつデイケアの今後の取り組みと

いう趣旨の再質問ですけれども、このうつデイケアに

つきましては、うつデイケア技術移転実行計画に基づ

き、より身近な地域でということで地域の医療機関へ

の技術移転に向けた取り組みを推進しているところで

す。22年の６月現在、本島３圏域の８機関で認知行動

療法、また、そのうちの３機関においては認知行動療

法とデイケアをあわせて実施しているというふうに聞

いております。

　今後、やはり身近なところでそういうデイケアの実

施というのが重要であるというふうに考えておりまし

て、精神保健センターにおいて、その技術移転に向け

て今後とも取り組んでいきたいというふうに考えてお

ります。

　それから救命救急センターへの精神科医の配置につ

いてですけれども、外部機関の有識者を交えたそうい

う機関の中でその必要性については常時議論はしてお

りますが、体制の整備とか人員の確保等いろいろ課題

がございまして実現には至っておりませんが、今後と

も関係機関等と議論をして進めていきたいと思ってい

ます。

　なお、救急救命センターの病院によっては、必要に

応じて精神科の対応をしているということでございま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　それでは中部病院の

７対１看護体制に必要な看護師数、産休等の考慮につ

いての御質問の再質問についてお答えいたします。

　中部病院でＩＣＵ等の特殊病棟を除く一般病棟にお

いて７対１看護体制を導入するために、看護師の必要

数に基づき93名をふやすこととしております。退職す

る看護師数を加味した増員数ではございません。

　病院事業局では、看護師の年度途中の退職により病

床の休床にならないよう、全力で人材確保に取り組ん

でいくつもりでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　知事部局の行政職と異

なって、病院は看護師が増加すれば経営に資するとい

う認識をお持ちかという御趣旨の質問にお答えいたし

ます。

　一概には経営に資するとは言えないと思います。経

営のうまくいっている病院は人件費比率が50％台でご

ざいます。現在県立病院は60％台ということで推移し
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てございます。

　今回、中部病院の定数を増加させた要因としまし

て、中部病院に限っていいますと現在の診療報酬の改

定等がございまして、経営に資すると判断して定数を

増としたところでございます。

　今後、人件費を抑制しないとなかなか厳しい状況に

なると思っていますので、病院事業局にはその人件費

の抑制について努力していただきたいと思います。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　観光振興の中で、地

元が潤う観光振興についての具体的な策ということの

再質問にお答えします。

　観光は総合産業であり、経済波及効果の大きい産業

であります。今後、さらに地元がかかわる具体策とし

てはやはり先ほど答弁しましたように、農林水産業や

製造業、情報通信産業との連携強化を図ることが重要

であると考えています。具体的には、宿泊施設や飲食

店におけるまず地産地消をしっかり広げていくこと、

それから地域の特産物等を活用したお土産品の開発、

それから観光情報の発信力を高める必要がありますの

で、現在やっているコールセンターなどの拡充や新た

なコンテンツの発信などをやり、商品開発をどんどん

ふやしていく、仕事をふやしていくというようなこと

でみずから観光を拡大していくような関連産業を育て

ていくというようなことも具体的には大事じゃないか

というふうに考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　比嘉京子議員の再質問の

中で、輸送コスト低減に関する決意を述べてもらいた

いというふうな御質問でございますので、答弁をさせ

ていただきます。

　本県の離島は、経済水域の確保、それからまた観光

など本県振興にも大きな役割を果たす一方では、離島

を結ぶ交通機関というものが飛行機または船に頼らざ

るを得ず、陸上交通に比較して割高な運賃というもの

が人的・物的な離島の大きな障害となっております。

　本県の離島が今後とも重要な役割を果たしていくた

めには、離島の定住条件を改善し、離島地域の振興を

図っていくことが重要であるというふうに考えており

ます。

　本日、県議会からも新たな沖縄振興のための法制度

を求める意見書・決議をいただいたところでございま

す。離島県である本県において、離島振興なくして本

県全体の発展はないという決意でもって一体となって

制度の実現を求めてまいりたいというふうに考えてい

ます。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは比嘉議員の再質

問にお答えいたします。

　幼児教育の県の役割と市町村の役割についてお答え

いたします。

　県の幼児教育については、本県の幼児教育の方向性

を示した、またあり方を示した施策を策定すること、

そして家庭、地域、保育所、幼稚園、市町村と県の行

政機関が連携をとりながら、施策の推進が図られるよ

うに進めていくこと、そしてそのことを通して幼児教

育のさらなる充実を図っていくことでございます。市

町村におかれましては、設置者でございますので、施

設・設備の整備、そして職員の配置、そして県の施策

に基づいたまた施策を新たに策定して幼児教育のより

一層の充実に向けた取り組みを行います。

　２つ目の秋田県の幼児教育の取り組みですけれど

も、１つ目は、研修の充実が図られていると、幼稚園

教諭と保育士の合同研修が多く実施されているという

こと、それから２点目は、私立の割合が多いというこ

と、高いということ、それから３点目は、すべて３年

保育であるということ、４点目は、家庭教育が充実し

ているということでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

　　　〔比嘉京子さん登壇〕

○比嘉　京子さん　今の自殺のお話もそうですけれど

も、本当に命の最前線のところなんですよね。そこの

総合センターのうつは、今、広げていっているからい

いですというふうにおっしゃっておられたように思い

ますが、その人たちがまた戻ってきて研修をして、ど

んどん技術をアップさせていくという意味において

も、私はここをもっと強化して充実していくことが重

要ではないかなというふうに思います。そして必要に

応じて対応ということが実態としてはほとんど見られ

ておりません。ですから、どうぞ位置づけをもっと

しっかりできるように自殺対策のほうをぜひお願いい

たします。

　それから、最後にもう１点だけ教育のほうでお聞き

したいと思います。

　皆さんもお聞きになったことと思いますけれども、
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私が前段で申し上げたことは、教育に対して先進地が

どういうことをやっているのか、いいことづくめばか

りを言ったように思われたかもわかりませんけれど

も、やはりある施設をしっかりとつなぎ合っている、

一貫している、そして親の不安感を除いている、そし

て親を育てている、さまざまなことが本当に合理的に

なされているというふうに思いました。

　私は、特に沖縄における乳幼児の現状というのはや

はり戦後の児童福祉法の施行のおくれを含めて今非常

に厳しい状態にあると思います。せんだっての新聞に

も、泊の学童保育を求めて前日の２時から並んでいる

親たちの姿が載っておりました。そのように学童保育

を民間に依存しているということもさることながら、

今午後の保育を親たちが安心して働ける場所を求めて

大変な状況にまだまだ何十年たっても変わっていない

という実態はどうにかしなければならないというふう

に思うわけです。

　さて、多くの方が本当にこの幼児期、それから小学

校入学前のところに私は今回は視点を当ててみたんで

すけれども、何と言ってもこういうことが言われてい

ます。本当に人生のすべての学びが幼稚園の砂場に

あったというように言ったアメリカの哲学者がおりま

したけれども、まさにそうだと思いますね。「人生に

必要な知恵はすべて幼稚園の砂場で学んだ」というよ

うなことがあるように、この幼児期をもっと強化して

いかなければいけないと。今のお話を伺っておりまし

ても大変危惧するところです。

　最後に質問として、今度の小学校の採用人員が250

名にアップするというお話がありましたが、幼稚園教

諭が何名ここで採用されるのかどうか、それを最後に

お聞きしたいと思います。

　知事にお訴えしたいんですけれども、私はやはり知

事の30人以下学級も含めて、財源の確保というのがほ

とんど自主財源でなされてないことも含めて、やはり

沖縄県の人材育成の本気度を今期はぜひ実行していた

だきたいと要望して終わりたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時17分休憩

　　　午後２時18分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　比嘉議員の再々質問にお

答えいたします。

　次年度（平成23年度）の公立幼稚園の職員の採用数

は38名でございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城ノブ子さん。

　　　〔玉城ノブ子さん登壇〕

○玉城　ノブ子さん　こんにちは。

　私は、日本共産党を代表して代表質問を行います。

　質問の前に所見を述べたいと思います。

　今、多くの国民・県民は、何のための政権交代だっ

たのか、民主党への期待は幻滅から怒りへと変わって

います。多くの国民・県民の中に政治と社会への深い

閉塞感が広がっています。外交でも、経済でも、日本

の国際的地位の急激な地盤沈下が起き、前途への不安

が大きくなっています。どうしたらこの閉塞状況を打

開し、未来に希望ある政治をつくることができるの

か、多くの国民が真剣な模索を始めています。

　政権交代後、わずか１年半で民主党政権は、自民党

政権とうり二つになってしまいました。後期高齢者医

療制度廃止などの公約を投げ捨てただけでなく、医

療、介護、年金など、社会保障を切り捨て、負担を押

しつける計画を次々に打ち出しています。大企業の内

部留保金は今や244兆円、使い道のない手元資金は62

兆円に上っています。しかし、民主党政権は財政難と

言いながら、財界言いなりに法人税減税で１兆5000億

円もばらまき、証券優遇税制を延長するなど、大企

業、大金持ち優遇の不公正税制を温存しさらに拡大し

ようとしています。消費税増税に政治生命をかけると

宣言し、食と農業、地域経済、国土と環境を壊すＴＰ

Ｐ（環太平洋連携協定）への参加に突っ走ろうとして

います。

　沖縄の普天間基地問題でも、自公政権がつくった辺

野古への新基地建設案の押しつけに固執し、暗礁に乗

り上げています。沖縄県民の総意を踏みにじった説得

や脅迫ではなく、アメリカ政府とのまともな交渉こそ

が問題解決の道でありながら、日米合意に縛られ、み

ずからその道を閉ざしています。

　政治と社会の閉塞状況の根にあるものは何でしょ

う。国民・県民の暮らしの実情や願いよりも、財界・

大企業の要求やアメリカの意向を優先させるという長

年の古い枠組みがいよいよ行き詰まった、ここに根っ

こがあるのではないでしょうか。異常な大企業中心の

政治のゆがみをただし、雇用、社会保障、農林漁業、

環境などあらゆる分野で国民の生活と権利を守るルー

ルある経済社会をつくる、この道に転換してこそ日本

経済を立て直していく大きな展望が開けます。

　アメリカ言いなり、日米軍事同盟絶対という外交か

ら抜け出し、憲法９条を生かした平和・自主・独立の

新しい日本を目指してこそ沖縄の基地問題を解決し、
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東アジアを平和な地域にするための展望が開けてきま

す。日本のアメリカ言いなり、財界中心という２つの

大問題を改革し、政治と社会の閉塞状況を打ち破る新

しい政治の流れをつくり出し、希望の持てる未来を御

一緒に開きましょう。

　今、地方政治はどうなっているでしょうか。

　民主党政権は、暮らし向きが苦しい、仕事がない、

国保税が高くて払えないなど、切実さが増す住民の声

にきちんと向き合うようになったでしょうか。その中

身は、住民の暮らしと福祉のための自治体の独自の仕

事を切り捨て、保育所・障害者施設を初め社会保障や

教育などの各分野で国が定めた最低基準さえ取り払

い、住民福祉の機関としての自治体の機能と役割をさ

らに弱めています。「官から民へ」のかけ声で、保育

所や学校給食、公立病院などの民営化や民間委託、各

種施設の指定管理者制度への移行など国と地方自治体

の公的責任、公共サービスを投げ捨て、民間任せにし

てしまう。これらは自公政権が進めてきた地方分権と

いう名での地方切り捨ての政治を丸ごと引き継ぎ、さ

らに加速させるものにほかなりません。それは住民の

福祉と暮らしを守るという自治体の原点を壊し、自治

体が自治体でなくなるという事態を一層深刻にしてい

ます。国が住民の暮らしを脅かす仕打ちをしてきた

ら、それに立ちはだかって住民の暮らしと福祉を守る

防波堤の役割を果たす、これが本来の自治体の仕事で

す。

　日本共産党は、沖縄県民の米軍基地のない平和で豊

かな沖縄県の実現のために県民とともに奮闘するもの

であります｡

　日本共産党は、これまで沖縄県への鉄軌道導入を積

極的に推進してきました。県議会に鉄軌道導入を促進

する特別委員会の設置を提案したいと思います。

　以下、発言通告に基づいて質問を行います。

　最初に、知事の政治姿勢について、以下質問をいた

します。

　茨、基地問題について

　通告した後に、「沖縄に米軍基地を置くことを要求

したのは、米国ではなく日本側であった」という外交

文書が明らかになりました。このことについてお聞き

をしたいと思います。質問の趣旨と対応については、

議事課を通して当局にも御理解をいただいております

ので、御答弁をよろしくお願いします。

　ア、鳩山由紀夫前首相は、海兵隊の「抑止力」は、

辺野古に基地を押しつけるための「方便」だったと発

言しています。絶対に許せない発言です。県民をだま

して基地を押しつけようとしたことに抗議すべきでは

ないでしょうか。

　イ、民主党菅政権は、「海兵隊は平和を守る抑止

力」と日米合意を押しつけてきました。海兵隊は抑止

力として存在するものでないことが明白になりまし

た。日米合意の撤回を迫るべきであります。

　ウ、沖縄の海兵隊は、イラク戦争やアフガン戦争に

出撃し、ファルージャでも女性や子供を合む住民を虐

殺し世界じゅうから非難を受けた「殴り込み部隊」で

あります。海兵隊の即時撤去を要求すべきです。

　エ、北澤防衛大臣は知事との会談で、「県民の皆さ

んも目を見張るようなそういう振興策を提示でき、理

解を深めさせてもらえばと思う」と基地とリンクした

振興策をちらつかせています。知事はどう対応したの

か。基地とリンクした振興策ではだめだと明確に言う

べきではありませんか。

　オ、政府は、名護市への「再編交付金」の支給を稲

嶺市政になる前に内定していたものも含めて停止をし

ました。あめとむちで県民をおどし、力づくで基地の

受け入れを迫るものであり、許せません。知事の御所

見を伺います。

　カ、新基地建設のための現況調査を名護市が拒否し

たことを理由に、政府・防衛局は名護市を相手に異議

申し立てをしておりますが、住民の利益を守るための

機関なのですか、国益を守るための機関なのですか。

絶対に認められません。知事の御所見を伺います。

　キ、政府は、辺野古新基地建設のために自治法を改

悪して、国等にする違法確認訴訟制度を創設しようと

しています。知事の埋立許認可権を奪い、政府の権限

で埋め立てを推進しようとするものであります。絶対

に容認できません。知事は反対を表明すべきではあり

ませんか。知事の御所見を伺います。

　ク、政府は、那覇軍港代替施設の環境影響評価を新

年度から実施すると表明しています。復帰時の約束で

あった那覇軍港の返還はいまだに進んでおりません。

負担軽減というのであれば、無条件返還を要求すべき

ではありませんか。軍港移設のための環境アセスはや

めるべきであります。答弁ください。

　ケ、政府は基地負担を軽減したと言っています。そ

の実態は外来機が飛来し嘉手納基地の爆音は増大し、

２万2000人余りの集団訴訟も起こっています。即刻、

外来機の飛行禁止、戦闘機の撤退を要求すべきではあ

りませんか。

　コ、外来機の爆音で苦しんでいる県民の神経を逆な

でするような降下訓練は絶対に許せません。今後はい

かなる理由があっても降下訓練はやるべきではないと

申し入れるべきであります。知事の御所見を伺いま
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す。

　サ、日米安保条約を平和友好条約へ改めるべきが大

きな世論です。日米安保条約を廃棄し、対等・平等の

平和友好条約への道に踏み出すことが求められており

ます。知事の御所見を伺います。

　２、高江のヘリパッド問題について。

　茨、ヘリパッド建設工事は、ＳＡＣＯ合意に基づく

ものであり、辺野古の新基地建設計画を前提とする事

業であります。新基地建設反対は、県民の総意であり

ます。知事は、菅首相が来県したとき、｢県内移設は

全部バッド（だめ）だ｣と言っていますが、辺野古新

基地建設と一体である高江ヘリパッド建設について、

｢県内移設はバッド（だめ）だ」と明確に表明すべき

ではありませんか。

　芋、政府・防衛局は、東村高江でのヘリパッド工事

の再開を強行しています。ヘリパッドに反対する住民

を国が妨害行為禁止と那覇地裁で係争中です。裁判長

は双方で話し合いを持つように求めている中での工事

再開は、法治国家であってはならないことでありま

す。知事の御所見を伺いたい。

　鰯、高江の住民が、これ以上の騒音に耐えられな

い、豊かな自然を壊すのはやめてほしい、平和な島に

ヘリパッドは要らないと抗議をしている中で、さらに

反対している住民を暴力的に強行突破してけがを負わ

せるなど強権的に工事を再開することは許されませ

ん。沖縄防衛局は工事再開の根拠として、県の理解を

得ていると強弁しているのですが、知事は了解してい

るのですか、やめるように言うべきではありません

か。

　允、高江のヘリパッド工事は、北部訓練場を返還す

るかわりに６カ所にヘリパッドを移設する計画であり

ます。現在15カ所もヘリパッドがあるのになぜもっと

必要なのですか、ヘリパッドは何カ所使われています

か。キャンプ・ハンセンには何カ所ヘリパッドがあり

ますか。どうしてそんなに必要ですか。もうこれ以上

のヘリパッド建設はやめるべきではありませんか。

　印、墜落事故も多く、騒音も大きな最新鋭輸送機の

オスプレイがヘリパッドを使うことも大問題です。日

本共産党の赤嶺政賢衆議院議員の質問に対して北澤防

衛大臣は、オスプレイのヘリパッド使用を可能と答弁

しています。住民を苦しめるヘリパッドの建設はやめ

るべきであります。知事の御所見を伺います。

　３、米軍の訓練水域外について。

　茨、昨年12月、米軍と自衛隊による日米共同統合演

習が日米双方で約４万5000人の人員、船舶60隻、航空

機400機が参加し、過去最大規模で実施をされまし

た。当初、米軍演習は大東島周辺のパヤオの集中する

上空で行われる予定であったが、しかし事前通報で

知った漁協が抗議し、パヤオから外されたところに移

動しています。米軍は、訓練水域外で模凝機雷の捜

索、回収訓練を実施しているのであります。漁民は、

提供水域外でも自由自在に訓練ができることになると

漁民の生命、安全は守れない、絶対に許せないと怒っ

ております。知事は、訓練水域外での演習を認めるん

ですか。直ちに抗議して中止を求めていくべきではあ

りませんか。

　芋、ことしの１月５日から15日に米軍は、日米政府

に通知せず沖縄本島周辺の訓練区域外で原子力空母

カールビンソンを中心とする第一空母打撃群による爆

撃訓練を計画いたしました。15日前に通報すべきで

あったが、県漁連が訓練を知ったのは４日、糸満漁協

に通知が届いたのは７日であった。訓練水域周辺は、

ソデイカ、カツオ、マグロなどの好漁場であります。

戦争さながらの実戦訓練が実施されるのに、周辺では

それを知らない漁船が操業する。どうして漁民の生

命、安全を守ることができますか。知事の御所見を伺

います。

　鰯、政策協議会で前原大臣は、水域内をしっかり守

るという基本を確認したと言っておりますが、外務省

はやむを得ず水域外で訓練することもあるとの認識を

示しております。漁民は、沿岸域での訓練はやめてほ

しいと訴えております。知事は、政策協議会で何を認

めさせたのですか。

　允、知事は、鳥島射爆撃場、久米島射爆撃場、ホテ

ル・ホテルの訓練水域の返還について政府にどのよう

な対策を求めてきたのか伺います。

　印、訓練水域・空域の全面返還を要求していくべき

ではありませんか。返還させた場合にどれだけの経済

効果があるのか調査する必要があると考えますが、調

査したことはありますか伺います。

　４、振興計画について。

　次期沖縄振興計画の策定に当たっては、｢基地のな

い平和で豊かな沖縄を」という日本本土復帰の願いが

実現されたかどうかの原点に立ち返る必要がありま

す。戦後65年余り、復帰40年近くなろうとしているの

にいまだに広大な米軍基地が存在するという異常な状

態は許されません。

　茨、次期振興計画では、基地のない沖縄を正面に掲

げていくことが必要であります。知事の見解を伺いま

す。

　芋、沖縄戦の悲劇、27年間の米軍占領、今なお全国

の75％の米軍基地が押しつけられるなど、沖縄県民の
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苦難は解消されておりません。「沖縄県民への償いの

心をもって事にあたる」という復帰特別措置法の原点

に返って沖縄振興に対する国の責務を明確にすること

が必要であります。

　鰯、次期振興計画では、第１次産業を初め地場産業

育成、地元企業育成、福祉、教育の充実に力を入れる

べきであります。御所見を伺います。

　５、環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ)につい

て。

　ＴＰＰは、例外なき関税撤廃で農水産物の輸入自由

化を初め、医療、雇用、保険等の市場が開放され、農

水産業や地域経済は壊滅的な打撃を受けることになり

ます。

　茨、ＴＰＰへの参加で農水省は、日本の食料自給率

は13％まで低下し、雇用は340万人減少すると試算し

ています。沖縄の農林水産業への影響はどうなります

か、沖縄の食料自給率は何％まで減少しますか。雇用

への影響について伺います。

　芋、ＴＰＰは、医療、雇用、金融、保険、公共事業

の入札、医師、看護師あるいは弁護土などの労働市場

の開放まで含まれています。この分野でどれだけの影

響が出ると考えておられるのかお答えください。

　鰯、離島地域においては、人口の流出、産業や経済

の疲弊と崩壊を招き、地域が成り立たなくなると言わ

れておりますが、そのことに対する知事の認識を伺い

ます。

　允、地球的規模で食料不足が大問題になっていると

きに、ＴＰＰ参加で輸入依存を強め、日本と沖縄の農

業をつぶし地域経済を破壊し、食料の安定供給を破壊

するＴＰＰ参加に知事は明確に反対を表明すべきでは

ありませんか。

　６、地域経済の活性化について。

　茨、住宅リフォーム制度。

　我が党が一貫して提案、要求し続けてきた住宅リ

フォーム制度は国による支援が強化されることになり

ました。県は、住宅リフォーム助成制度の実施につい

て県内需要や他県の事例及び市町村の意向を踏まえ

て、市町村と連携しながら検討していきたいと答弁し

ております。日本共産党の市田書記局長に対する答弁

で菅首相は、住宅市場を活性化させる観点から住宅リ

フォームの推進は極めて重要だ。住宅リフォーム助成

制度については社会資本整備総合交付金を活用するこ

とができ、今後とも支援していくと述べています。こ

の事業の活用を盛り込んだ自治体が既に50以上に上っ

ています。今年度から実施に踏み切るべきではありま

せんか伺います。

　芋、地産地消の推進について。

　地元の地場産業や農水産物を全小中学校の給食や観

光ホテル、旅館など関連産業の食材に積極的に活用促

進を図っていくために、以下の点について質問をいた

します。

　ア、県内市場における県産農水産物の安定した質・

量・価格の確保と直売所などの流通拠点の整備拡充な

ど供給体制の整備にさらに一層の支援を図ることにつ

いて御所見をお伺いいたします。

　イ、保冷庫や急速冷蔵施設、農水産物加工工場をＪ

Ａ、漁協などに設置するための施策を推進することに

ついてお伺いいたします。

　ウ、糸満漁協は､水産物加工施設の建設を計画して

います。積極的に支援を図ることについて伺います。

　エ、地産地消を具体的に推進するために各市町村と

の連携を図ることについて伺います。

　オ、宮古島市では有機農法による生産物の拡大に積

極的に取り組んでいく計画です。長寿県沖縄のウチ

ナーブランドづくりとして、安全性の高い農産物の生

産を県として推進することが求められております。現

状と対策について伺います。

　７、農水産業の振興について。

　茨、価格保障、所得補償など農業漁業の経営を守る

とともに、食料自給率を当面50％まで回復させるため

の実効ある対策をとること。

　芋、多様な家族経営を維持発展させるための支援を

強化すること。

　鰯、新規就農者の参入・定着を支援するための就農

者支援制度の創設と、定年後就農者支援制度を創設す

ることについて伺います。

　允、耕作放棄地の農地としての有効活用のための抜

本的な対策をとること。

　印、八重山漁協では、ヤイトハタ（アーラミーバ

イ）の養殖漁業に大きな成果を上げています。養殖漁

業の振興について県の支援策を伺います。

　８、雇用対策について。

　茨、官製ワーキングプアと言われている県・市町村

や外郭団体等の臨時・非常勤の実態はどうなっており

ますか。調査を行い、公表し待遇を改善することにつ

いて伺います。
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例」を制定することについて伺います。

　９、福祉問題について。

　茨、国保問題について。

　政府は、国保加入世帯の全年齢を対象にした国保の

広域化を進めるとしています。この「新医療制度」の

第２段階実施までの期間は、都道府県が策定する「広

域化等支援方針」を策定し、「国保の広域化」を図る

計画です。

　ア、政府は、国保広域化に向けて昨年５月、各市町

村が保険料軽減のために国保会計を繰り入れるのはや

め、値上げに転嫁するように通達を出しています。全

県市町村は、約51億7600万繰り入れを行っておりま

す。これをやめれば保険料年１人平均１万円、４人家

族で４万円の値上げになります。高過ぎて払えないと

の悲鳴の声が上がっている中で、国保税のさらなる引

き上げには、県民の生命財産を脅かす事態になりま

す。政府に通達の撤回を求め、広域化反対の声を上げ

るべきではありませんか。

　イ、全国知事会は、昨年12月20日にこの案で最終取

りまとめを行い、新制度に移行することについては反

対であり、持続可能な国民健康保険制度の構築に向け

国の財政責任を含めた本質的な検討を求めるという談

話を発表しましたが、仲井眞知事の見解を伺います。

全国知事会の立場と同じ反対の立場なのか、それとも

新制度に賛成し、国保の広域化を推進する立場なのか

明確にお答えください。

　ウ、県は、１月５日に「沖縄県国民健康保健広域化

等支援方針」を発表し、国保の都道府県単位化を進め

るために策定しているが、県内市町村の国保財政状況

は、全保険者41のうち40％に当たる17保険者が差し引

き収支赤字となっています。この17保険者の赤字をど

のように解消するか伺います。

　エ、「支援方針」で収納率目標を設定しているが、

厚労省の「省令71号」は「収納率割合（％）｣で言う

「一般被保険者数10万人以上である市町村の収納率割

合は87以上89未満」となっている。沖縄県の収納率目

標と大きく差が出ているがなぜなのかお伺いいたしま

す。

　オ、また標準保険率が設定されているが、41保険者

ごとに保険料が違う中で県全体が保険料を標準化すれ

ば、低い保険料の市町村は保険料が引き上げられ大き

な負担となります。この負担をどう考え、どのように

対処されるのかお伺いいたします。

　カ、厚労省は、この「支援方針」の策定に当たっ

て、すべての市町村から支援方針案について意見を求

めなければならないとしていますが、県はすべての市

町村から意見を求めたのか、求めたのであれば市町村

ごとにどのような意見があったのかお伺いします。

　キ、県は、新医療制度に反対し、国に国庫負担金を

もとに戻すよう要求し、県独自の支援を実施し国保税

の引き下げを実施すべきではありませんか、伺いま

す。

　芋、後期高齢者医療制度について。

　新制度の骨格は、75歳以上の約1400万人のうち86％

に当たる1200万人を国民健康保険に加入させ、それ以

外の会社で働く高齢者や会社員などの家族に扶養され

る高齢者約200万人は被用者保険に入ります。国保に

入る1200万人の保険料は、現在の後期高齢者医療制度

と同じように一般の加入者の保険料とは切り離して都

道府県単位で保険料を決めるというものであります。

保険料は、高齢化が進み、高齢者の医療費がふえるに

つれて高齢者の医療費が自動的にふえる仕組みで２年

ごとに上がっていきます。また、70歳から74歳の病院

窓口負担は、現在の１割から２割に引き上げられる計

画です。高齢者に重い負担を押しつける医療制度の改

悪は到底認められません。反対を表明すべきでありま

す。

　ア、後期高齢者医療制度を廃止し、国保負担金をふ

やして老人保健制度に戻すことについて知事の御所見

を伺います。

　イ、県独自の保険料の軽減制度をつくり、高齢者の

負担軽減を図るべきであります。

　ウ、高齢者への肺炎球菌のワクチン接種を実施する

ことについて伺います。

　鰯、介護保険制度について。

　ア、政府は、2012年度に介護保険制度の改正を目指

し、ことしの通常国会に法案を提出する計画でありま

す。しかし法案改定の内容は、要支援者１、要支援者

２の人を保険サービスの対象外にし、給付者を削減で

きる仕組みをつくろうとするものであります。今でも

多くの高齢者が重い保険料、利用料の負担に必要な

サービスも受けられない中で、介護保険制度の改悪は

高齢者に新たな苦しみを押しつけるものであります。

許せません、反対すべきであります。知事の御所見を

伺います。

　イ、介護保険料、利用料の減額の免除制度を県とし

て行うこと。

　ウ、介護施設への入居待機者を解消するため、特別

養護老人ホームを増設することについて伺います。

　允、障がい者権利条例を早急に制定することについ

て知事の御所見を伺います。

　印、子供の医療費の中学校卒業までの無料化につい
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て。

　ア、全国、県内で中学校卒業までの無料化の実施状

況について、入院、通院それぞれについて伺います。

　イ、中学校卒業まで無料化にした場合の入院、通院

に必要な財源は幾らになりますか。

　ウ、子供の医療費無料化も対象年齢を計画的に拡大

することについて伺います。

　エ、現物給付制度の実現は県民の大きな願いになっ

ています。実施について伺います。

　オ、国に対して子供の医療費無料化制度の創設を要

求することについて伺います。

　10、県立病院について。

　茨、全県立病院で７対１看護を実施することについ

て伺います。

　芋、今年度から中部病院で７対１看護が実施されま

す。130人を新たに採用すべきです。御所見を伺いま

す。

　鰯、医師確保のために必要な条件整備を行うことに

ついて知事の答弁を求めます。

　允、独立行政法人化はやめて県立病院を存続させる

ことについて知事の御所見を伺います。

　11、教育行政について。

　茨、県は、1500人の臨時教員を５カ年間で正規採用

にすると表明しています。直ちに本採用すべきであり

ます。答弁を求めます。

　芋、30人以下学級を全学年で早急に実施すること、

また、低学年で教室不足のために未実施の学校への特

別な対策を講じることについて伺います。

　12、ヤンバルの自然林皆伐について。

　茨、ことしに入って国頭村の宜名真林道沿いの国頭

村有林において、県民の大きな批判の的となっている

皆伐方式による伐採が行われ、森は無残にもはげ山に

変わり果てようとしています。その皆伐は国・県の補

助を受けて造林することが大きな目的となっており、

村有林だからといって県の責任を回避することは到底

できないものであります。森林の皆伐は直ちに中止を

すべきであります。

　芋、今、沖縄県が行うべきは、このようなヤンバル

の森を破壊するような林道建設や皆伐などではなく、

世界遺産登録を目指し貴重なヤンバルの森を保全する

ことであります。

　13、カジノ問題について。

　カジノは青少年の育成への悪影響、ギャンブル依存

症の増加、暴力団の介入など社会的にも多くの問題が

あり、刑法で禁止されている茸博、ばくちでありま

す。しかし、県は新たな沖縄振興計画にカジノを盛り

込むことについて検討していると言われているが、知

事は県民の合意なしには導入しないと表明していま

す。カジノ導入は断念すべきであります。調査費も計

上すべきではありません。知事の御所見を伺います。

　14、鳥インフルエンザの防止等について伺います。

　茨、高病原性鳥インフルエンザヘの感染が各地で相

次ぎ、養鶏農家の経営を直撃するとともに、一部で鶏

肉や鶏卵価格への影響も懸念されております。南下し

てきた渡り鳥が感染源になったと見られ、感染はどこ

でも起こり得るかつてない事態であります。万全の防

疫体制の強化を求めます。御所見を伺います。

　芋、感染ルートの解明や感染を予防する技術の開発

を含め、感染を防ぐ対策をアジアの国々とも連携して

充実させていくことについて国に求めていくべきであ

ります。知事の御所見を伺います。

　15、豊かな海づくり大会の糸満での開催について。

　漁業の町糸満市で「豊かな海づくり大会」開催の機

運が高まっております。知事の決意と具体的な取り組

みについて伺います。

　以上、明快で誠意ある答弁を求めます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　玉城ノブ子議員の御質問に

答弁させていただきます。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、鳩山前総理の

発言に係る御質問にお答えいたします。

　鳩山前総理の発言につきましては直接お聞きしたも

のではありませんが、報道のとおりとすれば、「方

便」という言葉は理解しがたい表現と言わざるを得ま

せん。

　県は、政府に対し、頭越しではなく、地元の理解・

協力を得なければならないというようなことや、県民

の納得のいく説明や解決策を示すよう繰り返し申し上

げてまいりましたが、今回の鳩山前総理の一連の発言

は、県民の納得のいく説明とはとても言いがたく、ま

ことに遺憾であると言わざるを得ません。

　次に、同じく知事の政治姿勢の中で、日米共同発表

の撤回を求めることについての御質問にお答えいたし

ます。

　去る２月16日の予算委員会において菅総理大臣は、

沖縄の海兵隊を含む在日米軍の存在は、日本の安全に

とっても、アジア太平洋の安定にとっても必要だ、そ

ういう認識のもとで、日米合意を踏まえて対応してい

くとの見解を示しています。

　県といたしましては、これらの発言いかんにかかわ

らず日米共同発表を見直し、普天間飛行場の県外移設
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に取り組むよう政府に強く求める考えに変わりはあり

ません。

　次に、県立病院に係る御質問の中で、県立病院の経

営形態についての御質問にお答えいたします。

　県立病院の役割であります地域において必要とされ

る医療を持続的・安定的に提供していくためには、病

院経営の自立性と健全化を高めることが重要でありま

す。県立病院の経営形態につきましては、このことを

踏まえまして検討を行う必要があります。

　県におきましては、「県立病院のあり方に関する基

本構想」に基づき、「経営再建計画」に沿った経営全

般にわたる改革の取り組みを検証した上で最終的な判

断を行うことといたしております。

　次に、豊かな海づくり大会の糸満市での開催につい

ての御質問にお答えいたします。

　「全国豊かな海づくり大会」は、水産資源の維持培

養と海の環境保全に対する意識の高揚を図るととも

に、水産業に対する認識を深めることを目的として開

催される国民的行事であります。本大会は、平成24年

度に沖縄県で開催されることが昨年11月22日に全国組

織の「豊かな海づくり大会推進委員会」において決定

されております。

　県といたしましては、今後、関係機関等で構成され

ます実行委員会を立ち上げ、具体的な行事内容等を策

定する予定でございます。

　なお、開催地につきましては、さきの９月議会にお

きまして――――――――――――――――――――

――地元からの要請があること、そして県内唯一の第

３種漁港があること、さらにウミンチュの町として長

い歴史があることなどから、糸満市が適当であると考

えております。しかし、なお正式には所要の手続を経

て最終的に決定いたしたいと考えているところでござ

います。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。（「議長」と呼ぶ者あり）

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時58分休憩

　　　午後３時20分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　玉城ノブ子議員への私の答

弁の中で、全国海づくり大会の答弁の中で、――――

―――――――――――――と発言した部分につきま

しては削除したいと思いますので、議長においてよろ

しくお取り計らいくださるようお願いいたします。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　答弁の途中でありますが、玉

城ノブ子さんの質問に対する残りの答弁は、時間の都

合もありますので休憩後に回したいと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後３時21分休憩

　　　午後３時45分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前の玉城ノブ子さんの質問に対する答弁を続行

いたします。

　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につき

まして、海兵隊の即時撤去の御質問にお答えいたしま

す。

　海兵隊を含む米軍は、日米安全保障条約に基づき駐

留しているものであります。県は、これまで日米両政

府に対し、あらゆる機会を通じて海兵隊を含む在沖米

軍兵力の削減等による本県の過重な基地負担の軽減を

求めてきております。とりわけ海兵隊については構成

員が最も多いことから、その削減に最優先に取り組む

必要があると考えております。

　米軍再編で示された海兵隊司令部及び約8000名の海

兵隊将校・兵員のグアム移転と、それに伴う嘉手納飛

行場より南の米軍施設・区域の整理・統合・縮小は、

県民の要望している在沖米軍兵力の削減及び米軍基地

の整理縮小につながるものであり、確実に実施される

必要があると考えております。

　次に、基地問題と振興策のリンク論についてお答え

いたします。

　県としましては、基本的に沖縄県の振興策は基地問

題とは別であると考えており、振興策とは関係なく沖

縄の過重な基地負担の軽減を求める県の考えに変わり

はありません。

　次に、名護市への再編交付金不交付についてお答え

いたします。

　今回、名護市に再編交付金を交付しないことが決定

されたことについて、北澤防衛大臣は、米軍再編特別

措置法の趣旨に基づいた判断であると説明しておりま

す。県としては、地域の振興は基地問題とリンクすべ

きでないと認識しております。

　政府においては、北部地域の振興について地元の意

向を踏まえ、引き続き積極的に取り組んでいただきた

いと考えております。

　次に、現況調査に係る異議申し立てについてお答え

いたします。
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　今回の名護市に対する現況調査に係る異議申し立て

については、沖縄防衛局と名護市の両当事者間で行わ

れている行政不服申し立て手続であり、県としてはそ

の適法性について見解を述べる立場にはありません

が、今後とも重大な関心を持ってその推移を注視して

いきたいと考えております。

　いずれにしましても、県としては普天間飛行場の県

内移設は事実上不可能であり、県外移設を求める考え

に変わりはありません。

　次に、国等による違法確認訴訟制度の創設について

お答えいたします。

　政府は、「地方自治法の一部を改正する法律案」の

中に「国等による違法確認訴訟制度」の創設を盛り込

むことを検討しているとのことでありますが、具体的

な内容については政府から示されておりません。県と

しては、引き続き普天間飛行場移設問題への影響等を

含め、情報収集に努めるなど適切に対応したいと考え

ております。

　次に、那覇港湾施設の無条件返還についてお答えい

たします。

　那覇港湾施設の浦添埠頭地区への移設については、

平成８年のＳＡＣＯ最終報告で合意され、平成18年５

月の「再編実施のための日米のロードマップ」におい

ても移設を条件に全面返還されることとなっておりま

す。また、平成13年11月には浦添市長が受け入れ表明

を行い、平成15年１月の第４回那覇港湾施設移設に関

する協議会では、浦添埠頭地区への移設を浦添市、那

覇市とも了承しております。現在、移設協議会におい

て、環境影響評価を含め、移設に関連した諸措置等に

ついて、国・県・地元自治体等で協議・調整が進めら

れているところであり、県としましては、今後とも

国・地元自治体等と連携して那覇港湾施設の移設に取

り組んでいきたいと考えております。

　次に、外来機の飛行禁止と戦闘機の撤退要求につい

てお答えいたします。

　最近の嘉手納飛行場をめぐっては、米軍再編に伴う

一部訓練移転が実施されていますが、外来機のたび重

なる飛来に加え、Ｆ22戦闘機が先月から約４カ月の予

定で配備されるなど、依然として目に見える形での負

担軽減があらわれているとは言えないと考えておりま

す。外来機、常駐機にかかわらず、米軍の訓練等によ

り、県民に被害や不安を与えることがあってはなら

ず、あらゆる策を講じ、騒音を初めとした周辺住民の

負担軽減が図られるよう、米軍及び日米両政府に対し

これまで強く要請しております。

　県としましては、今後ともあらゆる機会を通じ、航

空機騒音の軽減を日米両政府に対し粘り強く働きかけ

ていきたいと考えております。

　次に、嘉手納飛行場におけるパラシュート降下訓練

についてお答えいたします。

　嘉手納飛行場の航空機騒音については、常駐機に加

え、外来機のたび重なる飛来等により、依然として目

に見える形での負担軽減が図られておらず、地域住民

の生活にさまざまな影響を与えております。こうした

状況の中、パラシュート降下訓練が実施されたこと

は、基地と隣り合わせの生活を余儀なくされている周

辺住民を初め、県民に多大な不安を与えるものであ

り、まことに遺憾であります。

　県としましては、パラシュート降下訓練は、ＳＡＣ

Ｏ最終報告の趣旨に沿って実施されるべきであると考

えており、今後とも嘉手納飛行場において実施するこ

とがないよう、日米両政府に対し強く求めてまいりた

いと考えております。

　次に、日米安保条約と平和友好条約についてお答え

いたします。

　県としては、戦後の日本が国際紛争に巻き込まれる

ことなく経済が発展してきていることや平和な国民生

活を享受してこられたのは、日米安全保障体制を含む

日米同盟関係が我が国及び東アジアにおける国際の平

和と安定の維持に寄与していることによるものと理解

しております。しかしながら、在日米軍基地の大部分

を占める沖縄の米軍基地が果たしている役割や必要性

を初め、安全保障について国民全体で十分な議論がな

されてきたとは言えないと認識しております。今後も

日米安全保障体制が安定的に維持されるためには、沖

縄の社会的安定が必要であり、そのためには沖縄県の

過重な基地負担の軽減を図ることが極めて重要である

と考えております。

　次に、高江ヘリパッドの建設工事につきまして、質

問の２茨、２芋、２鰯は関連いたしますので一括して

お答えいたします。

　昨年１月、沖縄防衛局が東村高江区のヘリパッド建

設をめぐり、通行妨害禁止を求める訴訟を提起したこ

とは承知しております。県としましては、現在本件が

係争中であることから、コメントについては差し控え

させていただきたいと思います。

　北部訓練場のヘリパッドについては、ＳＡＣＯ最終

報告において、同訓練場の過半を返還することに伴い

残余部分に移設されるものであり、県としては、ＳＡ

ＣＯの合意事案を着実に実施し、段階的に基地の整理

縮小を図ることがより現実的で実現可能な方法である

と認識しております。
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　県としましては、了解を求められる立場にはありま

せんが、随時、現地に職員を派遣し、状況の確認を

行っております。改めて、去る２月14日には、国は市

町村の意向等も踏まえ、地域住民の生活や当該地域の

自然環境に十分配慮し、安全に万全を期すよう、申し

入れを行ったところであります。今後とも東村や高江

区の意向を尊重し、適切に対応してまいりたいと考え

ております。

　次に、高江のヘリパッドについての御質問の中で、

ヘリパッドの建設はとめるべきという御質問にお答え

いたします。

　現在、北部訓練場には22カ所のヘリパッドがあると

承知しております。

　御質問の返還後の北部訓練場残余部分に現在ある15

カ所のヘリパッドにさらに追加する必要性について、

沖縄防衛局は、北部訓練場の過半を返還することに伴

う現有機能の移設整備と認識しているとのことであり

ます。また、御質問の使用されているヘリパッドの

数、キャンプ・ハンセンにあるヘリパッドの数、ヘリ

パッドが数多く必要な理由については再三にわたり米

軍に照会しておりますが、明らかにされておりませ

ん。

　北部訓練場のヘリパッドについては、ＳＡＣＯ最終

報告において、同訓練場の過半を返還することに伴い

残余部分に移設されるものであり、県としては、ＳＡ

ＣＯの合意事案を着実に実施し、段階的に基地の整理

縮小を図ることが現実的で実現可能な方法であると認

識しております。

　次に、オスプレイと高江ヘリパッドについてお答え

いたします。

　県は、去る２月７日から９日までの軍転協の要請に

おいて、ＭＶ22オスプレイの配備の有無を含め、政府

は県民に十分な説明を行うよう強く求めたところであ

ります。

　北部訓練場のヘリパッドについては、ＳＡＣＯ最終

報告において、同訓練場の過半を返還することに伴い

残余部分に移設されるものであり、県としては、ＳＡ

ＣＯの合意事案を着実に実施し、段階的に基地の整理

縮小を図ることが現実的で実現可能な方法であると認

識しております。今後とも東村や高江区の意向を尊重

し、適切に対応してまいります。

　次に、米軍の訓練水域外についてとの御質問の中

で、昨年の訓練区域外における訓練についてお答えい

たします。

　昨年11月29日に、沖縄防衛局から、日米統合演習の

一環として、訓練区域外における機雷探索等の訓練に

ついて情報提供がありました。県としましては、米軍

の訓練は訓練区域内で行われるべきと考えており、漁

業関係者と連携し、沖縄防衛局に対し予定された訓練

場所がパヤオの密集地であることを伝えるとともに、

演習・訓練について訓練区域外に影響を及ぼさないこ

とを求めたところであります。

　次に、ことしの訓練区域外における訓練についてお

答えいたします。３の芋と３の鰯は関連いたしますの

で、一括してお答えいたします。

　県としましては、米軍の訓練は訓練区域内で行うべ

きであり、県民生活に影響を与えることがあってはな

らないと考えております。そのため、県は、従前より

政府に対し、日本の排他的経済水域における米軍の演

習・訓練について、情報の入手及び速やかな情報提供

並びに訓練区域外に影響を及ぼさないことを求めてお

ります。今般のような情報提供が訓練前日に行われた

ことや、訓練区域外に及ぶ爆撃訓練は、漁業者を初め

関係者の対応を困難なものとし、混乱と不安を与え極

めて遺憾であります。県としましては、二度とこのよ

うな事態が生じないよう、去る１月25日の沖縄政策協

議会米軍基地負担軽減部会及び２月７日から９日まで

の軍転協要請において、政府における連絡体制及び連

携体制の見直しを求めたところであります。

　次に、訓練水域の返還についてお答えいたします。

　鳥島射爆撃場及び久米島射爆撃場の返還並びにホテ

ル・ホテル訓練区域の一部解除については、これまで

累次にわたり要請してまいりました。昨年５月の日米

共同発表において示されたホテル・ホテル訓練区域の

一部解除の決定について、軍転協の照会に対し、政府

は、現在、日米間で調整中であり、その具体的な内容

を答える段階にないと回答しております。

　県としましては、引き続き当該空域・水域の一部解

除や返還について、久米島町、漁業関係団体、軍転協

とも連携しながら、あらゆる機会を通じ求めていきた

いと考えております。

　次に、訓練水域・空域の全面返還と経済効果につい

てお答えいたします。

　漁業関係者によりますと、ホテル・ホテル訓練区域

周辺のうち、沖縄本島に近接した海域は、カツオやマ

グロ、ソデイカの好漁場であり、また、漁場まで践回

せざるを得ないことから、漁場間の移動に大きな制約

を受け、その分、燃料費等のコストに影響を与えてい

るとのことであります。また、那覇－久米島間を運航

する民間航空機は、制限空域を践回して運航せざるを

得ない状況にあり、コストや運航時間の面で影響を受

けているとのことであります。
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　県としては、これらの影響について関係団体とも相

談をしながら、その把握に努めてまいりたいと考えて

おります。

　次に、ライシャワー発言に係る報道についての御質

問の中で、沖縄に米軍基地が置かれた原因についてお

答えいたします。

　沖縄の米軍基地の形成については、日米両国の戦後

の歴史や外交政策、軍事戦略及び国際情勢等、複雑な

要素が絡んでおり、これらのことが復帰後も我が国の

米軍基地の大部分が沖縄県に置かれている原因となっ

ているものと考えております。

　報道で伝えられた沖縄に米軍基地を置くことを要求

したのは、米国ではなく日本側であったとの内容につ

いては、当時の国際情勢や日米関係を踏まえ、具体的

に検証されるべきものと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　振興計画についての御質

問の中で、次期沖縄振興で基地のない沖縄を正面に掲

げることについてお答えいたします。

　県において初めて策定をいたしました「沖縄21世紀

ビジョン」については、県民の多くの声を酌み上げる

とともに、県振興審議会での審議や県議会において活

発な議論をいただき、基地に関する意見等を含め多く

の意見をビジョンに反映をしてきたところです。この

ため、このビジョンの実現に向けた新たな計画につい

ても、県民の幅広い意見等を集約し、計画策定の中で

議論を深めてまいりたいと考えております。

　同じく振興計画に関連をして、沖縄振興に対する国

の責務の明確化についてお答えいたします。

　沖縄の振興は、本県が戦後約27年間の我が国の施政

権の外にあったこと、過重な基地負担、広大な海域に

散在する我が国でもまれな亜熱帯の島嶼地域であるこ

となど、沖縄の置かれた特殊事情を総合的に踏まえ、

国の責務として実施されてきました。このような沖縄

の特殊事情は変わらず存在し、したがって依然として

国は責務を有するものと考えております。このことか

ら、国に対しては、県民とともに策定をいたしました

「沖縄21世紀ビジョン」の実現を図る新たな法律等の

制定を求めているところです。

　同じく振興計画に関連をして、次期振計における地

場産業・地元企業の育成、福祉、教育の充実を図るこ

とについて。

　民間主導の自立型経済の構築に当たっては、それぞ

れの地域や島々に深く根差している農林水産業や製造

業、建設業、小売業などの地元産業の振興や育成が重

要だと考えております。また、子育て、医療や福祉、

保健が充実し、子供から大人まで安全で安心して暮ら

せる沖縄らしい優しい社会の構築も重要であります。

さらに、資源が少ない島嶼県沖縄が発展する最大のよ

りどころは人材であり、特に、若い人材が豊富な本県

においては、若い世代の育成は、産業振興・医療福

祉・地域づくりなどさまざまな分野において、今後の

沖縄の大きな推進力となり得るものです。このため、

県振興審議会を初め県民、民間企業、市町村、県議会

の各界各層との議論を深めながら、これらの課題を解

決し、県民福祉の向上を図っていくためのさまざまな

施策等を検討していきたいと考えております。

　次に、環太平洋戦略経済連携協定（ＴＰＰ）につい

ての御質問の中で、ＴＰＰ参加による医療等各分野へ

の影響についてお答えいたします。

　ＴＰＰ交渉においては、農業、工業、繊維・衣料品

など24の作業部会が立ち上げられ議論が進められてい

るところです。しかしながら、詳細についてはいまだ

明らかではなく、御質問のありました医療等各分野へ

の影響については、現時点で把握することは困難であ

ります。

　次に、雇用対策についての御質問の中で、市町村の

非常勤職員の実態についてお答えします。

　市町村における臨時・非常勤職員の数は、平成22年

４月１日現在で約6900人、全職員に占める割合は約

36％となっております。当該結果の公表については、

各市町村において住民に対する説明責任の観点などを

踏まえ、それぞれの判断においてなされているものと

考えております。また、臨時・非常勤職員の給与は、

各市町村の条例等に基づき、その職務内容や責任に応

じて支給額が定められており、適切に対応されている

ものと認識しております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　環太平洋戦略経済連

携協定の中で、ＴＰＰによる農林水産業、食料自給

率、雇用、離島地域への影響と対応について、関連し

ますので一括してお答えします。

　ＴＰＰは、原則としてすべての品目で関税を撤廃す

ることが前提となることから、国内の農林水産物に大

きな影響が出ることが懸念されております。本県にお

いても、さとうきび、パイナップル、肉用牛、水産物

などで影響が出ることが懸念されており、農林水産省

が示した考え方を踏まえて計算したところ、直接影響
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額が約580億円、関連産業等への波及も含めると約

1420億円の影響が出るものと試算されます。特に、離

島においては、さとうきびや肉用牛の占める割合が大

きいことから、離島地域の農業が壊滅的な打撃を受け

ることが懸念されます。また、雇用については、農林

水産業関係で約２万3000人、関連産業も含めると約２

万9000人に影響が出るものと試算されます。食料自給

率についても農林水産省が示した考え方を踏まえて計

算したところ、カロリーベースで、平成20年度の約

40％から、約2.4％まで低下するものと試算されま

す。そのため、県では、国民の食料安全保障の確保と

国内農業への影響などの観点から、ＴＰＰ交渉に参加

しないよう適切に対応するとともに、農家が安心して

生産に取り組めるよう、万全の対策について、農業団

体等と連携し、国に対し強く要請したところでありま

す。また、県内では、去る１月29日に「ＴＰＰ交渉へ

の参加に反対する沖縄県民大会」が開催されたほか、

ＪＡ沖縄中央会による「ＴＰＰ交渉参加反対署名活

動」などの取り組みも実施されているところでありま

す。今後とも、ＴＰＰ交渉等の動向や、国の対応を踏

まえつつ、関係機関等と連携し、適切に対応してまい

ります。

　次に、地域経済の活性化についての中で、県産農水

産物の供給体制の整備等について、関連しますので一

括してお答えします。

　県産農水産物を学校給食や観光関連産業に安定的に

供給するためには、生産基盤や流通拠点の整備が重要

と考えております。このため、県においては、市町

村、農協、漁協などと連携し、経営構造対策事業等に

より、産地育成や直売所、加工施設等の整備を推進し

ているところであります。具体的には、定時・定量・

定品質の出荷が可能な拠点産地の形成、ハウス、養殖

場等生産施設、沖縄市のファーマーズマーケット、糸

満市のおさかなセンター、今帰仁村のモズク加工処理

施設、与那国町の長命草加工処理施設などの整備を実

施しているところであります。また、平成22年度には

ファーマーズマーケット２地区を新たに整備している

ところであります。

　次に、糸満漁協の水産物加工施設についてお答えい

たします。

　糸満漁協では、現在、ソデイカの加工について県漁

連の加工施設を利用して行っております。この加工処

理施設は、ＨＡＣＣＰに対応していないため、新たな

加工施設の整備について検討していると聞いておりま

す。

　県といたしましては、既存施設の改善も含め、地元

と調整しながら対応を検討してまいります。

　次に、地産地消の市町村連携についてお答えしま

す。

　県では、地産地消を推進するため、「沖縄県地産地

消推進計画」に基づいて市町村等と連携し、地産地消

推進強化事業等を実施しております。具体的には、市

町村における地産地消推進計画の策定支援、地産地消

コーディネーターを配置し、市町村学校給食への県産

食材利用促進、市町村が開催する親子料理教室及び農

業体験への支援、県産食材を利用推進する「おきなわ

食材の店」登録における市町村との連携、「花と食の

フェスティバル」における市町村の参加支援などを実

施しております。さらに、読谷村産トウガンを使った

トウガンカレーや、西原町産シマナーを使ったお菓子

など地域の特産物を活用した地産地消の推進に取り組

んでいるところでございます。

　次に、安全性の高い農産物生産の現状と対策につい

てお答えします。

　県では、安全・安心な農産物の生産・供給体制を強

化するため、農薬の適正使用の普及啓発を行うととも

に、農産物の出荷前自主検査やトレーサビリティーの

推進に取り組んでおります。また、環境保全型農業を

推進するため、平成23年１月現在で、化学農薬や化学

肥料の３割以上削減に取り組むエコファーマー 459件

の認定に加え、５割以上削減に取り組む特別栽培農産

物160件を認証しております。さらに、化学農薬や化

学肥料を使用しない有機農業につきましては、沖縄県

有機物推進協議会の開催や沖縄県有機物推進計画の策

定など、環境に優しい農業を推進しております。その

ほか、天敵農薬や性フェロモンを活用した防除技術の

確立に向けた技術開発に努めているところでありま

す。今後とも、消費者に安全で安心な農産物を供給す

るため、農協や関係機関と連携し各種施策を推進して

まいります。

　次に、農水産業の振興についての中で、農林漁業者

の経営安定対策と食料自給率向上対策についてお答え

します。

　農産物の価格安定対策としましては、野菜価格安定

対策事業や肉用牛生産者補給金等を実施しておりま

す。

　戸別所得方式については、国において平成22年度か

ら米戸別所得補償モデル事業が実施されており、平成

23年度から本格実施されることになっております。ま

た、食料自給率の向上を図るため、農林水産業振興計

画に基づき、亜熱帯島嶼性に適合した農林水産業の基

盤整備、耕作放棄地の再生利用による生産の拡大、定
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時・定量・定品質の出荷が可能な拠点産地の育成によ

る生産供給体制の強化、ファーマーズマーケットなど

農産物直売所の整備による販売促進、学校給食や観光

関連施設における県産食材の利用促進などに取り組ん

でいるところでございます。

　次に、多様な担い手の育成や新規就農者定着のため

の就農者支援制度の創設についてお答えします。関連

しますので一括してお答えします。

　県では、新たに農業に参入する就農希望者等、多様

な担い手の育成確保を図るため、市町村、農業団体、

農家代表等で構成する「沖縄県農でグッジョブ推進会

議」を平成22年６月に設立し、担い手の総合的な対策

を講じているところであります。具体的には、新規就

農相談センターでの就農相談、農業大学校における実

践的な研修教育、就農希望者を対象としたサポート講

座、耕作放棄地の再生利用による農地の確保やハウス

の整備などに取り組んでおります。また、農業後継者

育成基金事業による新規就農者の研修支援や就農支援

資金の貸し付けなどを行っております。さらに、農業

会議では「農の雇用事業」により、農業生産法人等が

新たに雇用した就農希望者を対象に、生産技術等の習

得のための研修を実施しております。今後とも、多様

な担い手の育成を促進するため、関係機関と連携し、

研修から就農定着までの支援体制を強化してまいりま

す。

　次に、耕作放棄地対策についてお答えします。

　平成21年度における耕作放棄地面積は2693ヘクター

ルで、全耕地面積３万9100ヘクタールの6.9％となっ

ております。県といたしましては、耕作放棄地の再生

利用を図るため、平成22年11月までに沖縄県耕作放棄

地対策協議会や28市町村で地域協議会を設置しており

ます。平成20年度から耕作放棄地対策事業により、再

生作業、土壌改良、営農定着等を推進し、平成21年度

までに約73ヘクタールが再生されています。平成22年

度は、地域協議会において耕作放棄地の出し手・受け

手間の調整を図り、約110ヘクタールの再生作業のほ

か、土壌改良、営農定着等を支援する計画となってお

ります。今後、平成23年度を目途に、農業上重要な地

域を中心に、350ヘクタールの耕作放棄地の再生を行

い、担い手への農地利用集積を進めていくこととして

おります。

　次に、ヤイトハタなど養殖業の支援策についてお答

えします。

　ヤイトハタの養殖は、平成９年に八重山漁協で始ま

り、現在では県内各地で養殖が行われています。平成

21年の生産量は71トン、生産額は8600万円となってお

ります。県では、ヤイトハタ養殖の振興を図るため低

価格飼料の開発、ワクチン接種による防疫体制の強

化、水なし活魚輸送による国内外への販路拡大などに

取り組んでいるところであります。また、モズク、海

ブドウ等の生産技術の改良や消費拡大などにより養殖

業の振興に努めてまりいます。

　次に、ヤンバルの自然林皆伐についての中で、国頭

村有林における皆伐の中止についてお答えします。

　ヤンバルの森は、希少な動植物が生息・生育するこ

とから、重要であると認識しております。一方、林業

は、地域の主要な産業となっており、雇用や定住化に

重要な役割を果たすとともに、木材やキノコ等の林産

物の供給を通して他産業の振興や県民生活にも寄与し

ております。このことから、ヤンバルの森林について

は、自然環境の保全と利活用との調和を図ることが必

要であると考えております。

　国頭村宜名真地内の森林伐採につきましては、国頭

村が村有林の収穫のために行ったものでありますが、

環境保全の観点から、国頭村及び伐採事業者に対し、

収穫伐採方法や保全対策の実施など、適切に対応する

よう指導しているところであります。また、収穫伐採

方法等につきましては、さらなる環境保全対策の実施

に向けて関係機関等と連携して検討していきたいと考

えております。

　次に、鳥インフルエンザの防止等の中で、県内の鳥

インフルエンザ対策についてお答えします。

　高病原性鳥インフルエンザは、平成22年11月29日に

島根県で確認されて以降、全国的に感染が拡大し、こ

れまで７県で19例発生しております。そのため、沖縄

県では、高病原性鳥インフルエンザ侵入防止対策とし

て、防鳥ネットの整備、鶏舎などの消毒、異常家禽の

早期通報などについて、新聞広告や各地域での説明会

等により周知徹底を図っているところであります。ま

た、すべての養鶏農家に消石灰を無償配布し、緊急消

毒を実施するとともに、毎月20日を「消毒の日」と定

め、家畜伝染病の侵入防止等の強化を図っているとこ

ろであります。さらに、平成23年１月28日に沖縄県危

機管理対策本部会議を開催し、高病原性鳥インフルエ

ンザ侵入防止対策に係る危機管理体制を強化している

ところであります。

　次に、アジアの国々との感染対策等の連携について

お答えいたします。

　高病原性鳥インフルエンザは、渡り鳥等を通じ、国

境を越えてアジア全体に感染が拡大しております。国

は、感染拡大を防止するためにはアジア全体で発生を

抑制することが重要であるとの観点から、平成20年度



－ 153 －

より中国、韓国などアジア９カ国と香港との間で防疫

体制等の強化について協議を進めているところであり

ます。さらに平成22年５月の日中間サミットにおいて

も、鳥インフルエンザ等の家畜伝染病に対する協力強

化に合意したとしております。

　県といたしましては、国に対し必要に応じ防疫体制

等の強化を図るよう要望していきたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　地域経済の活性化に

ついての御質問で、住宅リフォーム支援制度の実施に

ついてお答えいたします。

　県としましては、住宅リフォーム等に関する支援

は、地域住民の生活に密着した市町村と支援金の申

請・受け取りの窓口業務等の連携を行うことが適切で

あり、制度の導入に当たっては、県内需要や市町村の

意向を踏まえて対応していきたいと考えております。

　平成23年度の社会資本整備総合交付金は、従来から

実施している公営住宅建てかえの継続事業等への予算

配分を計画しており、住宅リフォーム支援制度につい

ては、沖縄振興自主戦略交付金（仮称）の活用など、

実施に向けて検討していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　雇用対策に関する質問の

うち、非常勤職員の実態及び待遇の改善についてお答

えいたします。

　知事部局及び他任命権者を含めた沖縄県における臨

任・非常勤職員の数は、平成22年６月１日現在で6775

人、全職員に占める割合は約23％となっております。

また、公社等外郭団体36法人においては、臨任・非常

勤の職員が1360人、職員数に占める割合は約57％と

なっております。県における非常勤職員の業務は、文

書受け付けや資料整理などの補助的・定型的な業務が

主となっており、業務の難易度や複雑さ、責任の度合

いなどにおいて常勤職員と違いがあります。県の行政

事務を円滑に実施するため、常勤職員と非常勤職員が

それぞれの役割を分担しながら業務を推進していると

ころであります。

　次に、必要な職員数の確保についてお答えいたしま

す。

　定員管理につきましては、これまで簡素で効率的な

行政運営を目指し、事務事業を見直した上で、その適

正化に取り組んできたところであります。また、平成

22年３月に策定した「新沖縄県行財政改革プラン」に

おきましても引き続き定員管理の適正化に取り組むこ

ととなっております。

　今後とも、多様化かつ複雑化する県民ニーズに迅

速・的確に対応するため、選択と集中を基本にして必

要な職員配置に努めてまいります。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　雇用対策についての

中の、公契約条例の制定についての御質問にお答えし

ます。

　公契約条例については、他都道府県でも制定されて

いないことから、県としましては、国の「公契約に関

する基本法」への取り組みや、他県の動向も見守りつ

つ対応してまいりたいと考えております。なお、こと

し４月に施行される川崎市の公契約条例は、警備、施

設維持管理、清掃などの業務委託契約や公共工事を対

象とし、労働者の範囲に「一人親方」を含めるなどの

内容となっていることから、契約のあり方や課題につ

いて、関係する担当部局において研究や取り組みがな

されているものと認識しております。

　次に、カジノ問題についての御質問で、カジノ導入

は断念すべきとの意見についての御質問にお答えしま

す。

　現在、超党派の国会議員連盟において、国際観光の

振興や地域経済の活性化を図るため、「カジノを合法

化する法律」の制定に向けて検討が進められておりま

す。

　カジノ導入については、県民からは賛成の意見があ

る一方、慎重にすべきとの意見や、反対する意見もあ

ることは認識しております。現在、国のカジノを合法

化する法律案の動向等を踏まえつつ、カジノ導入に伴

う効果や課題について慎重に検討を行っているところ

であり、県民のコンセンサスを前提として取り組みを

進めていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　福祉問題について

の御質問の中の、国保の広域化に係る国の通知に関す

る県の見解についてお答えします。

　国から通知のありました「広域化等支援方針策定要

領」の中で、市町村国保の赤字解消に関して、「一般

会計繰入による赤字の補てん分については、保険料の
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引上げ、収納率の向上、医療費適正化策の推進等によ

り、できる限り早期に解消するよう努めること。」と

されております。このことは、一般会計繰り入れをや

めるよう求めるものではなく、赤字の解消に向けて

は、総合的に検討するよう示したものと認識しており

ます。

　次に、国保の広域化に係る県の見解についてお答え

します。

　県としましては、国が国保の広域化について方向性

を示していること、及び高齢化の進行等に伴いふえ続

ける医療費について、市町村国保の安定的運営、特に

小規模保険者の財政基盤の安定化を図る観点から、将

来的な国保の広域化に対応する必要があると考え、市

町村国保との意見調整を踏まえ、平成22年12月に「沖

縄県国民健康保険広域化等支援方針」を策定したとこ

ろであります。しかしながら、広域化により国保の問

題が解決するわけではなく、全国知事会において指摘

されているように、国の新たな高齢者医療制度に関す

る最終案では、財源を含めた国保の構造的問題の解決

策が示されていないことから、国保の持続的運営を

図っていくことは厳しいと考えております。

　県としましては、今後とも、国に対し全国知事会等

を通して、国保の構造的問題に関して抜本的な解決策

を求めていきたいと考えております。

　次に、市町村国保の赤字解消についてお答えしま

す。

　市町村国保の赤字は、将来の国保の広域化に向けて

解決しなければならない課題と考えております。

　赤字の解消につきましては、保険税率の適切な設定

や、保険税収納率の向上、医療費適正化の推進等、各

保険者の状況に応じた対応について助言してまいりた

いと考えております。また、国の財政支援機能の拡充

強化につきましても引き続き要望してまいりたいと考

えております。

　次に、県の収納率目標が国に比べ高く設定されてい

ることについてお答えします。

　収納率目標につきましては、これまで国が定めてき

た国調整交付金の減額措置を前提とした最低限クリア

すべき基準として設定するのではなく、国民健康保険

事業の安定的運営を目指す上で主要な財源となる保険

税を収納するに当たり、目標とすべき値とすることを

念頭に、本県市町村国保の収納実績を踏まえ設定した

ものであります。

　収納率目標の設定に際しては、市町村国保で構成さ

れる各地区協議会の代表者との意見調整を踏まえ、41

市町村国保に意見照会を行った上で決定したものであ

ります。

　次に、標準保険税率の設定についてお答えします。

　標準保険税率の設定につきましては、所得水準や医

療費の動向など、各市町村国保における実情等を考慮

しながら、今後、慎重に検討してまいりたいと考えて

おります。

　次に、支援方針の策定に係る市町村の意見について

お答えします。

　広域化支援方針の策定に際しては、県内41市町村国

保すべてに意見照会を行い、５市町村から意見の提出

がなされております。市町村ごとの意見といたしまし

ては、那覇市が、被保険者の所得に対する保険税の負

担率を記述すること及び赤字解消については、医療制

度改革の影響分を除くことを記述することなど、糸満

市が、収納率目標を達成した市町村国保には、増額し

て県調整交付金を交付するよう算定方法を見直すこ

と、国頭村及び西原町が、これまでの国が定めた収納

率に比べ、高い設定となっている収納率目標を見直す

こと、南風原町が、収納率目標及び県調整交付金の基

本交付額を見直すこととなっております。

　なお、その他の市町村国保につきましては意見の提

出がなかったことから、支援方針の内容について了承

しているものと理解しております。

　次に、新たな高齢者医療制度の最終案等についてお

答えします。

　新たな高齢者医療制度の最終案につきましては、財

源を含めた国保の構造的問題の解決策が示されていな

いことから、今後、全国知事会等を通して本質的な議

論を求めていきたいと考えております。また、国民健

康保険制度における公費負担につきましては、平成17

年度より新たに都道府県調整交付金が設けられ、国・

県合わせて50％の負担割合となっております。

　国民健康保険制度は、制度に基づく国・県の公費負

担及び被保険者の保険税等を財源として、保険者であ

る市町村の責任により運営されるものであります。し

たがいまして、県独自の支援を行うことは困難である

と考えております。なお、国保税には低所得者に対す

る軽減措置が設けられており、県内の平成21年度実績

では、全世帯の60％に対し55億5581万円の軽減が図ら

れており、このうち県は48億5065万3000円を負担して

おります。

　次に、新たな高齢者医療制度の最終案について。

　国の示した新たな高齢者医療制度の最終案について

は、高齢者間の保険料負担の公平が後退することや、

多くの高齢者が加入することとなる市町村国民健康保

険の構造的な課題の解決策が示されていないことなど



－ 155 －

から、全国知事会を通し、新制度に拙速に移行するこ

となく、持続可能な医療保険制度の構築に向け、財源

を含む検討が行われるよう求めているところでありま

す。

　次に、後期高齢者医療制度を廃止し、老人保健制度

に戻すことについてお答えします。

　後期高齢者医療制度は、老人保健制度の課題であっ

た加入する制度や市町村により保険料額に差があるこ

と、若人と高齢者の費用負担が不明確であることなど

を改善するため、長年にわたる議論を経て創設された

ものと理解しております。

　次に、県独自の軽減策についてお答えします。

　現在の後期高齢者医療保険料については、国の追加

軽減策等により手厚い軽減が実施されており、県独自

の軽減策を実施する予定はありません。なお、低所得

者等に対する法に基づく保険料軽減に必要な財源は、

都道府県が４分の３を負担することになっており、本

県の平成21年度の負担実績は18億2203万2000円となっ

ております。

　次に、高齢者への肺炎球菌ワクチン接種の実施につ

いてお答えします。

　沖縄県後期高齢者医療広域連合では、平成23年度か

ら、市町村が実施する後期高齢者等の肺炎球菌ワクチ

ン接種に対し助成を行う予定となっております。県で

は、広域連合と連携し、市町村に周知を図ってまいり

たいと考えております。

　次に、介護保険制度の改正についてお答えします。

　介護保険法の改正案において、介護予防・日常生活

支援総合事業の創設があります。本事業は、市町村の

判断により要支援者等に対する介護予防・日常生活支

援のためのサービスやケアマネジメントを総合的に実

施できるものであります。市町村は、事業運用に当

たって要支援者の状況や意向を踏まえ、指定介護予防

サービスと本事業を選択できることとなっており、

サービスの低下を来すものではないと認識しておりま

す。

　次に、介護保険料等の減額の免除制度についてお答

えします。

　介護保険は、介護を国民みんなで支え合う仕組みと

して、高齢者も含めて40歳以上の全国民で保険料を負

担している制度であります。その理念に基づき、介護

費用は、保険料や国・県・市町村の公費負担も含めて

それぞれの負担割合が定められております。

　このような制度運用においては、保険料等の減免を

目的に県や市町村が独自に一般財源による財政支援等

を行うことは適当でないとされております。

　次に、特別養護老人ホームの増設についてお答えし

ます。

　県では、第４期沖縄県介護保険事業支援計画におい

て広域型特別養護老人ホーム160床、小規模特別養護

老人ホーム141床、合計301床を整備することとしてお

ります。平成23年度は、第５期沖縄県介護保険事業支

援計画の策定年度となっており、適切なサービス量を

見込むよう各保険者に働きかけてまいります。

　次に、障害者の権利条例の制定についてお答えしま

す。

　沖縄県では、障害者が真に地域社会の一員として平

等に暮らし、自立し、安心して生活することができる

ように障害者の権利擁護を推進するため、第３次沖縄

県障害者基本計画に基づき障害者施策に取り組んでお

ります。

　障害者の権利条例の制定につきましては、国におけ

る障害者基本法等の改正動向を踏まえ、当事者団体等

との意見交換を行い取り組んでまいります。

　次に、乳幼児医療費助成事業の県外・県内での実施

状況についてお答えします。

　全国における乳幼児医療費助成事業の中学校卒業ま

での実施状況は、入院は５都県、通院は２都県となっ

ております。また、県内での乳幼児医療費助成事業の

中学校卒業までの実施状況は、入院は11市町村、通院

は３町村となっております。

　乳幼児医療費を中学校卒業まで無料化した場合の必

要な財源についてお答えします。

　乳幼児医療費助成事業の対象年齢について、入院を

中学校卒業まで拡大した場合、約１億4900万円の事業

費の増加が見込まれ、同じく通院を中学校卒業まで拡

大した場合、約７億6600万円の事業費の増加が見込ま

れます。これにより必要な事業費は約17億5400万円と

なり、本年度当初予算と比較して約９億1500万円の事

業費の増加が見込まれます。

　次に、乳幼児医療費助成事業の対象年齢の拡大につ

いてお答えします。

　乳幼児医療費助成事業については、現在、入院は就

学前まで、通院は３歳児までを対象に、市町村が助成

した医療費に係る自己負担分の２分の１を県が補助し

ております。同事業の対象年齢の拡大については、県

財政や他の医療費助成制度とのバランス、市町村の意

向等を踏まえ、対象年齢や給付方法、所得制限、一部

負担金等の助成要件を総合的に検討してまいります。

　乳幼児医療費助成事業の現物給付制度の導入につい

てお答えします。

　県としては、乳幼児医療費助成事業が子育て支援の
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観点からも必要な事業であると認識しておりますが、

現物給付方式を導入した場合、国は、国民健康保険に

係る国庫支出金を減額調整する仕組みをとっており、

市町村国保の財政運営に与える影響が大きいことから

現状では難しいと考えております。

　次に、国による子供医療費無料化制度の創設につい

てお答えします。

　乳幼児医療費助成事業は、国からの財政支援のない

単独事業であります。現在、すべての都道府県で実施

されておりますが、制度に対する考え方や財政状況等

により制度内容には大きな違いがあります。一方で、

より多くの子供が支援を受けられる環境を整備するこ

とも重要であることから、国に対して、乳幼児医療費

の負担軽減についてさらなる措置を講じるよう全国知

事会等を通して要望しているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　それでは県立病院に

ついての御質問の中で、全県立病院での７対１看護の

実施についてお答えいたします。

　７対１看護体制については、平成22年５月から南部

医療センター・こども医療センターで実施し、次年度

中部病院で導入を予定することとしております。北部

病院、宮古病院及び八重山病院での７対１看護体制の

導入については、中部病院等での実施状況を踏まえ検

討していきたいと考えております。

　次に、中部病院での７対１看護体制の実施による採

用人数についてお答えいたします。

　中部病院での７対１看護体制の実施については、93

名の看護師の増員が必要になります。病院事業局で

は、その確保に全力で取り組んでいるところでありま

す。

　次に、医師確保のための条件整備についてお答えい

たします。

　県立病院は、地域の中核病院として、一般医療はも

とより救急医療や高度・特殊医療への対応など重症患

者も多いことから、医師の勤務環境には厳しいものが

あると理解しております。病院事業局では、医師の勤

務負担の軽減を図るため、医師クラークの配置などの

取り組みを進めているところであります。医師のスキ

ルアップを図る一助として海外研修等への派遣、学会

参加費用の負担等を行っているところであります。ま

た、県立の研修病院では臨床研修委員会を設置し、研

修医の意向にも配慮しながら研修の充実を図っている

ところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは教育行政につい

ての御質問で、臨時教員の正規採用についてお答えい

たします。

　文部科学省が公表した公立小中学校の正規教員の割

合については、全国平均が93.7％に対し沖縄県では

83.1％と、全国平均と10％以上の差があります。臨時

的任用教員の割合が高い要因につきましては、学級担

任等の基本的な教職員定数とは別に、習熟度別指導等

で特例的に措置されている加配定数について、沖縄県

では臨時的任用教員で対応しているためと考えており

ます。加配定数については、文部科学省の裁量によっ

て決定されており、また、年度ごとに変動するため、

臨時的任用教員で対応してきたところであります。今

後は正式任用教員で対応できるよう努めていきたいと

考えております。

　採用者数については、小学校が平成22年度は109

名、平成23年度は250名の予定で141名の増、中学校が

平成22年度は41名、平成23年度は108名の予定で67名

の増となっております。

　今後については、児童生徒数の増減等に伴う教職員

定数や退職者の数、定数改善計画などの国の動向、他

県の状況等を踏まえながら、当分の間、平成23年度と

同程度の採用数となるよう、臨時的任用教員の割合の

改善に向けて年次的に取り組んでまいりたいと考えて

おります。

　次に、30人学級についてお答えいたします。

　文部科学省においては、平成23年度から小学校１年

生において35人学級を制度化することとしておりま

す。また、小学校の２年生から６年生及び中学校につ

いては、学級編制の標準を順次に改定することについ

て検討を行うこととしております。現在、本県の小学

校１・２年生で加配定数を活用し30人学級を実施して

いる少人数学級につきましては、平成23年度において

も引き続き実施してまいりたいと思います。また、小

学校低学年で教室不足のために未実施の学校の施設整

備については、国庫補助事業の活用も含めて設置者で

ある市町村と調整してまいりたいと考えております。

　今後の小学校、中学校の少人数学級に関する計画に

ついては、国の35人学級の動向や全国の実施状況等を

踏まえ取り組んでまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕
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○文化環境部長（下地　寛君）　ヤンバルの自然林皆

伐についての質問の中で、ヤンバルの森の世界自然遺

産登録についてお答えいたします。

　ヤンバル地域は、世界自然遺産の国内候補地の重要

な地域の一つであり、世界自然遺産への登録は自然保

護や地域振興の面から望ましいことと考えておりま

す。このため、県においては、世界自然遺産登録に向

けて、環境省が実施しているヤンバル地域の国立公園

化の取り組みや、ヤンバルクイナなど希少種の保護増

殖事業等に連携して取り組んでおります。また、ヤン

バル地域の貴重な生態系を保全していくため、外来種

対策としてマングースの防除事業を強化するととも

に、琉球弧自然フォーラムを開催するなど普及啓発活

動を積極的に進め、世界自然遺産登録への機運醸成を

図っているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時45分休憩

　　　午後４時45分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　玉城ノブ子さん。

　　　〔玉城ノブ子さん登壇〕

○玉城　ノブ子さん　丁寧な答弁、大変ありがとうご

ざいました。

　次の再質問については、ぜひ知事が直接答弁をよろ

しくお願いします。

　最初にヘリパッドの問題ですけれども、今、東村の

高江区では、連日防衛局が100名以上の作業員を動員

して強権的に作業を始めています。皆さん方は、住民

の皆さんの意向もよく聞いて、安全に万全を期してと

いうことを答弁しておりますけれども、しかし、高江

区の今の状況というのは、住民の皆さんが話し合いを

したいということを言っているにもかかわらず、それ

を問答無用とばかりに100名以上の作業員を動員して

強権的に作業を実施しているわけです。これは到底許

されないというふうに思っています。防衛局は、これ

は知事の理解を得ているということを言っているわけ

です。知事はこれに対して理解を示したのかどうか、

私はそういう作業のやり方というのは絶対にこれは認

められないというふうに思っています。

　住民の皆さんは、平穏な生活をしたいということ

で、そういう平穏な自然豊かなヤンバルの地域で、そ

してこの平穏な中で子育てもしたい、生活したいとい

うことでそれを願っているわけですよ。それを強権的

に、住民の皆さん方との話し合いもしないで作業を強

行するということは絶対にこれは許されないというふ

うに思うんですが、この工事はすぐに中止をさせるべ

きじゃないかというふうに思いますが、知事、答弁を

願います。

　それとヘリパッド建設については、住民生活と環境

に配慮して安全を確保するよう適切な対応を求めてい

るということをおっしゃっていますけれども、この６

つのヘリパッドは、高江区を取り囲むようにして建設

をされるわけです。近いところでは住宅地からわずか

400メートルのところに建設されようとしているわけ

ですね。こんな近くでヘリが飛べば、もう耐えがたい

爆音で住民生活は破壊されると住民は悲鳴を上げてい

るわけです。今でもヘリは、夜10時を過ぎてからでも

ライトで地上を照らしながら飛行しているわけです。

住民の平穏な生活が脅かされているという事態が今で

も続いているんですよ。さらにその上に、住民の生活

の近くでヘリパッドが建設されようとしている。これ

でどうして平穏な生活が保障されるのかと、これでは

生活していけないということで住民の皆さん方は悲鳴

を上げているわけですよ。県民は、平穏な生活の中で

生活していく権利が保障されているはずですよ。憲法

でも保障されているじゃないですか。それを、住民の

近くまでヘリパッドをつくって住民生活を脅かす、こ

ういうことでいいのかということであるわけです。こ

のようなヘリパッドはやっぱり即に中止をすべきだと

いうふうに考えていますが、知事はどうでしょう。

　それと、この在沖米海兵隊の各種ヘリは、普天間基

地を拠点に運用されています。普天間基地を飛び立っ

たヘリは、訓練のために北部訓練場に向かって訓練を

するわけです。高江のヘリパッドはＳＡＣＯ合意の中

でも基地と訓練場として密接に結びついているわけで

す。これは辺野古新基地建設と切り離すことができな

い一体的な運用がなされているわけですよ。ですか

ら、知事は、県内移設はバッドだということを言って

いるじゃありませんか。この辺野古新基地建設と一体

的な運用がなされている高江ヘリパッドも当然バッド

だということを言うべきではありませんか。もしそう

いうことが言えないということになれば、これは知事

は県内移設を認めるということになるんですよ。知

事、高江のヘリパッドについてはバッドだということ

を、だめだということを明確に言うべきではありませ

んか、答弁を求めます。

　あとＴＰＰの問題ですけれども、先ほども当局のほ

うから答弁がありました。ＴＰＰに参加することに

よって、県の試算でも沖縄県の基幹作物であるさとう

きび、肉用牛、豚肉やパイナップル、水産関係だけで

も580億円、関連産業も含めると1420億円も減少す
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る。しかも食料自給率は2.4％まで低下をして、雇用

に至っては２万3000人、関連する雇用は２万9000人も

影響を受けるということが明らかになっているわけで

すよ。これは県経済に打撃を与えることになるわけで

す。ＪＡ中央会長もあの県民大会で、ＴＰＰに参加す

れば沖縄のさとうきびは全滅すると言っているんです

ね。畜産も廃業に追い込まれて離島経済はもう破綻す

るというこの深刻な実態を訴えているわけです。しか

もＴＰＰへの参加は、日米の２カ国だけで参加国全体

の国民総生産の91％を占めることになるわけなんで

す。実質的には米国主導の自由貿易協定になるわけで

す。食料主権をすべて米国にゆだねると、そういうこ

とになっているわけです。

　さらにＴＰＰは、関税の撤廃だけではなくて、医療

や保健や医師や看護師など労働分野と国民生活の多く

の分野が自由化、規制緩和の対象になります。国内産

業の空洞化が起こり雇用の喪失が起こることになるわ

けなんです。米国では、108のアメリカの業界団体が

米国議会に対して、政府に対して米国製品の売り込み

に支障を来すような妥協はするなと、米国から交渉を

指導すべきだという要求書も提出をしているわけで

す。日本がＴＰＰに参加するということになると、日

本は食料自給権を失って地域経済を崩壊させて、国民

生活、県民生活を破壊するということになるわけで

す。これは到底容認することができないんじゃありま

せんか。

　私は大変気になるのは、知事が定例記者会見でも

言っておりますけれども、先ほども答弁の中にもあり

ましたけれども、農業関係には基本的には反対だと。

しかし他の産業ではこれは必ずしも反対というわけで

はないという、非常に私はこの答弁が気になっている

んですけれども、私はやっぱりこの沖縄の県経済に壊

滅的な打撃を与える、農水産物だけではない雇用の分

野にも、地域経済をも崩壊に招きかねない、こういう

事態が起こってくるわけですよ。これに対してやっぱ

り知事が明確にＴＰＰへの参加は反対だという姿勢を

示す、これが大事じゃないでしょうか。知事の所見を

伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時54分休憩

　　　午後４時59分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　高江については、結局３種

類ぐらいの御質問が再質問の中にあったのではないか

と理解して申し上げますが、まず１つは、工事を中止

させよというお話だと思うんですが、工事の中止、そ

れから建設計画の中止、これにつきましては、県とし

ましては、東村や高江区において移設を前提とした条

件を提示し、沖縄防衛局と調整が行われていると承知

しており、地元の意向を尊重してまいりたいと考えて

おります。

　そして次に、３番目の御質問につきましては、辺野

古移設と関連しているはずであるから、辺野古移設を

バッドと言う限り、この高江についてもバッドと、な

いしは中止を申し入れよという御趣旨の御質問だった

と思いますが、辺野古につきましては、いずれにしま

しても私は県外と言っております。そして、辺野古と

ここ高江との関連がはっきりしておりません。したが

いまして、いずれにしましても私は普天間の辺野古移

設について県外ということでやっておりますので、念

のため申し添えます。

　ＴＰＰについて申し上げますが、ＴＰＰにつきまし

ては、農業関係が非常な打撃を受けるというのがかな

りはっきりしておりますことから、農業団体のＴＰＰ

反対集会に対しても私は出て反対だと申し上げました

し、そしてまた、農業の面からはＴＰＰ交渉に参加し

てはならないという趣旨のことを既に農水大臣、そし

て沖縄担当大臣等へ申し入れを済ませております。

　そして、その他の分野についても確かに関連して影

響を受ける分野などなどがあろうかと思いますし、余

り影響を受けない分野もあるかもしれません。です

が、御存じのようにこれは22分野で、金融も含めいろ

んな形で今検討中ということになっておりまして、

我々もまだはっきりとデータと考え方を手に入れてお

りません。我々は我々なりに沖縄の産業界、そして関

連する団体、関連する業種からいろいろ情報ないしは

その想定されるプラス面・マイナス面を描きながら、

最終的にどういうふうに方針をつくるかということに

ついては、まだしばらくお時間をいただきたいと思っ

ております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

　　　〔赤嶺　昇君登壇〕

○赤嶺　　昇君　皆さん、こんにちは。

　改革の会を代表しまして代表質問を行います。

　傍聴に来ていただいた皆さん、本当にありがとうご

ざいます。３時から３時半ぐらいの間と言ったら、も

うこんな時間になってしまいました。

　質問する前に少しだけ所見を述べさせていただきた

いと思っています。
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　実は、プロ野球キャンプが連日夜のスポーツニュー

ス等で取り上げられて県内の各地が紹介されていると

いうことで、先日、読売巨人軍も来て、きょう翁長政

俊議員の「記者のメモ」に非常に喜んでいるという声

がありました。知事も巨人の試合にも行かれたという

ことなんですけれども、実は先日、ベイスターズの関

係者であったり、ほかの球団の関係者と少し食事をす

る機会がありました。そのときに出た言葉が、できれ

ば知事は私たちのところにも来ていただきたいなとい

うお言葉がありました。

　私は、もちろん巨人も非常にありがたいんですね。

これだけの球団が来ているときに、実はなぜそれを言

うかというと、去年の予算特別委員会で観光商工部

長、農林水産部長の皆さんにも言ったのは、沖縄をア

ピールする最大のチャンスじゃないのと。そのときに

県知事が――忙しいと思うんですけれども――むしろ

１日しっかり時間をあけてプロ野球を全部回って見る

と、そこにアグーの１匹ぐらいを持っていってどうか

というぐらい、これはアピールだけじゃなくて選手の

皆さんに対して、まだ遅くはありませんから、知事、

ぜひ回っていただきたい。そういう部分でお願いした

いなと思っております。

　全国各地からいろんな方が来ておりますし、各球団

が本当に頑張っていただいている。先ほどちょっと確

認したら、日本ハムが1979年、昭和54年から始まって

いるんですよ。もう33回目、ありがたいじゃないです

か、皆さん。33回も我々この沖縄のためにキャンプを

張っていただいて、今でこそ10球団。あと、忘れては

ならないのは韓国の球団なんですよ。これもなかなか

ニュースに出ないんですけれども、もしかしたら我々

県議会も行かないといけないんじゃないかなという気

持ちもあります。ですから、知事、ぜひそういうこと

もやっていただきたい。

　もう１点、話は変わりますけれども、実は文教厚生

委員会でフィンランドの視察をしてまいりました。比

嘉京子議員からもその話があって、きのう崎山嗣幸議

員から本当にありがたいお言葉をいただきまして、本

当に感謝申し上げます。

　実は、県民の中にはいろんな声があるということも

承知しております。ただ、我々が今回まず皆さんにお

礼を申し上げたいのは、東南アジアという枠の撤廃に

協力いただいて、予算の範囲内で参加した10名の議

員、本当にいい視察ができて、帰ってきて時間もない

中でそれぞれの議員がパワーポイントで資料をつくっ

て――先日もあったんですけれども――約300名近い

県民の皆さんの前で報告をし、その報告もいいことで

はあるんですけれども、報告がメーンじゃないんです

よ。そこに来ていただいた皆さんの意見が非常にたく

さん来ているんですね。その意見にもちろん全部こた

えられるかどうかわかりません。しかし、そういった

県民の皆さんから意見をちょうだいするいい機会に

なったんじゃないかなと思っています。

　もう１点、最後に、時間もない中で、実は文厚の有

志のメンバーでブログも立ち上げたんですよ。まだた

くさんは来てないんですけれども、そこに我々あてに

いろんな意見があったらどうぞ、我々またこれを参考

にやっていきたいという話になっております。

　いろんなフィンランドの話をすると、高福祉・高負

担、税金はどうかという意見もあります。私たちは、

何も全部同じようにできるとは思っておりません。し

かし、向こうは人口が520万人、沖縄が130万人なんで

すね。何名かの委員からもあったんですけれども、す

べてが一緒にできないにしても、非常に参考になった

事例がたくさんありました。ですから、それを今後の

政治活動にしっかりと生かして、県民の皆さんに還元

をしていきたいなと思っております。

　私は、今、この文教厚生委員会の委員長なんですけ

れども、２番目に若い委員でございます。それを本当

に支えてくれている先輩方に対して、この場をかりて

改めて感謝を申し上げたいと思います。本当にありが

とうございました。

　それでは代表質問に移りたいと思っております。

　何点かもう既に答弁をいただいておりますので、今

回私、予算特別委員会の委員になっております。予算

特別委員会に回したいと思っていますので、先に取り

下げる項目を言います。大きい１番の芋と允、知事の

公約実現と日米地位協定、それから大きい３番の芋、

保育所待機児童、印、乳幼児医療費の現物支給、員、

発達障害の課題、因、肺炎球菌の件、それから大きい

５番の允、非正規教職員の現状、６番、茨、観光産業

の現状と課題、鰯、外国人観光客について、これらを

取り下げて代表質問に移っていきたいと思っていま

す。

　大きい１番、知事の政治姿勢についてでございま

す。

　茨、名護市に対する政府の姿勢について知事の見解

を伺う。

　鰯、沖縄県にとって必要な一括交付金の総額を伺

う。

　印、普天間基地の危険除去の取り組みを伺う。

　咽、条件次第で知事は普天間基地の辺野古移設を容

認する可能性があるかを伺う。
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　員、鳩山前総理の「方便」発言について知事の見解

を伺う。

　因、米軍のパラシュート降下訓練に対する知事の対

応を伺う。

　姻、菅政権に対する知事の評価を伺う。

　引、県内企業優先、県産品優先使用に対する知事の

姿勢を伺う。

　飲、沖縄自動車道無料化に対する今後の対応を伺

う。

　淫、浦添市が求めているキャンプ・キンザーの早期

返還について知事の見解を伺う。

　大きい２番、旧軍飛行場用地問題解決促進に向けて

の取り組みを伺う。

　大きい３番、福祉行政について。

　茨、「子ども・子育て新システム」に対する県の対

応を伺う。

　鰯、認可外保育施設の課題と支援策を伺う。

　允、待機児童対策特別事業基金の活用状況を伺う。

　咽、学童保育の課題と支援策を伺う。

　姻、市町村の発達健診に言語聴覚士が含まれている

かを伺う。

　引、言語聴覚士が対象とする失語症を初めとするコ

ミュニケーション障害者が、病院を退院した後も継続

したリハビリや社会的サポートが必要であるが、県の

対応策を伺う。

　飲、聴覚障害者に対する沖縄県のサポート体制を伺

う。

　大きい４番、医療行政について。

　茨、県立病院の経営状況を伺う。

　芋、県立病院職員の過労の実態を伺う。

　鰯、すべての県立病院を７対１看護体制にするべき

ではないか。

　允、沖縄県職員（医療職）に言語聴覚士が含まれて

いるかを伺う。

　印、県立病院での医療ミスレポートの状況と対策を

伺う。

　大きい５番、教育行政について。

　茨、フィンランド共和国の教育制度を研究したこと

があるのかを伺う。

　芋、30人学級の達成状況と今後の見通しを伺う。

　鰯、小中学校において給食費の未納状況を伺う。

　印、特別支援学校に言語聴覚士の採用枠があるかを

伺う。

　咽、県立図書館や県内市町村図書館との連携状況を

伺う。また、美術品等の有効活用について伺う。

　員、教育委員長の決意をお伺いいたします。

　大きい６番、観光行政について。

　芋、観光税導入の取り組みを伺う。

　允、沖縄北部国際観光リゾート構想について県の取

り組みを伺う。

　大きい７番、土木建築行政について。

　茨、土木建築業界の経営状況と課題と対策を伺う。

　芋、総合評価方式の課題と対策を伺う。

　鰯、経営難を理由に同業界において新卒の雇用が厳

しい状況であります。最低制限価格を95％以上に引き

上げて人材育成を図るべきではないかを伺う。

　允、米軍工事の発注（ボンド）に対する県の対応策

を伺う。

　印、建設産業支援センター設置の進瀧状況を伺う。

　大きい８番、環境行政について。

　茨、エコカー、電気自動車の普及推進に向けた取り

組みを伺う。

　芋、ＣＯ２温室効果ガス削減目標に対する県の実績

を伺う。

　鰯、沖縄県全体をサイクリングロードにする施策を

伺う。

　９番、公安行政について。

　茨、新本部長の決意を伺う。

　10番、次期沖縄振興計画について。

　茨、現在の取り組み状況を伺う。

　芋、全国一子供の多い沖縄県を「少子化対策モデル

地区」に指定して、少子化対策に対応した施策を推進

するとともに、認可外保育施設の認可化の促進や全園

児に対する給食費の支給を求めてはどうか。

　鰯、沖縄県を「医療特区地域」と指定して、医師、

看護師不足が叫ばれる日本の医療体制の再構築に寄与

するための施策を推進するとともに、県民の健康、生

命を支えてきた公立及び民間病院のさらなる支援強化

を求めてはどうか。

　允、日本の学力低下が指摘される中にあって、沖縄

県は、全国学力調査において最下位となっていること

から、沖縄全域を「教育特区」として指定して、すべ

ての子供たちに等しく教育を受ける環境を整備するこ

となどの施策を推進することにより学力向上を図るこ

と。また、小中学校においてすべての児童生徒に給食

を無料支給し、食育の面から学力向上を図ること。さ

らに、知事公約である小中学校の30人学級を実現する

ため教職員の増及び必要な財源を求めてはどうか。

　印、消費税増税の議論がされておりますが、次期沖

縄振計の期間中は消費税を据え置くように求めてはど

うか。

　以上。
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○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　赤嶺昇議員の御質問に答弁

させていただきますが、先ほどのプロ野球キャンプめ

ぐりにつきましては、まだ１カ所しかやっていません

が、時間の許す限りたくさん回りたいという考えを

持っておりますので、よろしくお願いします。

　さて、知事の政治姿勢についての中で、普天間飛行

場の危険性除去の取り組みについての御質問にお答え

いたします。

　普天間飛行場の危険性の除去につきましては、駐留

部隊の移駐や訓練の縮小、そして分散移転など、普天

間飛行場のヘリ等の運用を極力低減し、早期に危険性

の除去及び騒音の軽減を図ることを政府に求めてきま

した。また、去る１月に開催されました米軍基地負担

軽減部会におきましても政府に対し、危険性除去の具

体的な取り組みについて地元の要望を聞いていただき

たい旨求めたところでございます。

　県としましては、引き続き軍転協とも連携をし、普

天間飛行場の危険性の除去につきまして具体的な方策

の提案、実施に向け、さらに検討を加速させるよう政

府に求めていきたいと考えております。

　次に、同じく知事の政治姿勢に関する御質問の中

で、普天間飛行場の辺野古移設を容認する可能性につ

いての御質問にお答えいたします。

　名護市長選挙や県議会の意見書議決、そして県民大

会など県内の諸状況を踏まえますと、県内移設は事実

上不可能と考えており、引き続き政府に対し日米共同

発表を見直し、普天間飛行場の県外移設及び早期返還

に取り組むよう強く求めることが県の考えでございま

す。

　次に、知事の政治姿勢の中で、鳩山前総理の発言に

ついての御質問にお答えいたします。

　鳩山前総理の発言につきましては、直接お聞きした

わけではありませんが、報道のとおりとすれば、「方

便」という言葉は理解しがたい表現と言わざるを得ま

せん。県は、政府に対し、頭越しではなく地元の理

解、協力を得なければならないというようなことや、

県民の納得のいく説明や解決策を示すよう繰り返し申

し上げてきましたが、今回の鳩山前総理の一連の発言

は、県民の納得のいく説明とは言いがたく、まことに

遺憾であると言わざるを得ません。

　次に、同じく知事の政治姿勢の中で、菅政権に対す

る評価いかんという御趣旨の御質問にお答えいたしま

す。

　菅政権においては、「平成の開国」や「最小不幸社

会の実現」などの国づくりの理念を掲げ、政権運営に

取り組まれておりますが、ねじれ国会や党内での政権

運営をめぐる不一致により、平成23年度予算関連法案

の成立が不透明感を増してきているとされておりま

す。平成23年度予算案及び予算関連法案は、「新成長

戦略」の展開を図り、日本経済を本格的な回復軌道に

乗せるとしております。とりわけ平成23年度内閣府沖

縄関係予算案は、新たな沖縄の創造に向けた礎となる

重要な年であることから、自立型経済の構築に向け、

効果的な諸施策が盛り込まれております。本県の振興

に特段の配慮がなされたものと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、名護市に対する政府の姿勢につい

てお答えいたします。

　今回、名護市に再編交付金を交付しないことが決定

されたことについて、北澤防衛大臣は、米軍再編特別

措置法の趣旨に基づいた判断であると説明しておりま

す。

　県としましては、地域の振興は基地問題とリンクす

べきではないと認識しております。政府においては、

北部地域の振興について、地元の意向を踏まえ、引き

続き積極的に取り組んでいただきたいと考えておりま

す。

　また、今回の現況調査に係る異議申し立てについて

は、沖縄防衛局と名護市の両当事者間で行われている

行政不服申し立て手続であり、県としてその適法性に

ついて見解を述べる立場にはありませんが、今後とも

重大な関心を持ってその推移を注視していきたいと考

えております。県としましては、県内移設は事実上不

可能であり、県外移設を求める考えに変わりはありま

せん。

　次に、嘉手納飛行場におけるパラシュート降下訓練

についてお答えいたします。

　嘉手納飛行場におけるパラシュート降下訓練につい

て、県は２月14日午後、在日米軍沖縄地域調整事務所

から実施の通報を受け、翌15日に沖縄防衛局、在日米

軍沖縄地域事務所、在沖米国総領事館、外務省沖縄事

務所に対し、同訓練の中止要請を行いました。それに

もかかわらず米軍が同訓練を実施したことは、周辺住

民を初め県民に多大な不安を与えるものであり、まこ

とに遺憾であります。

　県としましては、パラシュート降下訓練は、ＳＡＣ
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Ｏ最終報告の趣旨に沿って実施されるべきであると考

えており、今後とも嘉手納飛行場において実施するこ

とがないよう、日米両政府に対し強く求めてまいりた

いと考えております。

　次に、キャンプ・キンザーの返還についてお答えい

たします。

　県としましては、御質問のキャンプ・キンザーを初

め、「再編実施のための日米のロードマップ」や日米

共同発表で返還等が示されている嘉手納飛行場より南

の施設・区域等については、パッケージ論にとらわれ

ることなく、実現可能なものから一つ一つ確実に実施

されるよう、日米両政府に強く求めているところであ

ります。去る２月７日から９日にかけて軍転協としま

しても同様の要請を行いました。県としましては、今

後も地元市町村と連携をとりながら取り組んでまいり

たいと考えております。

　次に、旧軍飛行場用地問題解決促進に向けての取り

組みについてお答えいたします。

　県におきましては、県・市町村連絡調整会議におい

て確認された取り組み方針及び解決指針を踏まえ、団

体方式による地域振興事業として「特定地域特別振興

事業」を実施することにより同問題の解決に取り組ん

でまいりました。平成21年度から那覇市の鏡水コミュ

ニティセンター整備事業及び宮古島特定コミュニティ

再構築活性化事業、平成22年度からは新たに読谷村産

業連携地域活性化事業及び伊江島フェリー建造事業が

実施されているところであり、同問題解決に向け大き

く進展したものと考えております。いまだ事業化に

至っていない残り５つの地主会についても振興計画の

期間終了後３年間は事業実施できることとなってお

り、引き続き事業実施を呼びかけ、問題解決の促進に

取り組んでいきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　知事の政治姿勢について

の御質問の中で、沖縄県にとって必要な一括交付金の

総額についてお答えいたします。

　沖縄県は、沖縄振興特別措置法等に基づく「高率補

助制度により措置されている総額の確保」と「予算の

一括計上方式」が継続され、かつ自由度の高い「沖縄

振興一括交付金（仮称）」の創設を政府に求めている

ところであります。

　同交付金の総額については、新たな沖縄振興の施策

の展開に必要な予算総額及び過去の実績を勘案し、政

府に求めていくこととしております。

　次に、次期沖縄振興計画についての御質問の中で、

次期沖縄振興計画の現在の取り組み状況についてお答

えいたします。

　沖縄県では、「沖縄21世紀ビジョン」を策定し、県

民が望む20年後の将来像を示すとともに、沖縄振興計

画等総点検において成果と課題を明らかにしたところ

であります。

　新たな計画の策定に当たっては、島嶼経済の不利性

など、総点検の課題への対応や、豊かな自然環境や独

自の文化、アジアの中心に位置する沖縄の優位性な

ど、沖縄の持つ特性を最大限発揮する施策や制度等を

盛り込み、「沖縄21世紀ビジョン」の将来像実現につ

なげてまいりたいと考えております。現在、「新たな

計画の基本的考え方（案）」について取りまとめてい

るところであり、県民、民間企業、関係団体及び市町

村など、各界各層の幅広い意見を聞き、ことし３月末

を目途に作成したいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　知事の政治姿勢につ

いての中の、県内企業への優先発注及び県産品の優先

使用についての御質問にお答えします。

　県では、需要の停滞、移輸入品との競争の激化など

厳しい経営環境にある県内企業の育成を図るため、

「県内企業への優先発注及び県産品の優先使用基本方

針」を策定し、各種の取り組みを行っております。

　具体的には、産業まつりの開催や県産品奨励月間の

実施による消費者意識の啓発、県公共工事における分

離・分割発注や共同企業体方式による県内企業の受注

機会の確保に努めているほか、国の出先機関、市町

村、大手量販店等に対する要請等を実施しているとこ

ろであります。県としましては、今後とも関係団体と

連携して県内企業への優先発注及び県産品の優先使用

に取り組んでまいります。

　次に、観光行政についての中の、沖縄北部国際観光

リゾート構想への取り組みについての御質問にお答え

します。

　沖縄北部国際観光リゾート構想は、昨年開催された

「本部港観光振興協議会」にて提案された北部地域の

すぐれた観光資源を生かし、本部港への外航クルーズ

船の誘致を目指す構想と認識しております。県では、

外航クルーズ船社を招聘する際には、美ら海水族館や

豊かなヤンバルの自然など、北部地域ならではの特色

ある観光資源をＰＲし、本部港への外航クルーズ船の

誘致活動を積極的に展開しております。また、受け入
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れ体制充実を目指して設立された「本部港クルーズ促

進連絡協議会」が行う寄港セレモニー実施費用の助成

を一部行っております。県としては、北部地域のさら

なる魅力づくりに向けて今後も地元自治体と協力し、

取り組んでまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　知事の政治姿勢につ

いての御質問で、沖縄自動車道無料化に対する今後の

対応についてお答えいたします。

　沖縄自動車道における無料化社会実験の状況は、国

の発表によれば、自動車道の交通量が約1.5倍にふ

え、実験期間中の187日間のうち40％に当たる75日間

で渋滞が発生しております。このような状況を踏まえ

て、国においてはことしの６月以降、休日は無料、平

日は実験前の料金から５割引とする見直しを行うと発

表しております。

　見直し後の社会実験に際しても、国において実験

データの収集・分析を行うとともに、広く県民意見の

把握に努めるとのことであり、沖縄県としてはその結

果を踏まえて今後の対応を総合的に検討してまいりま

す。

　同じく土木建築行政についての御質問で、土木建築

業界の経営状況と課題と対応についてお答えいたしま

す。

　沖縄振興開発金融公庫の県内企業景況調査結果によ

ると、建設業の10月から12月期は前年に比べ悪化して

いるとした企業の割合は縮小したものの、依然として

悪化と景況判断した企業の割合が多いことから、経営

状況は厳しいものがあると考えております。そのた

め、公共工事の地元企業の受注拡大、経営多角化や新

分野進出による経営基盤の強化等を図る必要があると

考えております。県では引き続き国等への働きかけを

行うとともに、建設業相談窓口等を通して経営基盤の

強化等の支援を行ってまいります。

　同じく土木建築行政についての御質問で、総合評価

方式の課題と対策についてお答えいたします。

　土木建築部においては、公共工事の品質を確保する

ため、平成19年度から総合評価落札方式を導入し試行

しているところであります。当該方式は、工事価格と

あわせて入札参加企業の技術力を評価するため、発注

工事に係る施工計画、施工実績や配置予定技術者の能

力等の確認に必要な技術資料の提出を義務づけており

ます。

　課題としましては、提出資料の作成に時間を要する

こと、入札から落札決定までの期間が長いため配置予

定技術者が拘束されること、工事実績の対象期間が短

いことなどが挙げられております。そのため、特別簡

易型の拡大による提出書類の簡略化、落札決定までの

手続の簡素化による期間の短縮、工事実績対象期間の

延長等による入札参加資格の緩和を図ってきたところ

であり、今後とも改善に努めてまいりたいと考えてお

ります。

　同じく土木建築行政についての御質問で、最低制限

価格を95％に引き上げることについてお答えいたしま

す。

　県の基幹産業である建設産業が非常に厳しい経営環

境にあることから、同業界において新卒の雇用が厳し

い状況にあることは認識しております。そのため、沖

縄県建設業審議会において「県の現状に適した最低制

限価格」について審議し、昨年６月に答申を得て最低

制限価格の範囲を予定価格の70％から90％とするとと

もに、算定式を見直し、６月28日以降の発注工事から

適用しております。その結果、ほとんどの工事におい

て落札率が90％を超え、今年度上半期の平均落札率は

93.3％となっており、建設業界からは一定の理解が得

られているものと考えております。

　同じく土木建築行政について、米軍発注工事に対す

る県の対応策についてお答えいたします。

　米軍発注工事の受注につきましては、関係部局で構

成する「米軍発注工事ワーキンググループ」におい

て、米軍発注機関や保険会社、金融機関、建設業界等

に対するヒアリングを実施するなど、現状把握や課題

整理を行ってきました。米軍発注工事の受注拡大のた

めには、履行ボンドの確保、契約や工事に精通した人

材の確保等の課題がありますが、最も大きな課題はボ

ンド枠の確保と考えております。そのため、今回、新

たな沖縄振興に向けてボンドの保証規模拡大を目的と

した保証事業会社等によるボンド保証制度の創設を国

に要望しているところであります。

　同じく土木建築行政についての御質問で、建設産業

支援センターの設置の進瀧状況についてお答えいたし

ます。

　建設産業支援センターは、県内建設業界の自助努力

を促進し、長期的展望に立って建設産業の活性化を図

ることを目的として、建設関係団体が設立を検討して

いるところであります。同支援センターは、公共工事

の建設発生土を有効活用するストックヤード事業によ

る収益で運営する計画となっております。県では、対

象土量の把握、収支見込み等の調査検討を行ったとこ

ろであります。その結果を踏まえ、建設関係団体にお
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いて事業の成否について慎重に検討しているとのこと

であります。

　次に、環境行政についての御質問で、サイクリング

ロード施策についてお答えいたします。

　県内における自転車が通行可能な道路としては、サ

イクリング専用道路と広い歩道幅員を利用した自転車

歩行者道があります。

　サイクリング専用道路としては、現在、県道玉城那

覇自転車道の整備を推進しているところであり、自転

車歩行者道としては、国道58号や宜野湾南風原線等が

あります。また、自転車通行環境整備のモデル地区と

して、昨年度、那覇市の赤嶺・壺川地区において、

国、公安委員会と連携し、自転車通行帯の整備を行い

ました。

　今後とも、環境改善や観光振興、健康増進の観点か

ら、関係機関と連携し、安全で気軽にサイクリングが

できる道路づくりを進めていく考えであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　福祉行政について

の御質問の中の、「子ども・子育て新システム」に対

する県の対応についてお答えします。

　国においては、幼保一体化を目指す「子ども・子育

て新システム」について、現在、現行の保育所、幼稚

園の一部を残す案を含め、さまざまな角度から制度設

計に向けて検討がなされております。

　県としましては、「子ども・子育て新システム」の

制度設計に当たっては、保育の質が確保されることや

新システムの制度運用に必要な財源が確保されること

が重要であると考えております。本県にどのような影

響を及ぼすのか、今後とも国の動向を注視し、必要な

対応をしてまいりたいと考えております。

　次に、認可外保育施設の課題と支援策についてお答

えします。

　認可外保育施設については、入所児童の処遇向上等

が課題であります。このため、平成23年度当初予算案

において新すこやか保育事業を拡充しております。そ

の拡充内容は、新たにおかず及びおやつ代も対象とす

ることなどにより、児童１日当たりの助成単価40円を

77円に拡充する予定であります。

　なお、新たな子育て支援制度の提案の中で、一定の

質を確保した認可外保育施設への支援措置や、固定資

産税の軽減措置を国に求めているところであります。

　次に、待機児童対策特別事業基金の活用状況につい

てお答えします。

　待機児童対策特別事業基金における認可化支援事業

につきましては、今年度、施設整備の補助限度額を

700万円から3000万円に引き上げたところでありま

す。平成22年度は市町村からの要望を受け、10施設の

認可化に向け、手続を進めているところであります。

認可外保育施設指導監督基準達成のための改修費支援

事業については、23施設となっております。

　県としましては、認可外保育施設全体の質の向上を

図るために、今後、当該事業の補助要件の見直し等を

含め国と協議していきたいと考えております。

　次に、学童保育の課題と支援策についてお答えしま

す。

　放課後児童クラブに対するニーズは高まっており、

希望する子供すべてが利用できないなどの多くの課題

を抱えております。このため、「おきなわ子ども・子

育てプラン」の後期計画においては、平成21年度の放

課後児童クラブ194カ所を平成26年度までに238カ所に

までふやす目標を掲げているところであり、希望する

子供すべてがクラブを利用できるように市町村と連携

し、クラブの設置を促進してまいります。また、沖縄

県は全国と比べて民立民営のクラブが多いため、家賃

等の負担により経営が厳しいことや、保育料が高いこ

となどが課題であると考えております。そのため、民

立民営クラブへの家賃等の助成や税制優遇措置を初

め、ひとり親家庭等への保育料減免等の「新たな子育

て支援制度」を国へ提案しているところであります。

　次に、市町村の健診時における言語聴覚士の配置に

ついてお答えします。

　乳幼児健診に言語聴覚士を配置している市町村は、

現在のところありません。市町村の中には、乳幼児健

診のフォローアップ事業として親子教室や発達相談等

を実施しており、一部の市町村では、言語聴覚士や臨

床心理士を配置し、言語発達のみだけではなく、心理

面の発達も含めて乳幼児の発達をフォローしておりま

す。

　次に、音声機能障害者等へのリハビリと社会的サ

ポートについてお答えします。

　県では、音声機能障害者の社会復帰の促進を図るた

め、疾病等により音声機能を喪失した者に対して発声

訓練を行うとともに、この訓練に携わる指導者の養成

を行っているところであります。また、失語症等を伴

う高次脳機能障害者を支援する拠点病院の指定のほ

か、言語聴覚士による言語訓練等を行う事業所に対す

る市町村の訓練等給付費への負担金を支出しておりま

す。

　次に、聴覚障害者へのサポート体制についてお答え
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します。

　県では、聴覚障害者のコミュニケーションや社会参

加の促進を図るため、手話通訳者の養成研修を行うと

ともに、福祉保健所など公的機関に手話通訳士等を派

遣する事業を実施しております。また、市町村が実施

する手話通訳者や要約筆記者の派遣を行うコミュニ

ケーション支援事業等への支援を行っているところで

あります。

　次に、次期沖縄振興計画についての御質問の中の、

少子化対策のモデル地区指定についてお答えします。

　県においては、新たな沖縄振興に向けての制度提言

の中で「新たな子育て支援制度」を国へ提案している

ところであります。同制度については、５歳児保育の

特殊性など、本県独特の子育ての現状を踏まえ、沖縄

県だけに特例的に適用される新たな制度の創設や既存

の補助事業の要件緩和を提案する内容となっておりま

す。また、提案では認可外保育施設の認可化促進につ

いては、待機児童対策特別事業基金の継続・拡充を盛

り込んでおります。さらに、一定の質が確保された認

可外保育施設への支援については、給食費だけをとら

えた支援ではなく、施設の運営全体の支援を行うこと

を想定しております。

　次に、医療特区地域指定についてお答えします。

　新たな沖縄振興のための制度提言においては、離島

における医療サービスの充実を目指す支援制度の拡充

等を要望しております。具体的には、離島・過疎地域

からの急患空輸の充実や医師派遣を推進する事業の拡

充等であります。

　医療特区地域の指定については、現状の医療制度に

おいてどのような規制緩和等が必要であるのか検討し

ていくこととしております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　医療行政についての

御質問の中で、病院の経営状況についてお答えいたし

ます。

　病院事業において、平成21年度は収益・費用両面で

の改善への取り組みと繰入金の増額で収支が大幅に改

善し、31年ぶりに経常収支で約７億4000万円の黒字と

なっております。これにより、経営再建計画で掲げた

３つの目標のうち、不良債務の解消と経常収支の黒字

化の２つを達成しております。平成22年度も経営状況

は順調に推移しており、残る資金不足の解消について

も現時点で計画より大幅に削減が進んでおります。

　次に、県立病院職員の勤務状況についてお答えいた

します。

　県立病院は、地域の中核病院として一般医療はもと

より救急医療や高度・特殊医療への対応など重症患者

も多いことから、勤務環境は厳しいものがあると理解

しております。このような勤務環境を改善するため、

平成20年12月に策定した「業務改善及び時間外勤務の

縮減プログラム」に基づき、諸施策を推進しておりま

す。具体的には、医療クラーク及び看護クラークの配

置、７対１実施のための定数改正、看護師等確保のた

めの受験年齢制限の撤廃、年複数回の採用試験の実施

等により一定の成果があったものと理解しておりま

す。

　今後とも勤務環境の改善に向けて努力してまいりた

いと考えております。

　次に、すべての県立病院の７対１看護体制について

お答えいたします。

　７対１看護体制については、平成22年５月から南部

医療センター・こども医療センターで実施しておりま

す。今回、中部病院に７対１看護体制を導入するた

め、93名の看護師を増員し配置することとしておりま

す。北部病院、宮古病院及び八重山病院での７対１看

護体制の導入については、中部病院等での実施状況を

踏まえ検討していきたいと考えております。

　次に、沖縄県職員に言語聴覚士が含まれているかに

ついてお答えいたします。

　言語聴覚士については、臨時的任用職員として、南

部医療センター・こども医療センターに２名、八重山

病院に１名をそれぞれ配置しております。正職員とし

ての採用については、現在の県立病院事業を取り巻く

厳しい経営環境の中で、その緊急性・重要性など病院

全体としての優先順位等を見きわめ、慎重に検討する

必要があると考えております。

　次に、県立病院の医療ミスレポートについてお答え

いたします。

　県立病院では、日常診療の現場で患者に被害が及ば

ないような「ヒヤリ・ハット」事例や医療事故等に関

する「インシデントレポート」を医療安全管理委員会

に提出することになっております。その後、インシデ

ントの分析・評価を行い、さらに全体で情報を共有す

ることで医療安全の推進に努めております。

　県立病院全体の「インシデントレポート」の提出件

数は、平成19年度4202件、平成20年度3813件、平成21

年度3782件となっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育委員会委員長。

　　　〔教育委員会委員長　中野吉三郎君登壇〕
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○教育委員会委員長（中野吉三郎君）　こんにちは。

　赤嶺昇議員の御質問にお答えします。

　それでは就任の決意について申し上げます。

　このたび教育委員長に就任いたしました中野吉三郎

でございます。どうぞよろしくお願いします。

　「沖縄21世紀ビジョン」にもございますように、資

源が少ない島嶼県沖縄が発展する最大のよりどころは

人材であります。その人材を育成する教育こそ、最も

力を入れるべき政策であると考えております。私は、

教育委員長としてその責任の重大さを痛感していると

ころでございます。

　本県の子供たちは、文化活動面やスポーツ面などで

すばらしい実績を上げ、県民に大きな感動と夢を与え

ております。一方、人々の価値観が多様化し、家庭に

おける教育力の低下、地域の人間関係の希薄化、規範

意識の低下といった極めて憂慮すべき教育環境にあり

ます。子供たちの学力や問題行動などの面で課題もあ

りますが、私は、本県の子供たちには無限の才能やメ

ンタル面での底力があると考えており、その限りない

可能性を伸ばし、やる気を引き出すための教育環境づ

くりに取り組んでまいりたいと思います。その環境づ

くりには、「イチャリバチョーデー」、「ユイマー

ル」、「命ドゥ宝」といった忘れてはならない最も大

事なウチナーのチムグクルの再構築が不可欠であると

考えております。そのためには教育委員会だけではな

く、関係機関や地域社会と手を取り合い、実効性のあ

る県民総ぐるみで取り組むことが必要だと考えており

ます。

　沖縄県の子供たちが地域への誇りを持ち、大きな夢

と目標を抱いて生き生きと学ぶことができるよう努め

てまいりたいと思います。

　以上、私の決意の一端を述べさせていただきました

が、県教育委員会の役割と使命について自覚を新たに

し、委員長の職務に精励していく所存でございます。

　これで終わろうと思ったんですが、１つだけどうし

ても感動を一緒に分けていただきたいと思いまして、

持ってきました。沖縄県にはこんなすばらしい指導者

がいるということを御紹介したいと思いますが、もう

既に皆さんが知ってのとおり、あの我喜屋監督の教育

力、これはもう本当に私も感動の連続です。そして新

聞も毎日読んでいました。この資料を持ってくるとた

くさんになりますので、これは述べませんが、その一

番最後に、我喜屋監督が全国の球児へ一言というとこ

ろでこういうことをおっしゃっていました。

　全国の高校球児に贈る言葉として、野球の試合はそ

の日で終わるが、人生のスコアボードは一生続く。一

生のスコアボードの勝者を目指して頑張ってほしい

と。大変すばらしいことをおっしゃっている。

　この監督をまた育てた人がおります。この方を紹介

しながら、その方から檄を飛ばされたことを私だけが

知ってもしようがないと思いまして、大変すばらしい

言葉ですから少しだけ読ませていただきたいと思いま

す。

　春の大会の壮行会、それから夏の大会の壮行会の言

葉です。その檄を読み上げてみます。

　春。「今、沖縄は諸君を必要としている。甲子園か

ら春風を送ってくれ、沖縄は政治・経済・社会及び教

育までが厚い暗雲に覆われている。諸君の甲子園での

活躍によりこの暗雲に希望の光が差し込むように頑

張ってくれ。沖縄県民は諸君の大活躍を祈っている。

最善を尽くして沖縄の明日の扉を開けてくれ。」とお

祈りが天に届くようにと、これは春でした。

　夏。７月31日です。

　「2010年夏、美ら島沖縄総体2010年が沖縄で開催

されている。全国の諸君の仲間が日頃の練習の覇を

競って記念の時を刻んでいる。今諸君は甲子園で覇

を競うべく時を待っている。記念すべき歴史を作っ

てもらいたい。夏の甲子園大会は100年の歴史を有

するが、春夏連覇を成し遂げたのは、これまで５高

校のみである。諸君は第６番目の春夏連覇の高校と

なる資格を持っている。一世紀、100年に一度ある

かないかのチャンスである。日頃の興南のグランド

で培った技と心を甲子園で思う存分発揮してくれ。

沖縄の明日を担い起こす気概で甲子園に駒を進めて

もらいたい。甲子園では興南高校野球部総員130名

一丸となって事に当たろう。そうすれば春夏連覇と

いう偉業を成し遂げる事が出来る。沖縄県民は諸君

がこの偉業を成し遂げ、沖縄の歴史にエポックを画

くすることを祈っている。」と。　今回の興南高校

野球部の春夏連覇の快挙は県民に支えられたもので

ありました。キャプテン我如古君の言葉を借りれば

「沖縄県民で勝ち取った優勝です。」本当にその通

りであります。沖縄県民が心を一つにして感動にチ

ムドンドンした２週間でした。そして、沖縄県民の

肝心の温もりを共有することが出来ました。　つい

に興南高校野球部130名は沖縄のあらゆる方面での

歴史を変える快挙を成就した。この快挙は沖縄県民

に汲めども尽きぬ知恵の泉を与えてくれた。

　中野吉三郎様と書いてありますが、「2010年11月吉

日　学校法人興南高校元理事長　知花孝弘」弁護士で

す。その弁護士は私が知る限りでは、30名以上の弁護

士を育てております。そして教え子たちは福岡や神戸
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や大阪でも弁護士をしております。そういう沖縄県の

リーダー格の弁護士を育てたすばらしい教育者です。

非常に敬意を表しています。

　自分だけ感動してもしようがないので、御紹介だけ

で終えたいと思います。ありがとうございました。

（拍手）

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは教育行政につい

ての御質問で、フィンランド共和国の教育制度につい

てお答えいたします。

　フィンランドの教育制度につきましては、一人一人

を大切にする平等な教育や子供がみずから学ぶことな

どの特徴があり、子供たちに考える力を養う教育を

行っていると理解をしております。

　県教育委員会としましては、フィンランドの教育制

度のよさを参考にしながら授業改善等に取り組み、児

童生徒一人一人に「生きる力」をはぐくむための教育

活動の充実を図ってまいりたいと考えております。

　次に、30人学級の達成状況と今後の見通しについて

お答えいたします。

　少人数学級につきましては、現在、小学校１・２年

生で加配定数を活用し30人学級を実施しております。

文部科学省においては、平成23年度から小学校１年生

について35人学級を制度化することとしております。

また、小学校の２年生から６年生及び中学校について

は、学級編制の標準を順次に改定することについて検

討を行うこととしております。現在、本県の小学校

１・２年生で加配定数を活用し30人学級を実施してい

る少人数学級につきましては、平成23年度においても

引き続き実施してまいりたいと思います。

　今後の小学校、中学校の少人数学級に関する計画に

ついては、国の35人学級の動向や全国の実施状況等を

踏まえ取り組んでまいります。

　次に、給食費の未納状況についてお答えいたしま

す。

　平成21年度の沖縄県学校給食費徴収状況調査による

と、公立小中学校における未納総額は約２億7000万円

で4.2％となっております。また、未納者数は9686人

で6.5％となっております。

　次に、言語聴覚士の採用枠についてお答えいたしま

す。

　言語聴覚士等の専門職設置につきましては、学校教

育法において明確な規定はなく、本県においては言語

聴覚士の資格に基づく採用は実施しておりません。現

在、特別支援学校においては、障害の重度・重複化、

多様化している幼児・児童生徒一人一人のニーズに応

じた適切な指導を行うため、専門的資格を有した言語

聴覚士や理学療法士、作業療法士等と日々の教育活動

の中で積極的に連携しているところであります。

　県教育委員会としましては、今後とも言語聴覚士等

の外部専門家と積極的に連携し、特別支援教育の充実

に努めてまいります。

　次に、県立図書館と市町村立図書館との連携等につ

いてお答えをいたします。

　県内37の公立図書館では、約400万冊の図書や資料

を有しております。現在、県立図書館と市町村立図書

館との間に情報ネットワークを構築し、県民がいつで

も、どこでも、どの図書館からも図書館サービスを受

けられるよう、図書情報の共有化、図書の相互貸借等

の連携・協力に努めております。さらに、県立図書館

では、県民の知的要求に対応できるよう資料の収集・

整理・保存・奉仕等に関する研修や講演会等を通して

市町村立図書館職員の資質向上に努めております。

　美術品などの展示等については、主に県立博物館・

美術館において対応しております。

　県立図書館においては、「首里古地図」や「程順則

の書」、「球陽」などの古文書を初め歴史的に貴重な

資料があります。これらについては、保存・管理に配

慮した上で毎年展示会を開催するとともに、貴重資料

のデジタル化を行い、ホームページで公開できるよう

取り組んでいるところであります。

　県教育委員会としましては、今後とも市町村立図書

館と連携し県民への図書館サービスの充実を図ってま

いります。

　次に、次期沖縄振興計画についての御質問で、子供

たちがひとしく教育を受ける環境整備についてお答え

いたします。

　本県のすべての児童生徒が、どこに居住していても

公平に教育機会が享受できるような環境を整備するこ

とは重要なことと考えております。島嶼県であること

の不利益性を解消するため、新たな沖縄振興の制度提

言の中で「教育振興総合対策」や「離島児童・生徒支

援センター（仮称）」について要望しているところで

あります。

　「教育振興総合対策」の内容としましては、まず、

児童生徒が県内外への修学旅行や各種大会に参加する

ための交通費の軽減を図ること、２つ目に、光通信に

よる双方向交流学習や社会教育施設の利活用を推進す

るインフラの整備・充実を図ること、３つ目に、複式

学級の解消を要望するものであります。さらに、同支

援センターは離島生徒の寄宿舎と各種大会における
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小・中・高校生の宿泊施設等をあわせ持つ総合的な複

合施設を目指しているものであります。

　今後とも、沖縄県の地理的事情を考慮し、教育特別

地域として支援が図られるよう要望してまいりたいと

考えております。

　次に、給食の無料支給と食育についてお答えいたし

ます。

　学校給食については、学校給食法の規定により施設

及び設備に要する経費や人件費等は設置者である市町

村が負担し、個々人へ還元される食材費等は保護者が

負担することと定められております。なお、経済的に

困窮している児童生徒については、市町村において学

校給食費等の就学援助が行われております。

　県教育委員会としましては、食育が基本的生活習慣

の形成や生活リズムの確立に資するもので、学力向上

にもつながっていくものと考られることから、今後と

も全国都道府県教育長協議会等を通して就学援助の実

態に応じた補助金の充実等の要請を国へ行ってまいり

ます。

　次に、30人学級に係る教職員等についてお答えいた

します。

　少人数学級に係る教職員定数や財源については、

「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標

準に関する法律」や「義務教育費国庫負担法」などに

基づいて措置されております。

　県教育委員会としましては、少人数学級は一人一人

の個性に応じたきめ細かな指導を行うことにより、基

礎的・基本的事項の定着につながるものであることか

ら、これまで小学校低学年で実施してまいりました。

本県における小学校・中学校での少人数学級の実現に

ついては、国へ加配定数の増員や財源保障の要望を行

い、国の動向や全国の実施状況等を踏まえその実現に

努めてまいりたいと思います。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　観光行政に関する質問の

うち、観光税導入の取り組みについてお答えいたしま

す。

　本県の厳しい財政状況の中、多様化する行政需要に

対応するためには新たな税の導入が必要であると考え

ており、現在、観光関連税を中心に複数の案を検討し

ているところであります。

　新税の創設に当たっては、受益と負担の関係、課税

の公平性、県経済に与える影響などを十分に検討する

とともに、県民及び関係者の意見を踏まえた上で取り

組んでまいります。

　次に、次期沖縄振興計画に関する質問のうち、消費

税率の据え置きについてお答えいたします。

　消費税は、全国一律に生産、流通、販売などの全段

階で課税されること、また、原則としてすべての財貨

やサービスが課税対象となること、さらに、税の累積

を排除するため仕入れ控除方式となっていること等の

性質を有しております。そのため消費税が引き上げら

れ、沖縄県のみ税率を据え置くことは、流通等の各段

階で複数税率を用いる必要があることや価格に転嫁で

きない場合がある等の課題があり、税制度上困難であ

ると考えております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　環境行政についての

御質問の中で、電気自動車等の普及促進に向けた取り

組みについてお答えいたします。

　エコカー、電気自動車等の普及については、地球温

暖化対策を図る観点から重要であると考えておりま

す。そのため、県では、レンタカー及びタクシーに利

用される電気自動車やホテル等における普通充電器の

導入に対する支援を行い、観光関連事業者による電気

自動車の導入や充電設備の設置などを促進しておりま

す。また、平成22年12月に国の「ＥＶ・ＰＨＶタウ

ン」の指定を受け、カーシェアリング事業などを通し

て電気自動車等を広く県内へ普及させるため、関係機

関や事業者などと連携して取り組んでいるところであ

ります。

　同じく環境行政についての御質問の中で、温室効果

ガス削減目標に対する県の実績についてお答えいたし

ます。

　県では、平成15年度に「沖縄県地球温暖化対策地域

推進計画」を策定し、温室効果ガスの総排出量を2010

年度までに2000年度比で８％削減することを目標に、

県民への普及啓発や太陽光発電設備設置補助及びＥＳ

ＣＯ事業の導入促進等に努めてきたところでありま

す。しかしながら、県内における温室効果ガスの総排

出量は、2007年度時点で基準年度である2000年度比で

11％増加しており、目標達成は厳しい状況にありま

す。そのため、平成22年度においては現行計画の見直

しを行い、新たに「沖縄県地球温暖化対策実行計画」

を策定し、産業部門や運輸部門等における支援施策の

充実強化や推進体制の整備などを図っていきたいと考

えております。

　以上でございます。



－ 169 －

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　村田　隆君登壇〕

○警察本部長（村田　隆君）　公安行政に関する御質

問の中で、新本部長の決意についてお答えいたしま

す。

　警察の使命は、140万県民はもちろんのこと、沖縄

を訪れる年間600万人のゲストの皆さんにも安心して

過ごしてもらえるような良好な治安環境を提供するこ

とであり、そのためには当県の治安上の課題に的確に

対応することが必要であると考えております。

　当県の治安上の課題の１点目は、飲酒運転の根絶で

あります。

　人身事故に占める飲酒絡みの比率が21年連続全国

ワーストワンであることなどを踏まえれば、飲酒運転

根絶は一朝一夕には解決できないものであると考えて

おり、今後も飲酒運転の取り締まりを基本として、飲

酒運転根絶条例に基づく取り組みのさらなる浸透を図

るとともに、飲酒運転常習者対策など工夫をしつつ行

政、事業者、地域と連携し、飲酒運転の根絶に取り組

んでいきたいと考えております。

　２点目は、風俗環境の浄化と暴力団対策でありま

す。

　風俗環境の悪化や歓楽街等の周辺地域における事

件・事故の発生が治安を不安定化させる要因になると

考えております。また、風俗環境の悪化は暴力団など

犯罪組織の資金源になることも考えられ、さらなる被

害者を生むこととなります。このような状況を踏ま

え、暴力団や暴力団関係企業など暴力団組織とつなが

るものに資金が流れないよう、連鎖を断ち切る取り組

みを進め、行政、事業者、地域など社会全体が一体と

なって歓楽街の健全化と暴力団排除のための機運を盛

り上げていきたいと考えております。

　３点目は、少年非行問題であります。

　平成22年中に飲酒、喫煙、深夜徘回などの不良行為

で補導された少年は過去最多となったほか、刑法犯少

年に占める中学生の比率や複数での犯行、再非行が全

国一高いことなど、憂慮すべき状況にあります。一方

で、刑法犯で検挙される少年は減少傾向にあることか

ら、今後とも刑法犯に至らない早目の段階で補導し、

将来の沖縄県を支えていく少年の健全育成にも貢献し

てまいりたいと考えております。

　４点目は、米軍構成員等による事件・事故への対応

であります。

　米軍構成員等の事件・事故は社会的な反響が大きい

ことから、発生した場合は毅然とした態度で迅速かつ

適切に対処しなければならないと考えております。ま

た、捜査に当たりましては、関係法令と証拠に基づい

て適正に捜査することが基本であると考えておりま

す。これらの治安上の課題や実態を踏まえ、県民の期

待にこたえられるよう全力で警察行政を進めていきた

いと考えておりますので、引き続き県警察への御理解

と御協力を賜りますようお願い申し上げまして私の決

意とさせていただきます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　質問の途中でありますが、時

間の都合もありますので、赤嶺昇君の再質問は休憩後

に回したいと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後６時17分休憩

　　　午後６時41分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前に引き続き赤嶺昇君の再質問を行います。

　赤嶺　昇君。

　　　〔赤嶺　昇君登壇〕

○赤嶺　　昇君　再質問を行います。

　中野委員長、初答弁ありがとうございました。

　先ほどの決意の中で、教育が最大の資源という言葉

を述べられておりました。我々も実はフィンランドに

行ったときに向こうの担当、教育長の方、校長先生

だったりとかが何と言っていたかというと、教育力は

国力という言葉を使っていたんですね。私はそれに対

して奥平議員もこれが一番印象に残った言葉であると

いうことをおっしゃっていました。そのことを今まさ

に教育委員長が沖縄県の最大の資源は人材であり教育

であるということを、非常にうれしくてぜひ頑張って

いただいて、財源とかいろんな課題もあると思うんで

すけれども、今回の沖縄振興計画でいろいろ制度上も

含めて知事と教育長も含めて、県議会もこういった子

供たちに予算を投資して10年間でこの教育にこの沖縄

振興計画でこれをやることによってむしろ日本の教育

を引っ張るぐらいの気概が必要じゃないかなと思って

おります。

　ですから、沖縄振興計画はただ単に本土に追いつけ

追い越せじゃなくて、もう我々がその見本をつくると

いうことをぜひ実践をしていただきたいなと思ってお

ります。

　名護市の件について少し質問させてもらいますけれ

ども、我々から見ると今名護市長が非常に厳しい状況

の中で、陸にも海にも基地をつくらせないと。その中

で、今、日本政府のあからさまな対応というのはあれ

は名護市民だけじゃなくて我々県民に対して非常に失

礼な態度だなと私は思っております。基地問題と振興
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策をリンクさせるべきではないという公室長の答弁な

んですけれども、だれがどう見てもこれはリンクじゃ

ないですか。だれがどう見てもこれがリンクじゃなけ

れば一体何なのかということを、私はあの今の政府の

対応の仕方を皆さんが客観的に見る立場なのか、あえ

て名護市長と仲井眞知事がすべての見解が一緒だとは

私は思っておりません。それはそれでいいんです。し

かし、沖縄県民に対してああいう対応をされるという

ことが果たしていかがなものかと。だから私は、仲井

眞知事がそれはリンクしてはいけないという話じゃな

くて、この政府の名護市に対する対応に対してみずか

ら抗議するべきじゃないかなと思いますが、これにつ

いてまず１点お聞かせください。

　それから普天間基地の辺野古移設について、危険性

の除去というのは大きな課題でございます。その中

で、知事も含めていろんな施策を国にも提案をしてい

るようなんですけれども、実は知事が１期目の知事選

挙での３年以内の閉鎖状態、もうこの言葉が消えてし

まって、３年は超えたんですが、あえて聞きたいんで

すけれども、この公約というのはまだ生きているのか

というのをお聞かせください、３年以内の閉鎖状態。

なかなか最近出ないものですから、どこに行ったのか

なと思ってですね。

　それからちょっと順不同で大変恐縮なんですけれど

も、鳩山前総理の「方便」発言に対しても理解できな

い、しがたい発言ということなんですけれども、この

ことも知事が政府の関係者だったりに会う機会も含め

て、私はこの言葉もやはりきょう大城一馬さんから参

考人招致の話もありました。そういう言葉で県民がま

たさらに傷ついているんですね、心が。それも私は知

事としてやっぱり強く抗議をするべきじゃないかなと

思っておりますが、これについてお聞かせください。

　それから米軍のパラシュート降下訓練についてでご

ざいます。

　きょう渡嘉敷委員長のもとで抗議決議をやったんで

すけれども、知事にお聞きしたいのは今回例外に当た

るかどうかということですね。知事もそれに抗議はし

ているんですけれども、改めて聞きたいんです。今回

のパラシュート降下訓練は例外なのかどうかというこ

とを当時の伊江島の天候もいろいろ新聞に出ているん

ですけれども、この例外の認識を知事自身どう思って

いるのか、今回の訓練についてお聞かせください。

　それから県内企業優先について、勝目部長から大変

すばらしい答弁をいただきました。実は、知事がこの

グッジョブ運動であったり、雇用対策に一生懸命頑

張っている中ではあるんですけれども、まだ失業率が

高いというのはもう見てのとおりでございます。そこ

で12月議会にも取り上げさせてもらったんですけれど

も、いわゆるその土木建築工事においてこの下請、具

体的な工事名を言うと推進工事について、県外下請が

もう入っているんですよ、九州から。県外の会社が

入って、県内業者がどうしても出せないような単価で

入ってきているんですね。県内の業者はそれぞれ機材

を持って非常に頑張っているんですよ。私が言ってい

るのは、発注するときに特記仕様書、特記事項に県内

業者を優先するということをなぜ明記できないのか。

この間、部長はこれは要請はしているということを

言っているんですけれども、それを明記したらいいん

じゃないですか。それを明記して県内元請がさらに下

請に行くという流れをつくらないと、我々が一生懸命

県内企業優先、県産品優先と言っておきながら、元請

も厳しいと思うんです。厳しいから多少安いところ

に、それにさらに下請に任せるかもしれないんですけ

れども、やっぱり雇用の観点から言うと、そこはもし

法的根拠でそれが明記することはできないということ

がなければ、私はもう堂々と今この答弁をいただきた

いと思っております。なぜかというと、この推進工法

そのものの工事があと２年でほぼ終わるということを

言われているものですから、皆さんが考えているス

ピードと業界は違うんですよ。皆さんがいろいろ調整

をしている間にこの工事が終わってしまったら元も子

もない。もっというと県がその動きをすることによっ

て、実は市町村もこの工事を発注しているんですね。

だからその市町村にも影響があるものですから、これ

は皆さんがそれをやらないということは、実質的に仲

井眞知事の政策の足を引っ張っているということにな

るんですね。それでもやるのかということを私は担当

部長にお聞きしたい。

　それから教育長、県立高校の仮設の校舎、要するに

校舎を建てかえるときにプレハブがありますね。この

プレハブの仮設校舎というのは１億5000万ぐらいする

んですよ。どうも聞いていると県外業者が入り込んで

いる。それもあるかどうかも含めてその実態を聞きた

い。県内にもちゃんとした県産品の資材を使ってそれ

なりに頑張っている企業があるんですね、そのあたり

どうなっているのか。これはとても大事なことなんで

すけれども、皆さんはこの県立高校の卒業生、子供た

ちが土木であったり、建築で卒業した子供たちをなる

べく採用してくれと皆さん業界に言うわけですよ。と

ころがもし万が一それが県外業者を使っているという

んであれば、それは県外業者の体力もないのに、一方

では採用してくれということは矛盾なんですよ。だか
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ら私はそれも含めてこのプレハブの発注についてどう

なっているのかということを教育長の方からお聞きし

たいと思っております。

　ちょっと休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時51分休憩

　　　午後６時51分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○赤嶺　　昇君　沖縄自動車道の無料化についてなん

ですけれども、先ほど部長から６月以降はいわゆる休

日はそのまま無料で平日が通常どおり、もとの半額と

いう話なんですね。新聞紙上で見るとこれを要請する

ときも、今回またその決定をするときも県民に余り意

見が諮られてないんじゃないかなという感じが私はし

ます。実は、その当時私もこれは無料化にして渋滞で

大丈夫かという質問もしました。いざ無料化にしてお

ります。今度それになじんできたタイミングでこれが

どうなのかということをやっぱり担当部署だけじゃな

くて、もしそれが必ずしも６月までまだ猶予があるん

だったら、私はこの６月以降に対してももう一回県民

に丁寧にこの実態調査をして、それを国ともう一回か

け合ったほうがいいんじゃないかなと。どうしたほう

がいいかということは言いません。これを県民のどう

いう意向をとるのかということが大事じゃないかなと

思っておりますので、その点についてお聞かせくださ

い。

　12番のキャンプ・キンザーの早期返還についてなん

ですけれども、パッケージにこだわらないということ

で、これは儀間市長を初め市議会、皆さんが国に求め

ているわけですので、これは質問ではありません。仲

井眞知事も一緒になってこのパッケージを外すいいタ

イミングですので、儀間市長と余り仲よくないと思う

んですけれども、それはちょっと置いておいてしっか

り手を組んで、こういう部分から少しずつこのパッ

ケージという部分を外すようにその第一歩になるよう

にお願いをしたい。これは要望でございます。

　それから福祉行政についてなんですが、「子ども・

子育て新システム」については多くの議員が取り上げ

ておりますので、これも皆さん質問ではありません。

認可外保育団体が――これは一般質問でもあると思い

ますので――反対しているんですね。先日、2600名ぐ

らいの皆さんが集まって猛烈に反対をしておりますの

で、そのあたりについてしっかり丁寧に、国の動向

じゃなくて私もいわゆる担当の保育課長に会ってきま

した、去年。何を言われたかと言うと、このシステム

は今つくられる準備をしているんですけれども、今回

の国会でも審議されているんですけれども、実は問題

があって財源がよくわからないというんですよ。財源

が問題なんですよ、ここは。財源もわからない中でそ

れを進めること自体いかがなものかなということを私

は非常に憂慮しておりますので、そのあたり、国が決

めたという部分じゃなくてもっとしっかりその動向を

見守っていただきたいという、これは要望でございま

す。

　認可外の保育施設に対しては、今回、仲井眞知事が

公約で２期目に当選して今回給食費を大変厳しい財政

事情の中でおやつ代も上げたということは、本当に高

く評価をしたいと思っております。財政も厳しい中で

これが一番最初に実現した公約じゃないかなと思って

おります。当然ながら、この認可の250円にはまだま

だ足りない部分で、恐らく知事もできれば250円は支

給したいという思いがあろうかと思いますけれども、

それをやったことは非常によかったんじゃないかなと

思っております。引き続きまた頑張っていただきたい

と思っております。

　この認可外について少し指摘なんですけれども、待

機児童対策特別事業基金が平成23年度で終わるんです

けれども、そのメニューの中でいわゆるこの認可外保

育施設支援事業、これですね、いわゆる証明書発行し

てもらう、もうもらっている保育園はちょっと対象外

になっているらしいんですけれども、１施設300万円

の施設整備の予算があるんです。今6750万残っている

んですけれども、これ１円もできていないんですね。

このままだったらこれは国庫返還なんですよ。国庫返

還をされると我々が認可外の給食費を沖縄振興で求め

ているのに、皆さんはこの予算を戻しているじゃない

かと言われるんじゃないかなと非常に私は懸念をして

おりまして、あと１年しかありませんので、これをど

うするかということですね、部長。いわゆるもう証明

書を一度とった園も含めて今140カ園ぐらい証明書を

もらっているんですよ。でも、そこはまだ十分じゃな

いものですから、例えば、園児のトイレとかそういっ

た証明書をもらっているけれども、施設整備に活用で

きるというものがあればそれをぜひこの140カ園も中

に入れて有効活用していただきたいと思いますが、こ

れについては御答弁ください。

　それからですね……。

　ちょっと休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時56分休憩

　　　午後６時56分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。
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○赤嶺　　昇君　予算特別委員会にも出ますので、あ

と少しだけ絞っていきますと、県立病院なんですけれ

ども、先ほど中部病院７対１看護ということで、様子

を見てまたほかの病院、北部も見ていくということ

だったんですけれども、実際県立中部病院からどのぐ

らいの看護師が必要ということは、皆さん県のほうか

ら、県立中部病院のほうから何人の看護師が必要なん

だということは来ているはずなんですね。それを教え

てもらえませんか。

　これは要望なんですけれども、県立病院職員の過労

の実態調査をこれはもうぜひともやるべきだと思って

おります。実態調査をしてこの職員が本当に元気な体

で気持ちで働けるような体制をつくっていただきたい

ということを要望しておきたいと思っております。こ

れは予算特別委員会で聞きます。

　教育委員会についてなんですけれども、給食費の未

納についてなんですが、教育長、私は基本的に小中学

校の子供たちの給食はもう無料でこの沖縄振興の予算

を使うべきだと思っているんですね。それによって何

が変わるのかということを国のいわゆるさっきからモ

デル地域だったり教育特区と言っているのは、この給

食を無料で支給することによって、10年間何が変わる

のか、これは国の非常に大きなモデルになるんじゃな

いかなと実は思っていて、さらに沖縄の場合はひとり

親世帯が非常に多い。所得が非常に厳しい。これ皆さ

んから表をもらうと全体で４％ということだったんで

すけれども、市町村によっては10％も未納がいるんで

すよ。10％ということは、10人に１人は給食費払い切

れない、払わないという人もいるかもしれないんです

けれども、そういう実態があるということは非常に課

題じゃないかなと思っておりますので、その子供たち

にしっかり給食を支給して、我々フィンランドに行っ

てきて向こうの校長先生が言っていたのは、学力、小

さなことかもしれないんですけれども、温かい給食を

与えるというのは非常にいいことだということをおっ

しゃっておりました。私はそのことをこの県の財政で

は厳しいですから、この沖縄振興計画の中でこの10年

間、沖縄の子供たちこれ堂々と求めたらいいじゃない

ですか。これだけ基地を皆さん押しつけられて、恐ら

く各県の職員が政府に行くと、何で沖縄だけ特別かと

言われているんですよ。とんでもありませんよ。我々

沖縄はまだ基地の負担軽減をされておりません。ま

だ、今、要するにヘリコプターからの降下訓練があり

ます。そういう現状を我々はもっと堂々と訴えないと

だめなんですよ。

　ですから、知事、これは担当職員が行って調整する

レベルじゃなくて、知事が先頭になってそこは政治的

に制度と財源をかち取るぐらいの気持ちで頑張ってい

ただきたい。これは県議会も大きな役割だと思ってお

りますので、この給食費について改めてお願いを申し

上げたいと思っております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　赤嶺昇議員の再質問に答弁

させていただきます。

　まず第１に、名護市長さんへの政府の対応はこれは

ひど過ぎるんじゃないか、これは知事は抗議すべきだ

ろうという御趣旨のお話だったと思います。

　これは確かにそういうふうに言えればそういうふう

に見えないこともありませんが、再編交付金について

はあれは出すルールというのがあって、そこのところ

での話になっていることだと思います。これは軍転協

の要請で、この間、11市町村の首長さんと一緒になっ

て防衛大臣のところに要請に行ったときにも幾つかこ

れについてのやりとりがございました。ですから、こ

れは今のところ事務的な解釈の内容になっていると思

いますし、あえてこれは嫌がらせというふうにまだ受

け取るかどうかは、受け取らなくてもいいのではない

かと私のほうでは思っております。そして現に、北部

振興策そのものはたしか補助率がちょっと変わってお

りますが、23年度まで２年延長されて継続しておる例

もあります。

　次に、危険性の除去、３年めどの閉鎖状態の実現と

いうことで、私、前の第１期目公約に上げてやってま

いりましたが、基本的には政権交代などもあって１年

以上のおくれもございましたが、今現在、実現されて

いるかと言われるとおくれていると申し上げざるを得

ませんが、ただこれを何とか今の普天間基地の危険性

の除去という、しっかりこれに取り組もうという点は

全く変わっておりませんで、現在は新しい政権になっ

て政策協議会の中にできている負担軽減部会の中でこ

の議論はしっかり今やって防衛にいろんな対策を編み

出し、実行するように今強く要求しているところでご

ざいます。

　それから第３に、鳩山発言に対して政府に抗議すべ

きでないかということですが、現実に今鳩山さんは、

政府の中にはおられませんし、言わばマスコミのイン

タビューに答えておられるわけでいろんな受け取り方

があろうかと思います。ですから、私は先ほど答弁さ

せていただいた全く理解不能、理解しがたいというこ

とと、県民に納得できる説明を要求をずっとしてきた
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わけで、９月には納得できる説明がない以上、これは

県外だと。現実に辺野古は実現不可能に近いというよ

うなことで、９月にそういう県外だと申し上げたわけ

で、鳩山さんのもとへ戻った理由ないしは納得のいく

説明がますますこれ納得のいかない内容になってきて

いるということだと思いますし、そういうことで私の

ほうでもこれは全くこの言葉そのものに理解はできな

いという趣旨のことを、理解しがたいということを申

し上げて、今政府にこれを強く抗議するということは

考えておりません。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　パラシュート訓練につ

いて、例外的という認識についての御質問にお答えい

たします。

　外務省に確認したところによりますと、パラシュー

ト降下訓練については、自然条件等の制約により、伊

江島飛行場の使用がどうしても困難な例外的な場合に

は、定期的でない、小規模の降下訓練であれば、嘉手

納飛行場も使用し得るというのが日米両政府の従来か

らの共通の理解であるということでありました。

　県としましては、例外であるなしにかかわらず、パ

ラシュート降下訓練は嘉手納飛行場で実施すべきでは

ないと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　赤嶺議員の再質問に

お答えいたします。

　まず下請について、県内業者へ優先的に発注すべき

じゃないかという趣旨の御質問にお答えいたします。

　土木建築部においては、工事発注する際に当たりま

して元請業者に対しまして工事施工に当たっての留意

事項を配布しております。その中で、下請業者の選定

に当たっては県内企業を活用するようお願い、要望し

ているところであります。これを特記仕様書への記載

については、ほかの県の状況、それから県内の関係機

関・団体の意見も参考にしながら、特記仕様書として

記載する方向で検討していきたいと考えております。

　それから学校の仮設プレハブ工事についての御質問

でございますが、県内の学校校舎の建てかえ工事の際

には、仮設工事の建設工事については、１社だけこれ

は元請は県内業者でありましたけれども、この元請が

倒産したためにその下に下請としておりました下請業

者――これは県外企業でございますが――これを契約

した事例が１例ありますけれども、それを除いてすべ

てほかの工事につきましては県内企業が受注しており

ます。

　それから自動車道の無料化実験についての件であり

ますけれども、これも先ほど答弁いたしましたけれど

も、これは社会実験を６月からケースを変えてやろう

ということでございまして、このケースを変えてやっ

た結果につきましては、国のほうでデータを収集しま

して分析をすることになっています。その際はいわゆ

る本格的運用については、広く県民意見を把握すると

いうことになっておりますので、県としましてもその

結果を踏まえまして総合的に今後の対応について検討

していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　待機児童対策特別

事業基金の中の、認可外指導監督基準達成のための施

設改善費補助の活用についての再質問にお答えいたし

ます。

　県としましては、当該事業の実施において支障と

なっている補助要件についての見直しや、既に証明書

の交付を受けている施設からの活用要望が強くあるこ

とから、立入調査において指摘を受けた箇所の改修等

を実施できるよう、今後国と協議していきたいと考え

ております。

　当該基金につきましては、認可外保育施設の認可化

促進、それから入所児童の処遇向上に資するものであ

り、今後基金を有効に活用できるよう、国と協議し、

完全執行に努めていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　赤嶺議員の再質問に

お答えいたします。

　中部病院の７対１看護を実施する上で現場からの要

求は何人かの御質問でございますが、中部病院の７対

１看護体制実施のための看護師数の増員数93名につい

ては、病院現場とも十分調整を行い、必要な看護師数

を算出したものであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　赤嶺議員の再質問にお答

えします。

　給食を無料支給することについてお答えいたしま
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す。

　学校給食については、学校給食法の規定により現行

制度においては給食費の無料支給は困難であります。

給食費の支援等につきましては、全国の都道府県教育

委員会でも現在国に対して要望しているところであり

ます。

　御提案の給食の無償化について、次期沖縄振興計画

に盛り込むことにつきましては、関係部局等と調整を

図りながら可能性も含めて今後検討していきたいと考

えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時20分休憩

　　　午後７時22分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　再質問にお答えいた

します。

　93名については、病院現場と十分調整した上でござ

います。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　仲田部長ありがとうございました。

ぜひ特記事項を前向きに仕様書に県内下請を明記して

もらうように頑張っていただきたいと思っておりま

す。よろしくお願いします。

　最後に知事に、沖縄振興についてどうしてもちょっ

とお聞きしておきたいなと思っているんですが、もう

既に職員の皆さんが各省庁を回っているんですけれど

も、どうも話を聞くとみんな厳しいという言葉が返っ

てくるものですから、最後に聞きたいのは、知事は今

度の沖縄振興計画は、沖縄が主体となる計画に国の支

援を求める考えなのか。それともこれまで同様の国に

よる沖縄振興計画にしたいのか、そこだけははっきり

させていただきたいと思っています。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　今の赤嶺議員の再々質問に

お答えしますが、何度か申し上げていると思います

が、今度の振興法・振興計画のその考えは、基本的に

沖縄が主体となる内容のものをつくって国が支援する

という形でやってまいりたいということでございま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　以上をもって代表質問は終わ

りました。

　本日の日程はこれで全部終了いたしました。

　次会は、明25日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後７時25分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。
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嶺 井　 光

比 嘉 京 子
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議　　事　　日　　程　第５号

平成23年２月25日（金曜日）

午前10時開議

第１　一般質問

第２　甲第１号議案から甲第36号議案まで及び乙第１号議案から乙第36号議案まで（質疑）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　一般質問

日程第２　甲第１号議案から甲第36号議案まで及び乙第１号議案から乙第36号議案まで

甲第１号議案　平成23年度沖縄県一般会計予算

甲第２号議案　平成23年度沖縄県農業改良資金特別会計予算

甲第３号議案　平成23年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計予算

甲第４号議案　平成23年度沖縄県中小企業振興資金特別会計予算

甲第５号議案　平成23年度沖縄県下地島空港特別会計予算

甲第６号議案　平成23年度沖縄県母子寡婦福祉資金特別会計予算

甲第７号議案　平成23年度沖縄県下水道事業特別会計予算

甲第８号議案　平成23年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計予算

甲第９号議案　平成23年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計予算

甲第10号議案　平成23年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計予算

甲第11号議案　平成23年度沖縄県林業改善資金特別会計予算

甲第12号議案　平成23年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

甲第13号議案　平成23年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計予算

甲第14号議案　平成23年度沖縄県自由貿易地域特別会計予算

甲第15号議案　平成23年度沖縄県産業振興基金特別会計予算

甲第16号議案　平成23年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計予算

甲第17号議案　平成23年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計予算

甲第18号議案　平成23年度沖縄県駐車場事業特別会計予算

甲第19号議案　平成23年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

甲第20号議案　平成23年度沖縄県公債管理特別会計予算

甲第21号議案　平成23年度沖縄県病院事業会計予算

甲第22号議案　平成23年度沖縄県水道事業会計予算

甲第23号議案　平成23年度沖縄県工業用水道事業会計予算

甲第24号議案　平成22年度沖縄県一般会計補正予算（第５号）

甲第25号議案　平成22年度沖縄県農業改良資金特別会計補正予算（第１号）

甲第26号議案　平成22年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計補正予算（第１号）

甲第27号議案　平成22年度沖縄県中小企業振興資金特別会計補正予算（第１号）

甲第28号議案　平成22年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第３号）

甲第29号議案　平成22年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算（第１号）

甲第30号議案　平成22年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計補正予算（第１号）

　　　　　　平成23年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 ５ 号）　　　　　　第 ２ 回

　

平成23 年２月 25日（ 金曜日）午前 10時２分開議
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甲第31号議案　平成22年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計補正予算（第

１号）

甲第32号議案　平成22年度沖縄県自由貿易地域特別会計補正予算（第２号）

甲第33号議案　平成22年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計補正予算（第１号）

甲第34号議案　平成22年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計補正予算（第１号）

甲第35号議案　平成22年度沖縄県病院事業会計補正予算（第２号）

甲第36号議案　平成22年度沖縄県水道事業会計補正予算（第２号）

乙第１号議案　沖縄県職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例の一部を改正する条

例

乙第２号議案　沖縄県職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

乙第３号議案　沖縄県職員定数条例の一部を改正する条例

乙第４号議案　沖縄県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県特別会計設置条例の一部を改正する条例

乙第６号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　沖縄県産業廃棄物税条例の一部を改正する条例

乙第８号議案　沖縄県財産の交換、出資、譲与及び無償貸付け等に関する条例の一部を改正する条

例

乙第９号議案　沖縄県新しい公共支援事業基金条例

乙第10号議案　沖縄県介護基盤緊急整備等臨時特例基金条例の一部を改正する条例

乙第11号議案　沖縄県配偶者等暴力被害者支援基金条例

乙第12号議案　沖縄県青少年保護育成条例の一部を改正する条例

乙第13号議案　沖縄県青少年問題協議会設置条例を廃止する条例

乙第14号議案　沖縄県ワクチン接種促進基金条例

乙第15号議案　沖縄県看護師等修学資金貸与条例の一部を改正する条例

乙第16号議案　沖縄県国民健康保険広域化等支援基金条例の一部を改正する条例

乙第17号議案　沖縄県妊婦健康診査支援基金条例の一部を改正する条例

乙第18号議案　沖縄県中山間地域等直接支払事業基金条例を廃止する条例

乙第19号議案　沖縄県産業振興基金条例の一部を改正する条例

乙第20号議案　沖縄県道路占用料徴収条例の一部を改正する条例

乙第21号議案　沖縄県屋外広告物条例の一部を改正する条例

乙第22号議案　沖縄県学校職員定数条例の一部を改正する条例

乙第23号議案　沖縄県暴力団排除条例

乙第24号議案　沖縄県警察職員の定員に関する条例の一部を改正する条例

乙第25号議案　土地の処分について

乙第26号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第27号議案　交通事故に関する和解等について

乙第28号議案　交通事故に関する和解等について

乙第29号議案　配当異議請求事件の和解について

乙第30号議案　配当異議請求事件の和解について

乙第31号議案　配当異議請求事件の和解について

乙第32号議案　訴えの提起について

乙第33号議案　訴えの提起について

乙第34号議案　包括外部監査契約の締結について

乙第35号議案　副知事の選任について

乙第36号議案　沖縄県教育委員会委員の任命について

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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 出　席　議　員（47名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　席　議　員（１名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　山　内　末　子　さん

11　番　　上　里　直　司　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　新　垣　清　涼　君

23　番　　新　垣　安　弘　君

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　奥　平　一　夫　君

36　番　　比　嘉　京　子　さん

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　上　原　良　幸　君

知 事 公 室 長　　又　吉　　　進　君

総　務　部　長　　兼　島　　　規　君

企　画　部　長　　川　上　好　久　君

文化環境部長　　下　地　　　寛　君

福祉保健部長　　奥　村　啓　子　さん

農林水産部長　　比　嘉　俊　昭　君

観光商工部長　　勝　目　和　夫　君

土木建築部長　　仲　田　文　昭　君

企　業　局　長　　宮　城　嗣　三　君

病院事業局長　　伊　江　朝　次　君

会 計 管 理 者　　米　蔵　博　美　さん

知　事　公　室
　　　　　　　　　饒平名　知　成　君
秘書広報統括監

総　　務　　部
　　　　　　　　　新　垣　郁　男　君財 政 統 括 監

教 育 委 員 会
　　　　　　　　　中　野　吉三郎　君委　　員　　長

教　　育　　長　　金　武　正八郎　君

公 安 委 員 会
　　　　　　　　　翁　長　良　盛　君委　　員　　長

警 察 本 部 長　　村　田　　　隆　君

労 働 委 員 会　　　　　　　　　平　良　宗　秀　君事　務　局　長

人 事 委 員 会　　　　　　　　　岩　井　健　一　君事　務　局　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君

46　番　　新　里　米　吉　君



－ 180 －

○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程第１及び日程第２を一括し、これより直ちに一

般質問を行い、甲第１号議案から甲第36号議案まで及

び乙第１号議案から乙第36号議案までを議題とし、質

疑に入ります。

　質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

　渡嘉敷喜代子さん。

　　　〔渡嘉敷喜代子さん登壇〕

○渡嘉敷喜代子さん　おはようございます。

　社民・護憲ネットの渡嘉敷喜代子です。

　２月23日に起こりました嘉手納飛行場でのＦ15のパ

ンクのことについて、これは質問通告後に発生した重

大な問題であることから、議事課に連絡済みでありま

すので、先例を踏まえて質問をさせていただきます。

　報道によりますと、Ｆ15がパンクをして、そしてな

かなかとまらないのでチェーンでとめたと、滑走路の

端でやっととめたという報道がありましたけれども、

地元からの通報によりますと、チェーンに引っかけて

とめる訓練をしていた。それがなかなかとまらなくて

操縦士が後ろのタイヤをパンクさせたというような状

況もあるわけですから、そのあたりどういう訓練をし

ていたのか、県にそれを問い合わせたいと思います。

　そして、普天間にダイバートをやった６機のＦ15が

普天間でも同じような訓練をやろうとしたのか、ある

いはやったのか、そのあたりの事実関係などについて

もお尋ねしたいと思います。

　このダイバート訓練について、私ども県議会でも抗

議決議をしているにもかかわらず、このような状況に

対して私たちは本当に憤りを感じてこのことを抗議し

なければいけないと思います。お尋ねいたします。

　それでは、通告に従いまして一般質問をさせていた

だきます。

　知事の政治姿勢についてでありますが、茨、米国と

対等の立場での外交交渉、脱官僚が民主党のマニフェ

ストでした。多くの国民は民主党へ期待し、2009年政

権交代が実現しました。「最低でも県外」と明言した

鳩山前首相に県民は大きな期待をかけたものの、一方

では、辺野古の沖合だ、陸上だと外務大臣、防衛大臣

それぞれはばらばらの言動があり、結局辺野古へ戻っ

てきた。「抑止力は方便」で、辺野古海域の理屈づけ

で合意した日米共同発表を踏襲する菅首相は、１月24

日、施政方針演説で、本土復帰から40年、沖縄だけ負

担軽減がおくれていることはざんきにたえない。だ

が、普天間飛行場移設は辺野古で進めていくというよ

うなことを言っております。「ざんきにたえない」と

いうことは、消え入るほど本当に恥ずかしい思いをす

るけれども、それでもなお辺野古に基地を持ってい

く。このような言動に対して、県民として大変な憤り

を感じるわけですけれども、そのことに対して知事は

どのようなお考えなのか、所見をお尋ねしたいと思い

ます。

　芋、「海兵隊の抑止力は方便で辺野古回帰の理屈づ

けだった」との鳩山前首相の発言について知事の見解

を伺います。

　鰯、「米軍の圧力よりも官僚の壁が厚く崩せなかっ

た」という鳩山発言を裏づけるように、官僚主導に立

つ位置を変えた菅首相に、知事は県内移設断念をどん

な手法で交渉していくつもりなのかお尋ねいたしま

す。

　允、国は、辺野古の現況調査を拒否した名護市長を

告訴する報道がありました。知事の所見を伺います。

　印、防衛省は、キャンプ・シュワブに「名護防衛事

務所」を設置する動きがあります。北部地域における

基地行政業務の体制整備としているが、辺野古新基地

建設が前提であることは明らかであります。知事の所

見を伺います。

　咽、さらに、辺野古の浜、キャンプ・シュワブ提供

施設境界線に固定的フェンス建設についても、県外移

設を主張する知事の立場から反対すべきではありませ

んか。また、海浜保全の観点からもどうなのかお伺い

いたします。

　員は取り下げます。

　因、新年度予算で計上されている総合的安全保障研

究推進事業費の具体的な内容を伺います。

　姻、Ｊリーグサッカー場の建設が必要であるのかど

うかについてお尋ねしたいと思います。

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

事　務　局　長　　龍　野　博　基　君

次　　　　　長　　新　城　　　博　君

参事兼議事課長　　嘉　陽　安　昭　君

副　参　事　兼　　　　　　　　　平　田　善　則　君課　長　補　佐

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　仲宗根　　　章　君
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　引、空手道会館についても同様でありますが、財政

が厳しい状況の中で、なぜ箱物なのかという思いがし

てなりません。Ｊリーグについては、那覇の奥武山に

もできるのに、なぜ県は、沖縄市の運動公園にまたそ

れをつくらなければいけないのか、そのあたりをお尋

ねしたいと思います。

　そして、空手道会館の建設について、武道館との関

連はどうなるのか。そして、今は本当に目いっぱい使

われているのかどうか、その稼働状況などもお尋ねし

たいと思います。

　飲、知事選でカジノ導入断念の発言があったにもか

かわらず、経済界からの要請でカジノ導入の意図の発

言との整合性を伺います。一体、沖縄の将来像をどう

考えているのか、総合的な展望を知事にお伺いいたし

ます。

　２、教育行政について。

　茨、知事は、今後の沖縄振興に向けた取り組みにつ

いて、各種施策を盛り込んだ基本計画の策定に取り組

み、今後の振興の道筋を示したいと述べております。

教育のありようについてはどのように考えているの

か、知事と教育長にお伺いします。

　芋、新学習指導要領で、すべての教科で言語活動を

重視しております。その背景は何なのか、教育長の見

解をお尋ねします。

　鰯、「学校の読書も、子供たちに差異があり、中に

は興味を持てずページをめくるだけの子もいる｣、こ

れは本土大手新聞社説の一節でありますが、読書指導

法への工夫が必要と思われますが、教育長の見解をお

伺いします。

　允、学校司書の定数粋が確保されたと聞きますが、

これまでの経緯などについてお伺いいたします。専門

職としての採用試験の実施時期についてもお伺いいた

します。

　３、福祉行政について。

　茨、沖振法の新法制定のこの時期に、公的学童保育

所の設置が見られません。学童保育所に来られない低

所得者の子供たちへの対応が今問われているわけであ

ります。そして、このたび学童保育所に対しての家賃

の補助とか予算は計上されているようでありますが、

この時期だからこそ、本当に公的な学童保育所を設置

するということまで踏み込んでやっていただきたいな

という思いがします。そのことはどう考えていらっ

しゃるのかお尋ねいたします。

　芋については取り下げます。

　鰯、県立病院全体の医師、看護師の体制はどうなっ

ているのか。また、医師、看護師、その他職員との割

合はどうなっているのか伺います。

　允、看護師離職者がふえる背景と今後の対策を伺い

ます。

　印、県立病院経営再建計画の最終年度を迎え、今後

どう進めていく予定なのか。知事の所信表明で「運営

の抜本的な改善」とはどんな取り組みを視野に入れて

いるのか伺います。

　咽、待機児童ゼロにかける次年度の予算計上額と施

設数、児童数を伺います。さらに、認可外保育所の児

童１人当たりにかける見込み額を伺います。

　４、我が会派の代表質問と関連してお尋ねいたしま

す。

　中部病院が７対１看護を今年度から行うことになっ

ておりますが、その確保した増員の93名の看護職の内

訳が事務職２名、そして現業が６名になっております

が、その現業の内訳をお尋ねしたいと思います。実質

的には看護師が85名の増になっているわけでありま

す。そして、病院というのは看護師だけで行われてい

るわけでなくて、いろいろな部署の人たちがいてこそ

病院の運営がなされるわけでありますから、一方にし

わ寄せがいくということはいかがなものかというふう

に思われてなりません。

　そして、その93名の算出ですけれども、どこから出

されたものなのか。これは最低基準でしかないという

現場のほうからの声も聞こえてきます。最低130名か

ら160名必要ではないのかということになるわけで

す。ということは、これまでの中部病院の超勤時間数

とか年休取得、そういう状況がどうなっているのかも

あわせてお尋ねしますが、超勤や休みがとれないとい

うことでの離職者がふえている傾向にあるという状況

でもそのあたりのことをしっかりとお尋ねしたいと思

います。

　そして、公務員の看護師をやめて民間病院に移った

人に話を聞いたときに、せっかくの公務員をやめて民

間で待遇はよかったんですかと聞きましたら、お金の

問題ではありませんよと。県はもう超勤が多くて、県

の看護師をしていたら子育てができませんというよう

な状況にあるわけですから、本当に看護師を確保し

て、しっかりと休みもとれるような状況をつくってい

かなければ、これからも看護師がどんどんやめていく

傾向にあるのではないかと思います。

　そして３番目でありますが、南部医療センターの看

護師の確保についてですが、７対１になったときの看

護師の確保が、今の中部病院でやろうとしている現業

のほうとか、あるいはほかの部署から減にして看護師

をふやしていった状況がないのかどうか。そして、７
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対１看護になって以後の超勤時間数とか年休の取得状

況などもお尋ねしたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　渡嘉敷喜代子議員の御質問に答弁させていただきま

す。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、鳩山前総理の

発言についての御質問にお答えいたします。

　鳩山前総理の発言につきましては、直接お聞きした

わけではありませんが、報道のとおりとすれば、「方

便」という言葉は理解しがたい表現と言わざるを得ま

せん。

　県は、政府に対し、頭越しではなく、地元の理解・

協力を得なければならないとか、県民の納得のいく説

明や解決策を示すよう繰り返し申し上げてまいりまし

たが、今回の鳩山前総理の一連の発言は、県民の納得

のいく説明とは言いがたく、まことに遺憾であると考

えております。

　同じく知事の政治姿勢の中で、普天間飛行場の県外

移設に向けた取り組みについての御質問にお答えいた

します。

　県は、総理を初め各大臣との面談など、あらゆる機

会を通じ普天間飛行場の県外移設の実現を強く求めて

まいりたいと考えております。また、その実現を図る

ためには日本全体で米軍基地の負担を分かち合うべき

であるということを広く国民に理解してもらう必要が

あると考えております。平成23年度には、世論を喚起

するための広報活動など積極的に推し進めてまいる所

存でございます。特に、県内移設は事実上不可能であ

るという沖縄の状況を日米両政府と国民に理解しても

らうため、あらゆる方策を検討し実施していきたいと

考えております。

　次に、教育行政に係る御質問の中で、沖縄振興のた

めの基本計画における教育分野についての御質問にお

答えいたします。

　沖縄県のこれからの教育のあり方につきましては、

「沖縄21世紀ビジョン」の中で「人権尊重と共生」、

そして「グローバルな教育先進地域づくり」、さらに

は「「海邦養秀」の拠点形成」の３つの推進戦略を示

しております。その推進戦略を実現するための基本計

画策定におきましては、沖縄らしい個性を持った人づ

くりの推進、そして国際性と多様な能力を涵養する教

育システムの構築などの基本政策を掲げ、多様な能力

を発揮し、未来を開く島を目指して取り組んでいくこ

とといたしております。

　資源が少ない島嶼圏沖縄におきましては、人材こそ

が最大の資源であります。「沖縄21世紀ビジョン」実

現に向けて、沖縄の未来を担う心豊かで国際的な視野

を持った多様な人材の育成に取り組んでまいりたいと

考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につい

ての中の、菅総理の施政方針演説についてお答えいた

します。

　菅総理は、去る１月24日の施政方針演説において、

「普天間飛行場の移設問題については、昨年５月の日

米合意を踏まえ、沖縄の皆様に誠心誠意説明し、理解

を求めながら、危険性の一刻も早い除去に向け、最優

先で取り組みます。」と発言されています。

　県としましては、普天間飛行場の一日も早い危険性

除去に積極的に取り組むことは重要であると考えてお

りますが、県内移設は事実上不可能であり、政府にお

いては日米共同発表を見直し、普天間飛行場の県外移

設及び早期返還に取り組んでいただく必要があると考

えております。

　次に、国が名護市長を告訴するとの報道についてお

答えいたします。

　去る２月４日の衆議院予算委員会において片山総務

大臣は、国は、一般私人としての立場もあり、行政不

服審査法に基づいて、必要があれば不服申し立てを

し、その後、訴訟をすることができるとの見解を示し

ておりますが、一般論として述べたものであり、直ち

に国が名護市に対し訴訟を提起するとは理解しており

ません。

　いずれにしましても、県としましては、今後とも重

大な関心を持ってその推移を注視していきたいと考え

ておりますが、県内移設は事実上不可能であり、県外

移設を求める県の考えに変わりはありません。

　次に、名護防衛事務所についての御質問にお答えい

たします。

　沖縄防衛局によりますと、名護防衛事務所は、キャ

ンプ・シュワブを含む北部地域における基地行政業務

に適切に対応できる体制を整備するため設置を予定し

ているとのことであります。

　政府は、普天間飛行場移設問題を日米共同発表に

沿って解決するとしておりますが、名護防衛事務所と

の関連について具体的な説明は受けておりません。

　次に、キャンプ・シュワブのフェンスについてお答
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えいたします。

　米軍によると、既存の有刺鉄線は悪天候の際は危険

であり、固定されていないため境界線を特定すること

が困難としており、新しいフェンスは厳しい天候に耐

え、境界線をよりよく示すものとなると説明しており

ますが、普天間飛行場代替施設との関連については明

らかにされておりません。また、フェンス設置による

海岸など環境への影響について米軍に確認したとこ

ろ、新設の金網フェンスは、これまでと同様に、海

水、漁場及び海洋生物への影響は少ないと考えられる

との回答がありました。

　沖縄防衛局からは、米軍に対し、境界線上の工事で

あるが、施設区域外に影響を及ぼすことがないよう申

し入れているとのことでありました。

　県としましては、フェンスの設置が住民生活や環境

に影響を与えないよう求めているところであります。

　次に、総合的安全保障研究推進事業費の内容につい

てお答えいたします。

　総合的安全保障研究推進事業では、日米の国防・安

全保障政策や今後の国際情勢等を踏まえ、沖縄の過重

な基地負担の軽減に向けた方策について、県としての

考え方を取りまとめる予定であります。

　具体的な研究内容等については、今後県庁内に立ち

上げる予定のプロジェクトチームにおいて検討してま

いりたいと考えております。

　次に、ダイバートに関する御質問ですけれども、通

告では２問あったと承知しておりますので、２問を一

括してお答えいたします。

　去る２月23日午後４時ごろ、沖縄防衛局から、Ｆ15

戦闘機が嘉手納飛行場の滑走路上でパンクし、滑走路

が使用できなくなったことに伴い、同飛行場所属のＦ

15戦闘機６機が普天間飛行場へダイバートしたとの連

絡を受けました。

　県は昨年９月、嘉手納飛行場から普天間飛行場及び

那覇空港へダイバートすることがないよう安全管理の

徹底と適切な運用を求めていたところであります。

　今回、普天間飛行場へ戦闘機のダイバートが発生

し、周辺住民へ騒音等の負担を与えたことは極めて遺

憾であり、県は、翌２月24日、嘉手納基地渉外部及び

沖縄防衛局に対し改めて安全管理の徹底と適切な運用

を求めたところであります。

　なお、Ｆ15がパンクした際の詳しい状況及び原因に

ついては、現在沖縄防衛局に照会しているところであ

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　知事の政治姿勢につ

いての中の、Ｊリーグサッカー場建設の必要性につい

ての御質問にお答えします。

　プロ野球キャンプやＮＡＨＡマラソンなどでも明ら

かなように、スポーツは県内各地域に相当の経済効果

をもたらしております。サッカーについては、今年

度、県のスポーツ・ツーリズム推進事業で支援してい

る「美ら島サッカーキャンプ」に国内外から７チーム

が参加しております。

　県としましては、沖縄でＪリーグチームが誕生する

ことによりサッカーキャンプのさらなる拡大が図られ

るとともに、公式戦の開催を通じたスポーツ・ツーリ

ズムの推進やメディアを通じた沖縄のＰＲ機会の拡

大、ひいてはスポーツの振興や地域の活性化に大きな

効果をもたらすものと考えております。そのため、県

内チームのＪリーグ参入を支援するため、プロサッ

カーの公式戦が開催可能なサッカー場の整備に積極的

に取り組んでまいりたいと考えております。

　同じく知事の政治姿勢についての中の、空手道会館

の建設と武道館との連携についての御質問にお答えし

ます。

　沖縄が誇る文化の一つであり、世界じゅうに愛好家

を有する空手については、県としては有効な観光資源

としてさらなる活用を図っていきたいと考えておりま

す。そのため、平成23年度において空手道会館建設に

向けた調査を実施することとしており、観光資源とし

ての活用のみならず、空手の持続的な発展基盤の構築

に必要な機能やそれを実現する空間のあり方等につい

て、武道館との役割分担も含めて検討していきたいと

考えております。

　同じく知事の政治姿勢についての中の、カジノ導入

の考え方と沖縄観光の将来像についての御質問にお答

えします。

　沖縄県では、国際観光客などの多様なニーズに対応

し、夜間や雨天時及び季節を問わず楽しめるカジノ・

エンターテインメントは、沖縄観光にとって国際観光

地としての地位を確立するための有効な手段の一つで

あると考えており、調査研究を進めております。先

日、沖縄県経済団体会議からカジノ誘致促進について

要請を受けたところであり、現在、関係者との意見交

換を行っております。

　しかし、カジノ導入については賛否両論あることか

ら、国のカジノを合法化する法律案の動向等を踏まえ

つつ、カジノ導入に伴う効果や課題について慎重に検

討を行い、県民のコンセンサスを前提として取り組み



－ 184 －

を進めていきたいと考えております。

　沖縄観光の将来像については、沖縄観光を自立経済

の構築に向けた成長のエンジンとしてさらに発展さ

せ、世界じゅうから観光客が集まる「国際観光都市お

きなわ」の形成を実現してまいりたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは知事の政治姿勢

についての御質問で、武道館の稼働状況についてお答

えいたします。

　県立武道館は、本県における総合武道センターとし

て武道の普及・振興を図るとともに、青少年の健全育

成と県民の健康・体力づくりの場として平成９年に建

築されました。武道館は、空手道世界大会や全国高校

総体の柔道、なぎなた、弓道の会場になるとともに、

卓球やバドミントン等の競技大会や個人練習、さらに

沖縄の産業まつりや沖縄県産業教育フェア、各種研修

会等に活用されております。

　なお、平成21年度の武道館の使用状況は、休館日を

除いて年間306日開館し、稼働率は100％となっており

ます。また、利用者数は約26万6000人であります。

　次に、教育行政についての御質問で、沖縄振興のた

めの基本計画における教育分野についてお答えいたし

ます。

　沖縄県の教育については、21世紀ビジョンに示され

た３つの推進戦略や４つの基本施策を踏まえ、沖縄に

生活する子供たちが島嶼圏である不利益性を払拭し、

時代を切り開き、日本のみならず世界で活躍するグ

ローバルな人材となるよう育成することが教育の目指

すところであります。

　具体的な基本計画の策定においては、生命尊重の

心、共生の心、地域を誇りに思う心等「沖縄らしい個

性を持った人づくりの推進」、教育に係る負担の軽減

等の「公平な教育機会の享受に向けた環境整備」、

「生きる力」をはぐくみ社会の変化に柔軟に対応でき

るよう「自ら学ぶ意欲を育む教育の充実」、そして国

際社会との交流と共生を図るため「国際性と多様な能

力を涵養する教育システムの構築」等を掲げていると

ころであります。

　未来を担う宝物である子供たちが沖縄の心を大切に

しながら国際的な視野を持ち、主体的に行動ができる

よう取り組んでまいりたいと考えております。

　次に、言語活動重視の背景についてお答えいたしま

す。

　新学習指導要領で「言語活動の充実」が重視されて

いる背景として３点あります。１つ目に、知識基盤社

会の到来とグローバル化の進展で、子供たちには変化

に対応する能力や幅広い知識と柔軟な思考に基づく判

断力が求められていること、２つ目に、国際的な学力

調査であるＰＩＳＡ調査や全国学力調査等の結果、我

が国の子供たちの思考力・判断力・表現力等に課題が

あること、３つ目に、学校教育法の改正により、学力

の要素が基礎的・基本的な知識及び技能の習得と、こ

れらを活用して課題を解決するために必要な思考力・

判断力・表現力等の能力をはぐくみ、主体的に学習に

取り組む態度を養うことと規定されたことなどが挙げ

られます。言語に関する能力を高めることは、コミュ

ニケーション能力や豊かな心をはぐくむ上で重要なこ

とであります。

　県教育委員会としましては、国語の授業で培った論

述や説明等の言語活動を行う能力を基本に、すべての

教科等において「言語活動の充実」に努めてまいりた

いと考えております。

　次に、読書指導の工夫についてお答えいたします。

　読書は、言葉を学び、表現力を高め、創造力を豊か

にし、感性を磨くなど人生をより深く生きるために欠

くことのできない活動であるととらえております。学

校においては、ブックトークや読書郵便など児童生徒

の発達の段階に応じて本を読む楽しさを味わわせると

ともに、意欲的に本を読み、知識を広げたり自分の考

えを深めたりするなどの読書の質を高める読書活動を

推進しております。また、保護者等による読み聞かせ

なども多くの学校で展開されております。

　県教育委員会としましては、読書に親しむ環境の整

備を促進するとともに、幼児・児童生徒一人一人が読

書を生活の一部とし、本を通して生活を豊かにするよ

う指導の充実を図ってまいりたいと考えております。

　次に、司書教諭の定数確保の経緯と採用試験の実施

についてお答えいたします。

　児童生徒の豊かな感性や情操をはぐくむ学校図書館

教育の充実において、これまで学校司書が果たしてき

た役割は大きなものがあると考えております。

　県教育委員会としましては、学校図書館教育のさら

なる充実に向けて学校司書の退職不補充を見直し、教

職員定数の改善に努めました。平成23年度は定数を22

名増員し、すべての高等学校60校と特別支援学校８校

にそれぞれ１名、合計68名の常勤の学校司書を配置す

る予定であります。

　なお、学校司書の採用試験につきましては、平成23

年度実施に向けて関係機関等と協議してまいりたいと
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考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　福祉行政について

の御質問の中の、公的放課後児童クラブの設置につい

てお答えします。

　放課後児童クラブの設置につきましては、公的施設

を活用した場合、家賃の負担がなく、経営の安定が図

られるなどのメリットがあることなどから、既存の国

庫補助メニューを活用したクラブの設置や学校の余裕

教室を活用したクラブの実施について市町村に働きか

けているところであります。

　なお、沖縄県は、全国に比べて民立民営のクラブが

多い状況にあることから、「新たな子育て支援制度」

の提案の中で家賃補助などの民立民営クラブへの支援

を国に求めているところであります。

　今後とも、「新たな子育て支援制度」の実現に向け

て国と調整していくとともに、公的施設を活用したク

ラブの設置促進に努めてまいります。

　次に、看護師の離職防止対策についてお答えしま

す。

　日本看護協会の調査によりますと、沖縄県の常勤看

護職員の離職率は、平成17年度が14.2％、18年度が

11.6％、19年度が15.3％、20年度が15.6％となってお

ります。

　平成21年に県が調査した離職の主な理由は、健康問

題、転居、家族の介護、出産・育児で、新人看護師に

おいては基礎教育終了時点と現場とのギャップが多い

状況となっております。

　離職防止対策としては、１年未満での離職者が多い

新人看護師の臨床研修が効果的とされております。こ

のことから、平成22年４月に改正された「看護師等の

人材確保の促進に関する法律」で、各医療機関におい

て新人看護師の研修が努力義務とされたところであり

ます。

　県としては、今年度から医療機関が行う新人看護師

研修事業に対して助成するとともに、潜在看護師の再

就職支援事業にも助成するなど、医療機関の看護師確

保の支援を行っているところであります。

　次に、待機児童解消に係る次年度の予算の内容等に

ついてお答えします。

　待機児童の解消については、安心こども基金及び保

育所入所待機児童対策特別事業基金を設置し、定員の

増に努めております。

　平成23年度当初予算案として安心こども基金事業の

保育所整備分で約48億円、待機児童対策特別事業とし

て約４億6000万円を計上しております。平成23年度は

２つの基金を活用し、25施設の保育所整備及び10施設

の認可化で合わせて約1400人の定員増を図る計画と

なっております。

　認可外保育施設への給食費支援につきましては、入

所児童の一層の処遇向上のために、平成23年度当初予

算案において新すこやか保育事業を拡充しておりま

す。その拡充内容は、新たにおかず及びおやつ代も対

象とすることなどにより、児童１日当たりの助成単価

40円を77円に拡充する予定であり、前年度と比べ約

5600万円の増となります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　それでは福祉行政に

ついての御質問の中で、医師、看護師の体制及びその

他職員との割合についてお答えいたします。

　病院事業局の現在の定数は2411名で、そのうち医師

は311名、看護師は1566名、その他職種は534名となっ

ており、それぞれの割合は、医師12.9％、看護師

65％、その他職種22.1％となっております。

　次に、経営再建計画最終年度の運営方針及び抜本的

な改善への取り組みについてお答えいたします。

　病院事業局では、病院長への権限移譲、病院専門職

員の採用、材料費縮減プロジェクトの推進、民間コン

サルタントの活用等により安定的な経営基盤の構築を

図るなど、運営の抜本的な改善を進めているところで

あります。

　平成23年度は、経営再建計画の最終年度として引き

続きこれらの取り組みを強化するとともに、職員の意

識改革を図り、地域に必要な医療提供体制の確保に努

めていきたいと考えております。

　次に、我が会派の代表質問との関連についての中

で、増員分93名の内訳と他部署への影響についてお答

えいたします。４の茨のアと４の茨のイは関連します

ので一括してお答えします。

　中部病院でＩＣＵ等の特殊病棟を除く一般病棟にお

いて、７対１看護体制を導入するために看護師の必要

数に基づき93名をふやすこととしております。減員分

については、事務執行体制の見直し等により事務職と

現業職で８名を削減するものです。差し引きにより85

名の増員となっております。なお、減員になる職種に

ついては、必要に応じて嘱託、委託などで対応するこ

ととしております。

　次に、増員分93名は最低基準ではないかについてお
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答えいたします。

　増員分93名については、一般病棟の病床数に基づい

て算出された７対１看護体制に必要な人数でありま

す。

　次に、７対１看護体制時の超勤時間と有給休暇取得

状況についてお答えいたします。４の茨のカと４の茨

のキは関連しますので一括してお答えします。

　中部病院の看護師月１人当たりの超勤時間は、平成

21年度6.3時間、有給休暇取得日数は7.7日でありま

す。

　南部医療センター・こども医療センターの７対１看

護体制を実施している病棟の月１人当たりの超勤時間

については、平成20年度は3.1時間、21年度は1.3時

間、７対１看護体制実施後の平成22年は0.8時間であ

ります。また、１人当たりの有給休暇取得日数は、平

成20年は7.2日、21年は11.8日、22年は10日でありま

す。

　病院現場からは、超勤時間や夜勤回数が減った、有

給休暇が取りやすくなったという評価をする声が上

がっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　嘉手納での事故の件なんですけ

れども、通常、ワイヤーでそれをとめる訓練がやられ

ているという状況もあるんですけれども、そのあたり

県として掌握していらっしゃいますか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　私の承知しているとこ

ろによりますと、Ｆ15戦闘機には拘束装置フックが装

備されておりまして、着陸時にそのフックを利用して

ワイヤーに引っかけて制動するということがあるよう

でございます。ただ、その訓練がどの程度の頻度で行

われているかについては今のところ把握しておりませ

ん。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　今回はパンクしてワイヤーでと

めたという全く逆な報道になっているわけです。知事

公室長もそういう答弁でしたけれども、ワイヤーに

引っかけてとめるようなそういう訓練というのは、今

回の事故で本当に危ないという状況ですよね。密集地

でこういう訓練をすることに対して、やはりだめだと

いうことをしっかりと知事のほうから申し入れるな

り、そういうことをやっていただきたいと思います。

答弁は要りません。

　それから知事、これまでの鳩山さんからの話の中

で、情報ルートとして米側から官僚、そして鳩山首相

と、そういうルートでの情報があったということで、

すべて官僚が主体になった運営になっていたという情

報が出ています。知事も官僚であったわけですから、

日本の官僚は、僕たちが背負っているんだというそう

いうおごりもあるかと思います。そういうことで、

今、菅首相が官僚主体のそういう行政運営をやってい

るということも明らかなんですね。そういう中で、知

事は、今回の県外移設はどういう糸口でやっていこう

とするのか、戦略はあるのかお尋ねしたいと思いま

す。

○知事（仲井眞弘多君）　休憩してください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時47分休憩

　　　午前10時47分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の渡嘉敷議員の御質問で

すが、今の日本のお役所といいますか、国の役所でお

役人がどういうふうな仕事をしているかについてはい

ろんな見方があろうかと思いますし、私は別に、お役

人はお役人のミッションをしっかり果たせばいいし、

果たしていると思っております。それは無論いろんな

見方があって、批判されるべきところもいろいろある

かもしれませんが、それなりにきちっとした仕事もし

ていると私は思っております。

　ですから、官僚といいますか、お役所におけるお役

人が意味がないとか、かえっておかしいという見方を

頭からすること自体には私は賛成はしませんが、た

だ、それを乗り越えてしっかり政治主導でやっていこ

うという志を持った民主党政権でしたから、そういう

方向の政治の仕方というのは当然のこととして私はあ

ると思いますし、国民はそれを支持したと思いますか

ら、菅首相にはその志をしっかり持ってめげずにやっ

ていただきたいと思いますし、私は、県外にというの

は、そのお役所の機能というのはお役人がいないと機

能は果たせませんから――無論そういうものも通じて

ですが――最後はやっぱりこれは政治的な決断といい

ますか判断が要ると思いますから、菅総理、防衛大臣

を含む今の内閣には県外というのをしっかり受けとめ

てやってもらうよう、私は仕事をしてまいりたいと考

えております。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　どう見ても菅首相は、脱官僚と

言いながら官僚主導でやっていっているというような

状況が見えてならないわけですね。そして今回、その

鳩山発言で「抑止力は方便」だということについて、



－ 187 －

知事は「方便」のことだけをおっしゃっていますけれ

ども、「方便」自体が問題ではないんですよ。一国の

首相だった人が、沖縄に海兵隊がいることの意味はな

いんだよと、抑止力はなくなりましたということを私

たちはとらえなければならないんです。

　そして、今、菅さんが官僚主導でやっている中で、

鳩山さんの抑止力がないということに対して一生懸命

隠そうと躍起になっているわけですよね。そこから見

ても、今、知事は沖縄に海兵隊の抑止力がないという

ことを盾に菅首相に迫っていくと、県外移設だよとい

うことが戦略として大変大切なことではないかと思い

ますけれども、そのあたりはどうお考えですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時51分休憩

　　　午前10時51分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今のアメリカの海兵隊が抑

止力はないかという点では、私は議員とちょっと考え

が違って、当然のこととして軍隊は抑止力を最もはっ

きり示すパワーだと思います。ですから、どれぐらい

の大きさかというのは、私は専門家ではありませんか

ら言えませんが、海兵隊というのはそもそも抑止力が

あるもんだというふうに私は思っております。ですか

ら、今、菅さんが抑止力があるという議論でもって

やっているから、抑止力のない海兵隊じゃないかとい

うことで対抗せよとおっしゃられても、そこのところ

は議員とちょっと違います。ですが、いずれにしても

一国の総理だった鳩山さんが「方便」という言葉で

もってもとへ戻るといいますか、自公時代のものへ戻

る理由に、今のその「方便」という言葉を使ったこと

にやっぱり理解できない部分があると私は思っている

のですが。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　海兵隊については、沖縄返還の

密約の中でも出てきています。沖縄の基地をすべてグ

アムに移すという状況の中で、６億5000万円の高額な

お金を日本政府に要求しているわけですね。これは支

払えないということで、どうぞ沖縄を自由に使ってく

ださいとやったのが日本政府ですよね。これが今まで

の流れになっているわけです。

　その後、海兵隊は過去の遺物であるとか無用論とい

うのは米国内にも出てきているわけです。そして、こ

の海兵隊の予算確保のために躍起となっているその海

兵隊族というような状況もある中で、今、知事が、海

兵隊は抑止力がないというスタンスに立って県外移設

を求めていくということは、菅さんに対しての大変な

インパクトにつながるんじゃないかと思うんですけれ

ども、そのあたりどうなんですか。やはりそれでも海

兵隊を認める立場ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今、認めますかという最後

の御質問の形になっておりましたが、海兵隊自身に抑

止力がある、ないの議論というのは、常識で考えても

軍隊の一部を構成していますから最も端的な抑止力だ

と私は理解をしております。ですから、確かに日本復

帰の前後からのいろんな内幕といいますか、いろいろ

と報道されてきております。いろんなことがあったの

だなということを私も読みながら思いますけれども、

今現在の海兵隊、要するに普天間の飛行場が県外にと

いうことは、海兵隊の抑止力がないものを置く理由が

ないじゃないかという理由というのは、なかなかこれ

は説得力を持ち得ないんじゃないでしょうかね、と思

います。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　知事、今、菅さんは官僚主導で

動いていて、とにかく沖縄に辺野古を持ってくるんだ

と、それ以外のことは検証しようともしていませんよ

ね。そういう中で、先ほどの答弁の中で、名護市の現

況調査の拒否についても、それから名護防衛事務所に

ついても、また辺野古とヘリパッドが一体化であると

いうことも明らかであるにもかかわらず、その一つ一

つをやはり県として反対していくこと、このことが県

外移設を訴えるまた大きな力にもつながっていくんだ

と思うんですけれども、そのことを静観しています。

だけど県外移設を求めますと、それはおかしいんじゃ

ありませんか。

　社民党で辺野古に関連する予算すべてについて反対

をしております。ですから、そういう立場に立って知

事もしっかりと県外移設を求めるならば、辺野古に関

連する予算、防衛局の事務所についても、それから名

護の現況調査についてもしっかりと反対の表明をすべ

きだと思いますがいかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　恐縮ですが、社民党の皆さ

んは安保をたしか認めておられないんでしたかね。そ

の立場に立った物の考えに近くて、私にはちょっと理

解できないところがありますので、今、議員の言った

考えでもって県外へというのを展開しろというのは一

つのお考えとしていただきますけれども、ただ、私は

議員と同じ考えでもってやっていこうとは必ずしも

思っておりません。
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○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　質問の方向を変えていきたいと

思いますが、知事、今では日米両政府に対しても米国

を訪問するとかと言っておりますけれども、今の日本

政府に対してはもうどうやっても歯が立たない、どう

しようもないという状況があるかと思います。そのた

めに全国でシンポジウムを開くなど広報したいという

ことなんですけれども、そのシンポジウムを開くとい

う回数と予算というのをどれだけ組んでいらっしゃい

ますか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　シンポジウムを開くという

のは一つの例でありまして、開くかどうか、どういう

内容で開くかはこれからです。シンポジウムというの

は一つの形でして、効果的であれば何回でも開きます

し、何もシンポジウムということだけでやっていこう

とは思っておりません。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　私は、シンポジウムを開いて積

極的な広報活動をするんだなと、もうやる気があるの

かなと思いましたけれども、今、それを聞いて全く今

までと変わらないような姿勢じゃありませんか。知事

は県外移設を言ったときに、安保が大事であるならば

全国民が等しくその負担を負いなさいということを

言っていますよね。ですけれども、全国民というの

は、これは沖縄に押し込んでいいというような考え方

もあるわけですよね。ですから、その人たちにどう広

報活動をしていかなければいけないのか、知らしめて

いかんといかぬのかということが大切なんですよ。だ

から、知事は本当にシンポジウムをやるつもりがある

んだというふうにして私は期待しましたけれども、そ

ういうことはないということですか。

　それでは、私のほうから提案します。

　今回の知事選挙で仲井眞知事に投票した数が33万で

したかね。そして、伊波洋一さんには29万幾らでした

ね。合計で県内移設に反対する64万の人たちが投票し

ているわけですね。私からの提案ですが、この64万人

が１人1000円のカンパをしたら６億4000万円のお金が

募れるわけですよ。それで、県外移設にお願いします

という形で全国民に、大手新聞に広報を載せるとか、

あるいは米国に対して米国の皆さんに訴えていくと

か、そういうこともあり得るわけですけれども、その

件についてどうお考えですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　いいお考えですから、それ

はいただいて検討させてください。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　先ほどから知事の答弁は、これ

からも総理との面談をしていきながら県外移設を求め

ていくという言い方をしていますが、これまでのやり

方と全く変わっていない、そして抑止力もあるという

そういう状況の中で、私は本気さが見られないなとい

う印象を受けました。そして、私と社民党との違いは

あるでしょうと言いながらも、やっぱり本気で県外移

設を訴えていく、あるいは国外移設を訴えていくなら

ば、もう少し本気度があってもいいのかなという思い

がしてなりません。

　教育長に質問いたします。

　先ほどの学校司書の定数枠を広げてくださったとい

うことに対して大変感謝いたします。そして、本当に

安心して定年が迎えられるということを、学校司書の

皆さんは涙を流して喜んでおりました。やはり先ほど

も教育長がおっしゃっていましたように、今回の新学

習指導要領の中で言語活動を重視しているという、そ

ういう姿勢が見られるということもやっぱり学校の司

書教育、読書教育が大切だということがはっきりして

いるわけですよね。調べ学習というのは教育長御存じ

ですか、調べ学習。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　お答えいたします。

　調べ学習というのはいろいろ表現がございますけれ

ども、児童生徒があるテーマに基づいて新聞とか図書

などを通じていろんな情報を集めて自分の考えを発表

することだと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　そうですね。そういう調べ学習

を学校司書の皆さんが中心になって学級担任の皆さん

と一緒にやっているわけなんですが、そこで、今回は

県立学校についての司書の臨任という形ではあるけれ

ども、定数が確保できたということはとても喜ばしい

ことで、この臨任を本務採用の形での試験採用をどん

どん進めていってほしいと思います。

　そして、それでは義務教育はどうなっているのかな

ということが気になるわけですね。義務教育の場合は

どうなっているのか、今、教育長のほうで掌握なさっ

ていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　手元に資料がございませ

んけれども、司書がどれだけ配置されているかという

ことについては把握をしております。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　私のほうでは中頭地区だけの資



－ 189 －

料なんですが、かなり県よりはいいなという思いがし

ます。といいますのは、県の予算で本務１人、臨任１

人。市町村単位で本務が40名、そして臨時が27名、嘱

託が24名ということで、合計93名が配置されているわ

けです。これは中部地区だけですよ。北部、南部につ

いてはわかりませんので、そのあたり教育庁として

しっかりと調べていただきたいと思います。

　そして、このアンケート調査の中で、先ほどの調べ

学習のことなんですが、読書指導、ページだけをめ

くっている、こういう指摘をしているんですよ。冊数

をふやすために同じ本を何度も貸し出しをして返却を

していると、そして短時間で読めるような絵本やペー

ジ数の少ない本を読む傾向にある。そして、読書冊数

の多さということで何の評価もできないというような

ことが出ているわけですね。そのあたりで、調べ学習

でこの子にどういう本が本当に必要なのかということ

を学校司書がしっかりと指導していくということがと

ても大切なことかと思います。そして学校の担任の先

生とか、そういう皆さんとともにいろいろと打ち合わ

せをしながら教科書を選んでいっているという状況に

あるわけです。

　フィンランドでは、ＰＩＳＡ上位というものが、幼

児のころからの読書力ということを挙げているわけで

すよ。そういうことで、しっかりとそのあたりも頑

張っていただきたいと思います。

　終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

　　　〔玉城義和君登壇〕

○玉城　義和君　一般質問を行います。

　当局の簡潔明瞭な御答弁をお願い申し上げます。

　知事の政治姿勢についてでございます。

　国民の期待を担って登場した民主党政権でございま

したが、結果は大いなる失望へと変わっております。

まさに内憂外患、満身創痍、五里霧中、何か日本語の

憂いと困難を帯びた言葉は、今日の民主党のために準

備をしたのかと思うような状況になっていると思いま

す。

　私も個人的には、民主党の現閣僚の中にもあるいは

国会議員の中にもたくさん旧知の友人がおりまして、

できれば沖縄の基地問題も含めてこの政権でひとつの

大きな方向のかじ取りをしてほしい、いつもそういう

ふうに思っておりますが、残念ながら現実的には非常

に絶望的な状況にあるわけです。

　そういう中央の民主とか自民党のこの政党の非力さ

が地域においていわばそのポピュリズムの迎合主義に

乗っかって、喝采を浴びている政治家が地方にたくさ

ん出てきている。この存在が日本の政治の中でどうい

う役割を果たしているのか非常に私は憂うべき現状に

あるのではないかというふうに思っております。この

ポピュリズムの持っている怖さというものは、これは

過去の２次大戦の前にもあったわけで、この辺は私ど

もは本当に注意して見ていく必要があるんではないか

と思っております。

　知事の現民主党政権への評価をお聞かせください。

できれば政治家仲井眞弘多として、今申し上げたよう

なことも含めて少し御意見を伺えればと思います。

　２、基地問題についてでありますが、鳩山前首相の

「抑止力は方便」という発言は、日米共同発表にどの

ような影響を与えていると考えるかということです。

　芋番目、普天間の県外移設を決定した理由は何かと

いうことです。

　鰯番目、移設問題で県外移設に向けた行動計画の中

身は何なのか。また、その安全保障を研究するという

ことですが、どのような考えに基づくのかということ

であります。

　允番、県政運営方針の中で、普天間移設に関して日

米共同発表を見直すとなっているが、どこをどのよう

に見直すのか。

　印番、允との関係で、この共同発表とロードマップ

の関係はどういうものだととらえておられるか。

　咽番、ロードマップは2014年までとなっておりま

す。既にこれは沖縄、グアムの事情で難しくなってお

りますが、このロードマップの位置づけをどういうふ

うにお考えか。

　それから員番目、名護市に対して基地交付金の打ち

切りや不服審査法に基づいて異議申し立てをしており

ますが、これは沖縄県知事としてどのように考える

か。

　因番は、削除します。

　３番、対米国対応についてであります。

　茨、鳩山前首相の発言にあるように、民主党政権は

完全に基地問題で外務・防衛などの官僚群に包囲をさ

れております。政府の思考がストップしている現状で

は、まさにアメリカヘ働きかけるということは重要だ

と思います。知事の現下の日米関係も含めてどのよう

な御認識か伺います。

　芋番目、知事訪米の時期と基本的な考え方はどうで

しょうか。

　鰯番目、米国議会の知日派議員や大統領への県民・

国民からの手紙郵送運動（在宅ロビー活動）の展開、

また知日派議員やジャーナリストなどの招聘等多様な

戦術を駆使すべきと思うがどうか。
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　允番、ワシントンＤＣにまさに沖縄県知事の権限を

代理するようなそういう方を置いて、議員、メディ

ア、シンクタンク等との日常的な接触を図ることが重

要ではないかと思いますが、どうでしょうか。

　４番目、米軍基地関連事業について。

　防衛省（庁）が行った物品調達はそれぞれ幾らか。

内訳と県内業者分は幾らか、過去10年の平均でお答え

ください。

　５番目、ポスト振計について。

　茨、芋、鰯は削除します。

　允番目の、南北縦断鉄道の導入について今年度から

具体的に着手すべきと思うがどうかと、どう対応する

かと。

　印番目、沖縄愛楽園、宮古南静園の将来構想につい

て、ポスト振計に入れるべきだと思うがどうかと。

　６番目、観光振興についてです。

　茨番目、個人消費額が低迷しております。ずっと言

われてきたことでありますが、なかなか有効な手だて

が打てない。どのような政策で対応するのか、わかる

ように説明をしてください。

　芋番目、観光関連産業はそれぞれ大変厳しい状態に

あります。代表質問でも指摘をされました。実態を把

握しているのか。売上高、雇用者数等々でお示しをい

ただきたい。

　鰯、コンベンションビューローの役割について、優

秀な人もそろってきております。附帯決議でも出まし

た主体性、創造性を生かしてどういうふうに位置づけ

ていくか、知事のお考えを聞かせてください。

　７番目、県立北部病院の産婦人科についてでありま

すが、これはもうこの数年来ずっと同じ問題を引き

ずっております。抜本的な対策を打ちませんと振興策

などあったものではありません。安心して子供が産め

ないところに振興策云々なども全く通用しないわけで

ありまして、県の対応をお示しいただきたい。

　自動車道についてであります。

　無料化実験の中で、県は６月から有料化を政府に申

し出たとこういうふうに報じられております。特に北

部病院からは大変な苦情が寄せられております。相談

もなく、だれが決めたかもわからない、どういう理念

かもわからない、突然そういうのが出てきて大変我々

も戸惑っております。経過とねらいは何かをお知らせ

ください。

　それから料金のあり方について、県の基本的な考え

方について明らかにしていただきたいと思います。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　玉城義和議員の御質問に答

弁させていただきます。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、民主党政権へ

の評価についての御質問にお答えいたします。

　民主党政権は、「政権党が責任を持つ政治家主導の

政治」などの理念を掲げ、政権運営に取り組まれてお

りますが、党内での政権運営をめぐる不一致など混迷

を深めている感があります。

　平成23年度予算案及び予算関連法案は、「新成長戦

略」の展開を図り、日本経済を本格的な回復軌道に乗

せるとしております。とりわけ平成23年度内閣府沖縄

関係予算案は、新たな沖縄の創造に向けた礎となる重

要な年であることから、自立型経済の構築に向け、効

果的な諸施策が盛り込まれております。本県の振興に

特段の配慮がなされたものと理解いたしております。

　基地問題に係る御質問の中で、鳩山前総理の発言が

日米共同発表に与える影響いかんという御趣旨の御質

問にお答えいたします。

　去る２月16日の予算委員会において、菅総理大臣

は、沖縄の海兵隊を含む在日米軍の存在は、日本の安

全にとってもアジア太平洋の安定にとっても必要だ、

そういう認識のもとで日米合意を踏まえて対応してい

くとの見解を示しております。

　鳩山前総理の発言が日米共同発表にどのような影響

を与えるかは不明ですが、県としましては、これらの

発言いかんにかかわらず日米共同発表を見直し、普天

間飛行場の県外移設に取り組むよう政府に求める考え

に変わりはありません。

　次に、基地問題に係る御質問の中で、普天間飛行場

の県外移設を求めるに至った理由についての御質問に

お答えいたします。

　名護市長選挙や県議会の意見書議決、県民大会な

ど、県内の諸状況を踏まえると県内移設は事実上不可

能と考え、政府に対し、日米共同発表を見直し、普天

間飛行場を県外に移設することを求めることとしたも

のであります。

　同じく基地問題の中で、普天間飛行場の県外移設に

向けた取り組みについてという御趣旨の御質問にお答

えいたします。

　県は、総理を初め各大臣との面談など、あらゆる機

会を通じて普天間飛行場の県外移設の実現を強く求め

てまいりたいと考えております。また、その実現を図

るためには、日本全体で米軍基地の負担を分かち合う

べきであるということを広く国民に理解してもらう必

要があると考えております。平成23年度には世論を喚
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起するための広報活動などを積極的に推し進めてまい

ります。特に、県内移設は事実上不可能であるという

沖縄の状況を日米両政府と国民に理解してもらうため

のあらゆる方策を検討し展開してまいりたいと考えて

おります。

　次に、同じく基地問題の中で、日米共同発表の見直

しについての御質問にお答えいたします。

　これまでの県の求めにもかかわらず、政府からは県

民の納得のいく説明と解決策は依然として示されてお

りません。このため、県内移設は事実上不可能と考え

日米共同発表の見直しを求めているものであり、その

内容は県外移設を求めるということに尽きると考えて

おります。

　次に、同じく基地問題での対米国対応についての御

質問の中で、アメリカへの働きかけについての御質問

にお答えいたします。

　議員御指摘のように、私が直接、米国政府や連邦議

会等の関係機関に沖縄県の実情を伝え理解と協力を求

めることは、沖縄の基地問題の解決を進める上で重要

であると考えております。

　次に、同じく基地問題の対米国対応に係る御質問の

中で、訪米の時期と考え方についての御質問にお答え

いたします。

　私は、これまで２回の訪米を行い沖縄の実情を訴え

てまいりましたが、平成21年９月以降の県内の諸状

況、米軍基地負担軽減部会の開催、軍転協の要請等を

踏まえ、改めて来年度、効果的な訪米が実施できるよ

う、時期及び活動内容等について検討を進めてまいり

たいと考えております。

　次に、観光振興に係る御質問の中で、沖縄観光コン

ベンションビューローの位置づけの明確化に係る御質

問にお答えいたします。

　沖縄観光コンベンションビューローにつきまして

は、観光業界の意向を集約しリードする組織として、

また、観光振興施策の実施機関として、沖縄県の観光

振興に重要な役割を担っているものと考えておりま

す。これまでこの観光コンベンションビューローは、

観光客誘致活動や受け入れ対策の実施、そしてＭＩＣ

Ｅの推進など観光行政の補完的役割・機能を果たして

おります。現在、沖縄県におきましては、「新沖縄県

行財政改革プラン」に基づき、ビューローの役割の明

確化及び効率的な法人形態等を検討いたしているとこ

ろであり、ビューローが積極的に観光業界をリードす

る組織体制を確立できるよう今後とも支援してまいり

たいと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　基地問題等についての

御質問の中で、県独自の安全保障研究についての御質

問にお答えいたします。

　米軍基地問題は、我が国の外交や安全保障にかかわ

る全国的な課題であり、日本全体で米軍基地の負担を

分かち合うという原点に立ち返って解決する必要があ

ります。県としましては、沖縄の過重な基地負担の軽

減に向けた考え方や、効果的な方策等について取りま

とめ問題提起をしていくことが重要だと認識してお

り、日米の国防・安全保障政策や国際情勢等を踏まえ

つつ、研究・検討してまいりたいと考えております。

　次に、日米共同発表とロードマップの関係とその位

置づけについての御質問にお答えいたします。２の印

と２の咽は関連いたしますので、一括してお答えいた

します。

　いわゆる「再編実施のための日米のロードマップ」

におきましては、普天間飛行場代替施設、在沖海兵隊

のグアム移転、嘉手納飛行場より南の施設・区域の返

還等が示されております。政府は、昨年５月の日米共

同発表において、2006年の「再編実施のための日米の

ロードマップ」に一部追加・補完をし、再編案を着実

に実施していくことを再確認したとしております。現

時点における状況を外務省へ照会したところ、「普天

間飛行場の移転については、昨年５月の日米合意を踏

まえて取り組むと同時に、沖縄に集中している米軍施

設・区域による負担の軽減にも全力を挙げて取り組

む。在沖縄海兵隊のグアム移転については、2014年の

移転完了の目標について、変更はないとの説明を受け

ている。」との回答でありました。

　いずれにしましても、県としては普天間飛行場の県

内移設は事実上不可能であり、引き続き政府に対し、

日米共同発表を見直し、普天間飛行場の県外移設及び

早期返還に取り組むよう求めているところでありま

す。

　次に、基地問題等についての御質問の中で、政府の

名護市への対応についてお答えいたします。

　今回、名護市に再編交付金を交付しないことが決定

されたことについて、北澤防衛大臣は、米軍再編特別

措置法の趣旨に基づいた判断であると説明しておりま

す。県としましては、地域の振興は基地問題とリンク

すべきでないと認識しております。政府においては、

北部地域の振興について、地元の意向を踏まえ、引き

続き積極的に取り組んでいただきたいと考えておりま
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す。また、今回の現況調査に係る異議申し立てについ

ては、沖縄防衛局と名護市の両当事者間で行われてい

る行政不服申し立て手続であり、県としてその適法性

について見解を述べる立場にはありませんが、今後と

も重大な関心を持ってその推移を注視していきたいと

考えております。

　県としましては、県内移設は事実上不可能であり、

県外移設を求める考えに変わりはありません。

　次に、基地問題での対米国対応についての御質問の

中で、対米国における戦術と沖縄県特命全権大使につ

いての御質問にお答えいたします。３の鰯、３の允は

関連しますので一括してお答えいたします。

　米国政府や連邦議会等の関係機関に沖縄の基地問題

の解決に向けた理解と協力を求めていくためには、こ

れまで行ってきた知事訪米も含めさまざまな手法があ

るものと考えております。

　御提案の件も含め、総合的安全保障研究推進事業の

中で、沖縄県特命全権大使の件も含めまして検討を進

めてまいりたいと考えております。

　次に、米軍基地関連事業についての御質問の中で、

防衛省及び米軍の物品調達額と内訳及び県内業者分に

ついての御質問にお答えいたします。

　沖縄防衛局の物品調達総額について照会したとこ

ろ、平成20年度は約4700万円、平成21年度は約8700万

円とのことであります。なお、県内外の業者区分は

行っていないとのことであり、平成19年度以前の物品

調達額については、確認に時間を要するとのことで過

去10年の平均は把握できませんでした。また、在沖米

軍については、軍全体での集計はなされていないとの

ことであり、嘉手納基地に確認したところ、2010米会

計年度の物品調達総額は約32億5000万円となってお

り、そのうち日本国内の業者から調達した額は約５億

1000万円（15.7％）とのことですが、県内業者分につ

いては把握していないとのことであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　ポスト振興計画に関連を

して、南北縦断鉄道についてお答えいたします。

　鉄軌道を含む新たな公共交通システムの導入につき

ましては、沖縄県総合交通体系基本計画を策定する中

で、その位置づけなどについて検討を進めているとこ

ろであります。

　国は、鉄軌道を初めとする新たな公共交通システム

の導入可能性について、今年度は需要予測モデルを構

築し、平成23年度は交通システムの比較検討を行うこ

ととしております。しかしながら、鉄軌道等の整備に

は膨大な費用が発生することから、県としては次期振

興計画への位置づけについて特例的な制度の提言、要

望を行っているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　ポスト振興計画に

関連しての御質問の中の、沖縄愛楽園、宮古南静園の

将来構想の実現についてお答えします。

　両園の将来構想は、入所者の意向を反映することが

前提となっており、入所者の良好な療養生活の維持向

上を図ることなどを基本目標としているものと認識し

ております。

　土地や施設等の利用に関しては、園長が入所者の意

向を十分に反映した指針を策定し、この指針に基づ

き、国の責任において推進していくことになります。

　将来構想の実現については、入所者の意向を最優先

に考慮した上で、地域住民等の意向も反映されるよ

う、両園や名護市及び宮古島市等関係機関と連携し、

具体的な取り組みを国に要請し推進していく必要があ

ると考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　観光振興についての

中で、観光客の個人消費額の低迷に対する政策につい

ての御質問にお答えします。

　観光客１人当たり消費額は、長引く景気低迷による

個人消費の停滞や旅行商品価格の低下により、平成21

年度は対前年度比8.4％減の約６万6000円となってお

ります。

　個人消費額を引き上げるためには、沖縄観光の付加

価値の向上、サービスの質の向上や、消費単価の高い

外国人観光客をターゲットとした誘客活動の強化等が

重要であります。

　沖縄県としましては、平成23年度の「ビジットおき

なわ計画」の目標値である観光消費額７万円に向け

て、ＭＩＣＥ誘致や医療・スポーツ・文化など付加価

値の高い観光商品の開発を促進してまいります。ま

た、これらを支える高度な観光人材の育成に取り組む

とともに、アジアの富裕層や、欧米・ロシアなど新た

な海外市場での誘客活動を強化し、個人消費額の増加

に努めてまいりたいと考えております。

　次に、同じく観光振興について、観光関連産業の売

上額や雇用者数についての御質問にお答えします。
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　観光関連産業における売上額は、公表された資料が

ありませんが、沖縄県が平成21年度に実施した観光産

業実態調査によると、回答事業者のうち、過去３年間

の売上高について増加したと回答した事業者は約21％

で、減少したとの回答が約68％となっております。雇

用者数についても、観光関連産業全体としての数値は

公表資料がありませんが、最新の平成22年11月の毎月

勤労統計調査によると、宿泊業における一般労働者は

約6700人となっており、パートタイム労働者は約4800

人となっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　県立北部病院の産婦

人科の医師の確保についてお答えいたします。

　北部病院産婦人科は、医師不足のため、ハイリスク

妊婦の中部地区への搬送など診療制限を行っていると

ころであります。現在の医師１名では、診療体制と勤

務負担の面から大変厳しい状況にあると認識しており

ます。そのため、病院事業局としては、大学や民間病

院との協力・連携による医師派遣、人的ネットワーク

や地域・離島医療確保モデル事業による医師招聘な

ど、あらゆる手段を講じて医師確保に全力を挙げて取

り組んでいるところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　沖縄自動車道の料金

についての御質問で、無料化社会実験の見直しの経緯

とねらいについてお答えいたします。

　沖縄自動車道における無料化社会実験の状況は、国

の発表によれば、自動車道の交通量が約1.5倍にふ

え、実験期間中の187日間のうち40％に当たる75日で

渋滞が発生しております。このような状況を踏まえ

て、国土交通省から厳しい渋滞が発生している沖縄自

動車道の来年度における無料化実験の可否について、

環境への影響、利便性の観点から意見を求められてお

るものであります。

　沖縄県としては、沖縄自動車道が県内唯一の高速交

通施設であることや、県民から、高速性・定時性を望

む多くの意見があることを踏まえて、平日に、実験前

の５割以下の課金を行い交通量を抑制すること、ま

た、地域経済の活性化の観点から休日を無料とする社

会実験を行うことが望ましいと回答したものでありま

す。これを受けて、国においては、ことしの６月以

降、休日は無料、平日は実験前の料金から５割引とす

る見直しを行うと発表しております。

　同じく沖縄自動車道の料金について、沖縄自動車道

の料金のあり方についてお答えいたします。

　国においては、高速道路の原則無料化の方針のも

と、社会実験を通じて影響を確認しながら、段階的に

無料化を実施するものとしております。沖縄県として

も、県民の負担軽減の観点から、段階的に無料化を実

現したいと考えますが、一方、高速道路として高速

性・定時性の機能を維持することは重要であると考え

ております。

　平成23年度の見直し後の社会実験に際しても、国に

おいて、実験データの収集・分析を行うとともに、広

く県民意見の把握に努めるとのことであり、沖縄県と

しては、その結果を踏まえて今後の対応を総合的に検

討してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　知事、まず私の質問に対しては言及

はなかったんですが、きのうの赤嶺議員への答弁の中

で、名護市の基地交付金について、これはかなり法律

に基づいて事務的な処理であるとこういう話がありま

したので、一言申し述べておきますが、実は、私、12

月11日に東京で防衛省の高橋審議官にお目にかかっ

て、その名護市のことについてお願いをしたんです

ね。そうしたら、審議官は――課長も一緒にみんな事

務局そろっておりましたが――交付をしますと。申請

が出そろい次第、これは申請については出次第いつで

もやりますという話で、要するに防衛省の事務局はこ

の12月11日段階では、事務次官含めて全部やるつもり

だったんです。ところが、最後にひっくり返ったのは

沖縄防衛局の局長と大臣のルートでひっくり返ったん

ですね。これは極めて政治的判断だと思います。だか

ら、はっきり日にちを覚えていませんが、恐らく12月

の20何日に発表されましたね、不交付というのが。こ

の11日からその間に恐らく現地からどういう働きかけ

があったかもわかりませんが、いろんなことを含めて

これは政治判断で大臣と沖縄防衛局がやったというこ

とをはっきりここでさせておきたいと思っておりま

す。知事に聞く話ではありませんので、答弁は求めま

せんが、念のために申し上げておきたいとこう思いま

す。極めて稲嶺シフトで、名護市長の存在を意識をし

た政治決定であったであろうと私は考えております。

申し上げておきます。

　それから民主党政権について、今度の予算で配慮し

てくれたということで、これは事務的な知事としての

行政官としての感想であろうかと思いますが、恐らく
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非常に厳しい政権運営が行われているということで、

巷間、恐らく総辞職とかあるいは選挙があるであろう

という話もあるわけでありますが、知事の県外移設の

関係で、今議会では政権交代という項目は抜けて、名

護市長と県議会と県民大会とこの３点に絞られており

ます。政権交代が抜けているのはどういう意図かわか

りませんが、改めてちょっと確認をしておきたいんで

すが、例えば今度の選挙で新しい政権になったとして

も、政権が変わったとしても知事の県外移設という公

約は変わらないと、ここのところはひとつ確認できま

すでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　全く変わりません。政権と

いうのは内閣のことですか。

○玉城　義和君　そうです。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　内閣というのは同一の党でかわるこ

ともありますから、私が今申し上げているのは、この

内閣を構成する、要するに政権ということを申し上げ

ているわけですね。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　変わりません。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　これははっきりと確認をしておきた

いと思いますし、同時に４年間この路線は踏襲をする

ということでよろしいでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　公約ですから、しっかり実

現に向かってやってまいります。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　きょう２月25日、知事から４年間こ

の政策は変えないと、政権がかわっても不変だと、こ

ういうことをいただきました。このことをきちっと実

現をしていただきたいと思っております。

　それから日米共同発表とロードマップの位置づけに

ついてでありますが、私は鳩山前総理のこの抑止力発

言は、一つ非常に重要な意味を持っていると思います

のは、つまりこの共同発表並びにロードマップのバッ

クボーンというのは、海兵隊の一体的な運用のために

沖縄の県内移設を必要とすると、こういう論理になっ

ているわけですね。これが一つです。だから、そのこ

とを時の総理がみずから否定をしたことによって、こ

の論理が私は非常に壊れたというか流動化したんでは

ないかというふうに思っているわけですね。２プラス

２というのはもちろん総理のもとにあるわけですか

ら、この日本の閣僚は。そういう意味でこの共同発表

のバックボーンが時の総理の発言によって壊れたとこ

ういうふうに見ています。

　もう一つは、沖縄やグアムの事情を沖縄で県知事が

誕生されて、そういうことによって沖縄の事情も変更

されたと。グアムに行きましたら、グアムの知事も議

会も商工会議所も全部14年はだめなんですね。つまり

14年ではとてもじゃないができないというのがグアム

の統一した私は世論だと思います。そしてＮＰＯもも

ちろんそうですが、知事に至っては何年までに完成が

できますかということについて返答さえなかったんで

すね。要するに、見通しが立たないということです

ね。そういう意味で2014年もここに来て流動的になっ

ているということ。それから抑止力についても非常に

時の総理がそれを否定するという事態になっていると

いうこと。そういうことから見ればこの共同発表も

ロードマップもこれは当然に全面的な見直しが必要で

はないかとこう思うんですね。そういう意味でぜひ正

式に沖縄県からこのロードマップ、共同発表はこれ補

完的文書ですから、ロードマップがそのもとですか

ら、そこに含めて沖縄県からひとつ正式にその見直し

の申し入れをすべきだと思いますが、どうでしょう

か。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時45分休憩

　　　午前11時46分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の議員の御提案という

か、御指示ですが、ロードマップまでさかのぼるのは

ちょっと無理があるかなという感じしますよ。これは

岩国から始まっていろんなものが入っていますし、そ

れともう一つは、去年の５月28日の鳩山前総理のとき

に決められたものの中で、あれはいわば普天間の米軍

ヘリの飛行場の辺野古地域への移設、我々は少なくと

もその部分はそれは県外に持っていくべきだと。です

から、見直しについてはそれだけで十分ではないかと

今思っています。そしてそれ以外のものについては、

いわゆるグアム協定、8000人の海兵隊の移転であると

か嘉手納より南の基地の返還などなどなどについて

は、別に我々もそれは積極的にやるべきだとこれまで

も言ってきていますから、これはそのまま続けてもら

うことにはむしろしっかりやってもらいたいと思って

いますから、このコンバインされているものを切った

らどうかとこういうことを言っていますから、ロード

マップまでちょっとさかのぼるのはどうかなと思いま

すね。
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○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　共同発表はこれは補完的文書である

というふうに言っているわけですね。だから、ロード

マップ自体が基本で、パッケージ論はそこから始まっ

ているわけでありまして、当然そこまで私はいかない

と事の解決に当たらんだろうと思っておりますが、こ

れはひとつ県のほうでも研究をいただきたいというふ

うに思っております。

　それから行動計画の中身ですね、それから安全保障

の研究に対する問題、これは私は今議会の一つの大き

な論点だと思っております。先ほどの答弁だと、日本

全体で米軍基地の負担を分かち合うべきであると、広

く国民に理解をいただく必要があるというのと同じよ

うなことですが、基地の負担を分かち合うという原点

に立ち返って解決するとこういう答弁でしたね。私

は、こういう考え方でこの２つのことを立ち上げてい

くと、全国に分散をするという分かち合うという場合

は、既に現実が示しているようにどこの地域も県知事

も我が県でいいというところはないわけですね。そう

しますと、この論は申しわけないが我々のところはと

れないんで沖縄で我慢してくれという、すぐそういう

話になってくるわけですね。そういう意味で言って、

本当に分かち合うべきということを目的化して論を組

むなら、これはもうすぐ立ち往生するんじゃないかと

こういうふうに思うんですが、その辺はいかがです

か。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　確かに意外なほど日本国

民、特に県知事さんとか都道府県のトップが余り受け

付けないというのにはびっくりするわけですが、ただ

しこれは受け取りますか、受け取りませんかなどと聞

けば、それはなるべくなら遠慮したいという答弁にな

るに決まっていますよ。いろんなマスコミさんのアン

ケートみたいなものもどちらかというと、そういう

ノーに近い返事をもらうようなアンケートの感がなき

にしもあらずです。ですが、これはきちっと政府が担

当する防衛なり、外務なり、総理がきちっと受けとめ

てしっかりと都道府県知事に責任あるところへ申し入

れすればこれはわかりませんよと、私は思っていま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　そういう意味で言えば分かち合うと

いうんではなくて政府の責任でと言ったほうがいいわ

けですね、ここはね。

○知事（仲井眞弘多君）　無論です。

○玉城　義和君　そういう意味で、私は例えばこうい

う論の危険性は安保条約を破棄して重武装しようと

か、安保条約を破棄して核武装しようとか、安保条約

を破棄して軽武装しようとか非武装しようとか、いろ

んな考え方あるわけですね、日本の中には。ところ

が、今のような論でいくと安保条約を前提にして全国

で基地を分かち合うという一つの防衛論に踏み込んで

しまうんですね、沖縄県が。そういう危険性が私はあ

ると思うんです。だから、例えばこの中にもそういう

論に対して半分ぐらい私は違和感があると思うんです

ね。

　そういう意味で全国的な賛同が得られるかどうかと

いうのは、沖縄県が特定の防衛論にはまり込んでしま

うような論の立て方は、私はいかがなものかというふ

うに考えております。そういう意味で、これは非常に

これから立てていくときに注意をしませんと、どこか

で必ずぶつかってしまって広がりを持てないという危

険性を持っていると、こういうことだけはちょっと指

摘をしておきたいと思いますし、同時に例えばこの全

国分散論が意味を持つのは、どうせ受け取らないだろ

うということを前提にして論を立てることですね。例

えば安保条約が必要で米軍が必要というならばとって

下さいと申し上げる。ところがどこの県もとらない

と、そこから問題を始めるということだと思うんです

よね。つまりそうであれば、じゃ、日米同盟はどうす

るのかということをいかにして国民的な議論にのせる

かという戦略を沖縄県が立ててやるんであれば、私は

実効性があるだろうと思っているわけです。その辺は

どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員の今のお話の御質問の

前半の部分というのは、確かにいろんな意見が防衛論

だって、安全保障体制をどうやって我々確立していく

か日本じゅうにいろんな議論があるし、私もその内容

は専門家でもありませんで普通の知恵しかありませ

ん。ですから、その立て方、論の展開の仕方、何を

ベースにしてやっていくかを気をつけなさいというの

は非常によくわかります。ですから、その気をつける

に当たって議員のいろいろお知恵も体験もぜひ御指導

いただきたいと思います。

　ですから、私はいずれにしてもそこからまず始めて

いったほうがよかろうと思っておりますので、作業中

であれ、作業の前であれ、ぜひいろいろなサジェス

チョンをいただければと思っておりますが。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　21世紀ビジョンの中には、20年後に

は基地問題のない沖縄というのが明記されているわけ
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ですね。基地問題のない沖縄というのは、多分嘉手納

の基地も含めて想定をされているんだと思いますが、

そういう意味で言えば今度のアクションプログラムと

か、あるいは研究課題に当然20年後の沖縄のことを入

れる必要があるし、そういう意味で例えば10年後、15

年後、20年後の基地返還アクションプログラムみたい

なものをつくっていく必要は当然あると思うんです

が、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時54分休憩

　　　午前11時54分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の御指摘はずばりとつい

ておられます。ですから、沖縄の米軍基地を含むこの

基地がこれから先５年、10年、15年、20年どういうふ

うになっていくかという見通しと、どういうふうに

あってほしいかという我々の希望とそのビジョンを踏

まえた返還アクションプログラムというんですか、

我々自身のアクションで相手のある話ですから、あっ

てほしいプランというのはぜひこれはつくってみたい

と思っております。そして20年後に基地のない沖縄を

目指すというのは、文字どおりいろんな微妙な各議員

の皆さんのお考えもいろいろ入っていて、これは全く

何もないというわけではない。そういう安全保障環境

が創出されているであろう、ないしはそういうことに

も沖縄県民がみずから貢献できる範囲で貢献するとい

う環境情勢への貢献も含めての話でありまして、これ

から先20年、世の中の変化を我々も予測をしながら

我々自身の防衛というか、安全を確保しながらやって

いくというこの大きな空間がありますから、そういう

ものも入っております。ですから、これは恐らくいろ

んな方、いろんな政党によってお考えも少しずつ違う

とは思いますが、あのときに議論した中身を踏まえて

対応していきたいと思いますし、アクションプログラ

ムといいますか、我々自身の行動計画、ないしはあっ

てほしい形というのをできる限り計画化できればやっ

てみたいとも思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　基地がないというか基地問題のない

というのは、大枠基地が撤去されているだろうとこう

いうことが想定されているわけですね。北アフリカな

どの動きを見ても、要するに主体的にその地域が動か

ないことには動かないんですよね。だから、相手のあ

ることでも当然ありますが、沖縄としてどうするかと

いう主体性をきちっと示すことですね。それをやるこ

とによってやはり全国民が緊張しますからね、そこの

ところが重要であって、まず我が決意をきちっと示す

という意味で、これはこのプロジェクトでぜひとも入

れていただいて、県民にひとつ行く方向を指し示すと

こういう仲井眞県政であってほしいというふうに思っ

ております。

　訪米問題でありますが、私はずっと見ていて知事訪

米の一番の問題点は、つまり西銘知事からずっと訪米

をしてきたわけですが、蓄積がないんですよね。つま

り継がれているものがないということだと思うんです

ね。その都度その都度行って、いろんな方々に会って

いて、いろんな方々に会いましたという報告はありま

すが、それがその蓄積として沖縄県庁に積み重ねがな

いということが一番私は問題だろうと思うんです。そ

ういう意味では、１つは対米交渉の仕方とかそこの構

え方みたいな一つの大きなものをつくっていくという

ことが重要ですし、そのためにはどうするかというこ

とがありますが、ひとつ私はそういう意味ではアメリ

カの議会だとか、あるいはいろんなシンクタンクのパ

イプづくりをどうするかというそういうことが非常に

大きな問題だろうと思っています。それは県政がか

わっても引き続いていくというそういう蓄積をつくっ

ていく必要があるだろうと思います。

　そういう意味で知事訪米の大きな意義の一つもそう

いう組織づくり、パイプづくりをどうするかというこ

とを――公室長が先に行くようですが、私結構なこと

だと思いますね――そういうふうに行って段取りをつ

けて、そしてそういう組織づくりにその一番いい時期

を見計らって行くということも重要であろうと思いま

すが、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　200％賛成です。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　余りあっさり言われるとちょっと拍

子抜けするわけですが、結構なことです。アメリカと

もどのようなスタンスで対米交渉をするかということ

だと思いますが、１つはどうして我々日本政府とやっ

ているのに沖縄がここに出てくるのかというのが私は

アメリカの普通の常識だと思うんですね。そういうと

きに我がほうとしてどういうスタンスで臨むか、その

辺はいかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時59分休憩

　　　午前11時59分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。
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○知事（仲井眞弘多君）　この防衛すぐれて外交問題

については、いつの間にか国が専管となっていますけ

れども、どこにもこんなものは書いてはいません。で

すから、我々ローカルガバメントといいますか、地方

自治体でもやるべきことはやらないといけないし、そ

の活動の範囲とかあるいは物すごく広いわけでいろん

な分野があるわけです。

　そういうことで、いわゆる公式の国対国のある決め

られた定義された範囲の中身については公式ルートた

るべきだと私は思いますよ。しかしながら、そういう

中で特にこの米軍基地の問題については、沖縄県の中

に過重なだけあるという点から言って我々は当事者の

一人であるということがまず第一ですね。これも本来

なら、外務・防衛を通じてきちっとしたルートで行く

べきもので、本来ならば大部分はやっているわけです

が、それで消化されてない分というのがたくさんある

わけですね。ですから、これにつきましては幾ら日本

国に申し上げてもなかなか取り上げてくれない、ない

しは改善が進まないという長い歴史がありますから、

この欠点については逆に日本政府もアメリカの担当者

も正確なデータが政策決定者に届けられていないん

じゃないかという感じも実はあります。ですから、こ

れは例えば事件・事故の数一つとってもアメリカに

行って見せて、要するに違うデータをどうも持ってい

る感じがあるわけですね。ですから、今さらと思われ

るかもしれませんが、そういうベーシックなところか

ら突き合わせをしないと、違う理解でもって話をして

いたら全部すれ違っている感じがあって、これはどう

も東京も余り変わらない。意図的にデータが変わって

いるかどうかわかりませんが、どうもそういう感があ

ります。ですから、ベーシックなポイントからまずき

ちっと当事者の一人である沖縄がリアルにそれを両政

府に届ける、アメリカにも届けるということは私は極

めて意味があると思いますし、議員も御存じのよう

に、またアメリカは国防・防衛については物すごいシ

ンクタンクというか実務家的研究者が山のようにおり

ますから、いろんな考えが彼らはあるし、そういう中

でいろんな参考になる考えを持っている人たち、そう

いうのを歓迎する人たちのルートはやはり開拓すべき

だろうと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　100％賛成でありますが、当事者で

あるということが重要だと思いますね。

　私は１つは、この普天間について言えば、まず沖縄

県は基本的に合意してないということがまず一つだと

思いますね。そして同時に、その合意していない沖縄

に日米同盟の基軸をなす米軍基地が専用施設の75％も

ありますよということですね。そして75％のところが

合意してないということは、当事者としてこれは非常

に言うことがたくさんあるということであって、その

辺のところをアメリカにいかにわからせるかと。その

75％を負担している沖縄県が同意していなくて、そこ

の負担が軽減できなければ、皆さんが言っている金科

玉条の日米同盟自体がおかしくなるということ。そし

てそれを守ること自体がむしろアメリカの国益に合致

するんだということをどのように展開できるかと。私

は、必ずしも本意ではありませんが、知事の立場から

すれば私はそれは言えると思うんですね。そういう意

味でぜひ理屈もちゃんとつくっていただいて、きちっ

と意義ある訪米にしていただきたいと思います。

　それから先ほどちょっと申し上げましたが、どうし

てもワシントンにそういう沖縄関係の方を置いて、日

常的にいろんなところのセクションと接触をして、や

はり沖縄ファンをつくるというか、よき理解者をつく

ることは非常に私は重要だと思いますが、いかがで

しょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　前に私が副知事を仰せつ

かっていたときの大田昌秀知事のもとでも似たような

話があり、たしか似て似たる形の方がおられたと思い

ます。

　ですから、今議員の御提案につきましては、そのと

きのあれが今はなくなってしまっていますから、意味

は非常にあると思いますし、またいろんな沖縄のマス

コミの駐在員の方もおられます。意味はあると思いま

すが、しりすぼみになる傾向もあるものですから、

ちょっとここは一回チェックさせてください。そして

可能性をもう一度見出し切れたら、御提言ちゃんと受

けとめたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　自動車道の軽減問題ですが、これは

もう北部の地域住民からすれば大変な苦情が出てい

て、いつの間にかだれが決めたかもわからないような

ことをやって、込むから500円取ればいいという話に

なると、それは一般道も込むんだから一般道からも金

を取れば減りますよ、車は。何のための半額徴収なの

か、そのことが全くわからないんですよ。だから、フ

レックスタイムでみんなそれぞれ工夫を凝らしてやっ

てきたんですよね、少し早くするとか、遅く出ると

か。あるいは一つ手前のところでおりて戻るとかいろ

んな工夫をしてきているのに、そこでそういう工夫も

出尽くしてしまって、いきなり金を取ればいいという
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話になってしまう。金を取って何を調査するんです

か、何を社会実験するんですか。多分減りますよ。

減ったら何をあとそこで調査をしてやるんですか。な

ぜ50もある道路の中で沖縄県だけがわざわざ県民に負

担をかけるようなことをみずから言い出すんですか、

その辺をちょっと説明してください。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（仲田文昭君）　これは先ほども答弁

いたしましたとおり、無料化実験ということでまず無

料化ということをやりました。その結果で非常にマイ

ナス面も出ております。そしてそのマイナス面をいか

にして減らすかということをやるために一応実験とし

て金を取るということで、６月以降課金をしてその結

果を見て最終的に無料化をやっていいのかどうか。そ

れから、ある程度またほかの方策をやらなければいけ

ないのかということを判断するためにやっているわけ

でございます。最終的にはまだ決まったわけではござ

いません。

○玉城　義和君　何を調査できるのかと聞いているん

ですよ。もう時間がありませんので終わります。あり

がとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後０時６分休憩

　　　午後１時23分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　午前に引き続き質問及び質疑を行います。

　奥平一夫君。

　　　〔奥平一夫君登壇〕

○奥平　一夫君　皆さん、こんにちは。

　お昼、１番目の質問になります。

　この二、三日非常に暖かくて、それで私、おととい

からかりゆしウエアをつけております。当然、宮古の

かりゆしウエアは宮古織、そして宮古上布です。実

は、今つけているやつは新調したやつなので、実は宮

古上布――本物であるんですけれども――古布で、多

分数十年前につけていた方のお古を仕立てて、ちょう

ど絹タッチといいましてこう色つやがありますよね。

このつやを出す技術が宮古上布にはあるんですね。そ

ういうぐあいにして非常に貴重な織物として今、ブー

ムを呼んではいるんですけれども、ただなかなか高価

なものでして、なかなか売れないというようなこと

で、きょうは議会冒頭からこのようなことで、ぜひ宮

古上布をかりゆしウエアに、議場の皆さんも、特に知

事、三役にはぜひ宮古上布を宣伝してもらえればなと

いうことでお話をさせていただきました。よろしくお

願いをいたします。

　それでは本題に入りたいと思います。

　知事の政治姿勢について。

　まず、復帰40年を経てなお低所得に高失業率、戦後

補償や復帰処理もまだまだ道筋が見えません。そのよ

うな中で沖縄県では、沖縄県民が望む沖縄の未来像を

しっかりと示した長期の基本構想として「沖縄21世紀

ビジョン」が策定をされました。その「沖縄21世紀ビ

ジョン」を実現するべく新しい沖縄振興計画を県民み

ずから描き、そしてオール沖縄でしっかりと国に強く

主張していかなければならない非常に大事な時期だと

思います。

　そこでお伺いをいたします。

　茨、ポスト沖縄振興計画について伺います。

　ア、これまでの振興計画は中央主導で描かれ実施さ

れた振興策であると言われておりますが、新しい振興

計画は沖縄みずから立案をし国へ要望することになり

ます。そこで最も求められるのは沖縄の自治の主張で

あり、地方分権を盾にした強くて、そしてタフな交渉

力であると思います。知事の決意を伺います。

　イ、これまでの振興計画は基地との永続的共存を前

提にした振興策でありました。しかし、もはや基地が

沖縄の自立的発展の大きな阻害要因であることは沖縄

県民の共通認識としてあるだろうと思います。その共

通認識を今回の新しい振興計画にどう落とし込んでい

くのか、沖縄の魂を吹き込んだかどうかの試金石にな

ると考えます。知事の所見を伺います。

　芋、昨年、尖閣問題で反中国世論が沸き起こりまし

た。沖縄においても石垣島で「尖閣の日」を制定する

など対中関係が危ぶまれる状況でもあります。さら

に、昨年末「新防衛大綱」が閣議決定をされて、中国

に対する脅威論が表面化し、宮古や八重山を含む南西

諸島において米軍・自衛隊の防衛シフトが強化される

ことになりました。このことを踏まえて今後の中国と

の友好関係や東アジアにおける沖縄の立ち位置につい

て知事の所見を伺いたいと思います。

　鰯、離島振興について伺います。

　ア、輸送・交通コストの低減化を図っていくと、新

しい沖縄振興計画の中間報告では示しておりますけれ

ども、どのようにこれを実現していくのか、その制度

設計なりどういうことになるのか、その辺を詳しくお

伺いをしたいと思います。

　イ、宮古・八重山支庁の廃止で両圏域や県政にとっ

てどのような効果があったのか。課や職員数、そして

予算を含めてお伺いをいたします。

　ウ、「新たな沖縄振興のための制度提言（中間報

告）」で、「宮古島市にエコアイランド特区を創設
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し、世界初の再生可能エネルギー 100％の島づくりを

目指す」としております。制度や仕組み、島の暮らし

や環境にどのような影響あるいは可能性をもたらすの

か伺います。

　２、下地島空港と残地問題について伺いたい。

　茨、昨年の12月議会で、新たな沖縄振興計画に盛り

込む制度として、国際緊急援助隊や災害支援物資の備

蓄基地を誘致し、災害援助の拠点形成の可能性を検討

していると答弁をされております。どのような制度設

計を検討しているか伺います。

　芋、伊良部架橋完成まであと２年と迫っておりま

す。知事は、架橋と空港及び残地の利活用について強

力に進めると答弁をされております。これまでの連絡

会議における協議の進瀧と今後の日程を含めた取り組

みを伺います。

　鰯、下地島空港における日本航空の実機訓練の無期

限停止によってどのような影響が出ているのか。今後

どのような展開が予想されるのか、県の対応も含めて

お伺いいたします。

　３番目、医療と福祉行政について。

　茨、新宮古病院について。

　ア、離島におけるがん患者の支援に向けて「相談支

援センター」と「患者図書館」設置について見解を伺

います。

　イ、緩和チームや緩和ケア病棟設置についても見解

を伺う。

　芋、離島における医療従事者確保・定着に向けた抜

本的施策を示してください。これまで確保・定着でき

ない障壁は何であるのかお伺いをいたします。

　鰯、特別保育事業の充実を公約に挙げてあります。

延長保育や休日保育、夜間保育、病児・病後児保育の

実態調査及び需給調査に基づく改善策や対応策につい

て伺います。目標数値があれば示してください。

　大きい４番目、教育行政について。

　茨、沖縄県教員侯補者選考試験について伺います。

　ア、受験年齢制限35歳の引き上げ、もしくは年齢制

限撤廃について教育長の見解を求めます。

　イ、公正・公平な視点から免除規定の改善や免除基

準の公開をするべきではないのか、教育長の考え方を

お聞きいたします。

　５、県内における飲酒運転防止と啓発について、県

警本部長にお伺いいたします。

　茨、飲酒運転防止に向けた啓発・運動への取り組み

について伺います。

　芋、飲酒運転による事故の推移について伺います。

これは対前年比で結構でございます。

　鰯、酒酔い及び酒気帯び運転での検挙者と罰金の総

額について。また、この罰金はどこへ納入されるのか

伺います。

　６番目、土木行政について。

　茨、公共事業に伴う赤土流出防止及びサンゴ保全の

ためのガイドラインについて示してください。

　芋、宮古島市における県立公園建設はどこまで県の

内部で検討されているのか伺います。

　鰯、伊良部架橋建設に伴うと見られる砂浜の浸食の

現状と復元への対応を伺います。

　７番目、我が会派の代表質問に関連して質問いたし

ます。

　茨番目、大城議員の質問に関連して４の茨、訪米へ

向けての知事の戦略を伺います。

　それから芋番目に、比嘉議員の質問に関連して３の

印、茨番目の質問は、現場からの要望は何名であった

か。

　芋番目に、昨年の中部病院における中途退職、産

休・育休等々の休職者は何名か。

　鰯番目、休職者の代替については嘱託や臨時的任用

職員で対応するとしているが、実現は可能か。

　允番目に、７対１体制を実現するために別の機能を

スクラップにすることで体裁を整えようとしているの

ではないのか。８人のカットで支障はないのかお伺い

をいたします。

　以上質問して、再質問いたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　奥平一夫議員の御質問に答

弁させていただきます。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、新しい振興計

画を沖縄みずから立案する知事の決意についての御質

問にお答えいたします。

　我が国は、人口減少と少子・高齢化に直面し、国と

地方の役割の見直し、そして一括交付金化などの地域

主権改革の流れの中、グローバル経済の進展や世界規

模での環境問題など、大きな時代の節目に差しかかっ

ております。このような時代の転換期にあって、地域

の主体性を生かした計画を策定し、時代潮流に合わせ

た各種施策を展開していくことが求められておりま

す。沖縄県は、昨年３月に県民とともに20年後のある

べき沖縄の姿を描く初めての長期構想であります「沖

縄21世紀ビジョン」を策定いたしました。

　今後、県民みずからが描いた21世紀ビジョンの将来

像実現のため、県民と力を合わせ一体となって計画の

策定に取り組みますとともに、国に対し新たな法律に
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より支援する仕組みを求めてまいる所存でございま

す。

　同じく知事の政治姿勢の中で、中国と東アジアにお

ける沖縄の立ち位置についてという御趣旨の御質問に

お答えいたします。

　尖閣諸島は我が国固有の領土であり、沖縄県の行政

区域でございます。これまでと同様に県民の生命財産

や漁業を初め諸権利が侵害されることのないよう、政

府に対し適切な対応を強く求めております。

　一方で、沖縄県と中国は長い交流の歴史がありま

す。福建省との間には平成９年９月に姉妹提携が締結

されており、友好関係が続いております。近年は東ア

ジアから多くの観光客も訪れております。

　沖縄県といたしましては、中国を含めた東アジア地

域との平和的な友好関係の構築は極めて重要であると

考えております。

　今後とも、人、物、情報、文化、科学技術などなど

の多元的な交流ネットワークをさらにつくり上げ、国

際的な交流拠点の形成を図ってまいりたいと考えてお

ります。

　同じく知事の政治姿勢の中で、輸送・交通コストの

低減に係る御質問にお答えいたします。

　広大な海域に散在する沖縄県の離島は、我が国の領

海及び排他的経済水域の保全等に重要な役割を担って

おります。離島の定住条件を改善し振興を図るために

は、離島住民の輸送、そして交通コストの軽減は極め

て重要な課題であると認識いたしております。現在、

国に対しこれらのコスト低減のための新たな制度の構

築を要求しているところであります。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　知事の政治姿勢について

の御質問の中で、基地との共存を前提にしない新たな

計画についてお答えします。

　新たな計画は、「沖縄21世紀ビジョン」に込められ

た県民の想いを実現していく計画とすることが重要で

あると考えております。

　県としては、力強い民間主導の自立型経済を構築す

るとともに、医療・福祉、文化、教育等の充実により

県民福祉の向上を図っていく所存であります。このた

め、地域住民や企業、市町村等との協働のもと、県民

一体となった計画の策定に取り組んでいるところで

す。また、国に対して新たな法律を制定し、県が策定

した計画に基づく事業を支援する仕組みを求めている

ところです。

　次に、下地島空港と周辺残地問題についての御質問

の中で、下地島空港残地有効利用連絡会議の進瀧と今

後の取り組みについてお答えします。

　下地島空港残地有効利用連絡会議につきましては、

農業的利用等専門部会等の４つの専門部会を設置し、

宮古島市から提案のあった「下地島空港等利活用計画

書」の具体的な土地利用計画やゾーニング面積等につ

いて検討を重ねてまいりました。本年度は、この２月

に農業的利用等専門部会と観光・リゾート等専門部会

の合同会議を開催し、農業的利用ゾーンから先行して

取り組むことや、県の「下地島土地利用基本計画」で

ゾーニングされている農業的利用ゾーンの面積を拡大

することについて意見が出されたところであります。

　今後は、今回農業的利用等専門部会から提起された

意見を他の専門部会でも協議し、下地島空港残地有効

利用連絡会議としての検討意見を取りまとめ、早期に

有効活用ができるよう努めてまいりたいと考えており

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　知事の政治姿勢に関する

質問のうち、支庁の廃止による効果についてお答えい

たします。

　宮古・八重山支庁の組織見直しは、住民に最も近い

基礎自治体である市町村が主役となり、地域完結の行

政を行い、県は補完的役割を担うという地方分権社会

の進展が背景にありました。支庁組織の見直しに伴

い、地元市町村が主体となり、各種関係団体等地域全

体が一体となって観光振興などに一層取り組むように

なってきたものと考えております。また、支庁の各課

と本庁各部が直結されたことにより、意思決定の迅速

化や業務執行の専門性の向上が図られたものと考えて

おります。支庁組織の見直しにより組織の数に増減は

ありませんが、人事などの総括事務を本庁で処理する

ようになったことから、職員定数を両支庁で17名減と

し、年間約１億円の人件費を節減したところでありま

す。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　知事の政治姿勢につ

いての中の、「エコアイランド特区」制度の仕組み及

び暮らしや環境にもたらす可能性についての御質問に

お答えします。
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　本県は、エネルギーのほとんどを化石燃料に依存し

ていることから、再生可能エネルギーを積極的に導入

し、化石燃料の依存度や環境への負荷を低減する必要

があります。そのため、宮古島市など再生可能エネル

ギー導入に積極的な地域の取り組みを支援することを

目的に、「エコアイランド特区」の創設を国に要望し

ているところでございます。

　制度には、再生可能エネルギーの導入や実証試験を

実施する事業者等への支援、電気自動車などの導入支

援、バイオ燃料を普及させるための規制緩和などを盛

り込んでおります。特区制度により環境関連産業が育

成され、島嶼地域の先進的なモデル地域となることで

観光や国内外からの視察・研修が増大し、地域の活性

化につながるものと考えております。また、県では、

来年度から実施する「スマートエネルギーアイランド

基盤構築事業」において、宮古島でのＥＶタクシーの

導入、省エネシステムの実証、来間島での太陽光発電

導入による再生可能エネルギー 100％の島を目指す実

証事業に取り組み、モデル離島の構築を促進してまい

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　下地島空港と周辺残地

問題についての御質問の中で、災害援助拠点形成の制

度設計についてお答えいたします。

　県におきましては、新たな沖縄振興計画に盛り込む

制度として、沖縄に国際的な災害援助拠点を形成でき

ないか検討しているところであります。そのため、国

際緊急援助隊や援助物資の備蓄基地等の誘致につい

て、平成23年度には所要の調査を行い、制度のあり方

も含めて基本的な考え方をまとめたいと考えておりま

す。

　次に、我が会派の代表質問との関連について、訪米

に向けての戦略についてお答えいたします。

　知事は、これまで２度の訪米を行い沖縄の基地問題

の実情を訴えてまいりました。平成21年９月以降の県

内の諸状況、そして米軍基地負担軽減部会の開催、さ

らに軍転協の要請等を踏まえ改めて訪米の時期及び活

動内容等について検討することとしております。米国

政府や連邦議会等の関係機関に沖縄県の実情を伝え理

解と協力を求めることは、沖縄の基地問題の解決を進

める上で重要であり、来年度、効果的な訪米が実施で

きるよう検討してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　仲田文昭君登壇〕

○土木建築部長（仲田文昭君）　下地島空港と周辺残

地問題についての御質問で、日本航空の実機訓練停止

の影響についてお答えいたします。

　日本航空が実機訓練を中断したことにより、平成23

年１月現在の訓練回数は9305回となっており、前年同

時期に比較して4768回の減少となっております。

　実機訓練の中断に伴う空港の運用や地域雇用への影

響は現時点では生じておりませんが、航空会社が負担

している下地島空港の年間維持費の協議については、

日本航空が会社更生法の適用を受けていることから、

今後厳しくなることが予想されます。

　県としましては、下地島空港の建設の経緯や訓練飛

行場としての重要性などを踏まえ、航空会社の理解を

得ていきたいと考えております。

　土木行政についての御質問で、宮古島市の県立公園

建設の検討状況についてお答えいたします。

　宮古圏域における広域公園の整備については、沖縄

振興計画及び宮古都市計画区域マスタープラン等にも

位置づけられており、県としましてもその必要性は認

識しているところであります。現在、新たな県立公園

の建設については、県の財政状況が厳しいこと、伊良

部架橋実現後の宮古島市の一体的な土地利用のあり方

など社会情勢の動向も踏まえ慎重に検討していく考え

であります。

　同じく土木行政について、砂浜浸食の現状と復元に

ついてお答えいたします。

　伊良部架橋の海中道路や仮桟橋の施工に伴い南西側

の砂浜が侵食され、仮桟橋付近に砂が堆積している状

況にあります。そのため、県では、波浪流況調査、砂

移動の追跡調査等を実施するとともに、応急対策とし

て砂浜前面に大型土のうを設置しております。砂浜の

保全については、学識経験者や専門家の意見などを踏

まえ対策を検討しているところであり、平成23年度か

ら砂浜の復元を図るための工事を予定しております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　医療と福祉行政につ

いての質問の中で、新宮古病院における相談支援セン

ターと患者図書館の設置についてお答えいたします。

　宮古病院は、現在、地域連携室においてがん患者会

の運営や患者及び家族からの療養上の相談に応じてい

るところであります。新病院においても、引き続き地

域連携室に相談窓口を設置し支援していきたいと考え

ております。
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　新病院において患者図書館の設置の予定はありませ

んが、がんに関する情報提供の方策について検討して

いきたいと考えております。

　次に、新宮古病院における緩和チームや緩和ケア病

棟設置についてお答えいたします。

　宮古病院における緩和ケアチームについては、専任

の職員等の配置が必要になることから、職員を専門研

修に派遣し人材育成を図っていくことにしておりま

す。今後、その設置について検討していきたいと考え

ております。

　なお、新病院においては緩和ケア病棟の設置は予定

しておりませんが、現病院よりも個室が増加すること

によりがん患者の療養環境は改善していくものと考え

ております。

　次に、我が会派の代表質問との関連についての質問

の中で、現場からの要望数についてお答えいたしま

す。

　中部病院の７対１看護体制実施のための看護師の増

員数93名については、病院現場とも十分調整を行い一

般病棟の病床数に基づいて算出された必要看護師数で

あります。

　次に、昨年の中部病院の普通退職者数、産休・育休

についてお答えいたします。

　中部病院の平成21年度の普通退職者は18名でありま

す。平成21年４月１日時点における産休者は４名、育

休者は17名となっております。

　次に、休職者の代替についてお答えいたします。

　休職者の補充については、臨時的任用職員及び嘱託

職員等で対応することとしております。

　病院事業局としては、県内外の就職説明会に積極的

に参加するとともに、各病院では募集イベントを開催

するなど看護師確保に努めているところであります。

　次に、７対１看護体制実現とスクラップについてお

答えいたします。

　中部病院でＩＣＵ等の特殊病棟を除く一般病棟にお

いて、７対１看護体制を導入するために看護師の必要

数に基づき93名をふやすこととしております。減員分

については、事務執行体制の見直し等により事務職と

現業職で８名を削減するものであります。差し引きに

より85名の増員となっております。

　なお、減員になる職種については、必要に応じて嘱

託・委託などで対応することとしております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　医療と福祉行政に

ついての御質問の中の、離島における医療従事者の確

保・定着についてお答えします。

　離島の県立病院等においては、同地域で医療従事者

を確保することが厳しいことから、本島内の県立病院

等からローテーションにより対応しているところであ

ります。これに加えて、医師については、琉球大学医

局からの派遣や県立病院の後期臨床研修終了医を派遣

しているところであります。これら派遣医において

は、本島内の中核病院でキャリアアップを図りたいと

する者が多く、長期間の定着が難しい状況となってお

ります。

　県としては、平成19年度から開始した医師修学資金

等貸与事業において、琉球大学との連携によりキャリ

アアップを図りながら長期間派遣する仕組みを検討し

ていきたいと考えております。

　次に、特別保育事業の需給調査に基づく対応策や目

標値等についてお答えします。

　平成22年３月に策定した「おきなわ子ども・子育て

応援プラン」の後期計画では、市町村において子育て

支援事業に係るニーズ調査を実施しており、その結果

を踏まえ目標数値を設定しております。平成26年度の

目標数値として、延長保育事業は平成21年度290カ所

を329カ所、休日保育事業４カ所を11カ所、夜間保育

事業３カ所を５カ所、病児・病後児保育事業12カ所を

17カ所とすることとしております。

　特別保育事業につきましては、本県の増加する多様

な保育需要に適切に対応するため、平成23年度当初予

算案において、前年度に比べ約１億5700万円の大幅な

増額を図っております。

　県としましては、今後とも市町村と連携し、地域に

合った子育て支援を推進してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは教育行政につい

ての御質問で、受験年齢制限の引き上げ及び免除規定

の改善等についてお答えいたします。４の茨のアと４

の茨のイは関連しますので一括してお答えいたしま

す。

　教員候補者選考試験は、人間性豊かで教科等の専門

的知識・技能を有し、実践的指導力のある教員を選考

する視点で実施しております。今後、大幅な教員の採

用が見込まれることから、教員候補者選考試験の受験

年齢制限の撤廃に向けて取り組みます。

　平成23年度実施の教員候補者選考試験においては、

応募者数の大幅な増が見込まれることから、受験年齢
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制限を45歳まで引き上げ、受験年齢の撤廃につきまし

ては、平成23年度の実施状況を踏まえ早目に判断して

いきたいと思います。幅広い年齢の受験者を見込むこ

とにより、量及び質の両面ですぐれた教員や多様な人

材、他の職業等で豊富な経験と技量を持った優秀な社

会人や職業人、これまで長期間臨任をしている指導力

のある教員などの確保を目指していきたいと思いま

す。それとともに、長期間にわたり臨任をしている指

導力のある教員を確保するために設けられた「教職経

験による選考」と、中学校の技術と高校の水産の科目

に限定した「社会人を対象とした選考」についての一

次試験免除は、平成23年度から廃止いたします。

　「教職経験による選考」による一次試験免除の廃止

については、推薦、選考基準が明確に示されていない

と受験者や学校現場から不満があること、大幅な採用

の増加で小学校において申請者全員合格するなど、教

員の質の確保に問題があること、小学校・中学校・高

等学校の校種間によって一次免除合格者数の差が大き

くなり、制度自体に不公平感が出ること、臨任経験者

から免除よりも年齢撤廃の要望が多いことなどがあり

ます。

　「社会人を対象とした選考」による一次試験免除の

廃止については、中学校の技術と高校の水産の科目に

限定した選考であるため、すべての校種や教科に拡大

することが求められております。また、民間企業での

豊富な経験等を有する幅広い人材の確保を目指すため

であります。

　県教育委員会としましては、教員候補者選考試験の

受験年齢制限の撤廃に向けて取り組み、豊富な経験と

技量を持った優秀な社会人や職業人を初め、臨時的任

用の受験者などが選考試験を受験できる機会を拡大

し、本県の教育を担う専門的知識や技能、実践的指導

力のある優秀な教員の確保に努めてまいりたいと思い

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　村田　隆君登壇〕

○警察本部長（村田　隆君）　県内における飲酒運転

と啓発に関する御質問の中で、まず飲酒運転防止に向

けた啓発・運動への取り組みについてお答えいたしま

す。

　県警察では、自治体やボランティア等の関係機関・

団体と連携し、毎月１日の「飲酒運転の根絶運動の

日」の取り組みにより、条例の普及啓発を図るととも

に、事業所等に対する飲酒運転根絶活動マニュアルを

活用した飲酒運転根絶対策や県民一人一人が飲酒運転

の問題をみずからの問題として考え行動するきっかけ

となることを願って、被害者の悲しみと加害者の後悔

のメッセージをつづった「一杯の代償」を発刊・配布

しております。

　そのほか、県民に飲酒運転の危険性を周知するた

め、飲酒擬似体験ゴーグルを活用した交通安全教育の

実施や、二日酔い運転防止キャンペーン等の広報啓発

活動を実施するとともに、自治体、事業所、飲食店等

と連携し、仲間同士で飲酒する場合、あらかじめ飲ま

ない人を決め、その人が仲間を安全に自宅まで送る

「ハンドルキーパー運動」や、各家庭での「飲んだら

むカエル運動」等の取り組みを実施しております。ま

た、飲酒運転による交通事故の加害者、被害者及びア

ルコールの専門的な知識を有する方を飲酒運転根絶ア

ドバイザーに委嘱して、県内各地において講演会を開

催し、飲酒運転根絶の普及啓発活動を推進しておりま

す。

　県警察では、これまでの取り組みをさらに強化する

ほか、本年は運転免許取得年齢に達する高校生を対象

とした飲酒運転に特化した交通安全教育を実施するな

ど、あらゆる取り組みを推進していく所存でありま

す。

　次に、飲酒絡みの交通事故の発生状況についてお答

えいたします。

　平成22年中の飲酒絡みの人身事故の発生件数は154

件で、前年に比べ29件、23.2％増加し、全人身事故に

占める割合は2.37％で、平成２年から21年連続して全

国ワーストワンとなっております。飲酒絡みの死亡事

故の発生件数は８件で、前年に比べ５件、38.5％減少

し、全死亡事故に占める割合は17.02％で、平成７年

から15年続いていた全国ワーストワンを昨年は脱して

おります。

　次に、飲酒及び酒気帯びでの検挙者数及び罰金の額

並びに罰金はどこに納入されるのかについてお答えを

いたします。

　平成22年中、酒酔い運転で検挙された者は69名、酒

気帯び運転で検挙された者は2200名で、合計2269名と

なっており、前年に比べ544名、31.5％の増加となっ

ております。飲酒運転で検挙された者の罰金につきま

しては、道路交通法で酒酔い運転の最高額は100万

円、酒気帯び運転の最高額は50万円と定められており

ます。

　なお、飲酒運転で検挙された者が納める罰金につき

ましては、国庫に納入されることになっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。
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　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　土木行政についての

御質問の中で、公共事業における赤土等流出防止及び

サンゴ保全のためのガイドライン等についてお答えい

たします。

　赤土等の流出防止対策については、「沖縄県赤土等

流出防止条例施行規則」で施設基準を規定しており、

発生源対策、流出濁水対策、濁水最終処理対策装置の

設置などを定めております。

　具体的な赤土等流出防止対策については、土木建築

部においては、「赤土等流出防止対策技術指針」など

を作成して対応しております。

　サンゴ礁保全については、平成21年３月に「沖縄県

サンゴ移植マニュアル」を作成しておりますが、港湾

など公共事業に特化したサンゴ礁保全の指針等につい

ては、各事業の事業特性や地域特性を勘案し、各事業

者において独自に対応されているものと認識しており

ます。

　なお、県としましては、「沖縄県環境基本計画」に

おいて、全体的なサンゴ保全の施策や各主体の役割等

を示していることから、個々の事業に係る調整などが

なされた際は適切な保全措置を講じるよう調整・指導

しております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　それでは再質問をさせていただきま

す。

　まず順序よくといいますか質問順に、通告順に再質

問をしていきたいと思うんですが、今回の新しい振興

計画というのは、いわゆる「沖縄21世紀ビジョン」の

理念をどう実現するか。その中でもやはり基地のない

沖縄というのを20年後につくり上げるという大きな目

標もあるわけでありますけれども、いろいろこれまで

の振興計画の成り立ちなどを見ましても、やはり相当

手ごわい交渉が必要になるというふうに聞いておりま

す。そういう意味では本当に腹をくくって沖縄を主張

していくということは非常に大事だと思うんですけれ

ども、例えば今、この沖縄が抱える一番の懸案といえ

ば戦後処理、そして戦後補償をどうするかというふう

なことなどが大きな中心になってくると思います。当

然、所得をどう上げていくか、失業率を大きく改善を

していくか、このことも含まれるわけですけれども、

このようなことがしっかりと今回の制度に織り込んで

いくということが大事だと思うんですけれども、この

辺の考え方について知事の考え方を少しお聞かせくだ

さい。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時８分休憩

　　　午後２時９分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　新しい計画の中では、こ

の間、「沖縄21世紀ビジョン」の中における議論、そ

れからまた総点検におけるさまざまな課題の提起、そ

ういうふうなものを踏まえて、おおむね今後の沖縄づ

くりというふうなものの課題としてまずどんなものが

あるかというふうなことがございますけれども、今、

議員が言われたような戦後処理もその一つでございま

す。戦後処理の中には、例えばなお存在している不発

弾の処理を、これをやはり国の責務としてやるべきだ

という話だとか、あるいはまた、沖縄戦による所有者

不明土地の解消の問題だとか、それから沖縄戦による

遺骨収集の問題、それからまた、戦時において義務教

育を修了できなかった方々への教育の保障とか、そう

いうふうなものを含めてその新しい制度の中では要求

をしております。

　それからまた、その大きな枠組みで申し上げます

と、その議論の中で出てきていましたのは、やはり今

後の県民所得の問題なり、あるいはまた雇用の問題、

そしてまた離島振興の問題、そして基地跡地、交通体

系、そういうふうなものを改善をしていく、そういう

制度と計画というふうなものをこれからつくっていき

たいというふうに考えてございます。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　前の稲嶺知事が、私は魚は要らない

と、釣り具が欲しいというふうな表現もされておりま

した。ただ、非常に使い勝手のいい釣り具であったな

らよかったんですけれども、それがうまく絡め取られ

てなかなか伸び縮みのできない釣りざおであったり、

あるいは短いリールであったりというふうなことでな

かなかもどかしい感じでこの何十年来て、制度をうま

く生かせなかったというふうなことをよく聞きます。

そういう意味ではその制度設計も非常に大事だと思う

わけですね。そういう意味で本当にこの制度設計を十

分に練りながら、やはり当局を説得をさせていくとい

う、国を説得・納得させていくというのは非常に大事

だと思いますので、この辺についてはしっかりやって

いただきたいということと、それからやっぱり何と

いっても今回の新しい振計、これで最後という気持ち

で知事は取り組んでいこうとしていらっしゃるのか。

この今回の新しいいわゆる21世紀ビジョンをもとにし

た新しい振計で、もうこれで終わりだと、最後の振興
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計画にしたいという思いがあるのか。もしそうだとす

れば、例えばその制度もしっかりしたものにし、法律

も恒久的な法律あるいは時限的な法律、それぞれ分け

て考えていかなきゃならないと思うんですけれども、

この辺について知事のお考えを少しお聞かせいただけ

ますか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　20年前の３次振計のときに

も少しタッチしたことがございますが、特に今回の場

合は日本に復帰して40年たち、いろんな見方はありま

すが、ほかの県に比べて恐ろしく立ちおくれていると

いう部分というのを探し出すのは意外に難しくなって

いる面も多々あると実は思っております。ですから、

これがむしろ国に対して何か特別な措置を要求する最

後ぐらいの気持ちでやるべきだと思っております。あ

る意味でほかの県並みというような、せめてそれぐら

いの扱いでみずからを律するところへ持っていって、

ある意味で国と距離も置かないと、地域主権がなかな

か発揮しにくいというのも逆にあります。ですからこ

れは当然のこととして要求すべきものとか国の責任に

おいてやるべきだと思うものは、当然これはやっても

らうにしても、ほかの県が少しジェラスするぐらいの

感じのものを要求する時代は恐らく今回で終わりにし

たほうが、そして恐らくこの10年、我々頑張れば、こ

の今のアジアのほとんどいい位置を占め始めていると

いうことと、いろんな活動が展開されているというこ

とを踏まえると、実は、例えば１人当たりの県民所得

であれ、かなりいいところまで行けるのではないかと

私は思っております。ですから、ある意味で国に本

来、戦後処理であるとか当然やるべきものはやっても

らうにしても、沖縄自身の飛躍のために特殊なものを

要求する時代というのは恐らく今回で終わりにするぐ

らいの気持ちでやったほうが、ある種の自主性も持て

るのではないかと思ったりもしておりますが、ただ、

いずれにしても今の民主党政権を相手にやる場合は、

どうしてもこの政治的な部分が沖縄県は、民主党の先

生方もおられるのでかなりお強いと思いますが、です

からそういう政治的な力関係のところも議会と一緒に

なってこれはやらないと、なかなか論理の世界だけで

もブレークするのが難しい感じがないわけではありま

せん。ですが、一生懸命頑張ってまいりたいと思って

おります。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　ぜひ頑張っていただきたいと思って

おります。

　もう一つ課題は、その21世紀ビジョンに載せてある

ように、やっぱり基地のない沖縄をつくっていくとい

う大きな目標もございます。そういう意味ではこれま

での振興計画がどうも基地とのリンクがあったと。制

度設計に動き出すと基地の問題でひっくり返ったりと

いうようなことなど、最近県紙にいろいろその経緯が

書かれております。相当厳しい交渉になるかと思いま

すけれども、ぜひしっかり頑張っていただきたいと

思っております。

　それから、いわゆる対東アジアに向けて沖縄の立ち

位置は非常に重要だと私は思っております。そういう

意味でいろんな情勢があって非常に不安定な情勢もあ

るんですけれども、この中でしっかり沖縄がいわゆる

地理的あるいは歴史的な優位性を生かして、文字どお

り日本における、いわゆる東アジアに向けた窓口とし

てしっかりと私はさまざまな自治外交といいますか、

それを展開すべきだというふうに思っているわけで

す。そういう意味で今、中間報告を見ましてもすべて

が東アジアを向いている。つまり、東アジアや中国と

いうものを向いている。いわゆる沖縄の成長を東アジ

ア、中国に託していこうという、それを生かしていこ

うということであるわけですから、そういう意味では

本当に中国との関係、あるいは東アジアとの関係を有

効に、いわゆるうまくしなければならないと思います

ね。そういう意味でぜひ知事もそのことを当然御存じ

だと思いますので、もう一度沖縄の立ち位置をこうし

たい、こうありたい、こうすべきだと、こうしたいと

いうふうな知事のもし御意見がありましたらお聞かせ

ください。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　これは論理的に整理したも

のを今申し上げる準備はきちっとできておりませんけ

れども、ただ、文字どおり万国津梁の精神というのは

我々も今持っていると思います。それでいきますと、

例えば先日も中国のジャーナリストが十二、三人お見

えになっておられましたが、彼らが、アメリカと中国

とあなた方はどう考えるか。等距離だと申し上げまし

たが――これはちょっと思いつきに近いんですが――

ただ、現実にはアメリカも中国も、そしてアジアも含

めて私どもはすべてとある種の友好関係を結んでしか

生きようがないという感じもありますし、私も外交の

専門家ではありませんが、ぜひむしろ県議会の先生方

の御指導を得て、この東シナ海、今のところいろんな

意味で波高しと表現されている部分もありますから、

この我々沖縄県の持つ東西1000キロ、南北400キロの

この空間のある種の安全――何も防衛上の安全のみな

らず、地震、大規模災害を含む、それから新型インフ



－ 206 －

ルエンザだとか口蹄疫とかインターネットの内乱であ

るとか、要するに安全・安心に我々が生きていくため

にはいろんなことを考えなければいけないと思いま

す。ですから何も軍事的な防衛論のみならず、それも

含めて先ほど来、知事公室長が答弁しておりますよう

なことをよく我々なりに考え、予測をし、そしゃくし

て対応していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　次に質問いたします。

　離島振興のいわゆる輸送・交通コストについて、聞

きましたら、離島の交通コストを低減するためのさま

ざまな検討をされているんですけれども、基本的には

鉄道輸送というものを中心に据えて考えるというふう

にお聞きしております。この前、離島振興の集まりの

中でちょっとお聞きしたんですけれども、例えば22円

という鉄道１キロ当たりの輸送費を、例えば離島の宮

古―那覇、あるいは那覇―石垣、那覇―南北大東、そ

ういうものに落とし込んだときに、皆さんどれぐらい

の料金を試算していらっしゃるんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　離島のみならず沖縄本島

から本土、それからまたその周辺諸国を含めて離島県

である沖縄における物流コスト、そのコストの低減と

いうふうなものをいろんな形で実はどうすれば軽減で

きるのか、今検討しております。その中で、離島に関

しては離島の定住条件の大きな手法の一つとしては、

この物流コスト・交通コストをどうすれば下げられる

のか。今、おおむね４つほどの切り口で検討しており

ます。１つは、今、議員がおっしゃっていました「沖

縄離島住民移動交付金」、これは鉄道運賃というふう

なものをキロ当たりで計算して、それを県内の航路あ

るいはまた航空路線のキロ当たりの単価と比較したら

どうなるのかというふうなところから、もし鉄道運賃

並みまでにそれを補てんするような形とすればどうな

るのかというふうな形で今検討を進めております。２

つ目はまた、航空機燃料税、それから着陸料等々そう

いうものを総合的に組み合わせて離島の交通コストの

低減を図っていこうと思っております。

　これから後、どれだけの利用人員というふうなもの

が見込まれるのか、その辺のシミュレーションをしっ

かりやりながら、全体の数字というふうなものは固め

てまいりたいというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　それでは、ちなみにいわゆる航空旅

客運賃、宮古―那覇、那覇―石垣、試算をしてあると

思うんですけれども、幾らですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時22分休憩

　　　午後２時23分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　現行の那覇―宮古ですけ

れども、片道、現在１万1950円の航空運賃となってお

ります。これを新幹線並みのキロ当たりの単価で計算

しますと、おおむね8200円ぐらいになるというふうな

試算が出ております。

　それから那覇―石垣については、同様に１万5600円

に対して１万1400円、そういうふうな試算結果が出て

おります。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　次に総務部長にお伺いいたします。

　宮古・八重山支庁が廃止をされました。メリットが

相当あるというふうに、１億円ものメリットがあった

ということですが、これについてデメリットというの

はないんですか。それから、各市町村からそれについ

ての注文といいますかそういう問題はありませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　特に再編されて注文とい

いますかデメリットという点については、私どもはお

伺いしておりません。ただ、八重山地区のほうからは

名称の問題で、「総務課」という名称になっています

けれども、やはりもとの「総務観光」という言葉を入

れてほしいというような要望がございます。それにつ

いては少し私どものほうも検討させていただきたいと

思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　今、それぞれの庁舎はかなり空き室

がありますね。今後どうなりますか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　これは庁舎の利用といい

ますか、利用の促進の関係で言いますと、宮古のほう

は少し今検討に入っていますけれども、ほかの団体に

貸すとかそういったことを今検討しているところでご

ざいます。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　次に、下地島空港について知事に

ちょっとお伺いをしたいんですけれども、知事はたし

か４年前にもこの下地島空港のいわゆる残地の問題に

ついて、あそこは県経済のエンジンになるというふう

な発言をされたのをずっと私は覚えております。そう

いう意味でこの４年間ずっと期待をしてまいりました
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けれども、今、企画部長から報告がありましたよう

に、なかなかこれが前に進んでいない。私、議員に

なって７年になりますけれども、なかなか前に進んで

ない。非常にやきもきしております。そういう意味で

知事のエンジン発言については、私は相当期待もして

おりましたし、そしてまた強力に進めたいという御意

見も聞いたばかりでもありますから、知事、この下地

島の問題、知事としてはどういうふうな根拠でエンジ

ンになるというふうに発言をされたのか。また、何か

構想があって、実はこの地域はこういうふうにしたい

というふうなそういう思いがあって発言されたのか、

その辺をお聞きしたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時27分休憩

　　　午後２時28分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　奥平議員に大変御期待して

いただいて、少しじくじたるものはあるんですが、基

本的に今、宮古島市が計画をつくっていますよね。そ

して県も一緒になって次の展開を考えている状況にあ

ります。それで、私自身、3000メートルになんなんと

するあの空港と伊良部の架橋ができたときにはかなり

使い勝手のいいすごい基盤になるだろうと今でも無論

思っております。ですから、私自身の勉強が少し置い

てけぼりになった点は謝りますが、私もこれから一緒

になって、特にあの空港と橋をつないだ状態ではかな

りあれは大きな航空機の出入りができますし、アジア

との関係が、アジアの発展が予想以上にこれだけ早く

なってきますと、あれぐらいの空港があれば物すごく

いい対応ができるだろうと思っております。ですから

少し勉強がおくれていることは謝りますが、また改め

てしっかり取り組んでまいりたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　大変ありがとうございます。非常に

力強い御答弁をいただきました。

　そういう意味で私は、いわゆるあと２年後に伊良部

架橋がもう完成をします。ですからその間にきちんと

基礎づくりをして、それに対応するようなことをして

いかなければ、もうタイムリミットではないのかなと

いうふうに、今度、思うんですね。そういう意味では

知事のこういう御答弁をいただいて非常に力強く思っ

ておりますので、以下、部長、ぜひスピードアップで

この問題、ぜひ仕上げていただければなと思っており

ます。

　さて、今、協議会の段階ですね。これから次のス

テップに移らなければならないと思うんですけれど

も、この辺の日程的なものは何か考えていらっしゃる

んでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　先ほど答弁でお答えした

とおり、この２月に農業的利用等専門部会と、それか

ら観光・リゾート専門部会の合同会議を開催いたしま

した。その中で農業的利用ゾーンの面積を拡大をする

というふうな意見が出されておりまして、実は農業的

利用ゾーンと一緒に緑化関連ゾーンのゾーニングだと

か、あるいはまた自然環境保全ゾーンも拡大するとか

幾つかの考え方が示されております。それを受けて、

次は関連する自然環境の専門部会等々を開催をして、

それを少し議論をしながら全体の土地利用計画という

ふうなのを確定をさせていきたいというふうに考えて

おります。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　次に、酒酔い運転についてちょっと

再質問をさせていただきますけれども、実は今、県警

本部長から御答弁ありました数値等々勘案をして、い

ろいろ本当に大変だなと思います。そこで、酒酔い運

転による罰金の上限が100万円です。そして酒気帯び

が50万円、上限です。それをこの上限という金額で計

算し、この数を当てはめてみますと、実は69名の酒酔

いで100万円です。これはあくまでも上限ですから

6900万円。酒気帯びが2200名、これは50万円ですね。

トータルしますと11億6900万円、すごい数ですよね。

そういう意味で、本当にこれは沖縄の社会に与える影

響というのは物すごく大きいと思うんですね。知事、

それを例えば半分としても５億近い。そういう沖縄の

経済的な損害が出ているわけですけれども、知事、そ

のことについてどう思われますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時31分休憩

　　　午後２時33分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　ちょっと私も議員のこの御

質問に答えるだけの頭の整理ができておりませんが、

ただ、今の議員の計算で11億円というのは確かに大き

な実は社会的な損失に近いようなものだという気もし

ますし、大変な経済的にもまたいろんな面で沖縄に

とってマイナスの大きさを改めて御指摘で感じたとこ

ろでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　続きまして、このような損失が出ま
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すこの酒酔い運転について、県警本部長のさらなる決

意をちょっとお聞かせいただけますか。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

○警察本部長（村田　隆君）　飲酒運転の根絶につき

ましては、一朝一夕にはなし得ないものであると考え

ております。県民一人一人が飲酒運転の悲惨さや危険

性を自分自身の問題として受けとめるということがま

ず必要でありますし、飲酒運転をしない、させない、

許さない、そういった社会規範を確立すると、そう

いったことに向けまして粘り強く取り組んでいくこと

が大事かと思います。

　県警察といたしましては、飲酒運転の根絶と交通事

故の抑止、これを活動重点として掲げて取り組んでお

りますけれども、交通事故につきましては第一当事

者、第二当事者という事故を起こされた御本人だけで

はなく、その御家族や御親族にも大変深いダメージを

与えます。その結果、仕事をされている方が就業でき

ないということになれば、大きな社会的損失、コスト

を伴うものであるというふうに認識をしております。

　とりわけ、飲酒をした状態で運転をするということ

は、正常な判断ができないばかりか、安全運転の措置

がとれないということによりまして、いわば走る凶器

と言える状態であります。そうしたことが結果的には

悲惨な交通事故に結びついているということでござい

ます。

　かかる認識に立ちまして県警察といたしましては、

飲酒運転の徹底した取り締まりはもちろんのことであ

りますけれども、県や市町村といった自治体やボラン

ティアの方々といった関係機関・団体とも連携をいた

しまして、これまでの取り組みをさらに強化をしまし

て飲酒運転のない安全・安心な沖縄県の実現に向けま

して、県民の皆様と全力を挙げて取り組んでまいりた

いと、かように考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　どうもありがとうございます。

　最後に、比嘉議員の代表質問に関連して３の印につ

いて再質問したいと思いますが、臨時的任用で採用は

大変厳しいというふうに私は聞いております。本当に

それは確保できますか。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　昨今の各医療機関の

７対１看護実施によりましてかなり厳しい状況には

なっております。しかしながら、県立病院では人材の

確保に民間の人材派遣も含めた利用をして、現場での

看護師不足を補うように全力を尽くしている状況でご

ざいます。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　今回の７対１への移行というのは非

常に評価はしているんですね。ただ、やっぱりきちき

ちで最低限の基準で採用しているものですから、遊び

がないんです。車の運転でもハンドルに遊びがあるん

ですよ、緩やかにするように。ブレーキだってそうで

す。急にブレーキを踏んだら危険ですから。そういう

意味で余裕を持った人材の配置、人材の確保というの

が必要になるんです。ですからそういう意味で今回の

きっちり93名というその採用については、私は非常に

納得がいかない。もっと緩やかに確保して、本当に人

材をしっかり回していく、環境改善をしていくという

ことをぜひ強く訴えて、私の質問を終わらせていただ

きます。

○議長（髙嶺善伸君）　当銘勝雄君。

　　　〔当銘勝雄君登壇〕

○当銘　勝雄君　こんにちは。

　社民・護憲会派の当銘勝雄でございます。

　所感を述べながら質問をいたします。

　知事の政治姿勢でありますが、昨年から政府による

県民を愚弄する発言が続いております。普天間の移設

問題に対し、総理大臣としての言動が余りにも軽々し

く、また沖縄の基地問題をこの程度しか考えていない

のか、実に残念のきわみであります。普天間の移設先

は、国外、「最低でも県外」と言ったあの発言は、単

なる思いつきで県民だましであった。移設先を探さ

ず、辺野古へ回帰するための「方便」として、海兵隊

の抑止力を言い出したのであります。抑止力が「方

便」だとすれば、菅総理の日米合意を踏襲した辺野古

移設は根拠を失うことになります。

　そこでお聞きします。

　１、普天間飛行場の移設問題について。

　ア、民主党政権の辺野古移設にどう対応するか。

　イ、鳩山前首相は海兵隊の抑止力論を否定した。普

天間の移設問題をどう構築していくか問います。

　ウ、アメリカ政府への対応をどう変えていくか伺い

ます。

　エ、普天間飛行場の３年以内閉鎖状態の公約実現を

どうするのか問います。

　次に、ポスト沖縄振興計画についてであります。

　本県は、これまで異民族支配により生じた本土との

格差を是正するため、復帰後４次にわたる沖縄振興計

画等により総合的な施策が講じられてきたが、道路、

港湾等社会資本の整備が進んだものの、本土との所得

格差は依然として縮まらず県民所得は他県の７割程

度、最下位を脱出できない。さらに、人口の伸びに比
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べ産業が進展せず、失業率は７％台と全国の約２倍近

い状態が続いております。このため、昨年度は沖縄振

興計画の総点検を行うとともに、「沖縄21世紀ビジョ

ン」が策定されたところであります。今後は、この総

点検結果や「沖縄21世紀ビジョン」のもとに基本計画

を策定し、課題解決に取り組むことになります。その

ためには、国における計画の実効性を確保するための

法制度と支援策を明確にする必要があります。

　そこで聞きます。

　ア、「沖縄21世紀ビジョン」をどのように新振計に

つなぐか。

　イ、計画の主体的取り組みは可能か。

　ウ、財源確保をどうするか。これまでの高率補助の

存続はどうなるか。

　エ、一括交付金制度の導入は計画推進のかなめと考

えるが、その推進は可能か。

　オ、米軍基地返還後の跡地利用が大きな課題になる

が、どう進めるか問います。

　大きな２番、平成23年度内閣府の沖縄関係予算につ

いてであります。

　茨、前年度とほぼ同額の2301億円は満足するものな

のか問います。

　芋、沖縄振興自主戦略交付金321億円の自由度はあ

るのか問います。

　大きな３番、豪州とのＥＰＡ連携協定締結について

であります。

　政府は、特定の国・地域との間で貿易、投資などを

自由化する二国間経済連携協定（ＥＰＡ）を加速する

方針で進めております。日本とインドの協定では、主

要農産物である米や牛肉、豚肉、砂糖などが除外され

ているが、さきに問題となった農業大国のオーストラ

リアとのＥＰＡ協定が報じられております。

　そこで聞きます。

　茨、オ－ストラリアとのＥＰＡ協定による農業への

影響について聞きます。

　芋、どのような対策をとっていくのか問います。

　大きな４番、ＴＰＰ問題についてであります。

　「平成の開国」と銘打って環太平洋諸国によるすべ

ての関税を撤廃した貿易協定の締結に当たって、政府

は特に影響の大きい農水産業との両立を図るとしてい

るが、どのような対策・施策を講ずるのかが見えませ

ん。これが推進されると、離島の多い本県において

は、地域社会の崩壊まで心配されるものであります。

　そこで問います。

　茨、ＴＰＰ（環太平洋経済連携協定）は、本県社会

経済にどう影響をするのか問います。

　芋、農水産業への影響と対策について。

　ア、農水産業への影響をどう考えるか。

　イ、政府の協定推進にどう対策を講じていくか問い

ます。

　ウ、「平成の開国」は農業問題と両立できると考え

るか問います。

　鰯、農地の流動化と規模拡大についてであります。

　政府はＴＰＰ参加への対策として、農家の規模拡大

により輸入農産物との競争強化策を提案しているが、

これこそ農村社会の多面的機能を評価しない、単に土

地利用型農業への変化を目指しているにすぎない危険

な方向と言わなければなりません。

　そこで問います。

　ア、農地法の改正による流動化の方向は何か。

　イ、１戸当たり40ヘクタールの農家づくりが一部提

案されているが、本県農家は40分の１で済むというこ

とになるのか問います。

　ウ、離島地域は島の存続問題につながる。どう対応

するか。

　次に、政府は我が国の食料自給率40％を50％に引き

上げる目標を示しながら、一方においては、ＴＰＰ締

結を進めようとしております。逆に大幅な食料自給率

の低下を招くものと危惧します。

　そこで問います。

　允、ＴＰＰの協定締結によって本県の食料自給率は

どうなるのか問います。

　５番、黒砂糖販売対策について聞きます。

　経済労働委員会は、販売不振が続く黒砂糖の生産現

場や工場などの視察調査を行いましたが、販売不振が

続いており、窮地に立たされております。同じさとう

きび原料を生産しながら、分みつ糖地域に比べ含みつ

糖地域は助成制度の改善が必要であります。輸入加工

糖との競合が問題ですが、どう対策を講じているか問

います。

　茨、原産地表示の進瀧状況。

　芋、表示確認及び指導体制の方法。

　鰯、消費拡大推進の進め方。

　允、糖価調整制度適用への取り組みはなされたの

か、進瀧状況について問います。

　次に、試験研究機関をもとの専門部へ戻すことにつ

いて聞きます。

　試験研究機関は、地域の産業や新たな物づくりの基

礎研究や応用研究等、技術開発は大変重要なことであ

ります。本県において限られた予算の中でそれぞれの

分野で何が優先されるか。戦略的な視点で進めなけれ

ばならないと考えます。研究機関は、専門の部署に置
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くべきと認識しております。

　そこで聞きます。

　茨、試験研究機関を企画部に配置した理由は何か。

経過後のメリット・デメリットの比較はどうか。

　芋、試験研究機関をもとの専門部に配置する考えは

ないか問います。

　７番、我が会派代表質問関連であります。崎山嗣幸

議員関連の質問であります。

　茨、カジノ導入は犯罪の温床となり、青少年への影

響も大きくやめるべきとの質問に対し、カジノは多く

の国で導入され、多くのメリットがある。我が国にお

いては、超党派による議員連盟で合法化に向けた検討

がなされている。県内においては、賛否両論あるの

で、慎重に検討したい旨答弁しております。メリット

だけを強調しておりますが、デメリットについては一

切触れておりません。そのデメリットについては、な

いのか問います。

　芋、普天間の県外移設を求めるためのアクションプ

ログラム策定についての質問に対し、日本全体で基地

の負担を分かち合うためには広く国民に知らしめる必

要があり、広報活動を展開する旨の答弁をしておりま

す。大いに賛成です。これまで沖縄の米軍基地問題は

全国的なニュースに報道されていない思いがありま

す。基地問題は、沖縄が引き受ければよいとする考え

があるのではないかと危惧するものであります。その

ような意味では、鳩山総理は、全国知事会に普天間問

題を取り上げ、クローズアップさせたことは評価に値

するのではないかと思うものであります。しかしなが

ら、知事会では依然として沖縄の基地負担を分かち合

う知事がいないことは現実です。どう全国に訴えるか

聞かせてください。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　当銘勝雄議員の御質問に答

弁させていただきます。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、普天間飛行場

移設問題に関する民主党政権への対応及び米政府への

対応についてという趣旨の御質問にお答えいたします

が、この１の茨のアと１の茨のウが関連していると思

われますので、恐縮ですが一括して答弁させていただ

きます。

　県は、総理を初め各大臣との面談など、あらゆる機

会を通じて、普天間飛行場の県外移設の実現を強く求

めてまいりたいと考えております。また、その実現を

図るためには、日本全体で米軍基地の負担を分かち合

うべきであるということを広く国民に理解してもらう

必要があると考えております。平成23年度には、世論

を喚起するための広報活動などを積極的に推し進めて

まいります。また特に、県内移設は事実上不可能であ

るという沖縄の状況を日米両政府と国民に理解しても

らうためのあらゆる方策を検討し、実施してまいりた

いと考えております。

　次に、知事の政治姿勢の中で、鳩山前総理の発言を

受け普天間移設をどう構想するかという御趣旨の御質

問にお答えいたします。

　去る２月16日の予算委員会において、菅総理大臣

は、沖縄の海兵隊を含む在日米軍の存在は、日本の安

全にとってもアジア・太平洋の安定にとっても必要

だ、そういう認識のもとで日米合意を踏まえて対応し

ていくとの見解を示しております。県といたしまして

は、これらの発言いかんにかかわらず、日米共同発表

を見直し、普天間飛行場の県外移設に取り組むよう政

府に求める考えに変わりはございません。

　次に、知事の政治姿勢の中で、普天間飛行場の危険

性の除去の公約に係る御質問にお答えいたします。

　普天間飛行場の危険性の除去につきましては、駐留

部隊の移駐や訓練の縮小、そして分散移転など、普天

間飛行場のヘリ等の運用を極力低減し、早期に危険性

の除去及び騒音の軽減を図ることを政府に求めてまい

りました。また、去る１月に開催されました米軍基地

負担軽減部会におきましても、政府に対し、危険性除

去の具体的な取り組みについて地元の要望を聞いてい

ただきたい旨、強く求めたところであります。

　県としましては、引き続き軍転協とも連携をし、普

天間飛行場の危険性の除去について、具体的な方策の

提案、そして実施に向け、さらに検討を加速させるよ

う政府に求めていきたいと考えているところでござい

ます。

　次に、知事の政策に係る御質問の中で、ポスト沖縄

振計について、この計画の主体性そして財源の問題、

一括交付金などなど１の芋のア、イ、ウ、エが直接関

連しておりますので、恐縮ですが一括してお答えいた

します。

　新たな計画は、「沖縄21世紀ビジョン」において基

本計画として位置づけ、県民が望んだ将来像の実現の

ための各種施策を盛り込んでまいりたいと考えており

ます。また、この基本計画は、新たな時代にふさわし

い、県民が主体性を発揮できる計画として策定する必

要があることから、県計画と位置づけ、これに対し、

国が支援する仕組みとする必要があると考えておりま

す。
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　基本計画に盛り込まれた各種施策を実施するための

財源といたしましては、沖縄振興一括交付金（仮称）

を創設し、自由度の高い現行の沖縄振興計画で措置さ

れた額と同等以上を確保する必要があると考えており

ます。今後も引き続き、ビジョン実現に必要な沖縄振

興一括交付金の創設、そして沖縄の不利性の克服や優

位性を発揮する制度について政府に要請してまいる所

存でございます。

　次に、豪州とのＥＰＡに係る御質問の中で、日豪Ｅ

ＰＡによる農業への影響と対策についての御質問にお

答えいたしますが、３の茨と芋が関連いたしておりま

すので、恐縮ですが一括して答弁させていただきま

す。

　日豪ＥＰＡ交渉の結果によっては、沖縄県の重要作

物でありますさとうきび、肉用牛、酪農、パイナップ

ルなど本県農業が壊滅的な打撃を受けることが懸念さ

れております。このため、沖縄県といたしましては、

日豪ＥＰＡ交渉において、砂糖などの重要品目を関税

撤廃の対象から除外するなどの例外措置の確保につい

て、関係団体等と連携をし強く要請しているところで

あります。今後とも、日豪ＥＰＡ交渉の動向や国の対

応を踏まえつつ、関係機関と連携をし適切に対応して

まいりたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　平成23年度内閣府沖縄関

係予算額は満足するものかという趣旨の質問にお答え

いたします。

　平成23年度の内閣府沖縄関係予算案は、国の厳しい

財政状況の中、前年度比で0.1％増の2301億円が確保

されたところであります。沖縄県の自立型経済の構築

に向けて、「万国津梁」人材育成事業や沖縄国際航空

物流ハブ活用推進事業など、効果的な諸施策が盛り込

まれたほか、内閣府沖縄関係予算の約８割を占める公

共事業関係費等についても、本県の基盤整備の推進を

図るための配慮がなされたものと考えております。

　次に、試験研究機関の専門部帰属に関する質問のう

ち、試験研究機関を企画部に配置した理由についてお

答えいたします。

　地域特性を生かした産業の振興を図るためには、生

産者や企業のニーズに合った研究を実施し技術移転を

促進する必要があります。そのため、県では平成16年

度から農業研究センターを初めとする試験研究機関の

研究を専門家等が評価する「試験研究評価システム」

を導入いたしました。その評価結果を優先的に研究予

算等に反映させるとともに、分野の異なる研究機関相

互の連携を図るため、平成17年度から工業分野や農林

水産業分野の試験研究機関を企画部に一元化したもの

であります。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　平成23年度内閣府の沖縄

関係予算についての御質問の中で、沖縄振興自主戦略

交付金の自由度についてお答えいたします。

　沖縄県では、昨年５月以降、高率補助制度にかわる

より自由度の高い「沖縄振興一括交付金（仮称）」の

創設を政府に要望してきたところ、平成23年度政府予

算案において約321億円の「沖縄振興自主戦略交付

金」が創設されました。

　同交付金の使途は、今回統合の対象となった５種類

の補助金の範囲内で事業を選択することが可能となっ

ております。このことは、これまでの補助金と比べ一

定の前進をしたものと考えております。しかしなが

ら、沖縄県としては、一層の使途の自由度の拡大が必

要と考えており、引き続きこの点を政府に要望してい

るところであります。

　今後、さらに平成24年度以降の新たな沖縄振興に係

る施策の円滑な実施に必要な財源が確保され、さらに

自由度を高めた「沖縄振興一括交付金（仮称）」を実

現すべく引き続き政府に求めてまいりたいと考えてお

ります。

　次に、ＴＰＰ問題についての御質問の中で、ＴＰＰ

の本県社会経済への影響についてお答えします。

　現在、政府において交渉参加が検討されているＴＰ

Ｐは、原則としてすべての品目について関税を撤廃す

ることが前提となっております。そのため、ＴＰＰ締

結によって海外から安価な農林水産物が輸入されるこ

とが予想され、適切な対策が打ち出されないままでは

県内の農林水産業に深刻な影響を及ぼし、離島におけ

る地域経済への重大な影響も懸念されます。また、製

造業等については、プラス・マイナス両面の影響はあ

りますが、輸出主要産業の割合が小さい本県では、現

状においてはメリットは限定的と見られます。一方、

輸入業者にとっては、輸入品の価格低下による販売額

の増加など一定のメリットがあると考えられます。

　いずれにしてもＴＰＰ交渉においては農業や工業な

ど24の作業部会が立ち上げられ議論が進められている

ところですが、詳細についてはいまだ明らかになって

おらず、今後公表される情報を注視していく必要があ

ると考えております。
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　次に、試験研究機関の専門部帰属についての御質問

の中で、試験研究機関を企画部に管理一元化したこと

のメリット・デメリット及び所属の見直しについて、

６の茨のイと６の芋を一括してお答えいたします。

　試験研究機関を管理一元化したメリットは、分野横

断的な課題における共同研究の実施、外部研究資金の

獲得・増加、多様な研究人材の育成、研究施設の維持

管理経費の効率的な執行など、試験研究が円滑に実施

できるようになっております。また、試験研究評価シ

ステムの導入により、研究開発ニーズの把握、課題設

定から成果の普及まで体系的な研究管理と重点的に取

り組むべき研究課題については予算を重点的に配分を

しております。しかしながら、産業界からは、産業政

策を担う部局、特に普及部門との連携が不十分なので

はないかとの意見もあります。

　県としましては、現在、「新沖縄県行財政改革プラ

ン」に基づき、管理一元化の利点を生かしながらより

効率的な試験研究の推進と普及部門との連携を軸とし

た試験研究機関のあり方を検討しているところであり

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　ＴＰＰ問題の中で、

ＴＰＰの農水産業への影響と対応、農業問題との両

立、食料自給率への影響については、関連しますので

一括してお答えいたします。

　政府は、去る１月14日に「本年を平成の開国元年と

とらえ、明治維新や戦後に続き、貿易自由化や若者が

参加する農業の再生などにより日本人全体が世界に向

かって活躍することを目指す。」とする政権運営の基

本方針を閣議決定し、ＴＰＰを初めとする経済連携協

定への参加等を検討しているところでございます。し

かしながら、ＴＰＰは、原則としてすべての品目で関

税を撤廃することが前提となることから、国内の農林

水産物に大きな影響が出ることが懸念されておりま

す。

　本県においても、さとうきび、パイナップル、肉用

牛、水産物などで影響が出ることが懸念されており、

農林水産省が示した考え方を踏まえて計算したとこ

ろ、直接影響額が約580億円、関連産業等への波及も

含めると約1420億円の影響が出るものと試算されま

す。また、食料自給率についても農林水産省が示した

考え方を踏まえ計算したところ、カロリーベースで、

平成20年度の約40％から約2.4％まで低下するものと

試算されます。そのため、県では、国民の食料安全保

障の確保と国内農業への影響などの観点からＴＰＰ交

渉に参加しないよう適切に対応するとともに、農家が

安心して生産に取り組めるよう、万全の対策について

農業団体等と連携し、国に対して強く要請したところ

であります。また、県内では、去る１月29日に「ＴＰ

Ｐ交渉への参加に反対する沖縄県民大会」が開催され

たほか、ＪＡ沖縄中央会による「ＴＰＰ交渉参加反対

署名活動」などの取り組みも実施されているところで

あります。

　今後ともＴＰＰ交渉等の動向や、国の対応を踏まえ

つつ、関係機関等と連携し適切に対応してまいりま

す。

　次に、農地法の改正による農地流動化の方向につい

てお答えします。

　改正農地法では、これまでの「農地は耕作者自らが

所有することを最も適当とする」ことから、「農地の

効率的な利用を促進する」ことに目的が見直されてお

ります。

　改正農地法の流動化に関する内容は、農地を取得す

る際の下限となる面積要件について、県知事から農業

委員会に権限が移され、地域の実情に応じて面積要件

を下げることが可能となったこと、一般企業でも農地

が借りられるように、貸借に限り、農地を適正に利用

していない場合は貸借を解除するなどの条件つきで、

株式会社等の参入規制が緩和されたこと、食品関連企

業などの関連事業者から農業生産法人への出資制限が

緩和され、これまで出資率が25％以下となっていたも

のが最大50％未満まで可能となったことなどとなって

おります。このことから、個人や一般企業が農業に参

入しやすくなり、農地流動化が促進されるものとして

おります。

　次に、40ヘクタールの農家づくり提案と離島地域の

存続について、関連しますので一括してお答えしま

す。

　１戸当たり40ヘクタールの農家づくりの提案につい

ては、国が主催する「食と農林漁業の再生実現会議」

において一部の委員から同様な意見があったと聞いて

おります。仮に１戸当たり40ヘクタールの農家づくり

を沖縄本島を除く離島地域に当てはめた場合、農家戸

数が約9400戸から650戸程度にまで減少することが試

算されます。さとうきびや畜産などの農業が基幹産業

である離島地域では、ほかに就業する機会に乏しいこ

とから、過疎化して島の存続にかかわるものと考えて

おります。

　県といたしましては、島の存続や国土保全の観点か

ら、このようなことがないように関係機関・団体など
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と連携して、国に対し要望してまいります。

　次に、黒砂糖販売対策についての中で、黒糖の原産

地表示、表示確認及び指導体制、消費拡大の推進、糖

価調整制度への取り組み状況について一括してお答え

します。

　国は、含みつ糖の品質表示について、県や町村、Ｊ

Ａ等の要請を受けて「黒糖」と「加工黒糖」を定義し

ております。また、加工黒糖の原料原産地表示につい

ては、義務化する方向で検討しているところと聞いて

おります。

　黒糖表示の適正化に向けた県の指導体制について

は、ＪＡＳ法食品講習会や食品表示110番を活用した

相談等に取り組んでいるところであります。含みつ糖

の消費拡大については、県や町村、ＪＡ等で構成する

「沖縄県含みつ糖対策協議会」で、毎年５月10日を

「黒糖の日」として制定し、シンポジウムの開催や黒

糖ＰＲ促進員の配置、海外販売展開、トップセールス

などにより販売促進対策の強化を図っているところで

あります。

　県としては、含みつ糖の品質表示基準の明確化や分

みつ糖地域と同等な制度が適用できるよう、町村、Ｊ

Ａ、黒砂糖工業会等の関係機関と連携し、国等に対し

要請しているところであります。また、「新たな沖縄

振興のための制度提言」の中で、含みつ糖支援制度の

提案を行っているところでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　我が会派の代表質問

との関連の中で、カジノのデメリットについての御質

問にお答えします。

　カジノ導入に伴い、ギャンブル依存症、犯罪の多

発、青少年や地域に与える悪影響などの懸念事項など

が指摘されております。こうした懸念事項について

は、アメリカやシンガポールなどに見られるように、

公的機関等による厳格な管理体制を構築し十分な対策

を講じれば抑制が可能であると認識しております。現

在、超党派の国会議員連盟における「カジノを合法化

する法律案」では、国の規制機関の設置やギャンブル

依存症に関する対応策などが検討されており、県にお

いても対応策などを検討しているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　我が会派の代表質問と

の関連についての中で、普天間飛行場移設問題に関す

る広報活動の内容についてお答えいたします。

　普天間飛行場の県外移設を実現するための広報活動

として、現在マスメディア等の活用を検討しておりま

すが、とりわけ今や国際情勢に影響を与えるメディア

となったインターネットに注目しております。これら

を含め、さまざまな広報手段を用いて県の考えを内外

に伝えていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　当銘勝雄君。

○当銘　勝雄君　公室長、私は質問の中でも代表質問

関連で、全国民に知らせるための広報活動を展開した

いと。きのうからずっと知事が答弁しているんですよ

ね。非常に大きな仕掛けを持っているのかなと思いま

したら、マスメディアを通じて、インターネットを中

心に考えていくということですが、本当にインター

ネットで十分全国民に知らせることが可能というふう

に思っているんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　インターネットと申し

上げたのは、その一つの手段ということで羅列をさせ

ていただいたわけですけれども、もちろん昨日来知事

が答弁しておりますように、その考え方、内容につき

ましては非常に詰めたものにしようと思っておりま

す。ただ、インターネットにつきましては昨今のエジ

プトの情勢でありますとかそういう形で大変影響があ

るということは言えると思います。

○議長（髙嶺善伸君）　当銘勝雄君。

○当銘　勝雄君　昨年の日米合意が出たときですか、

私たちは、結局政府へあるいはまた海外記者クラブ、

こういうところまで行きまして訴えをしたんですよ

ね。ところが、全国紙はほとんど報じない。これが実

態じゃないかと思うし、さっきまた紹介したように、

鳩山前総理が全国知事会でどうぞ普天間問題をやろう

じゃないかということでやっても、どの知事もノーで

しょう。今、それが全国的な状況じゃないですか。そ

のためにはやはりもっと工夫を凝らした僕は全国的な

訴えが必要じゃないかと思うんです。だからインター

ネットだけじゃなくて何か方法を考えていくことは、

今じゃなくてもいいですよ、それを答弁してくださ

い。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　御提案のとおり訪米等

の成果も見据えながら、さまざまな手段を講じてまい

りたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　当銘勝雄君。

○当銘　勝雄君　時間の配分があれですから先に試験
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研究機関ですね。最後の質問です。試験研究機関の件

について質問したいと思うんですが、皆さんが言って

いる例えば横断的なその仕組みをつくるとか、円滑な

試験研究をやるとかそれはわかりますよ、言い分は

ね。わかりますが、しかしながら、本当に例えば今企

画部長が所管しているわけですね。企画部長が所管し

ているわけですが、今農業問題あるいは商工業の問題

で何が今重要なのか、あるいはどういう形で今この産

業を伸ばさないといかんか。そこら辺まで企画部長は

全部目を通していくことができるのかと。試験研究

テーマをまず決めることさえも企画部内でやるのかど

うか。やっぱり僕は専門の部で、これをいろいろ議論

しながらも考えていくと、これが大事じゃないかと思

うんです。

　今、試験研究テーマを決めるまでの過程、これはど

ういうふうになされているかちょっと説明してくださ

い。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　企画部のほうに試験研究

機関、今一元化しておりますけれども、一元化のメ

リットを生かすということで、県のほうでは沖縄県試

験研究評価会議というふうなものを設置をしておりま

す。それぞれのこの試験研究機関のほうから、それぞ

れの現場の産業界からもさまざまなニーズを取り込ん

で、それをまず第１段階はそれぞれの機関での評価を

しながら試験研究のテーマを絞り込んでいく。さら

に、それを横断的な個別評価をする専門部会、そうい

うふうなものをつくってどんどんどんどん上のほうに

持ち上がっていく。そして、県としてどういうふうな

テーマが重要なのかというふうなものを総体として評

価をしながら、そこに集中的に――集中的というより

は若干傾斜的にですね――試験研究の資源というふう

なものを投下する。そういうふうな試みをやっており

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　当銘勝雄君。

○当銘　勝雄君　予算は非常に限られているわけであ

りますから、どこの部でもやはり予算の分捕り合いで

すよ。ですから、例えば農業問題であっても今その中

で何が重要か、今どういうものを伸ばさないといかん

のか。これはやはりそこの主管部長がこの問題はこれ

が大事だという最終的な決定権を持つぐらいにならな

いと、企画部長がそれを何が重要かというのが本当に

わかるのかと僕は疑問を持つんです。

　例えば私が今、特に考えるのは薬草なんです、薬

草。薬草というのは、沖縄、熱帯・亜熱帯の地域で、

薬草というのはどっちかというと多年生植物が多いん

ですよ。ですから、北海道とかあるいは東北あたりで

は雪で枯れてしまうからなかなかそういう薬草という

のは広がらないんです。ただ沖縄みたいなところは、

そういう意味で地の利を得て非常に薬草の宝庫と言わ

れているんですね。その薬草類が当時沖縄には余りな

かったんですよ、なかった。しかも、薬草についても

環境保健部のほうで――今は環境保健部とは言わない

ですね――薬効を見るだけの課があったんです。しか

し、これじゃ広がらないでしょうということで、私は

やはりこれは生産する場へ移すべきだということで、

この薬草についての所管課は農林水産部に移したんで

すよ、移した。そしてそこで生産もしましょう、試験

研究もしましょうということになっていろんな項目が

組み立てられました。その後、今、企画部にあるその

試験場で薬草関係についてどんな研究がなされている

のか、それをちょっと知らせてください。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　専門的な知識というふう

なものでは若干問題あるかもしれませんけれども、今

議員が言われた薬草の薬用植物の研究、私も実はこれ

覚えております。20年ほど前に財政課で予算担当にお

りまして、環境保健部それから農林水産部を見ました

けれども、その際たしか長崎大学と委託研究をしてい

たというふうな印象がございます。その時点では、農

林水産部の中ではやはり食料生産に係るものを中心に

してやるというふうな考え方があって、なかなかそれ

がそこの中では実施されていなかったというふうなこ

とが印象として残っているわけですけれども、今日、

こういう薬用植物については最近の健康バイオの関連

だとかさまざまなニーズが出てきております。現行こ

の農業研究センターの中では、例えばミシマサイコだ

とか、それからウコンだとか長命草とかそういうふう

なものの研究がされておりまして、それについての栽

培指針が策定をされているというふうなことでありま

す。また、農業研究センターの名護支所では、本土大

手化粧品メーカーからの委託も受けて現在健康食品開

発の共同研究をやっているというふうな状況でありま

す。また、農業研究センター以外に工業技術セン

ター、それから森林資源研究センターの中でもそれぞ

れ薬用作物の研究が行われているというふうな状況で

ございます。

○議長（髙嶺善伸君）　当銘勝雄君。

○当銘　勝雄君　沖縄の産業の中で、今までの農林水

産物はこれからやはり土地利用型じゃないとなかなか

難しい面があるわけですが、有機栽培という形でどん

どんまたこれは安全・安心のものをつくっていくとい
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う方向があるわけですが、もう一つは、沖縄の持つ新

たな産業、僕はこれは薬草だと思うんです。薬草は、

基本的にこれからの長寿志向の社会に向けて絶対必要

だし、それから加工によって製造加工業の進展、ある

いは雇用も大きい。これはまさしく知事が提案してい

る1000万人観光客、観光産業とも非常に提携できるよ

うなものなんです。こういうことこそ僕は絶対に沖縄

が、沖縄は土地も小さいわけでありますから、しかし

ながらその利点を生かしながら進めていくと、こうい

うことが大事じゃないかというふうに思うんです。そ

れで、やはり今ある制度というのは、総務部長もなか

なかそれは今あるわけだからすぐはどうしましょうと

いうことは言えないでしょう。言えないからまずこれ

は時間的経過を与えておきましょう。知事は来年度、

組織編成とか何か言っておりますので、それに向けて

は絶対そこら辺を踏まえて、僕は６月にまたさらに構

築して私もどんどん提言していきますので、これはひ

とつやってもらいたい、こういうふうに思います。

　ちょっと休憩してください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時25分休憩

　　　午後３時26分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○当銘　勝雄君　内閣府の沖縄関係予算ですが、総務

部長は0.1％ふえたと。また、知事は沖縄の経済自立

に向けていろんなものが仕組まれたということで評価

するようなことがありました。しかしながら、私は沖

縄関係予算を眺めてみますと、この10年間、実に半分

以下に減っているんです。これは大変な問題です。と

ころが、今度国の予算はふえているんです。かつて70

兆、80兆から今、92兆ですか93兆まで膨れ上がってい

るんです。そういうことで、沖縄関係予算が減ってき

た理由というのはどういうふうに知事は認識している

んですか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　沖縄関係予算に関しまし

て少し御説明いたします。

　例えばですけれども、国の一般会計予算、平成13年

度当初が82兆円です。そのうちの公共事業費は９兆円

ですね。平成23年次年度当初ですけれども、国の一般

会計予算92兆円に確かに増額しています。そのうち公

共事業予算が５兆円に減じているわけですね。そうい

う関係でいいますと、公共事業費は約41.9％の減で

す。平成13年度、10年前に比べまして。ところが国の

一般会計予算は11.8％増なんです。これを沖縄関係予

算に比較してみますと、平成13年度の内閣府沖縄担当

予算は3490億円、そのうち公共事業費は2939億円、約

８割が公共事業関係予算なんです。そして平成23年当

初予算、内閣府の沖縄関係予算、おっしゃるとおり

2301億円、約34.1％減です。公共事業費も35.1％の減

で1906億円になります。

　私が申し上げたいのは、その予算の構成比が違うん

です。国の公共事業は国の予算に占める割合は約10％

です。沖縄関係予算の中に占める公共事業費は約８割

なんです。公共事業費の落ち込みがあるものですか

ら、国も沖縄県もあるもんですからこれだけ落ち込ん

でいますけれども、国全体の予算は確かに伸びていま

すけれども、それは比率が違うからだという形で御理

解いただけると思います。

○議長（髙嶺善伸君）　当銘勝雄君。

○当銘　勝雄君　総務部長、確かにそれはそうかもし

れません。国の予算としては、例えば社会保障費が伸

びていきますよ。そういうことでバランスは違ってき

ますが、私は、今沖縄が社会資本は一応何とかなりま

したとか言っているわけですが、沖縄全体の予算が、

要するに私が持っている資料では、1998年というのは

平成10年ですか、これでいうと4713億円。ところがこ

としの2011年、2301億円、実に半分以下なんですよ

ね、それでいいのかと。さらにまたもう一つ見ると、

実は農林水産予算もそうなんですよ。僕は、知事は農

林水産業を大事にしていないんじゃないかと本当に言

いたいところなんですけれども、これもまた現年度、

平成22年度11.5％の削減でしたね。これは同意を求め

ませんから言いますけれども、ことしも若干、だから

下がった。これも見ますと本当に沖縄というのは公共

事業を含めて農林水産もどんどんどんどん減ってい

る、これが事実じゃないかなというふうに思うんで

す。ですから、そこら辺に対してやはり全部今の国の

予算編成に対して知事が評価するような言葉は僕はよ

くないんじゃないかということでこれを言ったわけで

す。

　ちょっと休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時29分休憩

　　　午後３時30分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○当銘　勝雄君　再びカジノ問題ですけれども、さっ

き観光商工部長はギャンブル依存症とかこういうのが

あって、公的機関が管理すればさほど問題はないじゃ

ないかというような答弁だったと思うんですが、部長

の最初の答弁でカジノは国際観光地として非常に有効

であるというような答弁をしたんですね。知事の答弁
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はそういう文言は一切ないんですよ。この国際観光地

で有効というのはもう踏み込んだ発言じゃないかと思

うんですが、そう思いませんか、どうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　世界の120カ国余り

の国でやはりカジノに取り組んでおるということは、

知事の発言と共通しているというふうに思っておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　当銘勝雄君。

○当銘　勝雄君　120カ国で導入されているというの

は知事も一緒ですよ。しかし、知事の答弁はそうじゃ

なく、120カ国に導入されている。そういうことで多

くのメリットがあると知事は言ったんです。あなたは

カジノは国際観光地としても有効であると、委託研究

のあれをそのまま受けてあなたが判断したのかどうか

わかりませんが、私はデメリットを余り言わないでメ

リットばかりやっている部長の姿勢というのは僕は認

められないと、こういうことで答弁は要りませんか

ら、そこは指摘しておきます。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　20分間休憩いたします。

　　　午後３時33分休憩

　　　午後３時57分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。

　新垣清涼君。

　　　〔新垣清涼君登壇〕

○新垣　清涼君　こんにちは。

　社大・結の会、議席番号21番、新垣清涼、一般質問

を行います。

　まず、基地行政についてでありますが、先日の23日

水曜日、この本会議が終わって家に帰ると、Ｆ15が普

天間飛行場の上を飛んでいます。物すごい音です。嘉

手納基地周辺の皆さんの被害、嫌な思いはよくわかり

ます。普天間は、さらに住宅地域に近いものですか

ら、とてもじゃないけれどもこういう音を聞かされて

たまったもんじゃないなという思いがしています。直

線距離にすると300メートルはないんじゃないかなと

いう距離で、物すごい爆音を響かせて２機編隊で何度

も繰り返し飛んできておりました。こういう沖縄の現

状を一日も早く解消できればいいなという思いで一般

質問に入っていきます。

　まず茨番目に、普天間基地の危険性の除去について

どう取り組むか伺います。

　芋、爆音被害を受けながらも防音工事の対象外に

なっている県民がいます。救済措置を講ずるべきと考

えるがどうか伺います。

　鰯、沖縄県に配置されている米軍の定数というのは

決められているのでしょうか。県外への移転訓練が行

われても、そのあきをねらってよその地域から沖縄へ

訓練に来るようでは沖縄の負担は軽減どころか増加す

るばかりです。増加を認めず、確実に負担軽減に向け

た取り組みを両政府に約束させるべきです。沖縄県民

の基地負担軽減をどう求め実効性のあるものにしてい

くか伺います。

　允、鳩山前総理の「抑止力は方便だった」との発言

がありました。抑止力について知事の見解を伺いま

す。

　印、普天間飛行場の県外移設について政府にどう求

めるか伺います。

　２、観光行政について。

　茨、観光立県を標榜する県としては県道沿い――国

道も含めてでありますが――の雑草が非常に気になり

ます。対策はどうなっているか伺います。

　芋、沖縄観光はリピーターの割合が多いと聞いてい

ます。修学旅行生やリゾートウエディングを挙げられ

た皆さんに対する、またいらっしゃいというアプロー

チはどのように取り組まれているか伺います。

　鰯、地域資源活用観光人材育成事業とはどのような

取り組みなのか伺います。

　３、環境行政について。

　生物多様性地域戦略の策定に向けた調査の進瀧状

況、それから、これからの行動計画について伺いま

す。

　４番目に、雇用・労働行政について。

　茨、失業率の改善が依然として進まない状況につい

て知事の見解を伺います。

　芋、新年度も新しく「みんなでグッジョブ運動」の

予算が組み立てられておりますけれども、これまでの

成果と、この新しくなったグッジョブ運動はどう違う

のか、その取り組みやその課題について伺います。

　５番目に、農業政策についてであります。

　茨、政府の環太平洋経済連携協定交渉への参加につ

いて。

　沖縄県農業についてどのような影響が予想されるか

伺います。

　芋、貿易自由化、こういう時代ですから、これから

どんどんそういった貿易に対しては税金のかからない

自由化時代に向かっていくと思うんですが、そういっ

た時代に向けての取り組みが必要になってくると思い

ますが、その取り組みについてあれば伺います。

　鰯、地産地消の取り組みについて伺います。
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　允、農林水産業振興計画についてお伺いします。

　６、世界のウチナーンチュ大会について。

　茨、これまでの開催の趣旨とその成果について伺い

ます。

　芋、これまで築き上げたそのネットワークを、今回

あるいは今後どのように生かそうとしているのか伺い

ます。

　７、我が会派の代表質問に関連してお伺いします。

　大城一馬議員の質問に関連してですが、米海軍の訓

練区域内、区域外で訓練が行われていることについて

政府の監視体制はとられていないとしているが、県民

の安全性の確保、危険性の除去からして、知事は政府

に監視体制の確立を求めるべきではありませんか伺い

ます。

　次に、昨年の12月23日に東村高江区において、ヘリ

パッド建設に反対している地域住民のテント小屋が米

軍ヘリのホバリングによるものと思われる被害につい

て、沖縄防衛局は、米軍は通常の訓練は行ったが、ホ

バリングはしていないとの返事があったとのことです

が、通常の訓練であのような被害が繰り返されるのな

ら決して許されるものではありません。真相を究明す

べきだと思います。知事の見解を伺います。被害届は

出されていますか。その処置はどうなっていますか伺

います。

　以上です。よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　新垣清涼議員の御質問に答

弁させていただきます。

　まず第１に、基地行政に係る御質問の中で、普天間

飛行場の危険性除去の取り組みについてという御質問

にお答えいたします。

　普天間飛行場の危険性の除去につきましては、駐留

部隊の移駐や訓練の縮小、そして分散移転など普天間

飛行場のヘリ等の運用を極力低減し、早期に危険性の

除去及び騒音の軽減を図ることを政府に求めてまいり

ました。また、去る１月に開催されました米軍基地負

担軽減部会におきましても、政府に対し危険性除去の

具体的な取り組みについて地元の要望を聞いていただ

きたい旨求めたところであります。

　県といたしましては、引き続き軍転協とも連携を

し、普天間飛行場の危険性の除去について具体的な方

策の提案、そして実施に向けさらに検討を加速させる

よう政府に求めていきたいと考えております。

　同じく基地行政に係る御質問の中で、普天間飛行場

の県外移設に向けた取り組みについての御質問にお答

えいたします。

　県は、総理を初め各大臣との面談などあらゆる機会

を通じ普天間飛行場の県外移設の実現を強く求めてま

いりたいと考えております。また、その実現を図るた

めには日本全体で米軍基地の負担を分かち合うべきで

あるということを広く国民に理解してもらう必要があ

ると考えており、平成23年度には世論を喚起するため

広報活動などを積極的に推し進めてまいる予定でござ

います。特に、県内移設は事実上不可能であるという

沖縄の状況を日米両政府と国民に理解してもらうため

のあらゆる対策を検討し実施してまいりたいと考えて

おります。

　次に、観光行政に係る御質問の中で、道路沿いの雑

草対策についての御質問にお答えいたします。

　県道の雑草につきましては、これまで道路構造の工

夫や道路ボランティア団体の協力などのコスト縮減を

図りつつ対策に努めてまいりましたが、管理が十分と

は言えず、平成22年度は１億2000万円の補正を行い、

雑草対策を実施いたしているところであります。

　今後もコスト縮減を図りつつ必要な予算を確保して

雑草対策に取り組み、観光立県にふさわしい道路管理

に努めてまいる所存でございます。

　次に、雇用・労働行政に係る御質問の中で、失業率

の状況、そして「みんなでグッジョブ運動」の成果、

今後の取り組み等の御質問にお答えいたします。た

だ、この４の茨と４の芋が関連いたしておりますの

で、恐縮ですが一括して答弁させていただきます。

　「みんなでグッジョブ運動」を進めてきた結果、平

成18年と平成22年の完全失業率を比較いたしますと、

全国が4.1％から1.0ポイント悪化し5.1％となってい

る中、沖縄県は7.7％から7.6％と0.1ポイントではあ

りますが改善をいたしております。また、就業者数

は、同じく全国が126万人減少する中、沖縄県は２万

5000人増加いたしております。

　「みんなでグッジョブ運動」の成果として、就業者

数は着実に増加いたしていることから、今後ともグッ

ジョブ運動を継続して推進し、本県の課題である雇用

の場の創出、そしてミスマッチ対策並びに若年者の就

業意識の向上を図り、完全失業率の全国並みに向けて

取り組んでまいる所存でございます。

　次に、農業政策に係る御質問の中で、地産地消の取

り組みについての御質問にお答えいたします。

　沖縄県におきましては、地産地消を推進するため

「沖縄県地産地消推進計画」に基づき、関係機関と連

携をし取り組んでおります。

　具体的には、第１に、市町村における地産地消推進
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計画の策定支援、第２に、35店舗の「おきなわ食材の

店」を100店舗へ登録拡大すること、第３に、「花と

食のフェスティバル」の開催、第４に、新たに２カ所

のファーマーズマーケットの設置、第５に、親子料理

教室及び農業体験の開催、第６に、フードアドバイ

ザーや地産地消コーディネーターの配置などなど、量

販店や学校給食等における県産食材の利用を促進いた

しております。また、平成23年度は若い主婦層をター

ゲットといたしました新レシピの提案や地域特産品を

活用しました加工品を開発し、県産食材の新たな魅力

を創出するなど、引き続き地産地消の推進に取り組ん

でまいる所存でございます。

　次に、世界のウチナーンチュ大会に係る御質問の中

で、ウチナーンチュ大会の開催の趣旨に係る御質問に

お答えいたします。

　世界のウチナーンチュ大会は、世界各地に在住して

いる県系人、県人会等とのネットワークを構築し、

ネットワークのさらなる拡充と発展を目的として、こ

れまで４回の大会を実施してまいりました。その成果

として、第１回大会では、ウチナー民間大使制度が発

足し、第２回大会では、ビジネスネットワークとして

ＷＵＢが設立されております。そして第３回大会、第

４回大会では、ウチナーネットワークを担う次世代の

育成を目的に「ジュニアスタディーツアー」、そして

「ホストファミリーバンク事業」が創設されておりま

す。以後、継続事業として毎年実施されております。

　第５回大会は、新たに「沖縄21世紀ビジョン」にう

たわれる「世界に開かれた交流と共生の島」の実現に

資することなどを目的として、本年10月12日から16日

までの５日間開催する予定でございます。今大会の開

催により、ウチナーネットワークとウチナーアイデン

ティティーを次世代に継承し、世界に向けた新たな

ネットワークの展開を推進してまいりたいと考えてお

ります。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　基地行政についての御

質問の中で、防音工事対象区域外における騒音調査と

救済措置を講ずることについてお答えいたします。

　県としましては、住宅防音工事の対象区域に入って

いない地域においても騒音被害の実態があることを踏

まえ、去る２月８日、軍転協を通じ住宅防音工事対象

区域の拡大を含む騒音対策の強化・拡充について政府

に対し求めたところであります。平成23年度は、県と

してうるま市から那覇市にかけて航空機騒音の調査対

象地域を拡大し、航空機騒音の実態を把握していきた

いと考えております。当該調査結果は、今後も国に対

して住宅防音工事の対象区域拡大を求める際の客観的

資料として活用することを考えております。

　これらも踏まえ、県としては、今後ともあらゆる機

会を通じ航空機騒音の軽減を日米両政府に対して粘り

強く働きかけていきたいと考えております。

　次に、実効性のある基地負担軽減についてお答えい

たします。

　県は、これまで軍転協や渉外知事会等とも連携し、

訪米を含むあらゆる機会を通じて事件・事故を初めと

する基地負担の軽減を求めてきました。昨年９月に

は、沖縄政策協議会のもとに米軍基地負担軽減部会が

設置され、沖縄の基地負担の軽減に向けた議論が行わ

れているところであります。また、今後取り組む総合

的安全保障の研究の中で、基地負担軽減に向けた効果

的な方策について検討してまいりたいと考えておりま

す。

　次に、抑止力についてお答えいたします。

　政府は、防衛白書において「わが国に対する武力攻

撃に際しては、相手国が自衛隊に加えて米軍と直接対

決する事態を覚悟する必要が生じることとなり、在日

米軍がわが国への侵略に対する抑止力になる。」とし

ております。

　県としましては、抑止力についてさまざまな意見が

あるものと承知しており、今後とも研究してまいりた

いと考えております。

　いずれにしましても、県としては、抑止力の議論に

かかわらず、沖縄の過重な米軍基地負担の軽減が日米

両政府において着実に進められることが重要であると

認識しております。

　次に、我が会派の代表質問との関連についての中

で、訓練区域の監視体制についての御質問にお答えい

たします。

　県は、従前より政府に対し日本の排他的経済水域に

おける米軍の演習・訓練について、情報の入手及び速

やかな情報提供を求めております。今般のような情報

提供が訓練前日に行われたことや、訓練区域外に及ぶ

爆撃訓練は漁業者を初め関係者の対応を困難なものと

し、混乱と不安を与え、極めて遺憾であります。

　県としましては、二度とこのような事態が生じない

よう、去る１月25日の米軍基地負担軽減部会及び２月

７日から９日までの軍転協要請において、政府におけ

る連絡体制及び連携体制の見直しを求めたところであ

ります。
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　次に、ヘリのホバリングの真相究明についてお答え

いたします。

　報道によりますと、昨年12月23日午後７時45分ご

ろ、東村高江区において米軍ヘリコプターのホバリン

グによる風圧で付近に設置されたテント等が損壊する

被害が発生したとのことであります。翌24日、県は、

職員を派遣して現場確認や東村及び高江区から事情を

聴取するなど状況の把握に努めたところであります。

また、沖縄防衛局を通じて米軍に対し照会したとこ

ろ、当日の夕方、米海兵隊のヘリコプター１機が通常

訓練を行っていたが、テント上空でホバリングはして

いないとの回答がありました。県としては、改めて沖

縄防衛局に照会を行っているところでございます。

　なお、本件について被害届が出されたことは承知し

ておりません。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　観光行政についての

中の、修学旅行やリゾートウエディングの再来アプ

ローチについての御質問にお答えします。

　沖縄の修学旅行については、独自の歴史・文化、平

和学習、自然環境等の体験プログラムが高く評価され

ており、修学旅行生のリピーター化が図られるようさ

まざまな体験メニューの拡充に取り組んでおります。

その中でも、一般民家に宿泊し、地元の人々とじかに

触れ合い交流する民泊は、修学旅行後に家族で再度民

泊先を訪れるなど新たな交流を生み出しております。

　リゾートウエディングにつきましては、夫婦や家族

の記念日を祝う沖縄アニバーサリーウエディング等の

誘致に取り組み、リピーター化の推進に取り組んでお

ります。

　県としては、今後とも沖縄を訪れた観光客が沖縄の

魅力に触れることができ、再び沖縄を訪れていただけ

るよう多様なメニューづくりや受け入れ体制の強化に

取り組んでいきたいと考えております。

　同じく観光行政について、地域資源活用観光人材育

成事業についての御質問にお答えします。

　地域資源活用観光人材育成事業は、緊急雇用創出事

業臨時特例基金を活用し、沖縄の観光資源についての

知識の習得及び旅行の手配などの現場実習を通して新

たに観光人材を育成し、就職支援を行うものでありま

す。具体的には、沖縄の自然、歴史、伝統芸能等に関

する知識の習得や旅行日程管理業務の実習などにより

ツアーコンダクター等の人材を育成し、観光関連業界

への就職支援を行うものであります。

　今年度は大卒の未就職者６名を対象に事業を実施し

ておりますが、来年度は事業規模を拡大して12名を対

象に事業を実施する予定であります。

　世界のウチナーンチュ大会についての中の、ウチ

ナーネットワークの活用についての御質問にお答えし

ます。

　現在、主なウチナーネットワークの拠点として、海

外県人会や過去の大会を機に創設された新ウチナー民

間大使、ＷＵＢなどがあります。

　海外県人会につきましては、現在24カ国、３地域に

80団体が存在しており、海外留学生、技術研修員受け

入れ、ジュニアスタディーツアーやホームステイ事業

など県事業への協力、知事・議会等出張等の際の連

携、文化・伝統芸能などの民間交流、ウチナーンチュ

大会の参加呼びかけなどに協力しております。

　新ウチナー民間大使につきましては、現在28カ国、

３地域に220名が任命され、海外における沖縄の魅力

発信及び文化・伝統芸能、経済、観光、スポーツなど

幅広い分野における交流の人的拠点として活躍してお

ります。

　ＷＵＢにつきましては、現在世界各地に21の支部が

設置され、地元企業の国外進出等の連携窓口としての

機能を持ち、国際ビジネスの促進、情報の交換、会員

の研さん・交流・親睦などが図られております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　環境行政についての

御質問の中で、地域戦略策定の調査の進瀧状況と今後

の計画について、３の茨と３の芋は関連しますので一

括してお答えいたします。

　生物多様性地域戦略の策定に向けた調査について

は、今年度、本県の沿岸域から陸域に至る自然特性と

社会特性の状況を把握するため、既存文献資料の収集

などの基礎的調査と体系的な取りまとめを行っており

ます。また、生物多様性の地域への浸透を図るため、

県外から有識者を招聘して「生物多様性地域戦略に関

する講演会」を那覇市、宮古島市、石垣市において開

催したところであります。

　平成23年度からは、有識者、行政機関、事業者団

体、ＮＰＯなどから成る検討委員会を設置し、生物多

様性の保全と持続的な利用に係る方向性や目標、行動

計画などについて本格的な検討を行うこととしており

ます。また、地域の人々の意見を聞くワークショップ

や幅広い意見を交換するシンポジウムなどを開催する

などさまざまな主体の参画と協力を得ながら、沖縄の
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自然特性や社会特性を踏まえた地域戦略を策定してい

きたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農業政策についての

中で、ＴＰＰ参加による本県農業への影響についてお

答えします。

　ＴＰＰは、原則としてすべての品目で関税を撤廃す

ることが前提となることから、国内の農林水産物に大

きな影響が出ることが懸念されております。本県にお

いても、さとうきび、パイナップル、肉用牛、水産物

などで影響が出ることが懸念されており、農林水産省

が示した考え方を踏まえて計算したところ、直接影響

額が約580億円、関連産業等への波及も含めると約

1420億円の影響が出るものと試算されます。

　そのため、県では、国民の食料安全保障の確保と国

内農業への影響などの観点から、ＴＰＰ交渉に参加し

ないよう適切に対応するとともに、農家が安心して生

産に取り組めるよう万全の対策について、農業団体等

と連携し国に対して強く要請したところであります。

また、県内では、去る１月29日に「ＴＰＰ交渉への参

加に反対する沖縄県民大会」が開催されたほか、ＪＡ

沖縄中央会による「ＴＰＰ交渉参加反対署名活動」な

どの取り組みも実施されているところであります。

　今後とも、ＴＰＰ交渉等の動向や国の対応を踏まえ

つつ、関係機関等と連携し、適切に対応してまいりま

す。

　次に、貿易自由化時代に向けた農業の取り組みにつ

いてお答えします。

　本県の農業の振興につきましては、亜熱帯の気候特

性を生かして、市場競争力のある付加価値の高いおき

なわブランドを確立する必要があると考えておりま

す。

　そのため、県といたしましては、安全・安心な農産

物の生産供給体制の強化を図るため、国際的に認めら

れたＨＡＣＣＰに対応する食肉加工処理施設の整備や

生産工程の正確な評価を行う農業の生産工程管理手法

の導入などを推進しているところであります。また、

機能性の高い県産農林水産物を利用した加工技術の開

発や商品化などに取り組んでいるところであります。

　具体的には、カテキンを多く含むお茶や紅茶の栽培

普及・商品化、ノビレチンを豊富に含むシークヮー

サーの加工品開発など、時代のニーズに対応したブラ

ンド化に取り組んでいるところでございます。

　次に、農林水産業振興計画についてお答えいたしま

す。

　農林水産業振興計画における主な指標の進瀧状況

は、平成23年度の目標値と比較しますと、ゴーヤー、

菊、マンゴー等の戦略品目の拠点産地は、142地区に

対して平成23年２月末現在で82地区を認定し、進瀧率

59％、農業産出額は、1300億円に対して平成21年は

892億円で、進瀧率69％、認定農業者数は、3000経営

体に対して平成21年度2927経営体で、進瀧率98％、圃

場整備率は、72％に対して平成21年度までの整備率は

53％で、進瀧率74％、町と村の交流人口は、100万人

に対して平成21年度の概算値で112万人で、進瀧率

112％などとなっております。

　また、耕作放棄地の再生利用につきましては、耕作

放棄地対策事業により平成21年度までに73ヘクタール

が再生されており、平成22年度は110ヘクタールの再

生作業により営農定着等を支援することとしておりま

す。今後、平成23年度を目途に350ヘクタールの再生

を行うこととしております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣清涼君。

○新垣　清涼君　それでは、ちょっと順番を変えてい

きたいと思います。

　まず、世界のウチナーンチュ大会で、第１回にはウ

チナー民間大使、そして２回、３回といろいろ成果を

上げておられるわけですけれども、今こういうふうに

してたくさんネットワークをつくられているわけです

から、ここを沖縄でまとめている箇所はどこで扱って

いらっしゃるのか、どこが担当していらっしゃるの

か。そういった成果ですね、民間大使もいらっしゃる

わけですから、これだけの皆さんをやはりもっと活用

すべきだと思うんです。

　沖縄のよさの発信もそうですが、それぞれの国のよ

さ、あるいはもちろん文化だとかもそうなんですが、

今沖縄が抱えている問題について、例えば基地問題に

しても、知事は、23年度は日本全国に発信をすると

おっしゃっているわけですから、そういう意味ではこ

の世界のウチナーンチュ、ウチナーンチュのアイデン

ティティーということもおっしゃっていますので、そ

ういう意味では、私たちの母県としての非常に財産に

なると思うんです。だから、この人たちに、４年に１

回とおっしゃらずに、できれば年に１回でも何人か沖

縄に集まっていただいて、そこでテーマを決めたサ

ミットみたいな形のものができないのかなと。

　それから、やはりこれからは武力でもって抑止力を

持つのではなくて、そういう人的な交流が大切だと思

います。そういう意味でも、それぞれの国の国民性だ
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とか、物の考え方だとか、そういったことを情報を入

手し、あるいは研究することによって、沖縄の基地問

題を解決するためにアメリカ政府にはどう訴えたほう

がいいのか、政府なのか、議会なのか、国民なのか、

そういったこともやはり出てくるのではないかなとい

う気がします。

　そして、世界に知らせることによって、私たち沖縄

が抱えているこういった――私は差別的な扱いだと

思っているんですが――扱いは解消されていくのでは

ないかなと思います。

　私は、先月、グアムに玉城議員なんかと一緒に行っ

てきたんですが、向こうの皆さんは、やはりアメリカ

の準州という立場で、中央政府に対しては愛国心もあ

るわけですから基地の受け入れに対してノーとかとい

う話は余りなさらないんです。ただ、やはり一時的に

労働者が入ってきて人口が多くなると、いろいろイン

フラ整備の問題であるとか、そういう話があって、向

こうの皆さんは、そういう意味ではなかなか言いにく

いという話があったわけですね。

　ですから、向こうにも沖縄の方がいらっしゃるわけ

ですけれども、そういった皆さんの考え方だとか、そ

ういった情報をここでいつもまとめて、キーになる部

署があればそこに情報を集めて、そこでいろんな政策

に転換できるんじゃないかなと思うんですが、世界の

ウチナーンチュ大会が４年ごとに開催されていてこれ

だけのネットワークができているんですから、その窓

口をしっかりとどこかに置かれて常にできるような体

制づくりが必要ではないかなと思っているんですが、

どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　今現在、窓口は観光

商工部の中の交流推進課が窓口となって、今回の10月

に行われる世界のウチナーンチュ大会の準備とかいろ

んなことをやっております。

　議員御指摘のとおり、やはり４年に１回、５年に１

回の大会だけじゃなくて、やはりこういうふうに世界

に広がっているネットワークをうまく使うか、これは

いろいろ議論されてきたところでございます。我々と

しては、これまでまず若い人、ジュニアスタディーツ

アーとかホストファミリーとかこういうのはもう毎年

継続してやってきているところですけれども、その中

でまた新たに動いたのがＷＵＢ（ワールド・ウチナー

ンチュ・ビジネスネットワーク）で、こういう動きは

いろんなところで起こっておりまして、これをまとめ

て情報発信するところ、こういうものも新たに必要

じゃないかという内部では議論をしているところでし

て、今回の大会で移民史みたいなものの常設的な展示

の話などもございまして、それさえもまだないという

ことも含めて、こういう今まで集まった成果をまとめ

て展示するところやこれから引き続き今後の情報を発

信する、こういう拠点みたいなものも今議論しており

まして、少し研究させていただきたいなというふうに

思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣清涼君。

○新垣　清涼君　ぜひそういう取り組みをやっていた

だきたいなと思うんですね。

　ホストファミリーとかＷＵＢにしても、例えば沖縄

にいらして、たまたまここで商談が成立して結んで終

わりということではなくて、やはりまた交流推進課の

ほうでしっかり把握されて、そしてこの仕事は別の民

間あるいは外郭団体でもいいかと思うんですが、そこ

に移してもいいですから引き続きできるような形、そ

してそのホストファミリーにしても、その方との関係

だけではなくて、今度はそういった全体のネットワー

クづくりを広げることによって、さらに次世代の子供

たちにもつながると思いますので、ぜひ取り組んでい

ただきたいと思います。よろしくお願いします。

　次に、観光行政についてでありますが、やはり沖縄

に一度いらして、そしてある意味で沖縄のよさを感じ

取って帰られるわけですよね。例えば、修学旅行生に

してもそうですが、結婚式を挙げられる方にしても、

その家族もいらっしゃるわけですから、先ほど部長が

おっしゃっていたように、やはり記念日で訪れるよう

な仕組みづくりが何かできないかなと思うんです。僕

のこの貧弱な発想ではなかなかないんですが、例え

ば、記念木を県が提供してどこかに植えてもらうと

か、あるいはこれは酒屋さんが取り組んでおられると

思うんですが、酒屋さんで３本の一升瓶を買っても

らって、３年目になると連絡をして３年記念で１本送

りましょうと、５年たったらまたもう１本送ります

と、そのためにそのお酒代はいただきますけれども、

預かり賃は県のほうで負担しますとか、あるいは割引

券を発行するとか、そういった必ずまたいらっしゃる

仕組み、そういう仕組みづくりもぜひ取り組んでいた

だきたいんですが、どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　リゾートウエディン

グにつきましては、先ほどアニバーサリーということ

で、そういう誘致に取り組んでおりまして、今やはり

記念日を沖縄にというキャンペーンを張っていまし

て、いろんな仕掛けをやっているところですけれど

も、今後これをてこ入れしてさらに大きく発展させて
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いきたいなというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣清涼君。

○新垣　清涼君　次に、環境行政についてですが、生

物多様性地域戦略についてはもう策定をして次に取り

組まれるということですけれども、たしか去年名古屋

市で生物多様性の会議があったと思うんですね。やは

りそういった会議が行われて、その後にそういう戦略

をつくっていくというのは、何か非常におくれている

ような気がするんです。というのは、今ヤンバルのほ

うでも、これは農水省の支援事業ですかね、高率補助

があるからということで皆伐をして、また、これまで

の沖縄のヤンバルの森にふさわしい樹種が皆伐され

て、新しく違う木を植えられているようですけれど

も、そういったことが毎年毎年行われていくわけです

よ。そういうことに歯どめをかけるためにも、沖縄の

自然をしっかり残すためにも早目の取り組みが必要

じゃないかなと思っています。

　ぜひ今の計画を総力を挙げて取り組んでいただい

て、沖縄のよさはやっぱり自然でもあります。沖縄観

光の魅力というのは自然でもあります。だから、そう

いったのはぜひ大事にしていただきたいなということ

を、あと一度決意をお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

○文化環境部長（下地　寛君）　おっしゃるとおりＣ

ＯＰ10が開かれまして、全国的にも生物多様性に係る

認識というのは強まっております。県でこの生物多様

性の地域戦略をつくっているところはまだ７県ぐらい

しかなくて、これから全国的に広まるという状況で

す。我々も先進県の調査などもしていますので、しっ

かり策定に向けて取り組んでいきたいと思っていま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣清涼君。

○新垣　清涼君　全国でも少ない取り組みだからとい

うことで決して安心なさらずに、やっぱり全国でも

トップになるんだという思いでやっていただきたいな

と思います。

　それから、先ほど失業率の件で、知事、全国が

4.1％から5.1％に悪化していると、我が県は7.7％か

ら7.6％で少しではあるけれども改善されている、こ

れは非常に評価いたします。ところが、まだ絶対数と

して7.6％なんですね。そういう意味では、全国が今

労働者の人口が少なくなっているわけです。沖縄のほ

うは少子化ではなくて、就労対象人口といいますか、

こういうのがふえているわけですから、そういう意味

ではやはりもっともっと工夫をしていろんな発想の転

換というのもあると思います。ぜひ、若い皆さんが学

校を卒業しても仕事がないというような状況をつくら

ないように、そういう状況のままでいると、やはり若

者たちの夢がなくなってくると、いろんなことにマイ

ナスになっていきます。ぜひそういう取り組みをして

いただきたいと思います。決意をお願いします、どの

ぐらいまで落とされるか。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　議員がおっしゃると

おり、やはり人口が伸びておりまして、正直言いまし

て、それになかなか雇用の機会が追いついていかない

というような状況が続いておりまして、一応我々とし

ては、やはり若い人がどんどんこれから県外だけじゃ

なくて海外にも目を向けていただくというような仕掛

けも今準備しているところでして、やはりその若い人

たちのこれからのキャリア教育というのは非常に大事

だと思いますので、この件は先ほどちょっと議員から

お話がありました「新みんなでグッジョブ運動」とい

う話なんですけれども、「新」をつけたのは、やはり

県民の一人一人、皆さんから提案を受けて、県が主導

するんではなくて、地域も全部絡めてもう一度やろう

という話などもありますので、やはり地域全体で取り

組んでいきたいなというふうに思っておりまして、あ

わせてこれから沖縄を担う若い人の人材育成及び就業

機会の拡大、これは努力して取り組んでいきたいとい

うふうに思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣清涼君。

○新垣　清涼君　ぜひそういう取り組みをお願いしま

す。

　それから基地行政ですけれども、先ほど関連質問の

中でお尋ねしました監視体制を政府に求めていくべき

ではありませんかということに対して、知事公室長

は、連携体制を求めているということなんですが、海

の上というのは陸上とは違って、やっぱり区域内なの

か区域外なのかというのは非常にわかりにくいところ

もあると思うんですが、しかし、やはりそこは県では

なかなか厳しいかと思いますけれども、国のほうでも

しっかりちゃんと安全にやられているかというような

監視体制を求めるべきだと思うんですが、どうでしょ

うか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　ことし２月１日に、参

議院議員の糸数慶子議員の質問主意書に対する答弁が

出ておりました。御承知かもしれませんが、いわゆる

水域外の訓練というのは国際法上認められていると

いった見解を示した上で、糸数議員が「お尋ねのよう

な「監視態勢」はとっていない。」と政府は答弁して
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おるわけです。しかしながら、県としましては、基本

的にこれだけの訓練水域がある中で、訓練水域外の演

習は行われるべきではないと、さらに先般の事例のよ

うにそれが１日前に通報されるというようなことは、

先ほど申し上げたように大変漁民、県民に不安を与え

るということなので、監視態勢も含めてやはりしっか

り危険を回避するような通報体制、連携体制をとって

くれというのが県の主張でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣清涼君。

○新垣　清涼君　おっしゃるとおりなんですね。だか

ら、区域内であれば、ある意味でそれは国と国との約

束ですから容認ということになるかもしれませんけれ

ども、区域外についてもノーと言わないといけません

し、今おっしゃるように１日前ではとてもじゃないけ

れどもその周知も厳しいかなという思いがします。で

すから県民の安全を守るためにも、ぜひそういったこ

とは引き続き取り組んでいただきたいと思います。

　仲井眞知事は２期目の選挙に向けて、普天間基地は

県外移設による返還を求めるとおっしゃり、そして就

任のあいさつでも、政府が進める「当該移設案を受け

入れることは極めて厳しい」と、そして「地元の理解

が得られない移設案を実現することは極めて困難であ

る」と。ことしの所信表明の中でも県内移設は事実上

不可能ではないかとおっしゃって、さらにきょうの玉

城議員の質問の中でも、その県外移設を求める姿勢は

変わらないとおっしゃっているわけです。やはりそう

であれば、私たちは、普天間基地についてはとにかく

もう県内移設はだめですよと、そして県外を求めます

ということで一致できるわけですから、そういう意味

では、ぜひ今度の訪米は知事も、議会も、そして軍転

協、あるいは各市町村、あるいは民間も含めてもいい

かと思います。大挙した要請団を送るか、あるいはま

ずは知事と議長が行くと、あるいは次に関係市町村の

首長が行くと、あるいは次に県議会が行くと、とにか

く波状攻撃にするのか大挙にするのかそういったこと

も含めて、次年度はそういった沖縄県民の願い、思い

というのはこうなんだということをアメリカの議会に

訴えることが必要じゃないかなと思っています。

　といいますのは、日本政府に幾ら言っても、日本政

府は沖縄県民にある意味で隠したり、あるいは聞いて

も、決議文、あるいは意見書を持っていってもなかな

かそれにも返事もしてくれないし、誠実な対応が

ちょっと見えないという部分を私は感じています。

　そういう意味では、世界で最も民主的な国家である

と言われている、自負しているアメリカの皆さんに、

あなた方は民主的な国家だと世界に言っていますね

と、その民主的な国家に私たちは、沖縄県はこういう

状況で非常に県民が被害を受けて困っていますと、ぜ

ひ改善をしてほしいという訴え方をすることも必要で

はないかなと思っています。ぜひその辺の取り組みも

考えていただきたいんですが、どうでしょうか知事。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　基本的には議員がおっしゃ

ることとほとんど変わりはありません。アメリカの議

会がどこまで民主的なルールを我々に対してアプライ

するかどうかちょっとわかりにくいところはあります

けれども、ただ、おっしゃる方法はいずれ必要だなと

は思っておりますが、どんなタイミングでどんなふう

にというのは、もう少し研究させてください。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣清涼君。

○新垣　清涼君　あと１点だけ、知事公室長、爆音の

被害なんですけれども、今、普天間基地や嘉手納基地

の周辺には測定機がついていますね、騒音測定機。そ

の測定機の数値を国道沿いでもいいですし、県道沿い

でもいいんですが、そこで電照看板にして表示して、

例えば嘉手納ですね、ただいまのＦ15のうるささ指数

は幾らであると、98であるとか、102であるとか、そ

ういう数字を出せる電照看板。音というのは人によっ

てうるさいという度合いが違うと思うんですね、表現

も違うと思うんです。ところが、今飛んでいった飛行

機の音というのは、ああいうふうにして画面で数字で

あらわされるとみんなが共通できるわけですね。そう

いったことを今度何かの予算でつけられないものか、

嘉手納のその地域にぜひその辺も検討していただきた

いんですが、どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　御提案の件につきまし

ては、いろいろ技術的なものとか課題があろうかと思

いますけれども、議員の御発言はやはり騒音に苦しめ

られている住民の声だと受けとめまして、しっかり検

討してまいりたいと思います。

○新垣　清涼君　ありがとうございました。終わりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

　　　〔前田政明君登壇〕

○前田　政明君　発言通告に基づいて、以下質問を行

います。

　１、知事の基本姿勢について。

　茨、鳩山前首相の「方便」発言について知事の見解

を問うものです。

　芋、海兵隊は海外侵略の部隊である。海兵隊は抑止

力とする日米合意の撤回、辺野古新基地建設断念、普
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天間基地の撤去、海兵隊の撤去を日米両政府に求める

べきではないか。辺野古新基地建設反対、普天間基地

の撤去に対するこの間の取り組みと今後の具体的な対

応について知事の見解を問う。

　鰯、沖縄の現状は、米軍基地建設や演習の激化、自

衛隊と米軍の統合訓練一体化と与那国島への配備、航

空自衛隊那覇基地の戦闘機部隊の増強、海上自衛隊、

潜水艦の増隻など、米軍と自衛隊で沖縄を軍事要塞化

とする状況となっている｡基地のない沖縄に向けて知

事の見解を問う。

　允、高江ヘリパッド問題について。

　ア、ヘリパッド建設工事は辺野古の新基地建設計画

と一体であるＳＡＣＯ合意に基づくもの。工事はあく

まで辺野古の新基地建設計画を前提とする事業であ

る。知事は、知事選挙の公約で辺野古新基地建設計画

に反対を明言した。高江のヘリパッド建設は辺野古の

新基地建設と一体である。したがって、高江のヘリ

パッド建設反対を明確に表明すべきではないか。

　イ、沖縄防衛局は工事強行理由として、県、東村、

高江区の理解が得られていることを挙げているが、防

衛局が言う理解は合理性がない。東村村長はヘリパッ

ド反対を選挙の公約に掲げた。高江区の反対決議は現

在も効力を持っている。防衛局に県も知事も理解をし

ていると口実を与えた知事の責任は重大である。

　ウ、工事の強行は住民に対する重大な挑戦であり、

工事をめぐる裁判が係争中であるにもかかわらず工事

を強行することは司法の尊厳を冒達する許しがたい行

為である。工事を強行する防衛局職員や作業員に住

民、支援者が抗議する中、女性がけがを負っている。

知事は工事中止を求めるべきである。知事の見解を問

う。

　２、琉球諸島の世界自然遺産登録推進について。

　茨、世界自然遺産の登録基準に合致する可能性が高

いと判断された点と、世界遺産に登録されるためにク

リアすべき課題解決のための取り組み、事業計画と予

算などについて、当局の対応と見解を問う。

　芋、世界に誇る固有種の宝庫ヤンバルの森を世界自

然遺産に実現させることが沖縄の未来を切り開く、地

域振興の発展にもなる。世界自然遺産登録を実現する

全県民的な本格的な運動と取り組みを県が行うべきで

はないか。そのためにも北部訓練場の全面返還を早期

に実現すべきではないか。

　鰯、ヤンバルの森を破壊する林道建設や開発などを

見直し、貴重なヤンバルの森を保全する事業計画を作

成して推進すべきではないか。

　３、教育行政について。

　義務教育未修了者の学ぶ権利は保障されるべきで

す。

　茨、夜間中学・珊瑚舎スコーレヘの支援についての

当局の対応と見解を問う。

　芋、公立の夜間中学校を中部、北部、宮古・八重山

地区に設立すべきではないか。

　４、私学助成について。

　茨、インターナショナルスクール校舎の整備費補助

と同様に、私学の校舎改築整備のための補助助成制度

を実現すべきではないか。

　芋、私学高等学校での授業料の滞納等経済的理由で

の中途退学者の状況と公的な支援について、当局の見

解と対応を問う。

　５、国保行政について。

　茨、日本の皆保険制度のもとで国民は保険証があれ

ば必要な医療を受けることができる。本来の社会保障

制度の趣旨からして保険証をすべての家庭に届けるべ

きではないか。保険料の滞納世帯、短期証、資格証、

未交付世帯、高校生や18歳未満の保険証の交付の状況

と窓口とめ置きによる無保険状態について問う。

　芋、差し押さえなどの行き過ぎた強制徴収はやめる

べき。差し押さえの現状と当局の対応を問う。

　鰯、民医連「2010年国保など死亡事例調査」では、

国保等の保険証がなくて、病院に行くのが手おくれに

なって死亡した事例が全国で45名、沖縄民医連の調査

では県内で10名となっている。この件について当局の

認識を聞く。そして県立病院での同様な事例について

問う。

　允、沖縄県国民健康保険広域化等支援方針について

当局の見解と対応を問う。

　６、高齢者福祉行政について。

　茨、高齢者の孤独死の現状と対策について当局の見

解と対応を問う。

　芋、新100歳高齢者に対する祝い金（年度内100歳到

達祝い金）を存続すべきではないか。

　７、遺骨収集について。

　茨、与那原町町内壕戦没者遺骨収集の実施につい

て、当局の対応と見解を問う。

　８、地デジ問題について。

　茨、地上波放送、地上テレビ放送は、国民・県民に

とって最も身近で必要不可欠な情報入手手段であり、

災害時などにおけるライフライン・生命線としての性

格を持っている。地デジ対応状況と今後の対応につい

て問う。

　９、県有地について。

　那覇市民会館、那覇市教育委員会会館の県有地の跡
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地利用について、当局の見解と対応を問う。

　10、我が党の代表質問に関連して、知事の政治姿勢

について。

　国の辺野古新基地建設のための強権的な手段を選ば

ぬやり方、名護市への再編交付金停止問題、辺野古新

基地建設のための現況調査の拒否に対する不当な不服

申し立て、知事の埋立許認可権、市長の特別採捕の許

認可権を奪う自治法改定等について実質的に容認、傍

観する立場に立っているのはなぜか。

　日米安保条約について。

　日米安保条約のもとで米国の行った国際紛争、海外

侵略戦争の出撃・補給・訓練基地となっているのが米

軍基地ではないか。日米軍事同盟の強化として米軍へ

の思いやり予算や、巨額な軍事費予算で国民の医療福

祉予算が削られて現在の国民生活破壊と格差・貧困の

要因となっているのではないか。日本の平和と経済の

発展は、憲法９条があったからではないか。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　前田政明議員の御質問に答

弁をさせていただきます。

　まず知事の基本姿勢についてという御質問の中で、

鳩山前総理の発言についての御質問にお答えいたしま

す。

　鳩山前総理の発言につきましては、直接お聞きした

わけではありませんが、報道のとおりとすれば「方

便」という言葉は、理解しがたい表現と言わざるを得

ません。

　県は、政府に対し、頭越しではなく、地元の理解、

協力を得なければならないというようなこととか、県

民の納得のいく説明や解決策を示すようにというよう

なことを繰り返し申し上げてきましたが、今回の鳩山

前総理の一連の発言は、県民の納得のいく説明とは言

いがたく、まことに遺憾であるとしか言いようがござ

いません。

　次に、知事の基本姿勢の中で、普天間飛行場移設問

題に対する取り組みについての御質問にお答えいたし

ます。

　県は、総理を初め各大臣との面談など、あらゆる機

会を通じて、普天間飛行場の県外移設の実現を強く求

めてまいりたいと考えております。また、その実現を

図るためには、日本全体で米軍基地の負担を分かち合

うべきであるということを広く国民に理解してもらう

必要があると考えており、平成23年度には世論を喚起

するための広報活動などを積極的に推し進めてまいり

ます。特に、県内移設は事実上不可能であるという沖

縄の状況を日米両政府と国民に理解してもらうため、

あらゆる方策を検討し実施してまいりたいと考えてお

ります。

　次に、知事の基本姿勢の中で、基地のない沖縄につ

いてという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　沖縄県におきましては、これまで政府への要請や全

国知事会、そして訪米などあらゆる機会をとらえて沖

縄の過重な基地負担の軽減やさまざまな事件・事故の

防止など、米軍基地問題の解決促進を訴えてまいりま

した。

　沖縄県といたしましては、将来的に国際社会の相互

依存関係が進展し、より安定した安全保障環境が構築

されることを期待しつつ、過重な基地負担の軽減や米

軍基地の整理縮小に向けた努力を積み重ねることで基

地のない平和で豊かな沖縄を目指してまいりたいと考

えております。

　次に、国保行政についての御質問の中で、沖縄県国

民健康保険広域化等支援方針についての御質問にお答

えいたします。

　県としましては、国が国保の広域化について方向性

を示していること及び高齢化の進行等に伴いふえ続け

る医療費について、市町村国保の安定的運営、特に小

規模保険者の財政基盤の安定化を図る観点から、将来

的な国保の広域化に対応する必要があると考え、市町

村国保との意見調整を踏まえ、平成22年12月に「沖縄

県国民健康保険広域化等支援方針」を策定したところ

であります。しかしながら、広域化により国保の問題

が解決するわけではなく、全国知事会において指摘さ

れているように、国の新たな高齢者医療制度に関する

最終案では、財源を含めた国保の構造的問題の解決策

が示されていないことから、国保の持続的運営を図っ

ていくことは厳しいと考えております。

　県といたしましては、今後とも国に対し、全国知事

会等を通して国保の構造的問題に関して抜本的な解決

策を求めていきたいと考えております。

　次に、地デジ問題に係る御質問の中で、地デジ対応

状況と今後の対応についてという御趣旨の御質問にお

答えいたします。

　テレビ放送は、生活に最も身近な情報基盤でありま

す。必要不可欠な情報手段と認識いたしております。

平成22年９月の沖縄県の地上デジタル放送受信機の世

帯普及率は78.9％であり、前回３月調査時に比べ13ポ

イントの伸びを示しております。

　県といたしましては、住民税非課税世帯に対する受

信機の購入支援を実施いたしており、地上デジタル放
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送移行までにテレビ放送が視聴可能となるよう、国、

放送事業者とさらに連携し取り組んでまいる所存でご

ざいます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の基本姿勢の質問

の中で、高江ヘリパッド建設についての御質問にお答

えいたします。１の允のア、１の允のイ、１の允のウ

は関連いたしますので一括してお答えいたします。

　北部訓練場のヘリパッドについては、ＳＡＣＯ最終

報告において、同訓練場の過半を返還することに伴い

残余部分に移設されるものであり、県としましては、

ＳＡＣＯの合意事案を着実に実施し、段階的に基地の

整理縮小を図ることがより現実的で実現可能な方法で

あると認識しております。

　県としましては、随時現地に職員を派遣し状況の確

認を行っておりますが、改めて去る２月14日、国は市

町村の意向等も踏まえ、地域住民の生活や当該地域の

自然環境に十分配慮し、安全に万全を期すよう申し入

れを行ったところであり、政府に対し無条件に理解を

示したことはありません。今後とも東村や高江区の意

向を尊重し、適切に対応してまいりたいと考えており

ます。

　次に、我が党の代表質問に関連してとの御質問の中

の、国の強権的なやり方についてとの御質問にお答え

いたします。

　今回、名護市に再編交付金を交付しないことが決定

されたことについて、北澤防衛大臣は、米軍再編特別

措置法の趣旨に基づいた判断であると説明しておりま

す。県としましては、地域の振興は基地問題とリンク

すべきではないと認識しております。政府において

は、北部地域の振興について、地元の意向を踏まえ、

引き続き積極的に取り組んでいただきたいと考えてお

ります。また、今回の現況調査に係る異議申し立てに

ついては、沖縄防衛局と名護市の両当事者間で行われ

ている行政不服申し立て手続であり、県としてその適

法性について見解を述べる立場にはありませんが、今

後とも重大な関心を持ってその推移を注視していきた

いと考えております。また、「地方自治法の一部を改

正する法律案」については、国等による違法確認訴訟

制度の創設を盛り込むことが検討されているとのこと

でありますが、具体的な内容については政府から示さ

れておりません。

　県としましては、引き続き普天間飛行場移設問題へ

の影響等を含め情報収集に努めるなど、適切に対応し

たいと考えております。いずれにしましても、県とし

ましては普天間飛行場の県内移設は事実上不可能であ

り、県外移設を求める考えに変わりはありません。

　次に、米軍基地予算、憲法９条に関連する御質問に

お答えいたします。

　日米安全保障条約は、我が国の安全保障上、重要な

役割を担っていると認識しており、在沖米軍基地の運

用は日米安保条約の枠内で行われていると理解してお

ります。

　我が国の防衛予算のあり方については、国政の場で

十分に議論されているものと考えております。戦後の

日本の平和と経済の発展は、憲法９条を含む日本国憲

法のもとで構築されてきたものだと理解しておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　下地　寛君登壇〕

○文化環境部長（下地　寛君）　琉球諸島の世界自然

遺産登録推進についての御質問の中で、自然遺産の登

録基準と課題解決の取り組みなどについてお答えいた

します。

　自然遺産の登録基準いわゆるクライテリアは、自然

景観、地形地質、生態系、生物多様性などのすぐれて

いることなど４つがございます。

　琉球諸島が世界自然遺産の登録基準に合致する可能

性が高いと判断された点は、「大陸との関係において

独特の地史を有し、極めて多様で固有性の高い亜熱帯

生態系やサンゴ礁生態系を有している」こと、「優れ

た陸上・海中景観や絶滅危惧種の生息地となってい

る」ことであります。一方、絶滅危惧種が生息・生育

する重要地域の保護担保措置や外来種対策など、貴重

な自然を守る対策が十分ではないとの課題がありま

す。このため、今後の世界自然遺産登録に向けた計画

的な取り組みとして、環境省においては、国立国定公

園総点検として今後10年間をめどにヤンバル地域を含

む全国の国立国定公園の新規指定や大幅拡張を進める

こととしております。

　県においては、ヤンバル地域におけるマングース防

除計画に基づく平成26年度までの根絶と琉球弧自然

フォーラムの開催等を行っているところであり、これ

らに係る予算として、平成23年度は２億1527万8000円

を計上しているところであります。これらの取り組み

の進瀧状況を踏まえつつ、できるだけ早く自然遺産に

登録されるよう、今後とも環境省などと連携していき

たいと考えております。
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　同じく琉球諸島の世界自然遺産登録推進についての

質問の中で、自然遺産実現のための全県的な運動と北

部訓練場の早期返還についてお答えいたします。

　ヤンバルの森の世界自然遺産の登録に向けては、こ

れまで有識者や地元自治体で構成される「やんばる地

域の国立公園に関する検討会」や、地元の理解を得る

ための「やんばる地域の国立公園についての意見交換

会」が開催されております。また、地元自治体やＮＰ

Ｏ、民間団体などから成る「やんばる国頭の森を守り

活かす連絡協議会」では、ヤンバルの森の保全やエコ

ツーリズムの推進などが行われております。県におい

ては、環境省や鹿児島県と共同で琉球弧自然フォーラ

ムを開催し、琉球弧の豊かな自然を引き継ぐことの重

要性を広く県民に知らせているところであります。

　今後とも、このような取り組みを進めていく中で、

全県的な世界自然遺産登録に対する機運醸成を図って

いきたいと考えております。また、北部訓練場につい

ては、自然度が高い地域であることから、返還予定地

については早期に返還されることが望ましいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　琉球諸島の世界自然

遺産登録についての中で、林道建設や皆伐の見直しと

ヤンバルの森林保全についてお答えいたします。

　ヤンバルの森は、希少な動植物が生息・生育するこ

とから、重要であると認識しております。一方、林業

は地域の主要な産業となっており、雇用や定住化に重

要な役割を果たすとともに、木材やキノコ等の林産物

の供給を通して他産業の振興や県民生活にも寄与して

いるところでございます。このことから、森林の保全

につきましては、自然環境の保全と利活用との調和を

図る必要があると考えております。そのため、森林の

保全につきましては保全する区域と、林業生産や自然

体験活動として利活用する区域等にゾーニングを行う

とともに、林道建設についても作業道や環境保全対策

の検討など地元住民や県民、関係者等との合意形成を

進めていきたいと考えております。また、収穫伐採に

つきましては、さらなる環境保全対策の実施に向けて

関係機関と連携して検討していきたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは教育行政につい

ての御質問で、珊瑚舎スコーレへの支援についてお答

えいたします。

　珊瑚舎スコーレは、戦中戦後の混乱期に義務教育を

受けることができなかった方々に対し学びの場を提供

しており、重要な役割を果たしていると考えておりま

す。

　県教育委員会としましては、そのような方々へ学ぶ

機会を提供することは、「教育を受ける権利」、「学

習権の保障」という観点からも大切なことと認識して

おります。現在、沖縄特別振興対策調整費を活用した

「戦中戦後の混乱期における義務教育未修了者支援事

業」として約1200万円を県の平成23年度当初予算に計

上し、国への交付申請に向けて調整を行っているとこ

ろであります。事業内容としましては、戦中戦後の混

乱期における義務教育未修了者の実態を把握し、対象

者となる方々へ学習支援希望者調査を行うことと、現

在学んでいる方々へ学習の機会を提供するものであり

ます。

　なお、学習機会の提供に係る支援につきましては、

民間の関係機関を対象に公募し、委託する予定として

おります。

　次に、公立夜間中学の設立についてお答えいたしま

す。

　県教育委員会では、平成18年度に義務教育未修了者

の調査について各市町村教育委員会に実態調査を依頼

しました。その結果、41市町村中、２村は確認できま

したが、残りの市町村につきましては、当時の資料が

残っていないことや個人情報の関係上、調査が難しい

との理由で実態把握は困難な状況でありました。公立

夜間中学校の設立につきましては、対象者の把握がで

きなかったことと、各市町村教育委員会からの要望も

なかったことから、現段階では設立の予定はないもの

と考えております。

　県教育委員会としましては、「戦中戦後の混乱期に

おける義務教育未修了者支援事業」の中で実態調査を

行い、今後、どのような学習支援や学習機会の提供が

できるのか市町村教育委員会との連携を図りながら検

討してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　私学助成に関する質問の

うち、校舎改築整備のための補助助成制度の実現につ

いてお答えいたします。

　インターナショナルスクールの建設費に対する補助

は、沖縄科学技術大学院大学の周辺整備事業の一環と
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して行われるものであり、私学振興の立場からの補助

ではありません。

　私立学校は、私人の財産を投じ建学の精神に基づく

特色ある教育を実践することを目的として設置される

ものであることから、その施設及び設備に係る経費

は、設置者である学校法人が負担することが基本であ

ります。しかしながら、私立学校施設の老朽化や耐震

化対策が進まない状況にあることから、児童生徒の安

全な教育環境の確保が課題であります。

　県としましては、現在、校舎改築のための支援策に

ついて私学団体と意見交換をするなど取り組んでいる

ところであります。

　次に、私立高校での経済的理由による中途退学者の

状況と授業料の公的な支援についてお答えいたしま

す。

　平成21年度の私立高等学校における経済的理由によ

る中途退学者は、２名となっております。

　授業料に対する公的な支援としては、今年度から１

人当たり年額11万8800円の就学支援金を交付していま

すが、加えて保護者の所得の状況に応じて加算措置も

講じており、最大23万7600円が交付されます。あわせ

て、私立高校を設置する学校法人が保護者の所得の状

況により授業料を軽減した場合、当該学校法人に補助

を行うなど、私立高校生の就学機会の確保に努めてい

るところであります。

　次に、県有地についての質問で、那覇市民会館等県

有地の跡利用についてお答えいたします。

　県においては、沖縄県公有財産管理運用方針に基づ

き、公有財産の適正な管理に努めているところであり

ます。那覇市民会館用地は平成45年５月まで、那覇市

教育委員会用地は平成25年３月までの貸し付けとなっ

ており、現在、教育委員会建物については解体工事中

であります。

　当該用地については県としての跡地利用の計画はあ

りませんが、那覇市からの利用希望がありましたら、

管理運用方針に基づき適切に対応していきたいと考え

ております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　奥村啓子さん登壇〕

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　国保行政について

の御質問の中の、保険税の滞納世帯等についてお答え

します。

　国民健康保険は、制度の維持運営に必要な保険税の

収納確保を図る観点から、納付相談等の機会をふやす

ことを目的として、短期被保険者証と被保険者資格証

明書の交付制度を設けており、両証とも市町村は世帯

の生活実態等を把握の上、交付することとなっており

ます。平成22年６月１日現在における県内市町村国保

の滞納世帯は４万9852世帯、短期被保険者証の交付世

帯は２万6570世帯、被保険者資格証明書の交付世帯は

96世帯となっております。また、被保険者証の未到達

世帯につきましては、市町村より平成22年７月末現在

で２万5556世帯、18歳以下の子供は6862人で、このう

ち4986人に短期被保険者証の郵送等を行っているとの

報告を受けております。

　次に、差し押さえの現状と県の対応についてお答え

します。

　平成21年度における差し押さえ件数は2578件、差し

押さえ金額は約３億2800万円となっております。県と

しましては、滞納された保険税は、ひいては保険税を

納める他の被保険者の負担ともなってしまうことか

ら、保険制度を維持し運営していくためには、滞納者

に国民健康保険制度の趣旨や納税義務の周知を図ると

ともに、保険税の負担能力がありながら納付しない滞

納者については、公平の観点から法に則した適切な対

応が必要であると考えております。

　次に、国保証がなく死亡した事例に係る県の見解に

ついてお答えします。

　県では、国保証が交付されていないことにより死亡

した事例について把握しておりません。なお、国にお

いては、医療費の一時払いが困難な場合の短期被保険

者証の交付について、世帯主が保険税を納付できない

特別な事情に準ずる状況にあるのかを把握し判断する

よう示しております。県では市町村にこの旨周知して

おり、市町村においては、この方針に基づき適切に対

応しているものと考えております。

　次に、高齢者福祉行政についての御質問の中の、高

齢者の孤独死の現状と対策についてお答えします。

　高齢者の孤独死については、調査が困難なことか

ら、実態を把握することはできておりません。市町村

においては、ひとり暮らしの要支援高齢者を対象に、

「福祉電話」の設置や「配食サービス」並びに「緊急

通報体制整備事業」等を行い、安否確認や孤独感の解

消に努めております。また、地域包括支援センターに

おいては、高齢者本人や家族等からの相談に応じると

ともに、見守りネットワークの構築などにより、高齢

者と介護者を総合的・包括的に支援しております。

　県としては、市町村と連携し、ひとり暮らし高齢者

等への施策に対して必要な支援を行ってまいりたいと

考えております。

　次に、新100歳高齢者に対する祝い金についてお答
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えします。

　高齢者祝金等支給事業は、県民視点による事業棚卸

しにおいて「本事業については不要とし、長寿を祝う

方策は別途検討すべき」として事業棚卸し委員会から

「廃止」の評価を受けたところであります。これにつ

いて検討した結果、市町村等においても同様に記念品

等の支給を行っていることなどから廃止することにい

たしました。

　県としては、社会の発展に長年尽力してこられた高

齢者の長寿を祝うとともに、県民一人一人がこれから

の高齢社会を身近なものとして考える機会とするた

め、市町村や関係機関と連携し、新たなキャンペーン

を実施していくこととしております。

　次に、遺骨収集についての御質問の中の、与那原町

町内壕の遺骨収集についてお答えします。

　戦没者の遺骨収集業務は、厚生労働省設置法に基づ

き国が行う業務となっておりますが、県はその一部に

ついて、国からの委託事業として実施しております。

　与那原町町内の壕については、地権者が把握できな

いことや、周辺地域一帯が地すべり危険地域であるこ

とから、壕の位置を特定するための調査が進んでいな

い状況にあります。県としましては、当該地区は地す

べり地域であり、周辺の墳墓に被害を与える可能性が

あるため、掘削工法について検討を要する旨、国に対

して報告しているところです。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　高齢者の新100歳の祝い金につい

て、実は新聞に投書がありまして、やはり長寿県とし

てこれは残すべきじゃないのかと。そういう面で長寿

県の沖縄において、ぜひ県議会議員の皆さんに一縷の

望みを託すものでありますというようなそういうのが

ありまして、やはりこれは長寿県としてこの祝い金を

ほとんど廃止してきた中で、私は少なくとも新100歳

についてはこれは残すべきじゃないのかなと、それが

県政としての思いじゃないかなと思いますけれども、

知事はここはどうでしょうかね。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　事業棚卸しのほう

で廃止して別の形で事業を実施するということを言わ

れまして、それについて検討を進めました。その検討

の内容といたしましては、先ほど答弁で申し上げまし

たが、市町村ではすべて実施しているということと、

また表敬の希望を毎年募っておりますがこれが年々希

望も少なくなっておりまして、ここ数年はもう１けた

台の状況でございました。そういう状況がありまし

て、また他県の状況も勘案しながらそういう高齢者へ

の長寿を祝う機運を別の形での事業として実施してい

きたいというふうに思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　悲しい限りですけれども、私はやは

り新100歳を迎えるというのはなかなかできないこと

で、本当に宝だと思うんですね。知事、そこはぜひ今

後もひとつ検討していただきたいということを申し述

べておきます。

　あと地デジの問題で、これは沖縄の普及率が非常に

低くて、特に皆さんから資料をいただきまして石垣・

宮古それぞれ60％台、年収200万円未満がそれぞれ65

歳以上の方も含めて60％というような状況になってい

て、これは実質的には大変困難じゃないかなと。それ

から宜野湾の米軍基地により見られないところ、安波

とかその他を含めて、この地デジが見られないところ

が現実にあるんですね、この調査でも。そういう面で

はこれはライフラインで、やはり衛星で来るからと

いって衛星では中央の東京のものしかわからなくて、

沖縄の情報が入らないと。そういう面で全国市長会も

その辺よく考えて、やはりもしそういう状況だったら

７月については延期することも含めて検討すべきじゃ

ないのかということも出ておりますけれども、ここの

ところ本当に基本的人権の問題として大事なところな

んで、今から間に合うのかなと。そういう面では新聞

報道にもありますように、北部の近辺とか、基地ある

がゆえにというふうになっておりますけれども、そう

いう面でやはりそこのところを私はしっかり見届けて

ちゃんとした対応をすると。最悪の場合はこれは延期

も含めて国に申し入れることも検討すべきじゃないか

と思いますけれども、知事の御答弁をお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今、議員のほうからござ

いましたとおり、本県の地デジの普及率が低いという

ふうなことは承知をしております。国が実施をしてい

る浸透度調査で、ただ世帯普及率は、前回のこの調査

の中では全国に比べて沖縄県は非常に大きな伸びは示

しております。そしてまた、昨年11月の家電エコポイ

ントの駆け込み需要でさらに世帯普及率は改善されて

いるというふうに考えております。そしてまた、沖縄

県は独自の取り組みもやっておりまして、民放３局に

よる地デジ放送特番の実施だとか、それから広報活

動、そしてそういうふうな活動を通じまして、ことし

７月までに地デジ放送を見ることができない世帯が生

じないように、国とかあるいはまた放送事業者、関係

機関と連携をして広報活動の強化をしてまいりたいと
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いうふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　国頭村を含めて見られないところが

あるんで、私はぜひここは検討してちゃんと、いわゆ

る地デジ難民という、基本的なライフラインとして見

ることができない世帯がないようにしていただきたい

と思います。

　ちょっと休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時38分休憩

　　　午後５時38分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○前田　政明君　私学助成については、部長、今多く

の都道府県でやはり独自に助成をしているところはか

なりふえているんですね。年所得500万円以下とか、

年所得300万円以下の家庭に対して随分全国的にはや

はり私学の子供たちの家庭の状況を含めて今出ている

と思うんですけれども、そこはどういうふうに認識さ

れているか。大体全国でどのぐらいの県で独自の補助

助成をしているのかということを含めて私は検討して

いくべきだと思いますけれども、お答えをお願いしま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　ちょっと手元に全国の状

況はございませんけれども、確かに全国的にもそう

いった困った私立高校の生徒の授業料の軽減の措置を

いろいろされております。

　私どものほうも交付金事業として国のほうから得ら

れたものについてはしっかりやっていますけれども、

もう一点はやはり独自に助成した法人に対して私ども

のほうからそれなりにまた補助金を出すというような

方法でしっかりやってまいっておりますけれども、今

後ともしっかりやっていきたいと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　あと基地問題全般的に、世界自然遺

産登録については、知事ぜひ頑張っていただきたいと

思います。

　高江の問題もそうなんですけれども、皆さんはＳＡ

ＣＯ合意を実践すると。それで知事は高江もそれから

全般、辺野古の問題もそうですけれども、知事、改め

て知事が県内移設反対と言わない理由ですね、これを

改めて聞きたいなと思いまして、ほかの議員に答えた

かもしれませんけれども、簡単にお答えいただきた

い。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時41分休憩

　　　午後５時41分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　県外移設を求めるという言

葉にすべてもう包含されていると思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　私は、知事は実質的に不可能である

というふうに言っておりますね。不可能というのは可

能にできる。すなわち今知事が県内移設反対と言わな

いのを私ずっと考えているんですけれども、それは反

対はオール・オア・ナッシング。しかし、不可能は可

能にすると。そういう面で政府はこの辺野古の基地建

設反対といういわゆる名護市長を徹底的にいじめる

と。そして高江はＳＡＣＯ合意なんだと。新聞による

と北澤防衛大臣がＳＡＣＯの実践なので辺野古をやり

ますよということを知事に言ったという記事がありま

すけれども、そういう面ではその象徴的なのが高江、

このＳＡＣＯ合意で普天間の移設と、２番目にこの高

江、ヤンバル北部訓練場ありますよね。そういう面で

那覇軍港の推進、これについても移設推進だという、

やりなさいと。そういう面で先ほどお手元にお配りい

たしましたけれども、特にこの自治法改正において国

等による違法確認制度、これを見るとその県の許認可

ということで公有水面埋立許可とか、今の特別採捕、

それから市町村の許認可の問題についてもいわゆる今

の名護市がやっている公有財産の協議に関する現況調

査の同意、こういう面でこれは自治法でいろいろ言わ

れたけれども、結果的には特別措置法ではなくて、特

別措置法でやるとこれは沖縄がねらい打ちだというこ

とがわかる。そういう面で、自治法改定の中に知事の

権限、市長の権限を全部奪い取る、そういうことが出

されているにもかかわらず、知事は傍観者的にまだ資

料が入っていない、こう答えて、私はやはり知事は県

内移設反対じゃないんだけれども、そういう形でどん

どんＳＡＣＯ合意で県内移設をやっていくと、県内移

設は県民同士対立させることなんですよ。それは私た

ちは1995年の県民大会を含めて、県内たらい回しはだ

めだ、たらい回しは県民同士対決させるものだと、こ

ういうことは許されないということでこの間ずっと

言ってきて、それで今県内移設はやめるべきだという

大きな運動になってきていると思うんですね。

　そういう面で知事は、私から見ていると県内不可能

であるとは言いますけれども、その不可能のことを政

府が徹底していわゆる北澤防衛大臣によれば県民が

びっくりするような、いわゆる県民が目をみはるよう

な振興策を提示し理解を深めたいという形で、知事も
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納得してそしてこの県外を言ったけれどもなかなか受

け取るところがないというような形にならないかとい

う危惧を、私はこの間の答弁を聞いていて、どうして

その県民の思いと知事の冷ややかな傍観者的な立場は

何なのかと。だから県内移設反対と言ってしまったら

オール・オア・ナッシングなんだけれども、要は不可

能であるけれども不可能を可能にする。それは日米両

政府があらゆる手段を通じてやるというのが今の現局

面の政治の流れではないのか。そうでないとしたら知

事は毅然とやはりこういう知事の権限を奪うような自

治法改定をやめるべきだと。そしてまた、昨日の答弁

では名護市長に対しては嫌がらせというほどではない

んじゃないかと言っていましたけれども、これはとん

でもない。他の議員も言いましたけれども、うちの赤

嶺政賢議員も前の市長と約束したものはちゃんと払う

べきじゃないかというような形で事務的にも話し合い

が済んでいたんですよ。

　そういうことからすると、私はあめとむちのやり方

をこれは許さないと。だから、当然名護市長を激励

し、そしてこの県民とともに頑張ると。そうしたら辺

野古の基地はつくらせない。そうすると、辺野古の基

地につくる前提で普天間のヘリ部隊が行くわけで、そ

の演習場が高江なんですよ。

　そういう面で私どもはそういう質問をしているんで

すけれども、知事はなぜこの傍観者的な立場に立って

いるんですか。私はそういう面で知事はその辺のこと

をわかりながら、ひょっとしたら日米両政府とあうん

の呼吸になっていないかと心配するんですけれども、

これは私の勘ぐりでしょうか。御答弁お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の御質問が結局どこにあ

るかわからないんですが、あうんの呼吸にあるかと言

われるとよくわかりません。ないと思いますけれども

ね。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　知事は、米軍は瀬長さんが市長に

なったらみずから銀行も金を貸さないということやり

ましたね。私は、名護はちょうど同じようなやられ方

になっているんじゃないかなと。そういう面で政府の

やり方は余りにも自治体に対してひどいんじゃないか

なと、私はこういうことをやめるべきだということを

知事は沖縄県知事としてそういうことぐらいは言って

もいいと思うんですけれども、どうなんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　ですから、私は北部振興策

はしっかりやってもらいたいというのは政府に申し上

げているわけです。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　また戻りますけれども、知事、そこ

はちゃんとやってほしいと。

　それから普天間の基地、なくせということですよ

ね。そうしたらそのヘリ部隊はなくなりますよね。ヘ

リ部隊が今訓練しているところが北部訓練場ですよ

ね。そこに新たなオスプレイも含めてという想定で高

江の基地をつくろうとしていますよね。これ結局普天

間の基地を撤去して、ヘリ部隊がなくなるということ

であるならば、当然この基地は要らないんですよ、要

らないんです。ましてやさっき言った世界自然遺産登

録の貴重種の世界の宝なんですよ、ここは。そしてま

た知事も言ったように、Ｎ－４、住宅地からすぐそば

ですよ。そういう面では知事、この理屈から言って普

天間基地はだめだと、このヘリ部隊は出ていけと。そ

うしたら辺野古もだめだということになると、このヘ

リ部隊はほかに行くんですよ。

　だから、今そういう面では、高江の皆さんが平和的

生存権として静かに暮らしたいと。裁判もやっている

んだけれども、防衛局は何の証明もしなくてずるずる

延ばしているんですよ。とにかく反対すれば訴えられ

るよというふうな、米軍でもやらないようなやり方を

やってきているんですけれども、知事、この辺は極め

て単純なんですよ。普天間がだめなら辺野古もだめ、

辺野古がだめなら高江もだめ。それはなぜかと言った

ら海兵隊、海外侵略の海兵隊の基地はだめだという知

事、そういう立場に立てませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時49分休憩

　　　午後５時51分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　辺野古代替施設の問題

と高江ヘリパッドの問題を一体的にという御指摘だと

思いますけれども、これはそれぞれ北部訓練場でいい

ますと過半を返還して、それが基地の整理縮小につな

がるものと県は認識しておりますし、辺野古の移設に

つきましては県外を求めるという立場に立っておりま

して、これを一体的にという考えには直接は立ってお

りません。それぞれしっかりと取り組むべきだと考え

ております。

　また、北部訓練場につきましては、昨日知事が答弁

申し上げたように、十分地元のお話も聞いておりまし

て、政府は地元の意向を踏まえしっかり対応すべきだ

と考えております。
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○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　知事、ＳＡＣＯ合意は県内移設なん

ですよ、県外じゃないんですよ。そういう面で高江は

やはりこの辺野古ができなければだめだということ

じゃなくて高江だけでも強行するというのが今の防衛

局の立場ですよ。そういう面では住民の立場に立っ

て、私はそういう兼ね合いの中で普天間がだめだった

ら、辺野古もだめ、高江も要らないんですよ。改めて

知事どうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時53分休憩

　　　午後５時54分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　どうも議員のは全部関連し

てお話しされているんで、少し考えがどうも一致しな

くなるんですが、基本的にはまず北部訓練場の返還で

しょう、約半分。その中でその中のヘリパッドをこっ

ちに移しましょうと言っている案件であって、それを

すべて連結してくるから話がよくわからなくなる。ま

ずこれはこれで完結しているじゃないですか。東村も

注文つけながら、区も注文つけながら防衛局と話をし

て物事を進めているんであって、我々はそれを見なが

ら地元の意向もちゃんと聞き、自然環境にも配慮して

進めてもらいたいとずっと言ってきているわけです。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　知事、私が心配するのは、不可能を

可能にするというような条件整備に手をかしてはいけ

ないということを言っておきます。

　ちょっと休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時55分休憩

　　　午後５時55分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○前田　政明君　あと国保について、新しい国の流れ

から含めて県の計画で、部長、赤字自治体があります

ね。その赤字総額、それから今、一般会計から国保会

計に繰り入れられている総額、これについてまずお答

えをお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　平成21年度でいい

ますと、県全体で76億7700万円の赤字となっておりま

す。それから法定外繰入金が75億5200万円となってお

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　これがそのまま今の国保に上乗せさ

れたらどのぐらいの値上げになりますか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　平成21年度末現在

における世帯数で算出いたしますと、１世帯当たり６

万円、１人当たり２万9000円の引き上げとなります。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　だから今度の新しい国の方針という

のは、基本的に一般会計からの繰り入れは慎むべきだ

と。そういう面でそうなるとしたら、今言っている１

世帯６万円、とんでもない。今でさえ払えない状況の

中で国保手帳がなくて亡くなる状況がありますけれど

も、そういう面で代表質問で、この新たな通達は一般

会計からの繰り入れをやるべきではないということで

はないというところは、もう一回確認したいんですけ

れども。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　この通知の中で

は、読み上げますと、一般会計繰り入れによる赤字の

補てん分については、保険料の値上げ、収納率の向

上、医療費適正化策の推進によりその解消に努めると

いうことですので、そういう総合的な取り組みの中で

解消していくという趣旨の通知だと理解しておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　そうすると、一般会計からの繰り入

れは従来どおりやっていいということですね。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　それを禁止する通

知ではないというふうに理解はしております。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　一般会計から繰り入れたら、県はペ

ナルティーとかその他を自治体に科さないということ

でいいんですね。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　休憩お願いしま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時58分休憩

　　　午後５時59分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　繰り入れに対する

ペナルティーはございません。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　これは先ほど言った６万円の負担金

の国保の値上げになると大変なことになりますけれど
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も、この事態を打開するために県はどういう対応をす

るんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　赤字の解消につき

ましては、国の通知のとおりでございますけれども、

本県の所得水準を考慮してやはり国に対して財政支援

機能の拡充強化につきましても現在でも求めておりま

すが、引き続き要望していきたいというふうに考えて

おります。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　だから国から助成がなければさっき

言ったようなことになるんですかと。要するに税金の

繰り入れは原則だめだというのが今の政権でしょう。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　これを禁止してい

るということではございません。

○前田　政明君　だから県としてどうするのかと。具

体的にそれにかわる、６万円になったら大変だからど

うするかということでしょう。それを聞いているんで

すよ。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時０分休憩

　　　午後６時２分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　その繰り入れをす

ぐにやめてそれを保険税で賄えという趣旨ではござい

ません。将来的な広域化に向けての取り組みの中で、

保険税率も適切な設定をしながら、それから収納率の

向上、医療費適正化の推進等を図りながらその保険者

の状況に応じた対応ということを今後議論していきた

いと思っております。そしてまた、国に対しては財政

支援機能の充実強化につきましても、引き続きその拡

充について要望していきたいというふうに考えており

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　130億円足りない分をこれどうする

かということじゃないですか、どうするんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（奥村啓子さん）　今、広域化に向け

ての国の議論の中でも、今言ったそういう国保の構造

的な問題というのが解決されないんじゃないかという

ことで、全国知事会を通して引き続きその財政負担の

あり方等議論するようにということで知事会のほうか

らも要望しておりまして、これは全国的な課題でござ

いまして、それは引き続ききちんとこの広域化に向け

ても、ただ赤字団体が市町村から国に移るとかそうい

うふうな状況では困るんだということで、そういうの

も含めてきちんと財政のあり方を議論しようというこ

とで全国知事会を通して国に要望しているところでご

ざいます。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　知事、今、民主党は9000億円を国保

会計に繰り入れすると言ったんですよ。それ今はやら

ない。そのまますると、今、１世帯当たり６万円も国

保が上がろうとする状況になるんですよ。これを何と

してもやめさせないといけません。

　そういう意味では沖縄県民の命を守る知事として、

ここのところは政府にもちゃんと対応していただきた

いと思いますけれども、決意をお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今、福祉保健部長が答弁し

ていますように、知事会でも重大問題としてこれを受

けとめて一緒になって国に当たっておりますから、議

員の言う方向でいい結果が出るようにまた知事会でも

頑張ってまいりたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　20分間休憩いたします。

　　　午後６時５分休憩

　　　午後６時27分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。

　新垣安弘君。

　　　〔新垣安弘君登壇〕

○新垣　安弘君　皆さん、こんにちは。

　本日最後です。知事、執行部の皆さんを初め、また

議員の皆さん本当にお疲れさまです。もうしばらくで

すので、よろしくお願いいたします。

　今回、本定例会、鳩山前総理の発言のおかげで集中

砲火を浴びておりますし、四面楚歌状態ではあります

が、負けずに頑張ってまいりたいと思いますので、お

願いいたします。

　質問に入る前に少し所見を述べさせていただきま

す。

　今回、鳩山前総理の「抑止力は方便」だったという

発言への批判が大分出されておりますが、もっともな

御指摘だとも思いますし、同じ党の人間として胸の痛

む思いでもあります。しかしながら、ここは同じ党の

人間という党に属する者として免じていただいて、少

し違う観点から所見を述べさせていただきたいと思い

ます。

　我が国にとって抑止力とは、自衛隊もそうですが日

米安全保障条約であり、それに基づいて置かれている
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米軍基地だと思います。そういう意味では日米同盟の

あかしとしての海兵隊の存在も何らかの意味で抑止力

の役割を果たしていると私は思います。ただ、問題

は、海兵隊が我が国の中でどうして沖縄でなければな

らないのかということだと思います。そして、これだ

け過重な基地負担にあえいでいる沖縄にこれからも

ずっとそれだけの負担を背負わせていく国民であり国

家なのか。国家であっていいのかということこそが問

われなければならないし、問題の本質ではないでしょ

うか。

　鳩山前総理は、純粋に普天間の県外移設に取り組も

うとしたと私は思っております。しかし、その前に立

ちはだかったのが外務・防衛の官僚組織であり、ま

た、アメリカが怒っているといって鳩山批判を繰り返

した本土のメディアであり、国の安全保障のために沖

縄に無理な負担をかけている状態を黙認する大多数の

国民の存在です。鳩山前総理は、それらの問題と壁を

突破するだけの力を持ち得なかったといえば、まさに

そのとおりであり、そのことは御本人も正直に認めて

おられるところだと思います。だとすれば、私ども沖

縄県民にとっては鳩山総理の個人的な問題よりも、鳩

山政権を追い詰めた背後の本質的な問題への取り組み

こそが今後の最大の課題ではないでしょうか。鳩山政

権誕生の前と後では沖縄の政治状況がどう変わって

いったかというのを見たときに、日米合意を交わした

ことには問題がありますが、しかしこれもまた鳩山前

総理のもたらした結果の一つではないでしょうか。

　その一つ、それは鳩山前総理の「最低でも県外」と

いう言葉が県民に大きな期待を抱かせました。その結

果、盛り上がった県民世論を無視できずに自公の皆さ

んが方針を変えました。そして、知事も方針を変えざ

るを得なくなったわけです。今ではほぼオール沖縄で

県外を求めることで一致して交渉に臨める体制が整っ

たわけです。これは沖縄にとって大きな前進です。県

民の期待を裏切ったと言われればそうかもしれません

が、結果としてこのような状況をもたらしたと言って

もいいのではないでしょうか。今後、知事を先頭に超

党派で歴史的な交渉を成功させていこうではありませ

んか。

　それでは通告に基づきまして質問に入らせていただ

きます。

　まず初めに知事の政治姿勢についてお伺いいたしま

す。

　茨、普天間基地の移設問題や地位協定の改定に向け

て、県民の先頭に立ち県民世論を一つにまとめてどの

ように政府や米国へ働きかけていかれるのかお伺いい

たします。

　芋、基地問題や災害対策などを含む総合安全保障に

ついての調査研究を実施する体制整備について、現時

点での構想や目標などをどのように考えておられるの

でしょうか。

　鰯、本県にとって、経済発展を遂げつつも軍事力を

増強し続け、尖閣諸島の領有権をも主張する中国をど

のようにとらえ、どのようにかかわっていくべきと考

えるか、知事の認識を伺います。

　允、政府は出先機関改革に取り組んでおりますが、

沖縄総合事務局もその歴史的役割を終えつつある中

で、県はどのようなところから権限移譲に向けての県

の体制の準備を進めていくのでしょうか。

　印、自立経済の確立に向けて一国二制度的な法整備

の取り組みが重要ですが、今後どのような分野におい

て政府への要望を挙げ実現に向けて取り組んでいくの

か伺います。

　咽、海洋立国を目指すべき我が国にとって本県の占

める位置と価値ははかり知れないものがあります。そ

のような観点から交付税の算定における海洋面積の扱

いや領土、領海保全のための定住政策等について知事

の見解を伺います。

　員、交通・物流コストの支援に関して、これまでの

振興計画の中で不十分な点と今後必要とされる課題は

何か。そして県が求める制度が実現されれば県経済及

び離島振興にとってどのような効果をもたらすので

しょうか。

　次に、農業の振興について伺います。

　茨、県内の農業生産法人の現状はどのようになって

いるでしょうか。

　芋、ＴＰＰへの参加問題を契機に強い農業、競争力

のある本県の農業を確立するための真剣な取り組みが

必要だと思いますが、どのような目標を定めているの

か伺います。

　鰯、地産地消の観点から学校給食を十分に活用すべ

きと考えますが、その現状と今後の課題を伺います。

　３番目に、離島の振興について伺います。

　茨、本島の児童生徒の修学旅行の行き先は何年前か

ら変わっていないのか。また、宮古・八重山などの離

島へ行く事業から修学旅行の費用に補てんすることは

できないでしょうか。

　芋、就学支援の一環として、本島の高校における寮

の設置と自治体が共同で設置している共同の学生寮の

現状はどうなっているでしょうか。

　４番目に、教育行政について伺います。

　茨、本県の学生の海外留学はどのような状況にある
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のか伺います。

　芋、教育事務所の統廃合についての計画があるのか

伺います。

　鰯、公立幼稚園への低年齢児受け入れについてはど

のように働きかけているでしょうか。

　５番目に、海洋政策について伺います。

　茨、我が国は、今後、海洋国家、海洋資源大国を目

指して国策を推進していく方向にあります。そのこと

は本県にとっても大きな意味を持つと思われますが、

本県の海洋資源とその価値についての認識を伺いま

す。

　芋、佐賀大学の海洋エネルギー研究施設を久米島へ

移設するか、それに近い施設を建設させるような計画

を国に働きかけてはどうでしょうか。

　鰯、海洋深層水施設の今後の運営方針と運営計画は

どのようになっているでしょうか。

　最後に、鉄軌道の導入について伺います。

　茨、鉄軌道導入の検討及びその推進のために地元で

活動を展開するＮＰＯなどとの連携や導入を希望する

市町村との議論の場が必要なのではないでしょうか。

　芋、また、そのための予算は計上しておられるのか

伺います。

　以上、御答弁を求めます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　新垣安弘議員の御質問に答

弁をさせていただきます。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、普天間飛行場

移設問題に対する取り組みについてという御質問にお

答えいたします。

　県は、総理を初め各大臣との面談など、あらゆる機

会を通じて普天間飛行場の県外移設の実現を強く求め

てまいりたいと考えております。また、その実現を図

るためには、日本全体で米軍基地の負担を分かち合う

べきであるということを広く国民に理解してもらう必

要があると考えております。平成23年度には、世論を

喚起するための広報活動などを積極的に推し進めてま

いります。特に、県内移設は事実上不可能であるとい

う沖縄の状況を日米両政府と国民に理解してもらうた

めのあらゆる方策を検討し実行してまいりたいと考え

ております。

　次に、知事の政治姿勢の中で、中国とのかかわりに

ついてという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　まず、尖閣諸島は我が国固有の領土であり、同諸島

は沖縄県の行政区域であります。沖縄県としまして

は、これまでと同様に県民の生命財産や、漁業を初め

諸権利が侵害されることのないよう政府に対し適切な

対応を強く求めてきているところでございます。一

方、沖縄県と中国は長い交流の歴史があり、福建省と

の間には平成９年９月に姉妹提携が締結されており、

友好関係が続いております。また、近年は中国から多

くの観光客も訪れ交流が盛んになっております。

　沖縄県としましては、中国との平和的な友好関係の

構築は極めて重要であると考えております。今後と

も、人、物、情報、文化、科学技術などの多元的な交

流ネットワークをさらにつくり上げてまいりたいと考

えておりますし、国際的な交流拠点の形成を図ってま

いりたいと考えているところでございます。

　次に、知事の政治姿勢の中で、総合事務局の権限移

譲に向けての体制準備に係る御質問にお答えいたしま

す。

　国の出先機関改革につきましては、昨年末に閣議決

定されましたアクションプランに基づく推進委員会が

去る２月17日に開催され、沖縄総合事務局の事務・権

限の移譲に関する沖縄県の考えを述べたところでござ

います。

　今後は、この閣議決定されたアクションプランに基

づき出先機関単位ですべての事務・権限を移譲するこ

とを基本として、平成23年夏ごろまでに基本的枠組み

や移譲対象機関が決定され、平成24年通常国会への法

案提出に向けて作業が進められていくこととされてお

ります。

　沖縄県としましても、市町村や関係団体の意見も踏

まえながら、国の作業状況に的確に対応してまいりた

いと考えているところでございます。

　次に、知事の政治姿勢の中で、これは自立経済に係

る御質問の中で、政府へ要望する分野と実現に向けた

取り組みについての御質問にお答えいたします。

　これまでの沖縄振興の成果により社会資本の整備や

産業振興の面で着実な進展が見られる一方で、沖縄は

種々の特殊事情から、県民所得及び雇用の問題、そし

て離島振興、基地、交通体系などの重要課題を今なお

抱えております。したがいまして、離島県ゆえの不利

性を克服するとともに、魅力ある自然環境や独自の文

化、豊富な若年労働力、そして東アジアの中心に位置

する地理的優位性などを最大限発揮できる施策を展開

するため、国の責務において全国一律とは異なる新た

な法制度の構築が必要であります。

　要望する分野の例としましては、沖縄県の基幹産業

と言われております観光や情報通信産業に加えて、さ

らに国際物流関連産業、科学技術関連産業、そして環

境関連産業等において新たに競争力の高い税制優遇制
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度の創設を求めるとともに、既存の県内の中小企業や

製造業、さらには農林水産業、建設業などを振興する

ための制度も求めてまいります。

　沖縄県としましては、今後とも県議会、市町村、そ

して関係団体等の御協力を得ながら、沖縄政策協議会

等の場も活用し、21世紀ビジョンで描かれた将来像の

実現に資する新たな法律の実現に取り組む考えでござ

います。

　なお、要望する分野につきましては産業を中心に申

し上げましたけれども、教育分野、さらには子育てな

どなど福祉分野、また離島特有の分野、交通体系など

などたくさんの分野がございますので、申し添えてお

きます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につい

ての中で、地位協定改定に向けた日米両政府への働き

かけについての御質問にお答えいたします。

　日米地位協定は、一度も改正されないまま締結から

50年以上が経過しており、人権や環境問題などに対す

る意識の高まり等の中で、時代の要求や県民の要望に

そぐわなくなっていること等から、沖縄県においては

11項目にわたる抜本的な見直しを要請してきたところ

であります。政府は、「日米地位協定の改定を提起す

る」としているものの、これまで改定の方針等が示さ

れていないことから、去る２月８日、軍転協を通じ早

急に見直し作業に着手し、実務的な対応を行うよう求

めたところであります。

　県としましては、軍転協や渉外知事会等とも連携し

ながら、粘り強く地位協定の見直しを求めてまいりた

いと考えております。

　次に、総合的安全保障の構想や目標についてお答え

いたします。

　米軍基地問題は、我が国の外交や安全保障にかかわ

る全国的な課題であり、日本全体で米軍基地の負担を

分かち合うという原点に立ち返って解決する必要があ

ります。そのため、日米の国防・安全保障政策や今後

の国際情勢等を踏まえ、沖縄の過重な基地負担の軽減

に向けた県としての考え方を取りまとめる予定であり

ます。あわせて、大規模災害への対処等島嶼部におけ

る危機管理のあり方についても研究をしてまいりたい

と考えております。

　具体的な調査研究内容につきましては、今後県庁内

に立ち上げる予定のプロジェクトチームにおいて検討

してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　知事の政治姿勢に関する

質問のうち、地方交付税の算定における海洋面積の扱

いについてお答えいたします。

　本県を取り囲む海洋は、我が国の貴重な経済水域や

海洋資源を確保する上で非常に重要な役割を果たして

おり、国において何らかの財政的な配慮が必要である

と考えております。これらの海洋面積を新たに地方交

付税の算定基準とするには、都道府県ごとの海洋面積

の捕捉、当該面積を測定単位とするような財政需要が

あると認められること等の課題があります。

　県としましては、国に対して、どのような形で海洋

面積に関連する財政的な配慮を要望できるのか研究し

てまいりたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　知事の政治姿勢について

の御質問の中で、離島の定住政策等についてお答えい

たします。

　沖縄県の離島地域は、我が国の領海及び排他的経済

水域の確保や貴重な海洋資源の利用等に重要な役割を

果たしている一方、地理的・自然的条件等の不利性を

有し、若年者の流出や高齢化の進行等による地域活力

の低下が懸念されております。このような離島地域の

現状を踏まえ、本島と同じようなユニバーサルサービ

スとして、交通・生活コスト、生活環境基盤、教育・

医療等の分野における定住条件整備や地域産業の振興

等、総合的な振興策について現在国に対して新たな制

度の構築を要望しているところです。

　同じく知事の政治姿勢に関連をして、交通・物流コ

ストの支援に係る課題と効果についてお答えいたしま

す。

　これまでの振興計画においては基盤整備に重点が置

かれたこと、交通・物流におけるコスト構成が複雑で

有効な対策が打ち出せなかったことなどから必ずしも

十分ではなかったものと認識しております。島嶼県で

あるがゆえの条件不利性を克服し、産業振興並びに住

民の交通・物流コストの軽減を図ることは重要な課題

であると認識しており、国に対して新たな制度の構築

を要望しているところであります。新たな制度が実現

されれば、県民生活や産業振興の上で大きな負担と

なっている交通・物流コストが軽減され、産業の振興

及び離島の活性化が図られるものと期待しておりま
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す。

　次に、離島の振興についての御質問の中で、離島体

験学習推進事業についてお答えいたします。

　沖縄県においては、離島地域の住民負担を県民全体

で支え合う仕組みを構築していくため、将来を担う児

童生徒が離島の重要性、特殊性及び魅力に対する認識

を深めるとともに、本島と離島との交流促進により、

離島地域の活性化を図るため、本年度「離島体験学習

促進事業」を実施しました。本事業は修学旅行とは異

なる目的と内容のもと、内閣府からの国庫補助を活用

して実施するものであり、その財源を修学旅行の経費

に補てんすることはできないものと考えております。

　次に、海洋政策についての御質問の中で、海洋深層

水研究所の運営方針と計画についてお答えします。

　海洋深層水研究所は、海洋深層水の総合利用の推進

を図り本県の産業振興に寄与することを目的に、水産

及び農業分野での研究開発を行うとともに、工業利用

を促進するため企業に海洋深層水を分水しておりま

す。

　県としましては、海洋深層水の水産及び農業分野に

おける研究と技術開発、工業分野における利活用を積

極的に推進するため、平成26年度を目標とした沖縄県

海洋深層水研究所第３次中期事業計画を策定し、引き

続き民間企業や研究機関と連携してまいりたいと考え

ております。

　次に、鉄軌道の導入についての御質問の中で、ＮＰ

Ｏ等や市町村との意見交換及び予算の計上について、

これは６の茨、６の芋は関連いたしますので一括して

お答えをしたいと思います。

　鉄軌道を含む新たな公共交通システムにつきまして

は、沖縄県総合交通体系基本計画においてその位置づ

けなどを検討することとしております。同計画は、有

識者、関係団体及び市町村代表で構成する委員会にお

いて審議することとしており、平成23年度はそのため

の予算を計上しております。なお、鉄軌道について

は、県民やＮＰＯなども含め、幅広い意見交換の場を

設けていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農業の振興について

の中で、県内の農業生産法人の状況についてお答えし

ます。

　県内の農業生産法人の状況は、平成20年が318法

人、平成21年が371法人、平成22年が394法人となり増

加しております。平成22年の地区別の状況は、北部が

113法人、中部が39法人、南部が56法人、宮古が88法

人、八重山が98法人となっております。また、品目別

では、果樹が113法人、畜産が79法人、野菜・花卉が

88法人、さとうきび等が132法人となっております。

　県といたしましては、農業経営の効率化や安定化を

図る観点から、農業生産法人を育成するため関係機関

と連携し、法人化説明会の開催、相談窓口の設置等を

行い農業経営体の法人化を推進しているところであり

ます。また、農業生産法人を育成するため、農業用機

械の導入やハウス等の生産施設、畜舎等の整備などを

行っているところであります。

　次に、農業の振興についてお答えします。

　県では、亜熱帯の地域特性を生かして、競争力のあ

る農業を確立するため、農林水産業振興計画に基づ

き、定時・定量・定品質の出荷が可能な拠点産地の育

成によるおきなわブランドの確立と生産供給体制の強

化、輸送コストの低減や地産地消など、流通・販売・

加工対策の強化、経営感覚にすぐれた担い手の育成や

新規就農者の育成確保、省力化・低コスト化に向けた

農林水産技術の開発・普及、農業用水源の確保やかん

がい施設の整備など、亜熱帯・島嶼性に適合した農林

水産業の基盤整備など、７つの柱を基本として各種施

策・事業に取り組んでいるところであります。特に、

他産業並みの農業所得の確保を目標とする認定農業者

の育成や、亜熱帯地域の特性を生かしたオリジナル品

種の育成、県産農林水産物の機能性を活用した付加価

値の高い加工品開発など、競争力のある農業を推進し

ているところでございます。

　次に、学校給食における県産食材活用の現状と課題

についてお答えします。

　平成20年度の学校給食における県産食材の利用状況

は、重量ベースで約33％となっております。利用率の

高い主な品目としては、ゴーヤー、トウガン、オク

ラ、モズクとなっており、90％以上が利用されており

ます。

　利用状況の課題といたしましては、数量、品質の品

ぞろえの確保、天候等により安定した入荷が困難なこ

と、生産者と調整・検討する場の確保、購入価格など

があります。このため、県では、拠点産地の育成によ

る安定供給の強化、市町村学校給食担当者連絡会議に

おける需要・供給情報の共有化、学校給食と生産者、

流通・加工業者のマッチングを行う「地産地消コー

ディネーター」の配置など、県産食材の利用拡大に取

り組んでおります。さらに、平成23年度は「県産農産

物付加価値向上推進事業」において、学校栄養士会と

連携して加工品開発を行うなど、県産農林水産物の利
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用促進に努めているところでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　金武正八郎君登壇〕

○教育長（金武正八郎君）　それでは離島の振興につ

いての御質問で、修学旅行の行き先についてお答えい

たします。

　小中学校の修学旅行は、「公立小学校・中学校の修

学旅行実施基準」によって実施されており、小学校が

本県の範囲内で、中学校が九州の範囲内で実施される

ようになってから30年余りが経過しております。な

お、昭和61年の基準の一部改正により、旅行地につい

ては学校と所管の教育委員会の調整の上、変更も可能

となっております。

　次に、県立高校の学生寮の現状についてお答えいた

します。

　現在、沖縄本島には県立高等学校８校に寄宿舎が設

置されており、定員648名に対して458名が入寮してお

ります。また、名護市には北部12市町村で構成される

北部合同寄宿舎運営協議会が運営する寄宿舎が設置さ

れております。そこでは、定員60名に対して51名の名

護市内３高校へ通う離島北部の生徒が入寮し生活をし

ております。

　県教育委員会としましては、今後とも離島出身の生

徒の入寮を優先した配慮を行うとともに、生徒が安心

して学習や生活ができるよう支援してまいりたいと考

えております。

　次に、教育行政についての御質問で、本県学生の海

外留学状況についてお答えいたします。

　国際性に富んだ創造性豊かな人材の育成を図るため

に、昭和57年より平成21年までの27年間に「国外留学

生派遣事業」や「高校生の国外留学派遣事業」等を通

して1500名余の高校生や大学生等をアジア、米国、欧

州等の海外へ派遣してまいりました。平成22年度は、

海外へ留学生を100名派遣したところであります。現

在、新たな沖縄振興のための制度提言の中で、万国津

梁の精神を持つ人材の育成を目指し、「国際性に富む

人材育成留学制度」の創設に向けて取り組んでいると

ころであり、今後もアジアを初めとする諸外国への留

学生派遣の拡充を図ってまいります。

　次に、教育事務所の見直しについてお答えいたしま

す。

　教育事務所の見直しについては、地方分権の進展等

に伴う市町村合併の流れの中、市町村において主体的

に地域の実情に応じた教育行政を推進していくことが

期待されていることを踏まえ、これまでの教育事務所

のあり方を検討するものであります。教育事務所の見

直し方針では、事務事業の見直しを進めながら各事務

所の統廃合も含め検討することとしており、那覇教育

事務所と島尻教育事務所については、管内市町村の数

や推進体制の整備状況、地理的条件等を勘案し統合を

検討することとしております。この見直し方針は、今

後の方向性を示したものであり、具体的な見直しに当

たっては、市町村教育委員会等との調整も図ってまい

りたいと考えております。

　次に、公立幼稚園への低年齢児受け入れについてお

答えいたします。

　公立幼稚園は、入園を希望する満３歳から幼児を受

け入れることが学校教育法に示されております。その

ため、満３歳から５歳までの幼児一人一人に応じた質

の高い幼児教育を推進するため、「沖縄県幼児教育振

興アクションプログラム」の中に３年保育の促進を位

置づけております。また、設置主体である市町村に対

し「幼児教育政策プログラム」の策定を依頼し、３年

保育の実施について働きかけているところであり、現

在、公立において３年保育実施園が240園中９園、２

年保育実施園が84園、私立幼稚園の３年保育実施状況

は、私立の35園すべてで実施しております

　県教育委員会としましては、今後とも市町村と連携

し３年保育の実施を促進するなど、幼児教育の充実に

向けて取り組んでまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　勝目和夫君登壇〕

○観光商工部長（勝目和夫君）　海洋政策についての

中の、本県の海洋資源とその価値の認識についての御

質問にお答えします。

　県では、平成15年から平成17年度まで学識経験者等

で構成する検討委員会で海洋資源の開発及び利用等に

関する基本調査を行いました。その結果、本県周辺海

域には石油、天然ガス、熱水鉱床等の海洋資源賦存の

可能性が大きいということが示されております。ま

た、平成21年３月に国が策定した「海洋エネルギー・

鉱物資源開発計画」では、海洋資源量の把握、海底熱

水鉱床の発見調査、試掘調査や経済性評価等を平成30

年度までに行うとする計画が示されております。

　現在、同計画に基づき、本県周辺海域においても独

立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構及び独立

行政法人海洋研究開発機構により詳細な調査が行われ

ております。

　沖縄県は、海洋資源は有望な資源であると認識して

おり、「沖縄21世紀ビジョン」においても、海洋資源
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の開発・利用を促進し、関連する海洋産業を振興する

こととしており、今後関係機関と連携して対応してま

いりたいと考えております。

　同じく海洋政策について、海洋エネルギー研究施設

等の計画を国に働きかけることについての御質問にお

答えします。

　県は、沖縄・ハワイクリーンエネルギー協力の一つ

として、昨年11月17日に久米島町において海洋エネル

ギーに関するワークショップを開催いたしました。

ワークショップでは、ハワイ州政府や日米の民間企

業、大学等が参加し、海洋温度差発電に取り組む意義

や課題等について活発な意見が交わされました。ま

た、ことし３月下旬にはハワイ州において２回目の

ワークショップを開催し、関係機関と海洋温度差発電

の実証事業の可能性について議論を交わす予定であり

ます。

　県としましては、このワークショップを通して日米

両政府やハワイ州と情報を共有するとともに、ハワイ

州との共同研究の実現を働きかけていきたいと考えて

おります。

　なお、具体的な施設の計画等については、ワーク

ショップなどを通して検討してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　知事にお伺いします。

　本来なら知事にお答えいただきたかったのが１つあ

るんですが、総合安全保障にかかわる調査研究の立ち

上げですね。これは去年、私、沖縄のいわゆる県民の

安全保障に対していろんな情報収集、そして分析、そ

れをやる部門が必要じゃないかということを申し上げ

たことがあったんですが、それとの関連ですごく期待

をいたしております。それで、これは今まで何度か出

たんですけれども、今、知事の中で、構想の中で、も

う一度どの程度のものとして今考えておられるのかお

聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　先ほど来、知事公室長が答

弁いたしておりますが、沖縄をめぐる防衛問題に係る

安全保障といいますか、これを県は県なりにいろんな

データを収集し予測をし、しっかり我々の安全保障に

係る考えをもう一度取りまとめる必要があるというの

が第一ですね。そしてそれをベースにしながら我々の

21世紀ビジョンの方向、そしてまた、現実の基地問題

がどちらかといえば基地の日々のオペレーションに伴

う事件・事故もみずから言うのもなんですが、のれん

に腕押し、馬耳東風のような世界がなかなか改善され

ない。そういうことも含めてもう一度きちっと我々が

今抱えている基地問題を一歩でも二歩でも改善するた

めに、やはりもう一度きちっとした体制、データを含

めやって、日米両政府とある意味で意味のあるテーブ

ルづくりに貢献したいという、これは防衛絡みのもの

が一つ、米軍基地に絡むものが一つ、さらにまた最近

は、島嶼防衛とかといって防衛白書、それから民主党

が初めて出した防衛大綱などなどが出てきています。

そういうものも踏まえるとダイナミックに動いていま

すから、それをちゃんとフォローできる知識と経験と

内容の集積をできる組織もつくりたい。恐らくこれは

人材のアウトソーシング的なオープンな組織になるだ

ろうと思っています、これが一つ。

　あわせて、やっぱり最近、気候変動でしょうか、い

ろんな大型台風とか地震、津波、これは海の県として

は東南アジアでこの何年か起こっている災害というの

は他人事ではないと思います。ですから、あらゆる情

報を集め、我々はそれを可能な限り予測し、被害を最

小限にとどめる手は打てるだけ打つということをしっ

かりやる必要があるというこの大規模自然災害に対す

る対応、特に海洋的な観光県としてはこれはしっかり

やっていかないとだめだと。さらに、まさしく世界を

めぐるインターネット、金融危機、さらにはインフル

エンザなどなど、いろんな面で我々を取り巻く情報と

いうか、いろんな世界的な難しい部分のとらまえ方を

しっかり我々は持ってないとだめだと。危機管理的な

観点からも、そしてその対応の練習・訓練もしっかり

やるためにもそういうものを集めておく必要がある。

これは言い出せば切りがないほどいろんな側面が実は

あります。食料の自給率、エネルギーの自給率も含め

て総合安全保障といいますか、総合安全・安心システ

ム、データ取り、そしてそれへの対応、いろんなこと

を考え実行していく組織をつくりたいということでご

ざいます。前に議員から伺ったものと相通ずる部分が

かなりあるのではないかとも思っております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　午前中、玉城議員からもそれに似た

ようなことがありましたが、アメリカに人材を送って

いかないといけないんじゃないかと。それで、その安

全保障にかかわる情報の収集、分析、判断、すごく重

要だと思うんです。たまたまこれは21日にアメリカの

ワシントンで、太平洋軍司令官がアジア会議というと

ころでスピーチをしているものをネットでちょっと

私、拾ったんですけれども――地元の記事とか本土紙

にも出てないんですが――これはどういうことを言っ
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ているかというと、中国の今回の尖閣諸島でのいろん

な事件、あるいは南沙諸島での中国のさまざまな動

き、それに対してアメリカは、海軍と空軍をしっかり

と連携をさせて、そこに海兵隊も加えて体制を整え

て、島嶼防衛に備えていくと。それを重大な一つの事

項として発表しているんですね。ですから、海兵隊も

そこに加えてやっていくと。特に西太平洋を中心に

やっていくと。そういうことをたまたま拾ったわけな

んです。

　片や地元紙の北米在住の記者からは、いわゆる海兵

隊無用論、不要論、撤退論が新聞にいろいろ出たりし

ています。そういう意味ではこれも相反する情報なん

ですね。ですから、そこはやはりこの安全保障にかか

わる情報というのは、しっかりと県みずからがそうい

う機関を持って収集、分析、判断をしていかないとい

けないと思うんです。ですからそういう意味でぜひと

も今回の知事の構想、プロジェクトをしっかりとした

ものにつくり上げていただきたいと思います。要望い

たします。

　それともう１点、知事にお伺いいたします。

　総合事務局の問題で、アクションプランの政府の会

議ですか、公聴会に行かれて沖縄の考えを先ほど述べ

てこられたとおっしゃっていました。沖縄として総合

事務局に関する知事の考え方を述べられたと思うんで

すが、具体的に例えばどのようなことを政府に述べら

れたのか、そこを聞かせていただけますでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　これは地域主権大臣、担当

大臣としての今の総務大臣がまとめ役もやっておられ

た小さい会合です。ただ、それに至るまでのこの一、

二年、知事会でも地域主権とか、それから道州制とか

いろんな議論がこれまでなされてきた中で、やっぱり

出先機関は無論役目が終わったものも、まだ続いてい

るものもあり、終わったものもありいろいろあるで

しょうと。しかし、やっぱり権限移譲というのはしっ

かりと国から県へ、県から市町村へといいますか、や

るべきものはやって効率性、それから地域主権という

ものをしっかりと確立していく、とうとうたる流れが

紆余曲折はあるんですがやっぱりあると思います。

　そういう中で私は、総務大臣といいますか地域主権

大臣に個別にお目にかかるときも、たまにそういう意

見交換をしたりしていまして、この間の会合そのもの

は、九州の皆さんの考え、それから大阪府を中心とす

る関西連合の考えが主でして、私のほうは沖縄県単独

ですから特にその場では新しいことは申し上げており

ませんが、沖縄の中でも総合事務局はかなりしっかり

と仕事をしてきていただいたんですが、40年たつと

やっぱり県と重なる部分がかなり出ている。ある意味

で時間の問題かもしれないんですが、役目は終わりつ

つあるという見方もかなりあるというようなことは申

し上げました。ただ、権限移譲というのはそればかり

移譲されても、人、それから能力、それから組織、お

金、いろいろありますので、ただ沖縄の場合はもう少

しコンセンサスづくりが必要かもしれないということ

は加えました。ただ、この二、三年で法制化してき

ちっと前へ進めようという動きは特に九州地域が強

く、先へ進んでいる印象を受けました。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　総合事務局の件なんですけれども、

24年に法制化で26年から実施という方向が、総合事務

局じゃなくて出先機関の問題であると思うんですが、

例えばこれもアクションプランのほうで移行していく

に当たって、例えば人材を地方に移管するとか、その

ときの要員・規模の決め方とかいろんな処遇のあり方

とか、そういうこともろもろ出てくると思うんです

が、そこら辺の具体的な受ける側の、県側の準備とい

うのはいつごろからそういう準備を始めることになる

んでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　確かにこのスケジュール

でいきますとかなり急ピッチに我がほうの受け入れ体

制、そのほうは少し検討しなければいけません。４月

以降、企画部、総務部を中心にそのプロジェクトチー

ムを立ち上げたいと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　企画部長にお伺いいたします。

　まず、鉄軌道の件なんですが、企画部長、何度か何

人かの議員の皆さんへの答弁の中で少し思ったんです

が、企画部長の中にはもう鉄軌道をもしやるとするん

だったら、次世代の路面型のＬＲＴじゃなくて、いわ

ゆる鉄軌道のほうがいいんだというか、そういうふう

な思いになっていらっしゃるんでしょうか。少しそれ

を感じましたので。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　代表質問、一般質問の中

で幾つか質問をいただきまして、その中でお答えした

内容は、昨年県で実施をした中南部の基地跡地の利活

用を踏まえた公共交通システム、その軌道系交通を含

めた公共交通システムの調査結果について、那覇から

沖縄市に至る路線についてはどれがいいかという比較

の中で、長距離については鉄道だねという一つの見解



－ 241 －

が得られたというふうなことはお話し申し上げまし

た。

　ただ、ＬＲＴとこの鉄軌道は、それぞれやはりその

持ち味といいますか、それが異なるものだというふう

に理解をしております。今、いろんなところでＬＲＴ

の導入について検討がされているわけでございますけ

れども、まちづくりとか公共交通の利便性の向上の面

で見た場合に、やっぱり表定速度が少し低いというよ

うなところで、その抜本的な渋滞緩和というよりは、

やはりまちづくりというようなところでの使い方はＬ

ＲＴが向いているのかなというふうな一つの評価がご

ざいました。

　ただ、その大量・定時・定速というふうな観点でい

いますと、やはり鉄道にはなかなかかなわないと、そ

ういうふうなのが一つの調査結果として出たというこ

とです。ただ、それでも莫大な投資額が必要になると

いうふうな課題もございます。そういうふうなものを

列記をしてその調査結果をお示ししたというふうなこ

とでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　部長、ＬＲＴは、市街地はいわゆる

路面電車で走って、郊外に出るといわゆる鉄軌道にな

ることが可能だということは御存じですよね。それは

大丈夫ですね。

　あと１点、政府も今年度も次年度も予算を4000万つ

けて調査をやると思うんですが、ある新聞の記事によ

ると、内閣府は調査はあくまでも調査であって、実現

に持っていくかどうかはわからないと。そういうこと

も書かれているわけです。そういう意味で、国は県よ

りも多額の予算をつけて調査をやるんですが、いわゆ

るこれを国の事情で、予算の事情で、いや、調査はし

てみたけれどもこれはとても採算とれないと、沖縄に

は合わないよと、そういうことになりかねない部分も

あるんじゃないかなと思うんですが、そこら辺は部長

はどうお思いでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　現在、国のほうで鉄軌道

に関する調査を実施しております。22年度、23年度２

カ年の調査の予定で、今、議員が言われるようなこと

は全く耳にしたことはないわけでございますけれど

も、国のほうが今やっている調査は、まず１年目は、

まず基本的な前提となる将来人口だとか、土地利用の

主導権の設定、それから県民や観光客のニーズという

ふうな形で需要予測モデルをつくるというのが今年度

調査の目標です。

　次年度は、これに基づいて交通システムの比較検討

を行う予定というふうなことになっておりまして、そ

の調査を粛々と国のほうでもやられているというふう

に理解をしております。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　このＬＲＴに関しては、民間のＮＰ

Ｏの皆さんが長年かけてずっと情熱を持ってやってき

ているんですね。そこは彼らも蓄積がありますので、

ぜひ県としても活用していただければと思いますの

で、よろしくお願いいたします。

　あともう１点部長にお伺いしたいんですが、先ほど

離島への中学生の体験旅行ですか、あったと思うんで

すが、これの結果を感想を聞かせていただけますで

しょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　これは今年度補正予算で

実施をした事業でございましたけれども、事業内容と

しては、本島の小学生、本年度は試験的に160名、こ

れを５島に小規模離島を中心にして選定をしまして、

民泊、それから体験滞在事業を実施をする地域に派遣

をしております。その中で、各離島で子供たちは参加

をして、その子供たち、それからまた引率した先生、

離島関係者からかなりいい評価をいただいておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　教育長にお伺いします。

　修学旅行の件なんですが、今の部長の事業の結果、

すごく子供たちは喜んでいるんですよ。それで、本島

の子供がやはり沖縄の離島に行く方向に修学旅行も

持っていくべきだと思うんですね。これはそれなりの

価値があると思うんです。ただ、修学旅行の中身、内

容というか計画が硬直化していて、なかなか末端の学

校で動かせない。同じ状況でずっと来ていると。だか

ら、そこは発想を柔軟にして、本島の子供たちが修学

旅行で近隣の離島に行けるような方向に努力すべきだ

と思うんですが、それをやることによって離島がまた

本土からの学生を呼び込めるような下地ができてくる

と思います。それに関して一言。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　修学旅行の行き先につき

ましては、小学校は沖縄本島内、それから中学校は九

州の範囲で行うということですけれども、その目的地

につきましては、学校とそれからその所管をしている

教育委員会で変更することもできると。旅行は、基本

的には学校がその目的、それから学習効果、子供たち

の実態等を踏まえて目的地を自由に決めることができ

ます。ですので、特に法令的に私たちがやらなくても
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大丈夫ですけれども、しかし、やはりおっしゃるよう

に離島の豊かな自然やすばらしい文化に触れる機会を

持つのは大事なことだと思いますので、そういうこと

は各校長会とかそういうところに呼びかけたり、そし

てもう一つは、特にその縛りが大きいという点がござ

いましたら、目的地については市町村教育委員会で決

めると。県全体で決めないというそういう方向も検討

してまいりたいと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　公立幼稚園の３年保育の件なんです

が、先ほど秋田のお話であったんですが、秋田はほと

んど幼稚園は３年保育になっているということがあり

ました。それで、沖縄の公立の幼稚園もやはり前から

いろんな皆さんが３年保育に持っていくべきだという

ふうに言っているんですが、そこら辺、これはずっと

言われていますから、具体的にどういう働きかけを自

治体に、あるいは国に県の教育庁がやったのか、そこ

をちょっと聞かせてもらえますでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　３年保育につきまして、

設置者である市町村がこれは行うことでございますの

で、私たちとしては市町村に３年保育をぜひ促進して

いただきたいということはいろんな形でお互いに連携

をとりながら進めております。

　ただ、御承知のとおり本県の幼稚園教育は戦後の歴

史的背景から１年保育が主流であります。特にまた公

立です。他府県は御承知のとおり全部私立で３年保育

をやっています。沖縄県も私立は35園ありますけれど

も、すべて３年保育をやっています。そういういろん

な状況がありますけれども、やっぱり根本的な原因

は、３年保育の実施については施設・設備や人的配置

等財政面で、そしてもう一つは沖縄の保育園、５歳以

上は幼稚園ですけれども、その前の２年間の幼稚園の

競合等が考えられるものと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　もう１点、留学生についてなんです

が、前、私、この問題を取り上げまして、中国への留

学生が１人しかいないじゃないかとそれを申し上げま

した。今後の沖縄のことを考えたら、やはり沖縄の将

来を背負って立つ青年、そこはどういうところに留学

させていくことが沖縄のためになるんだというか、戦

略的な発想が働いてもいいと思うんですね。そこの部

分は教育長の中にそういう観点というのはあるのか。

それともこういうのはなしでいいのか、留学に関して

は。そこを教育長の考え方をお聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（金武正八郎君）　これからやはり中国、そ

してインドの目覚ましい経済的発展、それから東南ア

ジア諸国のいろんな面での活躍等、やはりまた近隣で

もありますし、沖縄県から東南アジアを初め中国の高

校生が行って、そこで交流をしたり、そこの文化を学

んだりすることは大変重要なことだと思っておりま

す。それで、国際性に富む人材育成留学制度というの

を今回国の振計のほうにのせるように今取り組んでお

りますけれども、その中でも特にアジアのほうに高校

生が、また大学生・大学院生が行けるように重点的に

取り組んでまいりたいと思っています。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　観光商工部長、海洋温度差発電の件

でちょっとお伺いします。

　私も久米島のワークショップの翌日の全国大会に参

加したんですが、そのときにハワイから来た方が一言

話していたんですね。ロッキード社がすごくこれに関

心を持っていると。ねらいは何かといったら、グアム

とか米軍基地のあるところの電力の供給、そして水の

供給、そういう意味でこの温度差発電がすごく適して

いるとそういうことを言っていました。ですから、そ

ういう点で久米島も今度ハワイと姉妹交流もやります

し、この事業は動いていますから、ぜひ久米島の海洋

深層水の施設、あるいは温度差発電に向けての意欲は

持ち続けてもらいたいと思うんですよ。国のほうも温

度差発電は、いわゆる沖縄以北のほうでは余り使いも

のにならないからということで消極的な部分もあるら

しいんですが、ただこれは技術として日本が持つと、

海外にも使えることですから、そういう意味でぜひ企

画部長、そして観光商工部長、久米島にこの温度差発

電の国の最初のプロジェクトを引っ張ってくるんだと

いうか、それぐらいの情熱を、意欲を持ち続けてもら

いたいし、それに関して一言決意をお願いいたしま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　観光商工部長。

○観光商工部長（勝目和夫君）　今、議員おっしゃっ

ておられましたとおりハワイとのワークショップを今

やっておりまして、久米島で一応開催しました。その

中で、やはり久米島に設置されている海洋深層水の冷

却施設などは施設内で賄っていたり、つまりそういう

温度差発電、そういうものが非常に効果があるという

意見交換等があり、これをやはり研究をどんどん協力

してやっていこうという話などはやっております。

　具体的な施設につきましては、佐賀大につきまして

は30キロワットで非常に小さ過ぎて、やはり新たない



－ 243 －

ろんな施設が今後必要だということなどは話し合って

いますけれども、具体的な施設の計画についてはさら

にワークショップ等で研究して対応していきたいとい

うふうに思っています。

○新垣　安弘君　関係あるんじゃないですか、一言。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　御指名ですので、今、観

光商工部長からもございましたけれども、企画部のほ

うでも協力をしてやっていきたいと思います。久米島

町のほうでは海洋深層水複合利用推進協議会というふ

うなものを設置をして、これにまた県の職員も派遣を

して、その辺の議論を進めておりますので、企画部と

しても協力できるところはまた協力したいと思いま

す。

○新垣　安弘君　どうもありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　以上で本日の一般質問及び議

案に対する質疑を終わります。

　本日の日程はこれで全部終了いたしました。

　次会は、28日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後７時37分散会
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